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  緒言 
 
  本事業の背景と目的 
本事業は、平成31年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（ニアフィー

ルドシステム評価確証技術開発）として、経済産業省資源エネルギー庁（以下、「資源エネルギ

ー庁」という）から国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）と

公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター（以下、「原環センター」という）の2機関

が共同で受託したものである。本事業の背景と目的を以下に記す。 
我が国においては、現在、原子力発電所などで保管されている約18,000トンの使用済燃料を今

後再処理すると、すでに再処理された分も合わせ、ガラス固化体の総数は約25,000本となる（経

済産業省, 2018a）。廃棄物を発生させた現世代の責任として将来世代に負担を先送りしないよう

に、放射性廃棄物の地層処分対策を着実に進める必要がある。地層処分の事業は、事業期間が長

期にわたることに加え、その実施にあたっては、地質環境調査・評価技術、工学・設計技術、処分

場閉鎖後の長期安全性を確認するための安全評価技術などの多岐にわたる技術分野における個々

の技術の整備と、整備した技術を全体として統合化することが求められる。その着実な技術開発

のために、国、原子力発電環境整備機構（以下、「NUMO」という）及び関係研究機関が実施す

る研究が緊密に連携を図り地層処分の研究開発を計画的に進めるために「地層処分研究開発に関

する全体計画（平成30年度～平成34年度）」（以下、「全体計画」という）が策定されている（経

済産業省, 2018b）。 
本事業は、全体計画に示された課題解決に向けて、地層処分事業における概要調査から精密調

査段階に有用となる調査・評価技術を開発することを目的に、平成30年度から継続して実施して

きたものである（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。こ

の事業では、人工バリアとその設置などにより影響を受けると考えられる人工バリア近傍の岩盤

とを合わせた領域（ニアフィールド）を対象として、廃棄体定置後の過渡的な時期から閉鎖後長

期に至る期間の地層処分システムの構成要素間及び諸現象間の相互作用を考慮した現象の評価、

地質環境の条件に応じた核種移行現象の理解とデータの取得、ニアフィールド環境の長期変遷を

評価した結果を反映した核種移行評価手法の検討などを実施する。 
 
  実施計画 
これまでの高レベル放射性廃棄物の地層処分における安全性の評価は、シナリオを構築して熱、

水理、力学、化学、核種移行など個別の現象に重点を置き、かつ保守的な条件に基づくものであ

った（例えば、核燃料サイクル開発機構, 1999；原子力発電環境整備機構, 2018）。このような安

全性の評価は、不確実性や曖昧さを回避することで評価の頑健性を目指している。今後は、処分

事業の進展につれて経時的に充実するサイト条件などの情報を利用しつつ、サイト間の適切性の

比較や、設計オプションの優劣の比較などを行いつつ、処分施設設計や安全評価が進められる。

その実現には、下記の要件が満たされる、より現実的な評価技術が必要となる。 
・ サイト間の適切性の比較や設計オプションの優劣の比較ができる程度の分解能を持つ評

価が必要。 
・ サイトの諸特性（地下水組成、水理特性、岩盤の力学特性など）が不均質に分布する地

質環境の特徴に応じた評価が必要。 
・ 保守的な仮定の確認や、過度な保守性を排除した評価が必要。 
・ バリア構成要素間の相互作用を含むニアフィールド環境の長期変遷を適切に考慮した評

価が必要。 
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そのため本事業では、「より現実的な評価技術を開発する」という課題を設定し、実際のサイ

トにおける透水係数などの諸特性が不均質に分布する地質環境の特徴を考慮し、かつバリア構成

要素間の相互作用を含むニアフィールド環境の長期変遷を評価可能な技術開発を行うことした。

その課題を解決するため、以下の三つのサブプロジェクト（図1.2-1）を実施する。 
① ニアフィールド環境の変遷を評価するための個別現象モデル開発やパラメータ整備など

の技術開発（サブプロジェクト 1:SP1） 
② ①の環境変遷を考慮した核種移行を評価するための個別現象モデル開発・パラメータ整

備（サブプロジェクト 2:SP2） 
③ ①と②の成果に基づく、ニアフィールド性能を総合的に評価する技術開発（サブプロジ

ェクト 3:SP3）。 
 
ニアフィールド性能を総合的に評価する技術開発で実施する個々の現象解析モデルの統合化は、

図1.2-2に示すように、ニアフィールド環境の長期変遷のうちシステム性能として核種移行解析結

果に重大な影響を及ぼす現象やその相互作用から優先的に取り組むことした。そのような現象解

析モデルの統合化技術とその成果を反映した核種移行評価技術により得られる知見を個別現象モ

デル開発などにフィードバックさせることで、地層処分システムの安全性に影響を及ぼす現象の

重要度分類や、より現実的なモデル化の必要性の検討に資すると考えられる。 
本事業により得られる成果は、これまでの簡略かつ保守的な設定に基づく安全評価手法（例え

ば、核燃料サイクル開発機構, 1999；原子力発電環境整備機構, 2018）に対し、概要調査から精密

調査段階で必要となる実際のサイトにおける地質環境調査などのデータを適切に反映させた評価

モデルの構築と、様々な処分概念や設計オプションの比較、それらの条件での性能評価による安

全性の成立性やサイト間の優劣などを検討するための技術基盤としての活用が期待される。 
なお、本事業の実施にあたっては、地層処分を支える幅広い科学技術分野の知識を有すること

を前提として、既往の研究開発などの成果を適切に取り込むとともに、成果の体系的な統合が必

要となる。このため、先行事業である処分システム評価確証技術開発（日本原子力研究開発機構, 
2018）などの成果を適切に継承するとともに、現在までに関連する研究開発などに従事してきた

組織が共同で事業にあたることにより、各組織に蓄積されている知識、経験などを相互補完的に

利用し、かつ融合することによって事業全体としての総合的な高いレベルの成果の創出を目指す

こととし、原子力機構と原環センター2組織が共同で実施する。図1.2-1にそれぞれの組織が主に

担当する箇所を示す。 
本事業の公募時には、(1)地層処分システムの状態設定のための現象解析モデル化の高度化、(2)

地層処分システムの状態変遷等を反映した核種移行解析モデルの構築、(3)核種移行等に関するデ

ータの取得及びデータベース整備、の三つの枠組みが示されていた（経済産業省, 2018c）。本事

業の実施に際しては、(1)～(3)の枠組みを、上記①～③の三つのサブプロジェクト（SP1、SP2及
びSP3）に分類分けして実施することとした（表1.2-1参照）。 

三つのサブプロジェクトについて、平成30年度から平成31年度の2か年の実施計画の概要を以

下に記す。 
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図1.2-1 本事業で実施する「ニアフィールドシステム評価確証技術開発」の枠組みの概念図 
 

 
 

図1.2-2 ニアフィールド性能の総合評価技術開発に向けたアプローチ概念図 
（個別現象モデル開発・パラメータ整備からのボトムアップによる現象解析モデルの統合化・

核種移行評価と、その評価結果に基づくフィードバックの概念図） 
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表1.2-1 本事業の実施項目と募集要項記載項目との対応表 

 
 

  ニアフィールド環境変遷に係る個別評価技術の開発 
ニアフィールドはオーバーパック、緩衝材、セメント系材料など複数の材料と岩盤から構成さ

れており、それらの劣化・変質や材料間の相互作用などにより環境条件は時間とともに変化し、

バリア構成要素の安全機能や核種移行挙動への影響を与える可能がある。そのため、ニアフィー

ルドの長期挙動評価や環境変遷を評価する技術の開発とその技術の妥当性確認が求められている。 
加えて、日本の地下環境には一般的に湧水があることが知られており、廃棄体の定置後に処分

孔内に孔壁からの湧水があることにより、緩衝材と孔壁の境界に水みちができ、緩衝材が流出す

る可能性が指摘されている。緩衝材の流出は緩衝材を損失することにほかならず、人工バリアの

機能の低下につながる事象であるため重要な課題である。 
複数の異なる構成材料からなるニアフィールドの状態変遷の評価は、これまで、オーバーパッ

クやセメント系材料による緩衝材の変質に関する試験データが取得され、これらを表現できる解

析モデルが構築されている。今後は、過渡期におけるオーバーパックの腐食や緩衝材の変質など

についてTHMC（T:熱、H:水理、M:応力、C:化学）の観点からデータを取得し、現象解析モデル

の妥当性確認を行うことが求められている。そして、これらを通じて重要な反応系が明らかにな

った場合には、取得したデータを活用して現象解析モデルへ取り込むことが求められている。ま

た、地下施設でのグラウト施工事例を対象に試験・分析などを実施し、母岩中のアルカリプルー

ムの反応輸送解析モデルを構築することが求められている。一方、過渡期に想定される緩衝材流

出現象については、緩衝材流出現象に係るデータの取得と現象解析モデルの開発を行うともに、

開発した現象解析モデルを用いて緩衝材流出対策の妥当性評価を実施することが求められている。 
上記の課題解決に向けて、以下のサブタスクを実施する。 
 
  オーバーパックの腐食挙動評価 
過渡期におけるオーバーパックの腐食や緩衝材の変質などについてのTHMCの観点からのデー

タ取得について、平成30年度はTHMCに係る環境条件の変遷に伴うオーバーパックの腐食挙動の

変化を把握するために、THMC条件を制御しつつ全面腐食速度、局部腐食・応力腐食割れの生起

進展、腐食生成物皮膜性状などに関する室内試験を実施するとともに、原位置試験試料などの分

析に着手した。平成31年度はTHMC条件を制御した室内試験を複数の影響因子の組み合わせなど
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を考慮した条件で実施し、環境条件が腐食挙動へ与える影響などに関するデータを取得するとと

もに、幌延地下研究施設で実施された原位置試験により得られた試料の分析を行い、緩衝材の環

境条件と模擬オーバーパックの腐食挙動の関係を把握する。 
 
  緩衝材の変質挙動評価 
緩衝材の変質挙動評価に関して、平成30年度は、炭素鋼－圧縮ベントナイト境界領域における

バリア間相互作用による鉱物の溶解・沈殿などの現象とそれによる緩衝材変質などに関するデー

タや、緩衝材の膨潤、透水性などのHM連成挙動とそれらに及ぼす緩衝材変質（C）の影響などに

関するデータ取得に向けた室内試験、原位置試験及びナチュラルアナログ研究などに着手した。

平成31年度は、炭素鋼－圧縮ベントナイト相互作用による緩衝材変質などに関して、原位置試験

試料の透過型電子顕微鏡などを用いた構成鉱物の変質状態の分析や、ナチュラルアナログ事例サ

イトより採取した試料の分析などを実施するとともに、セメンテーションによる緩衝材基本特性

の変化に関して、膨潤・透水特性への影響に関するデータを取得して剛性へ与える影響を検討す

る。 
 
  ニアフィールドTHMC連成挙動評価 
現象解析モデルの妥当性確認に関して、平成30年度は、緩衝材のTHMC条件がオーバーパック

の腐食挙動に与える影響の検討、腐食進展などに関する現象解析モデルの妥当性の検証を実施し

た。また、緩衝材に隣接するバリア材と緩衝材との相互作用のメカニズムや緩衝材変質による緩

衝材基本特性への影響などの理解を進め、緩衝材のTHMC連成挙動に関する現象解析モデルの改

良と妥当性確認に着手した。平成31年度は、オーバーパックの腐食データを活用した腐食進展な

どに関するモデルの妥当性の検証に加えて、腐食寿命への影響が大きい重要な因子や現象につい

ては、現象解析モデルへの反映を検討する。また、緩衝材やそれに隣接するバリア材と緩衝材と

の相互作用のメカニズムや緩衝材変質による緩衝材基本特性への影響などに関するデータを取得

し、原位置試験の再現解析による現象解析モデルの妥当性確認などを実施する。 
 
  母岩中アルカリプルーム反応輸送挙動評価 
地下施設でのグラウト施工事例を対象とする試験・分析などとそれを用いた母岩中のアルカリ

プルームの反応輸送解析モデル構築について、平成30年度はセメント系材料が岩盤へ与える影響

やそのプロセスの理解に関する試験を通じてニアフィールド母岩を対象とした評価手法の高度化

に向けた研究アプローチを提示した。平成31年度は、地下施設でのグラウト施工事例を対象に施

工後10年程度経過したグラウト材-岩盤接触部から試料の採取・分析や地下水水質などの継続的な

モニタリングによる原位置データを取得するとともに、母岩中のアルカリプルームの反応輸送解

析モデルの高度化を進める。そして、先行事業成果を含む国内外の最新の知見を踏まえて、セメ

ント－岩石の相互作用に関するモデルの開発の課題を抽出し、原位置試験との連携を含めた研究

アプローチを提示する。 
 
  流出現象等を考慮した緩衝材の健全性評価 
緩衝材流出現象については、地下坑道における原位置試験による緩衝材流出に係る現象把握と

工学的対策の効果の検証を目的に、平成30年度には現実的な地下環境での緩衝材流出に係る挙動

を確認するための原位置試験環境の整備を行った。原位置においては、試験孔の計測、湧水量測

定、水理試験を行い、得られたデータを基に室内試験の条件を決定した。室内試験では、緩衝材

と母岩の間の隙間充填を工学的な対策として設定し、ケイ砂を充填した時の効果を把握するため
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の試験に着手した。また、隙間が緩衝材中の力学挙動と密度分布に与える影響を評価するための

解析手法についての検討を行った。平成31年度には、地下での現実的な施工状態を想定して、緩

衝材流出の有無や隙間充填による流出抑制効果を確認する。室内試験においては、緩衝材の流出

を考慮した再冠水プロセスについて、特定の地下環境に限定しない汎用的な評価を可能とするた

めのモデル試験を行う。また、流出を考慮した再冠水後の緩衝材の状態を解析的に評価するため

の手法について検討するとともに、遠心模型試験によって再冠水期間のモデルを検証するデータ

を得ることの妥当性についての検討を行う。これらの試験及び解析的な検討により、緩衝材の流

出を考慮した再冠水プロセスのモデル化を行い、安全評価の初期状態を示すために必要となる検

討と課題の抽出を行う。 
 

  ニアフィールド環境変遷を考慮した核種移行評価技術の開発 
地層処分事業の概要調査から精密調査段階において、実際のサイト条件を対象に処分概念や安

全性の評価やサイト間の適切性の評価を行うためには、実際のサイトの地質環境の特徴や処分シ

ステムの長期的な変遷などを適切に反映することが可能な核種移行評価技術が求められる。その

ため、実際の地質環境の特徴やニアフィールドシステムの長期環境変遷を考慮した核種移行評価

を行うための個別現象モデルやデータベースを、室内試験、地下研究施設での原位置試験などを

通じて開発する。具体的には以下のサブタスクを実施する。 
 
  ニアフィールド岩盤中の核種移行評価技術の開発 
透水構造を反映したより現実的な場を反映した核種移行解析モデルの構築に関し、これまでは

結晶質岩（花崗岩）及び堆積岩（泥岩）のマトリクス中の核種移行特性を反映した核種移行解析

モデルが構築されてきた。そこで、母岩中の割れ目内における充填鉱物への収着や、マトリクス

部における間隙構造や鉱物分布などの不均質性を反映することが可能な核種移行解析モデルを開

発するとともに、構築した核種移行解析モデルの妥当性を確認することが求められている。 
核種移行モデルの開発について、平成30年度は、結晶質岩及び堆積岩を対象として、これまで

の関連プロジェクトなどにおいて今後取り組むべき課題として抽出された、割れ目などの不均質

性や、地下水の酸化還元や塩濃度条件などの時間的・空間的変動などの地質環境の長期変遷を反

映した核種移行解析モデルの開発に着手した。具体的には、国内外の地下研究施設の岩石を用い

て、これまで主に対象としてきたマトリクス部の核種移行モデルに加え、割れ目部及びそのマト

リクス部との相互作用に重点をおき、最新の分析技術を適用して鉱物分布や間隙構造の不均質性

を定量的に評価するとともに、室内トレーサー試験により割れ目部及びマトリクス部の核種移行

データを取得した。平成31年度は、結晶質岩及び堆積岩の割れ目部とマトリクス部の不均質性の

影響を定量化するためのデータをより多くの核種と条件を対象により分析精度を高めて取得する

とともに、それらのデータをもとに、マトリクス部の核種移行特性に加えて割れ目などの不均質

に分布する水みちを取り扱い可能な核種移行解析モデルの構築手法を今後の課題とともに提示す

る。 
構築した核種移行解析モデルの妥当性確認を行うため、平成30年度は、これまでに取得された

原位置トレーサー試験データやナチュラルトレーサーデータなどを活用し、モデルの適用性評価

に向けた検討に着手した。平成31年度は、上記の室内トレーサー試験などにより取得したデータ

をもとに構築したモデルを、原位置試験データやナチュラルトレーサーデータなどへの適用を通

じて妥当性を確認するとともに、それらのモデルをより大きな空間スケールと長期の時間スケー

ルの核種移行解析に反映していくための方策と課題を提示する。 
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  システム変遷等を考慮した核種移行解析モデル/データベースの整備 
セメント系材料と緩衝材との反応など、様々な現象が複合的に進行するニアフィールドを対象

として、これまでは、緩衝材などが変質した場合の基礎データが一部の条件や核種を対象に取得

されてきた。そこで、地下水化学の変遷に関する情報などに基づき、ニアフィールドの状態変遷

を設定したうえで、その設定に応じた条件において変質した緩衝材や岩石中の核種の移行挙動に

係るデータを取得するとともに、核種移行解析モデルを構築し、さらに、その妥当性を確認する

ことが求められている。また、時間変化を考慮した地質環境モデルやニアフィールドを対象とし

た連成解析の結果を、核種移行解析モデルへ反映する手法を構築することが求められている。 
地下水化学の変遷に関する情報などに基づくニアフィールドの状態変遷の設定について、平成

30年度は、鉄製オーバーパックと緩衝材との反応、セメント系材料と緩衝材及び岩石との反応を

対象として、地下水化学の変遷に関する情報などに基づき、ニアフィールド環境変遷に係る個別

評価技術の開発（1.2.1項参照）や関連事業「TRU廃棄物処理・処分に関する技術開発」（原子力

環境整備促進･資金管理センター・日本原子力研究開発機構, 2019）で開発する現象解析モデルな

どを活用して、ニアフィールドの状態変遷を設定するとともに、課題の抽出を行った。その設定

に応じた条件において変質した緩衝材や岩石中の核種の移行挙動に係るデータの取得を行った。 
このうち、鉄影響については、室内試験により、鉄と核種との競合収着現象や鉄鉱物と核種と

の共沈現象に関するデータ取得に着手した。さらに、セメント影響については、セメント共存系

における地下水水質変化や変質などを想定した条件下での緩衝材や岩石中の核種移行データの取

得に着手した。平成31年度は、鉄共存系での核種の競合収着や共沈に関するデータを取得すると

ともに、セメント共存系での緩衝材や岩石中での核種やコロイドの移行データを取得する。それ

ぞれのデータをもとに鉄及びセメント共存が緩衝材や岩石中の核種移行へ与える影響を評価する

手法を構築し、その影響評価の試行結果と今後の課題を提示する。 
核種移行パラメータ設定に必要となるデータについては、これまでに、文献調査に加え、室内

試験を通じて熱力学データベース（TDB）、収着データベース（SDB）、拡散データベース（DDB）

の拡充が図られてきた。今後さらに、多様な地質・地下水条件に対応していくため、比較的炭酸

濃度が高い地下水が存在する場などに重点を置き、岩石への核種の収着・拡散データを取得する

ことが求められている。 
このため、平成30年度は、実際の深部環境で考慮すべき高炭酸濃度などの地下水条件範囲、及

びその条件で炭酸錯体などの影響が顕在化する核種を検討し、重要な地下水条件と核種との組み

合わせを抽出した。そのうえで、炭酸条件などを制御した岩石中の核種移行データの取得手法を

構築し、重要な核種としてAmやThなどを対象に高炭酸条件での収着・拡散データの取得に着手

した。さらに、そのデータの信頼性確認と多様な条件下での核種移行パラメータ設定に反映する

ため、分子動力学計算などの計算科学技術を適用して炭酸共存下における核種の収着・拡散など

のメカニズムの評価、それらを反映した核種移行モデルの構築に着手した。平成31年度は、平成

30年度に試験に着手した重要核種を対象に、より多様な環境条件での収着・拡散データを取得す

るとともに、先端的な分析技術や計算科学技術を適用した核種移行メカニズムの把握を進め、そ

れらの成果をもとに炭酸共存下の核種移行評価モデルを今後の課題とともに提示する。 
 
  有機物・微生物の影響評価技術の開発 
有機物については、これまでに、天然有機物と核種の錯体形成モデルの構築が実施されてきた。

そこでさらに、有機物影響評価モデルの構築に資することを目的して、天然有機物-核種-岩石の三

元系における核種収着データを取得することが求められている。微生物については、一部の種類

を対象に核種の取り込みなどに関するデータが取得されてきた。そこでさらに、微生物影響評価
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モデルの構築に資することを目的として、天然に存在する主要な微生物についてデータの取得を

行うことが求められている。 
天然有機物-核種-岩石の三元系における核種収着データの取得については、天然有機物-核種-岩

石の三元系の評価の基礎となるデータのうち、核種-岩石の二元系のデータは既存のデータを活用

できるため、有機物-核種の二元系の錯生成データを取得する。平成30年度は、天然有機物と錯体

を形成しやすいIII価・IV価核種のうち、データ拡充の必要があるIV価核種を主たる対象として、

錯生成データを室内試験などにより取得するとともに、錯生成反応機構などの把握、モデル高度

化及びパラメータ整備を進めた。さらに、核種と天然有機物との錯生成反応における不可逆性の

評価、核種-有機物-岩石三元系モデルの開発に向けた文献調査と課題抽出を実施した。平成31年度

は、IV価核種を主たる対象に、錯生成データの取得、錯生成反応機構などの把握を進め、それら

の成果をもとに錯生成モデル高度化とパラメータ整備を行う。さらに、核種と天然有機物との錯

生成反応における不可逆性の評価や核種-有機物-岩三元系モデルの開発では、文献調査から抽出

された課題のうち、重要度の高い課題に焦点を当ててデータ取得を行う。 
天然に存在する主要な微生物のデータ取得について、平成30年度は、核種移行に及ぼす微生物

影響評価モデルを構築し、パラメータを整備するため、これまで未評価の微生物を対象に、核種

移行への影響の観点から文献調査を行い、研究課題の抽出とその重要度分類を行った。そのうえ

で、重要な微生物を対象に、微生物による核種の収着や微生物の代謝による核種の取り込みなど

の重要な現象に関するデータ取得に着手した。平成31年度は、天然地下環境における微生物によ

る核種の収着データを多様な条件において取得するとともに、代謝による核種の取り込みや形質

変換などの重要な現象の分析を進め、これらの現象が核種移行へ与える影響のメカニズムを把握

する。 
 

 ニアフィールド性能の総合評価技術開発 
地層処分システムの性能評価では、ニアフィールドの長期挙動に影響を及ぼす可能性のある複

数の現象とこれらの相関関係の理解に基づき、ニアフィールド環境変遷が評価されるとともに、

こうしたニアフィールド環境変遷評価から得られる知見や情報を、核種移行の場の設定に反映さ

せることにより核種移行挙動が評価される。ニアフィールドでは、熱的、水理学的、力学的及び

化学的なプロセスが相互に影響を及ぼし合うことにより環境条件が変遷するため、これらの多様

なプロセスに関する個別のモデルによる評価だけでは不十分となる可能性がある。そのため、こ

れら個別モデルを統合し、ニアフィールド環境の変遷及びそれを考慮した核種移行挙動を解析す

ることの可能な解析ツールを開発することを目的に、以下の二つのサブタスクを実施する。 
 
  現象解析モデルの統合化技術の構築 
現象解析モデルの統合化技術の構築は、これまで、ニアフィールドの空間的・時間的な地層処

分システムの変遷を理解するための技術開発として、様々な現象解析モデルを統一したプラット

フォームで連成し、解析することが可能となるシステム構築がなされてきた。今後は、処分場の

安全評価にとって重要な現象を対象に、様々な現象解析モデルを当該プラットフォームに取り込

み、それらの連成解析を可能とするシステムの拡張を行うことが求められている。また、本シス

テムを用いた試行的な連成解析により、安全上の重要な課題を抽出することが求められている。 
連成解析を可能とするシステムの拡張について、平成30年度は、ニアフィールドにおける多様

な現象群の連成効果（以下、「マルチフィジックス性」という）やバリア材料間の界面などの局

所的な領域で生ずる相互作用などの現象と、このような現象群の連成や相互作用などの現象がニ

アフィールドシステムの挙動へ与える影響、間隙構造など微視的スケールでの不均質性の影響な
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どのマルチスケールの諸現象のうち、バリア構成要素の安全機能や核種移行挙動への影響が大き

いと考えられる現象を抽出すると共に、これらのうち、セメント支保やオーバーパックとの相互

作用により緩衝材の安全機能が失われる状態変遷のパターンに着目して、ニアフィールドシステ

ムの変遷を評価するために必要なスケール間や現象間の相互の関係を明らかにした。そして、こ

れらの知見に基づき、様々な現象解析モデルをプラットフォーム（解析モデル間の連成のルール

に基づき解析をコントロールする機能などを有する）上に統合・連成させるための研究開発アプ

ローチを提案した。さらに、その研究アプローチに沿って、「緩衝材へのオーバーパックの腐食

影響」のマルチフィジックス性や「コンクリート埋め戻し材の鉄腐食膨張に伴うひび割れの発生

とニアフィールドの力学挙動の連成」などのマルチスケール性の複合問題に対処できるニアフィ

ールド複合現象解析システム（先行事業「セメント材料影響評価技術高度化開発」（日本原子力

研究開発機構, 2015）及び「処分システム評価確証技術開発」（日本原子力研究開発機構, 2018）
で開発）を最大限活用して、ニアフィールド全体の振る舞いが評価できる解析システムのプロト

タイプの構築に着手した。 
平成31年度は、前年度に構築されたプロトタイプを活用してバリア材料に期待している安全機

能が劣化・喪失する可能性のある現象が発現する条件を定量的に分析する。具体的には、セメン

ト支保やオーバーパックとの相互作用により緩衝材に期待している安全機能が失われる状態変遷

のパターンに着目して、この状態に至る分岐条件などを定量的に評価するための感度解析を行う。

そして、このような分岐条件と、ニアフィールドの化学、水理などの状態の時間的変遷や核種移

行挙動に与える影響との相関関係などを分析することを通じ、ニアフィールドの複合的な振る舞

いを評価するためのシステム開発に向けた課題を抽出する。また、平成30年度に抽出されたバリ

ア構成要素の安全機能や核種移行挙動への影響が大きいと考えられる現象のうち、閉鎖後過渡期

における状態の変化及び人工バリアと岩盤の相互作用がもたらす影響について、ニアフィールド

システムの変遷を評価するために必要なスケール間や現象間の相互の関係を明らかにする。そし

て、過渡期における状態の変化や人工バリアと岩盤の相互作用が長期的なバリア構成要素の安全

機能や核種移行挙動に与える影響を評価することが可能なシステム開発に向けた課題を抽出する。

さらに、上記により抽出された、解析システムのプロトタイプの課題に対する対処方策の提案を

行う。 
 
  ニアフィールドシステム核種移行評価技術の開発 
前述の「現象解析モデルの統合化技術の構築」で開発する統合解析技術により求められる、時

間変化を考慮した地質環境モデルやニアフィールドを対象とした連成解析の結果を核種移行解析

モデルへ反映する手法を構築する。時間変化を考慮した地質環境モデルやニアフィールドを対象

とした連成解析の結果を核種移行解析モデルへ反映する手法構築については、平成30年度は、ニ

アフィールド条件の変化を設定するために必要な、ニアフィールドを対象として開発されている

現象解析モデルなどの最新知見を踏まえつつ、連成解析の結果を反映させて核種移行を評価する

ための解析手順やデータ受け渡しなどのフレームワークの構築に着手した。平成31年度は、これ

に基づき、「現象解析モデルの統合化技術の構築」で開発する連成プラットフォームを利用した

核種移行解析モデルを構築し、試行的な核種移行解析を実施する。さらに、その試行結果に基づ

いた課題の抽出と、課題解決に向けた研究開発のアプローチを提案する。 
 

  ニアフィールドシステム評価確証技術開発の2か年計画 
平成30年度から平成31年度の2か年のスケジュールを表1.2-2に示す。1.2.1項から1.2.3項に記し

たサブプロジェクト、サブタスクでそれぞれ対象とする領域と時間を図1.2-3に示す。これらのタ
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スクは個別に実施されるが、図1.2-4に示すように個々の成果は他のサブプロジェクトやサブタス

クに受け渡され、ニアフィールド性能を総合的に評価する技術開発に向けて統合化を進める。  
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表1.2-2 ニアフィールドシステム評価確証技術開発の2か年の実施スケジュール 
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図1.2-3 ニアフィールドシステム評価確証技術開発のサブタスクマップ 

 

 

図1.2-4 ニアフィールドシステム評価確証技術開発のサブプロジェクト相関図 
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2. ニアフィールド環境変遷に係る個別評価技術の開発 
 
2.1 目的と 2 か年の計画 
2.1.1 目的 
ニアフィールドはオーバーパック、緩衝材、セメント系材料などの人工バリアと、人工バリア

の設置により影響を受けると考えられる人工バリア近傍の岩盤など複数の材料から構成されてお

り、それらの劣化・変質や材料間の相互作用などにより環境条件は時間とともに変化し、バリア

構成要素の安全機能や核種移行挙動への影響を与える可能がある。そのため、人工バリアの長期

挙動評価や環境変遷を評価する技術の開発とその評価の妥当性確認が重要となる。加えて、日本

の地下環境には一般的に湧水があることが知られており、廃棄体の定置後に処分孔内に孔壁から

の湧水があることにより、緩衝材と孔壁の境界に水みちができ、緩衝材が流出する可能性が指摘

されている。緩衝材の流出は緩衝材の損失をもたらし、人工バリアに期待されている安全機能の

低下につながる事象であるため重要な課題である。 
複数の異なる構成材料からなるニアフィールドの状態変遷を評価する技術の開発と確証を目的

に、以下に示す現象を対象に評価技術開発を実施する。 
・ オーバーパックの腐食挙動 

・ 緩衝材の変質挙動 

・ ニアフィールドTHMC連成挙動 

・ 母岩中アルカリプルーム反応輸送挙動 

・ 緩衝材の流出現象及びその後の再冠水プロセスにおける挙動 

 
2.1.2 2 か年の計画 

上記の項目のうち、オーバーパックの腐食と緩衝材の変質については、緩衝材が再冠水-飽和に

至る過渡期と飽和後の長期的な期間を対象に、THMC（T:熱、H:水理、M:応力、C:化学）の変遷

やそれによる影響などの観点からデータを取得し、既往の現象解析モデルの妥当性確認や、得ら

れたデータを活用した現象解析モデルの改良、高度化を行う。THMC の変遷については、これま

で開発されてきた連成解析モデルを用いて過渡状態などでの挙動を解析し、原位置試験データな

どを活用してモデルの適用性や妥当性を検討するとともに、先行事業「処分システム評価確証技

術開発」（日本原子力研究開発機構, 2018）などで抽出された課題である力学的挙動の解析手法の

高度化などに取り組む。母岩中アルカリプルーム反応輸送挙動については、地下施設の試料や原

位置試験データなどを活用して、セメント-岩石相互作用の理解を進めるとともに、その知見を活

用して先行事業「セメント材料影響評価技術高度化開発」（日本原子力研究開発機構, 2015b）な

どで構築された亀裂性岩盤におけるセメントと岩石との反応・物質輸送モデルなどをベースにニ

アフィールド母岩を対象としたアルカリプルーム反応輸送挙動評価手法の高度化を図る。 
緩衝材流出現象については、緩衝材流出現象に係るデータの取得と工学的対策効果の検証を行

うとともに、再冠水挙動の現象解析モデルを開発し、緩衝材流出を考慮した再冠水後の緩衝材の

健全性評価を実施する。 
 

2.2 オーバーパックの腐食挙動 
2.2.1 背景と目的 

オーバーパック周囲の環境条件は時間とともに変化し、それに伴ってオーバーパックの腐食挙

動も変化すると考えられる。特に、処分場閉鎖後初期の過渡状態では温度、緩衝材飽和度、緩衝

材間隙水水質、酸化還元性などによって腐食挙動が大きく変化する可能性がある。また、過渡状
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態以降においても温度など緩やかな変化に伴って長期的な腐食挙動も変化すると考えられる。こ

のような環境条件の変遷に応じた腐食挙動の変化について、先行事業「処分システム評価確証技

術開発」（日本原子力研究開発機構, 2018）では過渡状態における腐食モニタリングのための腐食

センサーを開発し、幌延深地層研究センターの地下研究施設（以下、「幌延 URL」）での工学的ス

ケールの原位置試験に適用して腐食挙動の時間的変化を把握した。また、不飽和緩衝材中での室

内試験により不均一な腐食の生起などを把握した。さらに、環境条件の変化を考慮した広範な地

下水条件（成分濃度、pH、温度など）において、個々のパラメータ値などの条件を変えた比較的

短期の室内試験データを取得し、個々の環境因子による腐食挙動への影響を把握した。 
しかしながら、緩衝材再冠水～飽和の初期の過渡状態における局部腐食などの不均一な腐食の

生起・進展挙動やメカニズムの理解にはある程度の規模の大きさの試験などが必要であることな

どから工学的規模での試験データを含めて更に知見を拡充することが必要である。また、環境因

子が腐食挙動へ与える影響についても長期データや複合的な作用の影響などの知見を拡充し、環

境条件の変遷に対応した腐食挙動評価に資する必要がある。 
そこで平成 30 年度は過渡状態におけるオーバーパックの腐食挙動や腐食の不均一性を把握す

ることを目的として、幌延 URL にて緩衝材が飽和に至る期間に着目して実施された原位置試験

の試料を活用し、模擬オーバーパックの腐食状況や緩衝材中の環境条件に関する調査を行った。

また、環境条件による腐食への影響に関する知見の拡充を目的として、先行事業（日本原子力研

究開発機構, 2018）で開始した種々のパラメータを振った広範な環境条件での室内試験の長期試

験を継続し、データを取得した。平成 31 年度は幌延 URL にて実施された原位置試験試料を活用

し、模擬オーバーパックの腐食状況や緩衝材中の環境条件に関するデータや解析結果に基づいて

環境条件の推定を行うとともに、模擬オーバーパックに観察された不均一腐食のメカニズムを推

定した。 
 
2.2.2 実施内容 
(1) 原位置試験試料の調査、分析 
幌延 URL の 350 m 試験坑道において、処分孔へ定置後の初期の緩衝材が再飽和に至る期間に

おける炭素鋼オーバーパックの腐食挙動を把握することを目的として平成 26 年 11 月 12 日より

オーバーパック腐食試験が開始され、オーバーパックの腐食や緩衝材中の環境条件に関するモニ

タリングが実施されてきた。オーバーパック腐食試験の状況と模式図を図 2.2-1 に示す。オーバ

ーパック腐食試験は平成 30 年 5 月に終了し、その後、平成 30 年 5 月から 6 月にかけて試験体の

模擬オーバーパックと緩衝材に加えて周辺のコンクリートと一部の岩石の取り出しが行われた。

本事業では、取り出された試験体を利用して緩衝材中の環境条件とオーバーパックの腐食状況に

関する調査を行った。 
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図 2.2-1 オーバーパック腐食試験の状況と試験の模式図 

 

  緩衝材の調査 

緩衝材は模擬オーバーパック周囲に約 10 cm の厚さで 12 段積む形で施工され、図 2.2-2 に示

すように下から 1、5、9 段目にサイクロメーター及び熱電対、2、6、10 段目に腐食センサー、白

金電極及び光学式 pH センサーが埋め込まれた状態で試験が行われた。試験体の解体においても

上部から概ね 10 cm の厚さずつ 12 段に分けて図 2.2-3（左）に示すように金属へらなどを用いて

ブロック状に回収した。緩衝材は各段とも東西方向の中心線で 2 分割して回収した。回収後の緩

衝材の外観の一例として、5 段目北側の状況を図 2.2-3（右）に示す。緩衝材の多くは模擬オーバ

ーパックと接していた内側にケイ砂が部分的または全体にわたって付着していた。これは、図 2.2-
1 に示す緩衝材上部に充填されたケイ砂が、模擬オーバーパックと緩衝材のすきま（約 5 mm 幅）

に施工後または試験開始後に流れ込んだものと考えられる。この模擬オーバーパックと緩衝材の

間へのケイ砂の流入は、試験で想定していたものではなく、実際の処分場の施工でも想定しにく

いが、後述の調査に影響を与える因子の一つとして考慮することとした。平成 30 年度は回収し

た緩衝材のうち、1、3、7、11 段目のブロックを用いて緩衝材の含水比と密度、微生物に関する

測定・分析を行った。平成 31 年度は 2、6、10 段目のブロックを用いてケイ砂混合率の測定を行

った。 
図 2.2-4 に示すように、経方向の厚さ約 100 mm のうち、模擬オーバーパック表面から約 20 

mm までの部分、40～60 mm のほぼ中央の部分、80～100 mm の支保側の部分からそれぞれ緩

衝材試料をサンプリングした。また、各段とも真北を 0°とし角度を 3～4 条件変えてサンプリン

グした。試料は、恒温槽に入れて 120 °C で 1 時間以上乾燥させ、乾燥後の重量（W1）を測定し

た。次に試料を塩水により洗浄してベントナイトを除去してケイ砂を分離して重量（W2）を測定

した。100×W2/W1によりケイ砂混合率（%）を算出した。 
分離後のケイ砂の外観の例を図 2.2-5 に示す。緩衝材中央（40～60 mm）ではほぼ白色のケイ

砂のみであったが、模擬オーバーパック側（0～20 mm）と支保側（80～100 mm）では黒色の珪

砂が混在しており、これがもともと緩衝材上部に充填物されていたケイ砂と考えられる。したが
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って、緩衝材の内側だけでなく、外側にも緩衝材上部に充填されていたケイ砂が混入していたと

考えられる。次にケイ砂混合率の測定結果を表 2.2-1 に示す。0～20 mm ではケイ砂混合率が高

く、緩衝材上部充填用ケイ砂の混入を反映している。また、0～20 mm では上段、中段に比べ下

段側でケイ砂混合率が低い値を示しており、下段に多くのケイ砂が混入していたという観察結果

と異なる。これは下段に混入したケイ砂の一部が解体時に緩衝材から離脱または、図 2.2-6 に示

すように模擬オーバーパック側に付着したためと推定される。40～60 mm では概ね緩衝材設計

値 30%付近の値であり、緩衝材上部充填用ケイ砂の混合の可能性は低い。80～100 mm でもやや

高い値を示しており、緩衝材/支保の隙間にも充填用ケイ砂が混入したと推定される。 
 

 
図 2.2-2 各緩衝材ブロック中の各種センサー類の設置状況（下からの積み上げ段数ごと） 
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図 2.2-3 緩衝材の金属へらを用いた回収時の様子（左）と 

回収された緩衝材（右、5 段目北側）の例 
 

 

 
図 2.2-4 ケイ砂混合率測定用緩衝材試料のサンプリング位置 

 
 

 
図 2.2-5 緩衝材から分離されたケイ砂の例（6 段目 0°） 
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中段付近       下段付近 

図 2.2-6 解体時の模擬オーバーパックへのケイ砂の付着状況 
 
 

表 2.2-1 ケイ砂混合率（%）の測定結果 

段数 
角度 

真北を 0° 
模擬オーバーパック表面からの距離 

0～20 mm 40～60 mm 80～100 mm 

10 段目（上段） 
60° 52.23 30.22 36.75 

130° 47.11 32.70 - 
330° 55.40 31.67 35.76 

6 段目（中段） 

0° 49.72 26.89 42.97 
90° 53.69 24.24 35.2 

180° 52.72 30.87 31.85 
270° 31.92 28.28 34.44 

2 段目（下段） 
60° 36.54 28.43 29.23 

180° 39.44 31.21 43.86 
270° 41.98 29.14 32.92 

 
 
② 緩衝材中に埋設した腐食センサーの調査 

 回収した緩衝材のうち、2、6、10 段目にそれぞれ真北に対して 0、45、225、315°の方向に腐

食センサーが埋め込まれている（図 2.2-2 参照）。平成 30 年度は、このうち 2 段目と 10 段目の

センサー表面に生成した腐食生成物を X 線回折により分析し、シデライト（FeCO3）の存在を確

認した。平成 31 年度は 6 段目のセンサーを用いて X 線回折と顕微ラマン分光分析を実施した。

図 2.2-7 に腐食センサーの炭素鋼電極表面の外観とスケッチを示す。電極表面の付着物は色調や

形状が不均一であり、複数の腐食生成物種が形成されていることが示唆された。次に、X 線回折

結果を図 2.2-8 に示す。平成 30 年度の結果と同様に素地の炭素鋼の Fe 以外ではシデライト

（FeCO3）が同定され、FeOOH や Fe2O3に代表される 3 価の鉄化合物の明瞭なピークは認めら

れなかった。顕微ラマン分光分析結果を図 2.2-9 に示す。X 線回折でも同定されたシデライト

（FeCO3）に加え、マグネタイト（Fe3O4）とゲーサイト（α-FeOOH）に帰属すると思われるピ

ークが観察された。シデライトは 2 価鉄、マグネタイトは 2 価/3 価の混合、ゲーサイトは 3 価鉄

の腐食生成物であることから、腐食センサー近傍は酸化性～低酸素濃度の酸化還元環境を経たと

考えられる。今後、腐食センサー表面に生成した腐食生成物の分析を引き続き行い、場所による
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違いなどについても検討を行う予定である。 
 

   
図 2.2-7 腐食センサー（6 段目、135°）の炭素鋼電極表面の外観（左）とスケッチ（右）およ

び、顕微ラマン分光分析箇所（右図 A～E） 
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図 2.2-8 腐食センサーの炭素鋼電極表面に付着していた腐食生成物の X 線回折結果 
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図 2.2-9 腐食センサーの炭素鋼電極表面に付着していた腐食生成物の顕微ラマン分光分析結果

（図中 A～E は図 2.2-7 右図の記号に対応） 
 
③ 緩衝材中の環境条件の推定 

原位置での試験期間中の緩衝材の化学的な環境条件については図 2.2-2 に示すように光学式

pH 計を用いた間隙水 pH の測定と、酸化還元性の目安として白金電極の電位測定を行うための

センサーや電極が緩衝材中に埋め込まれている（中山，2018）。間隙水 pH の測定に使用したセ

ンサーは、先行事業で開発された光学式 pH 計であり、pH 感受性を持つ感知部の吸光度から比

色法に基づいて間接的に pH を測定する機器である（日本原子力研究開発機構, 2018）。この光学

式 pH 計は pH 指示薬を含浸させた感知部が間隙水と接触することで計測可能となる。白金電極

についても緩衝材中にある程度の地下水が浸潤し、電解質として導電性を有する状態に達した段

階で計測可能となる。2.4 節に示す水分飽和度の解析結果によると、緩衝材内部の中央（模擬オー

バーパック表面から 50 mm の付近）では試験開始から 100 日程度で飽和度が約 0.9 以上に達し

ている。模擬オーバーパック表面近傍の水分飽和度は試験期間を通じて約 0.6 以下と解析結果で

は示されているが、試験終了後に実施したサンプリング試料の水分測定結果（日本原子力研究開

発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）によれば、緩衝材の飽和度は全体的に 0.9
程度であることが確認されており、実際には解析結果よりも速やかに地下水が緩衝材中に浸潤し

た可能性がある。また、試験期間中に腐食センサーを用いて行われた腐食モニタリングでは、試

験開始から約 80 日で電気化学的な計測が可能となる程度まで地下水が浸潤したと推定されてい

る（谷口・中山，2018）。これらのことから試験開始から遅くとも 100 日間程度経過した後は緩

衝材内部にある程度の水が浸潤していたと推察される。 
pH と白金電極電位 Eptの計測結果の代表例として 6 段目の測定結果を図 2.2-10 に示す。図中

の「内」「中」「外」はそれぞれ模擬オーバーパック表面近傍、表面から 50 mm の中央付近、支保

近傍を示している。pH、Eptともに試験開始直後から計測値は得られているが、pH については

「6 段目-内」で約 100 日までは値が大きく変動する挙動が見られたことから、この期間は上述の
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とおりセンサー周囲に十分地下水が浸潤していなかった可能性がある。約 100 日以降は概ね安定

した値を示しており、計測に十分な程度まで地下水が浸潤していたものと推察される。一方、「6
段目-中」と「6 段目-外」については試験開始直後から比較的安定した値を示しており、さらに早

い段階でセンサー近傍に地下水が浸潤していたと考えられる。pH はいずれも約 300 日までは上

昇する傾向を示し、それ以降は約 8.5～9 の範囲で概ね一定となった。Eptについては試験開始直

後から不規則な変動などは見られず比較的安定した値が得られており、白金電極近傍は初期段階

から計測可能な程度の導電性を有していたと推察される。また、初期の数十日間は値が上昇し、

それ以降は時間とともに低下して約 500 日以降は概ね一定になった。Eptが酸化還元性に対応し

ているとすると、緩衝材中は開始後数十日以降は低酸素濃度環境に変化していったと推察される。 
これらの結果から、緩衝材中の pH と酸化還元性については試験開始後 pH8 程度の比較的酸化

性環境から数 100～500 日程度の過渡状態を経て pH8.5～9 程度の弱アルカリ性の低酸素濃度雰

囲気に向かったと推察される。既報の腐食センサーによる腐食速度のモニタリング結果（谷口・

中山，2018）では、初期には数 10 μm/y と比較的酸化性環境での代表的な腐食速度を示すが、腐

食速度は時間とともに低下して試験開始後数 100日以降は中性～弱アルカリ性での低酸素濃度環

境での代表的な腐食速度である数 μm/y 程度になることが示されており、環境条件の挙動はこれ

と概ね整合することが確認された。 
 

 

図 2.2-10 pH と Eptの測定結果 
 
④ 模擬オーバーパックの腐食深さ 

 模擬オーバーパックの腐食深さ分布については酸洗い後の表面全体の概略的な計測結果が図

2.2-11 のように得られている（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センタ

ー，2019）。図中、赤い色が濃いほど腐食深さが大きく、青い部分は酸洗いで除去できなかった腐

食生成物が残存した凸部を表している。この図より、腐食量は下部で大きく、中央部と上部は同

程度であることがわかる。①に述べたとおり、試験体の解体時には下部のほうがより多くのケイ

砂が混入しており、腐食の進展挙動の違いに影響を与えた可能性がある。模擬オーバーパックに

観察された不均一な腐食のメカニズムとしては、図 2.2-12 に模式的に示すようにアノードとカソ

ードの場所的な分離によるもの（マクロセル腐食）と全面腐食速度の場所による違いが考えられ

る。前者のメカニズムではケイ砂が緩衝材と模擬オーバーパックの間に多く混入した部分で酸素
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などの模擬オーバーパック表面への供給は容易になるためカソード反応が支配的となり、ケイ砂

の混入が少ない部分でアノード反応が支配的になると考えられる。この場合、ケイ砂混入量が少

ない部分でアノード反応である金属の溶解反応が進展して減肉が大きくなると考えられるが、こ

れは図 2.2-11 に示したように実際に観察された状況とは異なっている。一方、後者のメカニズム

では単純にケイ砂混入量の多い場所ほど酸素による全面腐食が促進されることとなり、実際に観

察された腐食状況と整合する。ただし、ケイ砂混入量の場所による違いは解体時の観察結果に基

づいて推定したものであり、ケイ砂混入量の空間的な分布を正確には把握できていないことや、

ケイ砂混入による酸素の移行特性への影響についての詳細は明らかになっていないこと等から、

前者のメカニズム（マクロセル腐食）による腐食の不均一化の可能性も否定できない。また、今

回観察されたようなケイ砂混入は意図せず生じたものであり、実際には適切な人工バリアの施工

が行われていれば十分回避可能と考えられる。今後は、実際の処分環境で生じうるより現実的な

緩衝材中の不均一場とそれに対応した不均一腐食を再現し、その進展挙動を把握する必要がある。 
ここで、腐食深さ分布のデータを活用して極値統計解析を行い、実際のオーバーパックにおけ

る最大腐食深さの推定を予察的に試みた。模擬オーバーパックを上部、中央部、下部の 3 領域に

分け、それぞれの領域を周方向に 12 分割して区画ごとに最大腐食深さのデータを抽出した。こ

の 12 個の最大腐食深さデータを用いて各領域それぞれ Gumbel 分布関数による極値統計解析を

行った。 
各試験片の最大腐食深さを確率変数 x とすると、Gumbel 分布の累積分布関数 F(x)は以下の式

で与えられる。 

 
F(x) = exp[-exp{-(x-λ)/α}]                    （2.2-1） 

 
ここで、λは位置パラメータ（最頻値）、αは尺度パラメータと呼ばれる。基準化変数 y を式

(2.2-2)で定義すると、その累積分布関数は式(2.2-3)で表される。 
 

y=(x-λ)/α                            （2.2-2） 
F(y) = exp[-exp(-y)]                           （2.2-3） 

 
また、ここで、ある特定の腐食深さが初めて観察される試験回数の平均値を T とすると、T と

F(y)の関係は以下のようになる。 
 

F(y) = 1-1/T                            （2.2-4） 
 

T は再帰期間とよばれ、対象とする実機の表面積 S と腐食深さ測定におけるサンプリング面積

s の比（オーバーパック全面積をカバーするのに必要なサンプル数）として求められ、そのとき

の F(y)を求めれば、式(2.2-2)、(2.2-3)により x が求められる。これが実際のオーバーパックにお

ける最大腐食深さの推定値（最頻値）Xmaxとなり、T が十分大きいとき以下の式で表される。 
 

Xmax =λ＋αlnT                       （2.2-5） 
 

解析手順は次のとおりである。まず各試験片の最大腐食深さ x を大きい順に並べ、各順位 i に
対応する累積確率 F(y)を以下の式の平均ランク法に決定した。 
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F(y) = 1- i/(N+1)                       （2.2-6） 
 

実際の解析は市販のソフトウエア EVAN-II を用い，λおよびαの推定は，MVLUE 法（腐食

防食協会, 1993）により行った。Gumbel プロットと MVLUE 法によるフィッティング結果を図

2.2-13 に示す。オーバーパック表面積 S を S=55129 cm2（核燃料サイクル開発機構, 1999a）と

仮定すると、1 個のデータがサンプリングされた面積は s=88.14 cm2であることから、再帰期間

T は T=625 となる。また、Gumbel プロットの直線を αln T だけ右にずらした直線が実際のオー

バーパックにおける累積分布関数となる。ここで、F(y)=a を指定すると、信頼率 a におけるオー

バーパックの最大腐食深さ Pmaxが得られる。これは 100×a%の確率で最大腐食深さがこの値を

超えないという腐食深さに対応し、以下の式で表される。 
 

Pmax= Xmax-αln(-ln a ) = λ＋αlnT-αln(-ln a )         （2.2-7） 
 
ここでは信頼率を a=0.99 として Pmaxを求めた。すなわち、オーバーパックの最大腐食深さが

Pmaxを超える確率は 1%となる。極値統計解析により得られた α、λ、Xmax、Pmaxを表 2.2-2 に示

す。また、Pmax については酸素による全面腐食に関する既往の評価式（Taniguchi et al., 2011）
との比較を行った。その結果を図 2.2-14 に示す。図中には幌延の地下水条件で実施された酸素を

含む系での室内試験結果（Taniguchi et al., 2011）も示した。上段、中段、下段ともに既往の評

価式を下回っており、既往のモデルによる評価が今回のような不均一腐食の事例に対しても保守

的であることが確認された。ただし、解析に用いた腐食深さのデータは除去できなかった腐食生

成物が残存した状態での概略的な値であり、解析も予察的に実施したものである。今後、残存し

た腐食生成物を十分除去し、より正確な腐食深さを計測したうえで、解析・評価を行う必要があ

る。また、実際の人工バリアの施工では回避可能な意図せずに生じた事象（ケイ砂の混入）の影

響を含むデータであり、今後はより現実的な場での不均一腐食挙動についてデータを取得し、既

往のモデルとの比較を行うとともに、より現実的な腐食進展モデルの構築に向けて過渡状態での

不均一腐食の現象理解や、環境条件の変化に対応した腐食進展挙動の推定手法の検討を進める必

要がある。 
 

 
図 2.2-11 模擬オーバーパック表面酸洗い後の表面全体の概略的な腐食深さ計測結果 

（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019） 
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図 2.2-12 模擬オーバーパックの不均一腐食メカニズムの模式図 
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図 2.2-13 模擬オーバーパックの腐食深さデータを用いた Gumbel プロットと MVLUE 法によ

るフィッテング結果（図中 α、λは下段の場合） 
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図 2.2-14 実際のオーバーパック最大腐食深さ推定値 Pmax（a=0.99)の原位置試験データ解析結

果と既往の室内試験データ解析結果および酸素による全面腐食深さ評価式の比較 
 

(2) 広範な環境条件での室内試験 
広範な環境条件での腐食挙動については、先行事業「処分システム評価確証技術開発」におい

て、地震活動による地下水水質の変動を想定して、サイト選定で除外されると考えられる高温水、

酸性水なども含めて、幅広くわが国の地下水の条件の整理が行われた（日本原子力研究開発機構, 

2013）。また、その条件に基づき、従来の想定範囲を超える地下水水質も想定して高塩濃度環境、

高温水環境、酸性水環境、炭酸ガス環境中での腐食試験が行われ、腐食データが取得された（日

本原子力研究開発機構, 2018）。また、炭酸塩環境における応力腐食割れ感受性に及ぼす温度の

影響に関するデータが 100 °C を超える条件を含めて取得された。これらの条件下での腐食試験

は、長期試験を含めて継続して実施してきており、平成 31 年度は、炭酸ガス環境での浸漬 3 年

間のデータを取得した。また、炭酸塩環境での応力腐食割れ感受性に及ぼす環境条件の影響につ

いては、炭素鋼の不動態化を促進する化学種である炭酸塩とは対照的な作用である不動態化を阻

害または不動態皮膜を破壊する作用を有する化学種に着目し、塩化物イオンおよび硫酸イオン共

存の影響について代表的な電位条件での予察的なデータを取得した。 

 

1) 炭酸ガス環境での浸漬試験 
① 試験方法の概要 

図 2.2-15 に示すように、チタン製のカラム内に炭素鋼試験片と緩衝材（ケイ砂混合ベントナイ

ト）を入れ、緩衝材が所定の密度になるように圧縮成形した。テフロン容器に各濃度に調整した

溶液とチタンカラムを浸漬し、80 °C における浸漬試験を実施した。 
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② 試験片 

試験片は、既往の条件に準じ、以下のとおりとした。 
 炭素鋼材質:JIS G 3106 SM400B（C:0.13、Si:0.20、Mn:1.04、P:0.017、S:0.006mass%） 
 試験片形状:30×30×t2 mm 
 表面仕上げ:＃800研磨 
 

 

図 2.2-15 試験カラムの模式図 
 

  試験条件 

試験溶液には、0.56 M NaCl 溶液に炭酸ガス濃度 5～100%のガスを大気圧下で吹き込んだ。試

験条件を表 2.2-2 に示す。 

 

④ 緩衝材 

第 2 次取りまとめにおける緩衝材仕様（核燃料サイクル開発機構, 1999a）に準じ、以下の仕様

とした。 
 組成:70wt%ベントナイト（クニゲルV1®）＋30wt%ケイ砂 
 乾燥密度:1.6 Mg/m3 

 

表 2.2-2 浸漬試験条件 

試験溶液 pH(試験前室温での値) 温度（°C） 浸漬期間（days） 
0.56M NaCl + 5%CO2+ 95%N2 4.4 80 1095 

0.56M NaCl + 50%CO2+ 50%N2 3.9 80 1095 
0.56M NaCl + 100%CO2 3.7 80 1095 

 
⑤ 試験手順 

試験片を、緩衝材とともに図 2.2-15 に示すチタン製のカラムに充填し、カラムごと試験溶液中

に定置したのち、試験溶液に所定の炭酸ガス濃度のガスを吹き込んだ。ガスの吹き込みは試験期

間を通じて行った。試験期間は、1,095 日間とした。腐食量評価の試験では、浸漬試験後の試験

片（3 枚）を脱錆処理した後に重量測定し、重量減少量から平均腐食量及び平均腐食速度を算出

した。さらに、各条件の試験後の試験片のうち 1 枚について、X 線回折（XRD）及び顕微ラマン

分光により腐食生成物を分析した。いずれの分析も、雰囲気制御セルを用いて窒素ガス雰囲気を

   

   
  

   
 

  
  

  
  

  

   

   

目板 

試験片 
緩衝材（φ42×14 mm） 

フィルター 
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維持した状態で行った。 

 

⑥ 浸漬試験結果と考察 

(a)  試験片の外観と腐食生成物 
腐食試験後の試験片の外観の観察結果を図 2.2-16 に示す。いずれの条件でも黒色または灰色の

皮膜が外観上はほぼ均一に形成されており、脱スケール後は均一な全面腐食が観察された。X 線

回折による腐食生成物皮膜の分析結果を図 2.2-17 に示す。いずれの条件でも FeCO3が同定され

た。また、回折ピークは炭酸ガス濃度 5%よりも 50%, 100%の高濃度条件で大きくなる傾向が認

められた。 

 
(b)  腐食量測定結果 

腐食試験前後の試験片の重量減量から算出した平均腐食量を表 2.2-3 に示す。また、既報（日

本原子力研究開発機構, 2017）の 90 日間までのデータを含めて平均腐食量の経時変化を図 2.2-
18 に示す。図中にはべき乗則により近似した結果も示した。90 日間までは炭酸ガス濃度が高い

ほど腐食量は大きくなっており、炭酸ガスによって腐食が促進される傾向が見られた。しかし、

1 年以降の腐食量は、最も炭酸ガス濃度の高い 100%の条件で腐食量が最小となった。 

炭酸ガス環境での鋼材の腐食は石油開発などの分野で「スイート腐食」として知られており、

以下に示すように溶存した炭酸ガスがプロトンを供給することによって腐食が促進されるといわ

れている（石油公団石油開発技術センター, 1997）。 

 

CO2(g)+H2O ⇔ H2CO3 ⇔ H+ + HCO -
 3      （2.2-8） 

 
また、同じ pH 条件でも塩酸環境に比較して炭酸ガス環境のほうが腐食速度は大きく、炭酸ガ

ス環境では単に pH の低下だけが腐食速度の増大に寄与しているわけではないことが指摘されて

いる（石油公団石油開発技術センター, 1997）。本試験は緩衝材共存下で実施されており、実際

に炭素鋼に接触する間隙水の pH は試験溶液中よりも高いと考えられる。また、pH 以外の要因

が腐食速度の違いに関与している可能性も考えられる。炭酸ガス環境や炭酸塩環境での Fe のア

ノード溶解は溶存 CO2や HCO -
 3の濃度の影響を受ける可能性が指摘されており（Nesic, 2007）、

アノード溶解機構として Fe-CO2、FeCO2OH などの中間反応体の生成（Noda et al., 1995）や錯

体 Fe(CO3)22-の生成（Nesic, 2007）が提案されている。カソード反応についても、プロトンある

いは水の還元反応に加えて H2CO3または HCO -
 3の還元反応の可能性も指摘されている（小池ほ

か, 2006）。このようなアノード/カソード反応に対する溶存 CO2や炭酸塩の寄与が、今回観察さ

れた初期の腐食速度の違いに影響を及ぼした可能性が考えられる。また、炭酸ガス環境での腐食

は表面に生成する FeCO3に代表される炭酸鉄皮膜の沈殿・溶解挙動が影響を与え、FeCO3の沈

殿しやすい条件では緻密な皮膜形成によって腐食が抑制されるといわれている（植田, 2007）。
本試験では X 線回折による腐食生成物の分析結果から、いずれの条件でも FeCO3の生成が認め

られており、炭酸ガス濃度の高い条件ほど明瞭なピークが観察された。したがって、高炭酸ガス

条件であるほど FeCO3皮膜の生成が促進されていることが示唆されている。このような皮膜によ

って 1 年以降の試験では高炭酸ガス濃度条件で腐食進展がより抑制された可能性がある。 

一般に、炭酸ガス環境での腐食速度は炭酸ガス分圧や温度などに依存するが、炭酸ガス分圧 0.1 
MPa で、常温での炭素鋼の腐食速度は 1～数 mm/y に達する場合があり、100 °C 付近での腐食

が最も厳しく、局在化を伴って激しい腐食を生じる場合もある（石油公団石油開発技術センター, 

1997）。したがって、このような高濃度の炭酸ガスを含む弱酸性の地下水が、緩衝材を介さず直
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接的にオーバーパックに接触した場合には炭素鋼はオーバーパックに期待されている実用上の耐

食性をほとんど有しないと考えられる。しかしながら、本試験条件と同じようにオーバーパック

が緩衝材で覆われた状態が維持される場合には、高濃度の炭酸ガスを含む地下水が人工バリア周

辺に到達した場合であってもその影響は緩衝材により大幅に緩和され、顕著な腐食促進が生じる

ことはなく、むしろ FeCO3皮膜の生成により抑制される場合もあると考えられる。ただし、上記

の試験結果は最大 0.1 MPa の炭酸ガス分圧での結果であり、深部地下環境を想定した場合、より

高い分圧での腐食挙動や腐食速度についても検討が必要である。また、より長期のデータの取得

によって、炭酸鉄皮膜がより長期にわたる腐食抑制効果や腐食速度へ与える影響についても確認

する必要があると考えられる。 

 

試験溶液 
期間

（days） 
試験片の外観 

(上段:取り出し後，下段:脱スケール後) 

0.56M 
NaCl + 

5%CO2+ 
95%N2 

1095    

   

0.56M 
NaCl + 

50%CO2+ 
50%N2 

1095    

   

0.56M 
NaCl + 

100%CO2 
1095    

   
図 2.2-16 腐食試験後の試験片の外観（試験片表面寸法:30×30 mm） 
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図 2.2-17 腐食試験後の試験片表面の X 線回折結果 
 

表 2.2-3 腐食試験前後の試験片の重量減量から算出した平均腐食深さ 

試験溶液 
浸漬期間 
（days） 

平均腐食深さ 
（mm） 

0.56 M NaCl + 
5%CO2+ 95%N2 

1,095 1.40×10-2 
1,095 1.35×10-2 
1,095 1.28×10-2 

0.56 M NaCl + 
50%CO2+ 50%N2 

1,095 1.59×10-2 
1,095 1.67×10-2 
1,095 1.66×10-2 

0.56 M NaCl + 
100%CO2 

1,095 1.20×10-2 
1,095 9.57×10-3 
1,095 1.01×10-2 
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図 2.2-18 平均腐食深さの経時変化 

 
2) 炭酸塩環境での応力腐食割れ試験 

① 試験方法の概要 

応力腐食割れ感受性は低歪み速度法（Slow Strain Rate Technique, SSRT）により評価した。

図 2.2-19 に示すゲージ部直径 4 mm ゲージ長 25 mm の丸棒引張試験片を用いた。これを東伸工

業株式会社製 SSRT 装置（MINI-1000T）に図 2.2-20 に示すように試験セルに設置し、定電位条

件下での SSRT 試験を実施した。 
 
② 試験片 
試験片は、以下のとおりとした。 
 炭素鋼材質：JIS G 3106 SM400B （C:0.14, Si:0.21, Mn:1.11, P:0.016, S:0.004 mass%） 
 表面仕上げ：＃800研磨 

 
③ 試験条件と試験手順 
わが国における天然の地下水中の炭酸塩濃度は 0.1 M 未満とされている（小田ほか，1999）。

また、既往の研究により、80 °C の条件では炭酸塩濃度 0.5 M を超えると明らかに応力腐食割れ

感受性を示すことが報告されている（Yokoyama et al., 2009）。しかし、地下水中の炭酸塩以外の

共存成分が応力腐食割れ感受性に及ぼす影響については明らかになっていない。炭酸塩は炭素鋼

の不動態化を促進する化学種のひとつであり、塩化物イオンや硫酸イオンは逆に不動態化を抑制

または不動態皮膜を破壊する作用を有する化学種として知られている（Marsh et al., 1983; 大場

ほか，1996）。よって、炭素鋼の不動態化に対して炭酸塩と相反する作用を有する塩化物イオン、

硫酸イオンを添加した炭酸塩溶液を用いてこれらの濃度による応力腐食割れ感受性への影響を調

べた。試験溶液には、0.5 M の NaHCO3水溶液を用い、所定の濃度となるように NaCl または

Na2SO4を添加した。温度は 80 °C とした。試験電位は 80 °C の 0.5 M NaHCO3水溶液中で破面

率が極大となった-717 mV vs. SCE（日本原子力研究開発機構，2018）とした。なお、比較のた

め、不活性環境での試験として、シリコーンオイル中での試験も実施した。SSRT 試験条件を表

0

0.01

0.02

0.03

0 500 1000 1500

0%
5%
50%
100%

期間,t(d)

CO2濃度
0.56MNaCl+ CO2/N2

P=6.49x10 -4 t0.50

P=1.21x10 -3 t0.36

P=1.56x10 -3 t0.34

P=3.39x10 -3 t0.15
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2.2-4 に示す。 
試験手順は次のとおり。試験溶液に窒素ガスを 2 時間以上吹き込んで脱気（溶存ガスを N2で

置換）したのち、試験溶液を加熱し、80 °C に達した後に所定の電位に保持して SSRT 試験を開

始した。歪み速度は既報（Mitsui et al., 2008）に準じて 8.3×10-7/s とした。 
 

 

 
図 2.2-19 SSRT 試験片の形状・寸法 

 
 

 
図 2.2-20 SSRT 試験セルの模式図 
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表2.2-4 SSRT試験条件 
NaHCO3 NaCl Na2SO4 電位(mV vs. SCE) 

0.5M 

0 0 

-717 

0.01 0 
0.1 0 
0.5 0 
0 0.01 
0 0.1 

シリコーンオイル - 
 

 
④ 試験結果と考察 

SSRT 試験により得られた応力-ひずみ線図を図 2.2-21 に示す。この図より最大応力（σsol）と

破断ひずみ（εsol）を求め、シリコーンオイル中での値（σoil、εoil）の比（σsol/σoil,、εso l/εoil）とし

て求めた。最大応力比の NaCl、 Na2SO4濃度依存性を図 2.2-22、破断ひずみ比の NaCl、 Na2SO4

濃度依存性を図 2.2-23 に示す。図中には先行事業で取得した同一規格（SM400B）でロットの異

なる材料の試験片で得られたデータ（日本原子力研究開発機構, 2018）も示した。 
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図 2.2-21 応力-歪み線図の測定結果 
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図 2.2-22 最大応力比（σsol/σoil）の NaCl, Na2SO4濃度依存性 
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図 2.2-23 破断伸び比（εsol/εoil）の NaCl, Na2SO4濃度依存性 

 
最大応力比は濃度によらず 1 に近く、ほとんどシリコーンオイル中の値との違いはないことが

わかった。破断ひずみ比はいずれも NaCl、Na2SO4を添加した場合に比較的小さい値を示したが、

濃度依存性は明瞭ではなく、NaCl、Na2SO4濃度ゼロで得られた過去のデータとほぼ同程度であ

る。また、今回得られた NaCl、Na2SO4濃度ゼロの条件ではシリコーンオイル中での値を上回っ
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ている場合もあることから、材料自体のばらつきなどの影響を含むと考えられる。 
次に試験片の外観を図 2.2-24 に示す。いずれの条件でも外観上黒色または黒灰色の皮膜が形成

されており、引張方向と垂直方向に亀裂が観察された。また、破断部近傍の SEM 観察結果例を

図 2.2-25 に示す。破面では外周部にディンプルとは異なる応力腐食割れの破面が観察された。側

面にも開口した亀裂が複数観察された。割れの形態は断面のミクロ組織観察などにより確認が必

要であるが、粒界割れに近い様相が観察された。ここで、これらの観察結果から絞り R.A.solと応

力腐食割れ破面率（SCC 破面率，ISCC）を以下の式により算出した。 
 

R.A.sol = 1−S1/S0                         （2.2-9） 
ISCC = Sscc/S1                         （2.2-10） 

S1: 試験後の破面の面積 
S0: 試験前の平行部断面積 

Sscc: SCC 破面の面積 
 

絞りについては、試験溶液シリコーンオイル中での絞り（R.A.oil）との比として求めた。その

NaCl、Na2SO4濃度依存性を図 2.2-26 に示す。いずれも濃度が高い条件で絞り比は低下する傾向

がみられた。次に SCC 破面率の NaCl、Na2SO4濃度依存性を図 2.2-27 に示す。NaCl、Na2SO4

を添加する場合は添加しない場合に比較して破面率は大きくなったが、濃度依存性は明確には認

められなかった。絞り、SCC 破面率の結果はいずれも NaCl、Na2SO4添加によって応力腐食割

れ感受性が高くなる兆候を示唆しているが、NaCl、Na2SO4濃度ゼロでの過去のデータと比較す

るとほぼ同程度であり、同一規格の材料での材質の違いによるばらつきに比較して NaCl、
Na2SO4の添加による影響は顕著ではないと考えられる。 

以上のように、破断伸び比、絞り比、SCC 破面率では NaCl、Na2SO4の添加によって割れ感

受性が増加する兆候を示唆する結果も得られているが、NaCl、Na2SO4を添加しない条件での過

去のデータ（同一規格材料、異なるロット）との比較から、データのばらつきに比較して NaCl、
Na2SO4の添加による影響は大きいとは言えず、これらの塩の共存による応力腐食割れ感受性へ

の影響は顕著ではないと考えられる。ただし、特定の電位条件のみでの結果であり、応力腐食割

れ感受性を示す電位領域や感受性が極大となる電位条件は NaCl、Na2SO4の添加や濃度に応じ

て変化する可能性があるため今後、より幅広い電位条件でのデータを拡充し、これらの化学種の

共存や濃度の影響について詳細な評価を行う必要がある。 
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Silicone Oil 

 

0.5M NaHCO3 

 

0.5M NaHCO3 

+0.01M NaCl 

 

0.5M NaHCO3 

+0.1M NaCl 

 

0.5M NaHCO3 

+0.5M NaCl 

 

0.5M NaHCO3 

+0.01M 
Na2SO4 

 

0.5M NaHCO3 

+0.1M 
Na2SO4 

 

図 2.2-24 試験後試験片の外観 
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破断面 側面 

  

  

  

図 2.2-25 破断部近傍の SEM 観察結果例（0.5 M NaHCO3+ 0.5 M NaCl） 
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図 2.2-26 絞り比（R.A.sol/ R.A.oil）の NaCl、Na2SO4濃度依存性 
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図 2.2-27 SCC 破面率（Iscc）の NaCl、Na2SO4濃度依存性 
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2.2.3 2 か年の成果と今後の課題 
幌延 URL にて実施された原位置試験試料を活用し、模擬オーバーパックの腐食状況や緩衝材

中の環境条件に関するデータや解析結果に基づいて環境条件の推定を行うとともに、模擬オーバ

ーパックに観察された不均一腐食のメカニズムを推定した。緩衝材中の pH は弱アルカリ性であ

ることや、経時的に酸化還元性が還元性に変化していたことなどが推定された。また、模擬オー

バーパックに観察された不均一な腐食は緩衝材上部に充填されていたケイ砂が緩衝材内側に混入

したことに起因すると考えられ、マクロセル腐食のようなアノード反応とカソード反応の場所的

な分離の可能性と全面腐食速度の場所による違いの可能性を検討し、後者によるものと推定した。

模擬オーバーパックの腐食深さデータに基づいて過渡状態で想定される酸素による最大腐食深さ

を推定して従来の評価手法による推定と比較した結果、既往のモデルにより保守的な評価が可能

であることが確認された。また、環境条件による腐食への影響に関する知見の拡充を目的として、

先行事業で開始した種々のパラメータを振った広範な環境条件での室内試験の長期試験を継続し、

炭酸ガス環境での腐食挙動に関するデータを拡充した。炭酸ガス環境での初期の腐食速度は炭酸

ガス濃度が高いほど大きいものの、長期的には保護性の高い炭酸鉄皮膜の形成によって腐食進展

はむしろ抑制される可能性のあることが確認された。また、炭酸塩中での炭素鋼の応力腐食割れ

感受性に及ぼす共存化学種の影響として、炭素鋼の不動態に対して攻撃型のイオンである塩化物

イオン、硫酸イオンに着目して共存や濃度による影響を予察的に調査した。その結果、塩化物イ

オン、硫酸イオンの共存によって応力腐食割れ感受性が高まる傾向が示唆されたが、濃度による

影響は明瞭には認められず、過去のデータとの比較からこれらのイオンの影響は顕著ではないと

推察された。 
今後は、微生物の分析を含めて原位置試験試料の調査、分析を進めるとともに、室内試験による

過渡状態での環境条件や不均一腐食の再現などにより、緩衝材中の環境条件と模擬オーバーパッ

クの腐食メカニズムをより詳細に理解し、過渡状態での腐食挙動評価手法の高度化を図る。また、

環境条件が腐食に与える影響に関し、緩衝材中の環境条件と変遷に関する理解を進めつつ、引き

続き複合的な要因が関与する系や環境条件の変化を伴う系での腐食試験のデータや、長期の試験

によるデータなどを拡充することにより、長期的な環境条件の変遷に対応した腐食挙動の評価を

行う。これらの検討においては、2.4.1 項（2）2）で記した THMC 連成解析によるオーバーパッ

ク腐食試験の再現解析などによる環境条件の結果なども踏まえて進めていく予定である。 
 

2.3 緩衝材の変質挙動 
多重バリアシステムにおける人工バリアのひとつである緩衝材は、廃棄体への地下水の接触と

核種の移行を抑制するために、低透水性、自己シール性（膨潤性）、地下水に対する化学的緩衝性

能、核種の収着能力、応力緩衝性などの多くの機能が期待されており、これらの機能が長期にわ

たって健全に保持されることが要求される。緩衝材に期待されている機能は、主要構成鉱物であ

るモンモリロナイトの特性に起因して発現するため、モンモリロナイトの結晶化学的変化（例え

ばイライト化や鉄サポナイト化）やそれに随伴する二次鉱物の沈殿（例えばシリカセメンテーシ

ョン）、モンモリロナイトのイオン型の変化などといった変質が生じた場合、機能の低下などの影

響を被る可能性がある。 

このような緩衝材の変質がその機能に与える影響などの理解に資するため、これまでに結晶化

学的変化について室内試験及び原位置試験試料を対象に鉄-ベントナイトの相互作用の調査を行

うとともに、二次鉱物の沈殿についてセメンテーションを含む続成変質により生成したとされる

月布鉱床のベントナイト原鉱石を対象にセメンテーションによる緩衝材特性の変化を把握してき

た（日本原子力研究開発機構, 2018；日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理セ
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ンター， 2019）。 
平成 31 年度は、後述するこれらの変質挙動に関する課題の解決に向けた調査検討としてそれ

ぞれ「炭素鋼-緩衝材境界領域における緩衝材の変質」（2.3.1 項）及び「セメンテーションによる

緩衝材特性の変化」（2.3.2 項）を実施した。 

 
2.3.1 炭素鋼-緩衝材境界領域における緩衝材の変質 
(1) 背景と目的 
高レベル放射性廃棄物の地層処分においては、ガラス固化体はオーバーパックに封入され、そ

の周囲に緩衝材が配置される。オーバーパックは、地下水との接触により腐食して厚さが減少し、

一定期間後に破損することが想定されている。その過程において、オーバーパックの腐食反応に

起因する緩衝材の変質が起こる可能性があり、これまでの研究により、オーバーパックの候補材

料である炭素鋼と、緩衝材として用いられるベントナイトの相互作用により、ベントナイトの主

要構成鉱物であるモンモリロナイトが他の鉱物へ変質することが報告されている（例えば、

Guillaume et al., 2004）。一方で、鉄との反応によるモンモリロナイトの変質は、溶液中で鉄粉

とモンモリロナイトを分散させて反応させるバッチ系の試験においては観察されているが、実際

の処分場と同様の条件である圧縮ベントナイトが炭素鋼と接触する試験においては、顕著な変質

が観察された報告例はない。このことは、実際の処分環境においてモンモリロナイトの変質が広

範に及ぶ可能性が低いことを示唆する結果である（例えば、日本原子力研究開発機構, 2016a）。 
炭素鋼との相互作用に伴うベントナイトの変質は、オーバーパックが 1,000 年以上の長期にわ

たって圧縮ベントナイト中に残存し、腐食が継続することを想定して評価を行う必要がある。こ

のような長期の変質挙動の評価を行う上では、短期の変質試験の結果を外挿することにより長期

の変質挙動を予測することは、予測結果の不確実性が大きくなることから、確度の高い評価が難

しい。そのため、炭素鋼との相互作用によるベントナイトの変質メカニズムを理解し、圧縮ベン

トナイトの長期的な変質挙動を定量的に評価するためのモデルを構築することが必要である。 

このような背景を踏まえ、実験的に得られた知見などに基づいて、圧縮ベントナイトの長期的

な変質挙動の定量的評価に向けたモデルが提案されてきている（例えば、日本原子力研究開発機

構, 2013）。この評価モデルにおいては、オーバーパックの腐食による Fe2+の生成、移行、Fe2+

が腐食生成物として沈殿するプロセスや、間隙水の高 pH 化に伴うモンモリロナイトの溶解と新

たな二次鉱物として沈殿するプロセスなどの主要な変質プロセスに対し、モンモリロナイト溶解

速度や鉱物の安定性に関する熱力学データなど、各プロセスにおいて考慮されている反応に対す

るパラメータ値を設定して解析が行われている。評価モデルの信頼性向上のためには、ベントナ

イトの変質メカニズムの理解を深め、モデルにおける各プロセスの取り扱いの要否を見極めると

ともに、モデルに必要なパラメータ値の精度を向上させることが課題である。 

本事業における調査では、実際の処分環境を想定した圧縮状態のベントナイトが炭素鋼と接触

することに伴うベントナイトの変質に関して、原位置試験や室内試験での変質試験試料の分析に

より、モンモリロナイト変質鉱物の詳細な生成メカニズムの理解と、それに基づいた評価モデル

に組み込む必要のあるプロセスの抽出を行う。また、評価モデルによる予測精度向上に向けて、

モンモリロナイト変質鉱物の生成速度などのモデルに必要なパラメータの評価を行う。さらに、

室内試験や原位置試験では評価することの難しい長期の変質挙動の理解や、モデルによる評価結

果の検証に向けて、ナチュラルアナログ事例を対象とした調査による知見の拡充を進める。 
平成 30 年度の調査においては、日本原子力研究開発機構の幌延深地層研究センターの地下坑

道において実施された原位置でのオーバーパック腐食試験より採取した試料の分析を行った。そ

の結果、EPMA 観察、μ-XRD 分析では、モンモリロナイトの変質は観察されなかった。また、こ
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れまでに学術論文などで公表されている炭素鋼と圧縮ベントナイトの接触に伴うベントナイトの

変質に関するナチュラルアナログ研究に関する文献の調査を行い、調査により重要と考えられた

5 件の事例について概要調査を行った。これらの結果を元に、平成 31 年度の調査では、上記の原

位置試験試料について、透過型電子顕微鏡（TEM）観察により変質鉱物の有無を詳細に分析する

とともに、ナチュラルアナログ事例サイトより試料の採取を行い、ベントナイトの変質挙動の観

察を行った。 

 

(2) 実施内容 
① 原位置試験試料の変質挙動の調査 

本調査の対象とした試料は、日本原子力研究開発機構が幌延深地層研究センターにおいて実施

された原位置オーバーパック腐食試験（図 2.2-1）により取得した圧縮ベントナイト試料である。

本原位置試験では、深さ約 160 cm、直径 55 cm の試験孔に、内径が約 30 cm となるように試験

孔を覆う形で低アルカリ性セメント材料のコンクリート支保が設置されていた。コンクリート支

保の内側には、ヒーターを内蔵した炭素鋼製の直径 10 cm の模擬オーバーパックが設置され、そ

の周囲に外径 30 cm、内径 10 cm、厚さ 10 cm の円筒型圧縮成型ベントナイトブロックが 12 段

配置されていた。原位置試験の実施期間中は、コンクリート支保内部へ試験坑道付近より採取し

た地下水が供給されており、ヒーターの温度は 95 °C に維持されていた。 
平成 30年度の調査において、この原位置試験より採取した圧縮ベントナイトブロックのうち、

下部から 5 段目（下部から 40～50 cm の位置）のブロックと、原位置試験試料解体後に炭素鋼製

模擬オーバーパックに付着していたベントナイト試料の分析を行った。分析の結果、模擬オーバ

ーパック接触面付近の圧縮ベントナイト中で、カルサイト（CaCO3）粒子が消失していることを

確認するとともに、模擬オーバーパックの腐食により圧縮ベントナイト中に移行した Fe は、Ca、
Mn とともに炭酸塩として存在すると推測される結果が得られた。このことから、圧縮ベントナ

イト中に存在する炭酸塩鉱物が、オーバーパックの腐食により生成した Fe2+の移行、沈殿などの

プロセスに影響を及ぼすことが示唆された。一方で、鉄共存下でモンモリロナイトの変質により

生成すると考えられるサポナイト、緑泥石、バーチェリンなどの鉱物の存在は確認されなかった。

これらの結果より、平成 31 年度の分析では、モンモリロナイトの変質鉱物の生成の有無などを

より詳細に確認するため、より微少な領域に対して TEM による分析を実施した。 
TEM 分析は、平成 30 年度に分析した試料のうち、原位置試験装置の下部から 5 段目に設置さ

れていた圧縮ベントナイトブロック試料に対して実施した。分析には、本ブロックの模擬オーバ

ーパック接触面付近の試料と、接触面から 6 mm 程度離れた内側部分の試料を使用した。各試料

は、単孔メッシュに採取し、Ar+イオンミリングにより調整して、TEM 分析試料とした。 
図 2.3-1 に、試料の TEM 画像を示す。模擬オーバーパック接触面付近の試料と接触面から離

れた内側部分の試料の TEM 画像を比較すると、接触面付近の試料の画像には、フレーク状のモ

ンモリロナイト粒子の形状が明瞭に観察され、モンモリロナイトの粒子サイズが細粒化している

傾向が見られたのに対し、6 mm 程度離れた内側部分の試料の画像ではそのような傾向は見られ

なかった。一方で、これらの試料に対して EDS マッピング分析や電子線回折による分析を実施

したものの、モンモリロナイトの変質により生成すると考えられる鉱物は同定されず、モンモリ

ロナイトが他鉱物へ変質したことを示す結果は得られなかった。 
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図 2.3-1 原位置試験試料の TEM 画像（左：模擬オーバーパック接触面付近の試料・右：接触

面から 6 mm 程度離れた内側部分） 
 

② ナチュラルアナログ事例サイトより採取した試料の変質挙動の調査 

平成 30 年度の調査において、鉄とベントナイトの相互作用に関するナチュラルアナログ事例

について、平成 20 年度以降に公表された学術論文などについての文献調査を行い、重要と考え

られた 5 件の事例を抽出して、その内容について概要調査を行った。一方で、文献調査により

抽出されたナチュラルアナログ事例は、高 pH 地下水中における Fe 共存下でのベントナイトの

変質挙動など、鉄の腐食反応に伴い想定される変質環境を模擬した事例に関する報告がほとんど

であり、より処分場に近い変質環境である金属鉄と直接接触した圧縮ベントナイトに関する調査

事例はほとんど報告されていないことがわかった。このことから、平成 31 年度の調査において

は、金属鉄との接触による鉱物の変質などのナチュラルアナログ事例に焦点を当て、ナチュラル

アナログ事例サイトの試料の分析を実施し、ナチュラルアナログ事例に関する知見を拡充するこ

とを目的とした調査を開始することとした。 
平成 31 年度の調査においては、最も処分場環境に近い事例である金属鉄と圧縮ベントナイト

が接触しているナチュラルアナログ事例として、クニミネ工業グループ所有のベントナイト鉱山

である月布鉱山から採取された試料を用いて調査を実施した。月布鉱山においては、地中に坑道

を掘りながらベントナイト鉱石を採取する坑内掘りにより採掘が行われており、坑道の維持には

支保工が用いられていることから、鉄とベントナイトが長期にわたって接触している箇所が存在

している。月布鉱山については、これまでにも調査が行われており、鉄と接触したベントナイト

の陽イオン交換容量の測定や、モンモリロナイトの層間イオンの分析などが実施されている。平

成 31 年度は、月布鉱山から新たに採取された試料を対象に、EPMA による支保工との接触面か

らの距離に応じた圧縮ベントナイトの変質状況の概要把握や、鉱物の検出下限の低い高輝度 X
線分析によるモンモリロナイトの変質により生成した鉱物、鉄腐食生成物などの同定を実施し、

変質評価モデルの検証に活用できる分析結果を取得することを目的とした。 
処分場環境における鉄とベントナイトの相互作用については、圧縮ベントナイトが地下水によ

り飽和した後、地下水が炭素鋼製オーバーパックに接触し、オーバーパックが腐食することによ

って発生する。そのため、ベントナイトと支保工が接触している箇所のうち、ベントナイトが地

下水により浸潤している箇所を調査の対象とする必要がある。月布鉱山においては、坑道内の

17 番層及び 29 番層と呼ばれるベントナイト鉱層において、圧縮ベントナイトが地下水により浸

潤しており、かつ、支保工と接触している箇所が存在する。そのため、この箇所より採取された

試料を分析に供した。圧縮ベントナイトが支保工に接触していた期間は 6～7 年程度とのことで

あった。 
試料は、地下水により浸潤し、支保工と接触していることが確認された圧縮ベントナイトを、

支保工に沿って上部より掘り進めることにより採取されている（図 2.3-2 左）。処分場環境を考
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慮した場合、炭素鋼は低酸素環境で腐食し、圧縮ベントナイトと相互作用することから、比較的

坑道表面から離れた深い位置で、坑道内の空気中の酸素の影響が最小限に抑えられている位置の

試料を分析することが望ましい。また、低酸素雰囲気下で鉄が腐食すると、その腐食生成物は概

ね緑色を呈する傾向がある。これらのことを考慮し、比較的深い位置で緑色を呈するベントナイ

ト試料を分析に供した。試料は、支保工表面に付着したベントナイトをスクレイパーではぎ取る

ようにし、10 cm 四方程度のブロック状で採取されている。採取されたベントナイトは、空気中

の酸素に触れて酸化することを防止するため、酸素透過性の低い保存袋に酸素吸収剤とともに封

入し、分析まで低酸素状態が維持されている。 
 

    
 

図 2.3-2 試料採取場所概要（左）と採取試料写真（右） 
 

図 2.3-3 に、分析に使用した試料の外観を示す。試料には、黒色、緑色、黄土色を呈する部分

が観察された。このうち、支保工との接触面に近い黒色の部分について EPMA による元素分布

の観察及び μ-XRD 分析を行い、その他の部分については、μ-XRD 分析のみを実施した。EPMA
分析については、試料を採取して真空乾燥させた後に樹脂包埋し、切断して断面を観察した。切

断した断面は、鏡面研磨し、炭素蒸着して分析試料とした。μ-XRD 分析では、真空乾燥させた試

料を微細な破片に分割したものを測定に供した。 
 

 

図 2.3-3 分析に使用した試料の外観 
（図中の白点線四角は約 2 cm×2 cm） 

 
EPMA 分析の結果を図 2.3-4 に示す。図 2.3-4 に示す画像の視野は約 7×7 mm2であり、BEI が

観察表面の反射電子像、Si、Al、O、Fe、Mg、Ca、Na で示す画像が各元素のマッピング分析結
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果である。マッピング分析では、色の明るい部分が各元素の濃度が高い部分、色が暗い部分が濃

度の低い部分である。Fe のマッピング分析結果より、画像中の右上部分に Fe の濃度が高い部分

が確認され、この部分には酸素を除く元素がほとんど含まれていないことから、鉄酸化物もしく

は水酸化物と推測される。また、マッピング結果から示唆されるように、Fe の分布が部分的であ

り、支保工との接触面と判断できる直線的な Fe の分布は観察することが出来なかった。本試料

以外の別の試料についても、同様の EPMA 分析を行って Fe の分布を確認したが、支保工との接

触界面と判断できる Fe の分布を確認することが出来なかった。これは、ベントナイトを崩さな

いように支保工から慎重に採取されているものの、ベントナイトが柔らかく採取時に試料の形状

が崩れてしまったためと推測される。 
 

 
図 2.3-4 月布ベントナイト鉱山より採取した支保工と接触していたベントナイト試料の EPMA

分析結果（約 7×7 mm2） 
 
図 2.3-5 に、黒色を呈していた部分の μ-XRD 測定結果を示す。μ-XRD 測定によりベントナイ

ト中の鉱物を同定した結果、鉄腐食生成物としてマグネタイトが検出された。この結果は、EPMA
において推定された Fe 酸化物の生成とも一致する結果であった。また、マグネタイトが生成し

ていることから、低酸素雰囲気下で腐食が進んでいると推測された。一方で、モンモリロナイト

が変質して生成したと考えられる鉱物は検出されなかった。 
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図 2.3-5 月布ベントナイト鉱山より採取された支保工と接触していたベントナイト試料の 

μ-XRD 測定結果 
 

(3) 2 か年の成果と今後の課題 
 原位置試験試料の変質挙動の調査においては、日本原子力研究開発機構の幌延深地層研究セン

ターにおいて実施された原位置試験であるオーバーパック腐食試験により取得した圧縮ベントナ

イト試料の分析を行った。その結果、模擬オーバーパックの腐食により圧縮ベントナイト中に移

行した Fe は、Ca、Mn とともに炭酸塩として存在すると推測される結果が得られた。また、TEM
などにより変質鉱物の有無を詳細に観察したものの、モンモリロナイトの変質により生成すると

考えられる鉱物は同定されなかった。ナチュラルアナログ事例に関する調査では、平成 20 年度

以降に公表された学術論文などについての文献調査を行い、5 件の重要事例を抽出して内容の調

査を行うとともに、文献調査により、より処分場に近い変質環境である金属鉄と直接接触した鉱

物の変質事例はほとんど報告されていないことが明らかとなった。そのため、金属鉄と圧縮ベン

トナイトが接触しているナチュラルアナログ事例に関する知見の拡充のため、月布ベントナイト

鉱山の支保工と接触したベントナイト試料の分析を行った。その結果、処分場の環境として想定

される低酸素条件で変質したと推定される試料であったものの、モンモリロナイトが変質して生

成した鉱物は観察されず、また、支保工との接触界面を適切に維持した状態で試料を採取するこ

とが困難であると推測された。これらの分析結果は、本調査の目的であるモンモリロナイト変質

鉱物の詳細な生成メカニズムの理解や評価モデルの検証に使用する上で不十分であると考えられ

るため、今後、鉄遺物に接触していた土壌の変質などの金属鉄との接触による鉱物の変質などの

ナチュラルアナログ事例を調査し、分析を進める予定である。 
 
2.3.2 セメンテーションによる緩衝材特性の変化 
(1) 背景と目的 
モンモリロナイトあるいは随伴鉱物の溶解に伴うアモルファスシリカなどの二次鉱物の間隙へ

の沈殿や、発熱廃棄体の近傍での間隙水の蒸発・凝縮の対流で生じる溶質の析出に伴う土粒子同

士の固着（セメンテーション）により、モンモリロナイトの鉱物学的変質が起こらない場合でも、

膨潤特性や応力緩衝性などの緩衝材に要求される性能が低下することが懸念される（例えば、核

燃料サイクル開発機構, 1999b）。ベントナイト鉱山の原鉱石は、このセメンテーションを含む続

成作用により、粒子同士が固着した岩石の状態で存在している可能性がある。このような原鉱石
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のセメンテーションの状態の分析や諸特性の評価は、処分環境における緩衝材のセメンテーショ

ンの可能性やそれによる諸特性の変化の理解に役立つと考えられる。これまで、山形県大江町月

布のベントナイト鉱床から採取した 1 番層、29 番層、31 番層の原鉱石、及び原鉱石を粉状に粉

砕したものを締め固めることにより土粒子構造を再構成した試料（以降では、「再構成試料」と呼

ぶ。再構成試料は、粉砕処理によりセメンテーションの影響を除去したものである。）を対象とし

て、膨潤圧と透水係数を取得してきた（日本原子力研究開発機構，2018；日本原子力研究開発機

構・原子力環境整備促進･資金管理センター，2019）。その結果、再構成試料の膨潤圧は、圧縮ベ

ントナイトに対して取得されてきた経験式と同等の値を示すが、一部の原鉱石の膨潤圧は経験式

よりも小さくなる傾向があり、有効モンモリロナイト密度が大きくなれば、その傾向が顕著にな

ることが確認された。このことは、セメンテーションの影響により膨潤圧が低くなる可能性を示

唆する。既往の研究（伊藤ほか, 2017）においても、本研究とは供試体の作製方法が異なってい

るものの、原鉱石の膨潤圧は再構成試料よりも 1 桁程度小さいとの結果が得られており、本研究

の傾向と整合的であった。一方、原鉱石の透水係数は、圧縮ベントナイトと同等の値であり、セ

メンテーションの影響により透水性は変化しない可能性を示唆した。 
平成 31 年度は、月布鉱山産ベントナイト原鉱石のセメンテーションを示唆する平成 30 年度ま

での結果を踏まえ、膨潤圧の低下などの要因の特定に役立てるため、電子顕微鏡などを用いて月

布鉱山産ベントナイト原鉱石のセメンテーション状態の観察を行った。また、地層処分で想定さ

れている環境条件、時間スケールでセメンテーションが生じる可能性を評価するための実験的研

究手法について予備的な検討を開始した。このほか、セメンテーション状態への影響がコア抜き

法に比べて小さいと考えられるトリミング法により作製した供試体を用いた場合の膨潤圧の試験

データの拡充を行うとともに、ベントナイトの応力緩衝性などの力学的特性に与えるセメンテー

ションの影響の検討に着手した。 
 
(2) 実施内容 
1) 月布鉱山産ベントナイト原鉱石のセメンテーション状態の観察 
スウェーデンの Kinnekule 鉱床の天然ベントナイトについては電子顕微鏡による分析により

スメクタイト鉱物粒子の端部にシリカが析出している状態が観察されており、これがベントナイ

トの膨潤性を低下させる原因であると考えられている（Pusch and Madsen, 1995）。平成 30 年

度までの月布鉱山産ベントナイトを対象とした研究においても膨潤性の低下が観察されており

（日本原子力研究開発機構，2018；日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理セ

ンター，2019）、Kinnekule 鉱床の天然ベントナイトと同様なセメンテーションを被っていると

考えられる。膨潤圧の低下などの要因の特定に役立てるため、電子顕微鏡などを用いて月布鉱山

産ベントナイト原鉱石のセメンテーション状態の観察を行った。 

 
① 分析試料および分析手法 

山形県大江町月布のベントナイト鉱床は、新第三紀中新世後期（10Ma 程度）の硬質頁岩中に

互層状に夾在する火山ガラス質の凝灰岩が続成的に変質したものであるとされ、30 を越える層の

ベントナイト層が確認されている（小林・伊藤，1992）。本研究では、モンモリロナイト含有率が

異なる原鉱石を比較するため、クニゲル V1 の原料として使用されている 29 番層と 31 番層から

採取された原鉱石、及びクニゲル V1 よりモンモリロナイト含有率が小さいとされる 1 番層から

採取した原鉱石を使用し、各番層について原鉱石試料と再構成試料を作製している。 

原鉱石試料は、原鉱石内部の土粒子構造の変化をできるだけ抑えられるように、月布鉱山の坑

道壁面から比較的大きなブロックとして採取したものである。再構成試料は、粒径が 63 μm 未満
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の粒子が 90%となるように粉砕機を用いて原鉱石を微細に粉砕して作製したものである。 

本項目では、原鉱石試料と再構成試料について、それぞれ（1）乾式研磨薄片試料、（2）分散試

料、（3）ウルトラミクロトームによる超薄切片試料を調製し、走査型電子顕微鏡（SEM；日本電

子製 JSM-6500F）及び透過型電子顕微鏡（TEM；日本電子製 JEM2010）を用いて観察・分析を

行った。 

 
② 原鉱石試料の観察結果 

ベントナイト原鉱石を構成しているモンモリロナイト粒子および粒界の組織を確認するために、

研磨薄片試料を光学顕微鏡および走査型電子顕微鏡（SEM）によって観察した。しかしながら、

研磨薄片試料の観察ではモンモリロナイト粒子の粒界が極めて不明瞭であるため、粒子の周囲が

セメンテーションされているかどうかの判別が非常に困難であった。モンモリロナイト粒子表面

に存在する二次鉱物を可視化するには、粒子とその周囲の二次鉱物が結合した状態を保持したま

ま、粒界で各粒子が分散した状態にする必要があると考えられる。そこで、原鉱石試料の一部を

25 μm 篩の上で軽く砕き、篩を通過した粒子を直下の TEM 用グリッド上に回収して分散試料と

し、これらの微細粒子の表面に残存した二次鉱物の有無を観察した。観察した分散試料の状態を

図 2.3-6 に示す。Cu 製の TEM 用グリッドには 100 μm ピッチで空孔があり、空孔の上に張られ

たアモルファスカーボン製の網上に微粒子が捕集されている様子が分かる。 

 

 
図 2.3-6 SEM 観察による分散試料の概観 

 

分散試料の SEM 観察から、原鉱石試料は以下の 4 種類の粒子で主に構成されていることが分

かった。（1）薄い葉片状のモンモリロナイト粒子の集合体、（2）細長い角柱状のモンモリロナイ

ト粒子またはその集合体、（3）平滑な平板状のモンモリロナイト粒子、（4）より微細な粒状粒子

の集合体。観察された代表的な各粒子の形態を図 2.3-7 に示す。これらの他に、微量ながらバラ

イト（BaSO4）の粒子も確認された。観察される粒子の数は（1）から（4）の番号順に少なくな

る傾向を示す。また、（1）と（3）の粒子の境界は明確でなく、（3）はもともと（1）の粒子だっ

たものが粉砕時に新鮮な剥離面を形成したものと考えられる。（1）～（3）については、特性 X線

による化学組成からモンモリロナイトであると推定したが、（4）については試料体積が非常に小

さく化学組成の推定が困難であった。 

このうち、最も主たる（1）平板状のモンモリロナイト粒子の集合体の中には、粒子の一部が Si
に富んだ化学組成を示すものがいくつか見られた。Si に富む粒子の拡大像と特性 X 線スペクト
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ルを図 2.3-8 に示す。粒子の右上側面が、細かな粒状の物質によって覆われている様子が見られ

る。粒子の平坦な部分（図 2.3-8(1)の(A)）と右上側面（図 2.3-8(1)の(B)）での点分析結果を比較

すると、平坦な部分がモンモリロナイトを構成する Mg、 Al、 Si、O の特性 X 線ピークを示す

一方で、側面は TEM 用グリッド成分である Cu と C を除く主要ば特性 X 線ピークは Si と O で

ある。したがって、表面を覆っている物質は SiO2組成だと推定される。ただし、SEM による観

察のみでは、SiO2組成の物質が非晶質シリカなのか、結晶質の石英なのかの判断が出来ないため、

次に TEM による分散試料の観察を行った。 

 
図 2.3-7 SEM で観察された代表的な粒子形態（原鉱石試料） 

 
図 2.3-8 モンモリロナイト粒子表面の Si に富む部分の観察（原鉱石試料） 

（★のピークは Mg） 



2-36 

 

 
図 2.3-9 TEM による微細粒子の観察結果（原鉱石試料） 
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図 2.3-9 に TEM による分散試料の観察結果を示す。TEM 観察では平板状あるいは葉片状のモ

ンモリロナイト粒子の端部に二次鉱物が結合している箇所を探索したが、その形態を呈する粒子

は見つからなかった。立体的な構造を観察できる SEM では、モンモリロナイト粒子の表面が覆

われている様子を確認できるものの、TEM による観察では観察に適した厚さをもつ場所が限ら

れることが探索を困難にしている主な原因として挙げられる。引き続き、観察の試行回数を増や

してモンモリロナイト粒子と二次鉱物が結合した箇所を丁寧に探索する必要があると考えられる。

図 2.3-7(4)に示したような微細な粒状粒子の集合体を TEM で観察した結果、図 2.3-9(2)～(4)に
示す通り、微細粒子の集合体は一様な化学組成をしておらず、SiO2、炭酸塩、有機物、硫酸塩あ

るいは硫化物組成の物質が凝集している様子が確認された。また、図 2.3-9(6)に示す細長い角柱

状の粒子は 12 Å 周期の 00ℓ 反射に対応する制限視野電子回折パターン（図 2.3-9(7)）を示すこと

から単結晶のモンモリロナイト粒子であることが分かった。粒子の伸長方向と垂直に積層してい

ること、電子線に弱く数秒で非晶質化すること、分析領域が狭いために組成分析中の Na の拡散

の影響が強く Na の特性 X 線のピークがほとんど確認されないことが平板状モンモリロナイト

（図 2.3-9(1)）と異なる特徴として挙げられる。 
 
③ 再構成試料の観察結果 

再構成試料についても原鉱石試料と同様に分散試料を調製し、SEM による観察を行った。図

2.3-10 に再構成試料を構成する粒子の代表的な形態を示す。原鉱石試料にみられた細長い角柱状

モンモリロナイト粒子（図 2.3-7(2)）はほとんど見られなかった。これは粉砕されやすい粒子形

態であったため、葉片・平板状の粒子と比較してより細かく粉砕されて取り除かれたことが考え

られる。また、微細な球状粒子の集合体（図 2.3-7(4)）もほとんど観察されず、同様の理由が考え

られる。また、図 2.3-10 の(1)に示すような平滑な面をもつモンモリロナイト粒子が、原鉱石試料

と比べて多く観察される傾向が見られた。再構成試料を作製する過程で新鮮な剥離面が形成され

たことが考えられる。 

 
図 2.3-10 SEM で観察された構成粒子の代表例（再構成試料） 
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2) ベントナイトのセメンテーションに関する実験的研究手法の検討 
本項目では、地層処分で想定されている環境条件、時間スケールでセメンテーションが生じる

可能性を評価するため、加速的な溶液通水実験や変質試験などを用いた実験的研究手法を検討す

る。平成 31 年度は、圧縮ベントナイトに溶液を通水してセメンテーションした供試体を作成す

る前に、粉末状のベントナイトと溶液を反応させて、新しく沈殿相が生成して粉末試料が固化す

るか否かを検討した。 
 
① 試料および実験手法 

本実験では、月布鉱山産ベントナイト原鉱石試料（29 番層）を粉砕し篩を用いて粒径 53 μm 以

上 75 μm 以下に分級した粉末状の試料を用いた。この粉末ベントナイト試料 4 g に対し、40 mL
の水酸化マグネシウム水溶液（水酸化マグネシウム試薬をイオン交換水に浸漬させ上澄み溶液を

分離したもの）を加えて、バッチ式変質実験を行った。60 °C に設定した恒温器の中で静置し、5
日間後に取り出して固液分離を行い、以下の分析を行った。 
 
② 分析手法 

溶液分析として、pH 測定および誘導結合プラズマ発光分析（ICP-AES）を行った。pH は、堀

場製作所製の pH 電極（9625-10D）および pH メータ（LAQUAct D-74）を用いた。ICP-AES で

は、島津製作所製の ICP 発光分析装置（ICPE-9000）を用いて主要溶存元素の濃度を測定した。

標準液（ICP multi-element standard solution IV, Merck KGaA; Silicon Standard Solution, 富
士フィルム和光純薬）を用いて検量線を引くことで濃度の評価を行った。 
固体分析としては、粉末 X 線回折（XRD）分析を行った。XRD 分析では、Cu 管球を有するリ

ガク製 X 線回折装置（RINT-2100）を用い、その電圧・電流は 30 kV および 20 mA で設定した。

実験前と実験後のベントナイト試料をメノウ乳鉢で粉砕し、2～70 ° 2θ をスキャンスピード

1 °/min で不定方位測定を行い、鉱物同定を行った。また、粉末試料 10 mg にイオン交換水 200 
μL を加えて作製した懸濁液をスライドガラスに塗布し、2～40 ° 2θ をスキャンスピード 1 °/min
で定方位測定を行い、層状ケイ酸塩鉱物の底面反射を評価した。 

一方、鉱物粒子の形態観察のため、走査型電子顕微鏡（SEM; JEOL 製 JSM-6500F）を用いた。

実験後の鉱物粒子の形状を保つため、乾式研磨法（大和田ほか，2014）によって研磨片を作製し、

粒子の断面を、カーボン蒸着を施して観察した。また、SEM の加速電圧は 10 kV に設定し、必

要に応じて付属のエネルギー分散型 X 線分析（EDS）装置を使用して観察した鉱物粒子の化学組

成を得た。 
 
③ 分析結果 

溶液分析の結果を表 2.3-1 に示す。初期溶液である水酸化マグネシウム水溶液は pH10.50 であ

り溶存 Mg の濃度は、～8 mg/L であった。実験後溶液の pH（～10）と溶存 Mg 濃度（～3.5）
は、初期溶液よりも低下した。また実験後溶液では、溶存 Na、 Si、 Al の濃度が他元素に比べ

て比較的高い値を示した。 
表 2.3-1 pH および主要溶存元素濃度の測定結果 

溶液試料 pH Al 
(mg/L) 

Ca 
(mg/L) 

Fe 
(mg/L) 

K  
(mg/L) 

Mg 
(mg/L) 

Na 
(mg/L) 

Si 
(mg/L) 

初期溶液 10.50 - - - - 8.12 - - 

実験後溶液 9.96 21.7 2.95 4.26 2.22 3.49 135.0 48.6 
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不定方位 XRD 分析の結果（図 2.3-11）より、本実験に使用したベントナイト試料は、スメク

タイト（モンモリロナイト）、クリノプチロル沸石、石英から構成されており、これは横山ら（2004）
における分析結果に整合的であった。この鉱物組み合わせは本実験の前後では変化はなかった。

また定方位 XRD 分析を行うと、スメクタイト（モンモリロナイト）底面反射が強調された回折

図形が得られた（図 2.3-12）。スメクタイトの一次反射は、実験前後いずれの試料も、12.5 Å に

記録されており、これは Na 型モンモリロナイトの膨潤挙動（層間に水分子層が一層形成されて

いる状態）に一致している（佐藤，1996）。 

 
図 2.3-11 実験前試料と実験後試料の不定方位 XRD パターン 

 

 

図 2.3-12 実験前試料と実験後試料の定方位 XRD パターン 
 
実験後の固体試料は粒子どうしが固結され塊状になっており、その形状を保持したまま断面を

作製し、SEM-EDS で観察した。Na、 Al、 Si、 O からなる層状粒子の凝集体（図 2.3-13）や、

Si、 O からなる粒子の内部や表面が Na、 Mg、 Al、 Si、 O からなる物質で埋められている様
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子が観察できた（図 2.3-14）。 
 

 
図 2.3-13 SEM での観察粒子とその EDS スペクトル ① 
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図 2.3-14 SEM での観察粒子とその EDS スペクトル ② 
 

以上の分析結果から、粉末ベントナイトが新しく生成した Mg を含むシリケート相によってセ

メンテーションされていることが示唆される。実験前後で溶液中の溶存 Mg 濃度は 1/2 以上減少

しており（表 2.3-1）、Mg が液相から固相へ移動したことがわかる。ここで固相中での Mg の行

き先として考えられる一つは、ベントナイトの鉱物組成（図 2.3-11）より、スメクタイト（モン

モリロナイト）の層間陽イオンとのイオン交換である。しかし、スメクタイトの XRD における

底面反射の回折ピークは実験後も Na 型モンモリロナイトと同じ位置にあった（図 2.3-12）こと

から、主なスメクタイトの層間陽イオンは、反応後も Na イオンであったと考えられる。実際に

実験後の固体試料は粒子どうしが Mg を含むシリケートで固結されていたことも踏まえると、Mg
はその沈殿相の生成に消費されているものと考えられる。 
また、SEM 観察では、シリカ粒子（その反応性から非晶質シリカと考えられる）の一部が溶解

し、その空隙が Mg を含むシリケートの二次的な沈殿形成により充填されている様子がうかがえ

る（図 2.3-14）。したがって、飽和水酸化マグネシウム溶液とベントナイトの非晶質シリカの反応
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によって生成したこの二次相がセメンテーションに寄与していると考えられる。図 2.3-13 に示さ

れる層状粒子の凝集体は、1)で示した電子顕微鏡観察結果からも推察できるように、Na 型モンモ

リロナイトであると同定できる。このようなモンモリロナイト粒子に関しては、試料中で多く観

察されたものの、図 2.3-14 のような粒子の溶解と二次的なフェーズによる沈殿は認められなかっ

た。 
以上の通り、水酸化マグネシウム溶液とベントナイト中のシリカ粒子の反応によりセメンテー

ション物質である Mg シリケートの二次相を沈殿させることが可能であることが確認できた。バ

ッチ式変質実験でセメンテーションが観察されたのはシリカ粒子周辺のみであるが、溶液を通水

する条件の場合、Mg シリケートのソースとなる溶存成分を供試体中に移行させることができる

ため、モンモリロナイト粒子周辺を含む供試体の間隙中により均一なセメンテーションを生じさ

せることができることが期待される。平成 31 年度の成果を踏まえ、溶液通水実験の具体化を進

める。 
 
3) 原鉱石試料及び再構成試料を対象とした基本特性データの取得 

本項目では、平成 30 年度までの供試体の作製方法とは異なる方法を用いた場合の膨潤圧の試

験データの拡充を行うとともに、ベントナイトの応力緩衝性などの力学的特性に与えるセメンテ

ーションの影響の検討に着手した。また平成 31 年度は、緩衝材の長期力学挙動評価において特

に重要な圧密による変形特性に着目し、標準圧密試験を開始した。 
 

  膨潤圧試験 

平成 30 年度までは、ブロック状の原鉱石からダイヤモンドビットを用いて直径 50 mm もしく

は 20 mm の円柱状にコア抜きしたのち、ハンドソーを用いて 10 mm 程度の高さになるように切

断して得た試料の表面を研磨機で研磨して供試体表面の高さをそろえて、膨潤試験用供試体を作

製していた。一方、伊藤ら（2017）は、トリミングにより原鉱石から任意の寸法に成型した供試

体を用いた試験を実施しており、本研究とは供試体の作製方法が異なる。 
そこで本検討では、供試体作製方法の違いによる影響を検討するため、29 番層の原鉱石に対し

てトリミングにより供試体を作製し、膨潤圧試験を実施した。ここで、膨潤圧試験とは供試体の体

積を拘束した状態で給水し、その際に生じる膨潤圧を測る試験である。図 2.3-15 に供試体作製に用

いた供試体成型器を示す。供試体作製手順は、まず手動のワイヤーソーを用いて原鉱石を供試体

寸法の数倍程度の大きさに切断する。厚さ 10 mm、直径 50 mm のカッターリングなどを取り付

けた供試体成型器に原鉱石を置き、ピストンを押し下げながら直ナイフを用いて試料の側面を削

り、徐々にカッターリング内に入れる。最後にカッターリングの上下からはみ出た部分を削り、

直径 50 mm、高さ 10 mm の供試体を作製した。本検討では合計 3 試料作製し、膨潤圧試験を実

施した。 



2-43 

 

図 2.3-15 供試体成型器およびトリミングに用いた器具 
 

図 2.3-16 に膨潤圧の経時変化を示す。後述の多段階圧密試験において測定したコア抜きによ

り作製した 29 番層原鉱石供試体の膨潤圧も示す。コア抜きにより試料を作製する方法で実施し

た場合の膨潤圧とトリミングにより試料を作製する方法で実施した場合の膨潤圧には大きな差異

はないことがわかる。このことから、供試体作製方法の違いにより、生じる膨潤圧に顕著な違い

はないものと考えられる。 
 

 
図 2.3-16 膨潤圧の経時変化 

 
  標準圧密試験 

セメンテーションによる緩衝材基本特性の変化に関して、膨潤性・透水性に加えて剛性への影

響に関するデータ取得を開始した。剛性への影響に関しては、原鉱石と再構成試料に対する標準

圧密試験を実施し、両者の違いを分析する。月布鉱山の 29 番層の原鉱石を対象に、原鉱石および

再構成試料それぞれ 3 試料に対して標準圧密試験を開始した。なお、原鉱石試料はダイヤモンド

ビットを用いて直径 60 mm の円柱状にコア抜きすることで供試体を作製した。また、平成 30 年

度までに実施した膨潤圧・透水試験で用いた 29 番層の原鉱石の乾燥密度は 1.55～1.63 Mg/m3程

度であったため、再構成試料の締固め時の目標乾燥密度は、1.6 Mg/m3とした。図 2.3-17 に標準

圧密試験装置概略を示す。標準圧密試験では、まず体積拘束状態で給水し、膨潤圧を測定する。

膨潤圧が一定となったら飽和したと仮定し、最大 19.6 MPa まで 8 段階に分けて載荷し、4 段階

に分けて除荷、4 段階に分けて再載荷を行う。図 2.3-18 に膨潤圧の経時変化を示す。原鉱石およ

び再構成試料の平衡膨潤圧は約 1 MPa であった。また、原鉱石の膨潤圧は時間の経過に対して単
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調に増加しているが、再構成試料の膨潤圧は一度増加した後変化がなだらかになり、その後再度

増加している。これらの違いは、セメンテーションの有無によって生じている可能性や、粉末試

料を締め固めた際に生じる供試体内部の密度分布の影響によって生じている可能性などが考えら

れる。しかしながら、試験中の供試体内部の水分分布や密度分布などの状態変遷を把握すること

ができないため、このような違いが生じる原因は明らかにされていない。そのため、これらの違

いが生じる原因を明らかにするためには、まずは試験中の供試体内部の状態変遷を把握する技術

を開発することが重要と考える。そこで、平成 31 年度からエックス線 CT 測定による膨潤圧試

験中の供試体内部の観察を試みている。この成果については、2.4.2 にて後述する。 
図 2.3-19 に現在までに得られている体積ひずみと載荷圧の関係を示す。体積ひずみは圧縮を正

としている。再構成試料は 19.6 MPa まで載荷が終了、再構成試料は 9 MPa まで載荷が終了して

いる。載荷圧の増加に対して、原鉱石の方が体積ひずみの増加量が小さく、剛性が高いことがわ

かる。これについては、セメンテーションの影響により剛性が高くなっている可能性のほかに、

初期乾燥密度の違いによる影響などが考えられるため、今後は、試験後試料の乾燥密度測定の実

施や試験データの拡充などにより剛性への影響の理解を進める予定である。 
 

  
図 2.3-17 標準圧密試験装置概略 

 

   
（a）原鉱石            （b）再構成試料 

図 2.3-18 膨潤圧の経時変化 
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図 2.3-19 体積ひずみ（圧縮が正）と載荷圧の関係 

 

(3) 2 か年の成果と今後の課題 
緩衝材の基本特性に対するセメンテーションによる影響を評価する取り組みの一環として、圧 

縮ベントナイトに対して実施されてきた既存の手法を用いて、山形県月布のベントナイト鉱床の

原鉱石および再構成試料を対象とした膨潤圧・透水試験・標準圧密試験を実施してきた。セメン

テーションの影響を受けていると推察される原鉱石については、圧縮ベントナイトと比べて平衡

膨潤圧は低下し、剛性は増加するという傾向が認められたが、透水性は変化が認められなかった。

剛性への影響について、今後、試験後試料の乾燥密度測定などにより、より詳細に検討していく

とともに、試験データの拡充により剛性への影響の理解を進める予定である。 
このような原鉱石および再構成試料の基本特性の違いの要因を特定するため、平成 31 年度よ

り電子顕微鏡などを用いた観察・分析を開始した。今後、構成粒子の膨潤性の違いなど、観察・

分析データを蓄積し、セメンテーション状態と基本特性の関係の考察を行う予定である。 
また、地層処分で想定されている環境条件、時間スケールでセメンテーションが生じうるのか、

セメンテーションの影響が長期的に持続するのかを評価するための実験的研究手法の検討に着手

した。今後、溶液通水試験や長期の膨潤圧試験などを利用したデータ取得を進める予定である。 
 
2.4 ニアフィールド THMC 連成挙動 

ニアフィールドはオーバーパック、緩衝材、セメント系材料などの人工バリアと、人工バリア

の設置により影響を受けると考えられる人工バリア近傍の岩盤など複数の材料から構成されてお

り、それらの劣化・変質や材料間の相互作用などにより環境条件は時間とともに変化し、バリア

構成要素の安全機能や核種移行挙動への影響を与える可能がある。そのため、人工バリアの長期

挙動評価や環境変遷を評価する技術の開発とその評価の妥当性確認が重要となる。 
このような背景のもと、平成 30 年度は、FEBEX プロジェクトにおける原位置試験において、

廃棄体を模擬したヒーターを発熱させた 5 年間の試験期間を対象とした THM 連成解析を実施し

た。そして、岩盤からの地下水の浸潤によって緩衝材の水分飽和度が上昇する一方で、廃棄体を

模擬したヒーターを内蔵したキャニスター近傍で緩衝材が乾燥する様子など全体的な浸潤挙動の

再現が可能であることを確認した。また、幌延深地層研究計画において実施しているオーバーパ

ック腐食試験を対象とした THMC 連成解析の事前検討として、海水系地下水環境下での緩衝材

の浸潤挙動の評価手法を確立することを目的として、緩衝材中への海水の浸潤試験を想定した予

察解析を実施し、地球化学解析と水理解析を連成させることによって、透水係数の塩濃度依存性

を考慮した解析手法の整備を行った。また、支保コンクリートを透過した高いカルシウム濃度の
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地下水が緩衝材に浸潤した場合に想定されるスメクタイトのカルシウム型化を考慮することなど、

より精緻な浸潤解析が可能であることを示した。さらに、処分施設の各材料及び周辺岩盤との力

学的相互作用を過渡期から長期まで一貫して評価できる解析システムの構築を目的として、長期

力学挙動解析コード MACBECE に対して、過渡期の緩衝材の力学的な状態変化を解析する機能

を追加した。 
平成 31 年度は、FEBEX プロジェクトにおける原位置試験の試験開始から 5 年間以降の約 13

年間の計測データおよび幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験での計測データを

対象とし、これらの再現解析を通じて連成解析モデルの適切性の確認を実施した。これらの成果

については 2.4.1 項で述べる。過渡期のニアフィールドで生じると考えられる連成現象に係る相

関マトリクスにおいて、2.4.1 項で検討の対象とする領域を図 2.4-1 に示す。 
また、2.4.2 項では、平成 30 年度に改良した MACBECE を用いて、過渡期から 10 万年後まで

の処分施設を対象とした長期力学解析を実施し、過渡期の処分施設の各材料及び周辺岩盤の力学

的な相互作用を考慮したニアフィールドの長期力学挙動評価を実施した。さらに、過渡期の力学

挙動がひずみ、透水係数分布などの処分施設の力学及び水理的な長期の状態変遷に与える影響を

分析した。さらに、過渡期の緩衝材の力学モデルの高度化に向けて、緩衝材の膨潤挙動の現象理

解の促進や解析コードの検証データの取得を目的として、エックス線 CT 測定による膨潤圧試験

中の供試体内部の観察を試みた。 
一方、2.4.3 項で述べる緩衝材挙動に関するナノスケールシミュレーションモデルの構築で

は、これまで、過渡期の応力変化や密度変化などの力学挙動、それに伴う透水性や核種移行に関

係する特性の変化などの理解や関連するデータ取得に向けてのアプローチの検討のひとつとし

て、ナノからマイクロメートルオーダーでの粘土含水系の挙動を調べるためのシミュレーション

に着目し、粗視化メソスケール分子動力学モデルの開発を行ってきた。平成 30 年度までの粘土

含水系のメソ MD 解析についての取り組み（日本原子力研究開発機構, 2018；日本原子力研究開

発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）では、モンモリロナイト粘土分子の単

位構造とそこに水和された間隙水を一つの粗視化粒子で表し、粗視化粒子間の相互作用力は全原

子 MD 計算の結果から与えている。この方法により、指定された温度、圧力で圧縮したときに

生じる粘土含水系の凝集挙動を調べることができること、また、メソ MD 解析で得られた粘土

含水系の組織構造モデルを用いて拡散や変形解析を行い、微視的多孔質構造を考慮したマクロ拡

散係数や弾性係数の評価が可能であることを示してきた。平成 31 年度は、メソ MD 解析の結果

として得られる粘土含水系の組織構造の特徴を、実測可能かつ物理的な意味が明確な物理量（マ

クロ物性など）として定量的に評価する手法の開発に着手した。 
2.4.1 項～2.4.3 項に平成 31 年度の実施内容と成果を記す。 
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FEBEX の原位置試験の再現解析で対象とする相互作用 

オーバーパック腐食試験の再現解析で対象とする相互作用 

長期力学挙動解析に場の変遷情報として反映する相互作用 

 
図 2.4-1 過渡期における THMC 連成マトリクスと本事業で取り組む課題 

  

熱
（エネルギー保存則）

熱→水理
・温度勾配による水分移動
・透水性の温度依存性
・間隙水密度の温度依存性
・粘性係数の温度依存性

熱→力学
・熱応力の発生

熱→化学
・平衡定数の温度依存性

熱←水理
・熱輸送
・熱物性の飽和度依性

水理
（連続の式）

水理→力学
・膨潤応力の発生
・弾性係数の飽和度依存性

水理→化学
・飽和度に応じた液相濃度変化

熱←力学
・熱物性の密度依存性

水理←力学
・飽和度の変化
・透水性の密度依存性

力学
（つり合い式）

力学→化学

熱←化学 水理←化学
・透水性の変化
（塩濃度、Ca型化依存性等）

力学←化学
・弾性係数の変化
・膨潤応力の変化

化学
（電気的中性の式）
（電子保存の式）
（質量保存の式）

（固相の質量作用の式）
（水溶性化学種の質量作用の式）
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2.4.1 過渡期の THMC 連成挙動に関する現象解析モデル開発 
(1) 背景と目的 

人工バリアを設置した時点から緩衝材が飽和に至るまでの過渡的な期間では、熱的作用（熱輸

送、熱膨張）、水理的作用（地下水浸透、温度勾配による水分移動）、力学的作用（応力変形、膨

潤圧の発生）、及び化学的作用（物質移行、ガスの発生と消費、間隙水の濃縮希釈、鉱物の溶解沈

澱など）が相互に影響を及ぼし合う連成現象が生じると考えられている。これまで、高レベル放

射性廃棄物の安全評価における核種移行の初期状態の設定や、オーバーパックの腐食寿命評価に

必要となるニアフィールド環境条件に関する情報の提供を目的とし、熱-水-応力-化学（THMC）

連成解析コード（以下、Couplys という）の開発が進められてきた（日本原子力研究開発機構， 
2008；2009；2010；2011；2012；2013；2014a；2015a）。 

Couplysにより、第2次取りまとめで示された人工バリア仕様（核燃料サイクル開発機構, 1999a）
を対象とした事例解析を実施し、ガラス固化体の放熱と人工バリア内への地下水の浸潤に伴うニ

アフィールドの化学的な環境の変化について定量的な評価が可能であることが示された。そして、

このような数値実験的アプローチが、過渡期のニアフィールドで生じる複合的なプロセスを理解

する上で有効な手法であ（日本原子力研究開発機構, 2016a；2017）。 
本事業では、これまでに開発した連成解析モデルの正確性を確認することを目的として、豊富

な計測データが得られている FEBEX（Full scale Engineered Barriers Experiment）プロジェ

クトにおける原位置試験（ENRESA, 2000）を対象とした再現解析を実施する。ここでは、緩衝

材への地下水の浸潤が進んだ 19 年間の試験期間の解析評価を通じて THM 連成解析モデルの検

証を行うとともに、様々な処分概念や設計オプションに柔軟に対応できる解析手法構築の観点か

らも、これまでに評価実績の少ない廃棄体横置き方式の人工バリア仕様や、国産とは異なるベン

トナイトに対しても有効であるかどうかの確認を行う。また、ニアフィールドにおける緩衝材の

間隙水組成など地球化学を含む連成現象の評価として、幌延深地層研究計画において実施してい

るオーバーパック腐食試験（中山, 2018）を対象とした THMC 連成解析を実施する。そして、原

位置試験で計測されている緩衝材の間隙水の pH や酸化還元電位、さらには、サンプリング試料

の鉱物分析結果などの化学的なデータを活用し、海水系地下水環境下における緩衝材の間隙水化

学に重きを置いた連成解析モデルの適切性の確認を行うとともに、オーバーパックの腐食挙動評

価に必要となるニアフィールド環境条件として、過渡期における緩衝材の間隙水組成などの情報

を提示する。他方、原位置試験におけるサンプリング試料の分析結果から得られる緩衝材の変質

や二次鉱物の生成などの知見に基づき、THMC 連成モデルへの反映を視野に入れた検討を実施す

ることが求められている。 
そこで、平成 30 年度は、FEBEX プロジェクトにおける原位置試験において、廃棄体を模擬し

たヒーターを発熱させた 5 年間の試験期間を対象とした THM 連成解析を実施した。そして、岩

盤からの地下水の浸潤によって緩衝材の水分飽和度が上昇する一方で、廃棄体を模擬したヒータ

ーを内蔵したキャニスター近傍で緩衝材が乾燥する様子など全体的な浸潤挙動の再現が可能であ

ることを確認した。また、幌延深地層研究計画において実施しているオーバーパック腐食試験を

対象とした THMC 連成解析の事前検討として、海水系地下水環境下での緩衝材の浸潤挙動の評

価手法を確立することを目的として、緩衝材中への海水の浸潤試験を想定した予察解析を実施し、

地球化学解析と水理解析を連成させることによって、透水係数の塩濃度依存性を考慮した解析手

法の整備を行った。また、支保コンクリートを透過した高いカルシウム濃度の地下水が緩衝材に

浸潤した場合に想定されるスメクタイトのカルシウム型化を考慮することなど、より精緻な浸潤

解析が可能であることを示した（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センタ

ー，2019）。 
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平成 31 年度は、FEBEX プロジェクトにおける原位置試験を対象とした THM 連成解析モデル

の検証として、平成 30 年度に実施した試験開始から 5 年間の評価を含めて、その後の約 13 年間

の解析を実施し、全試験期間である 19 年間を評価の対象とした。そして、全応力、相対湿度、温

度に関する原位置の計測データや、緩衝材のサンプリング試料から得られたデータなどを活用し

て THM 連成解析モデルの妥当性の確認を行った。一方、THMC 連成解析モデルの検証について

は、緩衝材に幌延 URL 周辺の地下水と同程度の NaCl 濃度の溶液を浸潤させる実験結果に基づ

き、上述した透水係数の塩濃度依存性を考慮した解析手法により、海水系地下水に対する不飽和

水理パラメータを取得した。そして、取得したパラメータを用いてオーバーパック腐食試験を対

象とした再現解析を実施した。本解析では、廃棄体を模擬したヒーターを発熱させた高温条件下

において、緩衝材の随伴鉱物である黄鉄鉱による酸素の消費と、コンクリート支保の影響を受け

た地下水の浸潤にともなう緩衝材の間隙水化学に着目した。さらに、オーバーパック腐食試験で

得られている間隙水 pH などの計測データとの比較を通じて THMC 連成解析モデルの再現性を

確認した。 
 
(2) 実施内容 
1) FEBEX プロジェクトにおける原位置試験に基づく THM 連成解析モデルの信頼性の確認 
① 背景と目的 
本事業においては、ニアフィールドの長期挙動評価に柔軟に対応できる THM 連成解析モデル

の構築を視野に入れ、廃棄体横置き仕様の原位置試験を対象として、より長期の評価を通じて連

成解析モデルの適切性を確認する。本解析に用いる THAMES は、移流拡散による熱移動、飽和

-不飽和浸透流に基づく地下水移動、それに、緩衝材の膨潤変形を考慮した力学挙動を連成させた

熱-水-応力連成解析コードである。これまでに、国際共同研究などを通じた他の解析コードとの

比較検証や、原位置試験の評価を通じて解析コードとしての妥当性を示すデータが蓄積されてき

ている（例えば、千々松ほか，2000；Rutqvist et al., 2005）。この THM 連成解析モデルの信頼

性を確認するため、平成 30 年度に引き続き FEBEX プロジェクトにおける原位置試験を対象と

して再現解析を実施する。FEBEX プロジェクトにおける原位置試験は、スペインの結晶質岩に

おける処分形態に従い、スイスのグリムゼル試験場において、廃棄体を模擬したヒーターを収納

したキャニスターを坑道内に水平に設置した廃棄体横置き方式の人工バリア仕様で実施されてい

る。この試験は、1997 年から 2015 年までの約 19 年間にわたって行われており、試験開始から

の約 5 年間は 2 台のヒーターによる加熱を行っている。その後 1 台のヒーターの加熱を停止し、

停止したヒーターとその周辺の緩衝材の取り出しを行った後、残り 1 台のヒーターによる加熱試

験を約 13 年間実施している（ENRESA, 2000）。 
平成 30 年度は、図 2.4-2 に示すように、1997 年 2 月 27 日に 2 台のヒーターの加熱を開始し

てから、2002 年 2 月 28 日に、その内の 1 台のヒーターの加熱を停止し、キャニスターとその周

辺の緩衝材の取り出しが終了するまでの期間を含む約 5 年間の評価を実施した。この期間は、廃

棄体を模擬したヒーターの発熱によってキャニスター周辺の緩衝材は乾燥した状態であり、した

がって、THM 連成解析モデルの検証としては、緩衝材への地下水の浸潤が比較的進んでいない

不飽和状態の範囲に対してのものとなっている（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･

資金管理センター，2019）。 
平成 31 年度は、緩衝材中への地下水の浸潤がより進んだ状態までを評価するために、原位置

試験の全試験期間である 19 年間を対象とした。そして、原位置試験で得られた計測データ及び

緩衝材のサンプリング試料から取得した水分分布に関する測定結果との比較を通じて THM 連成

解析モデルによる再現性を確認した。この FEBEX プロジェクトにおける原位置試験を対象とし
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た THM 連成解析で考慮する相互作用は、図 2.4-1 の連成マトリクスに示した通りである。この

うち、力学からの熱及び水理への作用については、膨出などによる緩衝材の大幅な密度低下は生

じないと考えられること、緩衝材の物性値として、熱物性などの密度依存性に関するデータが得

られていないことなどから、本解析においては、力学的な挙動の帰結として緩衝材の熱特性及び

水理特性への影響は考慮していない。 
 

 

図 2.4-2 FEBEX の原位置試験のスケジュールと解析評価範囲 
 

② 解析条件 

図 2.4-2 で示したように、試験開始からの 5 年間は 2 台のヒーターを加熱する試験を、その後

の約 13 年間は、1 台のヒーターを加熱する試験を実施している。そして、図 2.4-3 に示すように、

試験開始から 5 年後には、加熱を停止したヒーター#1 を内蔵したキャニスターとその周辺の緩

衝材及びコンクリートプラグを取り出し、新たにショットクリートのプラグを設置している。図

中のダミーとは、キャニスターの一部が残留したものである。このような、試験レイアウトの変

更に対応するため、試験開始からヒーター#1 を内蔵したキャニスター及びその周辺の緩衝材を取

り出すまでの試験条件を対象とした解析結果を初期条件とし、新たに設置されるショットクリー

トプラグを考慮したリスタート解析により、その後の 1 台のヒーター#2 を加熱させる 13 年間の

解析を行うことで 19 年間の全試験期間の評価を実施した。 
 

 
図 2.4-3 FEBEX プロジェクトにおける原位置試験レイアウト 

 

解析メッシュモデルの概要を図 2.4-4 に示す。岩盤、緩衝材、コンクリートプラグ、ショット

クリートプラグ、廃棄体を模擬したヒーター及びこれを内蔵したキャニスターについて、原位置
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試験の形状から坑道を中心に左右対称とみなした 1/2 の体系により、試験開始から 5 年後のまで

の 2 台のキャニスターを配置した試験レイアウトでは、節点数 45,921、要素数 39,808 で、5 年

後以降の 1 台のキャニスターを配置する試験レイアウトでは、節点数 37,179、要素数 31,888 の

有限要素でモデル化した。解析領域については、人工バリアの鉛直上下（z 方向）及び水平円周

方向（y 方向）について、温度に対して境界の影響が生じない距離として 25 m を確保した。 
熱的境界条件として、モデル z 軸に沿って上下両端面、x 軸に沿って左右両端面、及び y 軸の

端面は、初期温度（12 °C）での固定境界、-y 軸の端面は断熱境界とした。水理的境界条件とし

て、モデル上下両端面は、初期圧力水頭（全水頭 80 mH2O）での固定境界、モデル前面は不透水

境界とした。また、岩盤中の初期水圧は、坑道掘削による地下水位の低下を考慮し、人工バリア

を設置する前の坑道壁面の圧力水頭を 0 mH2O とした坑道からの排水を想定した定常解析の結

果に基づき設定した。力学的境界条件については、岩盤の節点変位を固定とし、それ以外の節点

について、モデル前面は y 方向変位固定、モデル左右両端面は、y 及び z 方向に対してスライド

境界とした。初期温度は全領域で 12 °C とした。そして、キャニスターの表面温度が、計測によ

って得られている温度と同じように推移させるために必要な発熱量をヒーターに相当する構成要

素に与えた。また、キャニスター2 台から 1 台に試験レイアウトが切り替わる際のリスタート解

析における温度及び圧力水頭については、キャニスター及びその周辺の緩衝材を取り出した 2002
年 7 月 17 日時点の値を初期条件として用いた。新たに設置されるショットクリートプラグの温

度は 12 °C、圧力水頭については飽和を仮定して 0 mH2O とした。一方、応力については、試験

レイアウトの変更にともなうコンクリートプラグ及び緩衝材の撤去によって応力が解放されたこ

とにより、緩衝材中の応力に関する計測値は、大きく低下する結果となっている（NAGRA, 
2016a）。現時点での THAMES では、モデル構成要素の剛性を低下させるなどの方法によって、

応力開放を表現する手法が整備されていないため、応力に関する評価については、リスタート解

析ではなく、キャニスター2 台を配置する試験レイアウトのモデルを用いて、5 年後にヒーター

#1 の加熱を停止する方法で 19 年間の評価を行った。 
THAMES における水移動の支配方程式を下式に示す。 

 

− 𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖

�𝜉𝜉𝜌𝜌𝑙𝑙𝑘𝑘𝑟𝑟
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖

+ (1− 𝜉𝜉) 𝜌𝜌𝑙𝑙𝑔𝑔𝑔𝑔
𝜇𝜇𝑙𝑙

𝜕𝜕(𝛹𝛹+𝑧𝑧)
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖

+ 𝜌𝜌𝑙𝑙𝐷𝐷𝑇𝑇
𝜕𝜕𝑇𝑇
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖
� + 𝜕𝜕

𝜕𝜕𝜕𝜕
(𝜌𝜌𝑙𝑙𝑛𝑛𝑆𝑆𝑟𝑟) = 0    （2.4-1） 

 
ここに、𝜉𝜉：不飽和パラメータ（飽和で0、不飽和で1）、𝜌𝜌𝑙𝑙：液相密度、𝑘𝑘𝑟𝑟：比透水係数、𝜃𝜃：体

積含水率、𝜅𝜅：固有透過度、𝛹𝛹：圧力水頭、z：位置水頭、𝜇𝜇𝑙𝑙：液相粘性係数、𝑔𝑔：重力加速度、𝐷𝐷𝑇𝑇：
温度勾配水分拡散係数、𝑇𝑇：温度、𝑛𝑛：間隙率、𝑆𝑆𝑟𝑟：飽和度である。左辺第一項、第二項は、全水

頭勾配による水の移動効果、左辺第三項は、温度勾配による水の移動効果、左辺第四項は、固相

の貯留効果を示す。これより、解析パラメータとして、𝛹𝛹、𝑘𝑘𝑟𝑟、𝜅𝜅、及び𝐷𝐷𝑇𝑇が必要となる。このう

ち、𝐷𝐷𝑇𝑇については、平成30年度の評価においては、緩衝材の浸潤状況に依存せずに一定値として

扱い、水分量の指標となる相対湿度について計測結果を再現する解析結果が得られている（日本

原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。しかしながら、後述する

ように、温度勾配水分移動係数を一定値とした場合、ヒーター#1の加熱を停止した5年後以降は、

緩衝材への地下水の浸潤が進んで行く中で、ヒーター#2を内蔵したキャニスター近傍においては

水分が低下し、相対湿度の計測データが示す挙動との一致が見られなくなった。そこで、平成31
年度においては、この温度勾配水分移動係数𝐷𝐷𝑇𝑇を、水分飽和度𝑆𝑆𝑟𝑟の関数とした次式を用いること

とした。このモデルは、温度勾配によって生じる水分の移動は水蒸気によるものとし、低水分領

域と高水分領域で水蒸気による水分の移動が小さくなるとするモデルである（Bӧrgesson and 
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Hernelind, 1999）。 
𝐷𝐷𝑇𝑇 = 𝐷𝐷𝑇𝑇𝑇𝑇  0.3 ≤ 𝑆𝑆𝑟𝑟 ≤ 0.7 

𝐷𝐷𝑇𝑇 = 𝐷𝐷𝑇𝑇𝑇𝑇 ∙ 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑎𝑎 �
𝑆𝑆𝑟𝑟−0.7
0.3

𝜋𝜋
2
�   𝑆𝑆𝑟𝑟 ≥ 0.7 （2.4-2） 

𝐷𝐷𝑇𝑇 = 𝐷𝐷𝑇𝑇𝑇𝑇 ∙ 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑛𝑛𝑏𝑏 �
𝑆𝑆𝑟𝑟
0.3

𝜋𝜋
2
�  𝑆𝑆𝑟𝑟 ≤ 0.3 

 

ここで、𝐷𝐷𝑇𝑇𝑇𝑇は、水蒸気による温度勾配水分移動係数（m2/sK）であり、供試体中の温度勾配を与

えて水分を移動させる実験結果に基づき、THAMES によるパラメータスタディ解析によって導

出した 2.00×10-11 m2/sK とした（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理セン

ター，2019）。また、パラメータ𝑎𝑎及び𝑏𝑏はともに 0.2 であり、絶乾状態と飽和状態とで温度勾配

水分移動係数が 0 となる設定とした。ここでは、温度勾配水分移動係数として式（2.4-2）を用い

た場合と、平成 30 年度の解析評価で用いた 2.00×10-11 m2/sK の一定値とした場合についての解

析結果を比較した。 
岩盤、コンクリートプラグ、緩衝材及びキャニスターの物性については、表 2.4-1 に示す通り

であり、平成 30 年度に実施した THM 連成解析で設定した値と同様である（日本原子力研究開

発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター，2019）。また、新たに設置されるショットクリ

ートプラグは、コンクリートプラグと同じ値とした。 
 

 
図 2.4-4 FEBEX プロジェクトにおける原位置試験の解析モデル概要図 
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表2.4-1 FEBEXプロジェクトにおける原位置試験の解析評価に用いた物性値 

パラメータ 単位 岩盤 緩衝材 
コンクリートプ

ラグ／ショット

クリートプラグ 
キャニスター 

真密度 Mg/m3 2.728 2.712 2.738 7.000*2 
乾燥密度 Mg/m3 2.700*1 1.600*1 2.300*2 7.000*2 

初期水分飽和度 - 1.00 0.57*2 1.00 - 
空隙率 - 0.01*1 0.41*1 0.01*2 - 

弾性係数 MPa 3.50×103*1 3.64×102 *3 2.50×103 *2 2.10×107 *2 
ポアソン比 - 0.30*1 0.35*1 0.17*2 0.30*2 
線膨張係数 - 8.21×10-6*1 1.00×10-5 *1 1.00×10-5 *2 1.00×10-5 *2 

熱伝導率 W/mK 3.6*1 
熱伝導率に関する経

験式により設定*1 
1.88*2 200*2 

比熱 kJ/kgK 800*1 
比熱に関する経験式

により設定*1 
750*2 400*2 

固有透過度 m2 

水平方向 
5.00×10-19 *1 

鉛直方向 
5.00×10-18 *1 

8.00×10-21 1.00×10-19 *2 - 

水分特性曲線 - - 
水分特性曲線に関す

る経験式により設定*1 
- - 

比透水係数 - - 
比透水係数に関する

経験式により設定*1 
- - 

温度勾配水分移動係数 m2/sK - 式(2.4-2)  - - 
飽和膨潤応力 MPa - 5.82*3 - - 

*1 Rutqvist and Tsang（2004），*2 操上ほか（2004），*3 ENRESA（2000） 

 

③ 解析結果 

FEBEX プロジェクトにおける原位置試験において、緩衝材中に設置された計測センサーによ

って得られた温度、水分量の指標となる相対湿度及び全応力の時間変化を、THM 連成解析モデ

ルによる再現解析結果と比較して図 2.4-5～7 に示す。また、試験終了後に取り出した緩衝材のサ

ンプリング試料から求めた水分飽和度の分布を図 2.4-8 に示す。ここでは、原位置試験で得られ

た計測値をプロットで、解析値を実線で示しており、図中には、これらを比較する断面における

計測点と解析出力点の位置を示している。なお、計測値については、公開された報告書（NAGRA, 
2016a ; 2016b）に掲載されたグラフの座標をデータとして読み取るソフトを用いてプロットして

いる。これより、以下の結果が得られた。 
・ 緩衝材中の温度の時間について、廃棄体を模擬したヒーターによる加熱を行った約19年間及

び加熱を停止した後の冷却期間について、計測結果と解析結果を比較して図2.4-5に示す。冷

却期間も含めて、両者がよく一致していることが分かる。これは、本試験のような100 °C以

下の条件においては、熱移動が熱伝導に支配されていることを示唆していると考えられ、正

確な熱物性値を与えることで緩衝材中の温度環境を的確に予測することが可能であることが

確認できた。 
・ 緩衝材中の水分量の指標となる相対湿度について、湿度センサーによって得られた計測結果

と再現解析結果を比較して図2.4-6に示す。図中には、前述したように、平成30年度の評価で

用いた緩衝材の水分飽和度に依存しない一定値とした温度勾配水分移動係数を用いた場合の
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解析結果を合わせて示す。これより、温度勾配水分移動係数を一定とした場合、1台のヒータ

ーの加熱を停止した5年後に、キャニスター近傍の相対湿度は減少する方向に変化しており、

地下水の浸潤が進んでいないことを示している。これに比べて、式（2.4-2）で示した温度勾

配水分移動係数を水分飽和度の関数とするモデルを用いた場合、1台のヒーターの加熱を停

止した後も、キャニスター近傍の相対湿度は上昇し続けており、センサーによる計測値が示

す挙動を再現する結果となっている。なお、緩衝材中に埋設した湿度センサーは、その精度

を保つために必要となる定期的な校正ができないため、正確な計測ができていない可能性も

あることや、センサーの故障や、計測範囲外と考えられる理由により計測値が得られていな

い期間も存在している。 
・ 緩衝材の全応力の計測結果と解析結果を比較して図2.4-7に示す。比較する断面は、キャニス

ター中央と坑道最奥部分の二か所である。試験レイアウトの変更にともない撤去部分に近い

断面F2においては、応力開放の影響によって計測データの多くは大きく値が低下している。

一方、坑道最奥の断面B2では、その影響は見られない。そして、断面F2及びB2のいずれに

おいても、解析結果に比べて計測値の方が緩慢な上昇となっている。この原因としては、平

成30年度も述べたように（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センタ

ー, 2019）、原位置において施工時に生じたベントナイトブロック間の隙間が閉塞するまで

膨潤応力は小さく推移すると考えられる一方で、本解析においては、このようなブロック間

の隙間が閉塞するプロセスを考慮していないためである。そして、緩衝材への地下水の浸潤

が進むことによって、計測値は解析値に近づく結果となっている。なお、表2.4-1に示すよう

に、緩衝材の膨潤応力は飽和時において5.82 MPaを発生する設定であるから、全応力の主成

分は膨潤応力である。また、図中には、温度勾配水分移動係数を一定とした場合の解析結果

を合わせて示している。キャニスター中央の断面F2では、図2.4-6で示したように、温度勾配

水分移動係数を水分飽和度の関数とするモデルを用いた場合に比べて浸潤が進んでいないた

め、膨潤応力を主成分とする全応力の値は小さくなっている。一方、発熱体より遠い断面B2
においては、両者の差異が小さいくなっている。その要因としては、断面F2に比べて形成さ

れる温度勾配が小さいため、温度勾配水分移動係数の影響が表れにくいものと考えられる。 
・ 緩衝材のサンプリング試料による水分量の測定結果と再現解析結果を比較して図2.4-8に示

す。図中には、式（2.4-2）で示した温度勾配水分移動係数を水分飽和度の関数とするモデル

を用いた場合と、平成30年度の評価で用いた一定値とした場合とを比較して示している。こ

れより、キャニスターに近い部分での水分飽和度が0.8程度で、岩盤に近い部分は飽和状態と

なっている実測値に対して、温度勾配水分移動係数を水分飽和度の関数とした場合の再現解

析の結果はよく一致している。前述したように、平成30年度は、温度勾配水分移動係数を一

定値として扱ったが、平成31年度は、水分飽和度によって変化するモデルを用いた。平成30
年度の評価対象とした試験開始から5年間のように緩衝材の浸潤が進んでいない場合には、

温度勾配水分移動係数を一定値として扱っても計測結果を再現することが可能であった。し

かしながら、試験開始から19年間までのより長期間を評価の対象とした場合には、温度勾配

水分移動係数の水分飽和度依存性を考慮する必要があることが分かった。これは、緩衝材へ

の地下水の浸潤が進み完全飽和した領域では、温度勾配による水分移動が浸潤挙動に及ぼす

影響が小さくなることが要因として考えられる。 
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（a） 全試験期間 

 

 

（b）減熱期間 

 

 

図 2.4-5 FEBEX の原位置試験における温度の計測データと再現解析結果の比較 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

0 270 540 810 1080 1350 1620 1890 2160 2430 2700 2970 3240 3510 3780 4050 4320 4590 4860 5130 5400 5670 5940 6210 6480 6750

温
度

（
℃

）

時間（日）

解析出力点A 解析出力点B 解析出力点C 計測点01 計測点02 計測点03 計測点04 計測点05
計測点07 計測点08 計測点09 計測点10 計測点11 計測点12 計測点13

ヒーター#1停止 ヒーター#2停止

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

6548 6578 6608 6638 6668 6698 6728 6758

温
度

（
℃

）

時間（日）

解析出力点A 解析出力点B 解析出力点C 計測点05 計測点07 計測点09 計測点01
計測点02 計測点06 計測点08 計測点10 計測点11 計測点13

A B C

05 07 09

11

12

13

04060810

01

02

03

断面D2における温度の計測点と解析出力点

ヒーター#2停止

Bentonite Service zone

比較断面（D2）

Heater#2



2-56 

 

（a） 温度勾配水分移動係数を水分飽和度の関数とするモデルを用いた場合 

 

  

（b） 温度勾配水分移動係数を一定値とした場合（平成30年度の設定） 

 

 

 

図 2.4-6 FEBEX の原位置試験における相対湿度の計測データと再現解析結果の比較 
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(a) 比較断面F2 

 

 

（b）比較断面 B2 

 

 

 

図 2.4-7 FEBEX の原位置試験における応力の計測データと再現解析結果の比較 
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(a) 比較断面A 

 

 

(b) 比較断面B 

 

 

図 2.4-8 FEBEX の原位置試験におけるサンプリング試料の飽和度測定結果と再現解析結果の

比較 
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2) オーバーパック腐食試験の再現解析に基づく THMC 連成解析モデルの信頼性の確認 
① 背景と概要 
熱-水-応力-化学（THMC）連成解析コードCouplysは、廃棄体定置後から緩衝材が飽和に至る

までの過渡期において、ニアフィールドで生じる熱的、水理学的、力学的及び地球化学的作用が

相互に影響し合う複雑な環境での緩衝材の化学に重きを置いて開発が進められてきた。 
Couplysは、前節で示した熱と水及び応力変形間の連成問題を扱う解析コードTHAMES、不飽

和時のガス化学の拡散プログラムを付加した物質移行コード（木村ほか, 2010）及び鉱物の溶解

沈殿、イオン交換反応、酸・塩基反応、ガスの溶解や脱気などの反応を扱うことができる地球化

学解析コードPHREEQC（Parkhurst, 1999）で構成される。これら個別の解析コードは、プラッ

トホーム上に搭載され、各解析コード間の連成対象変数の受け渡しを行う共有メモリと管理プロ

グラムによって制御することにより連成解析システムが構築されている。現時点における

Couplysの連成モデルの概念図を図2.4-9に示す。Couplysの開発では、上述したように、緩衝材の

化学の評価に重きを置いてきており、例えば、緩衝材中の間隙水をスメクタイトの層間水とそれ

以外の粒子間隙水とに分離し、イオン交換反応は層間水によって、鉱物の溶解沈殿反応は粒子間

隙水との間で生じると仮定していることや、層間による保水が粒子間隙水よりも優先的に行われ

ることなど、不飽和状態における保水形態を考慮した地球化学反応モデルが導入されている（日

本原子力研究開発機構，2009；日本原子力研究開発機構，2010）。一方、応力変形の評価では、

弾性体としての扱いしかできないことや、相互作用として応力変形による密度変化が熱や水理挙

動に与える影響など、力学的な挙動の帰結として熱特性や水理特性へ与えられる影響について反

映できていない。また、間隙水組成がおよぼす膨潤圧への影響や物質移行に関わる物性値の変化

など、力学と地球化学との間の相互作用についても考慮できていないことなどが課題となってい

る。 

 
図 2.4-9 熱-水-応力-化学（THMC）連成解析コード Couplys の計算体系 

 
本事業においては、Couplys を用いて、幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験
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価に必要となるニアフィールド環境に関する情報の提示を行う。また、原位置試験におけるサン

プリング試料の分析結果から得られる緩衝材の変質や二次鉱物の生成などの知見に基づき、

THMC 連成モデルへの反映を視野に入れた検討を実施することが求められている。 
平成30年度は、海水系地下水環境下での緩衝材の浸潤挙動の評価手法として、Couplysによっ

て緩衝材の間隙水化学解析と水理解析とを連成させることで、間隙水組成がおよぼす透水性への

影響を考慮した予察解析を実施し、緩衝材のイオン交換反応を含むより精緻な浸潤挙動評価が可

能であることを確認した（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 
2019）。 

平成 31 年度は、オーバーパック腐食試験の THMC 解析評価を実施するために必要となる海水

系地下水の浸潤に対する緩衝材の不飽和水理パラメータを取得するため、幌延 URL 周辺の地下

水と同程度の NaCl 濃度の溶液を用いた浸潤試験を実施するとともに、上述した連成解析手法に

よる再現解析によって緩衝材の不飽和水理パラメータを設定した。そして、得られた知見に基づ

き、幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験を対象として、廃棄体を模擬したヒー

ターの発熱と、コンクリート支保の影響を受けた地下水の浸潤にともなう緩衝材間隙水の化学的

な環境変化に着目した THMC 解析を実施した。さらに、オーバーパック腐食試験で得られてい

る計測データとの比較検討を通じて THMC 連成解析モデルの再現性を確認した。 
 
② 海水系地下水浸潤に関わる解析パラメータの設定 
緩衝材の浸潤試験は、オーバーパック腐食試験で用いられた緩衝材ブロックの仕様に合わせ乾

燥密度1.8 Mg/m3、ケイ砂30wt%混合ベントナイト、水分飽和度約0.3、直径5 cm、高さ5 cmの円

柱状の供試体を用いて実施した。この供試体を拘束容器内に設置し、体積変化を生じさせない条

件下において、供試体下面よりNaCl濃度が幌延URL周辺の地下水と同程度である0.2 mol/Lの溶

液を浸潤させた。浸潤させる時間は、1、2、7、10、14、及び30日とした。所定の時間経過後、

供試体を鉛直方向に10等分して水分量の測定を行うことで水分分布を求めた。試験は、約25°Cの

室温環境下において実施した。なお、比較のために蒸留水を浸潤させた場合についても同様な試

験を実施した。 
次に、浸潤試験の再現解析を実施した。平成30年度に実施した予察解析と同様、地球化学と水

理の連成解析により間隙水組成がおよぼす透水性への影響を考慮した。再現解析は、浸潤方向の

分割数を10とした有限要素で構成したメッシュモデルを用いた。浸潤面となるモデル下面は、0 
mH2Oの圧力水頭を与え、これ以外は不透水境界とした。解析条件としての温度は、25 °Cで一定

とし、全節点変位拘束とした。 
Couplysにおける水移動の支配方程式は、式(2.4-1)で示した通りであり、圧力水頭、比透水係

数、固有透過度の設定が必要となる。このうち、緩衝材の負の圧力水頭𝛹𝛹(mH2O)と有効水分飽

和度𝑆𝑆𝑒𝑒(-)との関係を表す水分特性曲線については、次式を用いた（van Genuchten, 1980）。 
 

𝑆𝑆𝑒𝑒 = 𝜕𝜕−𝜕𝜕𝑟𝑟
𝜕𝜕𝑠𝑠−𝜕𝜕

= [1 + |𝛼𝛼𝛹𝛹|𝑛𝑛]−𝑚𝑚   m = 1 − 1
𝑛𝑛
        （2.4-3） 

 
ここで、𝜃𝜃𝑠𝑠=0.328、𝜃𝜃𝑟𝑟=0、α＝0.005、𝑛𝑛=1.38である（日本原子力研究開発機構, 2018）。 

比透水係数𝑘𝑘𝑟𝑟(-)は、水分飽和度𝑆𝑆𝑟𝑟の関数として次式を用いた（日本原子力研究開発機構, 2018）。 
 

𝑘𝑘𝑟𝑟 = 𝑆𝑆𝑟𝑟3 （2.4-4） 
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緩衝材の固有透過度𝜅𝜅（m2）については、乾燥密度 1.8 Mg/m3、ケイ砂 30wt%混合ベントナイ

トの供試体に、蒸留水及び NaCl 濃度が 1.18wt%（0.2 mol/L）の試験溶液を透過させた透水試験

結果に基づき、NaCl 濃度依存性を考慮した次式を設定した（図 2.4-10）。 
 

𝜅𝜅 = 1.629 × 10−20𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(5.59 × 10−1𝐶𝐶)          （2.4-5） 
 
ここで、Cは、透過溶液中の NaCl 濃度(wt%)である。不飽和な緩衝材中に浸潤した透過溶液中の

NaCl 濃度は、間隙水との混合による濃縮希釈やイオン交換反応及び鉱物の溶解沈殿などによっ

て変化することが考えられる。熱-水-応力-化学連成解析コード Couplys では、図 2.4-9 で示した

ように、液相濃度変化と水理特性変化の相互作用を考慮することで、間隙水中の NaCl 濃度の計

算結果に基づき、NaCl 濃度に応じた固有透過度が設定される計算体系を構築している（日本原

子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。 
 

 
図 2.4-10 透過溶液中の NaCl 濃度と固有透過度の関係 

 
物質移行に関わるパラメータについては、第2次取りまとめにおける安全評価解析に準じて、海

水系間隙水に対して設定された実効拡散係数として3.0×10-10 m2/sとした（核燃料サイクル開発機

構, 1999b）。縦分散長は、供試体高さの1/10とした。また、スメクタイトのイオン交換反応（交

換性陽イオン組成ZNa：51.4 meq/100g、Z2Ca：7.4 meq/100g、ZK：0.6 meq/100g、Z2Mg：0.7 
meq/100g、イオン交換反応選択係数2ZNa-Z2Ca：0.69、ZNa-ZK：0.42、2ZNa- Z2Mg：0.67、
ZNa-ZH：1.88）を考慮した（核燃料サイクル開発機構, 1999b）。緩衝材中における方解石や黄

鉄鉱などの随伴鉱物との反応及び不飽和時の気相中における酸素や二酸化炭素などの気体は考慮

せず、初期間隙水は純水を仮定した。 
Couplysによる浸潤試験の再現解析結果を図2.4-11に示す。プロットで示した水分飽和度の測

定値のうち、浸潤面に近い個所で飽和度が100%以上の値を示していることや、浸潤面より遠くな

るに従い飽和度が小さくなる拡散型のプロファイルを示していない値も存在している。しかしな

がら、浸潤時間に応じた水分分布が形成されていることや、蒸留水に比べて0.2 mol/LのNaCl濃
度の溶液を浸潤させた場合の浸潤が速くなっていることなど、実線で示した解析結果は測定結果

の傾向を再現できている。これより、上記で示した解析手法及び解析パラメータの設定値が妥当
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であるものと考えられる。なお、測定値のバラツキの原因については、供試体を鉛直方向に10等
分した各試料の密度を1.8 Mg/m3として水分飽和度を算出しているが、実際には、正確に10等分

できていないことや、供試体作成時に生じた密度のバラツキや膨潤によって密度変化が生じたこ

となどが考えられる。解析におけるこの浸潤速度の違いについては、式(2.4-5)に示した固有透過

度のNaCl濃度の依存性を考慮することによって生じている。 
 

 
（a）0.2 mol/LのNaCl濃度の溶液を浸潤させた場合 

 
（b） 蒸留水を浸潤させた場合 

図2.4-11 浸潤試験の再現解析結果 
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③ 幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験の再現解析 

(a) 解析条件 
オーバーパック腐食試験は、平成 26 年度より幌延深地層研究センターの深度 350 m の地下施

設において、セメントの影響を考慮したオーバーパックの腐食現象を評価することを目的として

実施されている。本試験は、試験坑道に掘削された試験孔内に、廃棄体からの発熱を模擬するた

めの電気ヒーターが内蔵された炭素鋼製のオーバーパック、緩衝材及び原子力機構が開発した低

アルカリ性セメントを用いたコンクリート支保を設置して実施した（中山，2018）。そして、人工

バリアの過渡期の状態を模擬するため、廃棄体を模擬したヒーターの温度を 90 °C で発熱させる

のと同時に、緩衝材中には、周辺のコンクリート支保を通じて 1 MPa の圧力で地下水が供給され

ている。 
解析には、図 2.4-12 に示すように、①周辺岩盤、②試験坑道底面に打設されたコンクリート路

盤、③試験孔内に設置されたコンクリート支保、④路盤と緩衝材の間に充填された砂層、⑤緩衝

材、⑥オーバーパックで構成した三次元のモデルを用いた。解析領域については、オーバーパッ

クを中心に軸対称とみなした 1/4 の部分について、試験孔底面の鉛直下方向（z 方向）及びオー

バーパックの水平円周方向（x 方向、y 方向）において、温度に対して境界の影響が生じない距離

として 5 m を確保した。緩衝材は、膨潤によって施工時に生じた隙間を閉塞した際の乾燥密度が

1.6 Mg/m3となるように設計されているが、ここでは、設置時における緩衝材ブロックの仕様で

ある乾燥密度 1.8 Mg/m3、ケイ砂 30wt%混合ベントナイトとし、隙間を充填するような膨潤変形

は考慮しないものとした。 
 

 

 
図 2.4-12 オーバーパック腐食試験の解析モデル概要図 
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解析初期条件として、温度については坑道内の平均的な温度を採用し全領域で 12 °C とした。

水理的条件として、緩衝材はブロック製作時の平均的な水分飽和度として 0.591 に設定し、それ

以外の岩盤やコンクリートなどの部分については飽和を仮定した。初期の地下水組成は、幌延深

地層研究計画における試錐調査のうち、HDB6 孔で採取された地下水に対する分析結果に準じて

設定した（藤田ほか，2007）。地下水以外の初期間隙水組成については、大気中の酸素及び二酸化

炭素の影響を考慮し、後述する設定鉱物あるいはセメント水和生成物と純水との平衡状態を仮定

し、地球化学解析コード phreeqc を用いた計算によって求めた（表 2.4-2 参照）。境界条件として

は、オーバーパック表面の温度を 90°C、路盤及び岩盤の外側面は初期温度の 12 °C とした。緩衝

材への加圧給水を考慮し、路盤及び岩盤の外側面を全水頭 1 MPa で拘束した。また、路盤及び岩

盤の外側面の地下水組成及び間隙水組成は表 2.4-2 に示した初期の組成で拘束した。 
試験坑道の底面に設置されているコンクリート路盤は、普通ポルトランドセメントであり、平

衡反応を考慮する水和物としては、先行事業におけるセメント水和生成物の溶解沈殿モデルで設

定された Ca(OH)2及び CSH(1.7)とした。また、試験孔内に設置されたコンクリート支保は、上

述したように低アルカリ性セメントであり、平衡を考慮する水和物として CSH(1.1)及び

CSH(1.0)とした（日本原子力研究開発機構，2014）。砂層で考慮する鉱物は石英とした。緩衝材

では、玉髄、方解石、黄鉄鉱とし、上述したイオン交換反応に加えて、酸・塩基反応（表面サイ

ト酸・塩基解離定数：logK(-)=-7.92、 logK(+)=5.67、表面サイト密度：6.5×10-5 mol/g、表面サ

イト有効比表面積：29 m2/g）を考慮した（核燃料サイクル開発機構, 1999b）。緩衝材中の不飽和

領域には、大気分圧の酸素（10-0.7atm）及び二酸化炭素（10-3.5atm）を考慮した。黄鉄鉱が酸素

を消費する反応は、次式の速度モデルで考慮した（Mark A. Williamson and J. Donald Rimstidt, 
1994）。 

 

min11.0

5.0
19.810 A

m
mr

H

DO

+

−=            （2.4-6） 

 
ここで、r ：反応速度（mol/m2 s）、

DOm ：溶存酸素濃度（mol/L）、
+Hm ：溶液中の水素イオン濃

度（mol/L）、
minA ：鉱物の反応表面積（m2）であり、ベントナイト中の黄鉄鉱の含有量を 0.7wt%

（核燃料サイクル開発機構 , 1999a）、分子量 119.98 g/mol、比表面積 0.047 m2/g とした

（Williamson and Rimstidt, 1994）。実効拡散係数は、緩衝材については前述の通りであり、そ

れ以外については、第 2 次取りまとめで示された泥質岩・凝灰岩に対して設定された値とした（核

燃料サイクル開発機構, 1999b）。緩衝材における気相中で考慮する酸素及び二酸化炭素の拡散係

数については、文献値の 1.5×10-5 m2/s を採用した（中野, 1991）。 
熱力学データーベースは、核燃料サイクル開発機構が開発した解析的温度補正式の係数が整備

された 990900c1.tdb（https://migrationdb.jaea.go.jp/tdb_j2/tdb_pre_j.html）（2020.03.18）を用

いた。 
緩衝材の熱伝導率𝜆𝜆（W/mK）及び比熱𝑐𝑐（kJ/kgK）は、乾燥密度 1.8 Mg/m3に対して取得され

ていないため、次式の含水比𝜔𝜔（%）の依存性を考慮した乾燥密度 1.6 Mg/m3の物性を与えた（核

燃料サイクル開発機構，1999a）。 
 

𝜆𝜆 = 4.44 × 10−1 + 1.38 × 10−2𝜔𝜔 + 6.14 × 10−3𝜔𝜔2 − 1.69 × 10−4𝜔𝜔3    （2.4-7） 
 

𝑐𝑐 = 3.41×101+4.18𝜔𝜔
100+𝜔𝜔

 （2.4-8） 
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有効水分飽和度𝑆𝑆𝑒𝑒(-)と負の圧力水頭𝛹𝛹(mH2O)の関係を表す緩衝材の水分特性曲線は、式(2.4-

3)を、固有透過度は、間隙水中の NaCl 濃度の依存性を考慮した式(2.4-5)を用いた。 
温度勾配による水分の移動は、式(2.4-9)に示す温度勾配水分移動係数𝐷𝐷𝑇𝑇（m2/sK）で与えた。

このパラメータは、密閉容器内に設置した直径 5 cm、高さ 10 cm の円柱状の供試体（乾燥密度

1.8 Mg/m3、クニゲル V1、初期飽和度約 0.5）の両端をそれぞれ 45 °C と 25 °C で加熱し、温度

勾配によって供試体中の水分を移動させる実験結果に基づき（鈴木ほか，1999）、熱－水連成解

析モデルの THAMES によるパラメータスタディ解析によって設定した。これより、温度勾配水

分移動係数は、図 2.4-13 に示すように、平均温度 35°C において、3×10-12 m2/sK 程度であった。

この値を基準として、第 2 次取りまとめで用いられた温度依存性を考慮した次式により設定した

（核燃料サイクル開発機構，1999a）。 
 

𝐷𝐷𝑇𝑇 = 𝐷𝐷𝑇𝑇0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �𝛼𝛼
𝑇𝑇−𝑇𝑇0
𝑇𝑇0
� （ 2.4-9 ） 

 
ここで、𝐷𝐷𝑇𝑇0=3×10-12 m2/sK、𝑇𝑇0＝35 °C、𝛼𝛼=1.2 である。 

解析に用いた物性値を整理して表 2.4-3 に示す。岩盤の物性については、幌延深地層研究計画

における地上からの調査研究結果に基づき設定した。幌延地域の大曲断層西側領域は、地質学的、

物性的な観点から深度約 700 m までの範囲で鉛直方向に概ね深度 0～275 m、深度 275～375 m、

深度 375～700 m の 3 つのゾーン構成で表現できている。そこで岩盤の物性値は、オーバーパッ

ク腐食試験が実施されている設定深度が 350 m に該当する岩盤の値とした（山本ほか，2005：太

田ほか，2007）。岩盤中の実行拡散係数は、泥質岩に対する値として第 2 次取りまとめに準じて

設定した（核燃料サイクル開発機構，1999b）。路盤及び支保については、第 2 次 TRU レポート

において軟岩系岩盤に対する吹き付けコンクリートの仕様に準じて設定した（電気事業連合会・

核燃料サイクル開発機構，2005）。また、間隙率、熱伝導率及び比熱は、コンクリート標準示方書

に基づき設定した（土木学会, 1996）。オーバーパックについては、炭素鋼の物性として、第 2 次

取りまとめに準じて設定した（核燃料サイクル開発機構，1999a）。 
解析評価時間は、オーバーパック腐食試験が実施された平成 26 年 11 月から平成 30 年 5 月ま

での1,300日間とした（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター，2019）。 

 
図 2.4-13 温度勾配による水分移動実験の再現解析による温度勾配水分移動係数の設定 
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表 2.4-2 オーバーパック腐食試験の解析評価における初期間隙水組成 
 岩盤 路盤 支保 砂層 緩衝材 

温度（℃） 12 

pH 6.80 12.55 11.45 5.60 7.30 

pe -2.80 9.05 10.14 15.99 14.30 

Al(mol/m3) 3.70×10-4 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 
全 C(mol/m3) 4.10×101 1.84×10-2 1.84×10-2 1.84×10-2 6.21×100 

Ca(mol/m3) 2.10×100 7.56×100 7.35×10-1 1.00×10-7 7.14×100 

Cl(mol/m3) 2.20×102 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 6.61×100 

Fe(mol/m3) 1.50×10-2 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 

K(mol/m3) 2.10×100 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 9.16×10-1 

Mg(mol/m3) 5.80×100 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 1.97×10-1 

Na(mol/m3) 2.30×102 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 1.96×102 

S(mol/m3) 6.30×10-3 1.00×10-7 1.00×10-7 1.00×10-7 9.64×101 

Si(mol/m3) 1.10×100 6.65×10-1 3.78×10-1 4.83×10-2 9.56×10-2 
溶存酸素(mol/m3) 1.00×10-7 6.65×10-1 6.65×10-1 6.65×10-1 6.65×10-1 

 

表2.4-3 オーバーパック腐食試験の解析評価に用いた物性値 

パラメータ 単位 岩盤 路盤 支保 砂層 緩衝材 
オーバー 
パック 

真密度 Mg/m3 2.45 2.62 2.62 2.51 2.68 7.80 
乾燥密度 Mg/m3 1.35 2.28 2.28 1.40 1.80 7.80 

初期水分飽和度 - 1.00 1.00 1.00 1.00 0.591 - 
空隙率 - 0.448 0.130 0.130 0.442 0.328 - 

熱伝導率 W/mK 1.24 2.56 2.56 2.04 式(2.4-7) 53.00 
比熱 kJ/kgK 1.27 1.05 1.05 1.27 式(2.4-8) 0.46 

固有透過度 m2 1.33×10-15 9.32×10-18 9.32×10-18 1.00×10-18 式(2.4-5) - 
水分特性曲線 - - - - - 式(2.4-3) - 
比透水係数 - - - - - 式(2.4-4) - 
温度勾配水分 
移動係数 

m2/sK - - - - 式(2.4-9) - 

縦分散長 m 0.1 - 
横分散長 m 0.01 - 

実効拡散係数 m2/s 9.0×10-12 3.00×10-10 - 
ガス拡散係数 m2/s - - - - 1.50×10-5 - 
 

(b) 解析結果 

オーバーパック腐食試験を対象とした THMC 解析結果の一例として、廃棄体を模擬したヒー

ターの加熱を開始してから 1300 日後の温度、間隙水中の pH、間隙水中の溶存酸素及び Cl 濃度

に関するコンター図を図 2.4-14 に示す。図 2.4-14 で示されるように、境界条件として 90 °C に

設定したオーバーパックを中心として温度勾配が形成された温度環境となっている。間隙水の

pH は、普通ポルトランドセメントを使用したコンクリート路盤及び低アルカリセメントを使用

したコンクリート支保のセメント反応溶液が砂層や緩衝材中に浸潤し、これらの間隙水の pH は

表 2.4-2 で示した初期の値よりも上昇する結果となっている。間隙水中の溶存酸素は、緩衝材中
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で考慮した黄鉄鉱が酸素を消費する反応によって、緩衝材中だけなく、隣接する支保や砂層の間

隙水中の溶存酸素までも低下させる結果となっている。また、緩衝材中に地下水が浸潤すること

により、緩衝材の間隙水中の Cl 濃度は、1,300 日後には、約 100 mol/m3まで上昇する結果とな

っている。 
次に、緩衝材中の温度、水分飽和度、間隙水の pH 及び間隙水の pe の時間変化に関する解析結

果を図 2.4-15 に示す。解析出力ポイントは、図 2.4-12 中に示すように、緩衝材の中間深度にお

ける出力ポイント A、B、及び C である。出力ポイント A は、オーバーパックと接触している緩

衝材、出力ポイント B は、オーバーパック壁面より水平方向に 50 mm の位置、出力ポイント C
は、コンクリート支保と接触している緩衝材である。これより、温度については、廃棄体を模擬

したヒーターの加熱を開始してから 100 日程度で定常状態となっており、オーバーパック近傍の

温度は 90 °C 程度、支保近傍で 60 °C 程度となっている。水分飽和度については、支保と接触す

る部分では約 3 日後に飽和となっている。オーバーパックと接触する部分においては、温度勾配

による水分移動により一時的に乾燥し、その後は地下水の浸潤によって、1,300 日後には初期の

水分飽和度まで回復するような挙動を示している。また、1,300 日後の出力ポイント B の飽和度

は 0.95 程度であり、緩衝材内部は不飽和な状態となっている。コンクリート支保を透過した高

pH の地下水が浸潤する緩衝材の間隙水 pH は、1,300 日後において、出力ポイント A で 8.2、出

力ポイント C で 8.5 となっている。このような pH の緩衝作用は、設定したスメクタイトの酸・

塩基反応及び黄鉄鉱が酸素する反応によるものである。また、間隙水の pe は、黄鉄鉱が酸素を消

費する反応によって低下し、約 100 日後に酸素が消滅することによって、その後は低い状態で推

移する結果となっている。 
さらに、2.2 章で示した緩衝材中に設置させた計測センサーによって得られた間隙水 pH と pe

の時間変化について、TMC 連成解析の結果と比較して図 2.4-16 に示す。間隙水 pe は図 2.2-10
の EPtを次式により変換した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝐹𝐹𝐸𝐸𝑃𝑃𝑃𝑃
2.303𝑅𝑅𝑇𝑇

         （2.4-10） 

 
ここで、𝐹𝐹：ファラデー定数(9.648×104sA/mol)、𝑅𝑅：気体定数（8.314 m2kg/s2Kmol）、𝑇𝑇：温度

（K）である。比較する位置は、オーバーパック腐食試験においてセンサーが設置された緩衝材

底面より上方に 550 mm、オーバーパック表面より 50 mm の場所であり、解析における出力ポ

イント B である。これより、間隙水の pH については、低アルカリセメントの影響を受け弱アル

カリ性付近でほぼ一定値となることや、間隙水の pe は、試験開始より 100 日後に溶存酸素が低

くなった可能性があるとした計測値を解析値はよく再現している結果となっている。 
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（a）温度                        （b）間隙水のpH 

  

（c）溶存酸素濃度                          （d）間隙水中の Cl 濃度 

図 2.4-14 THMC 連成解析によるオーバーパック腐食試験の再現解析結果 
（空間分布コンター図） 

 
（a）温度                                （b）水分飽和度 

 

（c）間隙水の pH                           （d）間隙水の pe 

図 2.4-15 THMC 連成解析によるオーバーパック腐食試験の再現解析結果（時間変化） 
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（a） 間隙水pH 

 

 
(b)間隙水 pe 

 

図 2.4-16 オーバーパック腐食試験で得られた計測結果と THMC 連成解析結果の比較 
 
(3) 2 か年の成果と今後の課題 
本事業では、これまでに開発した熱-水-応力-化学（THMC）連成解析モデルの正確性の確認及

びニアフィールド環境に関する情報をオーバーパックの腐食寿命評価などへ提供することを目的

とし、①豊富な計測データが得られているFEBEXプロジェクトにおける原位置試験を対象とし

たTHM連成解析、②海水系地下水環境下における緩衝材の間隙水化学を含む連成現象の評価とし

て、幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験を対象としたTHMC連成解析を実施し

た。 
FEBEXプロジェクトにおける原位置試験を対象としたTHM連成解析モデルの検証として、平

成30年度に実施した試験開始から5年間の評価に引き続き、その後の約13年間の解析を実施し、

廃棄体を模擬したヒーターの加熱を停止した後の冷却期間を含めた19年間の全試験期間の評価

を実施した。そして、緩衝材中に設置されたセンサーによって得られている計測データや、緩衝

材のサンプリング試料から得られたデータなどを通じてTHM連成解析モデルの正確性の確認を

行った。その結果、廃棄体を模擬したヒーターの加熱中及び加熱を停止した後の減熱過程におけ

る緩衝材中の温度を適切に再現できていることを確認した。これは、熱移動が熱伝導に支配され

ていることを示すものであり、正確な熱物性値を与えることで緩衝材中の温度環境を的確に予測

することが可能であることが分かった。また、岩盤からの地下水の浸潤によって緩衝材の水分飽

和度が上昇する一方で、キャニスター近傍では緩衝材が乾燥する様子など全体的な浸潤挙動を再
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現できることを確認するとともに、緩衝材のサンプリング試料から得られた水分分布との比較に

より、原位置試験の浸潤挙動を適切に評価できていることを確認した。他方、浸潤が進んでいな

い比較的短期の解析評価において一定値として扱った温度勾配水分移動に関するパラメータにつ

いては、緩衝材への地下水の浸潤が進んだ長期間の評価を通じて、水分飽和度や温度などの変化

が緩慢になる時期の水理挙動を再現するためには、温度勾配水分移動係数の水分飽和度依存性を

考慮する必要があることが分かった。温度勾配による水分移動は、廃棄体周辺での緩衝材の乾燥

の程度や、浸潤速度に大きく影響することから重要なパラメータの一つである。この値について

は、実験などに基づく測定例が少ことから、室内試験などを通じて水分飽和度依存性や温度依存

性についてのデータを蓄積する必要がある。緩衝材の応力に関する解析評価では、膨潤によって

ベントナイトブロック間の隙間が閉塞するプロセスを考慮していないことから、解析結果は、計

測値に比べて早期に大きな値が発生する結果となっている。しかしながら、緩衝材の浸潤が促進

してブロック間の隙間が閉塞することによって計測値は上昇し解析値と一致する結果となってい

る。また、様々な処分概念や設計オプションに柔軟に対応できる解析モデルの構築の観点からも、

これまでに評価実績の少ない廃棄体横置き方式の人工バリア仕様や、国産とは異なるベントナイ

トに対しても有効であることを確認することができた。以上のことから、FEBEXプロジェクトに

おける原位置試験を対象とした長期の解析評価を通じて、図2.4-1に示したように、熱、水理、及

び力学特性の相互作用のうち、力学的挙動の帰結として熱特性及び水理特性におよぼす影響を除

く部分について妥当性を確認した。今後は、幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試

験を対象に、埋戻し材を有する廃棄体縦置き仕様において、埋戻し材中への緩衝材の膨出にとも

な力学特性の変化がおよぼす熱特性及び水理特性への影響を考慮した再現解析を実施し、原位置

試験で得られている計測データとの比較を通じてTHM連成解析モデルの正確性を確認していく

ことが課題としてあげられる。 
一方、幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験を対象とした THMC 連成モデル

の検証では、海水系地下水環境下における浸潤評価を行うために必要となる緩衝材の不飽和水理

パラメータを取得し、これに基づき、廃棄体を模擬したヒーターの発熱とセメントの影響を考慮

した地下水の浸潤にともなう緩衝材間隙水の化学的な環境変化に着目した THMC 連成解析を実

施した。そして、コンクリート支保の影響を受けた地下水が浸潤する緩衝材の間隙水組成や、間

隙水の酸化還元電位を把握した。さらに、オーバーパック腐食試験において計測された緩衝材の

間隙水 pH と pe を再現できていることを確認した。以上のことから、幌延深地層研究計画におけ

るオーバーパック腐食試験を対象とした解析評価を通じて、図 2.4-1 に示したように、熱、水理、

及び地球化学特性の相互作用による緩衝材の間隙水化学に関する評価の妥当性を確認した。今後

は、THMC 連成解析モデルを活用し、オーバーパックの腐食挙動に影響をおよぼすと考えられて

いる塩化物イオンや炭酸イオン濃度など、オーバーパックの腐食評価に必要となる情報を提供し

ていくとともに、原位置試験のサンプリング試料の分析結果などから得られる緩衝材の変質や二

次鉱物の生成の有無などの知見に基づき、THMC 連成モデルへの反映を視野に入れた検討が求め

られる。また、本研究で得られた温度勾配水分移動係数の水分飽和度依存性や、海水系の地下水

浸潤モデルを用いて幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試験を対象とした THMC
連成解析を実施し、海水系地下水環境下における人工バリアの浸潤挙動を把握していくことが課

題としてあげられる。 
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2.4.2 ニアフィールド長期力学解析コード開発 
(1) 背景と目的 

地層処分システムを対象とする従来の安全評価では、保守的に簡略化されたモデルや保守的設

定に基づくパラメータが用いられてきた。今後の処分サイト選定段階における安全評価には、実

際のサイトの地質環境条件などを反映することに加え、様々な処分概念や設計オプション間の比

較、サイト間の優劣などが、より具体性をもって検討されると考えられる。従来の保守的な評価

モデルではサイト間やデザイン間の相違を定量的に表現することができず、より現実に即した挙

動を評価する手法が必要となる可能性がある。地層処分対象となる放射性廃棄物のうち、例えば、

TRU 廃棄物の地層処分システムの場合は、周辺岩盤、支保工、緩衝材として使用されるベントナ

イト系材料、廃棄体や坑道内部の埋戻し材として使用されるセメント系材料などの複合的な材料

で構成される。これらの材料間で多様な相互作用が生じ、これらが相互に影響しあいながら処分

場の状態は変遷していくと考えられる。この現象は、変質の促進あるいは抑制の正負のフィード

バックループを内包する非線形の連成現象であるとされる（電気事業連合会・核燃料サイクル開

発機構, 2005）。このような化学・力学・物質輸送の連成及び材料間の相互作用がもたらす非線形

現象を評価するための複合現象評価技術の開発が進められている（例えば、日本原子力研究開発

機構, 2018）。 
上記に示した複合現象評価技術の一部として、化学及び物質輸送と連携して処分施設の力学挙

動を評価する技術が必要となる。このような背景のもと、長期力学挙動解析コード MACBECE
（Mechanical Analysis considering Chemical transition of BEntonite and CEment materials）
の開発が進められてきた。これまで、岩盤クリープ、緩衝材の変質に伴う膨潤圧の低下、セメン

ト系材料における Ca 溶出による剛性・強度の低下とそれによるひずみ軟化挙動、金属の腐食膨

張などによりセメント系材料に割れが発生する現象などを考慮できるように開発を行ってきた

（例えば、三原ほか, 2010；平野ほか, 2016；日本原子力研究開発機構, 2018）。 
しかしながら、MACBECE では、緩衝材施工後の再冠水挙動などのベントナイト系材料内部の

飽和度の時空間変化によって生じる膨潤圧の発生やそれによる変形、廃棄体の発熱による処分施

設の温度変化に伴う構成材料の熱膨張や熱収縮挙動を解析することができないため、処分施設の

各材料及び周辺岩盤の力学的な相互作用を過渡期における力学・変形挙動を考慮した長期までの

一貫した評価ができていなかった。このような背景のもと、平成 30 年度は、処分施設の各材料及

び周辺岩盤との力学的相互作用を過渡期から長期まで一貫して評価できる解析システムの構築を

目的として、過渡期の緩衝材の力学的な状態変化を解析する機能を MACBECE に追加した。 
平成 31 年度は、過渡期の解析機能の効果を検証するため、MACBECE を用いて過渡期から 10

万年後までの処分施設の長期力学解析を実施し、過渡期の処分施設の各材料及び周辺岩盤の力学

的な相互作用を考慮したニアフィールドの長期力学挙動評価を実施するとともに、過渡期の力学

挙動がひずみ、透水係数分布などの処分施設の力学及び水理的な状態変遷に与える影響を分析し

た。 
さらに、過渡期の緩衝材の力学モデルの高度化に向けて、エックス線 CT 測定による膨潤圧試

験中の供試体内部の観察を行い、膨潤圧の変化と供試体内部の状態変化の関係の把握を試みた。 

 

(2) 実施内容 
1）ニアフィールドの長期力学挙動解析 
①ニアフィールドの長期力学解析の概要 
平成 30 年度改良した MACBECE を用いて、過渡期の処分施設の各材料及び周辺岩盤の力学的

な相互作用を考慮した過渡期から 10 万年後までのニアフィールドの長期力学挙動評価を実施し
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た。さらに、過渡期の力学挙動がひずみ、透水係数分布などの処分施設の力学及び水理的な長期

の状態変遷に与える影響を分析した。解析体系は、軟岩、深度 500 m、横置き方式などを想定し、

図 2.4-17 に示す 2 次元断面とした。解析ケースは、表 2.4-4 に示すように、緩衝材の飽和度の空

間分布の時間変遷や緩衝材及びセメント系材料の化学的変遷指標の組み合わせから 4 ケースの解

析ケースを設定した。これらの解析結果の比較により、処分施設の力学及び水理的な長期の状態

変遷に与える過渡期の力学挙動の影響を分析した。Case1 では、従来の長期力学解析と同様に、

再冠水期間の緩衝材内部の飽和度分布の時間変遷を考慮せず、再冠水終了時に所定の膨潤圧を緩

衝材全要素に載荷した。また、この期間の緩衝材を弾性体としてモデル化した。Case2～4 は再冠

水期間には緩衝材を弾塑性体としてモデル化し、Case2 の飽和度分布は、再冠水終了までの期間、

緩衝材全域で一様に線形的に飽和度が増加することとした。また、Case3,4 の緩衝材の飽和度の

時空間変遷については、別途 THAMES を用いた熱-水連成解析を実施し、過渡期の緩衝材内部の

飽和度分布の時間変化の情報を取得したものを用いた。また、Case4 では、化学変遷指標が線形

的に変化すると仮定し、セメント系材料では 10 万年後にカルシウム溶出率が 0 から 1 に、緩衝

材では交換性 Na 率が 0.85 から 0.15 に変化することとした。 
 

  

(a) 全体図     (b) 処分坑道拡大図 
図2.4-17 解析メッシュ 
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表2.4-4 解析ケース 

 再冠水 
再冠水時の 

力学モデル 
飽和度分布 

化学変遷指標

の変化 

Case1 考慮しない 弾性 - 考慮しない 

Case2 考慮する 弾塑性 一様分布 考慮しない 

Case3 考慮する 弾塑性 THAMES による解析結果 考慮しない 

Case4 考慮する 弾塑性 THAMES による解析結果 考慮する 

 
②熱-水連成解析による再冠水時の緩衝材内の飽和度分布の時間変遷の取得 

Case3 および 4 で使用する緩衝材の飽和度分布の時間変遷を取得するため、THAMES を用い

た熱-水連成解析を実施した。熱-水連成解析でのガラス固化体の発熱量は、第 2 次取りまとめに

おける処分場の温度評価（核燃料サイクル開発機構, 1999a）と同様に、再処理までの冷却期間を

4 年、中間貯蔵期間を 50 年とした時の発熱量とした。まず坑道埋め戻し前の岩盤内の水圧分布を

求める解析を実施し、得られた岩盤内の水圧分布を坑道埋め戻し後の再冠水解析における初期条

件として用いた。解析断面は MACBECE と同様、二次元断面とした。図 2.4-18 に坑道埋め戻し

前の岩盤内の水圧分布を求める解析に使用したメッシュ図、境界条件、得られた岩盤内の水圧分

布を示す。解析体系の水平方向の幅については、対称性から坑道離間距離の半分に設定した。ま

た、坑道離間距離については、既往の研究（鈴木ら，2012）を参考に、処分坑道径の 11 倍とし

た。 

 

図 2.4-18 埋戻し前のメッシュ図・境界条件および岩盤内の初期水圧分布 

坑道離間距離の半分
（=24.42/2m）

500m

500m

水圧：0

水圧：10MPa

水圧：0

水圧(Mpa)
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図 2.4-19 に埋戻し後の坑道内のメッシュ図、図 2.4-20 にガラス固化体の発熱量を示す。なお、

ガラス固化体の要素には、図 2.4-20 の発熱量（W/本）をガラス固化体の断面積（m2）にガラス

固化体ピッチ（3.13 m）をかけ合わせた体積（m3）で除した時の平均的な発熱量（W/m3）を与

えた。表 2.4-5 に各材料のパラメータをまとめる。 
 

   
図 2.4-19 埋戻し後の坑道内のメッシュ図  図 2.4-20 ガラス固化体の発熱量  

 
表 2.4-5 解析パラメータ 

パラメータ 単位 ガラス固化体 炭素鋼 緩衝材 支保 岩盤 

間隙比 [-] 1.00×10-5 1.00×10-5 0.675[1] 0.149[3] 0.429[1] 

比重 [-] 2.80[1] 7.86[1] 2.68[1] 2.62[3] 2.70[1] 

固有透過度 [m2] 1.00×10-30 1.00×10-30 4.00×10-20[1] 9.20×10-18[3] 1.03×10-16[1] 

比透水係数 [-]   Se1.3[2]   

比熱 [J/(kg･K)] 960[1] 460[1] 
(34.1+4.18w)/(100+w) [1] 

w：含水比（％） 
1050[3] 1400[1] 

熱伝導率 [W/(m･K)] 1.20[1] 53[1] 
0.444+0.0138w+6.14×10-

3w2+1.69×10-4w3[1] 
2.56[3] 2.20[1] 

温度勾配水

分拡散係数 
[m2/(s･K)] - - 

S𝑟𝑟 ≤ 0.20: D𝜕𝜕 = D𝜕𝜕1 sin8 �
𝑆𝑆𝑟𝑟
0.2

𝜋𝜋
2� 

0.20 ≤ S𝑟𝑟 ≤ 0.25: D𝜕𝜕 = D𝜕𝜕1 

0.25 ≤ S𝑟𝑟: D𝜕𝜕 = D𝜕𝜕1 cos �
𝑆𝑆𝑟𝑟 − 0.25

0.75
𝜋𝜋
2� 

D𝜕𝜕1 = D𝜕𝜕0𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(0.063𝑇𝑇), D𝜕𝜕0 = 9 × 1013[3] 

- - 

水分特性曲

線式 
- - - 

Se  =[1+(αs)n]-(1-1/n) 

α=8.00E-03,n=1.60[1] 
- - 

初期温度 ℃ 80 30 30 30 30 

初期飽和度 ％ 100 100 28 100 100 

備考 [1]：核燃料サイクル開発機構（1999a）、[2]：日本原子力研究開発機構（2016）、[3]：鈴木ほか（2012） 
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飽和度分布の時間変化を図 2.4-21 に示す。緩衝材全域が飽和するのは約 50 年であった。この

飽和度分布の時間変化を、MACBECE を用いた長期力学挙動解析のインプット情報として用い

る。 
 

初期 20 年 50 年 

   

図 2.4-21 飽和度の時間変化 
 
③ 処分施設を対象とする長期力学解析条件 
 長期力学解析の解析ステップを表 2.4-6 に示す。 
 

表 2.4-6 長期力学挙動解析の解析ステップ 
解析ステップ 内容 備考 

1 岩盤の初期応力状態の設定 深度 500 m を想定・均質異方応力状態（側圧係

数：1.066） 
2 岩盤掘削 掘削解放率 65% 
3 支保工施工・岩盤掘削 自重載荷・掘削解放率 35% 
4 クリープ 5 年間放置（全坑道掘削期間） 
5 緩衝材、オーバーパック施工 自重載荷 
6 再冠水 50 年で再冠水終了を想定（Case1 のみ 50 年経過

時点で所定の膨潤圧を載荷） 
7 長期力学挙動解析 Case4 のみ緩衝材およびセメント系材料の化学

変遷指標を考慮 
 
緩衝材の物性値を表 2.4-7 および 8 に示す。Case2～4 のパラメータは平成 30 年度の膨潤変形

試験の解析で用いたものと同様のものを用いた（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･

資金管理センター，2019）。Case1 では再冠水期間は弾性体、再冠水終了後は弾塑性体として解

析を行っているため、それぞれの物性値を示している。Case1 では、再冠水終了後の応力状態を

そのまま長期力学解析の初期状態として使用している。また、Case1 の再冠水終了後のパラメー

タは Case2～4 と同様のものを用いているが、再冠水終了時の状態を弾塑性状態（過圧密比が 1）
と仮定し、各要素の異方的な応力状態に応じて降伏曲面の異方性を設定した解析となっている。

一方、Case2～4 では、再冠水期間を弾塑性体として計算しており、再冠水期間終了時の降伏応力

緩衝材 岩盤
(軟岩)
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を引き継いで長期力学挙動解析を開始するため、ほとんどの要素において弾性状態からの計算と

なり、再冠水期間における応力履歴の影響を反映した評価が行われる。しかしながら、弾性状態

から計算を行う際に二次圧密などの粘性挙動を考慮した場合、粘塑性体積ひずみが負（膨張側）

の値をとる可能性がある。MACBECE でこれまで使用されてきた弾粘塑性構成モデルでは、粘塑

性体積ひずみが正でなければ理論上計算することができない課題を有しているため（例えば、平

田ら，2013）、本検討ではすべてのケースで粘性挙動は考慮しないこととした。セメント系材料の

想定仕様を表 2.4-9 に、再冠水期間及び長期力学解析以降におけるセメントの解析用物性値を表

2.4-10 および表 2.4-11 にそれぞれ示す。セメント系材料の物性値は「TRU 廃棄物処分技術検討

書-第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ-」（電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構, 
2005）と同様とした。岩盤の解析用物性値を表 2.4-12 に示す。岩盤の解析用物性値は、第二次と

りまとめ（核燃料サイクル開発機構, 1999a）における、設計用岩盤データセット（軟岩系）を参

考に設定した。炭素鋼オーバーパック（腐食膨張要素）の解析物性値を表 2.4-13 にまとめる。緩

衝材に取り込まれた酸素がすべて腐食によって消費されると仮定して腐食量を評価した場合、横

置き方式での炭素鋼オーバーパックの平均腐食深さは 0.3 mm と評価されている（核燃料サイク

ル開発機構, 1999a）。この腐食が再冠水期間中に生じると仮定し、再冠水期間中の平均的な腐食

速度を MACBECE の再冠水期間中の腐食速度として使用した。THAMES を用いた熱水連成解析

から、緩衝材全域が飽和するのは約 50 年であったことから、解析に用いる腐食速度は 6.0
（μm/year）とした。ガラス固化体の物性を表 2.4-14 に示す。 
 

表 2.4-7 緩衝材の解析用物性値（Case1） 
期間 パラメータ 値 

再冠水 単位体積重量 γ t [kN/m3] 16.7※1 
ヤング率 E [MPa] 57.6※2 
ポアソン比ν  [ - ] 0.42※3 
せん断弾性係数 G [MPa] G = E / 2(1+ν) 
初期膨潤圧 Pbal [MPa] 0.49 

長期力学挙動解

析 
圧縮指数λ [ - ] 0.125 
膨潤指数 κ [ - ] 0.09 
限界状態パラメータ M [ - ] 0.63 
有効ポアソン比ν [ - ] 0.1 
初期間隙比 ei [ - ] 0.675 
初期ケイ砂混合割合 Cs0 [ - ] 0.3 
初期乾燥密度 ρd0 [Mg/m3] 1.6 
透水係数の補正係数αperm [ - ] 1.0 
スメクタイトの比重 Gsme [ - ] 2.7 
随伴鉱物の比重 Gx [ - ] 2.7 
ケイ砂の比重 Gss [ - ] 2.7 

※1：含水比 7%、比重 2.68 を想定した。（核燃料サイクル開発機構，1999a） 
※2：含水比 7%を用いて、E50 = 84.34 – 3.744w（核燃料サイクル開発機構，1999a）により算出

した。ただし、E50：弾性係数（MPa）、w：含水比（%）である。 
※2：奥津ら（2005）より設定 
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表 2.4-8 緩衝材の解析用物性値（Case2～4） 
パラメータ 値 

圧縮指数λ [ - ] 0.125 
膨潤指数（飽和度 Sr=0 の時）κ0 [ - ] 0.043 
膨潤指数（飽和度 Sr=1 の時）κsat[ - ] 0.09 
フィッティングパラメータ l[ - ] 1.0 
限界状態パラメータ M [ - ] 0.63 
有効ポアソン比ν [ - ] 0.1 
正規圧密線を決定するパラメータ p’ref  [MPa] 1.0 
正規圧密線を決定するパラメータ eref [ - ] 0.62 
初期鉛直全応力 σvi [MPa] 0.0 
静止土圧係数 Ki [ - ] 1.0 
初期間隙比 ei [ - ] 0.675 
Se-hardening model パラメータ a[ - ] 35 
Se-hardening model パラメータ n[ - ] 1.3 
最小（残留）飽和度[ - ] 0.0 
最大飽和度[ - ] 1.0 
van Genuchten モデルパラメータ va 0.008 
van Genuchten モデルパラメータ vm 0.375 
van Genuchten モデルパラメータ vn 1.6 
初期ケイ砂混合割合 Cs0 [ - ] 0.3 
初期乾燥密度 ρd0 [Mg/m3] 1.6 
透水係数の補正係数αperm [ - ] 1.0 
スメクタイトの比重 Gsme [ - ] 2.7 
随伴鉱物の比重 Gx [ - ] 2.7 
ケイ砂の比重 Gss [ - ] 2.7 
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表 2.4-9 セメント系材料の想定仕様 

部位 設定材料 骨材率 間隙率 真密度 [t/m3] 圧縮強度  [MPa] 

支保工（円形） 
コンクリート 
（W/C=45%） 

67vol% 13% 2.62 43 

 
表 2.4-10 セメント系材料の解析用物性値（再冠水期間） 

パラメータ 値 
単位体積重量γ t [kN/m3] 24.1※1 
ヤング率 E [MPa] 3.04×104※2 
ポアソン比ν [ - ] 0.2※3 
せん断弾性係数 G [MPa] G = E / 2(1+ν ) 
引張強度σt0 [MPa] 4.3※4 
ひび割れ後の剛性低下率[ - ] 1/100※5 
※1：真密度及び間隙率から飽和状態の値として算出した。廃棄体定置部の値は廃棄体重量を加

味した。長期的な溶出にともなう変化は、間隙率が変化する領域及び変化割合は限定さ

れるとして考慮していない。 
※2：第 2 次 TRU レポートを参考に以下の式を用いて算出した。 
    コンクリート： E = 21000×(γ /23)1 5×(σc/20)0 5 
   ただし、σc：一軸圧縮強度（MPa）、γ：気乾単位容積重量（kN/m3）である。 
※3：土木学会：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（2002）を参考に設定した。 
※4：土木学会：コンクリート標準示方書[ダムコンクリート編]（2002）を参考に設定した。 
※5：十分に小さい値である 1/100 を使用した。 
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表 2.4-11 セメント系材料の解析用物性値（長期力学解析以降） 
パラメータ 値 

初期ヤング率 E0 [MPa] 3.04×104 
ポアソン比ν [降伏前] 0.20 
            [降伏後] 0.45※1 
初期せん断弾性係数 G0 [MPa] G0 = E0 / 2(1+ν) 
初期粘着力 c0 [MPa] 21.5※2 
初期内部摩擦角 φ [deg.] 0※2 
初期圧縮強度σc0 [MPa] 43 
最小圧縮強度σc min [MPa] 0.43※3 
水セメント比 W/C [%] 45 
骨材容積割合 Vc [%] 67 
気乾単位容積重量γ [kN/m3] 22.8 
初期引張強度 σt0 [MPa] 4.3※5 
最小引張強度 σt min [MPa] 0.043 
ひび割れ後の剛性低下率 [ - ] 1/100 
水の動粘性係数 [m2/s] 1.0×10-6※6 
ひび割れ本数（1 要素当り） 1.0 
透水係数の補正係数αperm [ - ] 1.0 
圧縮強度の補正係数αstrength [ - ] 1.0 
弾性係数の補正係数αelasticity [ - ] 1.0 
※1：日本コンクリート工学協会：コンクリート便覧[第二版]（1996） を参考に設定した。 
※2：第 2 次 TRU レポートを参考に、初期内部摩擦角は 0[deg.]とし、初期粘着力は一軸圧縮強

度の 1/2 とした。 
※3：溶出が著しく進んだコンクリートの強度は初期の 1/10 程度残存すると推察されている（横

関、2003；戸井田ら、2005）。ここでは、保守性を加味して 1/100 残存するとした（奥津

ら、2005）。 
※4：真密度及びコンクリートに占める体積割合から求めた。 
※5：土木学会：コンクリート標準示方書[ダムコンクリート編]（2002）を参考に設定した。 
※6：国立天文台編：理科年表（2016）を参考に設定した。 
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表 2.4-12 岩盤の解析用物性値（非線形粘弾性体） 

パラメータ 値 
単位体積重量γ  t [kN/m3] 22.0 
一軸圧縮強度 qu [MPa] 15.0 
引張強度σt [MPa] 2.1 
初期ヤング率 E0 [MPa] 3.50×103 
初期ポアソン比 ν 0 [ - ] 0.30 
延性のパラメータ m [ - ] 5.0 
時間依存性のパラメータ n0 

[ - ] 
20.0 

ピーク強度到達時間 t0 [sec.] 120.0 
初期上載圧σvi [MPa] 11.0※1 
側圧係数 Ki [ - ] 1.066※2 
※1：深度 500 m を想定し、単位体積重量から算出した。 
※2：側圧係数は、深度 500 m を想定し、H12 レポート（核燃料サイクル開発機構, 1999a）と

同様の算出式を用いて決定した。 
 

表 2.4-13 炭素鋼オーバーパック（腐食膨張要素）の解析用物性値 

パラメータ 値 
腐食膨張率β (-) 3.2 
健全部剛性 E0(MPa) 211400 
腐食部剛性 Ecor(MPa) 250 
ポアソン比ν (-) 0.333 
再冠水期間の腐食速度α [µm/year] 6.0 
再冠水後の腐食速度α [µm/year] 1.0 
再冠水期間の腐食膨張速度γ [µm/year] 13.2※1 
再冠水後の腐食膨張速度γ [µm/year] 2.2※1 
再冠水期間の腐食ひずみ速度∆ε [1/year] 6.95×10-5※2 
再冠水後の腐食ひずみ速度∆ε [1/year] 1.12×10-5※2 
※1 腐食膨張速度 γ = (β-1)×α = (3.2−1.0)×α [mm/year] 
※2 腐食ひずみ速度 ∆ε =∆εx=∆εy = γ / h = γ /(0.19×106) 

 

表 2.4-14 ガラス固化体の解析用物性値 

 ガラス固化体 
弾性係数 E [MPa] 8.2×104 
ポアソン比 ν [ - ] 0.3 
密度 ρ [t/m3] 2.8 
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③ 処分施設を対象とする長期力学解析結果 

まず、再冠水期間における各ケースの解析結果を比較した。図 2.4-22 に各ケース（Case1～
Case4）の再冠水期間における緩衝材の体積ひずみ分布、図 2.4-23 に緩衝材上側の体積ひずみの

時間変化を示す。Case3 および Case4 は再冠水終了まで解析条件は同じであるため、同じ解析結

果となっている。Case1 では腐食膨張および岩盤クリープにより全体的に圧縮変形が生じ、膨潤

圧が載荷される 50 年後に膨潤挙動を示している。Case2 では均一に飽和度が上昇するため、

Case3 および Case4 と比較して不均一な変形挙動は生じていない。Case3 および Case4 では、

緩衝材外側から飽和度が上昇するため、40 年後程度までは外側が膨潤、内側が圧縮を示し、緩衝

材全域が飽和する 50 年後では、他のケースと比較して不均一なひずみ分布となっている。図 2.4-
24 に示す Case2、3、4 の再冠水期間における緩衝材の要素状態をみると、Case2 では再冠水期

間を通じて常に弾性状態であったが、Case3、4 では 40 年後にオーバーパック側面に弾塑性状態

となっている領域が存在する。これは、異方的な岩盤クリープや緩衝材の不均一な膨潤挙動、オ

ーバーパックの腐食膨張などによってこの領域にせん断応力が卓越し、降伏したためである。こ

の領域は 50 年後の体積ひずみ分布において圧縮された状態となっており、再冠水時に生じた応

力履歴が再冠水終了時の体積ひずみ分布に影響を与えていることがわかる。 
図 2.4-25 に再冠水時の坑道内空変位（圧縮：負）を示す。いずれのケースも坑道は鉛直方向に

伸び、水平方向に縮む挙動を示している。これは、岩盤を異方的な応力状態に設定しているため、

それに依存して異方的な岩盤クリープ挙動が生じたためと考えられる。しかしながら、各ケース

で差異はあるが、その絶対値は 0.1 cm 以下であり、再冠水過程での緩衝材の膨潤挙動の違いが坑

道内空変位に与える影響は小さい。 
 

 
図 2.4-22 再冠水期間における緩衝材の体積ひずみ分布 
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Case1 

  
Case2 

  
Case3, Case4 

図 2.4-23 再冠水期間における緩衝材の体積ひずみ変化 
 

Case2 

      

 

Case3、
Case4 

      

 

 
再冠水開
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図 2.4-24 再冠水期間における緩衝材の要素状態 
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（a） 鉛直 

  
（b） 水平 

図 2.4-25 坑道内空変位（圧縮：負） 再冠水挙動時 
 
図 2.4-26 に再冠水終了後から 10 万年後までの坑道内空変位（圧縮：負）を示す。図は、再冠

水終了時を 0 年、変位を 0 として表示している。いずれのケースも約 67,000 年以降で変位がほ

とんど生じていないが、これは腐食膨張要素の腐食率が 100%となり、腐食膨張がこれ以上進行

しなくなったためである。また、Case2 と Case3 では長期的な内空変位に差異はほとんどないこ

とから、再冠水過程での飽和度分布の時間変化の違いによる影響は小さいことがわかる。Case1
と Case2 および Case3 とを比較すると、10 万年後の鉛直内空変位で約 0.2 cm、水平内空変位で

約 0.7 cm の違いが見られるが絶対値としては小さく、再冠水時のモデル化の違いが長期的な内

空変位に与える影響は小さい。Case3 と Case4 とを比較すると、変質による緩衝材の膨潤圧の低

下や支保工の剛性の低下の影響により、絶対値は小さいものの、変位量の変化が大きくなってい

る。 
図 2.4-27 に坑道内の体積ひずみ分布を示す。再冠水終了時には Case3 や 4 では緩衝材内に不

均一なひずみ分布が生じているが、時間の経過に伴うオーバーパックの腐食膨張により緩衝材が

圧縮され、1 万年以降の緩衝材の体積ひずみ分布は各ケースで大きな違いは見られなくなってい

る。一方、支保工の体積ひずみ分布は各ケースで違いが見られる。これは、支保工のひび割れ箇

所や変質の考慮の有無の違いによるものと考えられる。図 2.4-28 に 10 万年後の各ケースの支保

工のひび割れ状態と透水係数分布を示す。Case2 と Case3 ではひび割れの状態や透水係数の分布

の傾向は類似し、ひび割れ箇所では局所的に透水係数が大きくなっている。一方、Case1 は、Case2
と Case3 と比較するとひび割れの発生個所の傾向が異なる。これは、Case1 の解析では、再冠水

終了時までの応力履歴を考慮せず、再冠水終了時の緩衝材の応力状態に応じて降伏曲面の異方性

を設定しているため、緩衝材の剛性が異方性を持っていることに起因すると考えられる。従って、

再冠水過程のモデル化の違いが支保工のひび割れの発生個所に影響を与えることがわかった。

Case4 では、他のケースと比較してひび割れの発生要素が少ない。これは、支保工のカルシウム

溶出率の増加による剛性の低下により、支保工内の引張応力が他のケースと比べて小さくなり、

引張強度を越えるような引張応力が発生しなかったためである。また、カルシウム溶出率の増加
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により全体的に透水係数が大きくなっている。 
 

  
（a） 鉛直 

  
（b） 水平 

図 2.4-26 坑道内空変位（圧縮：負） 長期力学挙動解析時 
 

 
図 2.4-27 坑道内の体積ひずみ分布 
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図 2.4-28 10 万年後の各ケースの支保工のひび割れ状態と透水係数分布 

 
以上、平成 31 年度は、過渡期の解析機能の効果を検証するため、MACBECE を用いて過渡期

から 10 万年後までの処分施設の長期力学解析を実施し、過渡期の処分施設の各材料及び周辺岩

盤の力学的な相互作用を考慮したニアフィールドの長期力学挙動評価を実施するとともに、過渡

期の力学挙動がひずみ、透水係数分布などの処分施設の力学及び水理的な状態変遷に与える影響

を分析した。その結果、再冠水時の緩衝材の飽和度分布の時間変遷を考慮した場合、従来の解析

手法を用いた場合や均一に飽和度が上昇した場合と比較して、飽和時の緩衝材の体積ひずみ分布

が不均一になることが確認された。また、再冠水時の緩衝材の力学挙動（弾性モデル、弾塑性モ

デル）の違いが長期的な坑道内空変位に与える影響が小さいとこがわかった。さらに、再冠水時

の緩衝材の飽和度分布の時間変遷を考慮した場合、従来の解析手法と比較すると、支保工のひび

割れ発生個所がばらつき、支保工の透水係数分布に違いが生じることを確認した。 
 
2）エックス線 CT 測定による膨潤圧試験中の供試体内部の観察 
①背景と目的 

これまで、放射性廃棄物の地層処分における緩衝材に用いるベントナイトの膨潤特性を把握す

るために膨潤圧試験が実施されてきた。膨潤圧試験は、締め固めた不飽和状態のベントナイトに

対して体積を拘束した状態で給水し、発生する膨潤圧を計測する試験である。膨潤圧は、給水開

始後の時間経過とともに単調に増加する場合や、一度増加した後に減少する場合など試験条件に

よって様々であるが、試験中の供試体内部の水の浸潤状況を把握できないため、このような膨潤

圧の変化と供試体内部の状態変化の関係を明らかにすることは難しい。一方、膨潤圧の発生を表

現する力学モデルの開発も進められてきているが、膨潤圧の変化と供試体内部の状態変化の両方

の再現性を検証することができておらず、過渡期の緩衝材の力学モデルの検証や高度化のために

は、膨潤圧の変化と供試体内部の状態変化の関係を把握することが重要と考える。本研究では、

膨潤圧試験における膨潤圧の変化と供試体内部の状態変化の関係を把握し、緩衝材の力学モデル

の開発・高度化に資するデータを取得することを目的に、エックス線 CT 測定による膨潤圧試験

中の供試体内部の観察を行い、膨潤圧の変化と供試体内部の状態変化の関係の把握を試みた。 
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②CT 値とベントナイトの諸物性値との関係 

まず、エックス線 CT 測定によって得られる CT 値（被写体の空間的なエックス線吸収値）と

ベントナイトの湿潤密度などの諸物性値との関係を把握した。測定には医療用エックス線 CT ス

キャナである東芝製 Alexion を用いた。ここでは、乾燥密度や含水比をパラメータとして供試体

を作製し、作製した供試体に対してエックス線 CT 測定を実施した。ベントナイトとしてクニゲ

ル V1®を用いた。測定条件は、管電圧は 120 kV、管電流は 35～40 mA、スキャン速度は 0.75 s、
スライス厚さは 5.0 mm とした。図 2.4-29、30、31 に CT 値と含水比、乾燥密度、湿潤密度の関

係を示す。図から、CT 値はベントナイトの湿潤密度と相関関係があることがわかる。 
 

  
図 2.4-29 CT 値と含水比の関係  図 2.4-30 CT 値と乾燥密度の関係 

 

    
図 2.4-31 CT 値と湿潤密度の関係 

 
③エックス線 CT 測定による膨潤圧試験中の供試体内部の観察 

ここでは、エックス線 CT 測定による膨潤圧試験中の供試体内部の観察を試みた。試験試料は

クニゲル V1、供試体の目標乾燥密度は 1.37 Mg/m3、初期含水比は自然含水比（8.5%）、試験溶

液は蒸留水、供試体寸法は高さ 20 mm、直径 20 mm とした。図 2.4-32 に用いた膨潤圧試験装置

を示す。試験容器の材質はアルミ、フィルターの材質はセラミックとした。膨潤圧試験では、ま

ずベントナイトを圧縮成型治具内で目標の乾燥密度まで締め固めた後、圧縮成型治具から供試体

を取り出す。取り出した供試体を膨潤圧試験装置に入れる。その後浸潤を開始し、発生する膨潤

圧を測定しながら適宜エックス線 CT 測定を行った。エックス線 CT 測定は、図 2.4-33 に示すよ

うに、浸潤方向に対して直行方向に 1 mm 幅ごとに 20 断面に対して行った。測定条件は、管電

圧は 135 kV、管電流は 100 mA、スキャン速度は 1.0 s、スライス厚さは 1.0 mm とした。 
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     （a）装置写真                  （b）エックス線透過画像 

図 2.4-32 膨潤圧試験装置 
 

  
図 2.4-33 エックス線 CT 測定の概念図 

 
まず、膨潤圧装置へ供試体を設置する前後での供試体内の CT 値の分布を図 2.4-34 に示す。浸

潤面側の供試体端面を高さ 0 としている。膨潤圧試験装置に供試体を設置した後に測定した結果

は、膨潤圧試験装置の材質であるアルミの影響をうけて設置前と比較して CT 値が 150 程度小さ

くなっている。今回用いた試験装置の CT 値は約 2,280 であり、供試体よりも大きな CT 値を持

つ。エックス線がこの領域を透過した際にエックス線が減衰したため、供試体の CT 値が小さく

なったものと考えられる。CT 値は、管電圧や管電流などの測定条件や試料サイズなどの様々な

要因によって変化することが報告されているため（例えば、廣野ら、2004）、今後、今回の試験条

件・測定条件における CT 値と湿潤密度との関係式を求めることで、得られた CT 値を湿潤密度

に変換することが可能と考える。また、供試体高さ方向の CT 値の分布は設置前と設置後で同じ

であり、浸潤面の近くでは CT 値が高くなっている。この不均一な CT 値分布は供試体作製時に

生じたものと考えられる。膨潤圧試験の初期状態をより詳細に把握するために、膨潤圧試験に用

いる供試体とは別に作製した 2 つの供試体に対し、高さ方向に約 2 mm ごとにスライスし、炉乾

燥により高さごとの含水比、乾燥密度、浸潤密度を測定した。図 2.4-35 に、測定結果を示す。浸

潤面の近くほど湿潤密度が高い傾向があり、図 2.4-34 に示した CT 値の分布と同様の傾向であ

る。また、乾燥密度も浸潤面付近ほど高くなる傾向があるが、含水比分布にはこのような傾向は

みられない。 
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図 2.4-34 膨潤圧装置への供試体設置前後の CT 値の分布 

 

  
（a）含水比分布  （b）乾燥密度分布 （c）浸潤密度分布 

図 2.4-35 供試体の初期状態 
 
得られた膨潤圧の経時変化を図 2.4-36 に、高さごとの CT 値分布の時間変遷を図 2.4-37 に、

各測定断面での CT 値の時間変化を図 2.4-38 に示す。浸潤面側を 1 断面、反対側を 20 断面と定

義している。1 断面および 20 断面の CT 値は供試体に接しているフィルターの影響を受け、他の

断面と比べて CT 値が小さくなったため図には示していない。 
測定された膨潤圧は、まず 0.37 MPa 程度まで上昇した後、0.2 MPa 程度まで減少し、再度 0.4 

MPa 程度まで上昇している。400 時間程度で膨潤圧の変化はほとんどなくなっている。 
CT 値分布の時間変化や各測定断面での CT 値の時間変化から、時間の経過に伴い浸潤面から

徐々に CT 値が上昇しており、水が浸潤しているものと考えられる。また、膨潤圧の変化がほと

んどなくなった 400 時間以降は CT 値の変化もほとんどないことから、供試体全域がおおむね飽

和したと考えられる。最終的な CT 値分布は供試体端面では低く、内部では高くなっていること

から、内部ほど乾燥密度が高くなっていると考えられ、初期の乾燥密度分布の傾向とは異なって

いることがわかる。なお、試験終了後に供試体全体の平均的な飽和度、乾燥密度、湿潤密度を測

定すると、それぞれ 116%、1.36 Mg/m3、1.94 Mg/m3であり、供試体は飽和状態であった。 
 また、図 2.4-38 の 2 断面での CT 値の時間変化を見ると、一度 CT 値が増加した後減少し、そ

の後再度 CT 値が増加している。浸潤面に近い 2 断面では、比較的初期に飽和していると考えら

れるため、飽和した後乾燥密度が一度低下し、その後増加していることになる。さらに、飽和し

たベントナイトの膨潤圧は乾燥密度と相関関係があるため、この CT 値の変化と図 2.4-36 に示し

た膨潤圧の変化とは形状が類似していることがわかる。供試体全体としての体積は一定とすると、

浸潤面付近以外の領域では逆の変形が生じていることとなる。つまり、浸潤面付近の領域が飽和

し膨潤圧が高くなった状態で水の浸潤が進むと、浸潤面付近以外の領域では体積圧縮が生じる。
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それにより浸潤面付近の乾燥密度が低下し膨潤圧が低下していく。膨潤圧が低下した状態でさら

に浸潤が進むと浸潤面と反対側の領域が膨潤し、それにより浸潤面付近の乾燥密度が再度増加し、

膨潤圧も再度増加したことになる。最後に、本研究で実施した膨潤圧試験で観測された供試体の

状態変遷の模式図を図 2.4-39 にまとめる。 
 

 
図 2.4-36 膨潤圧の経時変化 

 

 
図 2.4-37 CT 値分布の時間変化 

 

 
図 2.4-38 各測定断面での CT 値の時間変化 
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図 2.4-39 供試体の状態変遷の模式図 

 
(3) 2 か年の成果と今後の課題 

従来の MACBECE では、緩衝材施工後の再冠水挙動などのベントナイト系材料内部の飽和度

の時空間変化によって生じる膨潤圧の発生やそれによる変形、廃棄体の発熱による処分施設の温

度変化に伴う構成材料の熱膨張や熱収縮挙動を解析することができないため、処分施設の各材料

及び周辺岩盤の力学的な相互作用を過渡期における力学・変形挙動を考慮した長期までの一貫し

た評価ができていなかった。このような背景のもと、ニアフィールド長期力学解析コード

MACBECE に飽和度分布を入力して再冠水時の緩衝材の力学挙動を解析する機能を追加し、処

分施設の各材料及び周辺岩盤の力学的な相互作用を再冠水時から長期までの一貫した評価が可能

となった。それにより、過渡期の処分施設の力学的な状態変化やそれが長期的な力学挙動に与え

る影響を評価できるようになった。今後、より現実的に過渡期の処分施設の変形を評価できる解

析手法を構築するためには、廃棄体の発熱による処分施設の温度変化に伴う構成材料の熱膨張や

熱収縮などの温度変化による処分施設の変形を解析できるように拡張するなどの取り組みが必要

である。 
さらに、過渡期の緩衝材の力学モデルの高度化に向けて、エックス線 CT 測定による膨潤圧試

験中の供試体内部の観察を試みた。平成 31 年度は、エックス線 CT 測定による膨潤圧試験中の

供試体内部の観察を行い、膨潤圧の変化と供試体内部の状態変化の関係を把握した。今回の試験

では初期乾燥密度の高い領域から浸潤を行ったため、今後は反対側からの浸潤や、初期乾燥密度

分布の小さい場合などについても検討を行い、さらなる試験データの蓄積による膨潤挙動の現象

理解を進めていくことが必要である。また、膨潤圧試験装置内での供試体の CT 値と湿潤密度の

関係を把握し、得られた CT 値を湿潤密度に変換することで、力学モデルの開発・高度化のため

のデータとして活用していくことが求められる。  
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2.4.3 緩衝材挙動に関するナノスケールシミュレーションモデルの構築 
(1) 背景と目的 
本項では、過渡期の緩衝材の応力変化や密度変化などの力学挙動、それに伴う透水性や核種移

行に関係する特性の変化などの理解や関連するデータ取得に向けてのアプローチの検討のひとつ

として、ナノからマイクロメートルオーダーでの粘土含水系の挙動を調べるためのシミュレーシ

ョンに着目し、粗視化メソスケール分子動力学(以下、「メソ MD 法」とする)モデルの開発を行う。 
メソ MD 法は、多体粒子の運動を解く分子動力学（MD）シミュレーションの一種であるが、

水和粘土分子の単位構造を粗視化し一つの粒子（粗視化粒子）で表現することで解くべき多体粒

子系の自由度を削減し、通常の MD よりも大きな時間的・空間的スケールの計算を行うことを

目指したものである。これにより、多数の水和粘土鉱物が凝集、圧縮される過程や、凝集系が外

力によって変形する場合の挙動を調べることができる。 
粘土含水系のメソ MD 解析についての過年度の取り組み（日本原子力研究開発機構, 2018）で

は、モンモリロナイト粘土分子の単位構造とそこに水和された間隙水を一つの粗視化粒子で表し、

粗視化粒子間の相互作用力は全原子 MD 計算の結果から与えることで、指定された温度、圧力で

圧縮したときに生じる粘土含水系の凝集挙動を調べることができることを示した。平成 30 年度

は、メソ MD 解析で得られた粘土含水系の組織構造モデルを用いて拡散や変形解析を試行し、微

視的多孔質構造を考慮したマクロ拡散係数や弾性係数の評価が可能であることの見通しを得た。

平成 31 年度は、メソ MD 解析の結果として得られる粘土含水系の組織構造の特徴を、実測可能

かつ物理的な意味が明確な物理量（マクロ物性など）として定量的に評価する手法の開発に着手

し、メソ MD 解析結果の組織構造から粘土分子の平均的な積層数や層間距離などを評価する手法

を構築し評価を試行した。このような手法の開発は、メソ MD 解析結果の妥当性の検証、及びマ

クロ物性などに強い影響を与える因子の特定と定量化、マクロ物性などの発現メカニズムの理解

などに資することができると考えられる。さらに、メソ MD 解析の検証を経て、不飽和粘土の物

理量に関する定量的予測技術をより確かなものとしていくことができれば、例えば、緩衝材再冠

水時の過渡的挙動を有限要素法などの手法で調べる際に必要となる、変形、熱伝導、透水、物質

輸送などに関するパラメータを、種々の温度や圧力、水分状態において、実験を行うことなく数

値解析的に推定することにもつながっていくことが期待される。 
 
(2) 実施内容 
初期状態からの圧縮に伴う凝集挙動（組織構造変化）についてのメソ MD 解析の結果例を図

2.4-40 に示す。全ての粘土分子は初期状態で二層膨潤に相当する水和水を持つものとしてお

り、圧縮過程において、モデル全体のポテンシャルエネルギーが下がる方向に水和水が移動する

ことを許容したモデルとなっている。この結果から、圧縮過程の比較的早い段階において近接す

る粘土分子が積層構造を作るが、積層する分子の数があまり大きくならないことが分かる。一

方、図 2.4-41 のような結果を見たただけでは、得られた組織構造がどのような特徴を有してい

るかは明らかでない。 
そこで、以下に示すような含水系粘土の組織構造を特徴づける物理量を、メソ MD 解析の結

果として得られる組織構造のデータに基づき定量的に評価（図 2.4-41）するための手法を構築

した。 
 X線回折(XRD)パターン： 

組織構造から粘土分子による散乱X線の回折パターンを、組織構造に応じて、粘土分子内

で一様に電荷が分布するとして散乱X線の干渉を計算することで評価。 
⇒積層構造などに関する情報を提供することが可能。実験データと直接比較することでメ
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ソMD解析の妥当性検証にも利用可能。 
 動径分布関数： 

着目粒子から一定距離離れた位置に存在する粒子の数を、粒子方向を考慮してカウントす

ることで評価。 
⇒粘土分子の積層数を直接読み取ることが可能。 

 粒子数密度分布： 
組織構造中の粒子の質量と位置の情報から評価。 
⇒間隙サイズと分布に関する情報を提供。 

 粒子方向分布： 
組織構造中の粒子の向きの情報から評価。 
⇒配向性に関する情報を提供。 

上記手法を用いた試行を行い、メソ MD 解析結果から得た XRD パターン（図 2.4-42(a)）は、

実際に実験でも観測される二層膨潤状態にある粘土の層間距離に対応したピーク（2Θ=6 度付近

に現れる強い回析ピーク）が現れることを確認した。また、動径分布関数（図 2.4-42 (b)）のピー

クを見ることによって、複数のピーク位置にあたる動径距離は概ね 1.5 nm 間隔であり、これは

二層膨潤状態における粘土層間距離に一致することから、平均的に二層膨潤状態にあることを示

す情報が得られることを確認した。さらに、XRD パターンと動径分布関数は異なる仮定のもとで

別の方法で評価したものであるが、両者の結果から読み取れる膨潤状態に関する情報が整合的で

あることは、メソ MD 解析方法及び上記の評価方法が妥当であることを裏付けるものと考えられ

る。 
 

 
図 2.4-40 圧縮に伴う凝集挙動（組織構造変化）のシミュレーション結果例 
（粘土分子数: 80、粗視化粒子数: 3,194、平均粒径(標準偏差): 40 (10)[nm]） 

 

 

図 2.4-41 メソ MD 解析結果と含水系粘土の組織構造を特徴づける物理量との関係 

t=0s t=0.2ns t=0.6ns t=1.0ns
乾燥密度1.61g/cm3

メソMD解析結果 固相配置のピクセル画像 波数スペクトル

二値化 FFT

• 動径分布関数(積層構造)
• 粒子数密度分布(間隙サイズ)
• 粒子方位分布(配向性)

拡散係数
透水係数

XRDパターン
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(a) XRD パターン         (b) 動径分布関数 
図 2.4-42 メソ MD 解析結果で得られる組織構造を特徴づける物理量の評価例 

 
(3) 2 か年の成果と今後の課題 
メソ MD 解析手法について、平成 30 年度以降、メソ MD 解析で得られた粘土含水系の組織構

造モデルを用いて、その組織構造の特徴を示す実測可能かつ物理的な意味が明確な物理量（マク

ロ物性など）の定量的な評価に向けての検討を進めてきた。平成 31 年度は、メソ MD 解析結果

の組織構造から粘土分子の平均的な積層数や層間距離などを評価する手法を構築し評価を試行し

た。 
一方、粒子数密度分布（間隙サイズ）や粒子方向分布（配向性）の評価手法は、今後、メソ MD

解析に基づく粘土含水系の組織構造と物質輸送特性との間に存在する因果関係を調べる上で必要

な技術になるものと考えられる。例えば、粒子数密度分布のデータに基づきメソ間隙とナノ間隙

を区別することは、今後マルチスケール解析を行っていく際に、ナノ構造を均質化してメソ多孔

質体モデルを作成していくために必要になる。また、局所的な配向性のデータは、圧縮性及び透

水や拡散などの物質輸送現象についての異方性を理解する上で重要な指標になることが期待され

る。 
さらに、実験データとの比較により、メソ MD 手法及び本項で構築した評価手法などの妥当

性の検証を進めていくことも今後の重要な課題となる。 
 
2.5 母岩中アルカリプルーム反応輸送挙動評価 
処分場建設時には、湧水抑制対策としてセメント系材料を用いたグラウチング施工が行われる

ことが想定される。セメント系材料は、人工バリア材料のみならず、周辺岩盤に化学的影響とし

て変化を生じさせ天然バリアの性能を低下させることが懸念される。これまで、セメント系材料

による周辺岩盤への影響に関する研究が国内外で行われているが、特に亀裂性媒体においては物

質移行を促進もしくは遅延する両ケースの研究事例が報告されているなど、その影響を定量的に

評価するために必要な知見が得られているとは言い難い（Steefel and Lichtner, 1994；Bateman 
et al., 1998；1999；Soler, 2003 など）。 
特に、実際の地下環境におけるグラウト材そのものの変遷やセメント系材料による周辺岩盤へ

の影響に関する知見は乏しいと言える。また、セメント由来による高 pH 地下水（アルカリプル

ーム）が坑道周辺の処分システムに影響を与える懸念もあることから、その解明とモデル化が必

要である。 
セメント系材料による周辺岩盤への影響の評価に役立てるため、東濃地科学センター瑞浪超深

動径分布関数f(r)XRDパターンI(2θ)

圧縮の進行
に伴う変化

密度[g/cm3] (間隙率[%])

圧縮の進行
に伴う変化
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地層研究所におけるグラウチング施工を実施している箇所を対象に、グラウト材・岩盤の変遷を

把握するための調査・分析を実施するとともに、グラウト影響に関する概念モデルの構築を進め

てきた（日本原子力研究開発機構，2016a；2017；2018）。平成 30 年度は、実際の地質環境に近

い条件下において、セメントと岩石の相互作用を把握するための通水試験を実施し、試験結果と

これまでの知見を踏まえグラウト材と岩盤との相互作用メカニズムの概念モデルを確認した（日

本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター，2019）。平成 31 年度は、この

モデルの高度化に向け、瑞浪超深地層研究所におけるグラウチング施工を実施している箇所から

施工後 10 年程度経過したグラウト材-岩盤接触試料を採取し、調査・分析を実施した。 
また、支保工やグラウトに由来するアルカリプルームが岩盤中に移行することによって、岩盤

マトリクス中の鉱物や亀裂充填鉱物が溶解して核種の移行が促進される可能性や、亀裂内部に二

次鉱物が沈殿して核種の移行が抑制される可能性などが考えられる。このため、アルカリプルー

ムの反応輸送挙動評価手法の高度化に向け、アルカリプルームの移動と岩盤との化学反応によっ

て生じる固相及び液相の変化の連成現象を適切に取り扱うことが可能な反応輸送解析モデルの構

築に取り組んでいる。平成 30 年度は、アルカリプルームと岩盤の相互作用に関するナチュラル

アナログの検討事例や上記の施工事例を対象とした検討などを参考に、モデルの高度化に関する

課題を幅広く抽出すると共に、抽出された課題の解決に向けた予察的解析を実施した（日本原子

力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター，2019）。平成 31 年度は、処分孔の支

保工とそれに交差する単一の亀裂を対象とした反応輸送解析モデルを構築し、支保工からのアル

カリの影響が処分孔近傍に留まるか否かの条件を感度解析などにより分析した。 
 
2.5.1 グラウチング施工事例を対象とした調査・分析 
(1) 背景と目的 

原子力機構東濃地科学センター瑞浪超深地層研究所では、地層処分研究開発における地層科学

研究の調査技術開発及び評価のため、深度 500 m までの立坑と水平坑道を整備しているが、坑道

周辺の地質環境の変化を把握するために定期的に地下水を採水して分析するとともに、坑道掘削

にあたって湧水抑制対策のため普通ポルトランドセメント（OPC）をグラウト材として注入した

グラウチング施工を実施している箇所がある（見掛ほか，2010）。そこで、原位置におけるセメン

ト系グラウト材の変遷とその周辺岩盤への影響について理解すると共にこれらの概念モデルの構

築を目標としてこれまで研究を進めてきた。 
既往の研究としては、特にグラウチング施工をした深度 300 m 研究アクセス坑道を対象とし

て、試料を採取して分析した結果、施工後 3 年程度のグラウト材が炭酸化しつつあることが確認

された（日本原子力機構開発機構, 2016a）。また、グラウト材の初期状況を把握するためのセメ

ント供試体の作製・観察や、施工後約 3 年と約 7 年経過したグラウト材コア試料の採取・観察を

実施し、グラウト材はセメント供試体に比べて早い時期から炭酸化が進行している可能性や、坑

道を解放している段階ではグラウト材による周辺岩盤への化学的影響が生じ難い可能性があるこ

とが考えられた（日本原子力研究開発機構, 2017）。さらに、既存試料を用いた通水箇所及びその

周辺の鉱物種の分布やグラウト材・岩盤の変遷を把握するために地下水の水質分析や顕微鏡観察

を実施するとともに、グラウト材及び岩盤の変遷を把握する通水試験により、グラウト材と岩盤

との相互作用メカニズムに関する情報の拡充と概念モデルの構築を実施した（日本原子力研究開

発機構, 2018）。加えて、実際の地質環境に近い形で CO2の影響がない還元環境下において、セメ

ントと岩石の相互作用を把握するための通水試験を実施した。両供試体の観察や通水後の水質分

析結果を踏まえて、これまで検討してきたモデルのように、カルサイト（CaCO3）の析出を確認

し、関係する反応物質のやり取りを想定した概念モデルを確認した（日本原子力研究開発機構・
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原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。 
平成 31 年度は、地下施設でのグラウチング施工事例を対象に地下水水質などの継続的なモニ

タリングによる原位置データを取得するとともに、施工後 10 年程度経過したグラウト材-岩盤接

触部から試料の採取・分析を実施した。 
 
(2) 実施内容 
1) 地下水水質の変遷 

グラウチング施工（2008 年 11 月に施工）を実施した深度 300 m 研究アクセス坑道における水

質の変遷を把握するため、図 2.5-1 に示す A-SP-198 号孔及び 199 号孔から地下水を採水して分

析した。両孔とも坑道掘削前にプレグラウチング施工を実施した区間内に存在している。図 2.5-
2 にグラウチング施工以降の pH 及び Ca2+の分析結果を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2.5-1 地下水採水場所        図 2.5-2 地下水中の pH 及び Ca2+の変遷 

（深度 300 m 研究アクセス坑道） 
 
水質分析結果から、2018 年～2019 年の Ca の濃度変化は、2017 年～2018 年に減少した後か

ら増加に転じている。pH についても、2018 年 5 月頃を境に減少に転じているが、これまでの変

動の範囲内で推移している。 
 
2) セメント系材料が岩盤へ及ぼす影響の把握 
① 試料採取 

地下施設でのグラウチング施工事例を対象に、施工後 11 年経過した原位置から試料を採取し

て表面観察による岩盤やグラウト材の状況などを把握した。具体的には、深度 300 m 研究アクセ

ス坑道において、グラウト材を含む岩盤割れ目の存在可能性が高い場所 9 カ所で岩盤から約 0.5
～1 m 掘削した（吹付コンクリートは除く）。 
採取した試料を観察した結果、グラウト材と思われる材料が明瞭に確認できた No.1 と No.3 の

試料について、表面観察を行うこととした。図 2.5-3 に採取場所や採取した試料の状況を示す。 
No.1 と No.3 の試料の表面について観察した結果、いずれの試料も石英の粒径は φ2～7 mm、カ

リ長石の粒径は φ2～12 mm であり、中粒～粗粒の等粒状花崗岩であった。コアに変質はほとん

ど認められず、黒雲母は全量残存し、カリ長石は薄いピンク色を呈する。ハンマーの打撃で澄ん

だ金属音を発する程度の硬さで、節理が 20～30 cm 程度の間隔で認められることから、岩級区分

を CH 級と評価された。 

Ca2+濃度増加量 Ca2+濃度増加量 

C
a

2
+
濃

度
増

加
量
（
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L
）
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No.1 試料は 47～66 °の中～高角度に入る節理に黄色に着色されたグラウト材の挟在を確認し

た。No.3 試料は 77 °の高角度に入る節理に灰色のグラウト材の挟在を確認した。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.5-3 瑞浪超深地層研究所深度 300 m 研究アクセス坑道における試料採取場所 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コア写真 
 
 
 
 
 
 

採取した試料の状況（割れ目面にグラウト材の色粉と見られる着色を確認） 
 

図 2.5-4 No.1 試料の採取場所及びコア写真並びに試料の状況 
 

NO.1 号孔（主立坑中心から 80.3 m） 

NO.3 号孔（主立坑中心から 76.1 m） 

※湧水がある A-SP-198 号孔近傍で試

料採取（試料採取箇所の湧水は無し） 

No.1 号孔 

割れ目接触面 1cm 

採取状況 
（左：No.1 号孔の坑道壁面、 

右：No.1 号孔の内部） 
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コア写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.5-5 No.3 試料のコア写真及び試料の状況 
 
② 試料の表面観察 

①で得られた岩石試料を加工して鏡面研磨薄片 2 片（以降、No.1 および No.3 と表記）を製作

した。図 2.5-6 に示す。この薄片を使って、まずグラウト材中の鉱物に着目して、数 mm 程度の

視野の偏光顕微鏡観察を行った。この観察により、500 μm 程度の視野の走査型電子顕微鏡観察

を実施する箇所を定めた。 

 
図 2.5-6 分析対象とした岩石薄片 

 

No.1 No.3 

No.3 号孔から採取した試料の状況 
（割れ目面にグラウト材の色粉と見られる着色を確認。右図は白破線の拡大図） 

1cm 

1cm 
グラウト材と見られる

着色を確認（点線内） 
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続いて、走査型電子顕微鏡（SEM：日本電子社製 IT300HR）を用い、グラウト材中の鉱物に

着目して、金を蒸着して反射電子像観察を行った。偏光顕微鏡観察と概ね同一の視野を撮影した。

また鉱物の推定のため、SEM に付属するエネルギー分散型 X 線スペクトル検出装置（EDS：日

本電子社製 JED2300）を用い、含有元素を特定した。 
観察時の加速電圧は 15 kV、報告画像は反射電子像とした。表 2.5-1 に観察仕様を示す。 

 
表 2.5-1 SEM-EDS 観察仕様 

装置名 
日本電子製 JSM-IT300HR 
日本電子製 JED2300 

加速電圧 15 kV 
試料傾斜角 0° 
試料前処理 研磨加工 

 
表面観察結果として、No.1 の結果を図 2.5-7 に、No.3 の結果を図 2.5-8 に示す。 
No.1 では、偏光顕微鏡観察ではグラウト材と花崗岩の間に花崗岩由来の砕屑粒子（石英・長石

など）を多量に含む領域が確認された（A）。SEM による詳細観察を行なった結果、グラウト材

と考えられる材料の微細構造は、セメント硬化体と同様の特徴を示す結果が得られた。セメント

の主構成材であるセメントクリンカは数十 μm の径を持つ粒子で、水と反応して硬化組織を作る

が、周辺に可溶性の水酸化カルシウムを析出し、内部には難溶性のカルシウムシリケート水和鉱

物（C-S-H）を生成する。セメントクリンカは製造過程で高温での焼成過程を経るため、ガラス

質の外殻を伴うことが多い（Karen，2004）。図中の（C）では反応後のセメントクリンカの残留

物で C-S-H の外殻と思われる構造が散見され、図中の（D）では、未水和のセメントクリンカも

残留している状態が確認された。一方、これまでの試料で観察されていたグラウト材中のカルサ

イトは認められず、No.1 の試料は炭酸化が進行していないことが確認された。また、グラウト材

近傍の花崗岩にはグラウト材の影響とみられる変質は観察されなかった。 
No.3 では、偏光顕微鏡観察では花崗岩とグラウト材との間に、カルサイトの結晶からなる領域

が見られた（A）。SEM による詳細観察を行なった結果、No.1 と比較して、グラウト材部分の密

度が低いものの、セメント粒子の存在も認められた。また、グラウト材近傍の花崗岩にはグラウ

ト材の影響とみられる変質は観察されなかった。 
以上の通り、実環境で 11 年経過した岩盤中のグラウト材において、未水和のセメントクリン

カが残存しかつ炭酸化によって生成したカルサイトが認められないケース（No.1）と炭酸化によ

って生成したカルサイトが認められるケース（No.3）があること、またいずれのケースでもグラ

ウト材の影響とみられる変質が岩盤側に認められないことを確認した。まず前者について、未水

和のセメントクリンカの残存は水和に必要となる水分の供給、すなわち地下水との接触が不十分

であったことを意味する。後者については、カルサイトが観察されていることから、HCO3-を含

む地下水がグラウト材に接触し、反応したことを意味する。このように、地下水との接触の有無

が今回観察されたグラウト材の変質状態の違いに関係していると言える。 
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A：No.1 号孔試料から作製した薄片の偏光顕微鏡観察結果（平行ニコル） 

（花崗岩とグラウト材の間に花崗岩由来の砕屑粒子を多量に含む領域がある。） 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

図 2.5-7 No.1 試料の偏光顕微鏡及び SEM 観察結果 
  

A 

花崗岩 

グラウト材 

砕屑粒子を 

多量に含む層 

500μm 

20μm 

D E 

10μm 

C D 

E 

100μm 200μm 

B 
C 

B：A と同じ視野の SEM 像 C：B の黄色枠 C の領域の拡大像 

D：C の黄色枠 D の領域の拡大像 

（矢印部に C-S-H が確認できる。） 

E：C の黄色枠 E の領域の拡大像 

（矢印部に未水和のセメントクリンカが確認できる。） 
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図 2.5-8 No.3 試料の偏光顕微鏡及び SEM 観察結果 
  

A 

花崗岩 

グラウト材 

カルサ

イト 

1000μm 

 

10μm 

C 

D 

D 

C 

1000μm 

100μm 

A：No.3 号孔試料から作製した薄片の 

偏光顕微鏡観察結果（平行ニコル） 

（花崗岩とグラウト材の間にカルサイトを含む領域がある。） 

図 B：A と同一の視野の偏光顕微鏡観察結果 

（直交ニコル） 

C：B の黄色枠 C の領域の拡大像 

（視野下方の領域にはカルサイトが確認できる。） 

D：C の黄色枠 D の領域の拡大像 

（矢印部にカルサイトが確認できる。） 
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（未水和のセメント

クリンカが残存） 
（炭酸化で生成した

カルサイトが存在） 

(3) 2 か年の成果と今後の課題 
地下施設でのグラウチング施工事例を対象とする試験・分析などとそれを用いた母岩中のアル

カリプルームの反応輸送解析モデル構築のため、平成 30 年度に室内通水試験を行い、平成 31 年

度に実環境でのグラウト材-岩盤接触部から試料の採取・分析を行った。 
2 か年の成果の概要を表 2.5-2 に示す。 

 
表 2.5-2 室内試験と原位置分析結果の比較 

 室内通水試験 
（H30 年度） 

原位置からの試料採取・分析 
（H31 年度） 

実施内容 Ar パージした環境下でセメント供試体

と花崗岩の間に地下水を 60 日通水し、

供試体や通水部の変化を把握。 
 
 
 
 
 
 
  

プレグラウチング施工後 11 年経過した現

場で試料を採取し分析（試料採取場所の湧

水は無し）。 

 
 

試験結果 通水側側面にカルサイトの析出（黄色矢

印）や、セメント供試体中のポルトラン

ダイトの溶脱を確認。 

施工箇所によってグラウト材の変質状態が

異なること、花崗岩の変質が無いことを確

認。 
 
アルカリプルームによる岩盤への影響に関して、高アルカリ浸出水によって岩盤に変質が生じ

る予測解析の知見が出されている（例えば、武田ほか，2012）。これまでの知見ではイオン交換水

や蒸留水を使用した浸漬試験を行っているが、これまで 2 年間で実施した室内通水試験及び原位

置での試料採取・分析は、セメント材（グラウト材）と岩盤との接触による影響について、実際

の地下水の通水や地下環境において把握した。 
室内通水試験では、セメント供試体について地下水接触面近傍での炭酸化、またセメント供試

体と岩石供試体の両者について地下水接触面におけるカルサイトの析出が観察され、これを踏ま

えてグラウト材と岩盤との相互作用メカニズムの変遷に係る概念モデルを作成した。 
原位置で採取した試料の分析では、セメント材（グラウト材）の変質状態が施工箇所によって

異なっており、未水和のセメントクリンカが残存しかつ炭酸化が認められないケースと炭酸化が

認められるケースがあることが確認された。上述の通り、これは施工後のグラウト材と地下水の

通水状況の違いがあったことを示唆する。後者で観察されるカルサイトは、セメント材に含まれ

る Ca(OH)2の溶解により Ca2+が溶脱し、地下水中の HCO -
 3と反応して変質したと考えられる。

なお、現在の坑道は開放状態であり、地下水が岩盤から坑道側に流動している環境での状況であ

るが、坑道壁面の地下水中の pH はプレグラウチング施工直後を除いて大きな変動がみられてい

ない。 
類似例として、瑞浪超深地層研究所の深度 500 m 冠水坑道において地下水を満たして坑道周辺

の地質環境の変化を把握した再冠水試験において、地下水中に浸漬された坑道内の吹付コンクリ

ートの表面にカルサイトが生成されるとともに、その変質が坑道表面側に限られたことが確認さ

セメント供試体 

花崗岩 
通水部 

（右図黄色枠内拡大図） 
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れおり、カルサイトの生成反応として下記 2 式が示されている（林田ほか，2018）。 
 

Ca(OH)2 (s) → Ca2+(aq) + 2OH-(aq)              （2.5-1） 
Ca2+ + HCO3- → CaCO3 + H+                     （2.5-2） 

 
上記式から、OH-が余剰になることより pH の上昇が想定されるが（林田ほか, 2018）、図 2.5-

2 のように坑道壁面に湧出する地下水の pH は大きな変動が見られていない。 
カルサイト析出などについては、HCO -

 3濃度も関連するが、図 2.5-1 に示す孔壁に湧出してい

る A-SP-198 号孔及び 199 号孔のアルカリ度からの HCO -
 3換算濃度（福田ほか, 2019；渡辺ほか, 

2018；林田ほか, 2017；2016；大森ほか, 2014a；2014b；2013）の推移でみると、グラウチング

施工（2009 年）からの 2、3 年といった比較的初期の段階で変動が確認されている。また、プレ

グラウチング施工後 8 年後に採取したグラウト材と岩盤接触部の試料の薄片観察結果（日本原子

力研究開発機構，2017）と比較して、グラウト材やカルサイトの性状に大きな差が見られない。 
以上より、プレグラウチング施工後初期の段階でグラウト材のポルトランダイトの溶脱やカル

サイトへの変質の発生後は、その状態が維持されていると考えられた。なお、この状況は坑道が

開放されて地下水の流動勾配がある状態で、坑道掘削が深部に進んだ後、坑道維持が 5 年程度継

続したことに伴って浅部と深部の地下水が混合された条件での結果であることに留意する必要が

ある。 
今後は、これまでの知見を踏まえて、坑道閉鎖によって地下水の動水勾配が無くなった状態で、

セメント材の変質の有無が地下水や岩盤に対してどのような影響を及ぼすのか、解析によって把

握する必要がある。 
 
2.5.2 亀裂性岩盤を対象とした母岩中アルカリプルーム反応輸送挙動評価 
(1) 背景と目的 
コンクリート支保や TRU 廃棄物の充填材などに使用されるセメント系材料は、長期のうちに

地下水に溶出してアルカリプルームとなり、岩盤中を移動するとともに、化学反応によって岩石

中の固相及び液相（地下水及び岩石中の間隙水）の性状を変化させる可能性がある。これらの変

化は、天然バリア中の核種移行挙動に影響を及ぼし、その結果、母岩が有するバリア性能の長期

健全性を阻害する可能性がある。そのため、ニアフィールド環境の長期変遷を評価するための解

析技術の構築においては、アルカリプルームの移動と岩盤との化学反応によって生じる固相及び

液相の変化の連成現象を適切に扱うことが可能な反応輸送解析モデルの開発が求められている。

既往の検討（例えば、電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構, 2005）において、主として計

算負荷などの制約から用いられている均質な連続体を仮定した近似的なモデルは、特に、亀裂性

岩盤を対象とする場合には、アルカリプルームの影響に関する時間・空間スケールを概略的に把

握する上では有用なものの、以下の観点から、必ずしも実際の現象を的確に表現するものではな

いと考えられる。 
 

• 岩石の化学的変質による地下水流動の変化など（連成現象）の取り扱い：アルカリプルーム

と岩石の反応により、岩石中の鉱物の溶解及び二次鉱物の沈殿が生ずる可能性がある。二次

鉱物の沈殿が初生鉱物の溶解に対して卓越する場合では、岩盤中の亀裂や間隙の閉塞が、逆

に溶解が卓越する場合では、岩盤中の亀裂や間隙の開口によって地下水流動場や物質移動特

性が顕著に変化する可能性がある。これに対して、前出の近似的なモデルでは初期の水理や

物質移動特性などを固定しているため、このような連成現象を予測することができない。こ
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のことは、従来の検討結果がアルカリプルームの影響を的確に表現していない可能性がある

ことを示唆するものと考えられる。 
• 岩盤中の不均質性の取り扱い：天然バリア機能を期待する岩盤中には種々の透水性をもつ亀

裂が分布しており、近年の安全評価では、不均質かつ不連続な地下水流動場での核種移行を

想定したモデル（亀裂ネットワークモデルなど）が使用されている。セメント系材料に由来

するアルカリプルームについても、同様の地下水流動場を移動して地下水及び岩石と反応す

るものと考えられるが、その不均質性及び不連続性が考慮されていない近似モデルでは、核

種移行のクリティカルパスとなる透水性亀裂によって遠方まで移行する効果を考慮していな

いため、アルカリプルームの予想される影響範囲は廃棄体付近に留まるといった過小評価と

なる可能性が否定できない。 
 
上記に示した観点から、ニアフィールド岩盤における核種移行挙動などへのアルカリプルーム

の影響を評価する手法の構築に向けた研究アプローチを具体化していくには、処分坑道から放出

したアルカリが、どのような化学的／水理的な場の条件において亀裂ネットワークを広範囲にわ

たって移行していくかを把握することが重要と考えられる。 
これまで、「第 2 次取りまとめ」（核燃料サイクル開発機構, 1999b）のような、わが国の地質環

境における平均的な動水勾配や亀裂の開口幅を想定した場合、坑道のコンクリート支保などに由

来するアルカリプルームが処分坑道周辺の亀裂性岩盤における核種移行に及ぼす影響は、坑道近

傍数 m 程度の領域に留まり、核種移行評価の対象となる 100 m 下流までのニアフィールド岩盤

全域にわたって影響が及ぶことは想定されていなかった（日本原子力研究開発機構, 2015）。 
しかしながら、このことは、岩盤中の亀裂を表す一次元チャンネルと、その周辺の岩盤マトリ

クスから構成される二重空隙モデルによる解析結果に基づくものであり、二次元的な「面」であ

る亀裂が分布し、三次元のネットワーク上の移行経路が想定される現実の三次元の岩盤を対象に、

坑道近傍数 m 程度の領域にセメント影響が留まるとする、上記の想定が妥当であるかについては

確認されていなかった。 
そこで、平成 30 年度は、亀裂面の二次元的な広がりがアルカリプルームの反応輸送挙動に及

ぼす影響を把握することを目的として、岩盤中の単一亀裂を二次元平行平板でモデル化した準三

次元モデルを構築して、亀裂内部を流れる地下水とコンクリートとの反応輸送解析を行った。こ

のような解析モデルの概念図を図 2.5-9 に示す。その結果、亀裂内部での二次鉱物沈殿により閉

塞された領域を迂回する地下水流路が生じることで、セメント影響がより下流に及ぶ可能性があ

るなどの知見を得た。セメントによる影響がニアフィールド岩盤のより下流に及ぶ場合には、亀

裂の存在によって物質輸送特性が不均一に分布する流動場の影響と、岩石の溶解・二次鉱物沈殿

などによる地下水流動場の変化の影響を考慮したモデルで解析評価を行う必要が生じる可能性が

ある。このような解析検討を通じて、セメント影響の及ぶ範囲や程度を把握することは重要であ

る。 
平成 31 年度は、上記に示した平成 30 年度の試解析の結果などを参考にしつつ、処分孔の支保

工とそれに交差する単一の亀裂を対象とした反応輸送解析モデルを構築し、支保工からのアルカ

リの影響が処分孔近傍に留まるか否かの条件を把握することを目的とする感度解析を行った。ま

た、この結果の分析などを通じて、支保工やグラウトに由来するアルカリプルームがニアフィー

ルド岩盤に及ぼす影響を評価する手法の高度化に向けた研究アプローチを提示した。本項目では

この検討の成果を示す。 
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図 2.5-9 亀裂を二次元平行平板と仮定した準三次元モデルの概念 

（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター，2019） 
 

(2) 実施内容 
1) 支保工からのアルカリの影響の広がりの程度などを把握するための感度解析 
① 解析条件の設定とモデルの構築 
解析モデルの概要を図 2.5-10 に示す。処分坑道に設置されるコンクリート支保と、これに交差

する単一亀裂および岩盤マトリクスから成る体系を三次元円筒座標系でモデル化して、化学－物

質輸送と水理の連成解析を行った。解析コードとしては汎用解析コードである QPAC（Quintessa 
Ltd., 2013）を使用した。亀裂面内においては二次元の移流分散による物質移行をモデル化し、

岩盤マトリクスにおいては、拡散による三次元の物質移行をモデル化した。図 2.5-10 における亀

裂及び岩盤マトリクスの坑道支保からの距離 L を 10 m とし、この距離の範囲内で、種々の条件

におけるアルカリプルームの広がりの程度を把握するための感度解析を行うものとした。亀裂の

開口幅については、後述の表 2.5-3 に示す亀裂の透水量係数から、Snow の三乗則（Snow, 1965）
により求めた値を設定した。境界条件については、図の x 方向に一定の動水勾配が与えられるよ

うに、図 2.5-10 に示すモデルの外周を水頭固定境界条件とした。また、図 2.5-10 の外周の上流側

の弧 AC 上では、地下水組成が高 pH 降水系地下水（以下、「FRHP」という）の組成で一定、すなわち、

濃度固定境界となるように境界条件を設定した。また、下流側の弧 BC 上では、ゼロ濃度勾配境界となる

ように設定した。 
なお、岩盤とコンクリート支保の組成や二次鉱物の種類については既往の文献（日本原子力研

究開発機構, 2015）を参考に設定した。熱力学データーベースとしては JAEA-TDB（v1.07）を

使用した。 
  

亀裂面
（10×10セル）

岩盤（花崗岩を想定，10×3セル）

コンクリート
（10×2セル）

x
y

z
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図 2.5-10 感度解析に用いた三次元円筒座標系の反応輸送解析モデル 
 
コンクリート支保から岩盤側へアルカリ成分が供給され、それが岩盤中の亀裂を選択的流路と

して広域に移行する可能性を左右し得る因子を感度解析パラメータとして選定した。選定した感

度解析パラメータを表 2.5-3 に示す。表 2.5-3 に示したパラメータのうち、コンクリート支保及

び岩盤における二次鉱物の沈殿速度については、図 2.5-9 に示した、平成 30 年度と同様の準三次

元の平行平板モデルによる感度解析を予備的に行ったところ、二次鉱物の沈殿速度による影響は

認められなかった。そこで、ここでの解析では、表 2.5-3 に示すパラメータのうち、動水勾配と

透水量係数を対象とした。 
 

表 2.5-3 岩盤中のアルカリプルームの反応輸送解析で対象としたパラメータ 
感度解析パラ
メータ パラメータの値 パラメータ設定の考え方など 

コンクリート支
保及び岩盤にお
ける二次鉱物の
沈殿速度 

反応速度式※の 
1 倍、10-4倍 

沈殿速度が基準値（1 倍）であっても、カルサイトな
どの二次鉱物の沈殿が速やかに生じるほど十分速
く、瞬時平衡に近い状態と考えられるため、基準値
より小さい値のみを対象とする。 

動水勾配 0.001、0.01、0.1 第 2 次取りまとめ（核燃料サイクル機構，1999b）
の地下水シナリオの変動ケースの値を参考に設定。 

岩盤亀裂の透水
量係数（m2/s） 10-7、10-10 第 2 次取りまとめ（核燃料サイクル機構，1999b）

の地下水シナリオの変動ケースの値を参考に設定。 

※既往の検討（日本原子力研究開発機構，2016a）と同様とした。 
 

② 解析結果 

動水勾配が異なる場合について、処分坑道の下流側の亀裂における pH 分布と、処分坑道の下

流側の領域の代表点における pH の時間変化の例を表 2.5-4 と図 2.5-11 にそれぞれ示す。動水勾

配が低い 0.001 の場合では、コンクリート支保に由来するアルカリプルームが坑道の下流側に移

行する結果となり、処分後 10 年後では、坑道から 10 m 下流の地点でも pH は 10 程度であった。

その後、坑道の下流側の pH の値は時間とともに減少し、1,000 年後ではほぼ初期状態の FRHP
地下水の pH に回復した。このような傾向は、動水勾配が大きい 0.01 及び 0.1 のケースでは認め

られなかった。 
亀裂の透水量係数が異なる場合について、処分坑道の下流側の亀裂における pH 分布と、処分

x z
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坑道の下流側の領域の代表点における pH の時間変化を表 2.5-5 と図 2.5-12 にそれぞれ示す。透

水量係数が低い 10-10 m2/s の場合では、コンクリート支保に由来するアルカリプルームが坑道の

下流側に移行する結果となり、処分後 10 年後では初期状態とほぼ変わらないものの、その後、

pH は時間と共に上昇し、1,000 年後では坑道から 10 m 下流の地点でも pH は 11 程度であった。

この場合では、オーバーパックの核種閉じ込め機能が失われて人工バリアへの核種移行が開始す

る 1,000 年後以降においてアルカリが岩盤中の亀裂内部を移行することを示しており、核種移行

の場の状態の評価において、このような処分坑道の下流側へアルカリが広がることによる影響を

考慮することが必要となる可能性があると考えられた。 
上記に示したように、亀裂内の流量が低い場合の方が、アルカリが下流側へ移行し易い傾向が

認められた理由として、流量が小さいことによってアルカリ成分の希釈が妨げられたなどの可能

性が考えられる。 
 

表 2.5-4 岩盤中の亀裂内 pH 分布の動水勾配の違いによる影響（透水量係数：10-7 m2/s） 
動水勾配 10 年後 1000 年後 

 

0.1 

    

0.001 

    

 

 

図 2.5-11 下流側セルの亀裂での pH の変化（透水量係数：10-7 m2/s、動水勾配 0.001 の例） 
（点線枠内のセルのうち、①~⑤のセルの pH の変化を示す） 
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表 2.5-5 岩盤中の亀裂内 pH 分布の亀裂透水量係数の違いによる影響（動水勾配 0.01） 
透水量係数 10 年後 1000 年後 

 

10-10 m2/s 

    

10-7 m2/s 

    

 

 

図 2.5-12 下流側セルの亀裂での pH の変化（透水量係数：10-10 m2/s、動水勾配 0.01 の例） 
（点線枠内のセルのうち、①~⑤のセルの pH の変化を示す） 

 
岩盤の亀裂近傍のコンクリートセルにおける間隙率の変化の例を図 2.5-13 に示す。岩盤亀裂に

隣接するコンクリート支保では、動水勾配と透水量係数の異なるいずれのケースにおいても、二

次鉱物の沈殿によって、数百年以内で亀裂との境界での間隙率が下限値（1%）に達した。これに

よって、アルカリ成分の岩盤亀裂への移行が著しく抑制されると考えられた。 
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図 2.5-13 岩盤の亀裂近傍のコンクリートセルにおける間隙率の変化 
（動水勾配 0.01、透水量係数：10-10 m2/s の例） 

 

上記に示した亀裂内部の pH の分布の評価結果のうち、処分後 1,000 年後以降にアルカリが坑

道の下流側まで移行した、亀裂透水量係数が 10-10 m2/s のケースについて、亀裂内部の間隙率の

変化を解析した結果を表 2.5-6 に示す。1,000 年後においては、特に坑道の下流側において二次

鉱物の沈殿による間隙率の変化が確認され、坑道の下流側 10 m でも 5%程度の間隙率の減少が

認められた。このことは、坑道から 10 m ほど下流においても、アルカリと岩盤マトリクスが反

応して二次鉱物が沈殿することによる亀裂の開口幅の変化や、亀裂表面での変質や被膜の形成な

どが起こり、岩盤の物質輸送挙動が変化する可能性があることを示唆していると考えられる。 
 

表 2.5-6 岩盤中へのアルカリの移行による亀裂内部の間隙率の減少率 
（透水量係数：10-10 m2/s、動水勾配 0.01） 

10 年後 1000 年後 

 
  

 

以上より、本解析で対象とした感度解析パラメータの範囲では、処分後 10 年程度で、岩盤亀裂

に隣接するコンクリート支保の境界の間隙率が二次鉱物の沈殿によって著しく低下し、アルカリ

ソースの岩盤側への移行が抑制されると考えられた。しかしながら、支保と岩盤中の亀裂の境界

部では間隙が完全に閉塞されず、拡散による岩盤へのアルカリの移行が継続されることから、特

に、岩盤中の地下水の流量が小さい場合では、処分後 1,000 年以降においても、10 m 程度下流側

まで高い pH が維持される結果となった。このような結果となった理由として、岩盤中の地下水

の流量が小さいために、アルカリプルームが希釈されなかったことによる可能性が考えられる。

但し、上記で示したように、本解析では間隙率の下限値を 1%に設定しており、この設定値によっ
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て結果が左右される可能性がある。今後、このような材料間の境界部分での状態変化のプロセス

と、それに基づく境界部の変遷がアルカリプルームの岩盤中への移行に及ぼす影響を明らかにし

ていくと共に、この結果を踏まえて、上記で示した岩盤中へのアルカリの輸送のメカニズムの妥

当性を確認していくことが重要である。 
なお、本解析では、支保に由来するアルカリプルームを対象としたが、本節 2.5.1 項で示され

ているように、グラウトに由来するアルカリプルームを対象とする場合においても、グラウトと

岩盤の亀裂の境界部分でのカルサイトの密集層の形成が観察された事例（日本原子力研究開発機

構，2018）があり、コンクリート支保の場合と同様に、境界での二次鉱物の沈殿によって岩盤中

へのアルカリの移行が抑制される可能性があると考えられる。但し、グラウトの場合では、グラ

ウトが注入された領域の分布や注入された量に対する不確実性を評価においてどのように扱うか

など、コンクリート支保では考慮されていない課題への対処が今後必要となる可能性がある。 
 

2) アルカリプルームが岩盤に及ぼす影響の評価手法の高度化に向けた研究アプローチの提示 

2.5.2 項の(1)で示したように、支保などに由来するアルカリプルームと岩盤の化学反応によっ

て生じる固相及び液相の変化を把握するための既往の反応輸送解析モデルにおいては、アルカリ

との反応による岩石中の初生鉱物の溶解／二次鉱物の沈殿などがもたらす岩盤中の地下水流動場

における経路／流速の変化や、透水性の異なる亀裂が分布することによる岩盤の不均質性に対す

る、亀裂ネットワークモデルなどによる取り扱いなどが十分でなく、必ずしも実際に起こり得る

現象を表現できるものではない可能性がある。 
このような地下水流動場の変化を解析において表現するためには、反応輸送と水理の双方向の

連成解析が必要と考えられるが、前項 1)での解析結果は、必ずしも全ての条件において、亀裂ネ

ットワーク全域で双方向の連成解析が必要であることを示唆するものではなく、条件に応じて、

異なる連成のやり方を採用することが有効となる可能性があると考えられる。このような手法の

概念を図 2.5-14 に示す。 
図 2.5-14 の概念においては、アルカリプルームが岩盤へ移行することによってもたらされる核

種移行挙動への影響のメカニズムとして、①岩盤亀裂の水理・物質輸送特性の変化、②亀裂表面

の変質による岩石マトリクスへの物質輸送特性の変化、③地下水水質の変化の 3 つを想定し、こ

れらの異なるメカニズムが発現する空間スケールのそれぞれにおいて適用されるべき連成解析手

法を示した。①、②、③の順で、影響が及ぶ空間スケールが広がることとしたのは、地下水中に

溶出したセメントの成分の濃度が坑道に近いほど高いと考えられるためである。このような区分

で影響が異なるとする仮説を立てると、①の場合では、地下水流動モデルと反応輸送モデルとの

間で双方向の連成解析が必要となり、それにより求められる場の状態を反映して核種移行解析を

行うことが必要となる可能性がある。しかしながら、坑道のごく近傍では亀裂ネットワークをモ

デル化することが必要となる可能性は低く、1）で示したように坑道に交差する単一亀裂での解析

が有効である可能性が高い。また、③の場合では、ニアフィールド岩盤全域にアルカリ影響が及

ぶことから、亀裂ネットワークモデルでの反応輸送解析が必要と考えられるものの、岩盤マトリ

クスの間隙や亀裂内部の液相の組成のみが変化することから、地下水流動モデルにより求められ

た流速などの結果を反応輸送モデルの解析に反映するといった、一方通行の情報のやり取りで十

分であり、これらの双方向の連成解析は不要と考えられる。他方、②のように、①と③の中間の

空間スケールでは、アルカリと岩盤との反応によって液相と固相の双方の状態が変化することが

想定され、亀裂ネットワークモデルによる地下水流動解析と化学－物質輸送解析の双方向の連成

解析が必要となる可能性がある。 
 1）で示した解析結果からは、人工バリア及び岩盤中の核種移行が始まる 1,000 年後で、坑道の
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下流に 10 m ほど離れた領域においても、亀裂内部の pH の上昇と二次鉱物の沈殿による間隙率

の低下が認められた。既往の検討（核燃料サイクル開発機構, 1999b）では、ニアフィールド岩盤

における亀裂の頻度として 0.3 本/m 程度を想定しており、このような岩盤を想定する場合では、

亀裂ネットワークにおいて、液相の変化のみならず固相の状態が変化することも考えられ、図 2.5-
14 の C）で示したような空間スケールにおいては亀裂ネットワークでの地下水流動解析と化学-
物質輸送解析の双方向の連成が必要となる可能性を除外できないと考えられる。亀裂ネットワー

クにおける地下水流動モデルでは、複数の亀裂が交差する場合の地下水の希釈の効果や、複数の

処分坑道からのアルカリ成分の重畳によって濃度が増加する可能性などを考慮することが必要と

なることも考えられる。 

 
図 2.5-14 アルカリプルームの影響範囲に応じて異なる連成解析手法を適用する概念 

 
(3) 2 か年の成果と今後の課題 
亀裂性岩盤を対象とした母岩中アルカリプルームの反応輸送挙動評価においては、平成 30 年

度の試解析の結果などを参考にしつつ、処分孔の支保工とそれに交差する単一の亀裂を対象とし

た反応輸送解析モデルを構築し、支保工からのアルカリの影響が処分孔近傍に留まるか否かの条

件を把握することを目的とする感度解析を行った。また、この結果の分析などを通じて、支保工

やグラウトに由来するアルカリプルームがニアフィールド岩盤に及ぼす影響を評価する手法の高

度化に向けた研究アプローチを提示した。今後は、アルカリプルームが下流側まで広がる要因の

分析や、亀裂ネットワークモデルによる水理解析と化学-物質輸送解析との連成が必要となる条件

などの把握が課題である。 
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 流出現象を考慮した緩衝材の健全性評価 
 背景と目的 

(1) 概要 
緩衝材には、人工バリアとして複数の機能が期待されている。これらの機能は緩衝材の飽和後

に発揮されるものであり、緩衝材の長期にわたる性能の評価は、完全飽和、密度均一の緩衝材を

初期状態として行われている。施工時には、緩衝材の施工方法に応じてベントナイト系材料は適

切な含水率に調整される。例えば、竪置きブロック方式の場合、圧縮成形されるブロックは含水

率 10%前後で製作され、不飽和な状態で定置された緩衝材は、その後の地下水の浸潤過程を経て

飽和に至ることとなる。緩衝材は水の浸潤に伴い、膨潤圧の発生、透水性の変化などが起こるた

め、この飽和に至る迄の期間に最も状態が変化する。飽和に至る迄の緩衝材の状態の変化は、ブ

ロックの製造品質や施工品質の影響を受け、また、隙間などへの先行的な浸潤と膨潤・閉塞など、

不均質な浸潤環境の影響も受ける。このような再冠水期間に発生する緩衝材の初期の密度分布は、

飽和に至る過程で均質化することが期待されるが、局所的な膨潤による変形やそれに起因する不

均一な密度分布が、飽和後の緩衝材の密度分布に影響を与える可能性がある。既往の研究によれ

ば、密度の均質化は応力が釣り合ったところで定常となるため、緩衝材内に生じる密度の分布の

幅に応じて不均質な密度となることが示されている（原子力環境整備促進･資金管理センター, 
2018a など）。緩衝材に期待する長期的な性能の発揮には、緩衝材の飽和後の密度が所定の範囲内

にある必要がある。そのため、飽和過程において緩衝材の状態がどのように変遷するかを把握し、

飽和後に残存する緩衝材の密度分布を確からしく評価することが望まれる。飽和後の緩衝材の状

態は、長期の性能評価の初期状態となるため、これをより確からしいものとして与えることは性

能評価の不確実性の低減に繋がる。 

一方で、定置後の初期段階に緩衝材の密度に影響を与えるものとして、定置後の孔内への地下

水の流入（孔内湧水）に伴う緩衝材の流出の可能性が懸念されている。竪置きブロック方式にお

いて、緩衝材の流出が起こる期間として大きく 2 つの期間が想定される。最初の期間は緩衝材の

定置直後の上部の処分坑道の埋め戻しがなされるまでの期間であり、孔内湧水が処分孔上部（処

分坑道底盤）から排出される可能性のある期間である。次の期間は、処分坑道の埋め戻しが完了

し、その後に処分抗道内の水位が回復するまでの期間であり、この間に、周囲の地下水が処分孔

内の水みちを介して処分坑道へ流れる可能性のある期間である。坑道内外の動水勾配が十分に小

さくなる水位回復後には、地下水流動は極めて緩慢（拡散支配の場）となり、水みちを伴う緩衝

材の流出を引き起こすような坑内（孔内）への湧水は終息すると想定される。このため、緩衝材

定置から、埋め戻して水位が回復するまでの期間の地下の湧水環境の変化を踏まえた流出挙動の

把握が重要であり、緩衝材の機能に影響を与えるほどのベントナイトがこの期間に流出する可能

性があるかどうかを評価する必要がある。また、湧水量が多い地下環境でも緩衝材の流出を抑制

できる工学的な対策工法を準備しておくことで、多様な地下環境条件への適用性を高め、処分場

において湧水量の上限値を決めて処分孔の使用の可否を決める場合においても、掘削した処分孔

の利用効率を高めることができる。 
また、緩衝材の密度に影響する他の要因の１つとして、緩衝材の定置後、上部の処分坑道を埋

め戻すまでの期間における緩衝材の膨出挙動が危惧されている。緩衝材の膨出対策の１つとして、

緩衝材上面をキャップなどで拘束することが考えられており、緩衝材の膨潤に伴いキャップに作

用する荷重は 200 ton と見積もられている（核燃料サイクル開発機構, 1999a）。しかし、処分孔

上部の坑道を埋め戻すまでの期間において実際に緩衝材の膨出がどの程度生じ得るかを把握し、

それを抑制するための工学的な対策の適切性や実現性に関する実証的な研究には至っていない。 
以上の背景を踏まえて本事業では、緩衝材の健全性を保つための緩衝材の流出に関する工学的
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な対策を具体化するとともに、許容可能な緩衝材の流出量を考慮した飽和に至るまでの緩衝材の

状態変化（浸潤、膨潤などの緩衝材の特性の変化）を予測評価するための解析手法の構築を目指

す。併せて、工学的対策を施す緩衝材施工の際に同時に問題となる膨出挙動の把握に資するデー

タを試験により取得する。 
 
(2) 研究のアプローチ 
1)  基本的な考え方 

上述したように、本事業では再冠水に至るまでの場の擾乱期を経た後の緩衝材の状態（密度分

布）を確からしく予測評価するための技術を整備することが最終目標である（図 2.6-1 に再冠水

に至る迄の緩衝材の状態変化の概念を示す）。併せて、緩衝材の流出及び膨出を抑制するための実

現可能な工学的対策を具体化することである。 
 

 
図 2.6-1 本事業の検討対象とする期間 
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応、廃棄体からの熱の影響の考慮など、必要な機能を段階的に開発・高度化する。竪置きブ

ロック方式を対象とした緩衝材の流出や膨出については、それらの挙動を精緻にモデル化す

るのではなく、まずは、上記の工学的対策の導入の結果として想定される初期の流出量など

を既知の条件として考慮できるようにすることから始める。最終的には、PEM 内の緩衝材

ならびに PEM 周囲の隙間充填材や処分坑道などの埋め戻し材などの粘土系材料を含む構成

要素への適用を目指す。 
○本事業で扱う再冠水に至る迄の期間を対象とした緩衝材の流出、浸潤、膨潤といった挙動で

は、THMC（熱・水・応力・化学）の全てが関連する。本事業で開発を進める上記の 2 項目

では、まずは、水・応力の考慮、その後に熱の考慮と段階的に進める。化学については、他

の研究開発の取組の進展にも留意しつつ、影響の程度を見極めて反映方法の検討を進める。 
 

2)  検討対象期間に想定される緩衝材およびニアフィールドの状態変化 
再冠水後の緩衝材の状態（密度分布）を示すことを目的とした本事業の検討対象期間は、処分

坑道内が飽和に至るまでの期間である。同期間には、坑道掘削から操業・閉鎖に至る迄の坑内湧

水の排水に伴い、当初のベースラインから特に水理環境に大きな擾乱が想定される。このような

水理場の擾乱の中で、緩衝材を取り巻く水理場の変化を表 2.6-1 のように想定する。 
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表 2.6-1 想定される現実的な坑道周辺の地下水の流れ（岩盤の基質部） 

定置前 

 

定置後 

 

埋め戻し後 

 

再冠水後 

 

 

  

• 緩衝材、埋め戻し材ともに飽和する。
• 動水勾配（圧力差）に起因する地下水の流れは、ほぼなくなる。

横断図縦断図

不飽和領域

• 周辺岩盤は、時間経過に伴って圧力は徐々に平衡状態に近づき、
地下水の流れが緩慢になる。

• 坑道周辺は、処分抗道の埋め戻し材、処分孔内の緩衝材の不飽和
領域に地下水が浸潤する。

横断図縦断図

飽和 飽和 
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【表 2.6-1 の解説】 
○緩衝材の定置前 

処分坑道や処分孔に向かう地下水流動場が形成される。開放坑道内への湧水の排水処理に

伴い、緩衝材定置前の処分孔内の水位は処分坑道の底盤付近で維持されると想定される。一

方、廃棄体と緩衝材の定置時には処分孔内の湧水を一旦排水する必要があることから、処分

孔内の水位は表 2.6-1 の横断図に示されるように処分孔の底盤付近で維持されることとなる。 
○廃棄体と緩衝材の定置後 

処分坑道は引き続き開放中であり、湧水の排水処理が継続されれば、処分坑道に向かう地

下水流動場が形成され、処分孔及び処分孔周辺の水位が回復することとなる。この時に岩盤

と緩衝材間の隙間を流れる地下水により、緩衝材が膨潤することにより緩衝材表面付近の密

度が低下し、緩衝材の流出現象が発生することが懸念される。特に処分坑道の切羽面などの

施設外縁部においては、周囲の水圧が高いため湧水量も多くなり、緩衝材の流出が生じやす

いと考えられる。 
○処分坑道埋め戻し後 

周辺岩盤では時間経過に伴って圧力は徐々に初期のベースラインに近づき、地下水の流れ

が緩慢となる。一方、緩衝材及び埋め戻し材の不飽和領域の周囲では、水圧差による浸透、

不飽和土による毛管現象、不飽和領域に侵入した空気の地下水への溶解などの複合的な要因

により地下水の流れが形成される。従って、流速などの条件によっては、処分坑道の埋め戻

し後も引き続き緩衝材が流出する可能性がある。 
○再冠水後 

緩衝材、埋め戻し材ともに飽和した再冠水後では、動水勾配（圧力差）に起因する地下水

の流れはほぼなくなることから、緩衝材の流出もほとんど生じないと考えられる。 
 
以上のような再冠水に至るまでに想定される坑道周辺の地下水の流れを踏まえれば、緩衝材の

流出挙動の観点から、次の 2 つの期間に留意が必要となる。 
期間①：緩衝材定置～処分坑道埋め戻し前までの期間 
期間②：処分坑道埋め戻し後～処分坑道内が飽和するまでの期間 

特に期間②では、水頭が回復しつつある周辺岩盤と処分孔を含む坑内との間の圧力差が生じるこ

とが想定され、処分坑道に裏面排水などが施され、緩衝材に高透水部が残存している場合には、

処分孔を介した坑内への地下水流入が支配的となり、緩衝材の流出が継続する可能性がある。 
本事業では、まずは期間①を対象として、緩衝材の流出挙動とその影響範囲の把握ならびに流

出抑制対策の効果を把握するための試験と考察を先行させる。その後、期間②を念頭に置いた試

験や考察に取り組み、これらの現象論的知見から、期間①及び②をとおしての緩衝材の流出量の

定量化（見積もり）を試みる。このような定量的な緩衝材の流出量に係る知見は、飽和過程にお

ける緩衝材の密度分布に関する予測評価（解析的手法）の初期条件として反映させる。 
 
3)  個別研究課題の進め方 
①緩衝材の流出を抑制するための工学的対策の具体化 

処分孔竪置きブロック方式の場合、原位置での施工性を考慮して、緩衝材ブロックと処分孔（孔

壁）との間には隙間（ギャップ）が設けられる。ギャップを介して孔内湧水が緩衝材に浸潤する

ことで、緩衝材が膨潤して自己シール機能が発揮されるが、既往の研究から、この間に界面を流

れる坑内湧水の移流に伴い、上部から緩衝材が流出する可能性が示唆されている（SKB, 2006; 
Posiva, 2013; 原子力環境整備促進･資金管理センター, 2018a など）。このような状況における
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工学的な流出抑制対策として、以下のようなものが考えられる。 
〇孔内湧水の制御 
・処分坑道埋め戻しまでの遮水シートの設置（原子力発電環境整備機構, 2018） 
・処分孔周辺のグラウト施工（原子力発電環境整備機構, 2018） 
・処分坑道埋め戻しまでの処分孔内の強制排水 
・水抜きボーリングの設置 

〇上蓋の設置 
〇隙間処理（ベントナイトペレットやケイ砂、現地発生土などの充填） 
本事業では、これらの工学的対策オプションのうち、後述する理由から、「ケイ砂による隙間処

理」を先行検討対象として抽出し、室内試験や原位置試験によりその工学的対策の効果を確認し

ていく。なお、本オプションが、長期の性能評価や安全評価の観点で、期待される機能を満たさ

ない場合には更なる工学的対策を検討する。先行検討対象としての本オプションの選定は、設計

および性能評価・安全評価間での反復的開発プロセスにおける最初のステップである。 
【ケイ砂による隙間処理を先行検討対象として抽出する背景・理由】 
○ベントナイトペレットによる隙間充填は、一定の流出抑制効果が確認されている（原子力環

境整備促進･資金管理センター, 2018a）。しかし、ベントナイトペレットは、水と接触すると

すぐに膨潤してしまい、岩盤とブロックの間を均一に充填することが難しいことから施工性

（充填性）が悪く、施工品質の保証の観点で、一定の品質を保つためには、原位置における

ベントナイトペレットの充填方法の検討が必要となる。 
○ケイ砂による充填は、施工性（充填性）が良く、また、当初の隙間領域を減らし（緩衝材が

膨潤して界面の密度が低くなる領域を減らす）、地下水と緩衝材界面での接触面積を減らす

ことにより、流出量を抑制する効果が期待でき、更に次のような効果も期待できる。 
・不均質な処分孔壁からの湧水を、ケイ砂領域を介して緩衝材界面へ接触させることにより、

浸潤が内部に向かって均一に進む環境となり、解析的に取り扱う場合に単純化することが

できる。 
・上記の結果、処分場内における多様な孔内湧水環境に依存せずに緩衝材の浸潤、膨潤が進

行させることができることから、膨潤後の緩衝材の品質保証の観点からも有利である。 
・更に、再冠水プロセスの解析的手法の境界条件を、多様な湧水環境に依存せずに設定でき

るため、モデル開発の境界条件問題を簡素化できる。 
・孔内湧水がケイ砂充填部（緩衝材外側）を意図的に流すため、緩衝材の流出抑制に加え、

孔内湧水量の多い処分孔への適用性が高められる。 
・他方、ケイ砂充填部の高透水性に伴う長期的な性能や安全性への影響については、今後も

議論が必要である（長期の安全評価では、ケイ砂充填部分を EDZ（掘削損傷領域：

Excavation Damaged Zone）の一部と扱うことができると考える）。 
 
②緩衝材の飽和プロセスを対象とした解析的手法の構築 

緩衝材の再冠水後の状態を把握するための実処分環境を模擬した実規模試験では、緩衝材の飽

和までに数十年の期間を要すると想定され、多様な環境条件を念頭に置いた現象論的な実験デー

タを拡充することは現実的ではない。そのため、多様な環境条件に適用可能な解析的な予測評価

手法の整備が望まれる。 
本事業においては、緩衝材の特性を考慮して、土骨格の変形と間隙水圧の流れを連成して解く

土／水連成有限要素解析手法を用い、解析コードとして DACSAR を使用する。DACSAR は、解

析対象となる材料の構成モデルの高度化・充実化、多物理現象の考慮、ならびに、数値解析手法
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の高度化など、様々な形で更新されている。ここでは、不飽和状態にあるベントナイト緩衝材の

力学特性を表現するためのアップデートを施したものを用いる。この解析コードは緩衝材の飽和・

不飽和を問わず、力学的な緩衝材の評価に用いられている実績があり、緩衝材の長期挙動につい

ても解析手法の検討が行われている。そのため、再冠水プロセスの評価手法として DACSAR を

適用し、手法を構築することにより、将来的には再冠水から長期までを連続的に解析評価できる

と考えられる。 
これまでに原子力環境整備促進･資金管理センターは、浸潤速度や残留密度差のモデル化のた

めの試験を行ってきた（原子力環境整備促進･資金管理センター, 2018a）。これらの検討は、緩衝

材の浸潤、膨潤挙動を理想的な形で試験し、モデル化したものであり、DACSAR によって再現解

析を行い、手法の構築を行ってきた。一方で緩衝材流出は、不均一な緩衝材の状態をもたらし、

再冠水後の緩衝材の状態に大きく影響すると考えられる。そのため、現実的な飽和後の緩衝材の

状態を評価するためには、緩衝材流出を考慮した解析手法が必要となる。緩衝材流出に関するモ

デル化については、剥離モデルと膨潤モデルを連成させた解析例（POSIVA, 2013）があるが、国

内産ベントナイトに関しての研究例はなく、流出現象が湧水環境に大きく影響を受けると考えら

れるため、堆積岩も視野に入れた地下環境でのモデル化のためには、多くのパラメータを考慮す

る必要があり、容易ではないのが現状である。本事業では、緩衝材流出現象のモデル化について

は踏み込まず、試験によって把握した定量的データから予測される量の緩衝材が失われたと見做

し、流出後の緩衝材の状態を初期条件とすることを方針とする。再冠水時の挙動評価としては、

緩衝材流出にも影響し飽和後の密度分布を示すために必要な隙間の充填挙動に関する解析手法に

先行して取り組むこととする。 
緩衝材の不飽和から飽和に至る解析のためには、膨潤挙動と浸潤挙動が同時に起こるため、幾

何学的な形状が応力の配分などに影響するため、サイズの小さいモデルからの外挿によって一気

に実規模の飽和後の状態予測することはできないと考えられる。そのため、本検討においては検

証データの取得も含め、段階的に検討を進めていくこととする。 
また、再冠水プロセスが数十年から数百年の期間にわたって継続する挙動であることにより、

実データとして検証データを得ることは不可能であり、解析的手法の妥当性の検証をするための

ツールが必要である。本事業では、妥当性を示す検証ツールとして、及び再冠水後の緩衝材の状

態に関する予測評価技術として、遠心模型試験技術の適用性を確認する。確認のための検証デー

タの 1 つとして既往の長期室内試験の結果（緩衝材への地下水の湿潤挙動）を選定し、模型縮尺

や加速度をパラメータとした遠心模型試験を実施し、比較検討をとおして遠心模型試験技術の妥

当性を確認する。 
 
(3) 本事業における成果目標と実施概要 
前述した 2 つの個別課題（①緩衝材の流出を抑制するための工学的対策の具体化、②緩衝材の

再冠水プロセスを対象とした解析的手法の開発整備）について、2 か年計画である本事業として

の成果目標と実施概要（図 2.6-2）を以下に整理する。 
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図 2.6-2 本事業における各実施内容の関係 
 
1) 緩衝材の流出を抑制するための工学的対策の具体化 

前述したように、処分孔竪置きブロック方式の処分概念を対象とした「ケイ砂による隙間処理」

を先行検討対象として、その効果を確認し、実現性のある工学的対策オプションの 1 つとしての

見通しを示すことを 2 か年の目標とする。 
目標達成に向けて、次の 2 種の試験を組み合わせて（相互補完して）、より定量的な知見を拡充

しつつ、緩衝材の流出対策効果を確認する（図 2.6-2 の左側を参照）。 
①地下坑道における流出試験（以下「原位置試験」という） 
②現象理解のための室内試験（以下「室内試験」という） 

これらの試験では、実際の処分場の環境状態の変遷を考慮した試験条件のもとで、次の２つの状

態（条件）の試験を行い、緩衝材流出の有無や密度の不均一性の程度を把握し、緩衝材への影響

範囲の定量化を行う。 
・条件１：工学的対策を施さない隙間がある状態 
・条件２：工学的対策としてケイ砂の隙間充填を施した状態 

平成 31 年度までの室内試験は原位置試験の予備試験として、試験に用いるケイ砂の選定のた

めの試験と試験装置の形状の影響などを把握するための試験を行う。原位置試験では、試験孔の

水理環境計測などによって試験環境を把握するとともに、定量値としての精度に限界があるもの

の、流出試験後の密度分布や流出したベントナイト量について、より定量的なデータを取得する。

得られたデータは、今後、解析手法の構築に反映される。 
これら 2 種の試験結果を踏まえ、隙間に起因する緩衝材の密度変化の範囲や程度の把握や岩盤

との隙間にケイ砂を充填した場合の工学的対策の効果について確認する。 
 
2) 緩衝材の飽和プロセスを対象とした解析手法の構築 

解析手法の開発・整備の第 1 段階として、緩衝材の浸潤・膨潤プロセスに伴う隙間充填挙動に

着目し、小型供試体サイズを対象として力学解析によって飽和後の密度分布を示す手法を構築す

ることを 2 か年の目標とする。加えて、解析的手法の検証ツールなどとしての遠心模型試験技術

解析ソフト： DACSAR （水-力学解析）を使用

１．シンプルな境界条件での解析
◆供試体サイズでの隙間膨潤・膨潤過程の解

⇒室内試験結果で妥当性・確からしさを検証

２．複雑な境界条件での解析
◆実規模スケール 二次元（三次元）

３．更なる高度化
◆水-力学解析と熱などとの
連成解析の必要性を検討

飽和後の緩衝材の密度分布

①解析評価
浸潤挙動の加速試
験としての遠心模型試
験の適用性の確認

解析結果の検証ツー
ルとしての適用性

②遠心模型試験

（１）流出を抑制する工学的対策
の具体化

（２）緩衝材の飽和プロセスを対象とした
解析手法の構築

緩衝材定置後～緩衝材飽和まで「緩衝材の定置～坑道埋め戻し」まで
（期間１）

工学的対策効果の検証

工学的対策として隙間へのケイ砂充填を選択

原位置試験の予備
試験

定量的なデータ取得

①室内試験
原位置の複雑環境に

おける流出現象の把握

②原位置試験

・緩衝材流出量
・密度分布

工学的対策効果を踏まえた

定量値の反映
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の適用性を確認するために、緩衝材への水の浸潤挙動を対象として加速しない条件での試験結果

との比較により、妥当性を確認する。 
具体的には、図 2.6-2（右側）に示した以下の取組を進め、解析手法の構築と検証方法に関する

検討を進める。 
①流出現象を考慮した飽和後の緩衝材の状態を評価する解析手法の構築（以下「解析評価」

という） 
②遠心模型試験の緩衝材再冠水挙動評価のための検証ツールとしての適用性の検討（以下

「遠心模型試験」という） 
解析評価では、実スケールを対象とした解析に先立ち、比較的単純な境界条件下で生じる現象

として、室内試験（流出試験）と同等の小型供試体サイズを対象とした解析を行い、緩衝材の膨

潤挙動に関する理解を深め、実スケールでの応答を予測するための根拠とする。 
遠心模型試験では、緩衝材中の水の浸潤距離と経過時間（実換算時間で数十年程度）の関係を

取得し、その結果と既往の室内試験結果（浸潤フロントに関する 8 年程度の期間にわたる試験結

果，原子力環境整備促進･資金管理センター, 2018a）とを比較することにより、緩衝材中の水の

浸潤挙動を対象とした加速試験としての遠心模型試験の適用性を評価する。これを基に、遠心模

型試験の適用範囲・妥当性を精査し、遠心模型試験が、解析的手法の検証ツールあるいは数百年

オーダーの処分環境の予測評価ツールとしての適用性を確認する。 
 
2.6.2 実施内容 
(1) 流出を抑制する工学的対策の具体化 
1)  小型試験によるケイ砂の充填効果の確認試験 

平成 30 年度に、工学的対策の一つとして「ケイ砂による隙間充填」を選定し、短期的（7 日間）

な室内試験によって流出抑制の効果を伺うことができた。 
平成 31 年度の室内試験では、引き続き「ケイ砂による隙間充填」を対象として、数か月程度の

期間を対象に、隙間に充填するケイ砂の粒径をパラメータとして、緩衝材の流出に及ぼす影響を

より定量的に把握した。これらの試験で得られる結果は、後述の原位置試験の条件に反映するこ

とも目的の一つである。また、ケイ砂の充填により一様な浸潤環境を人工的に作ることができる

可能性があり、このことは浸潤過程を単純化することにつながる。本検討では浸潤過程の単純化

に対する効果についても確認することを目的とし、試験後の密度なども測定する。 
 
 試験方法 

試験で使用する供試体の材料は、多くの試験でレファレンスケースとして用いられている、Na
型ベントナイト（クニゲル V1）にケイ砂 3 号とケイ砂 5 号を乾燥質量比 7：1.5：1.5 で混合した

ものとする。ケイ砂の粒径分布を、図 2.6-3 に示す。また、試験セル－供試体間の隙間を考慮し

た上で作製する供試体の乾燥密度は、充填物の有無にかかわらず、セルの体積を基に膨潤後の平

均乾燥密度が 1.60 Mg/m3程度となるように設定した。供試体は直径 100 mm、高さ 50 mm の円

筒形であり、セルの直径は 110 mm、高さ 50 mm である。これらの形状を考慮した供試体の初

期乾燥密度は 1.94 Mg/m3である。初期含水比は 10%程度とした。 
使用する溶液は、原位置試験（幌延 URL の地下での試験）との整合性に留意して、原位置の

地下水組成を模擬した溶液とした。模擬幌延地下水の組成は既往の分析結果（日本原子力研究開

発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）を基に設定した（表 2.6-2）。 
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図 2.6-3 3 号、5 号ケイ砂の粒度分布 

 
 

表 2.6-2 地下水の組成（実地下水及び模擬） 

項目 幌延地下水 ※ 幌延模擬地下水 

pH - 7.9 7.8 
ナトリウムイオン mg/L 2,842 2,890 
カリウムイオン mg/L 125 63.6 

カルシウムイオン mg/L 53.8 26.8 
マグネシウムイオン mg/L 47.2 56.2 

塩化物イオン mg/L 3,464 3,420 
炭酸水素イオン mg/L 2,100 2,090 

ホウ素 mg/L 69.9 71.4 
※：幌延 URL の試験孔 2 にて採水（位置については、後述の図 2.6-11 参照） 

 
流出物質の測定は、既往の吸光光度計を用いてベントナイトの濁度を測定する方法（原子力環

境整備促進･資金管理センター, 2018a）を用いた。測定にあたっては、一定期間の流出物質を含

む排水を溜め置いた上で十分に攪拌した溶液を 200 mL 程度採水し、吸光度を計測することで溶

液中のベントナイト濃度を計測し、その期間の流出量を算出する。吸光度とベントナイト濃度の

関係は、検量線として事前に取得した。図 2.6-4 に検量線を示す。 
試験には、図 2.6-5 に示す小型セル試験装置を用いた。アクリル製セルと供試体の間には 5 mm

の隙間がある。送水条件は、原位置試験における平均流速（約 0.857 cm/min）をもとに、隙間の

体積を考慮して、14 mL/min とした。測定項目は、隙間充填したケイ砂のかさ密度、試験中の送

水量、送水圧、緩衝材流出量、および試験前後の緩衝材の乾燥密度と飽和度である。 
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図 2.6-4 吸光度と流出物含有量の関係 

 

 
a) 試験装置の概念図 

 
b) 試験装置の側面写真 

図 2.6-5 小型セル試験装置 
 
実施した試験ケースを表 2.6-3 に示す。ケイ砂充填の数か月間の工学的対策効果を確認し、隙

間に充填するケイ砂の粒径の違いによる緩衝材流出量の違いを把握するために、隙間に充填する

ケイ砂を、3 号のみ、3＋5 号（乾燥質量比 1：1）、5 号のみ及び隙間ありの 4 種とし、試験ケー

スを設定した。試験体の諸元を表 2.6-4 に示す。試験体に関する形状、含水比などは作成時の実

際の値であり、ケイ砂充填部の諸元については、充填部体積はベントナイト試験体の形状から算

出、乾燥密度は充填時に使用したケイ砂の重量から算出した。バラつきがあることが認められる

が、作成時にはこうしたバラつきは制御できず、今回の作成状況は許容される誤差であると考え

る。 
 

表 2.6-3 小型セル試験装置を用いた試験ケース 
試験 
ケース 境界条件 試験セル－供試体間

の隙間充填材 送水条件 送水液種 試験期間 

1 

体積拘束 

隙間あり 

地下での流速を

基に設定 
（14 mL/min） 

模擬幌延 
地下水 2 か月程度 

2 ケイ砂 3 号のみ 

3 ケイ砂 3 号＋5 号の

混合材 

4 ケイ砂 5 号のみ 
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)
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(流出物含有量)=4851.1*(吸光度)

供試体
Φ100mm、高さ50mm

100

タイロッド M10 6本

排水溝 幅5mm、深さ15mm

試料容器 アクリル

内径110mm t=20mm

底板 アクリル

底部ポーラスストーン t=5mm

20
.0

190.0

50

給水

排水
試料回収 排水孔 内径20mm程度

排水キャップ アクリル

上板 アクリル

排水孔 φ6mm

円周上にピッチ30°程度で

110
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表 2.6-4 小型流出試験の試験体諸元 
部
位 

物性形状 単位 ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 

ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
供
試
体 

 

土粒子密度 (Mg/m3) 2.707 

状態  初期 膨潤時 初期 膨潤時 初期 膨潤時 初期 膨潤時 

設計乾燥密度 (Mg/m3) 1.936  1.600  1.936  1.600  1.936  1.600  1.936  1.600  

直径 (cm) 10.005  11.000  10.005  11.000  10.007  11.000  10.006  11.000  

高さ (cm) 4.956  5.000  4.960  5.000  4.984  5.000  4.846  5.000  

体積 (cm3) 389.593  475.166  389.888  475.166  391.951  475.166  381.003  475.166  

含水比 (%) 9.97  --- 10.93  --- 11.05  --- 9.94  --- 

乾燥密度 (Mg/m3) 1.945  1.595  1.945  1.596  1.940  1.601  1.984  1.591  

間隙比 (---) 0.392  0.697  0.391  0.696  0.395  0.691  0.364  0.701  

飽和度 (%) 68.89  --- 75.58  --- 75.75  --- 73.86  --- 

隙
間
充
填
部 

材料 充填物ナシ 3 号ケイ砂 5 号ケイ砂 3 号+5 号 

土粒子密度 (Mg/m3) --- 2.639  2.647  2.647 

充填部体積 (cm3) --- --- 110.395  --- 108.332  --- 119.280  --- 

含水比 (%) --- --- 0.00  --- 0.00  --- 0.00  --- 

乾燥密度 (Mg/m3) --- --- 1.447  --- 1.622  --- 1.531  --- 

間隙比 (---) --- --- 0.824  --- 0.632  --- 0.729  --- 

飽和度 (%) --- --- 0.00  --- 0.00  --- 0.00  --- 

 
 

 結果と考察 

 ケイ砂充填の効果と粒径の影響 
 図 2.6-6 に各ケースの試験中の側方からの写真と上面からの写真を示す。ケース 1 の隙間に何

も充填していないケースでは水みちの形成が観察された。隙間にケイ砂を充填したケースでは、

ケイ砂がほぼ均一に充填されており、試験中に水みちの発生やケイ砂の流動などの変化は見られ

なかった。上面は、隙間未充填のケース 1 では、水の浸潤による濡れが全面に見られたが、隙間

にケイ砂を充填したケースでは濡れていない箇所も見られる。ケイ砂充填ケースでは、試験体の

周辺部の密度が低減せずに止水性が高かったことが推察される、 
図 2.6-7 に試験中の送水量と送水圧の経時変化を示す。 a) に示したケース 1（未充填の場合）

の送水圧は送水開始直後から時間経過に伴って増加した。供試体とアクリル製セルの間の隙間が

膨潤によって減少し、それに伴って送水圧が増加したと考えられる。送水圧が増減を繰り返して

いるのは、形成された水みちに沿って緩衝材が膨潤して水みちが閉塞しその後水圧によって破過

することを繰り返した、あるいは緩衝材に含まれるケイ砂が水みちや排水経路を一時的に閉塞、

破過したためと考えられる。b) には、3 号ケイ砂を隙間に充填したケース 2 の送水量と送水圧の

経時変化を示す。送水圧は 10 kPa 程度でほぼ一定であった。このケースでは、供試体とセルと

の間の隙間が充填した 3 号ケイ砂の間隙が保持されており、膨潤による流路の閉塞などの現象が
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発生しなかったことを意味していると考えられる。c)、d)に示したケース 3、4 でも同様に、送水

圧は低いまま推移し、ケース 1 で見られたような送水圧の上昇及び破過によると考えられる上下

動は見られなかった。ケイ砂充填層があることにより、水の流動が定常的になり、常に一定速度

で供給された水が流れていることがこの結果から読み取れる。このことは、浸潤が一定の条件で

進むことを意味し、解析評価のためのモデルを単純化することにつながる。 
 

 
図 2.6-6 ケイ砂未充填と充填した試験の状況 
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a) 隙間未充填の場合 b) ケイ砂充填の場合（3 号） 

  
c) ケイ砂充填の場合（5 号） d) ケイ砂充填の場合（3 号＋5 号） 

図 2.6-7 送水量と送水圧の経時変化 
 
図 2.6-8 には、ケース 1 から 4 までの試験で得られた総送水量と緩衝材流出量の関係を示す。

隙間にケイ砂を充填しないケースに比べ、ケイ砂を充填した 3 つのケースは明らかに流出量が少

なかった。試験終了時の流出量の割合は、試験開始時の供試体乾燥重量が 761 g であったのに対

し、隙間未充填の場合に 2.4 %（流出量≒18 g）、ケイ砂 3 号充填の場合には、0.3%（流出量≒2 
g）であった。この結果は、平成 30 年度に 7 日間の試験によって確認されたケイ砂充填による流

出抑制の効果が数か月の期間においても継続することを示している。このことにより、2 か月以

上の間はケイ砂充填による効果は継続することが確認された。 
また、ケイ砂を充填した 3 つケース間では流出量にほとんど差がなく、今回試験に用いたケイ

砂の粒径の違いでは結果に影響がないという結果であった。ケイ砂の間隙比は、表 2.6-4 に示し

たように、ケース 2、3、4 でそれぞれ 0.824、0.632、0.729 であったが、この範囲ではケイ砂の

流出抑制の効果に差がないと認められる。実際に使用する可能性のあるケイ砂の粒径（号数）に

よる影響がほとんど見られなかったため、隙間への充填の際に粒径が粗い砂の方が落下させ易い

などの取り扱いの容易性を考えて、原位置での試験には 3 号ケイ砂を用いることとした。 
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図 2.6-8 ケイ砂の粒径を変えた場合の緩衝材流出量と送水量の関係 

 
 

 試験後の解体試料の分析 
図 2.6-9 には、3 号ケイ砂を充填したケースの供試体の解体時の状況を示す。ケイ砂を充填し

たケースは、全周が均等に浸潤しており、充填による一様な浸潤環境を人工的に作ることが確認

できた。図 2.6-10 に試験後の乾燥密度分布を示す。隙間未充填のケースは膨潤によって全体的に

密度が低下しており、水みちが形成された箇所では特に密度が低くなっていた。それに対し、ケ

イ砂を充填したケースは、供試体の乾燥密度の低下が少なく、密度分布の幅も狭くなっていた。

ケイ砂を充填することによって、体積がある程度拘束されたため、供試体の膨潤による乾燥密度

の低下が抑制されるとともに、水みちを伴う流出現象は生じずに流出量が少なくなったと推察さ

れ、その効果により密度の減少が抑えられ、密度の均一性が保たれた結果が得られている。 
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図 2.6-9 供試体解体時の状況（3 号ケイ砂充填ケース） 

 

 
図 2.6-10 試験後の乾燥密度分布 

  

 

解体前の上面 

 

水みち確認→見られず 

 

上蓋除去 

 

給水側 

 

供試体断面 

 

密度分布計測 
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2)  原位置試験 
原位置試験では、2.6.1 3)で述べたように、処分孔竪置きブロック方式の処分概念に対し、「ケ

イ砂による隙間処理」を検討対象として、緩衝材の流出抑制効果を確認し、実現性のある工学的

対策オプションの 1 つになり得る見通しを示すことを目標とした。 
上記の目標達成に向け、原位置試験は、図 2.6-11 に示した幌延 URL 地下 350 m 試験坑道 5 内

に設置した試験孔 2 を使用し、自然湧水環境において、以下の 2 つの状態（条件）の流出試験を

行い、緩衝材の流出量、試験後の緩衝材の密度計測などを行い、隙間処理（ケイ砂充填）による

工学的対策の効果を確認した。 
・ケース 1：試験孔内への緩衝材の定置後、緩衝材外周と孔壁との間に隙間がある状態 
・ケース 2：試験孔内への緩衝材の定置後、工学的対策として、ケイ砂による隙間充填を施し

た状態 
 

 

 

 
試験孔 2 の状況（試験開始前） 

 
周回坑道から試験坑道 5 切羽方向を撮影 

図 2.6-11 幌延 URL 地下 350 m における試験の実施場所 
 
 
①試験方法 

 緩衝材ブロックの製作 
原位置試験で使用する緩衝材ブロックを静的な圧縮による方法で製作した（表 2.6-5）。 
緩衝材ブロックの製造時の乾燥密度は、緩衝材と孔壁との隙間（20 mm）に対し緩衝材が湧水

の浸潤により膨潤した場合に 1.60 Mg/m3となるように、1.92 Mg/m3と設定した。 
  

N

試験孔1 試験孔2 試験孔3

E

試験坑道5 平面図

試験坑道5 縦断図

試験孔1 試験孔3試験孔 2 
コンクリートピット 
天端 

コンクリートピット天端 

試験孔天端 

路盤コンクリート面 

試験孔天端 

原位置試験 対象孔 
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表 2.6-5 緩衝材ブロック仕様 

原材料及び 

配合 

Na型ベントナイト70wt%（クニゲルV1） 
＋ケイ砂30wt%（日陶連原料（株）3号15wt%＋日陶連原料（株）5号15wt％） 

乾燥密度 
製作時 1.92 Mg/m3 
膨潤時 1.60 Mg/m3  (緩衝材と孔壁との隙間20 mm膨潤時) 

製造時 

含水比 

11.15％（製作した緩衝材ブロックの平均含水比） 
(目標含水比；10.5%±2%以内) 

形状と数量 
ドーナツの8分割型の扇型ブロック（参照） 
計64個 

寸法 
外径0.54 m、内径0.21 m、厚さ0.10 m 
（1段あたり、これを8分割） 

重量 5.1 kg/ブロック 
 

 
図 2.6-12 緩衝材ブロック（扇形ブロック）の形状と寸法 

 
 試験系 
原位置試験における試験系を図 2.6-13 に示す。この試験系は、原子力発電環境整備機構 「包

括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現」（レビュー版）（原子力発電環境整備機構, 
2018）に記載されている竪置き・ブロック方式の寸法仕様を約 1/4～1/5 で模擬したものである。

また、本試験では、試験孔天端（コンクリートピット底盤）の高さで採水・排水を行うことから、

平成 30 年度の試験孔 2 の湧水量測定の結果（図 2.6-14）を参考として、冠水後の定常状態の湧

水量は 300 mL/min 程度（試験孔天端水位；13 hr 以降）を想定した。 
  

100mm 
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図 2.6-13 原位置試験 試験系の概念図 
 

 

 
 

 

図 2.6-14 湧水量測定結果 
 

 試験ケース 
試験ケースを表 2.6-6 に示す。試験孔 2 の自然湧水条件下において、工学的対策として隙間を

処理（緩衝材ブロックと孔壁の隙間にケイ砂を充填）するケース 1、隙間を処理しない（隙間未

充填）ケース 2の順に 2ケースを実施した。 
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表 2.6-6 原位置試験 試験ケース 
ケース 1 ケース 2 

対象孔：幌延 URL 地下 350 m 試験坑道 5 試験孔 2 自然湧水条件下での試験 
工学的対策として緩衝材ブロックと孔壁の 

隙間にケイ砂を充填 
工学的対策なし 

緩衝材ブロックと孔壁の隙間 未充填 

  

 
 
 試験体の組立・定置 
製作した定置治具の上に試験体（緩衝材ブロック 8 個/段×8 段）を積み上げた後、坑道内に設

置した吊り具を使用し、試験孔 2 内に試験体を定置した（図 2.6-15）。 
 

 
試験体の定置状況 

 
試験体の試験孔内への定置完了状況 

 
定置治具 

 
試験体定置治具（底面） 

図 2.6-15 試験孔 2 への試験体の定置、試験体定置治具 
 

試験体の組立、試験孔内への定置に併せて、土圧計・水位計を設置した。土圧計は、緩衝材ブ

ロック最上面（鋼製蓋の裏面）、緩衝材ブロック側面（試験孔壁面）の上・中・下部、緩衝材ブロ

ックの最下面に設置した。水位計は、定置冶具の中央管最下部に設置した（図 2.6-16）。 
また、試験体の試験孔への定置後、試験ケース 1 では、緩衝材ブロックと孔壁の隙間にケイ砂

（3 号）を人力にて自然落下により充填した。 
充填したケイ砂の仕様および、充填後のかさ密度を表 2.6-7 に示す。 

緩衝材ブロックと孔壁の 
隙間にケイ砂充填 

緩衝材ブロックと孔壁の 
隙間 未充填 
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以上の試験孔への試験体設置に係る手順は以下のとおりである（併せて、図 2.6-17 を参照され

たい）。 
Step 1：試験孔 2 内の湧水を水中ポンプで排水する。 
Step 2：試験孔 2 のコンクリートピット上部に H 鋼材を 2 本横向きに設置、その上に試験体定

置治具を置き、高さ 10 cm の緩衝材ブロックを 8 個/段×8 段を治具上に組み立てる。組

立の際、緩衝材ブロックの最上面および最下段に土圧計を設置する。なお、土圧計を設

置する緩衝材ブロックには、事前に土圧計の形状を模した切欠きを準備しておき、設置

後に生じる隙間には、ベントナイト（クニゲル V1）を密に充填する。 
Step 3：坑道内に設置した吊り具を使用して、組み立てた試験体を試験孔の孔底に充填されたケ

イ砂上に定置する。 
Step 4：緩衝材ブロックと孔壁との隙間に、水平方向測定用の土圧計を設置する。 
Step 5：ケース 1 では、緩衝材ブロックと孔壁との隙間にケイ砂（3 号）を人力にて自然落下に

より充填する。 
Step 6：試験体上部に鋼製蓋を設置し、定置冶具の中央管最下部に水位計を設置する。 
Step 7：土圧計、水位計ケーブルをロガーに接続し、計測を開始する。 
Step 8：排水/採水用ポンプをコンクリートピット底部の排水/採水用穴に設置し、自動採水装置

及び積算流量計に接続し、採水及び積算流量の計測を開始する。 
 

 
水平方向測定用土圧計および水位計 

設置位置図（ケース 1、2 共通） 

 
鉛直方向測定用 土圧計設置位置図 ケース 1 

 
鉛直方向測定用 土圧計設置位置図 ケース 2 

図 2.6-16 土圧計・水位計 設置位置図 
 
 

表 2.6-7 隙間充填用のケイ砂の仕様と充填後のかさ密度 
産地 瑞浪産 

種類、粒径 3 号、粒径 1.7 mm～0.6 mm 
隙間充填量 36.3 kg 
隙間容積 0.3 m3 

充填後のかさ
．．

密度 1.21 Mg/m3 

 

最上段（1段目） 上面 最下段（8段目） 下面 

最上段（1段目） 上面 最下段（8段目） 下面 
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試験孔内への試験体設置後状況 

 
排水/採水用ポンプ設置状況 

図 2.6-17 試験体の試験孔への設置手順の補足説明図 
 

 試験中の計測項目 
流出試験中は土圧、試験孔内水位、積算排水量を連続的に計測するとともに、試験孔内からの

排水を適宜採水して、流出した緩衝材（ベントナイト）の濃度を吸光度分析により測定した。流

出試験中の計測項目を表 2.6-8 に示す。 
 

表 2.6-8 計測項目 
測定項目 計測/測定方法 目的 

試験体の膨潤圧 土圧計 
試験体への湧水の浸潤に伴い発生する膨潤圧を

連続的に計測 
試験孔内の 
水位（水圧） 

水位計 試験孔内の水位（水圧）を連続的に計測 

積算排水量 積算流量計 試験孔からの排水量を連続的に計測 

緩衝材濃度 吸光度分析 
排水から、分析用の試料を採水し、吸光度分析に

より緩衝材濃度を測定、濃度と排水量より、緩衝材

流出量（ベントナイトの乾燥重量）を算出 
 
本試験では、前出の 1)で述べた室内試験（小型試験）と同様に、緩衝材流出濃度を吸光度分析

により測定した。測定にあたっては、ベントナイトの吸光スペクトルが卓越した 420 nm を採用

し、ベントナイト標準溶液は、湧水中に含まれるバックグラウンドの影響を減ずるため、原位置

の湧水を使用した。図 2.6-18 に作成した検量線を示す。 
採水した試料は、地盤工学会基準（JGS0251-2000）に則り、試料調整を行った。また、分光光

度計にて吸光度を測定する際には、分散液（片山化学工業製ミラクル DP-200）を採水試料に滴

下し、マグネスティックスターラーで十分に撹拌した。 
測定した吸光度からベントナイト濃度を算出し、ベントナイト濃度(mg/L)と排水量（L）の積か

ら、ベントナイト重量（緩衝材流出量）を算出した。 

排水用溝 

緩衝材ブロック 

土圧計 

試験体定置治
 

排水/採水用ポンプ 

排水/採水用ポンプ吸引口 

排水用溝 

排水用溝を通じて、 
排水/採水用ポンプへ 

吸引口 
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図 2.6-18 検量線（吸光度とベントナイト濃度の関係） 

 
②結果と考察 

(a)緩衝材流出量 
工学的対策としてケイ砂による隙間処理を実施したケース 1 では、試験期間 29 日における緩

衝材の総流出量は 558 g、総排水量は 29,000 L、試験終了時の流出割合（試験開始時の試験体（緩

衝材）の乾燥重量 298 kg に対する総流出量の割合）は 0.2%となった。なお、ケース 1 の試験期

間は、定置治具の強度と後述する土圧計の計測値を考慮し 29 日間で終了した。 
工学的対策を施さない（隙間未充填）ケース 2 では、試験期間 56 日おける緩衝材の総流出量は、

3,325 g、総排水量は 7,444 L、試験終了時の流出割合は 1.1%となった。 
原位置試験結果を表 2.6-9、図 2.6-19～図 2.6-22 に示す。 
なお、表 2.6-9 には、両ケースの同条件（試験期間、総排水量）での緩衝材流出量の比較とし

て、試験途中の測定値を参考として示している（表 2.6-9 中の緑色、黄色箇所）。 
 

表 2.6-9 原位置試験結果（緩衝材流出量） 

湧水条件 試験ケース 試験期間 総緩衝材 
流出量 総排水量 試験終了時の

流出割合 ※1 

自然湧水 

ケース 1； 
工学的対策あり 
ケイ砂による隙間処理 

29 日 ※2 558 g 29,000 L 0.2% 

約 12 日 約 110 g （参考） 
約 7,400 L 時点 0.04% 

ケース 2； 
工学的対策なし 
隙間未充填 

56 日 3,325 g 7,444 L 1.1% 
（参考） 
29 日時点 約 3,100 g 約 6,700 L 約 1.0% 

備考； 
幌延 URL 地下 350 m 試験坑道 5 試験孔 2 を使用、自然湧水条件での流出試験 
※1 試験開始時の試験体（緩衝材）の乾燥重量 298 kg に対する試験終了時の流出割合 
※2 定置治具の強度と土圧計の計測値を考慮して 29 日で試験終了とした 
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図 2.6-19 試験時間（Day）に対する総流出量・流出濃度の関係 

 
 

 
図 2.6-20 総排水量に対する総流出量・流出濃度の関係 
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図 2.6-21 試験時間（Day）に対する総流出量と単位時間あたりの排水量の関係 

 
 

 
図 2.6-22 試験時間（Day）に対する総流出量と総排水量の関係 
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前述した通り、「緩衝材の流出量」は、「流出したベントナイト濃度(mg/L)」と「排水量（L）」
の積として算出することから、「流出濃度」と「排水量」に着目し、ケース毎の結果と考察を以下

に述べる。 
 

【ケース 1；工学的対策として隙間に「ケイ砂充填」】 
◆流出濃度 

試験体の定置直後に 200 mg/L と高い濃度を測定したが、以後は、0～100 mg/L となり、試験

期間中の平均濃度は 18 mg/L となった（図 2.6-19、図 2.6-20）。 
 

◆排水量 
平成 30 年度に実施した試験孔内の湧水量測定の結果（図 2.6-14）より、300 mL/min を想定し

たが、試験開始時の 200 mL/min から経時的に排水量が増加し、試験終了時で 1,000 mL/min 程

度となった。（図 2.6-21） 
 

◆緩衝材流出量 
上述の結果から、主に「排水量」の増加を原因として、緩衝材の流出量が経時的に増加する傾

向を得た。試験終了時（試験期間 29 日、総排水量 29,000 L）において、総流出量は 558 g とな

った（図 2.6-20）。なお、試験終了時における流出割合は 0.2%となる。 
 

◆考察 
ここで、ケース 1 の結果の考察の前に、緩衝材の流出の発生条件などについて、既往研究（原

子力環境整備促進・資金管理センター, 2015）を基に以下に記載する。 
【緩衝材の発生条件；既往検討より】 
＜緩衝材界面のせん断強度と水の流速に起因するせん断応力の関係＞ 
緩衝材は水と接触すると膨潤するために、体積拘束するような境界条件を課さない限り、密度

を減少させつつ、ある程度の乾燥密度まで膨潤変形する。膨潤した緩衝材と水との界面における

緩衝材流出現象の概念図を図 2.6-23 に示す。膨潤した緩衝材は、水との界面で最も乾燥密度が小

さくなり、せん断強度も小さくなる。一方、水みちを流れる水の粘性抵抗は界面で最も大きくな

り、水の流速に起因するせん断応力＞緩衝材界面のせん断強度となる場合に、緩衝材の流出が生

じるものと考えられる。 

流速

乾燥密度分布
（せん断強度分布）

膨潤前の緩衝材表面

膨潤後の緩衝材表面

緩衝材

水みち

せん断応力
τ=μU/δ

大小関係によって
エロージョンの発生
が決まる

δ U

 

図 2.6-23 膨潤した緩衝材界面における緩衝材流出現象の概念図 
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【不均一な膨潤による水みち形成；既往検討より】 
＜緩衝材界面の不均一な膨潤による水みち形成と水の流速の関係＞ 
アクリルセルを用いた工学規模の流出試験の成果として、緩衝材の水みち形成の観察結果より、

「緩衝材の膨潤は決して一様ではなく、膨潤が早期に発生する場所と遅れて膨潤する場所が存在

し、遅れて膨潤する場所が水みちとして残る」と推測としている（図 2.6-24）。なお、膨潤が遅れ

る要因として、緩衝材設置時の誤差、モンモリロナイト含有率分布、含水比分布の影響を挙げて

いる。 

 

ア
ク
リ
ル

緩
衝
材

隙
間

膨潤

膨潤

水みちとして
残る

流速の上昇

設置誤差、モンモリロナイト含
有率分布、含水比分布などの
影響により膨潤が遅れた箇所  

図 2.6-24 水みち形成観察結果の概念図 
 
【考察】 
緩衝材流出量の増加の要因となる「排水量（流速）の増加」に対し、「流出濃度の増加が生じな

い」結果を得た。これは、2.6.1(2) 3)で述べたように、下記の「ケイ砂充填」に期待する 2 つの効

果が発揮された結果と見込まれる。 
・ケイ砂を隙間に充填することで、当初の隙間領域を減らし、緩衝材の膨潤による緩衝材界面

の密度低下領域を減らす効果（緩衝材界面のせん断強度を保つ効果；既往研究を基にした推

察） 
・地下水と緩衝材界面との接触面積を減らすともに、緩衝材の膨潤に伴う隙間（流路）断面積

の減少が防がれ、湧水流速の増加が抑制されることによる、緩衝材界面の流出を減らす効果 
（湧水の流速に起因するせん断力を減ずる効果；既往研究を基にした推察） 

一方で、想定していなかった「排水量の増加」という現象が生じた。この現象の要因に関する

解析による分析・検討結果については、後述の「③排水量増加の要因分析に資する検討」に示す。 
ケース 1 の結果を生じた現象は、以下のように整理できる（併せて図 2.6-25 を参照のこと） 

① （試験開始）緩衝材に湧水が接触し、緩衝材界面の膨潤開始 
② 未充填のケースに比べ早期に緩衝材側面方向の膨潤圧が発生 

・隙間にケイ砂を充填しているため、側面方向は体積拘束に近い状況 
・側面の膨潤圧の値は、上下方向に比べ低い値（試験期間 29 日時点で約 0.7 MPa）とな

った。膨潤圧 0.7 MPa となる有効粘土密度を既往式（原子力発電環境整備機構, 2018）
から、試算すると約 1.5 Mg/m3となり、ケイ砂混合率に変化が無い（30%）として、乾

燥密度を算出すると、約 1.73 Mg/m3となる。 
③ 上下方向の緩衝材の膨潤圧が発生 

・上下方向は体積拘束されており、初期乾燥密度 1.92 Mg/m3に応じた膨潤圧が発生 
④ 「ケイ砂充填」に期待した効果により、流出濃度は低い状態を維持 
⑤ 「排水量」が経時的に増加し、「排水量の増加」を主因とする「流出量の増加」 
⑥ 試験孔内の水圧変化はなし 

・ケイ砂充填部に湧水を意図的に流すことにより、水圧変化の緩和 
⑦ （試験終了）試験期間 29 日間における総流出量は 558 g、流出割合は 0.2% 
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図 2.6-25 ケース 1 の結果を生じた現象の考察  
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③

⑤

⑤

⑥

⑤

⑦

①試験開始 
・緩衝材に湧水が接触 
・緩衝材界面の膨潤開始 

②ケース 2 に比べ 
  早期に側面方向の膨潤圧が発生 
・隙間にケイ砂を充填しているため 
    側面方向は体積拘束に近しい 

③上下方向（最下面）の 
膨潤圧が発生 

・上下方向は体積拘束されており、 
 初期乾燥密度 1.9Mg/m3に応じた 

膨潤圧が発生 

④「ケイ砂充填」に期待した効果により 
「流出濃度」は、低い状態を維持 

⑤「排水量」が、経時的に増加 
・「排水量の増加」を主因とする 

   「流出量の増加」 
・ただし、ケース 2 に比べると「流出量」 
の値は小さい 

⑥試験孔内の水圧に変化はなし 
・ケイ砂充填部に湧水を意図的 
に流すことにより、水圧変化の緩和 

⑦試験終了（29日間） 
・総流出量は 558g 
・流出割合は 0.2％ 
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【ケース 2；工学的対策を施さない「隙間未充填」】 
◆流出濃度 

試験体定置後より流出濃度が上昇し、試験開始後 6 日（総排水量 3,400 L）において、1,500 
mg/L と最大の濃度を計測した。その後、経時的に（試験開始から 30 日程度までに）濃度が減少

していく傾向となった（図 2.6-19、図 2.6-20）。ケース 2 の流出濃度については、経時的な変化

が大きいため、参考値となるが、試験期間中の平均濃度は、288 mg/L となった。 
ここで、試験開始後 40～50 日にかけて、湧水中に微生物などが繁殖したことによる若干の黒

濁りが採水試料に確認され、本期間の吸光度分析による流出濃度の算出に影響を与えたと考えら

れる。この影響については定量的に判断できないため、この影響を一部含んだ結果となるが、ケ

ース 1 の「ケイ砂充填ケース」と比較するとケース 2「隙間未充填」では、流出濃度が高かった。

（参考；ケース 2 の平均流出濃度 288 mg/L > ケース 1 の平均流出濃度 18 mg/L） 
 

◆排水量 
試験開始時の 400 mL/min から経時的に排水量が低下し、試験終了時で 20 mL/min 程度とな

った。（図 2.6-21） 
 

◆緩衝材流出量 
試験開始後6日後の流出濃度のピークから30日後までの流出濃度の値がケース1に比べ高く、

この期間の「流出濃度」が高いことが主因となって、緩衝材流出量が増加した。一方で、試験開

始後 30 日以降は、流出濃度および排水量が減少したことから、緩衝材流出量（例えば、図 2.6-21
の総流出量の傾き）は減少した。 
試験終了時（試験期間 56 日、総排水量 7,444 L）において、総流出量は 3,325 g となった（図

2.6-20）。なお、試験終了時における流出割合は 1.1%となる。 
 

◆考察 
ケース 2 の結果を生じた現象を以下のように整理する（併せて図 2.6-26 を参照のこと）。 

① （試験開始）緩衝材に湧水が接触し、緩衝材界面の膨潤開始 
② 上下方向（最下面）の膨潤圧が発生 

・上下方向は体積拘束されており、初期乾燥密度 1.92 Mg/m3に応じた膨潤圧が発生 
③ 定置後初期から「流出濃度」の上昇 

・緩衝材界面の密度（強度）低下により、湧水の流速に起因するせん断応力＞緩衝材界面

のせん断強度 となり「流出濃度の増加」を主因とする「流出量の増加」 
④ 上下方向の膨潤圧の低下 

・緩衝材の膨潤による隙間充填の進展により、「緩衝材浸潤領域の密度の低下」 
・初期乾燥密度 1.92 Mg/m3 → 隙間充填時 1.60 Mg/m3への密度低下に応じた膨潤圧に収

束 
⑤ 側面方向の膨潤圧の増加 
・隙間の膨潤とともに、徐々に側面方向が体積拘束され、孔壁からの反力が発生 

⑥ 試験孔内の水圧変化（4 kPa） 
・試験孔周辺の水位が回復、緩衝材の隙間への膨潤が進行したことで、試験孔内が被圧さ

れ、4 kPa(約 40 cm の水頭)の水圧変化 
・緩衝材の表面の膨潤圧が湧水の水圧より大きくなり、湧水が減少→「流出量の減少」 

⑦ 一方で、排水量が 0 mL とはならず 20 mL/min 程度の排水が継続し、「流出の継続」 
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・不均一な膨潤による、局所的な水みちの形成（既往研究を基にした推察および図 2.6-2 
に示した試験体回収後の緩衝材表面の水みちの痕跡から推察） 

⑧ （試験終了）試験期間 56 日間における総流出量は 3,325 g、流出割合は 1.1% 
 

 

 

図 2.6-26 ケース 2 の結果を生じた現象の考察 
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①試験開始  
・緩衝材に湧水が接触、緩衝材界面の膨潤開始 

②上下方向（最下面）の膨潤圧が発生 
・上下方向は体積拘束されており、 
初期乾燥密度 1.9Mg/m3に応じた 

膨潤圧が発生 

③定置後初期から「流出濃度」の上昇 
・膨潤に伴い、緩衝材界面の密度（強度） 

の低下により、 
湧水の流速に起因するせん断応力 

＞ 緩衝材のせん断強度 となり 
「流出濃度の増加」を主因とする 

「流出量の増加」 

④上下方向の膨潤圧の低下 
・緩衝材の膨潤による、隙間充填の進展により 

「緩衝材全体の密度の低下」 
・初期乾燥密度 1.9 Mg/m3→1.6 Mg/m3 
  隙間充填後密度への密度低下に応じた 

膨潤圧への収束 

⑤側面方向の膨潤圧の増加 
・隙間充填とともに、徐々に側面方向が体積拘束 
され、試験孔壁からの反力が発生し、 

  側面方向の膨潤圧が増加 

⑥試験孔内の水圧変化（4kPa） 
・緩衝材の隙間への膨潤が進行、試験孔内が被圧 

4kPa の水圧変化 
・緩衝材の表面の膨潤圧が湧水の水圧より 

大となり、「流出量の減少」 

⑦排水量が 0mL とならず「流出の継続」 
・不均一な膨潤による、局所的な水みちの形成 

 
 ⑧試験終了（56日間） 

・総流出量 3325g、流出割合 1.1% 
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(b)試験体の回収 
試験体の回収状況・浸潤距離の目視確認結果などを以下に示す。 
 

【ケース 1；工学的対策として隙間充填した「ケイ砂充填ケース」】 
試験体の回収状況などを図 2.6-27 に示す。緩衝材界面にケイ砂が均一に被覆されていることが

目視確認でき、緩衝材界面と湧水との接触面積の低減に寄与していると考えられた。 
 

 
試験体回収直後 全景 

 
試験体表面の拡大 

ケイ砂による緩衝材界面の被覆状況 
図 2.6-27 ケース 1（ケイ砂充填）の試験体回収状況 

 
緩衝材上部の鋼製蓋を撤去後、緩衝材の最上面（1 段目）の浸潤状況を目視確認すると、緩衝

材外周部からの湧水の浸潤距離は約 40 mm であった。 
また、浸潤距離（約 40 mm）は、緩衝材の位置によらず、緩衝材外側よりほぼ均一に浸潤して

いることが確認できた（図 2.6-28）。 
なお、緩衝材最上段の中央部に設置した土圧計まで湧水の浸潤は進んでいなかった。 
 

 
図 2.6-28 ケース 1（ケイ砂充填） 緩衝材最上段（1 段目）の浸潤状況   

約 4cmの浸潤 

回収作業に伴う濡れ 

土圧計 

充填したケイ砂 

赤枠内は、試験体回収のため、 
隙間に充填したケイ砂を撤去した跡 
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【ケース 2；工学的対策を施さない「未充填ケース」】 
試験体の回収状況などを図 2.6-29 に示す。緩衝材上部の鋼製蓋を撤去後の、緩衝材最上面の目

視観察では、緩衝材外周部と孔壁との隙間 20 mm は緩衝材の膨潤により閉塞した状態となって

おり、水みち箇所を特定することはできなかった。一方、試験体の回収後の緩衝材界面全体の目

視観察では、局所的な水みちと思われる箇所が 2 箇所特定（図 2.6-29 右下の写真参照）された。

なお、水みちの形成・残存は図 2.6-26 で示した、ケース 2 の結果に対する現象の推察に一致す

る。 
 

 
試験体回収前 近景（鋼製蓋撤去前） 

 

 
1 段目緩衝材と孔壁の隙間 2 cm 

に対する膨潤状況 
  

 
試験体回収直後 全景（東面） 

 
試験体回収直後 全景（西面） 

図 2.6-29 ケース 2（隙間未充填）の試験体回収状況 
 
ケース 1 と同様に、緩衝材の最上面（1 段目）の浸潤状況を目視確認すると、緩衝材外周部か

らの湧水の浸潤距離は、約 40～70 mm であった。 
ケース 1（ケイ砂充填）の浸潤状況（緩衝材の位置によらず均一に緩衝材外側から約 40 mm 浸

潤）と比較すると、緩衝材の位置により、浸潤距離にバラつきがみられた（図 2.6-30）。 
ケース 2（隙間未充填）において、不均一な浸潤が生じた要因の一つとして、原位置環境に依

存する要因（例えば、特定箇所からの湧水影響、試験孔壁の凸凹の影響）が考えられる。 
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図 2.6-30 ケース 2（隙間未充填） 緩衝材最上段（1 段目）の浸潤状況 

 
各段の緩衝材ブロックについても、湧水の浸潤距離を目視確認すると、緩衝材外側からの浸潤

距離は約 40～90 mm であり、緩衝材の最上段（1 段目）と同様に、浸潤距離のバラつきが生じて

いた（図 2.6-31）。 
 

 
1 段目 

 
2 段目 

 
3 段目 

 
5 段目 

 
5 段目 

 
7 段目 

図 2.6-31 ケース 2（隙間未充填） 緩衝材の浸潤状況 
 
これらの結果より、ケイ砂による隙間充填の効果として、「原位置の環境に依存する処分孔壁か

らの湧水に対し、ケイ砂領域を介することで、緩衝材界面への浸潤環境（例えば、浸潤速度など）

を単純化・平滑化する」可能性・見込みを得たと考えられる。今後、更なる知見の蓄積や効果の

検証を進めていきたい。 

約 70 mmの浸潤 

約 40 mmの浸潤 
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(c)流出試験終了後の緩衝材の乾燥密度、含水比 
流出試験終了後、試験孔より試験体を回収し、緩衝材の密度・含水比などを測定する土質試験

を実施した。試料採取の位置を図 2.6-32 に示し、乾燥密度、含水比の試験結果を図 2.6-33、図

2.6-34 に示す。 
 

 
1 段目 試料採取位置 

 
3、5 段目 試料採取位置 

 
8 段目 試料採取位置 

 
鉛直方向試料採取段 

（青ハッチ段） 
図 2.6-32 試料採取の位置 
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図 2.6-33 試験終了後の乾燥密度（コアサンプリング）  
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図 2.6-34 試験終了後の含水比（コアサンプリング）  

ケース1；ケイ砂充填 ケース；隙間未充填
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 土質試験結果（乾燥密度、含水比）の概要を以下に述べる。 
 
◆乾燥密度 
【ケース 1；ケイ砂充填】 

試験体の 1 段目（最上段）の乾燥密度の平均は 1.83 Mg/m3、3 段目は 1.78 Mg/m3、5 段目は

1.79 Mg/m3、最下段の 8 段目は 1.83 Mg/m3となった。コアサンプリング試料（32 試料）全数の

乾燥密度の平均は 1.80 Mg/m3となった。緩衝材の上下方向（各段）の位置による密度差は、最大

で 0.05 Mg/m3と小さく、上下方向の位置による密度への影響は小さい結果となった。 
【ケース 2；隙間未充填】 

試験体の 1 段目（最上段）の乾燥密度の平均は 1.79 Mg/m3、3 段目は 1.75 Mg/m3、5 段目は

1.77 Mg/m3、最下段の 8 段目は 1.80 Mg/m3となった。コアサンプリング試料（34 試料）全数の

乾燥密度の平均は 1.76 Mg/m3となった。緩衝材の上下方向（各段）の位置による密度差は、最大

で 0.05 Mg/m3と小さく、上下方向の位置による密度への影響は小さい結果となった。 
 
◆含水比 
【ケース 1；ケイ砂充填】 

試験体の 1 段目（最上段）の含水比の平均は 10.4%、3 段目は 11.8%、5 段目は 11.7%、最下

段の 8 段目は 11.5%となった。コアサンプリング試料（32 試料）全数の含水比の平均は 11.5%と

なった。緩衝材の上下方向（各段）の位置による含水比の差は、最大で 1.4%と小さく、上下方向

の位置による含水比への影響は小さい結果となった。 
【ケース 2；隙間未充填】 

試験体の 1 段目（最上段）の含水比の平均は 12.7%、3 段目は 13.8%、5 段目は 13.7%、最下

段の 8 段目は 14.0%となった。コアサンプリング試料（34 試料）全数の含水比の平均は 14.1%と

なった。緩衝材の上下方向（各段）の位置による含水比の差は、最大で 1.3%と小さく、上下方向

の位置による含水比への影響は小さい結果となった。 
 
◆考察 

コアサンプリング試料全数の乾燥密度の平均値を比較すると、 
ケース 1（ケイ砂充填）1.80 Mg/m3 ＞ ケース 2（隙間未充填）1.76 Mg/m3 となる。 

ケース 1（試験期間 29 日）とケース 2（試験期間 56 日）では、試験期間および試験期間中の

流出量が異なることから、単純比較することはできないが、各々の試験期間における流出量はケ

ース 2（3,325 g）、ケース 1（558 g）であり、流出量の少ないケース 1 の乾燥密度が高い結果と

なったことは順当である。ただし、コア試料全数から求めた各々の平均値の差は 0.04 Mg/m3と小

さい。 
ここで、コアの採取位置毎に乾燥密度を整理した表を表 2.6-10 に示す。 
流出試験後に回収した試験体（緩衝材）の浸潤距離は、約 40～70 mm（目視確認結果）であっ

たことから、最も湧水の影響をうけたと考えられる緩衝材外側の乾燥密度に着目し、密度のバラ

つき（範囲）を算出すると、ケース 1 では 0.03 Mg/m3、ケース 2 では 0.13 Mg/m3となる。 
ケース 2（隙間未充填）に比べ、ケース 1（ケイ砂充填）において、緩衝材外側の乾燥密度のバ

ラツキ（範囲）が小さくなる結果を得た。 
上記と同様に、コアの採取位置毎に含水比を整理（表 2.6-11）し、緩衝材外側の含水比のバラ

つき（範囲）を確認すると、ケース 1 では 1.4%、ケース 2 では 5.0%となり、ケース 2 に比べケ

ース 1 のバラつきが少ない結果となった。 
 



2-148 

 
表 2.6-10 乾燥密度の分析（採取位置による乾燥密度の整理） 

◆ケース 1；ケイ砂充填 ◆ケース 2；隙間未充填 

  
 

表 2.6-11 含水比の分析（採取位置による含水比の整理） 
◆ケース 1；ケイ砂充填 ◆ケース 2；隙間未充填 

  
 
これらの結果から、ケイ砂による隙間充填の効果として、「原位置の環境に依存する処分孔壁か

らの湧水に対し、ケイ砂領域を介することで、緩衝材界面への浸潤環境（例えば、浸潤速度など）

を単純化・平滑化」するとともに、「緩衝材の乾燥密度に対しても、平滑化（例えば、密度のバラ

ツキの緩和など）」する可能性・見込みを得たと考えられる。今後、更なる知見の蓄積や効果の検

証を進めていきたい。 
 

【土質試験結果からの考察（ケイ砂による隙間充填の効果の可能性）に対する補完データ】 
土壌の硬さを調べるために考案された山中式土壌硬度計を利用して、流出試験終了後の緩衝材

ブロックの位置による貫入量の違いを定量的に調べることで、土質試験結果からの考察（ケイ砂

による隙間充填の効果の可能性；「原位置の環境に依存する処分孔壁からの湧水に対し、ケイ砂領

域を介することで、緩衝材界面への浸潤環境（例えば、浸潤速度など）を単純化・平滑化」）の補

完データとした。 
図 2.6-35 に山中式土壌硬度計の外観を、表 2.6-12 に仕様を示す。高度計の円錐体部を緩衝材

ブロックの表面に対して垂直に押込み、貫入量を測定した。なお、一般的に貫入量の値が大きい

ほど、対象物の支持力強さが大きいことを示す。 
 

 

図 2.6-35 山中式土壌硬度計の外観 
  

東側 西側 南側 北側 平均 範囲
外側 1.82 1.79 1.80 1.79 1.80 0.03
中央 1.78 1.80 1.83 1.93 1.84 0.15
内側 1.76 1.72 1.77 1.65 1.73 0.12
平均 1.79 1.77 1.80 1.79 ー ー

東側 西側 南側 北側 平均 範囲
外側 1.73 1.76 1.63 1.74 1.72 0.13
中央 1.77 1.77 1.81 1.76 1.78 0.05
内側 1.76 1.72 1.81 1.82 1.78 0.10
平均 1.75 1.75 1.75 1.77 ー ー

東側 西側 南側 北側 平均 範囲
外側 12.5 13.9 13.9 13.0 13.3 1.4
中央 10.5 10.8 10.0 10.0 10.3 0.8
内側 12.9 10.7 12.0 12.1 11.9 2.2
平均 12.0 11.8 12.0 11.7 ー ー

東側 西側 南側 北側 平均 範囲
外側 16.9 12.7 17.7 13.0 15.1 5.0
中央 14.2 14.9 13.3 13.6 14.0 1.60
内側 13.6 12.9 13.0 13.1 13.15 0.70
平均 14.9 13.5 14.7 13.2 ー ー
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表 2.6-12 山中式土壌硬度計仕様 
項目 値 
目盛 0～40 mm 

1 目盛 1 mm 
バネ強度 8 kg（対 40 mm） 

コーン寸法 φ18 mm×40 mm 
寸法・重量 φ50×L230 mm 650 g 

 
図 2.6-36 緩衝材ブロックの貫入量測定位置 

 
流出試験終了後の緩衝材ブロックを対象とした貫入量の測定結果を表 2.6-13、表 2.6-14 に示

す。表中の枠内の色は、貫入量の大小を示しており、貫入量（対象物の支持力）の値が小さく軟

質であった箇所は「赤色」とした。すなわち、湧水の浸潤に伴い緩衝材の強度低下が進行してい

ると見込まれる箇所が「赤色」である。ケース１（ケイ砂充填）では、1 段目の緩衝材ブロック

外縁部（165 mm）の貫入量が 8 mm と小さく、軟質な箇所が生じたが、2～8 段目の同箇所では、

貫入量 20～28 mm と同程度の結果となった。また、各段の同位置の貫入量のバラつきも少ない

結果となった。 
一方、ケース 2（隙間未充填）では、全段の緩衝材ブロック外縁部（165 mm）の貫入量が小さ

い値（0～18）となり、湧水の浸潤に伴う緩衝材の強度低下が、全体的に進行していると見込まれ

た。また、各段の同位置の貫入量にバラつきが生じる結果となり、この傾向は、試験体回収後に

確認した緩衝材外周部から内部への浸潤距離の結果と同様の傾向である。 
ケース 1 とケース 2 では、試験期間（緩衝材への湧水の浸潤期間）が異なることから、測定結

果を単純比較することはできないが、上記の貫入量の測定結果から、隙間にケイ砂を充填するこ

とで、緩衝材への浸潤程度のバラつきを減ずる効果が見込まれると考えられる。 
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表 2.6-13 流出試験終了後の緩衝材を対象とした硬度計を用いた貫入量（ケース 1） 

 
 

表 2.6-14 流出試験終了後の緩衝材を対象とした硬度計を用いた貫入量（ケース 2） 

 
 

 
③排水量増加の要因分析に資する検討 

緩衝材ブロックと孔壁の隙間にケイ砂を充填したケース 1 の流出試験において、試験期間中に

排水量が増加する現象が生じた。 
本現象の要因を分析・検討するため、緩衝材の膨潤圧が試験孔壁に作用した場合の、孔壁部分

のひずみ、応力状態についての数値解析を実施した。解析コードは三次元有限差分コード

FLAC3D ver.5.01 を用いた。解析条件などの詳細は付録 A に示す。 
 

(a)解析方法 
解析メッシュの全体図、解析メッシュの試験孔を含む坑道近傍の拡大図、試験孔周辺の拡大図

を図 2.6-37 に示す。メッシュの規模は、検討対象である試験孔周辺に境界の影響が及ばないよう

にした。 
 

165
（140）※1

130
（120）※1 100 60 30

165
（140）※1

130
（120）※1 100 60 30

1 西南西 8 30 35 34 31 1 ― ― ― ― ― ―
2 ― ― ― ― ― ― 2 ― ― ― ― ― ―
3 西北西 28 34 34 34 34 3 西北西 30 34 34 32 30
4 北西 26 33 34 34 26 4 北西 21 33 34 34 27
5 西北西 26 33 35 35 34 5 西北西 26 34 34 34 34
6 北 28 34 35 33 32 6 北 25 34 34 34 31
7 西南西 20 32 34 34 34 7 西南西 27 34 35 34 32

8 北東 24 32 34 33 32 8 北東 23 32 34 34 30
※1：4段目北西のみ

色 貫入量

0～19mm

20～29mm

30～32mm

33mm以上

緩衝材ブロック内側端からの距離（mm）
位置段数 位置

緩衝材ブロック内側端からの距離（mm）
段数

165 130 100 60 30 165 130 100 60 30

1 西北西 0 18 34 35 35 1 東南東 12 30 35 35 35
2 ― ― ― ― ― ― 2 ― ― ― ― ― ―
3 北北西 4 27 33 32 29 3 南南東 16 29 34 34 33
4 北西 7 25 33 34 31 4 南 9 27 33 33 33
5 北北東 20 30 34 34 32 5 西北西 8 26 34 34 32
6 北 12 27 32 32 32 6 西 9 26 33 33 30
7 北北東 13 28 32 32 33 7 南南東 12 28 32 32 32

8 北 11 27 33 33 33 8 南西 8 27 32 32 32

色 貫入量

0～19mm

20～29mm

30～32mm

33mm以上

緩衝材ブロック内側端からの距離（mm）
段数 位置

緩衝材ブロック内側端からの距離（mm）
段数 位置
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全体 

 
解析対象部拡大図 

図 2.6-37 解析メッシュ 
 

解析は表 2.6-15 に示す 2 ケースを実施した。ケース 1 の流出試験（ケイ砂充填）の結果より、

鉛直方向の膨潤圧の最大値が 3 MPa であったことから、解析ケース 1 では、すべての方向の土

圧を 3 MPa とした。一方、解析ケース 2 は、鉛直方向の土圧は 3 MPa、水平方向の土圧は 0.8 
MPa とした。 

表 2.6-15 解析ケース 

 壁面内圧（MPa） 底盤内圧（MPa） 

解析ケース 1 3.0 3.0 
解析ケース 2 0.8 3.0 

 
(b)解析結果 
解析結果のうち最大せん断ひずみ分布を図 2.6-38 に示す。なお、妻部、または坑道（空洞）の

影響を把握するために、図 2.6-38 の下段に示したように表示方向を変えて両者を比較した。その

結果、どちらの影響もみられず、同じ傾向を示した。 
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図 2.6-38 最大せん断ひずみ分布（内圧負荷後の増分） 

 
(c)排水量増加の要因分析の検討 
a) 最大せん断ひずみの検討 

試験孔壁面の安定性の評価について、最大せん断ひずみによって行った。解析に使用した物性

値から、桜井ら（1988）が提案している限界ひずみ、および限界せん断ひずみを求め、解析結果

における最大せん断ひずみの値と比較した。 
以下に、限界せん断ひずみの算出式を示す。 

γ0＝（1＋ν）×ε0 
γ0は限界せん断ひずみ、ν は解析に用いたポアソン比、ε0は解析に用いた弾性係数を示す。 
表 2.6-16 に解析に使用した物性値と、求めた限界せん断ひずみを示す。 
 

表 2.6-16 限界せん断ひずみ 

岩盤等級 弾性係数

（MPa） ポアソン比 限界せん断ひずみ（%） 

CM-M（Hr） 1,350 0.186 上限値 中央値 下限値 
1.55 0.66 0.28 
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図 2.6-38 に示した解析結果より、最大せん断ひずみの最大値は、ケース 1 の場合 0.48%、ケー

ス 2 の場合は 0.35%であった。これらは、限界せん断ひずみの指標の「中央値～下限値」の範囲

にあり、孔壁の安定性評価では「やや不安定」と評価される。一方、孔壁全体の最大せん断ひず

みはケース 1 の場合は 0.4%、ケース 2 の場合は 0.1%であり、孔壁の安定性評価では、ケース 1
の場合は「やや不安定」、ケース 2 の場合は下限値以下のため「安定」領域と評価された。 

 
b) 孔壁に発生した応力の検討 

幌延 URL 深度 350 m で採取したコアで実施した力学試験結果を表 2.6-17 に示す。周方向応力

の解析結果より、試験孔表面の周方向に発生した最大応力は、ケース 1 は 2.4 MPa の引張応力、

ケース 2 は 0.65 MPa の引張り応力であった。一方、試験の場である孔口から深度約 50 cm の位

置での応力はいずれも引張応力で、その値はケース 1 では約 2 MPa、ケース 2 では約 1 MPa で

あった。表 2.6-17 の圧裂引張強さの値と比較すると、両ケースとも若干不安定である。 
半径方向応力および鉛直方向応力の解析結果より、孔壁に発生した最大応力は、ケース 1 では

半径方向応力 3.0 MPa、鉛直方向で 3.0 MPa の圧縮応力（いずれも負荷した応力）、ケース 2 で

は半径方向応力 0.8 MPa、鉛直方向で 3.0 MPa の圧縮応力（いずれも負荷した応力）であった。

これより、孔壁に発生した圧縮応力は一軸圧縮強さと比較して小さい値であり、孔壁が破壊する

可能性はほとんどないと考えられる。 
 

表 2.6-17 コアによる力学試験結果（青柳ら，2015） 
深度 

 
一軸圧縮強さ平均値 

（MPa） 
圧裂引張強さ平均値 

（MPa） 
350 m 26.6 2.4 

標準偏差（MPa） 8.7 0.8 
 
(d) 検討結果のまとめ 

平成 31 年度に実施した地下での流出試験の結果、緩衝材ブロックと孔壁の隙間にケイ砂を充

填した流出試験ケースにおいて、試験期間中に、排水量（自然湧水量）が増加する結果を得た。

そのため、緩衝材の膨潤圧が試験孔壁に作用した場合の、孔壁部分のひずみ、応力状態について

の数値解析を実施した。 
解析は、流出試験時に得た土圧の経時変化を考慮し、2 ケース実施した。ケース 1 は試験孔壁

面に最大土圧 3 MPa を負荷した場合、ケース 2 は実際の試験状況を模擬し、孔壁に 0.8 MPa、
孔底に 3 MPa を負荷した。 
解析の結果より、孔壁の安定性を評価する指標とした最大せん断ひずみに着目すると、実際の

試験と同じ土圧を負荷したケース 2 の場合は、孔壁全体に 0.4%、ケース 2 の場合は 0.1%であっ

た。これは、孔壁の安定性評価では、やや不安定～安定と評価される。したがって、試験中、緩

衝材の膨潤によって孔壁が破壊され、破壊部から自然湧水量が増加したとは考えにくい。しかし、

ケース 2 において、試験孔内 50 cm 近傍の周方向応力は約 1 MPa であり、コアから求めた圧裂

引張強さが 2.4 MPa（標準偏差 0.8 MPa）であることから、既に存在していた亀裂の方向によっ

ては、開口幅や長さが増加した可能性はある。この亀裂が水みちであった場合には自然湧水量は

増加する。この結果のみにより、湧水量の増加の原因を結論づけることはできないが、岩盤の特

性によっては起こり得る現象であることに留意して、今後さらに知見を拡充していきたい。 
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3)  室内試験（工学規模試験） 
工学規模試験は、原位置試験と室内試験（小型試験）の結果の評価を行う上で補完的に定量的

なデータを取得することを目的として行った。原位置での試験では試験後の供試体の形状を維持

したまま回収することが難しく、試験後の密度計測の精度が低いため、原位置とほぼ同じサイズ

の工学規模試験において試験後の密度分布を詳細に測定した。また、小型試験と同じ素材のセル

を用いているため、小型試験との比較によりスケールの違いによる影響を検討することも意図し

ている。 
平成 31 年度に実施した工学規模試験は、原位置試験とは送水の速度や水圧、ベントナイト供

試体との界面の性状に差があるため、原位置試験と直接比較はできない。室内試験では、設備や

セルの耐圧限界により制限が加わるため、全く同じ条件での試験をすることはできなかった。そ

のため、ここでは定量的なデータとして工学規模試験が補足すべき、試験後の供試体に関する測

定結果として、硬度、含水比、及び乾燥密度分布の測定結果について述べる。（その他の結果を、

付録 B にまとめて示す）。 
 
①  試験方法 

本試験では図 2.6-39 に示す工学規模試験セルを用いた。注水液は、小型試験と同様の模擬幌延

地下水を使用した。また、セルと供試体の間の隙間は原位置試験と同様の 20 mm とし、供試体

側面の土圧と供試体上下に生じる圧力（ロードセルを使用して計測）を測定した。 
試験ケースを表 2.6-18 に示す。工学的対策として隙間処理をしないケース（未充填ケース）と

隙間にケイ砂を充填するケース（ケイ砂充填ケース）の 2 ケースを実施した。ケイ砂の効果を確

認する試験における緩衝材とセルとの隙間に充填するケイ砂の種類については、小型試験の結果

より、3 号ケイ砂を用いた。 
試験で使用する緩衝材の材料は、小型試験と同様にレファレンスケースとして用いられる Na

型ベントナイト（クニゲル V1）にケイ砂 3 号とケイ砂 5 号を乾燥質量比 7：1.5：1.5 で混合した

ものとする。また、作製する供試体の乾燥密度は、供試体膨潤後の平均乾燥密度が 1.60 Mg/m3程

度となるように設定した。但し、ケイ砂を充填したケースでは隙間がある状態での試験と同じ密

度の供試体とした。供試体作製時（膨潤前）の直径は 500 mm、高さは 600 mm である。1 個当

たり高さ 100 mm の円筒形ブロックを 6 段積層して 1 個の供試体とした。 
 

表 2.6-18 工学規模試験装置を用いた試験ケース 
試験 
ケース 境界条件 試験セル－供試体間

の隙間充填材 注水条件 注水液種 試験期間 

1 体積拘束 
（上蓋に切欠

きあり） 

なし 
0.1 L/min 模擬幌延 

地下水 

32 日間 

2 3 号ケイ砂 19 日間 ※ 

※：セルの耐圧限界を考慮して終了 
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図 2.6-39 工学規模試験セルのイメージ 
 

結果と考察 

ここでは、試験後の解体した供試体についての測定結果を示す。 
a) 硬度分布 

前述 2)の原位置試験でも測定した山中式土壌硬度計を用いて硬度測定を行った。図 2.6-40 に

硬度測定（各層表面で 9 点×3 深度=27 点）の位置を、測定結果を図 2.6-41 に示す。 
硬度計測は供試体作製時と解体時の供試体に対して実施しているが、試験前と後では直径が異

なる。図から、未充填のケース（「充填物ナシ」）では試験前には均一であった硬度が、解体時に

は膨潤によって供試体表面側に硬度の低下が見られた。硬度の低下範囲は表面から 130 mm の範

囲（中心から半径方向に約 130～260 mm）であり、供試体の下方ほど浸潤による強度の低下が

大きくなる傾向があった。これに対して、ケイ砂充填のケース（「充填物アリ」）では、上部は、

切り欠きがあり拘束されていないためか、硬度は未充填とほぼ同様であったが、ケイ砂が隙間に

充填されている位置では、浸潤による強度低下範囲が未充填の場合に比べて小さかった。試験期

間の差を考慮しても、差があると考えられた。ケイ砂があることにより体積が拘束され、表面付

近の密度が下がらなかったと考えられる。この硬度は、飽和度にも通じ、緩衝材の流出量と相関

を持っていると考えられる。 

 
図 2.6-40 工学規模試験供試体の硬度測定位置 

 

5

50

54

【cm】

7@3=21 57@3=21

20
20

20

上面図 

側面図 

● 硬度測定位置 



2-156 

 
図 2.6-41 工学規模試験供試体の硬度測定結果 

 
b) 含水比と緩衝材密度の分布 

供試体の密度分布、飽和度分布を得るため、図 2.6-42 のように十字方向（定点撮影方向）、及

び水みちが発生した場合には、その方向で供試体を採取（16 地点×6 深度=96 試料）することと

して測定点を決め、含水比と乾燥密度を測定した。実際には、2 ケースとも水みちは観察されな

かったため、未充填のケースでは試験後の供試体の硬度が低い部分で試料を採取した。 
未充填のケースの含水比と乾燥密度の分布を各縦断面でのコンター図として図 2.6-43 に示す。

未充填のケースでは、供試体の 50～100 mm の範囲で浸潤に伴う膨潤によって含水比が増加し、

乾燥密度の低下が見られた。上部に近いほど供試体表面から深部まで膨潤している傾向となって

おり、図 2.6-41 の結果と整合していた。供試体上部が、側部の隙間だけでなく、上面の切欠きに

向かって膨潤したためと考えられる。図 2.6-44 には、ケイ砂充填ケースの含水比と乾燥密度の分

布を示す。図から、供試体から 50 mm 程度の範囲で浸潤に伴い含水比が増加していることが分

かる。また、同じ範囲で浸潤に伴う膨潤により乾燥密度が低下していた。この浸潤に伴う変化は、

底部と上部において大きい。しかし、低下量は、未充填のケースより小さい結果となっている。

試験期間が異なるため、直接比較することはできないが、ケイ砂充填により、浸潤が遅くなって

いる傾向は見られた。 
図 2.6-45 には未充填ケースの各高さにおける横断面でのコンター図を示す。図から、北西方向

の浸潤が進んでおり、膨潤に伴う乾燥密度の低下も著しいことが分かる。最底部の横断面図から、

乾燥密度の低下が深部にまで到達していることが分かる。今回の試験では、水みちは明確に観察

できなかったが、乾燥密度の測定結果より、北西の位置に水みちが形成されていた可能性がある。

図 2.6-46 にはケイ砂充填ケースの横断面でのコンター図を示す。底部は南西方向、上部は北方向

の浸潤が早いように見えるが、その差はわずかであり、全体的には、概ね均一に浸潤が進んでい

たと言える。ケイ砂充填により供試体周囲の流速が均一になり、均等に送水液が供給されたため

だと考えられる。解体の結果、局所的な高含水比領域や低密度領域が存在しなかったため、充填

砂によって水みちの形成が阻害され、かつ膨潤による密度低下も抑制されたと考えられる。 
以上のように、平成 31 年度の工学規模試験によって、密度分布と含水率を取得した。原位置試
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験においては、試験状態を保持した細かい試料採取が難しく、解析に反映するための定量的なデ

ータ取得には、室内試験で得られるデータを活用することが有効といえる。平成 31 年度の結果

により、ケイ砂充填により、密度が保持され、浸潤が遅くなる傾向があることが示された。他方、

ケイ砂とベントナイトが今回の試験期間を超えて長期に接した場合に、ケイ砂の間隙にベントナ

イトが進入する可能性が否定できず、その場合には、密度分布も変化するとともに、緩衝材流出

量にも影響する可能性がある。 
そのため、長期試験や加速した試験によってベントナイトのケイ砂間隙への進入による影響を

把握することが必要である。さらに、処分孔上部の埋め戻し後の流出挙動や、ケイ砂を使った施

工が人工バリアの長期性能や安全評価に及ぼす影響を評価するための定量的なデータも必要であ

り、こうしたデータは、原位置での実現象を反映した室内試験で取得していく。 
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図 2.6-42 工学規模試験供試体のサンプリング位置 
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図 2.6-43 工学規模試験供試体の解体結果（未充填ケースの縦断面分布） 
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図 2.6-44 工学規模試験供試体の解体結果（ケイ砂充填ケースの縦断面分布） 
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図 2.6-45 工学規模試験供試体の解体結果（未充填ケースの横断面分布） 
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図 2.6-46 工学規模試験供試体の解体結果（ケイ砂充填ケースの横断面分布） 
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4)  流出を抑制する工学的対策の具体化のまとめ 
平成 31 年度は、「ケイ砂による隙間処理」の効果について検討を行った。原位置試験では、処

分孔竪置きブロック方式を検討対象として、緩衝材の流出抑制効果を確認し、実現性のある工学

的対策オプションの 1 つとしての見通しを示すことを目標とした。室内試験は原位置試験の予備

試験、及び定量的なデータの取得を行った。 
上記目標に対し、平成 31 年度に得られた成果を以下に示す。 
 

 「ケイ砂の粒径効果」について 
隙間処理のために充填するケイ砂の粒径を 3 号、5 号、3+5 号と変えた室内試験（小型試験）

では、ケイ砂充填の効果が 2 ヵ月以上継続することを確認するとともに、用いた範囲の粒径の変

化は効果に影響しないことがわかった。ケイ砂充填の際に落下させ易いなどの施工性の観点から、

粒径の大きい 3 号ケイ砂を用いて原位置試験及び工学規模試験を行うこととした。 
 
◆「ケイ砂による隙間処理」に期待する効果のうち、緩衝材流出抑制効果について 
原位置試験においてケイ砂による隙間処理を実施したケースについては、試験期間 29 日にお

ける緩衝材の総流出量は 558 g、総排水量は 29,000 L、試験終了時の流出割合（試験開始時の試

験体（緩衝材）の乾燥重量 298 kg に対する総流出量の割合）は 0.2%となった。ケイ砂充填ケー

スでは、緩衝材流出量の増加要因となる「排水量（湧水流速）の増加」に対し、「流出濃度の増加

が生じない」との結果が得られたことから、定性的ではあるが、ケイ砂充填に期待した次の 2 つ

の効果の見通しが得られたことを意味する。 
・ケイ砂を隙間に充填することで隙間領域が減り、緩衝材の膨潤による界面の密度が低下する

領域を減らす効果（緩衝材界面のせん断強度を保つ効果） 
・地下水と緩衝材界面との接触面積を減らすともに、緩衝材の膨潤に伴う隙間（流路）断面積

の減少を抑制、湧水流速の増加が抑えられることで、緩衝材界面からの流出を抑制する効果

（湧水の流速に起因するせん断力を減ずる効果） 
工学的対策を施さない隙間未充填のケースについては、試験期間 56 日における緩衝材の総流

出量は、3,325 g、総排水量は 7,444 L、試験終了時の流出割合は 1.1%となった。未充填ケースで

は、試験開始後 6 日後の流出濃度のピークから 30 日後までの流出濃度の値がケイ砂充填ケース

に比べて高く、「流出濃度の高さ」に起因して緩衝材の総流出量が初期に増加した。一方で、試験

開始後 30 日以降は、緩衝材の膨潤による隙間の閉塞が進行し、流出濃度および排水量が減少、緩

衝材流出量が初期に比べて減少する結果を得た。ただし、試験終了時においても、排水が 0 mL
とはならず、20 mL/min 程度の排水が継続し、流出の継続が確認された。 

 
◆「ケイ砂による隙間処理」に期待する効果のうち、緩衝材界面に対する浸潤環境の単純化につ

いて 
ケイ砂充填ケースの流出試験の終了後、緩衝材上部の鋼製蓋を撤去後、緩衝材最上面の浸潤状

況を目視観察した結果、湧水による緩衝材外側からの浸潤距離は、どの位置においても、約 40 
mm 程度であり、緩衝材外側よりほぼ均一に浸潤している状況であった。 
一方、未充填ケースでは、湧水の浸潤距離は、緩衝材の位置により約 40～70 mm とバラつき

があり、ケイ砂充填ケースの浸潤状況と比較すると、緩衝材への不均一な浸潤が生じていた。 
また、流出試験終了後に試験孔内から回収した緩衝材に対し、山中式土壌硬度計を利用して、

緩衝材の各箇所の硬度を確認した結果、浸潤状況の目視確認結果と同様に、ケイ砂充填ケースに

比べ、未充填ケースの硬度の値は、ブロックの位置、段数によりバラつきが生じる結果を得た。 
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上記結果より、ケイ砂による隙間充填に期待する効果として、「不均一な処分孔壁からの湧水に

対し、ケイ砂領域を介することで、緩衝材界面への浸潤環境を単純化する効果」の見通しを得た。 
 

 流出試験後の乾燥密度、含水率分布について 
試験後、供試体を解体して乾燥密度と含水率の分布を測定した。原位置試験における測定結果

では、ケイ砂充填ケースの方が、密度が高く、含水率のバラつきが小さい傾向が見られた。ただ

し、最も外側の部分は、試験後の試験孔からの引き上げの際に削られるため、計測ができないこ

ともあり、最外周部の密度の減少に関するデータは得られず、2 つのケースで顕著な差は見られ

なかった。 
室内試験では、供試体との接触面が平滑なセルを用いているために、試料の採取が容易であり、

解体時の供試体の形状も保たれるため、原位置の試験より精度よく乾燥密度、含水率を計測する

ことができる。小型試験では、同条件の試験により、ケイ砂充填ケースの方が密度の分布幅が低

いことが認められた。また、工学規模試験においてもケイ砂充填ケースにおいて、浸潤がほぼ均

等に進んでいる結果が得られた。再冠水プロセスの解析評価に反映するためには、原位置の試験

結果による環境の影響を把握し、室内試験により定量的な把握と現象のモデル化をしていくこと

が有効である。 
 
 緩衝材膨潤過程による湧水環境の変化について 
原位置では緩衝材の膨潤圧の発生に伴う岩盤への圧力伝搬によって湧水環境が変化する可能性

がある。これは、ケイ砂充填ケースの原位置試験において経時的に試験孔上部への排水量が増加

した事実があったこと、また、ひずみの解析によって亀裂が開口する（透水性が高くなる）可能

性が示唆されたことによる。ケイ砂充填ケースでは、隙間体積がケイ砂の充填により小さくなり、

体積膨張が許されないため乾燥密度が高い状態で発生する膨潤圧が、ケイ砂層を介して岩盤に伝

搬する。本検討で使用した供試体は、未充填の場合と同じ乾燥密度（約 1.9 Mg/m3）であったた

め、約 3 MPa の膨潤圧が岩盤にかかった。この影響により、湧水量が増加した可能性がある。し

かし、この現象は今回の原位置試験を実施した岩盤に特有な現象である可能性がある（原位置の

環境に依存する可能性がある）。また、平成 31 年度の試験は工学的対策の有無で流出量の比較を

行うために、供試体の乾燥密度は同じものを使ったが、ケイ砂充填により緩衝材の膨潤できる容

積が減ることから、膨潤後の密度を 1.6 Mg/m3にするための初期乾燥密度を減らすこともできる。

乾燥密度を低くすることにより、膨潤圧を低く抑えることもでき、緩衝材作成時のベントナイト

使用量を減らすこともできるため、今後、試験によって挙動を確認する。 
また、未充填のケースでは、供試体の膨潤により隙間が狭められると同時に、緩衝材が含水す

ることによって透水性が低くなるため、試験孔上部への排水が少なくなった。当初、約 400 
mL/min だった排水量は約 20 mL/min まで減少したものの、完全に排水が止まることはなく、排

水は継続した。長期に継続する場合は、少量であっても流出が継続することは緩衝材量の損失に

つながるため、さらに長期的な試験によって挙動を確認する必要がある。 
再冠水期間の緩衝材の流出量を見積もるためには、水理環境の変化を考慮して予測することが重

要である。今後、より長期的な緩衝材の流出量を見積もるためには、緩衝材の定置による処分孔

の水理環境を確からしく予測し、湧水環境の変化を考慮した試験が必要となる。 
以上のような成果により、処分孔竪置きブロック方式の処分概念に対して、緩衝材の流出抑制

に関する工学的対策オプションの一つとして抽出した「ケイ砂による隙間処理」の効果の見通し

を得ることができたと考える。ただし、坑道埋め戻し後の湧水環境を考慮した条件での「ケイ砂

による隙間処理」の効果の確認や、「隙間未充填」とした場合の隙間閉塞後の長期的な緩衝材の浸
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潤・流出挙動の確認、埋め戻し後の緩衝材流出現象の把握など、更なる知見の拡充が望まれる。 
 
(2) 緩衝材の飽和プロセスを対象とした解析手法の構築 
1) 力学解析手法の検討 

2.6.1 項で述べたように、ベントナイトを含む緩衝材の飽和過程（状態変化）をより確からしく

予測評価することは、性能評価の不確実性の低減に繋がる。本検討では、飽和後の緩衝材の状態

をより現実的に評価するために、許容される緩衝材の流出量を考慮した解析手法を構築すること

を目的として、段階的に開発・高度化を進める。緩衝材の流出、浸潤、膨潤といった再冠水に至

る迄に予期される挙動では、THMC（熱・水・応力・化学）の全てが関連するものの、開発の最

初のステップとして、隙間の充填挙動（水・応力）に関する解析手法に先行して取り組む。具体

的には、緩衝材を処分孔に定置した不飽和な状態から飽和に至る間の膨潤・隙間充填過程シミュ

レーション（乾燥密度や膨潤圧の分布状態の変化などを把握）が可能となるように、モデルの高

度化を行う。 
平成 30 年度には緩衝材が飽和している状態を初期状態として、膨潤による隙間充填に関する

力学解析手法を検討した。その結果を踏まえ、平成 31 年度はベントナイト緩衝材の隙間充填と

均一化過程を「不飽和状態から飽和状態への変遷」としてシミュレーションすることを主眼に置

いた。不飽和を初期状態とし、浸潤過程を考慮した力学解析の検討を行うために、不飽和状態に

あるベントナイト緩衝材の力学挙動を表現するために拡張した弾塑性構成モデルを適用した。 
 
① 解析手法 

解析手法には、土骨格の変形と間隙水圧の流れを連成して解く土／水連成有限要素解析手法を

用い、解析コードとして DACSAR を使用した。DACSAR は、Iizuka and Ohta（1987）に端を

発する有限要素解析コード群の総称であり、解析対象となる材料の構成モデルの高度化、扱える

物理現象の拡張、ならびに数値解析技術そのものの高度化など、様々な形で機能が拡張・更新さ

れている。本検討で用いるコードは、この解析コード群の一つである DACSAR-I（Takeyama et 
al., 2015）をベースとしつつも、不飽和状態にあるベントナイト緩衝材の力学特性を表現するた

めのアップデートを施したものである。この解析コードは緩衝材の飽和・不飽和を問わず、緩衝

材の力学的な評価に用いられている実績があり、緩衝材の長期変遷挙動に対する適用性に係る検

討が進められている。そのため、本事業で対象とする再冠水プロセスの解析手法として DACSAR
を用いることにより、将来的には再冠水から長期までを連続的に解析評価できる利点がある。 

ベントナイト緩衝材の力学応答を表現するべく、土骨格の変形を支配するモデルとして塑性膨

潤の概念を取り入れた弾塑性構成モデルを採用した。ベースとなる弾塑性構成モデルは、飽和状

態にある地盤材料の力学挙動表現に広く用いられている修正 Cam-clay モデルであるが、塑性膨

潤の概念を取り入れることにより、緩衝材に用いられるベントナイト（あるいは、その混合土）

に特有の膨潤挙動を要素応答としてうまく再現できる。想定材料としたケイ砂 30wt%混合 Na 型

ベントナイトについて、過去に実施されている圧密試験や非排水せん断試験を参照しつつ、モデ

ルが必要とする材料パラメータを決定し、シミュレーションに用いた（詳細は付録 C（a）を参

照）。 
不飽和状態にある地盤材料を解析対象とするとき、地盤材料は固相・液相・気相の多相混合体

からなる連続体としてモデル化され、地盤材料の変形とその間隙に存在する間隙流体の運動が有

限要素法によって近似的に求解されることになる。地盤の間隙に液体と気体が 2 相間隙流体とし

て混在する不飽和状態を考え、間隙が間隙水で満たされる飽和状態への変遷も連続的に記述され

る場の支配方程式、及び、有限要素離散化の手続きは、金澤ら（2008）が報告している、多相混
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合体に作用する応力のつり合い条件、固相と液相に関する連続条件、及び、固相と気相に関する

連続条件が場の支配方程式の素地となる。ここに多相混合体の材料モデルを加味し、有限要素法

によって解析対象領域を空間離散化することによって、混合体の変位と 2 相の間隙流体の圧力（間

隙水圧及び間隙空気圧）を未知数とする全体剛性方程式が形成される。さらに、対象とする問題

に応じて、適切な初期条件と境界条件を設定することにより、解くべき全体剛性方程式が構築さ

れ、時々刻々と変化する状態が数値解析的に得られることになる。 
有限要素法によって空間的に分割された有限要素の各積分点における応答は、不飽和地盤材料

で用いられる、土骨格の変形を記述するための構成モデル、各間隙流体の運動を記述するダルシ

ー則、ならびに、マトリックサクション（土粒子と間隙流体の間の物理・化学的作用による吸着

力や間隙水の表面張力によるサクション）と飽和度を関連付ける水分特性曲線モデルに支配され

るものとした。平成 31 年度の緩衝材の不飽和状態からの変遷を考慮する構成モデルは、飽和状

態に至ったときに、平成 30 年度の飽和状態を対象とした構成モデル修正 Cam-clay モデルに塑

性膨潤の効果（Amerashinghe and Kraft , 1983）を導入）に帰着するよう考慮した。ダルシー則

における透水係数は、平成 30 年度と同様に乾燥密度（間隙比）依存性を考慮した透水係数モデル

（Börgesson et al. , 1995）を使用した。水分特性曲線は、杉井・宇野（1997）によるロジスティ

ック曲線モデルにより得られる単一ロジスティック曲線を解析対象への影響などを鑑みて使用し

た。 
 
②  解析体系及び解析ケース 

平成 31 年度までの検討では、一次元の膨潤・隙間充填過程シミュレーションを実施するもと

した。その解析ケースと諸条件を表 2.6-19 に、シミュレーションの概念を図 2.6-47 に示す。Case1
から Case5 は、供試体（ベントナイト）の高さ H と隙間幅 G の合計を 50 mm とし、G を 1.0、
3.0、5.0、7.0、9.0 mm とした。初期乾燥密度は、隙間充填後に供試体高さが 50 mm に至ったと

きに、いずれのケースでも 1.6 Mg/m3になるように設定した。供試体の初期含水比はどのケース

でも一律に 10%とし、初期飽和度は、設定した飽和度と乾燥密度から求められる。飽和度とサク

ションの 1 対 1 の関係を水分特性に仮定しているため、初期サクションは初期飽和度に対して一

意に得られる。 
表 2.6-19 各解析ケースの諸条件 

 
図 2.6-47 膨潤・隙間充填過程

シミュレーション概念図 

Case 
供試体
高さ(H) 
(mm) 

隙間幅
(G) 

(mm) 

初期乾燥
密度 

(Mg/m3) 
初期飽
和度 

初期サク
ション 
(MPa) 

1 49.0 1.0 1.632 0.404 6.34 
2 47.0 3.0 1.702 0.450 5.23 
3 45.0 5.0 1.778 0.508 4.13 
4 43.0 7.0 1.860 0.581 3.09 
5 41.0 9.0 1.951 0.680 2.05 

 
③  解析条件 

(a)シミュレーション対象とするプロセス 
解析の対象とする材料は、ケイ砂 30%混合クニゲル V1（土粒子密度：2.736 Mg/m3、クニゲル

V1 の土粒子密度：2.773 Mg/m3、ケイ砂の土粒子密度：2.650 Mg/m3）とする。初期状態は緩衝

材が高密度に締め固められ、締固め後の乾燥密度を維持したまま蒸留水によって飽和化するプロ

セスを対象とする。概念図を図 2.6-48 に示す。 
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① 初期状態 ② 給水過程 ③ 膨潤充填／均一化過程 
図 2.6-48 シミュレーション対象となるプロセス 

 
本解析では、初期高さを持つ円筒形の不飽和供試体の上部には厚さ G の隙間が存在するものと

した。給水過程では、この隙間に蒸留水が供給されることになり、供試体の膨潤する余裕代とな

る。供給水に背圧は作用せず、その水圧はゼロとする。後に詳述するように、初期供試体は、そ

の飽和度に見合うマトリックサクションを負の間隙水圧として持つため、隙間に蒸留水が供給さ

れた後は、供試体の外部から内部へと動水勾配が生じることになり、供試体への供給水の浸透が

促される。同時に、マトリックサクションが供試体上面に近い側から消散することになり、これ

が有効応力の減少を促すことから、上載圧の無い状態での供試体の自由膨潤が隙間を充填するま

で続くことになる。隙間が充填されれば、供試体全体としての高さは不変となる。不飽和状態で

ある期間内は、供試体の外部から内部への水の流入が生じるが、飽和状態に至ると、この流入も

生じなくなる。しかしながら、供試体内の間隙水圧の不均一さ（動水勾配）が解消するまで、供

試体内部での間隙水の流れは起こり得る。供試体の体積が一定であり、外部との水のやり取りが

ない状況の下で、内部において間隙水の流れが生じれば、局所的には体積変化も生じる。ある領

域が膨潤すれば、全体の体積を一定に保つために、他の領域では収縮しなければならない。本解

析では、この押し合い圧し合いの末、乾燥密度や応力が如何なる分布を示すかを境界値問題とし

て追跡した。 
 

(b) 解析モデル及び境界条件 
図 2.6-49 に、解析モデルと境界条件を示す。本解析では、供試体側面と内壁面との摩擦を無視

し、鉛直方向の変形、ならびに、鉛直方向の間隙水の流れのみを考えた一次元問題とした。二次

元軸対称条件を仮定し、円筒供試体の半径方向の一断面を対象として、半径方向の要素分割はな

いものとした。鉛直方向は、初期供試体高さ に対して、9 節点アイソパラメトリック要素を用

いて 60 要素分割とした。 
下端面の節点以外は、鉛直方向の変位を許すが、上端面の節点が所定の変位に達したとき、つ

まり供試体が隙間を充填したと判断されたとき、上端面の節点の変位を拘束するとした。このよ

うな接触問題を有限要素法で扱う場合、ペナルティ法（Zienkiewicz et al., 2005）やラグランジ

ュ法（Pantano et al., 2002 ; Nergheim et al., 2004）などの界面接合手法が適用されることが多

いが、一次元問題である本解析では、接触面が単純であることから、特別な解法を用いず、各ス

テップの時間増分を十分に細かく設定することにより、各ステップに生じる変位増分が極めて小

さくなることから、隙間充填を満足したと見なされる変位をわずかにでも超過した時点をもって、

上端面の節点の変位を拘束する境界条件に切り替えた。 
排水／給水境界となる供試体上面に位置する節点に境界条件として与える水圧の時間変化を図

2.6-49 に示す。隙間への給水過程は、60 秒の時間を設け、初期サクションの負値から 0 MPa ま

で線形に水圧を上昇させ、その後は、境界の水圧を一定に保ち、300 日の放置期間を設けた。 

供試体
不飽和状態
初期高さ：Hi

隙間厚：G

iH
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供試体上面（排水／給水境界） 

における水圧 

図 2.6-49 解析モデルと境界条件 
 
(c)材料パラメータ 
 構成モデルに使用する材料パラメータを表 2.6-20 に示す（パラメータの詳細については付録 C
（b）を参照）。飽和状態に関する材料パラメータは、平成 30 年度の検討と同様とし、不飽和状

態に関する構成則に使用する材料パラメータは、不飽和状態の初期平均有効応力と飽和後の平均

膨潤圧の関係式と鈴木ら（1999）のベントナイトの膨潤応力の測定結果をもとに決定した。 
 

表 2.6-20 構成モデルに使用する材料パラメータ 

 パラメータ名 記号 数値 

飽和状態 
（平成 30 年度） 

限界応力比  0.63 
圧縮指数  0.14 
膨潤指数  0.028 
ポアソン比  0.40 
塑性膨潤パラメータ  0.45 

不飽和状態の構成モデルに関する 
パラメータ 

 0.65 
 6.37 
 2.23 

  
透水係数モデルに関するパラメータは、平成 30 年度と同様に 、 、

とし、水分特性曲線モデルのパラメータは、鈴木ら（1999）の保水性試験の結果をもとに 

、 、  

とした。 
 
④ 解析結果 

(a)  膨潤量の経時変化 
 図 2.6-50 に供試体膨潤量の経時変化を示す。膨潤量は、供試体の上面に位置する節点の鉛直方

向の変位をもって表した。また、図 2.6-50 には表 2.6-19 に示した 5 ケースの他にも隙間幅の異

なる解析ケースの結果も併記し、300 時間後までの変位を示した。 
供試体が自由膨潤する隙間充填過程に注目すると、隙間幅が大きく初期乾燥密度が高いものほ
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ど、膨潤の速度は大きかった。隙間充填過程における膨潤は、サクションの低下に起因する有効

応力の低下も寄与するが、飽和度増加に伴う塑性膨潤の発現がより支配的である。初期の含水比

が一律の場合、密な供試体ほど初期の飽和度が高くなり（表 2.6-19 参照）、飽和度が高ければ、

弾性域が狭いため、容易に弾塑性状態に移行し、有効応力が低下するような応力経路が与えられ

たとき、塑性膨潤が生じる。隙間が大きいケースでは、供試体の上部から下部にかけて早期に弾

塑性化し塑性膨潤が生じたため、供試体全体としての膨潤速度が大きくなったものと考えられる。

一方、隙間が小さいケースは、初期飽和度が低く、元々弾性域が広いため、弾性状態を維持する

領域が広く、供試体全体としての膨潤が緩慢となったと考えられる。本解析では透水係数につい

ては、乾燥密度の依存性を考慮したモデルを用いている。このため、より密なものほど浸透速度

は小さくなり、膨潤速度とは逆の傾向を与えていることになる。 
 このことは隙間充填に至るまでに要する時間にも影響を及ぼす。図 2.6-50 に隙間幅と隙間充填

に至るまでに要する日数の関係を示す。初期状態が同じであれば、隙間幅が大きいほど、隙間充

填までに長い時間を要すると推測できる。しかしながら、本解析では隙間幅によって初期状態が

異なるため、隙間幅が大きい場合により長い充填時間を要するという結果にはならず、図 2.6-51
に示すように、ある隙間幅を境に充填時間が逆転するという結果が得られた。なお、隙間充填に

要する時間は、高さ 45 mm の供試体が 5 mm の隙間を充填するために約 100 日を要する結果で

あった。ケイ砂 30%混合クニゲル V1 を用いた長尺供試体に対する一次元浸潤速度取得試験（膨

潤変形条件：初期乾燥密度 1.60 Mg/m3、初期含水比 10.58%、供試体高さ 300 mm の供試体）が

50 mm 自由膨潤に要する時間は約 40 日（原子力環境整備促進･資金管理センター, 2018）である

のと比較すると、本解析は、試験体の形状は異なるが、膨潤速度が遅い結果となった。また、シ

ミュレーションが遅い膨潤速度を予測しているとすれば、本検討のように、隙間膨潤過程にある

供試体の膨潤を境界値問題と捉えるとき、供試体全体としての膨潤速度の緩急は複合的な要因に

左右されると考えられる。解析で対象とした現象を鑑みると、浸透によってサクション低下と有

効応力低下が生じたとしても、供試体の大部分が弾性状態を維持し、大きな膨潤が発生する除荷

降伏に至りにくい状況である。塑性膨潤への移行を容易にするためには、初期有効応力がより小

さければよく、理論的には水分特性曲線を見直すことによって解決できるが、特に、低含水状態

におけるデータ取得が難しいマトリックサクションを如何に評価するかに課題がある。今後、本

解析と同様な条件での試験結果による検証を含め、浸潤速度を遅延させる要因について検討し（付

録 C（c）に考察を記載）、現実的な結果が得られるよう検討を進める。 
 

  
図 2.6-50 供試体膨潤量の経時変化 図 2.6-51 隙間幅と隙間充填に至るまでに 

要する日数の関係 

Case 1

Case 2

Case 3

Case 4

Case 5
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(b)飽和度と間隙比 
 供試体の間隙の状態の変化に関して、飽和度の経時変化及び間隙比の経時変化について、ケー

ス 1、3 及び 5 の解析結果をそれぞれ図 2.6-52 及び図 2.6-53 に示す（いずれもケース 2 はケース

1 と 3、ケース 4 はケース 3 と 5 の中間的な結果であった）。間隙の飽和度は、供試体の上面に近

い側から飽和度が単調に上昇し、いずれの供試体も飽和に達した。供試体の乾燥密度が大きいケ

ース 5 が飽和までの時間が最も長かった。供試体の上面からの浸潤に従い膨潤して間隙比が上昇

し、隙間が閉塞した後は、供試体下部の膨潤により上部は圧縮されて間隙が減少した。 
 

   
Case 1（隙間厚 1.0 mm） Case 3（隙間厚 5.0 mm） Case 5（隙間厚 9.0 mm） 

図 2.6-52 飽和度の経時変化 
 

   
Case 1（隙間厚 1.0 mm） Case 3（隙間厚 5.0 mm） Case 5（隙間厚 9.0 mm） 

図 2.6-53 間隙比の経時変化（凡例は図 2.6-52 と同じ） 
 
(c)乾燥密度分布 

供試体内の乾燥密度分布の経時変化を図 2.6-54 に示す。供試体が上部へと膨潤することで乾燥

密度は上部の方がより低下して高さ方向の密度差が発生し、隙間が充填された後は、下部が膨潤

により乾燥密度が低下、それに伴い上部の乾燥密度が高くなることで高さ方向の乾燥密度差が小

さくなるという挙動を示している。平衡状態における供試体の平均乾燥密度はいずれも 1.60 
Mg/m3であるが、平衡状態に至るまでの履歴によって、その分布性状は大きく異なった。供試体

レベルの解析の結果から、実寸規模の緩衝材の密度分布を考える場合においては、緩衝材周りの

隙間がより小さいと、乾燥密度が低下する範囲が小さくなることは明らかである。初期乾燥密度

を高くした場合でも、乾燥密度が低下する範囲を小さくすることは難しいと考えられる。これら

の解析結果より、施工によって生じる隙間を減らすこと、流出などによる隙間の増加を抑制する
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ことなどにより、再冠水過程を経た緩衝材の乾燥密度分布の残存を低減できることが読み取れる。

しかし、密度分布そのものを定量的に把握するためには、供試体寸法のシミュレーションから外

挿して実規模における挙動を予測することは困難であり、実規模と整合する寸法や境界条件を設

定した解析を実施するには、多次元化、解析モデルのスケールアップなどの解析手法などの段階

的な検討が必要である。 
 

 
 
 

  

Case 1（隙間厚 1.0 mm） Case 2（隙間厚 3.0 mm） Case 3（隙間厚 5.0 mm） 
   

Case 4（隙間厚 7.0 mm） Case 5（隙間厚 9.0 mm） 
 

図 2.6-54 供試体内の乾燥密度分布（黒：初期／赤：隙間充填時／青：平衡状態） 
 
(d) 応力状態 

供試体内応力状態について、供試体内の軸圧（鉛直全応力）と供試体の所定の高さにおける側

圧（側方全応力）の変化をそれぞれ図 2.6-55 及び図 2.6-56 に示す。鉛直応力は隙間が充填され

た後に膨潤変形を拘束するための拘束圧として発生する。隙間充填後の平均乾燥密度は一律に

1.60 Mg/m3あるが、平衡に達した膨潤圧の値には差が見られ、隙間幅が大きくても、初期乾燥密

度が高い供試体ほどより大きな平衡膨潤圧が発生する結果となっている。側方応力は、供試体高

さが一定となる隙間充填過程においては、給水面に近い供試体上部から順に側圧がピークを示し

減少に転じる応答が見られ、鉛直応力と同様に隙間幅が大きく供試体の初期乾燥密度が大きいケ

ースほど最大応力が大きかった。隙間が充填された後は、再度側方応力が上昇し、隙間充填過程

に生じた下部の側方全応力は減少が継続した。しかしながら、平衡状態に至っても側圧が供試体

の上から下まで均一になることはなく、差が残留した。その差は、隙間幅が小さい場合（例えば、

Case1）は無視できるほど小さいが、初期が高密度であり隙間幅が大きくなればなるほど、顕著

に残留することがわかった。 



2-170 

 

   
Case 1（隙間厚 1.0 mm） Case 3（隙間厚 5.0 mm） Case 5（隙間厚 9.0 mm） 

図 2.6-55 鉛直全応力の経時変化 
 

   
Case 1（隙間厚 1.0 mm） Case 3（隙間厚 5.0 mm） Case 5（隙間厚 9.0 mm） 

図 2.6-56 側方全応力の経時変化（凡例は図 2.6-52 と同じ） 
 
⑤ まとめ 

 ベントナイト系緩衝材と孔壁との間に隙間が存在する状況を想定し、再冠水過程における緩衝

材の不飽和状態から飽和状態に至る膨潤による隙間の充填、及び、充填後、平衡状態に至るまで

の緩衝材の乾燥密度分布などの変化の過程を解析的に評価する手法を構築することを目的に、既

往の力学解析手法を高度化し、ベントナイト供試体の状態変遷シミュレーションを行った。これ

により、解析手法を示すと共に、その結果より、再冠水過程での緩衝材の乾燥密度分布が発生す

るメカニズムの理解を進めることが出来た。 
 実規模の緩衝材の再冠水過程での乾燥密度分布を予測するためには、膨潤、浸潤の挙動が複合

的に起こり、初期の乾燥密度や隙間幅、緩衝材の厚さ、応力の方向などにより膨潤速度と浸潤速

度が影響を受けるため、供試体寸法のシミュレーションから外挿して予測することは難しいと考

えられる。そのため、今後、手法の構築に向けて、多次元での解析、スケールアップによる効果

の確認などを段階的に行うことが必要である。また、平成 31 年度の解析で得られた結果は、これ

までの試験結果の膨潤速度とは乖離した結果であった。現実的な評価を行うために、同じ材料に

対する同条件での試験結果を比較検証しながら、適切なパラメータを選択しつつ解析手法を構築

する必要がある。 
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2)  遠心模型試験による人工バリア再冠水挙動の評価 
緩衝材のような低透水性の材料は飽和までに長期間を要するため、試験で実際の大きさの緩衝

材の飽和後の状態を把握することは現実的ではない。そのため、飽和後の緩衝材の状態の予測評

価手法として、解析的な手法が有効な手段となる。解析では材料物性や境界条件などのパラメー

タを任意に設定することで、任意の時間における状態や物理量を解析結果として出力することが

できるが、その妥当性を確認する方法が課題となる。 
遠心模型試験は、実際の対象物を 1/n に縮尺した模型を用いて重力加速度の n 倍の遠心加速度

を作用させることにより、実物と同じ自重による応力状態で試験を実施することを可能とする模

型試験である。地盤の圧密や杭の支持力の安定性評価などの比較的長い時間の変化（実現象で数

年程度）を対象として、時間縮尺が 1/n2になる“静的場の相似則”を適用した遠心模型試験が利

用される例が多数ある。地層処分の分野では、再冠水過程におけるオーバーパックの変位や緩衝

材と岩盤中の水の浸潤などを対象として、遠心模型試験と解析の比較検討による研究例があるが、

両者の結果には差があり、とくに複数の材料で構成されるニアフィールド領域を対象とした場合

には、これらの妥当性を確認する方法に課題が残されている（中村・田中, 2004；2006；2009；
西本ほか, 2012；2014；澤田ほか, 2012；Nishimoto et al., 2016；Sawada et al., 2017, 原子力

環境整備促進･資金管理センター, 2018b）。 
上記の課題を踏まえ、まずは、単一の構成材料を対象として重力場（遠心場ではない通常の場）

での試験と縮尺模型を用いた遠心模型試験の結果の違いを把握し、その後、構成材料を増加させ

て段階的に解析結果の妥当性を確認していくといったアプローチが望まれる。 
一般的に、遠心模型試験における成立性（現象の再現性）は、Modeling of prototype（実物ス

ケールの試験と縮尺模型を用いた遠心模型試験で同じ挙動を示すことの確認）や Modeling of 
models（模型縮尺と遠心加速度を変化させた挙動確認）の考え方に基づいて取り組まれている。

本検討においてもこの考え方に基づいて、緩衝材の浸潤挙動を対象とした遠心模型試験を実施し、

実換算時間で数十年程度の緩衝材中の水の浸潤距離と経過時間の関係について取得する。比較対

象とする実物スケールの試験として、平成 29 年度処分システム工学確証技術開発事業で得られ

た、注水液種に蒸留水を用いた一次元浸潤速度取得試験（原子力環境整備促進･資金管理センター, 
2018a。以下、「1G 場試験」という）を選定した。これに対し、縮尺 1/20、1/30（遠心加速度は

それぞれ 20G、30G）の縮尺模型を用いた 2 ケースの遠心模型試験を実施し、それらの結果と重

力場（1G）における緩衝材の浸潤試験結果（既往の数年程度の長期試験）及び 1G 場試験の再現

解析結果を比較することにより、緩衝材の浸潤挙動に対する加速試験としての遠心模型試験の適

用性について考察した。 
 
①  供試体及び試験条件 

(a)供試体 
遠心模型試験に用いる緩衝材は、1G 場試験と同様にクニゲル V1（クニミネ工業製）、ケイ砂 3

号及びケイ砂 5 号（共に愛知県八草産）とし、それらの乾燥質量割合は 7：1.5：1.5、乾燥密度は

1.6 Mg/m3とした。 
1G 場試験の供試体高さは 1,000 mm であることから、20G と 30G 場の試験での供試体高さは

それぞれ 1/20 の 50 mm、1/30 の 33.33 mm とした。供試体と試験容器の概略図を図 2.6-57 に

示す。試験中の水の浸潤位置を連続的に計測するために、供試体には二極法による電気抵抗測定

のための電極（以下、水分量センサーとする）を模型中心から 120°ごとにずらして設置した。 
遠心模型は以下の手順で作製した。 
Step 1：混合した緩衝材の材料をデシケータ中で吸湿させ、含水比が 10%となるように調整す
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る。 
Step 2：Step1 で含水比を調整した材料の含水比を測定する。 
Step 3：緩衝材の材料を水分量センサーの設置高さ毎に試験容器内で締め固める。乾燥密度 1.6 

Mg/m3となる緩衝材の 1 層分の高さを 4 分割で撒き出すための計量を行う。次に試験

容器内に 4 分割撒き出し用仕切り板を設置し、その一区画ずつ 4 回に分けて 1 層分の

緩衝材を撒き出す。 
Step 4：締固め装置（プレス機）で圧力を加え一層分の材料に緩衝材を作製する。その際の最

大荷重は 6～8 kN とし、15 分間で所定の高さになるように調節する。また、締固め

時の最大荷重を記録する。 
Step 5：水分量センサーを試験容器に設置する。センサーの電極は締め固めた一層分の緩衝材

の上端面に位置する形となる。所定の箇所にセンサーを固定した後、最上層まで Step 
3～4 と同様の方法で材料を締め固める。 

Step 6：試験容器上蓋を取り付ける。 
Step 7：遠心プラットホームおよび中心軸上に設置する資機材全ての質量測定を行い、遠心載

荷装置のカウンターウェイトの質量を調整する。 
Step 8：供試体を含む試験容器を遠心載荷装置に設置し、給排水タンクと試験容器を接続する。 
Step 9：水分量測定装置と電極及び水分量測定装置・土圧計（緩衝材膨潤圧測定）・水圧計（注

水圧測定）とデータロガーを結線する。なお、試験時には遠心力が各部に働くので、

それを考慮した上で配線の取り回しおよび養生を行う。 
 

 

 

  

a) 20G 場 b) 30G 場 
図 2.6-57 遠心模型試験の供試体と試験容器の概略図 
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遠心加速度は 20G 及び 30G とした。また、供試体への注水圧は装置の最小の注水制御圧であ

る 100 kPa に設定した。遠心模型試験の試験時間は、20G 場試験では 1G 場試験の試験期間を目

安に約 10 日間（実換算時間で約 9 年）、30G 場試験では模型高さの半分以上が飽和する状態を目
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安に約 16 日間（実換算時間で約 40 年）とした。 
試験中及び試験後の計測項目を表 2.6-21 に示す。試験中の供試体の水分量の時間変化は、水分

量センサー（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）で測定し

た。緩衝材の膨潤圧は透水容器上蓋に設置した小型土圧計で測定し、注水圧は通水経路中に設け

た空気抜き・ボールバルブ・圧力計取り付けブロックに設置した小型圧力計で計測した。 
遠心模型試験終了後の含水比の測定は、底面からの距離 5 mm 毎を目標として試料を採取し、

その試料の体積と含水比を測定して飽和度、湿潤密度、及び乾燥密度を算出した。加えて、遠心

模型試験終了後の供試体を X 線 CT 装置で撮影することで、その断面画像および密度分布を得た。 
 

表 2.6-21 計測項目 
測定項目 計測/測定方法 目的 
供試体の水分量 水分量センサー 供試体中の水分量の時間変化を計測 
注水圧 水圧計 注水圧を計測 
供試体の膨潤圧 小型圧力計 供試体の膨潤圧の時間変化を計測 
遠心模型試験後の供

試体の密度、含水比、

飽和度の分布 

供試体から試料を採

取して直接測定 
・試験後の供試体の含水比を測定 
・試験中の水分量センサーの結果の妥当性確認 

遠心模型試験後の供

試体内部の密度分布 
X 線 CT 装置で撮影 ・供試体内部の状況、密度分布を把握 

 
(c)試験手順 

試験は以下の Step 1 から Step 14 の手順で実施した。 
Step 1：データロガーおよび計測プログラムを設定し計測およびデータ収録を開始する。 
Step 2：給水タンクのコックを閉じたまま、試験容器の給水コックを開ける。 
Step 3：給水経路中に接続した真空ポンプを運転し、給水経路内を数時間排気する。 
Step 4：真空ポンプ側のコックを閉じ給水経路中の真空を保ったままポンプを取り外す。 
Step 5：計測データに異常がないことを確認し、給水タンクのコックを徐々に開け給水経路を

水で満たす。 
Step 6：水圧計のデータから給水経路中に水が充填されていることを確認する。 
Step 7：試験容器の排水コックを開放する。この時点で供試体下端面と間隙水が接触すること

になる。間隙圧は大気圧程度である。 
Step 8：各計測センサーの値に問題が無いことを確認した後、計測プログラムにて１分間隔で

のデータ収録を開始し試験期間終了時までデータ収録を継続する。 
Step 9：遠心装置運転前点検を行い異常が無い事を確認する。 
Step10：定められた手順に従って遠心装置を起動し、計測データに異常がないことを確認しな

がら遠心加速度をそれぞれ目標の大きさまで上昇させる。 
Step11：遠心加速度が目標の大きさまで到達したことを確認し試験開始とする。注水圧を 100 

kPaに保持するよう調整しつつ計測データなどに異常がないことを確認しながら試験

を行う。 
Step12：試験期間終了後、定められた手順で遠心装置を停止する。 
Step13：試験容器から供試体を押し抜き脱型する。脱型した供試体は乾燥を防ぐためラップで

覆い、さらに密閉容器に格納した後、X 線 CT 装置で撮影を行う。 



2-174 

Step14：供試体を所定の治具に設置し、押し抜き量をモニタリングしつつ 5 mm 毎に押し出し

た後、押し出し量を 1/100 mm 測定可能なノギスで測定後、試料を切削採取し、直ち

に質量を測定する。各層の試料を採取した後、含水比を測定する。なお、測定後の試

料は密閉容器にて保管する。 
 

(d)水分量センサーのキャリブレーション 
供試体と同一の材料を用いて含水比を調整した後に、乾燥密度ρd = 1.6 Mg/m3に締固めた緩衝

材を用いて水分量センサーのキャリブレーションを実施した。図 2.6-58 に飽和度 Srと水分量セ

ンサーの出力電圧 V の関係を示す。図には、最小二乗法により求めた近似式を併せて示した。キ

ャリブレーションの結果、今回使用した水分量センターの電圧 V と飽和度 Srの関係として、以

下の式を得た。 
 

V = 4.14Sr3 – 12.70Sr2 + 25.10Sr + 26.41   (2.6-1) 
 
キャリブレーション用の緩衝材は、事前に材料を均質に混ぜて含水比が 10%になるように調整

したが、試験で使用した水分量センサーは、図 2.6-58 のエラーバー（誤差範囲）で示すように、

飽和度に 5%程度の誤差を含む。これは、センサーが 2 極法のため計測する電圧が差動信号でな

いこと、緩衝材と電極の接触加減により出力が変化する可能性があることなどが要因である。 
 

 
図 2.6-58 水分量センサーのキャリブレーション結果および検量線 

 
②  試験結果 

(a) 試験中の飽和度の測定結果 
20G 場試験と 30G 場試験における水分量センサーの出力電圧から求めた飽和度と実換算経過

時間の関係を図 2.6-59 に示す。図中の時間 0 は、遠心力が所定の加速度に達し、注水圧が 100 
kPa となった時点である。また、飽和度は実物の高さに換算した供試体下端面からの高さ位置で

示した。時間 0（試験開始時）における飽和度は、43～48%の範囲でばらつきが見られるが、水

分量センサーには 5%程度の誤差が存在するため、誤差の範囲内において同程度の飽和度と見な

すことができる。 
試験開始後の時間経過とともに、下方の水分量センサーから順に各計測位置の飽和度は増加し

た。20G 場試験の試験終了時点（実物換算で約 9.6 年）では、d = 125 mm における飽和度は約

y = 4.14x3 - 12.70x2 + 25.10x + 26.41

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

飽
和
度

, %

電圧, V



2-175 

97%であり、d = 625 mm 以上では飽和度の増加量は相対的に小さく約 52～55%であった。30G
場試験では、試験終了時点（実物換算で約 36.5 年）の飽和度は、全ての計測位置で 90%以上であ

った。 
飽和度が初期値から 1%増加した位置を浸潤フロントと定義し、20G 場試験と 30G 場試験にお

ける浸潤フロントの進展状況を図 2.6-60 に示す。遠心模型試験では、試験装置の制約により注水

圧を 100 kPa に設定しており、1G 場試験の注水圧 60 kPa とは異なる。そのため、図中に示し

た浸潤フロントは、ダルシー則が成立すると仮定して、ある飽和度における浸潤距離を注水圧の

比で除して補正した値で示した。また、図には、1G 場試験の結果から得られた飽和フロントの推

定式 d = 60×t0.35を併せて示した。浸潤フロントの進展状況から、毛細管現象による水の拡散速

度の理論式である Washburn 式（d = c×t0.5、c は濡れ角などの関数で表される材料と液種によっ

て決まる係数）に当てはめると 20G 場試験では d = 18.8×t0.48、30G 場試験では d = 29.0×t0.44

となり、Washburn 式に近い傾向であった。 
 
 

  

a) 20G 場試験 b) 30G 場試験 
図 2.6-59 実物換算経過時間と飽和度の関係 

 
 

  

a) 20G 場試験 b) 30G 場試験 
図 2.6-60 遠心模型試験における注水圧を補正した浸潤フロントの進展状況  
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(b) 試験後の飽和度などの測定結果 
試験終了後に試験容器から供試体を脱型して X 線 CT 撮影を行った結果を図 2.6-61 に示す。

また、得られた CT 画像（中心の縦断面）及び得られた CT 値から換算した供試体内部の密度分

布（湿潤状態）を併せて図に示した。CT 画像における濃淡は白から黒にかけて、密度の高低を表

している。CT 値は局所的な値であるため、ベントナイトの位置に比べてケイ砂の粒の位置に対

応する部分の密度は相対的に高い値として示されている。 
試験終了後に測定した 20G 場試験と 30G 場試験における供試体の含水比、飽和度、及び密度

を表 2.6-22 及び表 2.6-23 に示す。試験後の緩衝材の密度は、供試体を高さ方向に約 5 mm 毎に

スライスし、試料高さ、湿潤及び乾燥状態の重量の実測値を用いて算出した。なお、試料の直径

は、供試体の直径と同じ 50 mm とした。また、土粒子密度は 2.705 g/cm3（原子力環境整備促進･

資金管理センター, 2018b）として含水比、飽和度を求めた。なお、45～50 mm はサンプリング

中に供試体が容器から脱落して分割できなかったため 40～50 mm として測定した。また、0－5 
mm の範囲では飽和度が 100%を超えていたが、供試体の注水側に近いため下端面に注水した水

が付着していた可能性が考えられる。 
表 2.6-22 及び表 2.6-23 に示したサンプリングの結果から、供試体の下方から上方に向かって

飽和度は低下しており、図 2.6-59 に示した水分量センサーで求めた試験終了時点の飽和度の傾向

と一致していた。ただし、水分量センサーで求めた飽和度に比べて、サンプリングの結果から求

めた飽和度は低くなる傾向にあった。図 2.6-61 の左図には、CT 値とサンプリング結果から得ら

れた試験終了時点の湿潤密度を示す。CT 値から得られた湿潤密度に比べてサンプリング結果か

ら得られた湿潤密度は低くなる傾向にあった。試験後のサンプリング時には、試料の乾燥を防ぐ

ために養生などの対策を実施したが、試料の厚さが 5 mm 程度ということもあり乾燥を完全に防

ぐことができなかった可能性がある。そのため、サンプリングから得られた密度は低下したこと

が考えられる。また、20G 場試験において、25～30 mm の飽和度、20～25 mm 及び 30～35 mm
の乾燥密度が、その上下に比べて大きく異なっている。これは、脱型時に 5～35 mm 付近に亀裂

が生じたことにより、サンプリングされた緩衝材の体積や質量が正確に測定できていな可能性が

ある。 
X 線 CT 装置は測定対象物に対する大きさや装置の X 線強度（透過能力）の制限があるが、供

試体を解体する必要がないため、試料を乱すことなく短時間で CT 値を得ることができ、その CT
値から供試体の密度を算出することができる。そのため、X 線 CT 装置は、縮小模型を用いた遠

心模型試験における緩衝材などの密度測定には有効な測定方法である。 
 

  



2-177 

表 2.6-22 20G 場試験における試験後の供試体の含水比、飽和度、密度 
底板からの 

試料採取位置 
(mm) 

実物換算 
高さ 
(mm) 

試料 
高さ 
(mm) 

体積* 
(cm3) 

湿潤 
質量 
(g) 

乾燥 
質量 
(g) 

含水比 
(%) 

飽和度** 
(%) 

湿潤密度 
(Mg/m3) 

乾燥密度 
(Mg/m3) 

0-5 0-100 4.25 8.35 19.30 15.40 25.3 146.9 2.312 1.845 

5-10 100-200 5.15 10.11 19.79 16.12 22.8 88.5 1.958 1.595 

10-15 200-300 5.53 10.86 20.39 17.06 19.5 73.1 1.877 1.571 

15-20 300-400 5.29 10.38 19.08 16.32 16.9 63.5 1.838 1.572 

20-25 400-500 4.85 9.52 18.46 16.19 14.0 64.3 1.940 1.702 

25-30 500-600 6.09 11.96 20.52 18.29 12.2 42.9 1.716 1.530 

30-35 600-700 3.80 7.47 14.80 13.39 10.5 55.9 1.981 1.792 

35-40 700-800 5.07 9.95 16.83 15.20 10.7 37.6 1.691 1.527 

40-50*** 800-1000 9.97 19.58 32.36 29.09 11.2 37.1 1.653 1.486 

*供試体の直径を 50.00 mm として算出 
**土粒子密度ρsを 2.705 g/cm3として算出 
***採取位置 45～50 mm は容器から自重で落下したため分割して測定できなかった 
 

表 2.6-23 30G 場試験における試験後の供試体の含水比、飽和度、密度 
底板からの 

試料採取位置 
(mm) 

実物換算 
高さ 
(mm) 

試料 
高さ 
(mm) 

体積* 
(cm3) 

湿潤 
質量 
(g) 

乾燥 
質量 
(g) 

含水比 
(%) 

飽和度** 
(%) 

湿潤密度 
(Mg/m3) 

乾燥密度 
(Mg/m3) 

0-5 0-150 4.69 9.20 20.89 16.46 26.9 142.2 2.270 1.789 

5-10 150-300 4.93 9.67 18.80 15.20 23.7 88.8 1.944 1.572 

10-15 300-450 5.06 9.94 19.17 15.59 23.0 85.7 1.928 1.568 

15-20 450-600 4.88 9.59 18.52 15.33 20.8 81.3 1.931 1.599 

20-25 600-750 5.15 10.12 19.15 16.03 19.5 74.5 1.893 1.585 

25-33.33*** 750-1000 8.62 16.92 30.69 25.96 18.2 64.6 1.814 1.534 

*供試体の直径を 50.00 mm として算出 
**土粒子密度ρsを 2.705 g/cm3として算出 
***採取位置 25～33.33 mm は容器からの切削時に脱落したため分割して測定できなかった 
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a) 20G 場試験 

 

b) 30G 場試験 
 

図 2.6-61 試験後の CT 撮影による供試体の断面画像と CT 値から換算した密度分布 
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③ 浸潤速度に対する模型縮尺と遠心加速度の影響 

緩衝材中の水の浸潤挙動に対する加速試験としての遠心模型試験の適用性を確認するために、

1G 重力場および遠心模型試験の浸潤フロント、飽和度 50%、75%、飽和フロントの位置と時間

の関係を比較した。 
20G、30G 場試験における浸潤フロント、飽和度 50%、75%、飽和フロントの位置と時間の関

係を図 2.6-62 から図 2.6-65 に示す。図には、40G 場試験の結果（日本原子力研究開発機構・原

子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）を併せて示した。20G～40G 場試験における浸潤フ

ロント、飽和度 50%、75%、飽和フロントは、時間の経過とともに同様の傾向で増加した。20G
～40G 場試験の各飽和度における浸潤距離にはばらつきは見られるが、模型縮尺及び遠心加速度

による依存性は見られなかったことから、遠心加速度 20G～40G では遠心模型試験の相似則が成

立していると考えられる。 
また、図 2.6-62 から図 2.6-65 には 1G 場試験及び 20G～40G 場試験における測定結果の近似

曲線を示した。なお、飽和フロントについてはデータ数が少ないため、図 2.6-65 では参考として

近似式を示した。1G 場試験と遠心模型試験の近似曲線を比較すると、飽和度 50%までの遠心模

型試験と 1G 場試験では、浸潤距離と経過時間の関係の差は小さいことがわかる。飽和度が 75%
以上では両者の差は大きくなり、1G 場試験に比べて遠心模型試験の浸潤速度は遅くなる傾向が

見られた。遠心模型試験では、遠心加速度の不均一性（模型の重心位置を基準に遠心加速度を設

定）や材料と模型の寸法効果（模型を縮尺してもケイ砂の粒径などの材料の縮尺は変更できない）

などの試験上の制約があるため、遠心模型試験で 1G 場試験の結果を完全に再現することは難し

かった。ただし、1G 場試験と遠心模型試験における緩衝材中の水の飽和までの時間差を定量的

に把握した上で、人工バリアを含む遠心模型試験を実施することにより、実スケールの緩衝材の

飽和時間の推定や再冠水後の人工バリアの状態把握に活用できると考えられる。 
 

 
図 2.6-62 1G 場試験および遠心場試験における浸潤フロントの進展状況 
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図 2.6-63 1G 場試験および遠心場試験における飽和度 50%の進展状況 
 

 

図 2.6-64 1G 場試験および遠心場試験における飽和度 75%の進展状況 
 

 

図 2.6-65 1G 場試験および遠心場試験における飽和フロントの進展状況 
 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

実換算時間, year

実
物

換
算

し
た

底
面
か

ら
の
距

離
, m

m

実換算時間, day

1G場試験（近似曲線）

遠心模型試験（近似曲線）

20G場試験（実測値）

30G場試験（実測値）

40G場試験（実測値）

d = 7.5×t0.54

d = 16.8×t0.42

0 5 10 15 20 25 30 35

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

実換算時間, year

実
物

換
算
し
た
底
面
か
ら
の
距
離

, m
m

実換算時間, day

1G場試験（近似曲線）

遠心模型試験（近似曲線）

20G場試験（実測値）

30G場試験（実測値）

40G場試験（実測値）

d = 2.1×t0.63

d = 2.9×t0.55

0 5 10 15 20 25 30 35

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

実換算時間, year

実
物

換
算

し
た

底
面
か

ら
の
距

離
, m

m

実換算時間, day

1G場試験（近似曲線）

遠心模型試験（近似曲線）

20G場試験（実測値）

30G場試験（実測値）

d = 4.5×t0.5

d = 0.39×t0.68



2-181 

③  一次元浸潤速度取得試験（1G 場試験）の数値解析 
(a) 数値解析コード 

数値解析コードは熱・水・応力（THM）連成解析コードである“放射性廃棄物地層処分におけ

る地下空洞長期安定性解析プログラム（LOSTUF）”（澤田ほか, 2006）を使用した。力学モデル

は等方線形弾性体と仮定した。膨潤評価式のパラメータについては文献の値（小峯・緒方, 1999）
を用いた。 
 
(b) 解析モデル 

1G 場試験の数値解析モデルを図 2.6-66 に示す。直径 50 mm、高さ 1,000 mm の供試体の軸

対称 FEM メッシュを作成し、要素分割は高さ方向に 40 分割とした。力学拘束条件は全周をロ

ーラー支持（垂直方向は固定、水平方向は移動可能）とし、モデル下端の給水側境界として圧力

を 60 kPa で一定とし、上端の排水側境界は浸出面境界として設定を行った。試験条件では初期

は流量一定で制御され、30 日経過時頃より圧力一定条件で制御されているが、解析では最初か

ら圧力一定条件とした。下面から給水された水分が上面に到達し、飽和に至ることで浸出面境界

より排水され、大気圧で一定の境界となるよう設定した。温度については特に加熱などの制御は

行われていないため、平均的な温度としてモデル全体を 17℃で一定とした。 
浸潤解析で用いる緩衝材の力学特性、膨潤特性、水理特性には、既往研究（原子力環境整備促

進･資金管理センター, 2016；2017；2018b）で実施した要素試験の結果を用いて設定した。浸潤

解析に用いた緩衝材の物性パラメータを表 2.6-24 に示す。表中には、要素試験の結果から統計的

にばらつきが評価可能なものについては平均値と±2σを示し、試験数量の不足などによりばらつ

きが評価できなかった透水係数については最大値及び最小値を示した。ヤング率は飽和度との関

係で整理された回帰式から、緩衝材の初期飽和度相当の飽和度 40%における剛性を設定した。ま

た、飽和時のヤング率として 10 MPa を設定した。なお、ポアソン比については、要素試験結果

では 0.5 に近かったが、今回の解析では土材料の一般的な値として 0.3 を設定した。また、緩衝

材の保水特性として van Genuchten（VG）モデル（van Genuchten, 1980）を用い、α = 0.244 
MPa-1、n = 1.53 とした。 
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図 2.6-66 一次元浸潤速度取得試験（1G 場試験）の数値解析モデル 
 

表 2.6-24 浸潤解析に用いた緩衝材の物性パラメータ 
物性項目 −2σ or 最小値 平均値 +2 σ or 最大値 

乾燥密度（Mg/m3） 1.557 1.591 1.625 
透水係数（m/s） 4.10×10-13 4.70×10-13 5.50×10-13 
飽和度 40%時ヤング率（MPa） 64 101 138 
飽和時ヤング率（MPa） 10 
間隙率（%） 0.402 0.414 0.426 
ポアソン比 0.30 

 
 

(c) 浸潤解析と試験の結果の比較 
緩衝材の力学特性、膨潤特性、水理特性のばらつきが浸潤速度に及ぼす影響を把握するために、

表 2.6-25 に示す透水係数及び間隙率をパラメータとして浸潤解析を行った。表 2.6-24 に示した

乾燥密度とヤング率のばらつきについては、事前の予備解析で浸潤速度に及ぼす影響は無視でき

るほど小さい（1G 場試験では緩衝材の周囲が拘束された条件のため、緩衝材の変形が透水性に

及ぼす影響が小さい）ことを確認している。 
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緩衝材の水理特性をパラメータとした浸潤解析と 1G 場試験及び遠心模型試験の結果を図

2.6-67 に示す。全ての解析ケースで 1G 場試験よりも浸潤速度は遅くなる傾向にあり、±2σの範

囲で透水係数及び間隙率を変化させても、浸潤速度の変化量は小さかった。これらのことから、

緩衝材の飽和時の水理特性のばらつきが浸潤速度に及ぼす影響は小さいことがわかった。 
 

表 2.6-25 緩衝材の物性値のばらつきに関する検討ケース 

検討ケース 
透水係数 
（m/s） 

間隙率 
ヤング率 
（MPa） 

乾燥密度 
（Mg/m3） 

平均値 4.70×10-13 
0.414 

101 1.591 
Case1 4.10×10-13 
Case2 5.50×10-13 
Case3 4.10×10-13 0.402 
Case4 5.50×10-13 0.426 

 
 

  
a) 浸潤フロント（飽和度 40%） b) 飽和フロント（飽和度 95%以上） 

図 2.6-67 緩衝材の水理特性をパラメータとした解析結果と試験結果の比較 
 
 
不飽和土の浸潤速度に支配的なパラメータの一つとして相対透水係数（不飽和透水係数と飽和

透水係数の比）があり、VG モデルのパラメータから計算される相対透水係数は一般に間隙結合

係数を 0.5 とした場合の特性である。このパラメータは土壌材料によって大きく変わることが知

られている。そのため、間隙結合係数をパラメータとして浸潤速度に及ぼす影響を確認した。 
間隙結合係数をパラメータとして、浸潤解析の結果から得られた浸潤フロント（飽和度 40%）

と飽和フロント（飽和度 95%以上）における底面からの距離と経過時間の関係を図 2.6-68 に示

す。浸潤フロントに比べて飽和フロントに対する間隙結合係数の依存性は小さかった。 
図には、一次元浸潤試験と遠心模型試験から得られた浸潤フロント及び飽和フロントの結果を

点線で示した。一次元浸潤試験と浸潤解析を比較すると、浸潤フロントと飽和フロントともに浸

潤解析の浸潤速度が遅く、解析結果は一次元浸潤試験の結果を再現できていなかった。浸潤過程

は不飽和から飽和に至る過程であり、不飽和を対象とした解析で 1G 場試験と同程度の浸潤速度

が得られなければ、緩衝材の飽和フロントや飽和後の状態を適切に表現することは難しい。図

2.6-68 a)の結果から、現状では浸潤解析において緩衝材の不飽和特性が適切に表現できていない
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と考えられる。 
緩衝材を対象とした浸潤解析で妥当な結果を得るためには、まずは不飽和特性を適切に考慮す

るとともに、緩衝材の乾燥密度を変えることで不飽和特性などをパラメータとした浸潤解析を実

施することが必要になると考えられるが、緩衝材の透水係数が低いことから解析結果の妥当性確

認のための試験には長期間を要する。図 2.6-62 から図 2.6-65 に示したように、一次元浸潤試験

と遠心模型試験の結果が完全に一致するわけではないが、例えば、1/40 の縮小模型を用いて 40G
の遠心加速度で 10 日間の遠心模型試験を実施することにより、約 40 年相当の浸潤試験結果を得

ることができた。1G 場試験と遠心模型試験の結果の差には留意する必要があるが、浸潤解析の

精度向上や解析結果の妥当性確認のために遠心模型試験は有効な手段になると考えられる。 
 

  
a) 浸潤フロント（飽和度 40%） b) 飽和フロント（飽和度 95%以上） 

図 2.6-68 間隙結合係数をパラメータとした解析結果と試験結果の比較 
 
 

 まとめ 

遠心模型試験では、緩衝材への水の浸潤を対象とした加速試験としての有効性を確認するため

に、模型縮尺と遠心加速度をパラメータとして緩衝材中の飽和度と経過時間などに関する試験デ

ータを取得した。その結果、20G～40G 場試験では、飽和度と実物換算した底面からの距離の関

係にばらつきはみられるが、模型の縮尺と遠心力の大きさに依らず概ね一致した結果が得られた

ことから、遠心場の相似則が成立していることが示された。ただし、一次元浸潤速度取得試験（1G
場試験）の結果と比較すると、20G～40G 場試験では浸潤速度が遅くなる傾向が見られた。遠心

模型試験では、遠心加速度の不均一性（遠心試験では、遠心加速度を供試体の重心に設定するた

め、重心より下では加速度が高く、上では加速度が低くなる）や材料（砂など）と模型の寸法効

果などの試験上の制約がある。そのため、遠心模型試験で 1G 場試験の結果を完全に再現するこ

とは難しかったと考えられる。しかし、1G 場試験と遠心模型試験における緩衝材中の水の飽和

までの時間の違いを定量的に把握した上で、人工バリアを含む遠心模型試験を実施することなど

により実スケールの緩衝材の飽和時間を推定することができ、再冠水後の人工バリアの状態をよ

り確からしく把握することができると考えられる。また、例えば、1/40 の縮小模型を用いて 40G
の遠心加速度で遠心模型試験を実施した場合には、10 日間の試験期間で約 40 年相当の浸潤試験

結果を得ることができるため、1G 場試験と遠心模型試験の結果の差を把握した上で、浸潤解析

の精度向上や解析結果の妥当性確認のために遠心模型試験は有効な手段になると考えられる。 
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3) 海外の再冠水プロセスに関する評価方法 
① はじめに 

本事業では、スウェーデンの処分実施主体である SKB 社より、緩衝材の再冠水に至るプロセ

スに関する解析的手法及び解析的評価に必要な情報の提供を受けている。平成 31 年度は、緩衝

材の再冠水プロセスの評価に関する SKB 社の経験（先行的な取組に基づく知見）として、ベン

トナイトの再冠水プロセスと緩衝材の健全性に関連する SKB 社の戦略及び方法論についての情

報提供を受けた。以下にその概要を示す。 
 

② SKB 社の戦略と方法論 
(a) 安全評価の方法論 
最終処分場の閉鎖後の安全評価にあたり、処分システムとその変遷に関する科学的及び技術的

に裏付けられた知見を整理して明確に示すことは、安全性を示すための文書化において重要な要

素である。 
安全評価『SR-Site』（SKB 社による建設許可申請に係る安全評価書（SKB, 2011））は以下に

示す 11 の主要ステップで構成されており、ベントナイトの再冠水プロセスはステップ 4（プロセ

スの記述）で記述されている。 
・ ステップ1：FEPの処理 

・ ステップ2：初期状態の記述 

・ ステップ3：外部条件に関する記述 

・ ステップ4：プロセスに関する記述 

・ ステップ5：安全機能の定義 

・ ステップ6：データのコンパイル 

・ ステップ7：レファレンス変遷の分析 

・ ステップ8：シナリオの選定 

・ ステップ9：選定されたシナリオの分析 

・ ステップ10：追加的な分析と補足的な論拠 

・ ステップ11：結論 

 
(b) プロセスの記述 
長期の処分場システムで発生する様々なプロセス（変遷の過程）に関する充分な検討と理解が

なされることは、安全評価にとって重要である。そのための基本的な情報源は、すでに数十年に

わたり SKB 社及びその他の組織が行ってきた研究開発活動で得られた成果である。研究開発活

動により、人工バリア及び長期安全性と関連性の高い多くのプロセスが抽出された。 
安全評価におけるプロセスの取り扱い方法はプロセス表としてまとめられている。プロセス表

は、必要に応じて、考慮すべき期間ごとに記述されている。その上で、抽出されたプロセスが定

量化されるべきか、それがどのように扱われるかに関して簡略に記述されている。 
プロセス表における記載は、再冠水期間と再冠水後の長期の 2 つの時間枠に分類されており、

緩衝材に関しては全部で 26 のプロセスが取り上げられている。26 のプロセスのうち、再冠水期

間でモデル化の必要性があるとされている 12 のプロセスとその評価方法を表 2.6-26 に示す。 
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表 2.6-26 再冠水期間にモデル化すべきプロセスと評価方法 
再冠水期間でモデル化すべきプロセス 評価方法 

熱影響（Heat transport） ・システムモデル 
不飽和状態における吸水および輸送 
(Water uptake and transport for unsaturated 
conditions） 

・THM モデル 

パイピング/エロ―ジョン（Piping/ Erosion） ・モデルスタディ 
膨潤/質量再分配（Swelling/ mass redistribution） ・THM モデル（緩衝材/埋め戻し材と熱膨張

（thermal expansion）の相互作用を含む） 
・システムモデル（最終膨潤） 

移流による核種の移動 
（Advective transport of species） 

・冠水時の溶存種の物質以降に関する簡易的

な仮説 
核種の拡散移動 
（Diffusive transport transport of species） 

・化学モデル（熱 飽和/不飽和は無視する） 

吸着（イオン交換を含む） 
（Sorption(including ion-exchange) 
不純物の変質 
溶存化学種及びその反応 
（Aqueous speciation and reaction） 
浸透（Osmosis） ・実証データとの比較による評価 
モンモリロナイトの変質 
（Montmorillonite transformation） 

・モデル計算（熱 飽和/不飽和は無視する） 

セメンテーション（Cementation） ・モンモリロナイトの変質と共通の議論 
 
(c) 再冠水プロセスの安全評価での取り扱い 
プロセスに関する記述内容は、第 7 のステップであるレファレンス変遷の分析で用いられるこ

とになる。レファレンス変遷の分析は、それ以前の 6 つのステップに関するすべての記述に基づ

いて、処分システムの基本的な変遷に関する定義及び分析が行われる。その中には再冠水期間の

プロセスも含まれる。プロセスに関しては『プロセス報告書』（SKB, 2010）に詳細に記述されて

おり、人工バリア及び母岩と関連性が高いプロセスに関する知見と、安全評価におけるそれぞれ

プロセスの取り扱い方法も記載されている（たとえば、実験や分析の裏付けなどに基づくことな

ど）。 
その後行われる安全評価におけるシナリオ選定は、レファレンス変遷の分析を基に実施される。

「主要シナリオ」は、レファレンス変遷により構築されている。さらに、処分システムの安全機

能が維持されない状況を引き起こす可能性を扱う「追加シナリオ」が作られる。すなわち追加シ

ナリオは安全機能の支配的な役割を果たす「閉じ込め」が維持されない場合のシナリオである。

スウェーデンの方法では、再冠水期間にベントナイトに起こる可能性のある変遷のすべてがレフ

ァレンス変遷（主要シナリオ）の中で扱われており、追加シナリオには取り上げられていない。

これは、再冠水期間に起こる安全を損なうと考えられる環境に対し、指標を設けて除外している

ためだと考えられる。例えば、処分孔は湧水量が 0.1 L/min 以上の場合は使用しないとされてお

り、これによって、緩衝材の流出があっても緩衝材の機能にも影響を及ぼさない程度の流出量に

おさまると考えられている。緩衝材の機能に最も影響を及ぼすと考えられているプロセスは、長
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期変遷として扱われるエロージョン（ケミカルエロージョンと呼ばれることもある）であり、こ

れは、気候の長期変動により間氷期に氷河が溶けることによって、処分場周辺の地下水が淡水化

することより、緩衝材が分散して亀裂などに流出するプロセスである。 
スウェーデンのシナリオの選定は、スウェーデンの規制要件に従い、地下環境と処分概念をも

とに行われているため、日本の評価手法にそのまま取りいれることはできず、日本の地下環境と

処分概念を基にプロセスを抽出し、シナリオを構築することが必要である。そのため、地質、水

理環境を踏まえたプロセスの把握と、人工バリアの性能を損なわないための処分場の設計指標に

資する定量的評価を進めることが重要である。 
 
2.6.3 2 か年の成果と今後の課題 
(1) 流出を抑制する工学的対策の具体化 

平成 31 年度は、「ケイ砂による隙間処理」の効果について検討を行った。原位置試験では、処

分孔竪置きブロック方式の処分概念を検討対象として、緩衝材の流出抑制効果を確認し、実現性

のある工学的対策オプションの 1 つとしての見通しを示すことを目標とした。室内試験は原位置

試験の予備試験、及び補足データの取得を行った。 
原位置試験、工学規模試験の予備試験として、小型試験によって、隙間の充填にケイ砂を用い

た場合の工学的対策としての継続の確認と、ケイ砂の粒径の効果を検討した。ケイ砂の粒径を 3
号、5 号、3+5 号と変えた試験によって、隙間を充填しないケースとの比較で、ケイ砂を充填す

る効果が 2 ヵ月以上継続することを確認するとともに、用いた範囲の粒径の変化は効果に影響し

ないことが明らかとなった。これらの結果より、ケイ砂充填の際に落下による充填がし易いなど

の施工性の観点から、粒径の大きい 3 号ケイ砂を用いて、原位置試験及び工学規模試験を行うこ

ととした。 
原位置試験においてケイ砂による隙間処理を実施したケースについては、試験期間 29 日にお

ける緩衝材の総流出量は 558 g、総排水量は 29,000 L、試験終了時の流出割合（試験開始時の試

験体（緩衝材）の乾燥重量 298 kg に対する総流出量の割合）は 0.2%となった。ケイ砂充填する

ことにより、緩衝材流出量の増加の要因となる「排水量（湧水流速）の増加」に対し、「流出濃度

の増加が生じない」という結果を得た。これは、以下に記載したケイ砂充填に期待する 2 つの効

果が発揮されたためと見込まれる。 
・ケイ砂を隙間に充填することで隙間領域が減り、緩衝材の膨潤による界面の密度が低下する

領域が減る効果（緩衝材界面のせん断強度を保つ効果） 
・地下水と緩衝材界面との接触面積を減らすともに、緩衝材の膨潤に伴う隙間（流路）断面積

の減少を抑制することにより、湧水流速の増加が抑えられ、緩衝材界面からの流出を抑制す

る効果（湧水の流速に起因するせん断力を減ずる効果） 
工学的対策を施さない隙間未充填のケースについては、試験期間 56 日における緩衝材の総流

出量は、3,325 g、総排水量は 7,444 L、試験終了時の流出割合は 1.1%となった。未充填ケースで

は、試験開始後 6 日後の流出濃度のピークから 30 日後までの流出濃度の値がケイ砂充填ケース

に比べて高く、「流出濃度の高さ」に起因して緩衝材の総流出量が初期に増加した。 
一方で、試験開始後 30 日以降は、緩衝材の膨潤による隙間の閉塞が進行し、流出濃度および排

水量が減少、緩衝材流出量が初期に比べて減少する結果を得た。ただし、試験終了時においても、

排水が 0 mL とはならず、20 mL/min 程度の排水が継続し、流出の継続が確認された。長期に継

続する場合は、少量であっても流出が継続することは緩衝材量の損失につながるため、さらに長

期的な試験によって確認する必要があると考える。 
ケイ砂充填ケースの流出試験の終了後、緩衝材上部の鋼製蓋を撤去後、緩衝材最上面の浸潤状
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況を目視観察した結果、湧水による緩衝材外側からの浸潤距離は、どの位置においても、約 40 
mm 程度であり、緩衝材外側よりほぼ均一に浸潤している状況であった。一方、未充填ケースで

は、湧水の浸潤距離は、緩衝材の位置により約 40～70 mm とバラつきがあり、ケイ砂充填ケー

スの浸潤状況と比較すると、緩衝材への不均一な浸潤が生じていた。また、流出試験終了後に試

験孔内から回収した緩衝材に対し、山中式土壌硬度計を利用して、緩衝材の各箇所の硬度を確認

した結果、浸潤状況の目視確認結果と同様に、ケイ砂充填ケースに比べ、未充填ケースの硬度の

値は、ブロックの位置、段数によりバラつきが生じる結果を得た。 
上記の結果より、ケイ砂による隙間充填に期待する効果として、不均一な処分孔壁からの湧水

に対し、ケイ砂領域を介することで、緩衝材界面への浸潤環境を単純化することができる見込み

を得た。 
試験後、供試体を解体して乾燥密度と含水率の分布を測定した。原位置での試験で測定した結

果では、ケイ砂充填ケースの方が、密度が高く、含水率のバラつきも小さい傾向が見られた。た

だし、最も外側の部分は、試験後の試験孔からの引き上げの際に削られるため、計測ができない

こともあり、最外周部の密度の減少に関するデータは得られず、2 つのケースで顕著な差は見ら

れなかった。室内試験では、供試体との接触面が平滑なセルを用いているために、試料の採取が

容易であり、解体時の供試体の形状も保たれるため、原位置の試験より精度よく乾燥密度、含水

率を計測することができる。小型試験では、同条件の試験により、ケイ砂充填ケースの方が密度

の分布幅が低いことが認められた。また、工学規模試験においてもケイ砂充填ケースにおいて、

浸潤がほぼ均等に進んでいる結果が得られた。再冠水プロセスの解析評価に反映するためには、

原位置の試験結果による環境の影響を把握し、室内試験により定量的な把握と現象のモデル化を

していくことが有効である。緩衝材の流出が継続する期間を考慮して、長期的な緩衝材流出現象

の推移を見積もるために試験を行うことが必要であり、長期的な水理環境の変化を試験に取り込

むための条件設定が今後の課題である。 
 緩衝材の膨潤によって、原位置においては岩盤に圧力が伝搬するために湧水環境が変化する可

能性がある。これは、ケイ砂充填ケースの試験において、経時的に試験孔上部への排水量が増加

したこと、ひずみの解析によって、亀裂が開いてもおかしくない状況が得られたことによって示

唆された。ケイ砂充填ケースでは、隙間体積がケイ砂の充填により小さくなり、体積膨張が許さ

れないため乾燥密度が高い状態で発生する膨潤圧が、ケイ砂層を介して岩盤に伝搬する。本検討

で使用した供試体は、未充填の場合と同じ乾燥密度（約 1.9 Mg/m3）であったため、約 3 MPa の

膨潤圧が岩盤にかかった。この影響により、湧水量が増加した可能性がある。しかし、この現象

は原位置の岩盤に特有な現象である可能性があり、原位置の環境に依存すると考えられる。また、

ケイ砂充填により隙間の容積が減少するため、緩衝材の初期乾燥密度を減らすことができると考

えられ、このことは、膨潤圧が低くなることにつながる。このことは、緩衝材作成時のベントナ

イト使用量の合理化にもつながるため、検討すべきだと考える。 
再冠水期間の緩衝材の流出量を見積もるためには、水理環境の変化を考慮して予測することが

重要である。今後、より長期的な緩衝材の流出量を見積もるためには、緩衝材の定置による処分

孔の水理環境を水理解析などによって予測し、湧水状況を反映した試験が必要となる。 
以上のように、処分孔竪置きブロック方式の処分概念に対し、緩衝材の流出抑制に関する工学

的対策オプションの一つとして、「ケイ砂による隙間処理」について、実現性があることの見通し

を示すことができたと考える。ただし、坑道埋め戻し後の湧水環境を考慮した条件での「ケイ砂

による隙間処理」の効果の確認や、「隙間未充填」とした場合の隙間閉塞後の長期的な緩衝材の浸

潤・流出挙動の確認、埋め戻し後の緩衝材流出現象の把握などの課題に対し、継続的に試験を実

施することで、知見の拡充を進めたい。 
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(2) 緩衝材の飽和プロセスを対象とした解析手法の構築 

 飽和までのプロセスを対象とした解析手法の構築のために、平成 31 年度は、隙間の充填挙動

についての解析方法についての検討を行った。ベントナイト系緩衝材と孔壁との間に隙間が存在

する状況を想定し、再冠水過程における緩衝材の不飽和状態から飽和状態に至る膨潤による隙間

の充填、及び充填後、平衡状態に至るまでの緩衝材の乾燥密度分布などの変化の過程を解析的に

評価する手法を構築することを目的とした。平成 31 年度の検討により、隙間充填プロセスの解

析手法を示すと共に、再冠水過程での緩衝材の乾燥密度分布が発生するメカニズムの理解を深め

ることが出来た。 
 実規模の緩衝材の再冠水過程での乾燥密度分布を予測するためには、膨潤、浸潤の挙動が複合

的に起こり、初期の乾燥密度や隙間幅、緩衝材の厚さ、応力の方向などにより膨潤速度と浸潤速

度が影響を受けるため、供試体寸法のシミュレーションから外挿して予測することは難しいと考

えられる。そのため、今後、手法の構築に向けて、多次元での解析、スケールアップによる効果

の確認などを段階的に行うことが必要である。 
また、平成 31 年度の解析で得られた結果は、これまでの試験結果の隙間充填までの期間より

長い結果である可能性がある。適切なパラメータが選択できていない可能性があり、今後の課題

である。現実的な評価を行うために、同じ材料に対する同条件での試験結果と比較検証しなが

ら、適切なパラメータを選択しつつ解析手法を構築する必要がある。 
 遠心模型試験では、緩衝材への水の浸潤を対象とした加速試験としての有効性を確認するため

に、模型縮尺と遠心加速度をパラメータとして緩衝材中の飽和度と経時変化に関する試験データ

を取得した。その結果、20～40G 場試験では、飽和度と実物換算した底面からの距離の関係が、

模型の縮尺と遠心力の大きさに依らず概ね一致した結果となり、これによって遠心場の相似則が

成立していることが示された。ただし、一次元浸潤速度取得試験（1G 場試験）の結果と比較する

と、20～40G 場試験では浸潤速度が遅くなる傾向が見られた。遠心模型試験では、遠心加速度の

不均一性（遠心試験では、遠心加速度を供試体の重心に設定するため、重心より下では加速度が

高く、上では加速度が低くなる）や材料（砂など）と模型の寸法効果などの試験上の制約がある。

そのため、遠心模型試験で 1G 場試験の結果を完全に再現できなかったと考えられる。しかし、

1G 場試験と遠心模型試験における緩衝材中の水の飽和までの時間の違いを定量的に把握するこ

とにより、実スケールの緩衝材の飽和時間を推定することができると考えられる。そのため、再

冠水後の人工バリアの状態をより確からしく把握するためには、1G 場試験との差を把握が課題

である。このような課題を解決していくことにより、遠心模型試験は、数日間の試験期間で約数

十年相当の浸潤試験結果を得られるため、解析の精度向上や解析結果の妥当性確認のために有効

な手段になると考えられる。 
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3. ニアフィールド環境変遷を考慮した核種移行評価技術の開発 
 

3.1 目的と2か年の計画 
3.1.1 目的 

地層処分は長期にわたる事業であるために、常に最新の科学的知見に照らして、システムの安

全評価を行うとともに、評価手法や結果の妥当性の確認や見直しが適切に行われていくことが重

要である。このため、最先端の科学的知見や手法を駆使して、処分システムにおいて発生するこ

とが想定される諸現象について、科学的な現象の理解を進め、より現象に忠実なモデルを開発し、

それらに基づいて、処分システムの評価の妥当性を示すことが重要となる。本課題では、図3.1-1
に示すように、処分場の閉鎖前から閉鎖後の長期にわたって、人工バリアとその設置などにより

影響を受けると考えられる人工バリア近傍の岩盤とを合わせた領域（ニアフィールド）において

発生することが考えられる様々な複合現象とその結果生じる環境変遷、及び地質環境が有してい

る不均質性等を考慮して、核種移行を評価するための技術の高度化とその妥当性の確認を行うこ

とを目的とする。この際、計算科学的な手法、室内試験、原位置試験あるいは天然類似事象の調

査等のそれぞれの特徴を踏まえ、それらを適切に組み合わせることで、核種移行評価で対象とす

る時間・空間スケールの視点も含めたモデルの適用性や信頼性を高めていくこととする。 
 

 
図3.1-1 ニアフィールドのシステム変遷と核種移行評価に係る課題例 

 
3.1.2 2か年の計画 

上記の目的を達成するために、2章におけるニアフィールドの環境変遷（サブプロジェクト1）
の成果を踏まえながら、また、4章におけるニアフィールド性能の総合評価技術（サブプロジェク

ト3）に反映させることを念頭に、本課題では図3.1-2に示す3つのサブタスクを設定し、相互に連

携させつつ核種移行評価技術の開発を進める。3つのサブタスクの計画の概要を以下に示す。 
 

(1) ニアフィールド岩盤中の核種移行評価技術の開発 
核種移行モデルの開発については、結晶質岩及び堆積岩を対象として、これまでの関連プロジ

ェクト等において今後取り組むべき課題として抽出された、割れ目等の不均質性や地質環境の長

期変遷を考慮可能な核種移行解析モデルを開発する。具体的には、国内外の地下研究施設の岩石

を用いて、これまで主に対象としてきたマトリクス部の核種移行モデルに加え、割れ目部及びそ

のマトリクス部との相互作用に重点をおき、最新の分析技術を適用して鉱物分布や間隙構造の不
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均質性を定量的に評価するとともに、室内トレーサー試験により割れ目部及びマトリクス部の核

種移行データを取得する。さらに、これらのデータをもとに、マトリクス部の核種移行特性に加

えて割れ目等の不均質に分布する水みちの特性を反映した核種移行解析モデルを開発する。構築

した核種移行解析モデルについては、これまでに取得された原位置トレーサー試験データ等を活

用し、上記で開発したモデルの適用性を評価することによりその妥当性確認を行う。また、長期

時間スケールでの核種移行モデルの妥当性確認に向けて、地質環境の長期変遷や不均質性等を考

慮したナチュラルトレーサーの解析評価事例の拡充と課題の抽出を行う。さらに、これらの成果

に基づいた岩盤中の割れ目等の不均質性や地質環境の長期変遷を考慮した核種移行解析の試行に

より、核種移行評価への適用に向けた課題と今後の研究アプローチを提示する。 
 

(2) システム変遷等を考慮した核種移行解析モデル/データベースの開発 
ニアフィールドの状態変遷の設定については、炭素鋼製オーバーパックと緩衝材との相互作用、

セメント系材料と緩衝材及び岩石との相互作用を対象として、地下水化学の変遷に関する情報等

に基づき、ニアフィールドの状態変遷を設定する。その設定に応じた条件において変質した緩衝

材や岩石中の核種の移行挙動に係るデータの取得を行う。このうち、炭素鋼の腐食に伴う鉄によ

る影響については、その状態変遷に応じた条件で、室内試験により、鉄と核種との競合収着現象

や鉄鉱物と核種との共沈現象に関するデータを取得する。さらに、セメント影響については、セ

メント共存系における地下水水質変化や変質等を想定した条件下での緩衝材や岩石中の核種移行

データを取得する。核種移行解析モデルの構築と妥当性確認については、上記の取得データやメ

カニズム理解に基づき、鉄製オーバーパックと緩衝材との反応、セメント系材料と緩衝材及び岩

石との反応に伴う状態変遷を考慮した核種移行解析モデルを構築し、このモデルを既存データ等

に適用して、その妥当性を確認する。 
また、多様な地質・地下水条件に対応していくため、比較的炭酸濃度が高い地下水が存在する

場等に重点を置き、岩石への核種の収着・拡散データベースを整備する。実際の深部環境で考慮

すべき高炭酸濃度等の地下水条件範囲、及びその条件で炭酸錯体等の影響が顕在化する核種を検

討し、重要な地下水条件と核種との組合せを抽出したうえで、炭酸濃度条件等を制御した岩石中

の核種移行データの取得手法を構築し、先端的な分析技術を適用して重要な核種の収着・拡散デ

ータを取得する。さらに、そのデータの信頼性確認と多様な条件下での核種移行パラメータ設定

に反映するため、分子動力学計算等の計算科学技術を適用して炭酸共存下における核種の収着・

拡散等のメカニズムを評価するとともに、それらを反映した核種移行モデルの構築を行う。 
 

(3) 有機物・微生物の影響評価技術の開発 
有機物影響評価技術については、天然有機物-核種-岩石の三元系の評価の基礎となるデータの

うち、有機物-核種の二元系の錯生成データを取得する。具体的には、天然有機物と錯体を形成し

やすいⅢ価・Ⅳ価核種のうち、データ拡充の必要があるⅣ価核種を主たる対象として、錯生成デ

ータを室内試験等により取得するとともに、錯生成反応機構等を把握し、モデル高度化とパラメ

ータ整備を行う。さらに、核種と天然有機物との錯生成反応における不可逆性の評価、核種-有機

物-岩石三元系モデルの開発に向けた文献調査と課題抽出を行い、そのうち重要度の高い課題に焦

点をあててデータ取得を行う。 
天然に存在する主要な微生物のデータ取得については、核種移行に及ぼす微生物影響評価モデ

ルを構築し、パラメータを整備するため、これまで未評価の微生物を対象に、核種移行への影響

の観点から文献調査を行い、研究課題の抽出とその重要度分類を行う。そのうえで、重要な微生

物を対象に、微生物による核種の収着や微生物の代謝による核種の取り込み等の重要な現象に関
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するデータを取得し、これらの核種移行への影響メカニズムを把握する。さらに、これらの成果

と、これまでの感度解析等において重要と評価されたモデル・パラメータとの関係性を明らかに

し、微生物影響を考慮した核種移行解析に反映する。 
 

 

図3.1-2 本課題における3つのサブタスクとそれらの関係 
 
3.2 ニアフィールド岩盤中の核種移行評価技術の開発 
3.2.1 背景と目的 

ニアフィールド岩盤中の核種移行を評価するうえでは、岩石中の割れ目やマトリクス部の鉱物

や間隙の特性、地下水の地球化学的特性、そこでの核種の収着・拡散特性といった岩石自体の核

種移行特性に係る課題に加えて、隆起・侵食や海水準変動等による地質環境の長期変遷の影響、

セメント等の人工バリア材に起因する長期変遷の影響、地質環境に存在する有機物、微生物、コ

ロイドの影響など、さまざまな影響要因やその核種移行への影響等について考慮する必要がある。

今後の研究開発においては、概要調査から精密調査段階で必要となる実際のサイトにおける地質

環境調査等のデータを適切に反映させた評価モデルを構築するとともに、様々な処分概念や設計

オプションの比較、それらの条件での性能評価による安全性の成立性やサイト間の優劣等を検討

するための技術基盤を整備していく必要がある。このような観点からは、最新の科学技術の成果

を反映した現象理解の深化や評価手法の高度化を図るとともに、実際の地質環境条件をいかに考

慮するか、あるいは、実際の地質環境での原位置試験等によっていかにそれらを確証していくか、

その方法論を検討しておくことが重要な課題となる。 
本タスクでは、上記の背景を踏まえ、岩石中の割れ目やマトリクス部の不均質性や地質環境特

性の長期変遷等を考慮した核種移行評価技術について、室内試験、原位置試験及び天然事例評価

等を通じて高度化や確証を行うことを目的とする。この目的の達成に向けて、先行事業（日本原

子力研究開発機構, 2013; 2018）において、結晶質岩及び堆積岩のそれぞれを対象に進めてきた研

究開発成果を含む既往の知見をもとに、今後取り組むべき課題とアプローチを設定し、室内試験

や原位置試験等によるデータ取得、それらに基づくモデルの構築や妥当性の確認を進めていくこ
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ととした（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。結晶質岩

では、割れ目とマトリクス部から成る二重間隙モデル体系に関連した割れ目（開口状態や充填鉱

物等）やマトリクス（鉱物や間隙）の不均質性の把握と、それらを反映したモデルの構築が重要

な課題となる。一方、堆積岩では、その透水性が極めて低いために物質移動は拡散によって支配

され、マトリクス部の拡散・収着メカニズムの理解とモデル化に加え、堆積岩でも割れ目が存在

する場合には、結晶質岩と同様に割れ目近傍の岩石変質状況や核種移行特性の把握が重要となる。

このような課題及び先行事業の成果（日本原子力研究開発機構, 2018）を踏まえ、本タスクでは、

結晶質岩としてグリムゼルの花崗閃緑岩等を、堆積岩として幌延の泥岩を主たる対象に研究を展

開することとする。研究アプローチとしては、図3.2-1に示すように、これまでの先行事業と同様

に、重要な不確実性要因に着目して、室内試験データを系統的に取得し、そのデータをもとに評

価モデルを構築したうえで、原位置試験を活用したモデルの適用性評価や、ナチュラルアナログ

的なアプローチによる長期時間スケールでのモデルの確証を進める。 
 
平成30年度は、結晶質岩と堆積岩のそれぞれの課題について、以下のような取り組みを進めた

（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。 
結晶質岩については、スイスグリムゼルの花崗閃緑岩マトリクス部を対象に、これまでに構築

してきた不均質性を考慮したモデル化手法の妥当性を、室内試験結果との比較によって確認する

とともに、スウェーデンのエスポ及びフィンランドのオンカロの岩石への適用性の確認に向けた

室内試験や予察解析を実施した。また、割れ目中の核種移行モデルについては、グリムゼルのよ

り複雑な割れ目を対象に室内トレーサー試験データの取得とモデルの改良や適用性の確認を進め

るとともに、より大きなスケールの割れ目を対象とした原位置試験によるモデルの妥当性確認へ

の展開を念頭に、グリムゼルの原位置試験対象割れ目から採取された大型の岩石コア試料を用い

た室内試験に着手した。さらに、これらの知見を反映しつつ、実際の地質環境の特徴や地質環境

の長期変遷等を考慮した評価手法を構築するために必要な解析技術の調査を実施した。 
堆積岩については、幌延URLの稚内層の泥岩マトリクス部を対象とした室内拡散試験やNMR

法を適用した分析を行い、間隙構造や収着・拡散メカニズムの解明を進めたほか、幌延URLの泥

岩マトリクス部において地下水塩濃度の異なる条件で実施された原位置拡散試験後の岩石試料の

トレーサー濃度分析とモデル解析を行い、Csの実効拡散係数と収着分配係数の間隙水塩濃度との

明瞭な相関を原位置で確認した。また、幌延URLの割れ目を対象とした原位置トレーサー試験後

の割れ目表面のトレーサー分布を取得するとともに、予察的な核種移行解析によって今後の課題

を抽出した。幌延URLの既存データを活用した地質環境の長期変遷等を考慮したナチュラルトレ

ーサーの評価手法について、反応性トレーサーの事例として利用可能なNa等の反応性トレーサー

のデータセット、粘土鉱物のイオン交換反応や黄鉄鉱の酸化反応など着目すべき反応を抽出した。 
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図3.2-1 結晶質岩と堆積岩のマトリクス部と割れ目部を対象とした複数の室内試験や原位置試

験等を組合せた核種移行研究アプローチ 
 
結晶質岩と堆積岩のそれぞれについて、上記のような平成30年度の取り組みを踏まえ、平成31

年度は以下のような取り組みを進める。 
結晶質岩については、これまでにスイスグリムゼルの花崗閃緑岩マトリクス部を対象に構築し

てきた不均質性を考慮したモデルの妥当性を確認するため、フィンランドのオンカロやスウェー

デンのエスポの岩石マトリクス部を対象に黒雲母等の鉱物分布等の不均質性の定量評価手法の改

良を進め、室内試験や原位置試験で得られたデータを対象にモデルの適用性を検討する。また、

グリムゼルの岩石割れ目部を対象に、平成30年度に取得したより複雑な割れ目試料中の室内トレ

ーサー試験データを解釈可能なモデルの改良を進めるとともに、平成30年度にグリムゼルの原位

置から採取・加工した大型の割れ目試料を対象に、室内トレーサー試験、収着・拡散試験、各種

分析によって核種移行データや割れ目周辺の鉱物・間隙等の不均質性に関するデータを取得する。

さらに、これらの知見を反映しつつ、核種の収着・拡散や溶解沈殿等のより精緻な取り扱い、実

際の地質環境の不均質性や環境条件の変遷等による核種移行への影響の取り扱いを可能とする解

析手法を調査・検討するとともに、その適用性評価に向けた天然事例に関する調査を実施する。 
堆積岩系については、幌延の泥岩を対象とし、泥岩マトリクス中の鉱物や間隙の不均質性や核

種移行特性を室内拡散試験やNMR分析により把握し、それらを反映したモデルの高度化を進める

とともに、幌延深地層研究センターの地下調査坑道で実施した層理面に対する異方性に着目した

マトリクス部の拡散試験を対象に、試験後の岩石試料の分析と解析評価を行う。また、幌延の調

査坑道で実施された割れ目中の原位置トレーサー試験を対象に、平成30年度までに検討してきた

モデルの改良と適用性確認を進める。さらに、幌延の既存データを活用した地質環境の長期変遷

等を考慮したナチュラルトレーサーの評価手法について、反応性トレーサーを対象とした解析に

向けた既存のデータセットの信頼性の評価や補正手法の検討を進める。 
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3.2.2 実施内容 
(1) 結晶質岩中の核種移行評価技術の開発 
1) 結晶質岩の岩石マトリクス中の核種移行モデルの開発 
① 結晶質岩マトリクス中の鉱物分布の不均質性評価 

結晶質岩のマトリクス部を対象とした不均質性等の影響を含む核種移行メカニズムの理解とモ

デルの開発については、先行事業において、スイスグリムゼルの原位置長期拡散（LTD: Long-
Term Diffusion）プロジェクトと連携して研究を進めてきた。グリムゼルの原位置試験場所から

採取した岩石マトリクス試料を対象に、室内試験によって多様な核種の収着・拡散データの取得

とモデルの開発を進めるとともに、その原位置試験データへの適用性を評価してきた。その結果、

グリムゼルの花崗閃緑岩試料の鉱物と間隙の不均質性、及び室内試験試料の加工の際に生じる擾

乱影響を考慮することの重要性が確認された（日本原子力研究開発機構, 2018; Tachi et al., 2015; 
2018）。具体的には、花崗閃緑岩中の拡散特性として、狭隘間隙中での静電的相互作用に起因し

た陽イオン加速と陰イオン排除の傾向が確認され、その傾向は陽イオンの加速の方が顕著であり、

これは花崗閃緑岩中の鉱物や間隙の不均質性に起因するものと推定された。さらに、この鉱物や

間隙の不均質性の影響を評価するうえで、特に黒雲母の形状や分布が核種拡散挙動に及ぼす影響

が重要であることが示唆されたことから、岩石中の黒雲母等の鉱物や間隙の不均質性の定量化と、

不均質性を考慮した拡散挙動の解析手法の開発を進めてきた。X線CT等の分析により得られる鉱

物・間隙分布情報をもとに、黒雲母の層状構造とその不均質な分布を反映した不均質場モデルを

構築し、ランダムウォーク法による粒子拡散解析によって、層状の雲母鉱物のサイズや配向性、

鉱物間の粒界間隙の連続性、雲母間隙中における静電的相互作用による陽イオン加速や陰イオン

排除の効果などが拡散挙動へ及ぼす影響の把握を試みてきた（日本原子力研究開発機構, 2018）。 
上記のような過年度の成果を踏まえ、平成31年度は、従来対象としてきたスイスグリムゼルの

花崗閃緑岩に加え、スウェーデンエスポの花崗閃緑岩、フィンランドオンカロの片麻岩を対象と

して、黒雲母の連結性や配向性の定量評価をX線CTデータの解析によって試みるとともに、これ

らの黒雲母の特徴を反映した不均質場モデルによる解析評価を行った。 
黒雲母の連結性や配向性の定量評価については、平成30年度までに葉理構造に起因した雲母等

層状ケイ酸塩鉱物（黒雲母及び白雲母）の配向性を、X線CT像の黒雲母等に対応した輝度領域を

抽出した画像を傾斜させながら結像する方法で配向性（黒雲母等の層状構造の傾斜角度）を評価

した（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。平成31年度は、

同様の岩石試料のX線CT像の黒雲母等に対応した輝度領域抽出画像の画像解析によって、黒雲母

等層状ケイ酸塩鉱物のサイズや連結性の評価を検討した。 
グリムゼルの花崗閃緑岩（LTD-I試料：LTDプロジェクトの1回目の原位置拡散試験；Tachi et 

al., 2015）を例に試行した評価手法と結果を以下に示す。平成30年度の評価において、当該花崗

閃緑岩中の黒雲母等はコアの軸方向に対して、約24°の傾斜で黒雲母等の葉理構造（層状構造）

が存在していると評価したが、ここでは、この葉理構造に対して雲母粒子がどのような形状やサ

イズで分布しているかの評価を試みた。まず、図3.2-2(a)に示すような手順で、黒雲母等の葉理構

造の角度に傾斜させたX線CT像の輝度画像を調整したうえで、黒雲母等ケイ酸塩鉱物の<100>, 
<010>, <001>面に相当する画像を抽出した（図3.2-2(b)）。同図(b-1)から<100>面は、ある程度の

大きさをもった直方体の形状が確認でき、また、同図(b-2)及び(b-3)からは、黒雲母等の層状構造

に加えて、複数の雲母鉱物粒子が連続的にジグザグに連結している状況が確認できる。さらに、

画像解析ソフトを用いて、黒雲母等の粒子解析を試みた。各断面に対して、黒雲母に相当する輝

度を設定し、その該当輝度領域を黒雲母等粒子と見なして粒子毎の識別を行ったうえで（同図(c)
の色付けは識別された粒子を表す）、粒子数と粒子サイズ・形状（粒子面積、長辺・短辺、それら
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の比）の評価を試みた。その評価結果を表3.2-1に示す。図3.2-2(c)に示すように、粒子識別の結果、

小さな領域も含めて粒子として識別するほか、わずかな不連続領域でも別個の粒子として判定さ

れるため、粒子サイズの中央値は長軸で263～307µm程度、短軸で161～181µm程度と非常に小さな

サイズとして評価され、また、葉理構造に平行な<001>面でも、他の面と大きな差異はない結果と

なった。このことから、ここで検討した黒雲母等の粒子サイズ・形状の評価手法は、定性的には

有効な情報を与えうるが、定量的な評価については、更なる検討が必要である。 

 

 
図3.2-2 グリムゼルの花崗閃緑岩に含まれる黒雲母等の形状、サイズ、連続性の評価結果： 

(a)評価の手順、(b)黒雲母等の構造面に対応したX線CT輝度画像、(c)粒子解析結果 
 

表3.2-1 グリムゼルの花崗閃緑岩に含まれる黒雲母等の形状、サイズ、連続性の評価結果 

 粒子数 面積(µm2) 長軸(µm) 短軸(µm) 長軸/短軸比 
<001> 1225 4054.875 271.59 174.07 1.546 
<100> 947 3462.024 263.00 160.83 1.544 
<010> 870 4054.875 306.55 181.37 1.549 

 

5mm

(a)雲母等分布の評価手法 (b)雲母等の結晶構造の各面に対応するX線CT像 (c)X線CT像の粒子識別結果
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さらに、スイスグリムゼルの別の場所から採取された花崗閃緑岩（LTD-II試料：LTDプロジェ

クトの2回目の原位置拡散試験；Martin et al., 2019）、オンカロの黒雲母片麻岩、エスポの花崗閃

緑岩を対象として、同様の評価を行った。オンカロの黒雲母片麻岩の分析結果の例を図3.2-3に示

す。同図(a)に示すディスク状の試料のX線CT像を同図(b)に示すが、黒雲母等の高い含有率と明瞭

な葉理構造が確認できる。同図(c)に示すEPMA分析からは、黒雲母片麻岩であるこの試料には、

結晶質岩類に含まれる主要構成鉱物（石英、カリ長石、長石、黒雲母、緑泥石）に加え、バーミキ

ュライトやバイデライト等の風化粘土鉱物や磁硫鉄鉱(FeS)が変成鉱物として確認できる。上記の

グリムゼルの花崗閃緑岩に適用したX線CT像の画像解析によって、黒雲母等の分布・形状等の解

析を行った結果（同図(d)）、黒雲母等の葉理構造・配向性は明瞭ではあるものの、黒雲母等の粒子

サイズがグリムゼルの花崗閃緑岩よりも小さく、また、粒子の連結性も確認できない。このよう

に、黒雲母等の含有率や配向性に加え、その粒子サイズや連結性も核種拡散特性に大きく影響を

及ぼす可能性が考えられ、後述するような不均質場解析や室内・原位置拡散試験データとあわせ

て評価していく必要がある。 
 

 
図3.2-3 オンカロの黒雲母片麻岩の黒雲母等分析結果：(a)分析対象試料、(b)X線CT像、

(c)EPMA分析像、(d)X線CT像の粒子解析結果 
 
上記の方法によって評価されたグリムゼルの異なる場所から採取された花崗閃緑岩（LTD-I及

びLTD-II試料）、オンカロの黒雲母片麻岩、エスポの花崗閃緑岩の黒雲母等の含有率、配向角度、

粒子サイズ等の特徴を表3.2-2にまとめる。グリムゼルの2つの試料を比較すると、LTD-Iに対して

LTD-IIの試料の方が、黒雲母の含有率の差異に加え、粒子サイズが小さく、連結性も比較的低い

特徴が確認できた。オンカロの黒雲母片麻岩とエスポの花崗閃緑岩は、黒雲母等の含有率が顕著

に異なるものの、粒子サイズが小さく、連結性が低いという類似した特徴をもつことが確認でき

た。 
 

  

Biotite
(a) (b)

(c)

(d)
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表3.2-2 グリムゼル、オンカロ、エスポの岩石中の黒雲母等の分布解析結果の比較 

岩石試料 黒雲母等 
含有率(%) 

配向性 
傾斜角(°) 短軸(µm) 長軸(µm) 長軸/短軸比 

グリムゼル花崗閃緑岩 
（LTD-I試料） 4.1-14.4 24.4 161-181 263-307 1.54-1.55 

グリムゼル花崗閃緑岩 
（LTD-II試料） 2.7-5.1 19.1 37.8-56.6 58.4-115 1.36-1.56 

オンカロ黒雲母片麻岩 
（REPRO試料） 29.3-40.2 4.2 43.0-48.5 84.1-87.1 1.46-1.52 

エスポ花崗閃緑岩 
（LTDE-SD試料） 

＜1.0-5.0 46.8 32.9-73.5 57.0-125 1.55-1.64 

 

② 結晶質岩マトリクス中の不均質性を考慮した核種移行モデルの構築 
上記①で評価したグリムゼルの花崗閃緑岩中の黒雲母等層状ケイ酸塩鉱物の配向性や連続性が、

当該岩石中で実測された陽イオン加速や陰イオン排除効果に影響を及ぼしているとの想定のもと、

黒雲母等の不均質性が核種拡散挙動に及ぼす影響を定量評価するため、ランダムウォーク法に基

づくPartridgeコードを用いた粒子拡散解析を実施してきた（日本原子力研究開発機構，2018）。

これまでに黒雲母の層状構造に由来する拡散の異方性、及びイオンの電荷の差異による陽イオン

加速や陰イオン排除との関係性を把握するとともに、グリムゼルの花崗閃緑岩で実測された実効

拡散係数データを再現可能なことを確認してきた。平成31年度は、上記したグリムゼルの2種類の

花崗閃緑岩、オンカロの黒雲母片麻岩、エスポの花崗閃緑岩における黒雲母等の特徴を反映した

解析手法を検討するため、雲母含有率の影響を把握するための解析評価を実施した。 
Partridgeコードによるランダムウォーク法解析では、直方体の構造格子から構成される解析体

系で、構造格子の一つ一つのセルに対してそれぞれ物性値を設定することで、不均質場における

拡散挙動を表現することができる。解析方法の詳細については、これまで先行事業において実施

してきた手法（日本原子力研究開発機構, 2018）と同様である。各格子セルは立方体とし、全体の

セル数は195×195×195=7,414,875セルとした。全体の解析体系サイズは、一つのセルサイズを

0.033 mmに設定したため、6.435×6.435×6.435 mm3である。図3.2-4(a)に示すように、黒雲母

鉱物ユニットを3層で構成し、外側は粒子の入り込まない間隙率0の層を配置し、層間の拡散を表

現するための内部の層を設けた。ユニットのサイズは0.1 mm(層状構造の積層厚さ)×1 mm×1 
mmを仮定し、黒雲母鉱物ユニット全体の間隙率は分析結果に基づき2.5%と設定した。一方、黒

雲母以外の鉱物ユニットは、0.5 mm角のサイズとして15×15×15=3,375セルを用いて表現し、

外側の1セル分の表面領域を粒界とみなし、粒界間隙が0.7％となるように設定を行った。図3.2-
4(b)に示すように、まず黒雲母以外の鉱物ユニットをxyz方向に13ユニットずつ敷き詰め、195×
195×195セルの解析体系を作成した。その後、黒雲母ユニットが所定の体積割合を占めるまで埋

め込んでいく形で配置を行った。黒雲母ユニットの位置についてはモンテカルロ法によりランダ

ムに設定し、黒雲母ユニット同士が重複しないように配置した。平成30年度までの解析では、黒

雲母鉱物を1枚、2枚、4枚、8枚と連結性を変化させた構造を設定するとともに、それぞれ拡散方

向に対して黒雲母を平行、直交、45°方向に配置したモデルを設定して粒子拡散解析を行い、そ

れらの影響を定量評価してきた。ここでは、平成30年度までの検討でグリムゼルの花崗閃緑岩

（LTD-I）の実測データを最も良く再現できた黒雲母4枚連結させたモデルを例に、黒雲母の含有

率を従来の15%に対し、半分の7.5％及び2倍の30%の条件での解析を行い、その影響を評価した。

なお、上記の通り、黒雲母の粒子サイズや連結性、さらには間隙率等のその他の条件も岩石によ
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って異なると考えられるが、ここでは黒雲母の含有率のみを変動させて影響を把握することとし

た。 
 

 
図3.2-4 グリムゼルの花崗閃緑岩マトリクスの不均質性を考慮したモデル解析体系 

 
拡散解析ではx=0面から粒子を放出し、x=6.435 mm面を評価面として移行率を算出した。なお、

間隙中での拡散係数は、中性粒子はトリチウム水（HTO）、陽イオンはCs+、陰イオンはI—の自由

水中の拡散係数（D0）を与え、黒雲母の層間間隙では静電的な相互作用による陽イオンの加速（D0

の10倍）、陰イオンの排除（D0の1/10倍）を考慮した。移行率については、同一解析モデルにお

けるイオン種別の比較や、同イオン種での解析モデル間の比較が評価できるように解析を行った。

得られた解析結果に対し、無限遠で濃度が0となる１次元拡散方程式の解析解を用いたフィッティ

ングによって拡散係数を求め、拡散係数を指標として不均質場が拡散係数に及ぼす影響の比較を

行った。 
黒雲母含有率7.5%，15%，30%の不均質場モデル（配向性が平行の場合）とそれぞれの含有率

のモデル解析で得られた実効拡散係数をまとめたものを図3.2-5に示す。それぞれの含有率で、黒

雲母配向は平行、垂直、45°の解析ケースで得られた中性粒子、陽イオン、陰イオンの実効拡散

係数に対し、陽イオン及び陰イオンの拡散係数の中性粒子に対する比を整理した。まず、どの黒

雲母含有率のモデルでも、黒雲母配向が平行の場合が、最も陽イオン加速と陰イオン排除の効果

が顕著に表れており、45°の結果は平行と垂直の中間的なふるまいとなる。また、黒雲母の含有

率が高くなるほど、この効果はより顕著となることが確認できる。これは、黒雲母を平行に配置

した場合、黒雲母の層間鉱物において陽イオン加速の効果が主に拡散方向に引き起こされるのに

対し、黒雲母を垂直に配置した場合、黒雲母ユニットの層状構造のベーサル面（1mm×1mmに設

定した面）の不拡散の層によって、移行経路が遮断される割合が高くなっていることと、評価断

面方向に対して直交した方向への経路が増加するため必要な移行距離が増加するためと考えられ

る。これらの結果から、黒雲母の含有率と配向性のいずれも陽イオン加速と陰イオン排除効果を

含むイオンの拡散挙動に大きな影響を及ぼすことがわかる。また、例えば、オンカロの黒雲母片

(a)雲母鉱物とそれ以外の鉱物ユニット (b) 195x195x195の格子と2種類の鉱物からなる解析体系

(b-1)粒界不連続モ
デル

(b-2)粒界不連続＋黒雲母4枚連続モデル

(b-3)粒界不連続＋黒雲母
4枚連続＋垂直配向モデル
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麻岩のように黒雲母含有率が30%程度と高く、強い葉理構造・配向性を示す岩石の場合、拡散に

対する異方性の効果、陽イオン加速や陰イオン排除の効果が非常に大きくなることが想定される。

今後、各岩石のより現実的な特性を反映した不均質場モデルの設定と解析を行いつつ、平成30年
度までに検討したような実測データとの比較を通じて本評価手法の妥当性を確認していく必要が

ある。 

 
図3.2-5 不均質場モデル解析で設定した黒雲母分布モデル（上段）と拡散解析結果の陽イオ

ン、陰イオン、中性粒子の比較（下段）：黒雲母含有率(a)7.5%、(b)15％、(c)30％ 
 
③ オンカロの岩石マトリクス中の原位置拡散試験の評価 
上記のような室内試験や分析等に基づき構築した核種移行モデル及びパラメータを、最終的に

原位置条件において適用し、その妥当性を確認することが重要である。このような観点から、先

行事業（日本原子力研究開発機構, 2018）において、スイスグリムゼルの原位置長期拡散（LTD）

プロジェクトとの連携により、室内試験データから原位置条件でのパラメータを推定評価する手

法を構築してきた。ここでは、室内試験データから原位置での核種移行パラメータの推定するス

ケーリング手法の適用性を評価することに加え、上記①, ②に示したような岩石マトリクス中の

黒雲母等鉱物の不均質性やその拡散への影響の評価に資することを目的として、フィンランドの

オンカロ地下調査施設で実施された原位置トレーサー拡散試験（Through-Diffusion Experiment: 
TDE）を活用した検討を実施した。具体的には、オンカロ施設の地下坑道から採取された試料を

用いた透過拡散試験によって収着・拡散データを取得するとともに、室内試験データをもとに原

位置条件のパラメータを補正・推定する手法を適用して原位置試験の予測評価を行った。 
室内試験では、ディスク状の黒雲母片麻岩試料（直径2 cm、長さ0.5 cm）を用いて、放射性核

種（HTO, Na-22, Cl-36）をトレーサーとした循環型透過拡散試験を実施した。ここでは、これま
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での試験で十分な破過データが得られているHTOとNa-22を対象に減衰・破過曲線を図3.2-6に示

す。また、HTOとNa-22の減衰・破過曲線をFickの拡散方程式の厳密解を用いてフィッティング

し、Deを算出したところ、それぞれ8.8×10-13 m2/s、3.0×10-13 m2/sであった。上記①, ②で評価

したように、これまでのグリムゼルの花崗閃緑岩で得られている拡散試験の結果と、オンカロの

黒雲母片麻岩の黒雲母含有率や配向性を考慮すれば、Naのような陽イオンのDeはHTOのDeより

高くなる陽イオン加速効果が顕在化することが考えられた。しかし、本試験の結果では、Na-22の
DeはHTOのDeより低い値を示し、予想された傾向とは一致しなかった。当該岩石は間隙率が非常

に低く、既報の拡散データにもばらつきが大きいこともあり、試験に使用した片麻岩の鉱物組成

や間隙特性等によって試験結果が影響されることが考えられるため、今後既報の拡散データとの

比較等を含めてさらに検討していく必要がある。 
 

 
図3.2-6 オンカロの黒雲母片麻岩中のHTO(a)とNa-22(b)の透過拡散試験の結果 

 
フィンランドのオンカロ地下施設のREPROサイトにおいて、地下施設坑道に近接する複数のボ

ーリング孔を掘削し、孔間の片麻岩マトリクス中のトレーサーの拡散挙動及び拡散の異方性の評

価に着目した原位置トレーサー拡散試験が実施された（Aromaa et al., 2019）。原位置試験の試

験孔位置の概要図を図3.2-7(a)に示す。ボーリング孔PP321とPP322は水圧測定用の孔であり、

PP326はトレーサー注入孔、PP324とPP327は観測孔である。試験の注入孔には放射性核種（HTO, 
Cl-36, Na-22, Cs-134, Ba-133）を含むトレーサー溶液を循環し、片麻岩マトリクス中にトレーサ

ーを拡散させた。トレーサー注入後、注入孔から葉理構造に対して直交方向の観測孔（PP327）
及び平行方向に設置した観測孔（PP324）中の溶液のトレーサー濃度を測定することによって、

トレーサー減衰・破過曲線が取得された。PP327及びPP324の観測孔は、注入孔からそれぞれ

150mm、115mmの距離に位置する。図3.2-8に各トレーサーの初期濃度で規格化した減衰・破過

曲線を示す。減衰曲線では、Cl-36> HTO> Na-22> Ba-133>Cs-134の順に減衰傾向が大きく、こ

れはトレーサーの拡散及び収着特性と一致した結果となった。一方、破過曲線では、観測孔PP324
とPP327いずれにおいても、非収着性であるHTOとClの透過が観測され、それら以外の収着性の

元素の透過は観測されなかった。PP324とPP327のHTOとCl濃度はどちらもおよそ1000日前後で

平衡に達しており、平衡後のPP324 とPP327のHTO及びClの破過曲線を比較すると、PP324と
PP327の注入孔からの距離の違いにかかわらず、HTOとClの破過濃度に大きな違いは現れなかっ

た。また、葉理構造から予想された拡散係数の異方性の影響もそれらの破過曲線からは観測され
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なかった。 
室内試験データから原位置における拡散・収着パラメータを推定する手法によって、原位置試

験結果の予測評価を実施した。シミュレーションでは、図3.2-7(b)に示すようなマトリクス領域と

注入孔・観測孔から1 mm以内に掘削に伴う影響領域（BDZ：Borehole Disturbed Zone）が存在

するモデル体系を構築し、GoldSimコード（ver. 11.1; GoldSim Technology Group, 2014）を用

いた二次元核種移行解析を実施した。パラメータ設定について、BDZでは、マトリクス領域より

高い間隙率（～5%）とKd値を設定し、それらの値は孔壁面を最大値としてマトリクス領域にかけ

て直線的に減少すると仮定した。一方、マトリクス領域では、その間隙率（0.98%）、De及びKd

は一定値とした。マトリクス領域及びBDZの各トレーサーのDe及びKdは室内試験データをもとに

原位置条件に適用するための補正を行った。また、PP326からPP324の方向に対して平行De、

PP326からPP327の方向に対して直交Deをそれぞれ設定した。シミュレーションに使用したパラ

メータを表3.2-3に示す。シミュレーションによる各トレーサーの減衰・破過曲線を図3.2-8に示す。

原位置試験データと比較し、観測孔でのHTOとClの破過、及び減衰曲線の各トレーサーの減衰の

傾向性は定性的に予測することができた。しかし、減衰・破過曲線ともに、原位置試験データと

シミュレーション結果は定量的には一致していないため、今後、モデルやパラメータの設定方法

及びそれらの不確実性についてさらに検討していく計画である。 

 
図3.2-7 オンカロにおける原位置拡散試験の試験孔レイアウト(a)及び解析モデルの概要図(b) 

 

 
図3.2-8 オンカロにおける原位置拡散試験結果とシミュレーション結果の比較： 

(a)減衰曲線、(b)破過曲線（PP324）、(c)破過曲線（PP327） 
  

(a)
(b)

(a) (b) (c)
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表3.2-3 シミュレーションに用いた核種移行パラメータ 
 

BDZ（最大値） マトリクス 

平行De 
(m2/s) 

直交De 
(m2/s) 

Kd 
(m3/kg) 

平行De 
(m2/s) 

直交De 
(m2/s) 

Kd 
(m3/kg) 

HTO 5.2×10-12 2.5×10-12 - 2.2×10-13 1.1×10-13 - 

Cl 4.6×10-12 6.7×10-14 - 2.0×10-13 2.9×10-15 - 

Na 4.0×10-12 1.9×10-12 9.5×10-7 1.7×10-13 8.1×10-14 8.3×10-7 

Cs 4.0×10-11 1.9×10-12 3.0×10-2 1.7×10-13 8.1×10-14 1.6×10-2 

Ba 1.1×10-12 5.5×10-13 2.6×10-2 4.6×10-14 2.2×10-14 1.7×10-2 

 
2) 結晶質岩割れ目中の核種移行モデルの開発 

割れ目からマトリクスにかけての核種移行特性を理解するため、先行事業において、グリムゼ

ル原位置試験場から採取した単一割れ目を含む花崗閃緑岩のコア試料を対象として、割れ目部と

マトリクス部の鉱物・間隙分布の分析、割れ目を含むコア試料中の室内トレーサー試験及び拡散・

収着試験を組合せた研究を実施してきた（日本原子力研究開発機構, 2018; Tachi et al., 2018）。

先行事業では比較的単純な小規模な割れ目試料を対象としてきたが、実際の割れ目に適用可能な

より現実的なモデルを構築するため、本事業ではより複雑で、より大きなスケールの割れ目を含

むグリムゼルの岩石試料を対象として、これまでに開発してきたモデル化手法の適用と改良を目

指した研究に着手した（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。
その最初のステップとして、図3.2-9に示すような、より複雑な割れ目特性を有する小規模なグリ

ムゼルの割れ目試料（割れ目の幅：約30 mm、長さ：50 mm）を用いて、先行研究と同様の多様

なトレーサー（HDO: 重水, Cs, Se, Ni, Eu）を用いた割れ目中トレーサー試験と、より複雑な割

れ目性状を考慮したモデルの改良を進めてきた。平成30年度にトレーサー試験データ取得とガウ

ジ層を簡易に考慮したモデル検討までを行ったが、平成31年度は複雑な割れ目性状をX線CT像の

解析から定量評価するとともに、その知見を反映したより現実的なモデルの改良を試みた。 
トレーサー試験に用いたグリムゼルコア試料は、図3.2-9(a)に示すように、先行研究（Tachi et 

al., 2018）と同じコアから採取したものであるが、より複雑な形状を有しており割れ目内にガウ

ジ層を挟み込んだ形状となっていることが確認できる。X線CT像からもその状況は確認でき、こ

のX線CT像を同図(a)に示すように、ガウジ領域を分割することによって、割れ目開口幅と割れ目

中央部に連続的に存在するガウジ領域の形状を定量評価することを試みた。割れ目の平均開口幅

は、同図(b)に示すように、割れ目上面と下面のそれぞれの基準面に対する高さ分布の差分をとる

ことによって得られる割れ目開口幅の分布から、平均的な開口幅として4.37 mmが導出された。

一方で、ガウジ領域の形状については、同図(c)に示すように、X線CT像のガウジ領域に対して幅

と厚さの分布から平均値を導出したうえで、ガウジ領域の形状や、割れ目における連続性などを

仮定することによってガウジ領域の厚さを定量的に評価することができる。 
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図3.2-9 より複雑な割れ目を有するグリムゼルの花崗閃緑岩コア試料とX線CTに基づく割れ目

構造の評価方法(a)、割れ目開口幅の評価(b)及びガウジ領域の形状評価(c)  
 
このような複雑な割れ目形状に対して、X線CT像の解析によって得られた割れ目の平均的な開

口幅とガウジ領域の平均的な幅と厚さを反映したモデル解析を行った。図3.2-10に室内トレーサ

ー試験装置と得られた破過データを示すが、I、Seについては数日のうちに破過し、その後Cs, Ni
と破過が認められ、Euは全く破過しない結果が得られている（日本原子力研究開発機構・原子力

環境整備促進･資金管理センター, 2019）。このトレーサー元素間の遅延の傾向（Eu > Ni > Cs >Se 
≈ I）は、より単純な割れ目試料に対する先行試験（Tachi et al., 2018）と整合するものであった

が、収着性トレーサーでは複雑な割れ目性状を反映してより遅延が大きな結果であった。この試

験結果に対し、グリムゼルの花崗閃緑岩中の割れ目からマトリクスにかけて、バーミキュライト

層、雲母層、マトリクスからなる3層構造を仮定し、それぞれの層の厚さや間隙率、収着・拡散特

性を室内試験・分析データから設定した、先行研究（Tachi et al., 2018）で構築したモデル概念

と核種移行パラメータを適用してモデル解析を行った。モデル概念としては、図3.2-10(b)に示す

ように、ガウジ領域の存在とその形状の効果を確認するため、①ガウジ領域の存在を考慮しない

モデル、②割れ目領域が割れ目全面に存在するモデル、さらに、③上記のガウジ領域の幅と厚さ

の定量評価結果を反映したモデルを設定した。解析は汎用的なシミュレーションソフトウェアで

あるGoldSim（ver. 11.1; GoldSim Technology Group, 2014）を用い、割れ目表面からマトリク

スにかけての3層構造のそれぞれの厚さや間隙率、収着・拡散係数等のパラメータは、全て先行研

究で導出した値（Tachi et al., 2018）をそのまま適用した。 
これら3つのモデルによる解析結果を実測された破過データとともに、図3.2-10(c)に示す。これ

らのうち、非収着性のIと弱収着性のSeについては、破過データの立ち上がりを概ね表現できてい

るが、非収着性のIで3つのモデル解析結果がほとんど一致していることから、本試験体系ではマ

トリクス拡散の効果は見えにくい条件であることがわかる。信頼性の高いデータ取得が可能であ

る収着性トレーサーのCsについては、ガウジ領域を考慮しないモデルでは過小評価、全面にガウ

ジ層を考慮した場合には過大評価となっているのに対し、ガウジ領域をより現実的な状態で仮定

したモデルによって、実測データにより近い結果を得ることができた。しかしながら、より高収

着性のNiについては、ガウジをより現実的に考慮したモデル③と実測との乖離が確認でき、Niの
場合には岩石中にもともと含まれているNiの影響、収着・拡散パラメータの不確実性も相対的に

(a)複雑な割れ目性状のグリムゼルコア試料とX線CT像からの割れ目構造評価

ガウジ層 ガウジ層割れ目部

⇒平均開口幅 ⇒平均の幅・厚み

(b)X線CT像からの割れ目の表面形状と平均開口幅の評価
割れ目開口幅分布
（上部ー下部）
4.37mm

割れ目上部 割れ目下部
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大きいことから、これらの不確実性も考慮した評価を引き続き検討していく。 
 

 
図3.2-10 より複雑な割れ目を有するグリムゼル花崗閃緑岩を対象としたトレーサー試験(a)に対

する複数の解析モデルの設定(b)と、解析結果と実測データとの比較(c) 
 
上記で示したような割れ目中の核種移行モデルを、原位置条件の割れ目へ適用可能なモデルと

していくうえで、天然の割れ目の不均質性をより現実的なスケールと実際の原位置の条件で明ら

かにしていくことが重要となる。特に、結晶質岩においては割れ目内の連続した流路（チャンネ

ル構造）の把握とその核種移行への影響の評価が重要となるが、このようなチャンネル構造を評

価するうえで、より大きなスケールでの試験や原位置条件での試験が不可欠となる。ここでは、

別途国際共同研究として計画されているグリムゼル原位置試験場での割れ目を対象とした原位置

トレーサー試験（この原位置試験は本事業とは別の事業で実施されるものである）との連携を念

頭に、より複雑で大きなスケールの割れ目試料を対象として、割れ目の特性評価、収着・拡散試

験、トレーサー試験を実施し、割れ目中の核種移行評価モデルの高度化を検討することとした。

平成30年度に、図3.2-11(a~c)に示すように、原位置試験の候補として検討しているグリムゼル原

位置試験場のGAMサイト（以前にガス移行試験が実施されたサイト）（Marschall and Lunati, 
2006）の割れ目帯の坑道壁面から割れ目を中心付近に含む20cmほどの直径と長さのコア試料を

採取した。さらに、同図(d~f)に示すような収着・拡散試験やトレーサー試験の試料を加工すると

ともに、予備的なＸ線CT分析などを行った（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資

金管理センター, 2019）。 
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図3.2-11 グリムゼル原位置試験場のGAMサイトの割れ目帯(a)とコア採取状況(b)、採取した割

れ目試料(c)とX線CT分析結果(d)、収着・拡散試験及びトレーサー試験試料の加工状況(e, f) 
 
大型のコア試料から加工した割れ目部と割れ目から離れたマトリクス部の2種類の試料を用い

て実施した、移行特性の異なるトレーサー（HDO: 重水, Cs, Se, Ni, Eu）を対象とした透過拡散

試験及びバッチ収着試験の結果を図3.2-12に例示する。同図(a)にCsの拡散試験結果（減衰・破過

データ及び拡散方程式のフィッティングから導出した拡散係数）を例示するが、いずれのトレー

サーでもマトリクス部と比較して割れ目部の実効拡散係数が低い結果となり、拡散係数を低下さ

せる要因が割れ目表面近傍に存在する可能性が示唆された。この傾向は、グリムゼルの割れ目試

料を用いた先行試験の結果（Tachi et al., 2018）と同様であった。一方、割れ目部近傍とマトリ

クス部の粒径サイズの異なる粉末試料を用いたバッチ収着試験結果からは、同図(b)に示すように、

Eu>Ni>Cs>Seの分配係数の傾向性が明瞭に確認されたほか、元素のよって程度は異なるものの、

粒径サイズが大きくなるほど分配係数は低下する傾向や、割れ目部の試料の方がマトリクス部に

比べて分配係数がやや大きい傾向が確認された。これらの収着分配係数の傾向についても、先行

試験の結果（Tachi et al., 2018）と概ね同様の傾向であった。 

試料採取位置

(a)グリムゼル原位置試験の対象割れ目帯と試料採取位置 (b)対象割れ目から室内試験用大型コア試料の採取状況

(c)グリムゼル坑道壁面から採取したコア (d)収着・拡散試験試料調整（バッチ収着試験，透過拡散試験）

(e)X線CTによる割れ目及びマトリクス部の分析 (f)室内トレーサー試験用試料
割れ目部 マトリクス部



3-18 

 
図3.2-12 グリムゼルの大型コア試料の割れ目部とマトリクス部を対象とした拡散試験結果

（Csの例）(a)及びバッチ収着試験結果(b) 
 
大型コア試料を用いた室内トレーサー試験の概念図と試験セル設置状況、試験結果を図3.2-13

に示す。コア試料は、同図(a, b)に示すように、コア周辺部をシリコン樹脂で補強するとともに、

トレーサー接触を対象割れ目周辺に限定する処置を行ったうえで、アクリル製のセルに設置した。

この状態で、上記の拡散試験と同様の移行特性の異なるトレーサー（HDO: 重水, Cs, Se, Ni, Eu）
を含む混合トレーサー溶液を、定流量ポンプを用いて一定流量で通液させた。流量は、これまで

の先行研究での条件設定や試料のサイズ等を考慮して4mL/hour(96mL/day)に設定した。取得さ

れたトレーサーの破過データを同図(c)に示す。非収着及び低収着性のI、Seについては、数日のう

ちに破過し、低収着性を有するSeにおいて、非収着性のIよりも遅延される傾向が確認できた。一

方で、収着性のCsについては、40日程度かけて徐々に濃度が上昇する傾向が確認できたが、40日
付近から濃度上昇が停滞し、さらに50日以降で濃度がわずかながら減少する傾向が確認された。

さらに高収着性のNiは、Csよりさらに破過が遅れる傾向で、50日付近に一度濃度が減少して、そ

の後再度濃度が上昇してくる傾向はCsよりも明瞭であった。このようにトレーサー試験に結果は、

トレーサーの移行特性に応じた遅延の傾向性（Eu > Ni > Cs > Se > I）が明瞭に確認でき、先行

研究で得られた傾向（Tachi et al., 2018）とも一致するとともに、上記の収着・拡散試験から確

認された各トレーサーの収着・拡散特性の関係とも整合する結果となった。一方で、40日以降の

CsとNiの濃度変化からは、トレーサーの移行経路が試験中に変化した可能性が示唆され、後述す

るような割れ目の連続性や割れ目中のトレーサー分析の結果も踏まえて、この原因の詳細につい

て検討していく必要がある。 
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図3.2-13 グリムゼルの大型コア試料を用いた室内トレーサー試験の概念図(a)、試験装置・試

料設置状況(b)、トレーサー試験で得られた破過データ(c) 
 
大型割れ目試料中に含まれる割れ目部周辺とそこからマトリクス部にかけての鉱物や間隙の分

布の不均質性を把握するため、図3.2-11(c)に示したBackside（坑道からみて奥側）の切断試料を

用いて、EPMAによる反射電子像及び元素マッピングを取得した。図3.2-14(a)に示すように、試

料観察から確認された2本の割れ目を対象に、同図(b)の左側に示すような10mm×10mmの反射電

子像を観察した。図3.2-14 (b-1)のAperture 2に対応する反射電子像（BEI）からは比較的単純な

割れ目開口状況が確認されるのに対し、同図(b-2)のAperture 1に対応するBEIからはより複雑な

割れ目性状が確認できる。後述するように、Aperture 1の方が試料全体に連続して存在し、支配

的な移行経路である可能性が高いことから、さらに詳細な分析結果を同図の右側に示した。元素

マッピングの結果を踏まえた鉱物分布もあわせて示しているが、同図(b-3)のBEIからは、上記の

小規模なグリムゼルの割れ目を含むコア試料対象とした先行試験（図3.2-9参照）でも確認された

ような、割れ目中にガウジ層が挟み込まれている状況が確認された。さらに、同図(b-4)からは、

ガウジ層が黒雲母・白雲母を主体とし、また、割れ目内のガウジ部分には、より風化が進んだ粘

土鉱物のバーミキュライト層を含む高間隙率の領域が存在することが確認できた。さらに、割れ

目表面近傍には配向した雲母層の存在も確認できる。このように割れ目近傍にはガウジや風化粘

土鉱物などが複雑に存在しているが、割れ目表面近傍に配向した雲母層と、さらに風化が進展し

た粘土鉱物層が存在している状況は、グリムゼルの先行研究で観察された性状（Tachi et al., 2018）
に類似しており、この先行研究で構築してきた割れ目表面からマトリクスにかけての3層からなる

モデルを適用することが可能と考えられる。 
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図3.2-14 グリムゼルの大型コア試料の割れ目周辺部の分析領域(a)とEPMA分析結果(b) 

 
さらに、トレーサー試験後の大型コア試料を用いて、上記で示したような複数の割れ目の開口

状態の分布やその連続性を把握するためのX線CT分析を行うとともに、割れ目近傍のトレーサー

元素の分布状況を把握するため、図3.2-15に示すように、直径約20cm、長さ約20cmのコア試料を

厚さ約5cmの4つの試料片の切断・分割した。なお、ここで4分割したのは、もとのサイズではX線

CT測定が困難であり、X線CT測定が可能なサイズに調整するためと、割れ目部を開口させて割れ

目表面のトレーサー分布を分析する際の作業性の観点からである。同図の右側に4つの試料のそれ

ぞれの下面の写真を示すが、上記図3.2-14に示した2つの割れ目のうち、Aperture 1の方が開口が

大きく、試料全体を通じて連続性が高い割れ目であることが確認できる。 
 

 
図3.2-15 グリムゼルの大型コア試料の切断・分割状況 

トレーサー試験後の約200mmの
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④-下面

③-下面

②-下面

①-下面

ト
レ
ー
サ
ー
移
行
方
向 ④

③

②

①

選択的移行経路となった
可能性のある比較的開口

が大きい領域

Aperture 1

Aperture 2



3-21 

上記の4分割されたコア試料を対象として、X線CT装置（Toshiba, TOSCANER 3000）を用い

てCT像を取得した。図3.2-16に示すX線CT像からも、上記の図3.2-14に示した2つの割れ目のうち

のAperture 1に対応する割れ目の開口が卓越しており、図3.2-16の右上に示す割れ目面に直交す

るX線CT像から、試料全体を通じて、この割れ目が連続していることが確認できる。また、

Aperture 2についても、開口領域は相対的に狭いものの、試料全体に連続して存在していること

が確認された。 
今後、ここで得られたX線CT像の解析によって割れ目開口部の開口幅や連続性等を定量評価す

るとともに、割れ目部から試料を解体して割れ目表面のトレーサー元素の分布を取得し、一連の

試験・分析データをもとに、不均質性を考慮した割れ目中の核種移行モデルの高度化と適用性確

認を進めていく計画である。 
 

 
図3.2-16 グリムゼルの大型コア試料の分割試料のX線CT像 

 
3) 核種移行モデルの性能評価解析への反映に関する検討 
結晶質岩中の核種移行評価手法として、上記のようにマトリクス部と割れ目部を対象に、鉱物

や間隙の分布の不均質性とその核種移行への影響に関する現象理解とそれを反映したモデルの開

発に取り組んできた（日本原子力研究開発機構, 2018）。これらの成果をもとに、核種の収着・拡

散や溶解沈殿等の核種移行現象のより精緻な取り扱い、実際の地質環境の不均質性や環境条件の

変遷等が核種移行へ及ぼす影響を取り扱うための解析手法を構築し、核種移行評価への影響度の

大きい重要なプロセスを抽出するとともに、その性能評価への反映方策を検討していくことが重

要である。ここでは、平成30年度までに調査・検討してきた、核種移行プロセスや環境条件の変

遷等が核種移行へ及ぼす影響を取り扱うための割れ目を有する岩石を対象とした解析手法（日本

原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）をもとに、さらに大きなス

ケールまでの解析を可能とする解析手法の構築と、地質環境の変遷に伴う様々なプロセスを考慮

した解析手法の検討を実施した。 
解析手法の開発には、平成30年度に実施した環境変遷を考慮した核種移行解析検討（日本原子

力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）と同様に、有限体積法による物

質移行シミュレーションが可能なQPACコード（Quintessa, 2013）を用いた。平成30年度と同様

に、結晶質岩の割れ目からマトリクス部を対象に、割れ目中の移流・分散、割れ目表面の変質層
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からマトリクスにかけての拡散・収着を考慮するとともに、流入する地下水組成の時間変化とそ

れに伴う鉱物の溶解・沈殿反応や間隙率の変化を考慮した。対象とするスケールについては、平

成30年度の0.5mのスケールでの検討（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理

センター, 2019）に対して、ここでは500mの大きなスケールでの評価を検討した。解析体系を図

3.2-17(a)に示す。割れ目からマトリクス方向へは、1mを25セルで構成し、割れ目部を1セル、変

質領域（5cm）を5セル、残りの未変質マトリクス部（95cm）を19セルで表現した。割れ目面に平

行な方向（500m）へは幾何級数的にサイズを増加させた100セルで構成した。平成30年度までの

解析では、マトリクス領域での割れ目に平行な方向への拡散も考慮した2次元での解析を実施した。

平成31年度で検討する、より大きなスケールでの解析での計算効率を考慮し、マトリクス領域で

の拡散を割れ目と垂直方向のみに限定した簡易な2次元モデル（以下、簡易2次元モデル）での検

討を行うこととし、まずは、この簡易2次元モデルと従来の2次元モデルとの比較によってその有

効性を確認した。解析については、平成30年度と同様に、核種としてCsを対象に、環境条件変遷

を想定した境界条件変化としてCsの濃度の経時変化を考慮した解析を行った。Cs濃度の経時変化

は、1000年間は一定濃度のCsの流入が生じたあと、流入地下水中のCs濃度が徐々に（時間ととも

に線形で）低下していく系を設定した。割れ目内の移流・分散とマトリクスの拡散のみを考慮し

た両モデルでの試解析で得られた液相中Cs濃度分布を図3.2-17(b)及び(c)に示す。両モデルの解析

結果を比較すると、割れ目面に平行な方向の拡散を考慮した2次元モデルの方が、Cs濃度分布がよ

り遠方まで進展していることが確認できるが、それを無視した簡易2次元モデルとのCs濃度分布

の差異は顕著ではないことから、ここでは計算効率の観点から簡易2次元モデルを用いた解析を実

施することとした。 
 

 
図3.2-17 割れ目中の核種移行解析体系のグリッド構成（a）と2次元モデルと簡易2次元モデル

（図中で1.5Dと表記）の試解析で得られた液相中Cs濃度分布の比較（b, c） 
  

(a)割れ目中の核種移行解析の体系：グリッド構成とスケール

(b)2次元モデルと簡易2次元モデルの比較（10万年時点のCs濃度分布）

(c)2次元モデルと簡易2次元モデルの比較
（Cs濃度分布の時間変化）
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このモデル体系でのCsの移行解析を、拡散や収着、鉱物の溶解・沈殿の考慮の有無や、その取

扱い方法などを変更した複数のケースを設定して実施した。ここでは、鉱物の溶解・沈殿の考慮

の影響に着目した解析結果を例示する。解析は上記の簡易2次元モデルの予察評価と同様に、1000
年間は一定濃度のCsの流入が生じたあと、Cs濃度が徐々に低下していく条件で実施した。鉱物の

溶解・沈殿は、方解石の沈殿・溶解と長石の粘土鉱物への変質を考慮した。図3.2-18(a)に示すCase-
1は、上記と同様にマトリクス中の拡散のみを考慮したモデルで得られた液相中のCs濃度分布の

時間変化である。同図(b)のCase-2は、Case-1に対して鉱物の溶解・沈殿を考慮したモデルであり、

鉱物の沈殿反応に伴う間隙率の低下によって、マトリクス拡散が抑制され、その結果としてCs濃
度分布の進展が抑制されていることが確認できる。さらに、Case-2に対して、マトリクス部での

収着をKdモデルで考慮したCase-3の解析結果を同図(c)に示す。収着を考慮した場合には、液相中

のCs濃度が低下するためにCs濃度分布の進展がみえにくいが、同図右に示す固相に収着したCs濃
度分布の時間変化から、大部分のCsは5m程度の範囲に留まっていることが確認できる。今後、拡

散や収着、鉱物の溶解・沈殿、地下水条件の変遷等を変動させた解析によって、拡散や収着モデ

ルの取り扱いの違い、環境条件の変遷、空間スケールのバリエーションが核種移行解析結果に与

える影響を定量的に把握する。さらに、このような地質環境変遷や核種移行現象を精緻に取り扱

うモデルと、地質環境変遷に伴う核種移行特性の変遷を、核種移行パラメータ（例えばKd）の時

間・空間的な変化で与える簡略化した評価手法とを比較することによって、環境変遷を考慮した

核種移行解析手法の有効な方法論を検討していく計画である。 
 

 
図3.2-18 割れ目中のCsの移行解析で得られたCs濃度分布の時間変化：(a)拡散のみを考慮した

Case-1、(b)Case-1に対し鉱物の溶解・沈殿反応を考慮したCase-2、(c)Case-2に対しCsの収着

（Kdモデル）を考慮したCase-3  

(a)Case-1(マトリクス拡散のみ）の解析結果：液相中Cs濃度分布の経時変化 (b)Case-2(マトリクス拡散＋鉱物溶解・沈殿）の解析結果：液相中Cs濃度分布

(c)Case-3(マトリクス拡散＋鉱物溶解・沈殿＋収着Kd）の解析結果：液相中Cs濃度分布変化 （右図は最初の50mの領域での収着Cs濃度分布）
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(2) 堆積岩中の核種移行評価技術の開発 
1) 堆積岩マトリクス中の核種移行モデルの開発 
① 幌延の泥岩マトリクス中の核種移行データの取得 
これまでに先行事業（日本原子力研究開発機構, 2013; 2018）において、幌延深地層研究センタ

ーの地下深部から採取した泥岩マトリクスを対象として、多様な核種の収着・拡散データを室内

試験により取得するとともに、粘土成分を主体としたモデル化手法を構築してきた（Tachi et al., 
2011; 2016）。ここでは、幌延の泥岩マトリクス中の核種移行モデルの高度化を検討するうえで、

不均質な間隙特性やその核種移行挙動への影響を評価していく観点と、後述する原位置において

拡散モデルを確証していく観点から研究に取り組むこととする。このような観点から、幌延の泥

岩マトリクスの層理面と関連付けた拡散特性を把握するため、層理面に対して直交・平行方向に

加工した試料（幌延URLの350m坑道から採取した稚内層試料）を対象に、Na+とCl-の拡散データ

を透過拡散試験により取得した。高濃度側と低濃度側のNa+とCl-濃度の経時変化を図3.2-19に示

す。30日までの試験データにより得られたCl及びNaの実効拡散係数は、それぞれ平行試料で9.7
×10-11 m2/s、2.2×10-10 m2/s、直交試料で6.8×10-11 m2/s、2.0×10-10 m2/sであった。水平・直交

のいずれの試料でも、実効拡散係数はNa>HTO>Clの順（HTOのデータは平成30年度の報告書を

参照：日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）で、先行研究と

同様の陽イオン加速・陰イオン排除の明瞭な傾向が確認できた。層理面に平行方向と直交方向で

比較すると、いずれも平行方向の方が実効拡散係数は大きい値を示し、Clにおいてやや大きな差

異が確認された。 
 

 
図3.2-19 幌延の泥岩マトリクスの層理面に平行・直交方向の試料中の 

(a) Cl ,(b) Naの拡散試験結果 
 

② 幌延の泥岩マトリクス中の間隙特性評価 
幌延の泥岩中の核種移行モデルの高度化を検討するうえで、不均質な間隙特性やその核種移行

挙動への影響を把握する必要がある。ここでは、後述する核種移行モデルの高度化や原位置での

モデルの確証の観点から、幌延の泥岩の間隙特性や拡散特性とその層理面と関連付けた異方性の

影響について、核磁気共鳴（NMR）法を適用した定量評価を検討した。一般的に、泥岩のような

多孔質岩石の間隙構造評価は水銀圧入法やガス吸着法、電子顕微鏡による直接観察により細孔径

分布を取得することで行われる。水銀圧入法やガス吸着法による評価では、前処理として間隙を

充填した水を脱水処理等で取り除き水銀やガスを岩石中に導入することで行われる。一方で、
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NMR法による間隙構造評価は、試料の間隙を充填した水そのものの信号を観察することから前処

理の必要がなく水が存在する間隙を選択的に評価することが可能であること、H2OとD2Oのよう

に1H NMRに活性の液体から不活性な液体に交換することで、水の物質移動を直接観察すること

が可能である点が優れている（例えば、Ohkubo et al., 2008; 2016）。このような観点から、幌延

の泥岩中の間隙構造評価を目的とし、NMRの分析試験を行った。具体的には、幌延深地層研究セ

ンターの地下350 mの研究坑道から採取された泥岩試料（直径:8 mm、長さ:29 mmの円筒形試料）

を対象として、Oxford社製Maran Ultra NMR（静磁場強度: 0.54 T）を用いて、H2Oで間隙を飽

和させた試料、さらにD2O溶液に浸漬させた試料を対象に水の1H 緩和時間（T2）分布を測定した。

T2測定は、Carr-Purcell-Meiboom-Gill シーケンス（CPMG法）（Meiboom et al., 1959）に基づ

くパルスシーケンスを作成して行った（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理

センター, 2019）。 
層理面に直交する方向に加工した試料（直交試料）を対象に、H2Oで間隙を飽和した後、D2O溶

液に1 ~ 3日間浸漬させた際のNMR信号のT2分布を図3.2-20に示す。得られたT2分布はD2Oへの浸

漬時間が長くなるにしたがって強度が減少しており、間隙を充填したH2Oが時間の経過にしたが

ってD2Oと化学交換している現象が確認された。同図(a)に示すように、H2O飽和試料で得られた

T2分布は、10-3から10-2 sに主ピークとその他の緩和時間領域に小さいピークをもつ。緩和時間は

間隙サイズと比例することから、10-4 s程度の広いサイズ分布をもつ間隙が試料に存在すると考え

られる。これらのピークに相当する間隙量を評価するために、5つの緩和時間(T2<0.001、 0.001< 
T2<0.01、 0.01< T2<0.1、 0.1< T2<1.0、 1.0< T2)にピークを分類してピーク強度の割合を求め

た（同図(b)）。0.001<T2<0.01の主なピークが80%程度を占め、その他のピークは20%程度である。

また、これまでの研究より堆積岩のような多孔質岩石には、膨潤性の粘土鉱物が含まれることが

知られている（Tachi et al., 2011）。粘土鉱物中の水は極めて小さい間隙に存在する。そのため、

T2<0.001のピークは、粘土鉱物に取り込まれた水に相当すると考えられる。一方、0.01以上のT2

をもつ間隙は、比較的大きいサイズの間隙に分類される。主ピークは、0.001から0.01の領域で得

られ、D2Oの浸漬時間に関わらず80%から90%程度の強度である。逆ラプラス処理による強度の

誤差(10%程度)を考慮すると、D2O浸漬によるピーク強度の割合はほぼ一定と考えられる。 
 

 
図3.2-20 層理面に直交する方向の泥岩試料のT2分布(a)及びT2分布から求めた間隙分布(b) 

 
層理面に平行な方向に加工した試料（平行試料）を対象に、H2Oで間隙を飽和した後、D2O溶液

に1 ~ 3日間浸漬させた際のNMR信号のT2分布を図3.2-21に示す。図3.2-20の直交試料と同様に、

D2Oの浸漬による信号減衰と5つのT2領域にピークが得られた。主ピークは、直交試料と同様に
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0.001から0.01 sの領域で、D2Oへの浸漬時間に依存せず80%程度であった。0.01以上でのT2のピ

ーク強度割合にややばらつきがみられるものの10%程度の範囲であり、D2O浸漬による間隙中の

H2O分布の変化は小さいと考えられる。D2Oに浸漬した直交及び平行試料を対象に得られたT2分

布の経時変化より、T2分布で識別されたサイズの異なる5つの間隙は、等価に拡散する間隙として

考えることができる。この結果の解釈として、それぞれの間隙が空間的に連結しており、化学交

換によってD2Oの拡散が各間隙で均等化されていると考えられる。拡散現象は、間隙の幾何学形

状（間隙率や屈曲率）による整理が行われる。一般に、サイズの大きい間隙は、間隙率が大きく

屈曲率も1に近い幾何学形状になることから、サイズの大きい間隙へのD2O拡散は大きくなる。そ

の結果、長いT2をもつピークの減少が顕著に観測されるはずであるが、本研究の実験結果と一致

しない。この理由は、サイズの異なる間隙が連結しており、速い交換時間によって、間隙間のD2O
拡散のコントラストが無視できる程度まで小さくなっているためと考えられる。今後、低温環境

下での実験や重金属イオンによる交換実験等の化学交換の速度を小さくした条件での分析によっ

て、間隙のサイズや連結性と物質移動特性との関係に対する理解をさらに深めることができると

考えられる。 
 

 
図3.2-21 層理面に平行な方向の泥岩試料のT2分布(a)及びT2分布から求めた間隙分布(b) 

 
③ 粘土鉱物へのCs等核種の収着メカニズムの評価 

幌延の泥岩中に含まれる粘土鉱物（スメクタイト、イライト、バーミキュライト）はCs等核種

の収着現象を支配すると考えられ、これらの粘土鉱物への核種収着モデルによって泥岩中の核種

収着を解釈できる可能性を示してきた（Tachi et al., 2011; 2016）。本研究では、133Cs固体NMR
により、粘土鉱物に吸着したCsの吸着サイトの同定と定量を目標とし、モデル構造の第一原理電

子状態計算により実測可能な133Cs NMRパラメータの解釈を試みた。先行研究においてスメクタ

イトへのCsの吸着現象の解明に取り組んできており（Ohkubo et al., 2018）、これまでの研究よ

り、原子選択性のある固体133Cs NMR法は、そのスペクトル上で複数の吸着サイトを識別・定量

できること、モデル構造の第一原理計算でピークの帰属ができる可能性を示してきた。本研究で

は、より包括的に粘土鉱物の特性に応じたCs吸着構造を133Cs NMRによって把握するために、さ

まざまな組成をもつ粘土鉱物の第一原理計算を行い、Cs吸着構造と133Csケミカルシフトの相関を

調べた。 
3x2x1のスーパーセルで作成したモンモリロナイトの最適化構造を図3.2-22に示す。この構造で

は、四面体層SiのAl置換は1つで八面体層AlのMg置換は5つで6個のCsが層間に吸着しているモデ

ルである（層の負電荷は-6）。この最適化構造を基準に6個の置換サイトを四面体と八面体に割り



3-27 

当てて構造を作成し（図3.2-23）、構造最適化計算を行った。置換サイトを変えて作成したモンモ

リロナイトのケミカルシフトを表3.2-4に示す。四面体の置換サイト数が減るにしたがってケミカ

ルシフトは高磁場側にシフトするが、四面体の置換サイト数が0の場合、もっとも低磁場のケミカ

ルシフトとなる。このように層電荷が同じ場合でも、置換サイトによってケミカルシフトは著し

く変化することがわかった。 
 

 
図3.2-22 3x2x1のスーパーセルで作成したモンモリロナイト 

四面体層SiのAl置換は1つで八面体層AlのMg置換は5つ 
（赤; O, 青; Si, 白; H, 橙; Mg, 銀; Al, 黄緑; Cs） 

 

 
図3.2-23 層の負電荷を生成する置換サイトを八面体及び四面体に変えて作成した 

3x2x1スーパーセルのモンモリロナイト構造 
（赤; O, 青; Si, 白; H, 橙; Mg, 銀; Al, 黄緑; Cs） 
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表3.2-4 層の負電荷を八面体及び四面体に変えて作成した3x2x1スーパーセルのモンモリロナ

イトの133Cs ケミカルシフト(ppm), Al(IV)は四面体層SiのAl置換数 
Al(IV) Cs1 Cs2 Cs3 Cs4 Cs5 Cs6 

6 -4.7 6.2 23.9 25.3 31.5 39.4 
5 -36.4 -11.0 -10.3 -9.1 -2.7 -0.2 
4 -40.3 -30.1 -23.9 -6.5 -1.3 1.2 
3 -32.5 -25.3 -20.8 -16.9 -7.5 3.9 
2 -39.8 -31.6 -28.3 -19.7 -7.5 3.9 
1 -21.6 -19.2 -5.5 -3.5 10.9 15.6 
0 10.3 16.0 21.0 26.2 28.0 32.7 

 
次にイライトに吸着した133Csのケミカルシフトを計算するために、天然のイライト組成になる

ようモンモリロナイトの層構造をベースに初期構造を作成した。作成した構造は、1層3x2x1と2
層2x1x2の2パターンとした。構造最適化によって得られた格子定数とケミカルシフトを表3.2-5及
び表3.2-6に示す。格子定数は、3x2x1と2x1x2のスーパーセルでほぼ等しい結果となった。ケミカ

ルシフトは、モンモリロナイトと比較して高磁場側にシフトした。イライトは四面体SiのAl置換

サイトを持たないため、四面体Alによる電子吸引の影響を受けず低磁場側のケミカルシフトが出

現しないと考えられる。 
 

表3.2-5 構造最適化によって得られたイライトの格子定数 
 

A b c alpha beta gamma 

3x2x1 15.82 18.19 11.27 90.00 100.77 90.00 

2x1x2 10.55 9.09 22.53 90.00 100.77 90.00 

 
表3.2-6 イライトの最適化構造で得られた133Cs ケミカルシフト(ppm) 

 
Cs1 Cs2 Cs3 Cs4 Cs5 Cs6 

3x2x1 -15.1 -22.7 -20.3 0.2 -11.2 -22.4 

2x1x2 -19.8 -19.9 -15.3 -15.3 
  

 
平成31年度は、層電荷が一定で置換サイトを変えたモンモリロナイト及びイライトに吸着した

133Csのケミカルシフト計算を行った。計算から得られたケミカルシフトは、定性的にCsの吸着構

造を反映するが、層の組成や置換サイト、層間距離に依存し厳密にCs吸着構造と133Cs ケミカル

シフトを結びつけることが難しい。今後、さらに吸着構造と133Cs ケミカルシフトのデータを蓄積

するとともに、統計処理等手法を利用した解析により構造と133Cs ケミカルシフトの関係を定量

的に結びつけ、Csの吸着構造を133Cs NMRスペクトルから評価できる手法を検討していく。 
 
④ 幌延の泥岩マトリクス中の核種移行モデルの開発 
核種移行評価上の重要パラメータである緩衝材及び岩石中の核種の収着・拡散パラメータは、

化学環境条件によって大きく変化するため、メカニズム理解に基づく現象論的モデルの開発が重

要となる。このような観点から、これまでの国内外のモデル開発動向を踏まえ、性能評価で対象

とする多様な核種と幅広い地球化学条件への適用性、実際の処分環境で考慮すべき複合鉱物系や

圧縮系への適用性といった視点を重視して、緩衝材ベントナイトを対象に、“統合収着・拡散モデ
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ル（ISDモデル；Integrated Sorption and Diffusion Model）”を開発してきた（Tachi and Yotsuji, 
2014; Tachi et al., 2014）。さらに、このモデルを岩石中の核種拡散評価に拡張するため、幌延の

泥岩を対象に取得された核種の拡散・収着データを対象に、その適用性評価を進めてきた。具体

的には、幌延深地層研究センターのHDB-6孔（地下500 mレベル）から採取した泥岩試料を用い

て、透過拡散試験によって、Cs、I、HTOの実効拡散係数を取得するとともに、水銀圧入法により

間隙径分布を取得した。この間隙径分布をもとに、サイズの異なる間隙中の核種移行を想定した

ISDモデルの適用を試みてきた（Tachi et al., 2011）。しかし、水銀圧入法による間隙径分布の測

定では、粘土層間などのナノサイズ間隙の層間に水銀は侵入できないため、静電的相互作用が顕

著となるために核種移行の重要な経路である粘土層間の割合を適切に評価できていなかった。そ

こで、間隙構造の不均質性の定量評価に有効な手法として、核磁気共鳴法（NMR）に着目し、幌

延泥岩の間隙構造の不均質性の定量評価手法及び吸着メカニズムを評価し、それらデータのモデ

ルへの反映を検討した。 
上記②で示したNMRを用いた水分子の緩和時間（T2）測定によって、幌延泥岩の層間を含めた

間隙分布を定量化した。その結果、粘土鉱物の層間中の水（T2=0.001 s）は全体の間隙率の数%で

あることが分かった。この結果は上記先行研究（Tachi et al., 2011）で推定された値（3.5%）と

整合する結果であった（図3.2-24 (b)）。この間隙分布をISDモデルに適用し、各間隙サイズの電

気的収れん度を算出し、間隙の長さ割合に対する重み付けを収れん度に与えることによって導出

したCs、I、HTOの実効拡散係数を図3.2-24 (a) に示す。ISDモデルによる計算結果によって実測

データの傾向性を再現できることから、幌延泥岩のような多重間隙を対象とした系においても、

その拡散挙動が主にナノサイズの層間間隙を含めた間隙のサイズと静電相互作用を考慮すること

によって評価できることが分かった。 
 

 
図3.2-24 幌延の泥岩マトリクス中のCs、HTO、Iの実効拡散係数のモデル化結果(a)とモデルで

考慮した泥岩マトリクス中の間隙分布(b) 
 
上記のようなISDモデルを適用した不均質媒体中の拡散モデルに対して、上記(1)1)②に示した

結晶質岩における核種移行評価においては、不均質場モデルを設定し、ランダムウォーク法によ

る拡散モデリングに取り組んでいる。ここでは、上記のような粘土鉱物間隙中のISD拡散モデル

と間隙サイズの分布とを組み合わせたモデル化手法の妥当性を検討する観点から、ランダムウォ

ーク法（Random Walk, RW）による不均質場の拡散解析を検討する。幌延の泥岩マトリクスが粘

(a) (b)
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土鉱物とケイ酸鉱物を主体とした岩石であり、緩衝材ベントナイトとの類似性が高いことから、

双方のモデル化手法の妥当性を確認する視点での検討を進めた。 
核種の移行経路となる粘土鉱物と移行の障害となるケイ砂等の他の鉱物をランダムに分布して、

これらの媒体の構造モデルを作成し、その構造のなかで核種をRWさせて核種移行のシミュレー

ションを実行する。RWシミュレーションに用いる解析コードには、上記(1)1)②の結晶質岩中の

拡散メカニズムを理解するために黒雲母の層状構造を考慮した仮想的な解析体系に適用してその

有効性が示されているPartridgeコードを用いた（日本原子力研究開発機構, 2016）。以下では解

析事例として、クニゲルV1とケイ砂を様々な比率で混合した供試体をモデル化し、シミュレーシ

ョン解析の結果と実測データを比較する。 
Kato et al.（1999）では、クニゲルV1と天然のケイ砂（粒径≒0.2 mm）あるいは球状のガラス

ビーズ（粒径＝0.04～5.0 mm）を様々な比率で混合して20 mm角の供試体を作成し、透過拡散法

によりHTOの実効拡散係数を測定して、その混合比依存性を評価している。さらに、クニゲルV1
におけるHTOの実効拡散係数をもとに、ケイ砂やガラスビーズの存在に起因した幾何学的因子の

評価を試みている。本解析では、Kato et al.（1999）におけるクニゲルV1－ケイ砂混合系をシミ

ュレートするため、2×2×2セルの構造を1ユニットとして、解析体系全体を100×100×100ユニ

ットで構成する。各ユニットは、次のような2種類の何れかとする。 
①クニゲルユニット：クニゲルV1を模擬したユニット。すべてのクニゲルユニットは同じ間隙

率を設定し、さらにその間隙率に応じた実効拡散係数を設定する 
②ケイ砂ユニット：天然のケイ砂あるいはガラスビーズを模擬したユニット。すべてのケイ砂

ユニットは間隙率ゼロとし、粒子はユニット内を拡散しないものとする 
緩衝材（クニゲルV1+ケイ砂混合系）の乾燥密度（𝜌𝜌bbuff）を一定（＝1600 kg/m3）に保ちつつ、

ベントナイト（クニゲルV1）の質量分率（𝛼𝛼bent）を変化させていくと、𝛼𝛼bentの変化に伴ってケイ

砂の質量分率（𝛼𝛼sand = 1 − 𝛼𝛼bent）、ベントナイトの乾燥密度（𝜌𝜌bbent）、ベントナイトの体積分率

（𝑅𝑅bent）、ケイ砂の体積分率（𝑅𝑅sand = 1 − 𝑅𝑅bent）、ベントナイトの間隙率（𝜀𝜀bent）、緩衝材の間

隙率（𝜀𝜀buff）及びベントナイト中のHTOの実効拡散係数（𝐷𝐷ebent）は、それぞれ表3.2-7のように変

化する。 
 

表3.2-7 ベントナイトの質量分布の変化に伴う諸量の変化 

 
 
ベントナイト中のHTOの実効拡散係数は、Kato et al.（1995）で得られた実測データを基に、

クニゲルV1の乾燥密度の関数として指数関数で最適化した次のような実験式を用いて算出した。 

𝐷𝐷ebent = 1.727 × exp�−1.655 × 𝜌𝜌bbent� ,     0.5 ≤ 𝜌𝜌bbent ≤ 2.0 (3.2-1) 

ベントナイトの質量分率が0.6の場合を例にして、2種類の構成ユニット（クニゲル及びケイ砂

ユニット）を3次元に配置した計算体系のイメージ図を、図3.2-25に示す。図の緑色がクニゲルユ

ベントナイトの
質量分率 [-]

ケイ砂の質量
分率 [-]

ベントナイトの乾

燥密度 [kg/m3]

ベントナイトの体
積分率 [-]

ケイ砂の体積分
率 [-]

ベントナイトの間
隙率 [-]

緩衝材の間隙率
[-]

ベントナイト中の実効

拡散係数 [10-9m2/s]

0.1 0.9 0.348 0.460 0.540 0.871 0.401 0.971

0.2 0.8 0.616 0.520 0.480 0.772 0.401 0.624

0.3 0.7 0.828 0.580 0.420 0.693 0.402 0.439

0.4 0.6 1.000 0.640 0.360 0.630 0.403 0.330

0.5 0.5 1.143 0.700 0.300 0.577 0.404 0.260

0.6 0.4 1.263 0.760 0.240 0.532 0.404 0.213

0.8 0.2 1.455 0.880 0.120 0.461 0.406 0.156

1.0 0.0 1.600 1.000 0.000 0.407 0.407 0.122
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ニットであり、青色がケイ砂ユニットである。1つのユニットのサイズを0.2 mm×0.2 mm×0.2 
mmとすると、系全体で一辺の長さが20 mmの立方体試料に相当する。初期条件として図3.2-25 
(b)に示す赤色の端面に拡散粒子（本解析ではHTO）を配置し、反対側の端面から体系外に移行す

る際の移行率（flux）を算出する。 
 

 
図3.2-25 ベントナイトの質量分率が0.6の場合の計算体系図。3次元鳥瞰図(a)、及びX-Y断面図

(b)を示す。緑色はクニゲルユニット、青色はケイ砂ユニットを表す 
 

HTOの実効拡散係数は、下流側端面における粒子移行率の経時変化をプロットし、1次元拡散

方程式の解析解とのフィッティングにより算出した。Partridgeコードによる実効拡散係数の計算

結果を、表3.2-8に示す。現時点では、ベントナイト（クニゲルV1）の質量分率を0.1, 0.3, 0.6及び

1.0に変化させた解析結果が得られている。比較のため、Kato et al.（1999）で得られたHTOの実

効拡散係数の実測データも示した。シミュレーションでは、単純に拡散を阻害する物質としてケ

イ砂をランダムに配置しているため、極めて粗略なモデル化ではあるが、シミュレーションの結

果と実測データとはおおむね整合的であるといえる。ベントナイトの質量分率が小さくなるにし

たがって、実測データに対する相対誤差が大きくなる傾向にあるが、これはケイ砂の構造や配置

に関するモデル化に起因するものと考えられる。ちなみに、ケイ砂ユニットのユニットサイズを

0.4 mm×0.4 mm×0.4 mmに変えて試計算した結果、ベントナイト質量分率が同じならば0.2 mm
角の場合とほぼ同じ実効拡散係数の値が得られ、実効拡散係数は粒子サイズにほとんど依存しな

いというKato et al.（1999）のデータを支持する結果が得られた。また、ケイ砂混合割合に対す

る幾何学的因子を評価するため、緩衝材（クニゲルV1+ケイ砂混合系）中のHTOの実効拡散係数

を𝐷𝐷ebuffとして 

𝐷𝐷ebuff = (1 − 𝑎𝑎𝑅𝑅sand)𝐷𝐷ebent (3.2-2) 

の関数形でフィッティングしたところ、Partridgeコードによるシミュレーションの結果から𝑎𝑎 ≃
1.50の値が得られた。一方、Kato et al.（1999）による実測データを用いた場合は𝑎𝑎 ≃ 1.35であり、

おおむね整合的な結果であった。 
幌延堆積岩中の拡散モデルの一つとして検討した本解析モデルでは、クニゲルV1中の粒子の拡

散移行にISD拡散モデルを適用し、さらに共存鉱物の粒子移行への影響をシミュレートするため

RWシミュレーションを適用した。ISD拡散モデルはHTOの実測データに基づいて構築されたモ

デルであるため、HTOを対象とした今回の計算では、クニゲルV1中の拡散係数評価については自

明な結果である。一方、RWシミュレーションの結果から得られた実効拡散係数とKato et al.（1999）
で得られた実測データが整合的であることは非自明な結果であり、Partridgeコードによる核種移

初
期
粒
子
配
置
面

移
行
率
評
価
断
面

X

Y

Z

鳥瞰図 ＸＹ断面図(a) (b)



3-32 

行解析の有効性を示すものといえる。今後の課題としては、HTOを対象とした上記手法による解

析データの拡充とその分析結果を反映したモデルの高度化を検討する。さらに荷電粒子を対象と

した解析を実施し、ISD拡散モデルとRWシミュレーションを連成した解析の有効性について検証

するとともに、より複雑な系として幌延の泥岩へのモデルの適用を検討していく予定である。 
 

表3.2-8 Partridgeコードによる実効拡散係数の計算値と実測データとの比較 

 
 
⑤ 幌延の泥岩マトリクス中の核種移行モデルの原位置試験による確証 
これまでの先行事業（日本原子力研究開発機構, 2018）において、幌延深地層研究センターで実

施中の原位置拡散試験と連携することによって、これまでに室内試験で構築してきたマトリクス

部を対象とした核種移行モデルの実際の原位置条件への適用性を確認してきた。具体的には、幌

延の地下350m調査坑道でのマトリクス部を対象とした原位置拡散試験とあわせて、原位置試験を

サポートする室内データ（原位置トレーサー試験後の試料分析、コア試料を用いた室内試験）を

取得するとともに、室内と原位置とのデータの整合性評価や、これまでに整備してきたモデルの

適用性評価を進めてきた（日本原子力研究開発機構, 2018）。 
本事業では、先行事業における試験孔D05孔での原位置拡散試験で得られた成果を踏まえ、よ

り多様な条件での原位置拡散試験手法と拡散モデルの適用性を確認する観点から、平成30年度に、

地下水の塩濃度条件に着目して幌延の350m坑道で実施された原位置拡散試験の室内分析データ

取得と解析を行い、塩濃度が幌延の泥岩中の拡散・収着挙動に及ぼす影響を評価した（日本原子

力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。平成31年度は、上記①や②で

も検討した堆積岩の層理面に対して水平・直交の異方性を原位置で確認するための原位置拡散試

験と連携して、試験後の周辺岩石のトレーサー分布の取得と層理面に対する異方性が拡散に及ぼ

す影響を評価した。 
原位置拡散試験は、図3.2-26に示すように、幌延の深度350m坑道の坑道底面から層理面に直交

する方向に削孔したD11孔において、基本的にはD05孔の先行試験と同様に、HDO（重水）, I, Mo, 
Cs, Sr, Co, Eu等の安定同位体トレーサーを含む模擬地下水（塩濃度0.23 M）を循環させる方法で

行った。1年程度トレーサーを循環・拡散させて、トレーサーの減衰データを取得したのち、同図

に示すように、トレーサー注入区間を含む岩石をオーバーコアしたうえで、層理面に平行な孔側

面と、層理面に直交する孔底部の岩石を採取した。これらの試料に対して、同図に中央に示すよ

うな位置において、同図右に示す方法で、岩石をトレーサー接触面から研削して、得られた粉末

岩石中に含まれるトレーサー濃度を測定することによって、周辺岩石中へのトレーサーの拡散プ

ロファイルを取得した。得られたCsの濃度プロファイルをD05孔の結果とあわせて同図右に示す。

水平方向については、2か所の分析結果で同様のプロファイルが得られ、D05孔のプロファイルと

もほぼ整合する結果となった。一方で、層理面に直交方向の孔底部のCsの濃度プロファイルは、

現時点では1か所のプロファイルのみを取得できた状況であるが、岩石表面のCs濃度が1桁程度低

い結果が得られた。拡散試験の体系において試験区間中のトレーサー濃度は均一に保たれている

と想定されること、また、試験区間中の泥岩の特性が均質であることを考慮すれば、岩石表面の

ベントナイトの
質量分率 [-]

ケイ砂の体積分
率 [-]

Partridgeによる実効拡散係

数の計算値 [10-9m2/s]

Kato et al. (1999)による実効拡

散係数の実測値 [10-9m2/s]

0.1 0.540 0.205 0.270～0.294

0.3 0.420 0.157 0.172～0.206

0.6 0.240 0.128 0.135～0.140

1.0 0.000 0.129 0.115～0.121
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トレーサー濃度は同程度になると想定される。それにもかかわらず、孔底部でこのような濃度プ

ロファイルが得られた原因の一つとして、試験孔を掘削する際の孔底部への擾乱影響が考えられ

る。今後、同図中央に示すように、孔底部の複数個所でプロファイルを取得し、その原因を検討

するとともに、層理面に水平と垂直の差異を検討していくこととする。 
 

 
図3.2-26 層理面に対する異方性に着目した幌延の泥岩マトリクスにおける原位置拡散試験： 

(a)試験体系と採取試料、(b)試験後の岩石中のCs濃度分布 
 

2) 堆積岩割れ目中の核種移行モデルの開発 
① 幌延の泥岩割れ目中の原位置トレーサー試験の概要 

これまでの先行事業において、幌延深地層研究センターの深度350 m調査坑道において実施さ

れた割れ目部を対象とした原位置トレーサー試験との連携により、原位置試験をサポートする室

内データ（原位置トレーサー試験後の岩石コア試料分析、コア試料を用いた室内試験等）を取得

しつつ、原位置試験結果の解釈に取り組んできた（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促

進･資金管理センター, 2019）。平成31年度は、幌延URLの割れ目を対象としたトレーサー試験後

に、周辺部から採取した割れ目表面のCs等のトレーサーの割れ目に沿ったトレーサーの不均質な

移行経路を示唆する情報とパルスソース試験及びコンスタントソース試験で得られた揚水孔中の

トレーサー濃度の経時変化をもとに、複数の移行経路または不均質な流れ場等を考慮した核種移

行モデルの改良とその適用性について検討した。 
天然の割れ目を対象とした原位置トレーサー試験は、幌延深地層研究センターの深度350 mの

調査坑道において、図3.2-27に示すような複数の割れ目が存在する割れ目帯領域を対象に、2本の

試錐孔を利用した孔間方式で実施された（武田ほか, 2017）。注水孔及び揚水孔は孔径約10 cm、

約1 mの離間距離であり、坑道壁面から約2～3 m付近にパッカーを設置して試験区間を形成し（試

験区間：注水孔 30 cm、揚水孔 60 cm）、注入孔（40 mL/min）から揚水孔に一定流量（30 mL/min）
で多様なトレーサー（Cs, Co, Mo, I, 重水, ウラニン）を含んだ原位置地下水が通液された。最初

に、トレーサー溶液を注水孔に10分間注入し、その後トレーサーを含まない原位置地下水の注水

を継続した状態で、割れ目及び岩盤中を移行して揚水孔に達したトレーサーの濃度変化を計測し

た（パルスソース試験）。次に、収着性のトレーサーについて揚水孔での破過データを取得する

ため、同様の試験体系において、注水孔に一定濃度のトレーサーを含む原位置地下水を注水し続

けるトレーサー試験を実施した（コンスタントソース試験、トレーサーとしてはMo, Cs, Co, Eu）。 
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図3.2-27 幌延泥岩の割れ目を対象とした原位置トレーサー試験装置の概略図 

  
② 原位置トレーサー試験結果のモデル解析 
孔間トレーサー試験は、複数の割れ目が存在する割れ目帯領域を対象に実施された試験である

（日本原子力研究開発機構, 2018）。注水孔側の割れ目の分布状況や開口幅、注水孔及び揚水孔近

傍の割れ目表面のトレーサー分布状況が確認されたものの、卓越した割れ目やその連続性などの

トレーサーの移行経路を特定するための情報は限られている。日本原子力研究開発機構・原子力

環境整備促進･資金管理センター(2019)で得られた割れ目表面のトレーサーの分析結果からは、複

雑な移行経路（複数の割れ目を介した移行、フロー領域とスタグナント領域の存在など）が示唆

されたが、はじめに単純な平行平板モデルと均質な流れ場を仮定したモデル解析を検討した。図

3.2-28 に示すモデル概念、支配方程式と初期・境界条件をもとに、GoldSim コード（ver. 11.1 : 
GoldSim Technology Group, 2014）の PipePathway 及び CellPathway オブジェクトを用いた解

析を行い、パルスソース及びコンスタントソースの実測の破過データ、収着性トレーサーCs の割

れ目表面濃度データとの比較を行った。 
 

 
図3.2-28 割れ目中の核種移行評価の平行平板モデル概念図及び支配方程式 
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平成30年度は、ウラニンのパルス試験及びコンスタント試験結果をもとに移行経路の推定を行

った。平成31年度は、高い濃度が計測されているコンスタント試験の実測データを対象に、

GoldSimの最適化機能を用いて、平行平板モデルを仮定した際の移行経路等の推定を行い流路長

さ1.9 m、割れ目幅 0.59 m、割れ目開口幅 1 mmと設定した。また、流量は貯水タンクから注入

孔まで40 mL/minで注入しているが、割れ目中に注入される流量を25 mL/min、残り15 mL/min
は直接揚水孔へ寄与しない領域に流れることを仮定した。一方、マトリクス拡散と収着に関する

パラメータはこれまでに幌延のマトリクス岩を対象に取得された室内及び原位置試験データをも

とに設定を行った。 
初期設定の流路条件（流路長：1.9 m, 割れ目幅：0.59 m, 開口幅：1 mm）での解析結果を図

3.2-29に示す。ウラニンのコンスタントソース試験の破過曲線（同図(a)）においては、解析結果

は実測データと概ね整合しているものの、Csの傾向については若干の乖離が見られる。また、同

じ試験孔で行われた、ウラニンのパルスソースの試験結果(図(b))に対してピーク時間は同程度に

なるものの、ピーク値及び緩やかな濃度低下の解析結果は実測データと乖離している。一方、平

成30年度と同様にCsの割れ目表面のトレーサー分析結果（実測値は注入孔から対象とする割れ目

までの距離とその割れ目における最大濃度をプロット）と解析結果との比較を行ったが、最大濃

度と比較しても解析結果のほうが1桁程度高く、実測値を再現する結果とはなっていない。 
 

  
(a)コンスタントソース試験の破過曲線 (b)パルスソース試験の破過曲線 

 

 

(c)Cs濃度分布  
図3.2-29 割れ目中トレーサー試験のウラニン及びCsの解析結果 

 
上記解析においては、割れ目中のトレーサーの移行を平行平板モデルと均質な流れ場を仮定し

ており、その結果、パルスソース及びコンスタントソース試験で得られたウラニン、Csの破過曲

線の傾向性を概ね表現できる可能性を確認した。しかし、割れ目表面のCsの濃度は実測と解析結

果で乖離しており、平成31年度は試験後の複数の場所から採取した割れ目表面のCs濃度の分析結
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果（図3.2-30）等を考慮し、2つ移行経路を移行する解析モデル及びフロー・スタグナント領域を

設定した解析モデルについて検討し、割れ目表面のトレーサー分析データ等をもとに、モデルの

適用性について検討を進めた。 
 

 

 

 
図3.2-30 SW47孔せん断割れ目の表面のCs, Co濃度分析結果 

 
a) 2経路を考慮した解析モデル 

今回の原位置トレーサー試験は、複数の割れ目が存在する割れ目帯領域を対象に実施された試

験であり、図3.2-31に示すように複数の移行経路を経由してトレーサーが移行している可能性が

想定されるため、2つの移行経路を考慮した解析モデルを検討した。モデル概念は、図3.2-32に示

すように、基本的には1次元平行平板モデルの結果を重ね合わせるもので、注水孔から揚水孔まで

の流路を2つ設定し、それぞれの流路長さ、割れ目幅、開口幅の6つの条件を変動させることでコ

ンスタントソース試験及びパルスソース試験の実測値を同時に満たす条件の探索を行った。ここ

で、それぞれの割れ目への注入流量は2つの移行経路の断面積の比で割り振り、2つの移行経路の

全体での流量は一定になるように調整した。 
 

 
図3.2-31 割れ目のトレーサー試験における割れ目やトレーサー分布に基づく移行経路の推定 
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図3.2-32 2つの移行経路を考慮した解析モデル 

 
非収着性トレーサーであるウラニンは、流路長さまたは割れ目幅を短く設定することでトレー

サー破過曲線はマトリクスへの拡散面積減少するためピーク値が大きくなる。割れ目開口幅の設

定は、割れ目の開口面積が変化することで、流速が変化し破過曲線の立ち上がりに影響を与える

結果となる。これらの影響を考慮し、コンスタントソース試験及びパルスソース試験の実測値を

同時に満たす割れ目の条件の探索を行った。解析結果の例を図3.2-33に示す。同図(a)に示すウラ

ニンの破過曲線において、パルス試験のピーク傾向を1つの割れ目で再現しつつ、もう1つの割れ

目で破過曲線のテール部の形状を含めて、破過曲線全体の再現を試みたが、現時点でパスルソー

スとコンスタントソースの破過曲線を同時に再現するには至っていない。一方で、同図(b)に示す

コンスタントソース試験でのCsの破過曲線は、同図(a)に示したウラニンの解析で設定した2つの

割れ目の条件で、室内試験に基づくCsの実効拡散係数や収着分配係数を与えた場合には、平成30
年度までの検討と同様にCsの遅延を過大評価する結果となった。室内試験と原位置試験の条件の

差異を考慮し、これらのCsの移行パラメータを1/2に設定した場合に、Csの破過曲線を概ね再現す

ることが可能であった。 

  
(a)ウラニンの破過曲線 (b) Csの破過曲線 

図3.2-33 2つの移行経路を考慮した解析モデルを用いた解析結果 
 

b) フロー・スタグナント領域を考慮した解析 
先行事業における幌延の泥岩の割れ目試料を用いた室内トレーサー試験では、試験に用いた割

れ目のX線CT分析や試験後の割れ目表面の観察結果から、せん断割れ目の凹凸によって形成された

チャンネルに沿った選択的に流れが卓越したフロー領域と流れが生じていないスタグナント領域

を想定したモデルを用いて評価を行ってきた（日本原子力研究開発機構，2018）。今回の原位置

試験においても、図3.2-30に示したように、割れ目表面においてCs等のトレーサー濃度の濃淡分

布が確認された。これを踏まえ、原位置試験においても割れ目内にフロー・スタグナント領域が
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生じていた可能性を考慮し、図3.2-34に示すようなフロー・スタグナント領域を設定したモデル

によって、パルス及びコンスタント試験に対して解析を実施した。ここでは、図3.2-29に示した平

行平板モデルの解析と同じ条件で解析した結果を図3.2-35に示す。図3.2-29に示した解析結果と

比較することによって、スタグナント領域を設定しても破過曲線には大きな影響を与えないもの

の、割れ目表面のトレーサー分布についてはフロー・スタグナント領域を考慮することによって

表現できる可能性が示唆された。 
今後、複数のトレーサー（ウラニン、Cs、Mo等）のコンスタントソース試験及びパルスソース

試験の破過曲線、各トレーサーの移行パラメータや回収率、割れ目表面のCs濃度分布の一連のデ

ータセットに対し、モデル・パラメータの最適化とその妥当性の確認について更なる検討を進め

ていく。 

 
図3.2-34 フロー・スタグナント領域を考慮した解析モデル 

 

  
(a)ウラニン試験の破過曲線 (b)Csコンスタント試験の破過曲線 

 

 

(c)Cs濃度分布  
図3.2-35 フロー・スタグナント領域を考慮した解析モデルを用いた 

割れ目中トレーサー試験のウラニン及びCsの解析結果 

揚水孔

割れ目幅
0.6 m

流路長さ
1.9m

拡散

移流+分散
岩石への拡散
自由水中拡散停滞領域

0.3 m

注入孔



3-39 

3) 幌延のナチュラルトレーサー評価に関する検討 
粘土質堆積岩は、透水性が極めて低い拡散バリアとしての性能が期待されており、諸外国でも

これら岩石における長期にわたる拡散バリア性能の立証が中心的な課題となっている（Mazurek 
et al., 2009）。これまでに、幌延の堆積岩を一例に、地下水（間隙水）中に含まれる非収着性（弱

収着性）の元素濃度プロファイル（ナチュラルトレーサープロファイル；以下「NTプロファイル」

と略す）をもとに、NTプロファイルの形成過程の解釈を試み、主要な物質移行プロセスの検討を

進めてきた（日本原子力研究開発機構，2018）。検討にあたっては、幌延深地層研究計画におけ

る地上からの調査研究段階（第1段階）で掘削されたボーリング孔のうち、NTプロファイルが相

対的に明瞭であること、大曲断層や褶曲軸から比較的離れた場所に位置していること等から、

HDB-1孔及びHDB-3孔を選定し、それらの解析検討から、両孔で認められるNTプロファイルは

移流・拡散を基本とした物質移行プロセスでの解釈が適当であること、HDB-3孔はHDB-1孔に比

べると移流の影響は小さいこと等が確認された。また、NTプロファイルの解釈における不確実性

の大きいパラメータとして抽出した移流速度及び移流・拡散期間をパラメータとしたbounding 
analysis（保守的に境界条件を見積もった解析）では、実測されたNTプロファイルと比較的良い

整合を示す解析結果が幾つかの条件設定の組み合わせで得られた。このことは、幌延の堆積岩を

対象に移流・拡散を基本とした物質移行モデルにより最適な条件を導出するには、非収着性元素

の濃度プロファイルの解釈だけでは不十分であることを示唆する。このため、本事業では、非収

着性元素の濃度プロファイルに加え、反応性元素の濃度プロファイルの解釈も併せて行うことで、

条件の絞りこみに繋がるような検討が可能かどうかを試行する。平成30年度は、反応性元素の濃

度プロファイルの解釈を進める上で必要な概念モデルを検討し、モデルで考慮すべき反応・プロ

セスの整理を行った（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。
また、解析対象とするHDB-1孔及びHDB-3孔における反応性元素（Na, K, Ca, Mg, SO4）の濃度

プロファイルに係るデータの整理も行った。平成31年度は、反応性元素の濃度プロファイルを対

象とした移流・拡散に化学反応を加えた解析評価に先立ち、岩石コアから抽出された間隙水デー

タの信頼性を評価するとともに、データの品質に影響を与えると考えられる間隙水抽出時の人為

的影響の評価手法についても検討した。以下に、平成31年度の成果をまとめる。 
 
①  岩石コアから圧縮抽出された間隙水データの信頼性に係る検討 

解析対象とするHDB-1孔及びHDB-3孔における反応性元素の濃度プロファイルに係るデータ

には、國丸ほか（2007）で報告された揚水による地下水（pumped water）と岩石コアからの間隙

水（pore water）が含まれる。基本的に揚水による地下水のデータ数は少なく、多くは岩石コア

から抽出された間隙水の値である。岩石コアから圧縮抽出された水は、抽出過程での雰囲気（大

気、不活性雰囲気）の影響やそれに付随する化学反応（黄鉄鉱等の還元性鉱物の酸化溶解、方解

石等の炭酸塩鉱物の溶解）の影響が想定される（例えば、Pearson et al., 2003; Sasamoto et al., 
2011）。このため、HDB-1孔及びHDB-3孔の間隙水（pore water）のデータを対象に、データの

信頼性について検討した。検討にあたっては、まず、國丸ほか（2007）でまとめられた幌延の地

下施設周辺における地上からのボーリング孔で得られた揚水地下水（pumped water）のデータを

もとに信頼性を確認した。データの信頼性は、掘削水の影響が小さいこと（掘削水に添加したト

レーサーの地下水中濃度＜3％）及び電荷不均衡が小さいこと（＜5％）の2点で確認した。その後、

スクリーニングされた信頼性が高いデータを対象に、Na+, Mg2+, Ca2+, K+及びSO42—の各イオンと

Cl-との相関図を作成し、べき乗則による回帰直線を求めた（図3.2-36及び図3.2-37）。 
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図3.2-36 反応性元素とClの関係（幌延地下水とHDB-1孔pore waterの比較） 

 

 
図3.2-37 反応性元素とClの関係（幌延地下水とHDB-3孔pore waterの比較） 

 
得られた回帰直線に対するR2値は、Na+の場合で0.995、Mg2+の場合で0.902、Ca2+の場合で0.747、

K+の場合で0.692、SO42-の場合で0.143となった。この結果を見ると、Na+及びMg2+とCl-の相関が

最も高く、これらの回帰直線は、幌延の地下水中のNa+及びMg2+とCl-との関係をほぼ代表してい

ると考えられる。これらに次いで相関が高いのがCa2+及びK+であり、SO42-は相関が低く、Cl-との

関係で利用するのは困難である。なお、SO42-については、幌延の地下水は還元性のため、pumped 
waterではほとんど検出されない濃度であることや、採水から分析に至るまでの時間経過の違い

に伴う酸化の影響等により、バラつきが大きくなっている可能性も否めないため、ここでは検討

対象には含めないこととした。このため、本検討では、陽イオンであるNa, Mg, Ca, Kの4元素を

対象とした。 
次に、HDB-1孔及びHDB-3孔におけるpore waterのデータの信頼性を検討するため、各々の

pore waterのデータと回帰直線とを比較した（図3.2-36及び図3.2-37）。比較の結果、HDB-1孔の
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データに基づき、べき乗則によ
り求めた回帰直線

● 幌延地下水（pumped water）
● HDB-3のpore water
－ 幌延地下水（pumped water）の

データに基づき、べき乗則により
求めた回帰直線

c
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pore waterデータ（20点）では、回帰直線付近に分布するデータが多いものの、6点のデータにつ

いては明らかな不整合が確認された。一方、HDB-3孔のpore waterデータ（10点）については、

基本的に回帰直線付近に分布しており、HDB-1孔のpore waterデータに比べると信頼性が高いこ

とが確認された。 
 
② 間隙水抽出時の人為的影響の評価手法に係る検討 

上記分析の結果、HDB-1孔のpore waterには、信頼性が低いと考えられるデータが含まれるこ

とが確認された。この要因として、間隙水抽出時における人為的影響が考えられる。ここでは、

大気条件における間隙水抽出時のガスの出入りを考慮し、水質への影響を評価するモデルをもと

に検討した。本検討で考慮したモデルの概念を以下にまとめる。還元性の地下水である幌延の地

下水では、岩石コア中の間隙水の酸素分圧は大気のそれよりも低いと考えられるため、間隙水抽

出時には大気中の酸素が岩石コアに侵入する。一方、幌延の地下水は比較的溶存炭酸濃度が高く、

pHが中性付近である（Sasamoto et al., 2011）ことを考慮すると、岩石コア中の間隙水の二酸化

炭素分圧は大気のそれよりも高いと考えられる。このため、間隙水抽出時には間隙水に溶存して

いた二酸化炭素が脱ガスし、大気中に移行する。このようなガスの出入りに伴い、岩石中に含ま

れる黄鉄鉱や炭酸塩鉱物の溶解が生じ、水質が変化することが想定される。上述したモデルの概

念及びガスの出入りに伴い生じるプロセスを考慮し、間隙水の抽出時に水質がどのように変化し

得るかを計算した。計算には、地球化学解析コードであるGeochemist’s Workbench：GWB
（Bethke, 2008）のReactモジュールを使用した。Reactモジュールを用いた計算では、酸素及び

二酸化炭素のガスの出入り速度は同一と仮定した。また、岩石コア中の間隙に含まれる水は、HDB-
1孔及びHDB-3孔におけるpumped waterの水質を初期値として仮定した。 

まず、図3.2-38に、岩石コアからの間隙水抽出の際、ガスの出入りに伴いHDB-1孔及びHDB-3
孔の岩石コア中でどのような鉱物の溶解・沈殿が起こり得るかを推定した結果を示す。図3.2-38
では、ガスの出入りの指標として、大気中の酸素が岩石コアに侵入する量を横軸とし、縦軸には、

酸素の侵入量の変化に伴う鉱物の溶解・沈殿量を示した。なお、縦軸で正の値は沈殿、負の値は

溶解を意味する。鉱物の溶解・沈殿の変化の傾向は、HDB-1孔及びHDB-3孔ともに同様であり、

酸素の侵入に伴い黄鉄鉱の溶解が生じ、それに伴う間隙水の酸性化が炭酸塩鉱物（菱鉄鉱・苦灰

石）の溶解を引き起こす。また、初期の間隙水に対して飽和状態であった方解石が間隙水から沈

殿するが、速やかに溶解する。さらに、黄鉄鉱や菱鉄鉱の溶解に伴い生じたFe2+は、酸化されFe3+

となり、針鉄鉱として沈殿する。石膏は、酸素の侵入量が0.1 mol/L程度辺りから沈殿する。これ

は、方解石の溶解に伴い生じたCa2+と黄鉄鉱の溶解に伴い生じたSO42-に起因する。 
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図3.2-38 岩石コアからの間隙水抽出の際に生じると推定される岩石中での鉱物量の変化 

 
次に、図3.2-39には、ガスの出入りに伴いHDB-1孔及びHDB-3孔の間隙水の水質がどのように

変化し得るかを推定した結果を示す。図3.2-39では、Mg2+, Ca2+及びSO42-の変化を示しているが、

Na及びKについては含めていない。Na及びKの変化は、幌延の岩石に含まれる粘土鉱物との関連

が想定されるが、粘土鉱物の溶解・沈殿を考慮する場合、AlやSiのデータも加味する必要がある。

しかしながら、pore waterのデータには、これら成分の分析結果は含まれていないことから今回

の推定対象からは除外した。間隙水抽出時のガスの出入りとそれに起因する岩石コア中での鉱物

の溶解・沈殿に伴う間隙水の水質の変化は、HDB-1孔及びHDB-3孔ともに同様であり、両者での

初期の間隙水組成の違いにより影響は小さいことが示唆された。また、図3.2-39には、HDB-1孔
及びHDB-3孔の間隙水のMg2+, Ca2+及びSO42-の平均値も示した。HDB-1孔及びHDB-3孔の両ケ

ース共に、これらの平均値に達するまでの酸素の侵入量は、比較的少量であることがわかる。な

お、SO42-の場合を見ると、HDB-3孔の平均値に達するよりもHDB-1孔の平均値に達する方が酸素

の侵入量が大きい。すなわち、HDB-1孔のpore waterのデータは、HDB-3孔よりも酸化影響を受

けたデータが多いことを示唆する。このことは、pump waterの回帰直線との比較により、HDB-
1孔のpore waterの中には信頼性が低いデータが含まれると推定された結果を支持するものであ

る。 
 

 
図3.2-39 岩石コアからの間隙水抽出の際に生じると推定される間隙水水質の変化 

 
以上述べたような検討結果を踏まえ、HDB-1孔及びHDB-3孔に対する反応性元素（Na, K, Ca, 

Mg）の濃度プロファイルに係るデータの再整理を行った。再整理にあたっては、前述した回帰直

線をもとに、各反応性元素とClとの関係に基づきデータを補正した後、深度との関係で整理した。
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図3.2-40及び図3.2-41に、HDB-1孔及びHDB-3孔における補正前後での反応性元素に対する深度

方向での濃度プロファイルの比較を示す（上：補正前、下：補正後）。 

 
図3.2-40 HDB-1孔の反応性元素の深度方向濃度分布の補正前（上）と補正後（下）の比較 

 

 
図3.2-41  HDB-3孔の反応性元素の深度方向濃度分布の補正前（上）と補正後（下）の比較 
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今後は、反応性元素の濃度プロファイルを解釈するため、平成30年度に整理した概念モデルで

考慮することとした粘土鉱物のイオン交換反応や鉱物の溶解・沈殿反応等を取り込んだ解析モデ

ルを構築し、平成31年度の検討により再整理された深度方向での反応性元素の濃度プロファイル

を対象に、移流・拡散に上記反応を加えた解析を行う予定である。 
 
3.2.3 2ヶ年の成果と今後の課題 
本タスクでは、結晶質岩及び堆積岩を対象に、割れ目やマトリクス部の不均質性や地質環境特

性の長期変遷等を考慮した核種移行評価技術について、室内試験、原位置試験及び天然事例評価

等を通じた高度化と適用性評価を進めた。 
結晶質岩については、スイスグリムゼルの花崗閃緑岩やフィンランドオンカロの片麻岩等のマ

トリクス部を対象として、黒雲母等の鉱物分布の不均質性の定量評価手法の改良を進め、室内試

験や原位置試験で得られたデータとの比較によって、黒雲母等の分布の特徴が核種拡散へ及ぼす

影響を明らかにした。今後は、これまでに開発してきた不均質性を考慮したモデルの室内試験や

原位置試験データへの適用評価事例を拡充し、その有効性を確認するとともに、さらに多様な結

晶質岩への適用評価を進める。結晶質岩の割れ目部については、グリムゼルの岩石割れ目部を対

象として、より複雑な割れ目性状を有する試料を用いた室内トレーサー試験データを取得し、実

際の割れ目の特徴を考慮したモデルの改良と適用性の確認を進めたほか、大型の割れ目試料を対

象に、室内トレーサー試験、収着・拡散試験、各種分析によって核種移行データや割れ目周辺の

鉱物・間隙等の分布に関するデータを取得した。今後は、グリムゼルの大型コア試料を用いたト

レーサー試験後の試料分析と、一連のデータを解釈するためのモデルの改良と適用性評価を進め

る。さらに、これまでに得られた知見を反映しつつ、実際の地質環境の不均質性や環境条件の変

遷等が核種移行へ及ぼす影響を取り扱うための解析手法の構築と改良を進め、原位置試験や天然

事例等に基づく妥当性確認を進める。 
堆積岩については、幌延URLの泥岩（稚内層）マトリクス部を対象とし、鉱物や間隙の不均質

性や核種移行特性を室内拡散試験やNMR分析によって把握するとともに、それを反映したモデル

の適用事例を提示した。また、幌延URLで実施した層理面に対する異方性に着目したマトリクス

部の拡散試験を対象に、試験後の岩石試料の分析によって層理面に対する異方性が拡散に及ぼす

影響を検討した。今後は、幌延の泥岩マトリクス中の核種移行モデルの鉱物・間隙特性を反映し

たモデルの改良と、層理面に対する異方性や塩濃度等の地下水条件の違いによる影響の評価を進

めるとともに、これまでに取得された一連の原位置試験データへの適用を通じてモデルの妥当性

を確認する。割れ目部については、幌延URLで実施された割れ目中の原位置トレーサー試験を対

象に、試験後試料の分析によって移行経路を把握するとともに、複数の移行経路や不均質な流れ

場を考慮したモデルの改良と適用性の検討を進めた。さらに、幌延URLにおける地質環境の長期

変遷等を考慮したナチュラルトレーサーの評価手法について、反応性トレーサーを対象とした解

析に向けた既存データの信頼性や補正手法の検討を進めた。今後は、幌延URLにおける割れ目中

の原位置トレーサー試験結果を対象に、上記で構築した不均質等を考慮した核種移行モデルの適

用性評価と妥当性評価を進めるほか、核種移行の現象理解と地質環境の長期環境変遷を考慮可能

な核種移行解析手法の構築と、ナチュラルトレーサー等の情報を活用した核種移行解析手法の妥

当性の確認を進める。 
 
  



3-45 

3.3 システム変遷等を考慮した核種移行解析モデル/データベースの開発 
3.3.1 背景と目的 

ニアフィールドシステムの長期的な環境変遷と核種移行を評価するうえでは、図3.1-1に示した

ように、ガラス固化体、オーバーパック、ベントナイト緩衝材、セメント系材料、岩盤の複数の

バリア材や処分施設構成材の相互作用を含むニアフィールドシステムの状態の変遷を把握した上

で、それらの変遷が核種移行に及ぼす影響を理解し、その影響を評価する手法を整備する必要が

ある。従来の性能評価においては、このような人工バリア環境の長期的な変遷や、それが核種移

行に及ぼす影響を定性的に評価した上で、これらの影響を考慮しつつ簡略的かつ保守的に評価す

ることを重視した評価モデルとパラメータ値が採用されてきた。地層処分の安全評価が信頼に足

るものとして社会に受け入れられるためには、最新の科学技術に基づいて、ニアフィールドシス

テムの長期変遷と、その変遷を適切に考慮した核種移行を評価するために技術を構築し、それら

を反映した地層処分の長期安全評価技術の妥当性を確認していくことが重要である。 
このような背景をもとに、本タスクでは、先行事業として実施してきた「処分システム評価確

証技術開発」（日本原子力研究開発機構, 2018）や2章に示したニアフィールドシステム長期変遷

評価に関する成果を活用しつつ、複数のバリア材の間で生じる相互作用によるニアフィールド環

境の変遷や地下水条件等の地質環境の長期変遷等を考慮した核種移行評価を可能とするため、こ

れら環境変遷が核種移行へ影響を及ぼすプロセスに係る現象理解を進め、それらを反映した核種

移行評価技術を開発することを目的とする。 
本タスクでは、ニアフィールド環境の変遷や地下水条件等の地質環境の長期変遷等のうち、1)

オーバーパックからの鉄が緩衝材中の核種移行へ及ぼす影響、2)セメント系材料の共存が緩衝材

や岩石中の核種移行に及ぼす影響、3)高炭酸濃度の地下水が岩石中の核種移行に及ぼす影響に着

目して、それぞれ以下のようなアプローチで研究を進める。 
 

(1) オーバーパックからの鉄が緩衝材中の核種移行へ及ぼす影響の評価 
オーバーパックの共存が核種移行へ及ぼす影響については、先行事業「処分システム評価確証

技術開発」（日本原子力研究開発機構, 2018）でも取り組んできた課題であり、その成果や2章で

の成果を活用し、鉄と緩衝材との相互作用によって生じる緩衝材領域における環境変遷を評価し

つつ、その環境において発生する核種移行へ影響を及ぼす因子を抽出し、その影響の評価に向け

た研究のアプローチを設定する。具体的な課題としては、先行研究でも課題として取り組んでき

た、緩衝材への核種の収着が溶存する鉄イオンとの競合によって低減する収着競合に関する検討

に加え、鉄と緩衝材の境界領域や岩石中の環境において鉄鉱物の沈殿反応に核種が取り込まれる

共沈現象等に着目した調査やデータ取得を行う。得られたデータ等をもとに、それらが核種移行

に及ぼす影響を評価するモデルを構築するとともに、既存データ等を活用したモデルの適用可能

性評価を通じて、評価モデルの有効性を確認する。 
 

(2) セメント系材料の共存が緩衝材や岩石中の核種移行に及ぼす影響の評価 
セメント系材料が緩衝材や岩石へ及ぼす影響については、先行事業「処分システム評価確証技

術開発」（日本原子力研究開発機構, 2018）で取り組んできた。その成果に加えて、2章での成果

や関連事業の成果等を活用して、セメント系材料共存系での緩衝材や岩石の間隙水組成や鉱物組

成の変遷を評価しつつ、その環境において発生する核種移行へ影響を抽出し、その影響の評価に

向けた研究のアプローチを設定する。具体的な課題として、緩衝材については、先行研究でも課

題として取り組んできた緩衝材のCa型化に伴うコロイド移行挙動の変化に着目するとともに、セ

メントが岩石に及ぼす影響については、間隙水組成の変化や鉱物の変質等が核種の収着に及ぼす
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影響に着目する。得られたデータ等をもとに、それらが核種移行に及ぼす影響を評価するモデル

を構築するとともに、既存データ等を活用したモデルの適用性評価を通じて、評価モデルの有効

性を確認する。 
 

(3) 高炭酸濃度の地下水が岩石中の核種移行に及ぼす影響の評価 
これまでにも多様な地質・地下水条件に対応していくため、様々な岩種や地下水条件において

地層処分評価対象核種の核種移行データを取得、あるいは、文献情報を調査し、核種移行データ

ベースとして整備してきた。ここでは、比較的炭酸濃度が高い地下水条件における核種の収着、

拡散挙動の評価に着目し、実際の深部環境で考慮すべき炭酸濃度等の地下水条件の範囲、及びそ

の範囲において炭酸錯体等の生成により収着、拡散挙動への影響が顕在化する核種を検討し、重

要な地下水条件と核種との組合せを抽出する。そのうえで、炭酸濃度条件等を制御した岩石中の

核種移行データの取得手法を構築し、核種の収着・拡散データを取得する。また、先端的な分析

技術を適用し、炭酸共存下での核種の収着・拡散メカニズムの解明に取り組む。さらに、そのデ

ータの信頼性確認と多様な条件下での核種移行パラメータ設定に適用するため、分子動力学計算

等の計算科学技術を適用して炭酸共存下における核種の収着・拡散等のメカニズムを評価し、そ

れらの知見をもとに核種移行モデルの構築を行う。 
 
3.3.2 実施内容 
(1) オーバーパックからの鉄が緩衝材の核種移行へ及ぼす影響評価技術の開発 
1) 鉄腐食生成物と放射性核種の競合収着に関する検討 
① 背景と目的 
平成29年度までに実施した先行事業においては、鉄イオン等のモンモリロナイトへの収着と、

鉄イオン等が共存する条件におけるCs、Ni、Euの分配係数を取得し、鉄イオン等と放射性核種の

収着競合現象について評価を行ってきた（日本原子力研究開発機構, 2018）。先行事業において

は、鉄イオン等のモンモリロナイトへの収着挙動について定量的に評価するため、主にpH8付近

において実測値を拡充し、モンモリロナイトのイオン交換サイト及び表面錯体収着サイトに対す

る鉄イオン等の選択定数の整備を行った。一方で、2.3.1項で実施している炭素鋼-緩衝材境界領域

における緩衝材の変質挙動の評価では、炭素鋼の腐食反応に伴う圧縮ベントナイト間隙水のpH上

昇が想定されていることから、pHが高い領域まで考慮した鉄イオン等と放射性核種の収着競合を

定量的に評価するための実測値を整備する必要がある。 
平成30年度の検討においては、処分場環境において生成する鉄腐食生成物固相として、マグネ

タイト、シデライト、水酸化鉄(II)を想定し、pH6-12の範囲での各固相の溶解に伴う溶存鉄イオン

等の濃度を評価し、それに基づいてモンモリロナイトの表面錯体サイトの飽和挙動について評価

した。その結果、シデライト、水酸化鉄(II)を鉄腐食生成物固相として想定した場合、鉄イオン等

により表面錯体サイトが飽和し、鉄イオン等と放射性核種の収着が競合する可能性があることが

明らかとなった。そのため、平成31年度の検討においては、これまでに競合収着挙動について評

価を行っていないAmを対象として、2価鉄（Fe(II)）共存下でpHをパラメータにモンモリロナイ

トへの収着試験を実施し、鉄イオン等との競合収着の可能性について検討した。 
 

③  鉄共存下でのモンモリロナイトに対するAm収着挙動の評価 
Amの収着挙動はバッチ収着試験により評価した。試験条件を表3.3-1に示す。トレーサーとし

てAm-241を使用し、初期濃度は1×10-8 mol/lとした。試験溶液は、亜ジチオン酸ナトリウム

（Na2S2O4）の濃度を0.05または0.005 mol/lとし、溶液中の全Na濃度が0.5 mol/lとなるように塩
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化ナトリウムと亜ジチオン酸ナトリウムを混合した溶液とした。試験溶液のpHは7-11程度の範囲

で調整した。試験溶液のFe(II)濃度は、pH9以下の試験では1×10-4、1×10-6、1×10-8 mol/lの3条
件とし、pHが9より高い試験では1×10-6、1×10-8 mol/lの２条件とした。これらのFe(II)濃度は、

Fe(OH)2の溶解度を考慮し、各pHにおいてFe(II)がFe(OH)2として沈殿しない濃度として設定し

た。固相は、モンモリロナイトとしてクニミネ工業製クニピアFを使用し、使用前にクニピアFに
含まれるカルサイトを除去したものを用いた。クニピアF中のカルサイトは、pH 5の酢酸ナトリ

ウム溶液に浸漬し、カルサイトを溶出させることにより除去した。除去後、NaCl溶液によりモン

モリロナイトをNa型に調整した。液固比は500 ml/gとした。試験は室温で実施し、窒素雰囲気グ

ローブボックス内で行った。 
試験は、最初に所定量の固相を採取し、試験溶液とFe(II)を所定の濃度で添加した後、3日程度

静置した。静置後、Am-241トレーサーを添加し、28日後まで定期的にサンプリングを実施した。

試験中は試験溶液のpHを定期的に確認し、pHが変化している場合には、NaOHまたはHClにより

所定のpHに調整した。サンプリングは、試験容器を振とうして固相とともに試験溶液を採取した

後、試験溶液の一部を再度採取して遠心分離を行い、その上澄み液を採取した。採取した上澄み

液中のAm-241濃度より液相中のAm-241濃度を算出し、固相とともに採取した試験溶液中のAm-
241濃度より、試料中の全Am-241濃度を算出した。これらの濃度より、Am-241のモンモリロナイ

トに対する分配係数を算出した。Am-241濃度の測定は、液体シンチレーションカウンターにより

行った。 
 

表3.3-1 Fe(II)共存下でのAm-241収着試験条件 

核種 
初期濃度 

(mol/l) 
固相 

試験溶液条件 

液固比 
(ml/g) 

NaCl 濃度 
(mol/l) 

Na2S2O4 濃度

(mol/l) 

Fe(II)濃度 
（初期）

(mol/l) 
pH 

Am-241 1×10-6 
モンモリロ

ナイト 
500 

0.4 0.05 
1×10-4 
1×10-6 
1×10-8 

7 

0.49 0.005 
1×10-4 
1×10-6 
1×10-8 

9 

0.49 0.005 
1×10-6 
1×10-8 

11 

 
試験結果を図3.3-1に示す。試験の結果、試験溶液中のAm-241濃度は14日程度で概ね変化がな

くなり、収着平衡に達していることが確認された。図3.3.1に示す結果は、収着平衡後の約28日後

のサンプリングにより算出した分配係数とした。図3.3.1に示すように、いずれの共存Fe(II)濃度

条件においても分配係数に大きな差がなく、共存Fe(II)の影響がないことがわかる。一方、各Fe(II)
初期濃度における本条件でのモンモリロナイト中の表面錯体サイトのFe(II)による飽和度を、平

成30年度の検討と同様の方法で算出すると（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金

管理センター, 2019）、pH9及びpH11の条件においては、Fe(II)初期濃度が1×10-4 mol/lの条件に

おいては表面錯体サイトが飽和しているものの、1×10-6 mol/lでは飽和度が約25%と算出された。

そのため、pH9においては、Fe(II)初期濃度が1×10-4 mol/lの条件における分配係数が、他のFe(II)
初期濃度条件の分配係数と変化が見られないことから、Fe(II)とAmの間での収着競合はないもの

と推測される。一方で、pH11の条件においては、Fe(II)の溶解度が低いことから、Fe(II)初期濃度
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が1×10-4 mol/lの条件での試験を実施できなかった。そのため、Fe(II)によりサイトが飽和した条

件での試験結果が得られていないものの、サイト飽和度が約25%であるFe(II)初期濃度が1×10-6 
mol/lの条件でも、分配係数の大きな低下が見られないことから、Fe(II)とAmの間での強い収着競

合はないものと推測される。 
 

 

図3.3-1 Fe(II)共存下でのAm-241の分配係数のpH依存性 
 

2) 鉄(II)鉱物へのSe(-II)の収着・取込挙動の評価 
① 背景と目的 
高レベル放射性廃棄物に含まれる79Seは半減期が長いことから、地層処分の安全評価において

重要な核種の一つである。Seは酸化還元条件の変化に伴って価数が変化し、地下深部の還元環境

では−II価(Se2−)、酸化性環境ではIV価(SeO32−)またはVI価(SeO42−)で溶存するものの、いずれも陰

イオンの形態をとることから、ベントナイトや岩石構成鉱物への収着による遅延効果を期待する

ことが難しい。一方で、鉄酸化物相への収着や取込等の相互作用によるSeの遅延効果については、

これまでに先行研究が報告されている（例えば、Naveau et al., 2007; Scheinost and Charlet, 
2008）。鉄酸化物相は岩石中に普遍的に含まれているほか、オーバーパックの腐食に伴って生成

することが想定される。しかしながら、鉄酸化物相との相互作用による遅延を性能評価上考慮に

入れるためには、その相互作用メカニズムを明らかにする必要がある。 
地層処分環境においては、マグネタイト(Fe(II)Fe(III)2O4)が長期間にわたって安定に存在する

鉄酸化物相として想定される。マグネタイトによるSeの収着・取込反応としては、マグネタイト

表面での収着反応に加え、マグネタイト中に含まれるFe(II)及びFe(III)による酸化・還元反応が生

じる可能性がある。例えば、Scheinost and Charlet (2008) はマグネタイト表面で、SeO32−が還

元されてセレン化鉄が生成することを確認している。さらに、オーバーパックの腐食により生成

するマグネタイトは、結晶性の低い準安定相を経由して生成する可能性があることから、その過

程におけるSeの収着・取込挙動の理解が重要となる。Se(IV)化学種と酸化水酸化鉄(III)であるフ

ェリハイドライトとの相互作用に関する近年の研究では、pHによる熱力学的安定相の差異によっ

て、Seの保持量も異なることが報告されている（Börsig et al., 2017; Francisco et al., 2018）。

このことは、鉄酸化物相の変化に伴って、Seの移行が遅延されるだけでなく、促進される可能性

についても考慮する必要があることを示唆している。さらに、処分環境においては、SとSeの化学

的類似性から、Seはパイライト（FeS2）等との共沈反応により固相中に保持される可能性が指摘
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されてきた（Diener and Neumann, 2011; Finck et al., 2012）。このような鉱物中への取込反応

については、鉱物表面への収着反応に比較して、より安定的にSeを取込・保持する可能性が期待

できる。 
本調査では、結晶性の低い水酸化鉄(II)準安定固相によるSe(−II)の収着・取込挙動と、その後の

マグネタイト酸化物相への変遷に伴うSeの保持挙動について、反応プロセスやpH条件等を変動さ

せたバッチ収着実験と各種分析手法の適用によってメカニズムの解明を試みた。 
 

② 室内実験と分析の手法 
実験概要を図3.3-2に示す。共沈・収着試験は酸素濃度1 ppm以下の窒素雰囲気グローブボック

ス内でバッチ法により行った。試験試料の調製に用いたFe(II)溶液 (0.1 M)はモール塩

（(NH4)2Fe2(SO4)2・6H2O）を脱気した超純水に溶解することで調製し、Se(−II)溶液（0.01 M）

はNa2Seを0.1 Mヒドラジンに溶解することで調製した。共沈・収着試験は2種類の手順で実施し

た。そのうち一つ目の手順（実験A）は、Se(−II)溶液をFe(II)溶液に添加する共沈試験である（実

験A）。本試験では、Se(−II)濃度が10 mM、Fe(II)濃度が10 mMの条件に設定し、Fe-Se混合溶液

のpHは約8であった。もう一つの手順（実験B）は、Fe(II)溶液に1 M NaOHを添加してpHを12程
度にし、水酸化鉄(II)の沈殿を生成させた後にSe(−II)溶液を添加するものである（実験B）。この

手順により、Se(−II)は溶存するFe(II)ではなく水酸化鉄(II)沈殿と反応することとなる。両条件と

もに試験溶液はPTFE製のボトルに入れ、80°Cの恒温槽で7日間反応させた。その後、固液分離を

行い、液相中のSe及びFe濃度をICP-AESで、Se化学種をUV-Visで測定した。一方、固相につい

ては、XRD及びSEM分析を行うとともに、SeとFeの分子構造を把握するためのXAFS分析を

SPring-8で実施した。 
 

 
図3.3-2  Fe(II)鉱物とSe(−II)の相互作用メカニズム解明のための収着・共沈実験フロー 

 
③ 試験結果と考察 
溶液分析の結果（表 3.3-2）からは、両方の実験で共沈直後に Se(–II)濃度は<0.1 mM に低下す

ることが確認された一方で、7 日間のエージング後の Se の挙動は 2 つの実験間で異なる傾向とな

った。実験 A では、液相中 Se(–II)濃度がさらに低下し、一方、実験 B では液相中 Se(–II)濃度が

有意に増加する傾向が観察された。液相の UV-Vis 分光分析からは、液相中の Se が HSe–の形で

存在することが確認でき、Se の固液の再分配において Se の酸化還元反応は寄与していない可能

性が示唆された。ただし、最初の Se(–II)の約 20％がまだ固相側に存在している点は重要であり、

Se(–II)が少なくとも部分的に保持されていることを示している。 
 
 

実験A

実験B
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表3.3-2 共沈反応直後とエージング（7日間）後の液相中のpH, Eh, Fe・Se濃度 

Experiment 
Coprecipitation After aging (7 days) 

pH Eh (mV) Fe (mM) Se (mM) pH Eh (mV) Fe (mM) Se (mM) 

A 7.9 -210 4.9(1) 0.016(2) 6.5 230 1.37(7) 0.0054(2) 

B 11.9 -260 0.004(3) 0.014 11.9 -330 0.0048(1) 0.80(2) 

 
最初の共沈生成物とエージング後の固相のXRDプロファイル（図3.3-3[A]）からは、両条件とも

に初期共沈生成物のピークは弱く、結晶性に乏しいことが確認された。実験Aでは、グリーンラス

ト及びマグネタイトに対応するピークが観察され、これらの相は初期に沈殿した中性pHで準安定

固相であるFe(OH)2から形成された可能性が高い。SEM観察（図3.3-4）からは、マグネタイト磁

鉄鉱の結晶が小さな（<1 µm）結晶からなる凝集体（〜5 µm）として形成されていることを示す。 
マグネタイト粒子の形態は、結晶性の低いマトリクス内で核形成された一次粒子の凝集とそれに

続く再結晶を伴う結晶化経路を示唆している。さらに、XRDプロファイルからは、フェロセライ

ト（FeSe2）に対応する小さなピークも観察される。EDSマッピングで特定されたフェロセライト

結晶は、マグネタイト結晶凝集体を覆う微細な（<1 µm）球状粒子として存在することが確認で

きた。 
 

 
図3.3-3 初期共沈生成物及びエージングを行った固相のXRD測定結果：[A]実験A、[B]実験B 

 

 
図3.3-4 実験Aにおけるエージング後の固相のSEM分析結果 

 
実験Bでは、初期にFe(OH)2の緑白色沈殿が生成したのちに、Se(–II)溶液の添加によって急速に

黒色の沈殿物が生成したことを確認した。初期に生成した固相のXRD分析結果（図3.3-3[B]）から

も、Fe(OH)2に対応するブロードな低強度ピークが確認できた。一方、エージング後の沈殿物には

マグネタイトのみが観察され、Seを含む固相は確認できなかった。実験Aのエージング後の固相
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のSEM観察（図3.3-5）からは、マグネタイト結晶は平均粒径が約1μmの離散的な正方晶として生

じており、マグネタイトは溶液から直接結晶化した可能性が示唆された。XRDとSEMの分析から

は、エージング後の固相試料中には独立したSe相は観察できず、溶液中のSe濃度の変化（表3.3-
2）と整合する結果となった。結晶のEDS分析（図3.3-5）からは、マグネタイト領域にSeが存在

していることが確認できるが、Seがマグネタイト結晶の内部または表面に存在するかどうかは不

明である。このように、エージングの過程で、一部のSeが溶液中への脱離が生じたものの、マグ

ネタイトへの保持も一定の割合で維持されたことが確認できた。 
 

 
図3.3-5 実験Aにおけるエージング後の固相のSEM分析結果（左）とEDS分析結果（右） 

 
次に、初期共沈物及びエージング後固相のXANES及びEXAFS分析結果を図3.3-6に示す。同図

(A)に示すXANESスペクトルから、実験Aの初期共沈物はFeSeのスペクトルと同様の形状を示し、

Se(–II)の酸化状態での存在が示唆される。エージング後の固相では、スペクトルはFeSe2に類似

した結果となった。一方で、実験Bの初期共沈物のXANESスペクトルは、実験Aの初期共沈物及

びFeSeのスペクトルに非常に似ており、同様の酸化状態を示唆している。エージング後の試料の

スペクトルからは、セレンの酸化状態が混合した状態であることが示唆された。 
 

 
図3.3-6 実験A・Bの初期共沈物及びエージング後試料のXANES(A)及びEXAFS(B, C)分析結果 
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同図(B)及び(C)に示すEXAFSスペクトルからは、実験Aからの初期共沈物は、XANESと同様に

FeSeと類似しており、EXAFSモデリングの結果から、この特徴が約2.39 Åの距離に存在する約

2.6個のFe原子によって解釈され、FeSeの局所構造に合致することが確認できた。エージング試

料のEXAFSスペクトルのモデリングからは、第一配位圏が約2.36 Åで約2.6個のFe原子に加え、

約2.56 Åで約0.7個のSe原子によって解釈され、第一配位圏にFe原子とともにSe原子が存在する

ことは、フェロセライトの構造と一致しており、XRDやSEM-EDS分析とも整合する結果が得ら

れた。一方、実験Bの初期共沈物も同様に、第一配位圏は約2.39 Åの距離に存在する約2.6個のFe
原子によって解釈され、実験Aの場合と同様のFeSeの局所構造を示した。ただし、第一配位圏を

超える領域の構造は、FeSe及び他のセレン化鉄の構造とも一致しない結果となった。エージング

後試料のEXAFSスペクトルは、Seの濃度が低いため使用可能なスペクトルの範囲が限定的ではあ

るが、実験A及びBからの初期共沈物、及びFeSeに類似した局所構造を示した。 
以上の結果より、還元条件下でのFe(II)とSe(-II)の初期共沈物の生成から安定固相であるマグネ

タイトへの変遷に伴うSeの収着・取込現象について、様々な分析的根拠を組合わせてメカニズム

の理解を深めることができた。今後、TEMなどの他の分析手法の活用や、試験条件の拡充によっ

て、さらにメカニズムの解明を進めるとともに、次項に示すような、天然環境におけるFeとSeの
相互作用に関する分析研究を進めていく。 
 
④ 岩石中のFe鉱物とSeの相互作用に関する調査 
上記室内試験において、地層処分環境において、Se(−II)は鉄(II)鉱物に共沈・収着現象によって

保持されることを確認するとともに、初期共沈固相から安定固相への変遷過程における核種の保

持・脱離挙動に係るメカニズムを把握した。しかしながら、室内試験では短期間の反応しか観察

できないため、地層処分の安全評価で考慮される時間スケールでの反応とは異なる可能性があり、

地層処分の安全評価技術の向上のためには、鉄鉱物に収着されたSeの長期的な移行・保持挙動を

理解する必要がある。地下環境における元素の長期移行挙動を調べる手法としては、天然類似事

象を対象としたナチュラルアナログ研究が有用である。放射性廃棄物の地層処分に関するナチュ

ラルアナログ研究としては、ウラン鉱床を対象とした研究が多数実施されている（例えば、Smellie 
and Karlsson, 1996; Yoshida, 1994）。また、放射性核種の化学的アナログとして非放射性の希

土類元素を対象に、地下深部環境における保持機構についてもいくつか研究が行われており、こ

れらの岩石中の移行・保持挙動はその環境で生じる鉱物の吸着・共沈反応に影響される可能性が

指摘されている（Iida et al., 1998; 村上ほか, 2016）。天然環境中でのSeの移行特性の評価につ

いては、主に鉱山のずりや頁岩からの溶出挙動に着目した調査が行われており、SeはFe(III)水和

物や黄鉄鉱といった鉄鉱物によって保持されることが報告されている（Hendry et al., 2015）。

また、Fe(III)水和物によるSeの収着では、共存する有機物がSeの移行に影響を与えることが報告

されている（Tolu et al., 2014）。しかし、Seの移行・保持挙動に関する既往の研究では、地表か

ら深度数m程度の酸化的環境における調査研究事例が多く、深度数百m以深の還元的環境におけ

る調査はほとんど存在しない。FeとSeは、ともに酸化還元状態に敏感な元素であり、地層処分に

おける長期移行挙動を理解するためには、深部地下環境の還元環境下でのSeの存在形態について

調べる必要がある。 
そのため、本調査では深部地下環境中でのSeの長期的な移行挙動を理解するために、幌延の地

下環境を対象にSeの存在形態に関する調査を行うこととし、平成31年度は調査の方針を検討する

ための予察的な分析を実施した。具体的には、深度140 m（声問層）及び350 m（稚内層）の異な

る岩相の健岩部から得られた岩石試料（深度350 mの稚内層試料を図3.3-7(a)に示す）に対して、

Seの含有量や収着形態に関する分析を行った。それぞれの岩石試料に対して実施した酸分解試験
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では、岩相の違いによらず、Seは堆積岩中に1 µg/g程度含まれていることが明らかになった。ま

た、Seの収着形態について明らかにするために、6種類の異なる抽出液（蒸留水、リン酸緩衝溶液、

水酸化ナトリウム溶液、亜硫酸ナトリウム溶液、酢酸溶液及び混酸）を用いた逐次抽出試験を行

った結果、図3.3-7(b)に示すように、岩相の違いによらず、亜硫酸ナトリウム溶液によるSeの抽出

量が最も多く、堆積岩中ではSe(0)の固相として収着されていることが推察された。同様の結果は

同図(c)に示すXAFS分析からも得られており、岩石中のSeのXANES分析結果はSe(0)の標準試料

のものと概ね一致した。次年度以降は、収着固相の同定や局所的なSeの価数分析を実施すること

で、より詳細な収着メカニズムの違いについて明らかにしていく方針である。また、健岩部のみ

ならず、亀裂充填部や断層ガウジ部などのSeの収着形態分析を実施し、長期的な地質環境の変化

に伴うSeの収着形態の変化についても評価を行う予定である。 
 

 
図3.3-7 幌延の泥岩試料（深度140mの声問層、深度350mの稚内層）(a)に含まれるSeの逐次抽

出試験結果(b)とXANES分析結果(c) 
 
(2) セメント系材料の共存が緩衝材や岩石中の核種移行に及ぼす影響評価技術の開発 
1) セメント系材料共存に伴うCa型ベントナイト中のコロイド移行特性の評価 

セメント系材料がニアフィールド環境や核種移行に及ぼす影響については、平成30年度に実施

した先行研究の調査結果をもとに、セメント系材料と地下水との反応による地下水環境の長期的

変遷、その地下水と緩衝材や岩盤との反応によるニアフィールドの環境変遷、その結果として生

じる間隙水化学、鉱物変質や間隙特性変化が核種移行に及ぼす影響プロセスの理解が重要であり、

そのための課題とアプローチを設定した。そのうちセメント系材料の共存が緩衝材に対する影響

としては、セメントとの反応で高pH条件に変化した間隙水条件によって緩衝材中に含まれるモン

モリロナイトの層間陽イオンのCa型への変化や鉱物学的変質が生じ、これに伴い緩衝材の特性が

変化し、その結果としてコロイドフィルトレーション機能へ影響が及ぶ可能性を最重要の課題と

して抽出した。緩衝材として用いられる圧縮ベントナイトは、コロイド粒子を物理的にろ過する

コロイドフィルトレーション機能により、緩衝材内部での核種移行に及ぼすコロイドの影響を排

除することが期待されている（核燃料サイクル開発機構, 1999）。これまでに報告されている圧縮
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ベントナイト中のコロイドの透過試験においては、試験溶液の塩濃度や圧縮ベントナイトの乾燥

密度等の条件によっては、サイズの小さいコロイドがベントナイト中を移行することが確認され

ている（黒澤, 2005; Holmboe et al., 2010; Wold et al., 2007; Iijima et al., 2009）。しかしなが

ら、既存の研究で検討された条件は限られており、圧縮ベントナイトがコロイドフィルトレーシ

ョン機能を発揮する条件を明確化することが必要である。特に、本事業で焦点をあてるバリア材

料間の相互作用を含むニアフィールド環境の長期変遷の影響を考慮する際、この環境変遷がコロ

イドフィルトレーション機能に及ぼす影響を評価しておくことは、コロイドフィルトレーション

機能が喪失した場合の影響の大きさを考慮すると重要な課題である。 
このような観点から、先行事業（日本原子力研究開発機構, 2018）において構築してきたデンド

リマーコロイドを用いた圧縮ベントナイト中のコロイド移行特性評価手法を活用し、平成30年度

事業において、間隙水塩濃度の異なる条件でのCa型ベントナイト中のデンドリマーコロイドの移

行データを取得してきた（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 
2019）。その結果、乾燥密度1.2 Mg/m3までの条件では、5.7 nmサイズのデンドリマーコロイド

が破過すること、その拡散係数は乾燥密度や塩濃度による明瞭な傾向を示すことが確認された。

この結果を踏まえ、平成31年度はより高い乾燥密度条件1.6 Mg/m3でのデータ取得に着手すると

ともに、より大きいサイズのデンドリマーコロイドの安定性評価と移行特性データ取得を実施し

た。高密度条件1.6 Mg/m3での拡散試験はコロイドの破過に至っていない状況であり、ここでは、

サイズの異なるデンドリマーコロイド（7.2 nm）の安定性評価と拡散試験の結果を報告する。 
試験に供するデンドリマーとして、前年度までと同様に、一定のサイズで球状の構造を有する

樹状高分子であるカルボン酸ナトリウムを末端基に持つポリアミドアミン（PAMAM）デンドリ

マー（Aldrich製）を使用した。デンドリマーのサイズは、5.7 nm（Generation 4.5、分子量 26,252）
に加え、平成31年度はサイズの大きい7.2 nmサイズのデンドリマー（Generation 5.5、分子量 
52,900）を使用した。今回新たな対象とした7.2 nmのデンドリマーコロイドの安定性評価のため、

デンドリマー分散溶液にNaCl溶液を添加し、7.2 nmデンドリマーを0 mol/L及び0.05 mol/Lに調

整し、動的光散乱法による粒径測定を行い、塩濃度条件による粒径分布の違いを確認した。その

結果、図3.3-8に示すように、5から10nm付近に散乱強度のピークが見られ、塩濃度の増減による

粒径の大きな変化は確認されなかった。この結果から、本試験の対象とした0.05 mol/Lまでの塩

濃度条件の範囲において、デンドリマーは溶液中で安定に分散した状態であり、拡散試験に適用

できることが確認できた。 

 
図3.3-8 異なる塩濃度条件での7.2 nmデンドリマーの粒径分布 
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安定性確認試験の結果を踏まえ、7.2 nmデンドリマーの透過拡散試験を、循環型の透過拡散試

験セル（日本原子力研究開発機構, 2018）を用いて行った。ベントナイトとしてはNa型のクニピ

アF® (クニミネ工業)を使用し、乾燥密度は0.8 Mg/m3とした。試験溶液は0.05 mol/Lに調整した

NaCl溶液を使用し、NaOHを用いてpH 8に調整した。溶液の量は、高濃度側は250 ml、低濃度側

は15mlとした。拡散物質であるデンドリマーは溶媒中のメタノールを除去したものを使用した。

試験開始後、一定期間ごとに低濃度側溶液を新しい溶液に入れ替え、採取した低濃度側溶液をTOC
計（島津製作所TOC-Lcph）で測定した。高濃度側の溶液は一定期間毎にサンプリングし、TOCを

測定した。試験終了後、拡散セルを解体し、クニピアF®をスライスした。スライス片を1mol/Lの
NaCl溶液に入れ、2週間攪拌した後、遠心分離装置にかけ上澄みを採取し、TOC計でクニピアF®

中のデンドリマーの濃度を測定した。 
得られた7.2 nmのデンドリマーコロイドの高濃度側の濃度減衰データ及び低濃度側の破過デー

タを図3.3-9(a-1)に、試験後のベントナイト中のデンドリマーコロイドの濃度分布を同図(b-1)に示

す。同図(a-2)及び(b-2)には、先行事業で同じ条件（Na型ベントナイト、乾燥密度0.8 Mg/m3，NaCl
濃度0.05 mol/L）で取得された5.7 nmのデンドリマーコロイドの結果をあわせて示す。これらの

データに対して、上流側のデンドリマー濃度の平均値を用いて、一次元の境界条件が変動する体

系での拡散方程式の厳密解（日本原子力研究開発機構，2018）を適用して、実効拡散係数を導出

した。同図(a-1)及び(a-2)にフィッティング結果と実効拡散係数を示す。7.2 nmのデンドリマーコ

ロイドで得られた実効拡散係数は3.32×10-12 m2/sと、5.7 nmのコロイドで得られた実効拡散係数

値の4.97×10-12 m2/sよりも低い値となった。コロイドサイズが大きいほど、物理的なサイズの影

響による幾何学的な狭窄度と静電的な狭窄度の双方の影響によって拡散係数が小さくなる傾向は

妥当であり、サイズの異なるコロイドの妥当な拡散係数が評価できていると考えられる。さらに、

実効拡散係数を導出した際の実効拡散係数と形状因子からは同図(b-1)及び(b-2)に示す実線で示

す濃度分布が予測される。しかしながら、実測された濃度分布からはより高い濃度のデンドリマ

ーがベントナイト間隙水中に存在していることが確認でき、このことは、デンドリマーコロイド

がベントナイト中の狭隘間隙中を移行する過程でろ過されたためと考えられる。実測の濃度プロ

ファイルに拡散方程式をフィッティングさせた図中の破線と実線との差から、デンドリマーコロ

イドのろ過率を評価した結果、図中に示すように、7.2 nmのコロイドでは平均64％（最大80％～

最小59%)、5.7 nmのコロイドでは平均55％（最大83％～最小32%）となった。サイズが大きい

7.2nmのコロイドの方がろ過率が高い妥当な結果となった。これまでは実効拡散係数のみを評価

してきたが、このような方法でろ過率を評価することができ、また、ろ過率の空間的な分布を定

量評価することで、従来把握が困難であったベントナイト中の間隙サイズや連続性に関する情報

を得ることができると考えられる。 
今後は、現在継続実施中の高密度条件1.6 Mg/m3での拡散データを取得したうえで、これまでの

一連の取得データに対して、上記のような方法でのろ過率の導出を行い、コロイドの移行特性と、

間隙特性や核種移行特性とを関連付けた評価や、コロイドフィルトレーションの発現条件を確認

していく必要がある。 
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図3.3-9 7.2 nm(1)及び5.7 nm(2)のデンドリマーコロイドの拡散試験データと解析結果：高濃度

側の濃度減衰と低濃度側の破過データ(a)と試験後のベントナイト中の濃度分布(b) 
 
2) セメント系材料共存に伴うニアフィールド岩盤中の核種移行特性の評価 

堆積岩におけるセメント系材料の影響に関する検討は、主に粘土岩を対象に、スイスNagra、
フランスANDRA及びベルギーONDRAF/NIRASによって進められている。セメントと粘土岩と

の間で生じる相互作用においては、間隙水化学が重要な役割を果たす。セメントから生じる陽イ

オン（K, Na, Ca等）が粘土岩中へ移行し、粘土の層間陽イオンとのイオン交換を通じ、膨潤特性

や核種移行特性へ影響を及ぼす。さらに、高pHの間隙水の影響で、ケイ酸塩鉱物や粘土鉱物の溶

解とC-S-Hやゼオライト等の二次鉱物の生成が生じる。二次鉱物として想定されるのは、C-S-H、

C-A-S-H、炭酸塩、水酸化物、硫酸塩などの鉱物であり、これらはモデルによって予測されるだけ

ではなく、原位置・室内試験やナチュラルアナログ研究で観察されている（Alexander et al., 1998; 
Mäder et al., 2017; Savage, 2011; Savage et al., 2011）。また、NagraによるMont Terri原位置

試験（Jenni et al., 2014; Mäder et al., 2017; Lerouge et al., 2017）と反応輸送解析（Kosakowski 
and Berner, 2013）では、鉱物の変質を伴う領域は1万年間で2 m程度、間隙水の高pHによる影響

は6 m程度と評価している。 
ここでは、幌延の泥岩試料へのセメント共存影響を評価するため、幌延URLの140 m坑道から

採取された泥岩（声問層）とOPCの接触試料、及び泥岩（声問層）とHFSCの接触試料、350 m坑

道から採取された泥岩（稚内層）とHFSCの接触試料の3種類(図3.3-10参照)を対象として、岩石

とセメントの接触界面での変質状態の分析を行った。なお、140 m坑道の声問層から採取した泥

岩は約9.5年間、350 m坑道の稚内層から採取した泥岩は約5.5年間、それぞれセメントと接触して

いた。これらの接触試料は、真空樹脂含浸を行い、接触界面の保護を行ったのち、接触面中央で

分割して断面観察試料とし、EPMAの分析に供した。 
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図3.3-10 幌延の泥岩とセメントの接触界面の採取位置と各試料の界面の状況 

 
ここでは、OPCと接触していた泥岩試料の2か所（図3.3-11(a),(b)）と異なる深さの坑道から採

取したHFSCと接触していた泥岩試料（図3.3-11(c),(d)）を対象として、EPMA分析(JEOL JXA-
8,200、加速電圧15 kV)、FE-SEM分析、µ-XRD分析を行い、変質状況を評価した。 

図3.3-11(a-d)に示すEPMAによるCaの元素分布図では、図中の赤い点線で示した泥岩とセメン

トの境界から上部に泥岩、下部にセメントが位置しており、相対的にCaに富んだセメント側から

泥岩側へのCaの移行をOPC、HFSCのいずれの試料においても確認することができる。これは、

OPCではポルトランダイトの、HFSCではC-A-S-Hゲルの溶解によって生じていると考えられる。 
 

  
図3.3-11 幌延の泥岩とOPC(a,b)またはHFSC(c,d)の境界領域でのCaの元素分布 
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OPCと泥岩の接触試料では、Caの泥岩側への移行が同図(a)に示す試料で1 mm程度である一方、

同図(b)に示す試料においては100 µm程度であることが確認できた。EPMAによる化学組成分析

結果に基づき、OPCと泥岩の接触界面近傍における鉱物同定を行った結果、界面近傍ではカルサ

イト、泥岩側ではモンモリロナイトとバイデライトといった粘土鉱物、クリノプチロライトやフ

ィリップサイトといったゼオライトが確認された(図3.3-12)。 

 

 
図3.3-12 OPCと泥岩接触界面近傍におけるEPMAによる化学組成分析に基づく鉱物同定結果 
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さらに、同試料(図3.3-13(a))に対してサンプリング(図3.3-13(b))を行い、FE-SEMによる形態観

察及び化学組成分析、µ-XRD分析による鉱物同定に供した。FE-SEMによる分析から、界面近傍

にはカルサイトが二次的に生成していることが確認され(図3.3-13(c))、µ-XRD分析から、その生成

量はOPC側で多くなっていることが確認された(図3.3-13(d))。今後は、泥岩中の粘土鉱物やゼオ

ライトが接触変質により生じたものであるかを評価するため、変質を受けていない泥岩の分析が

必要となる。 

 

 
図3.3-13  OPCと泥岩接触試料の変質評価結果：(a)試料外観、(b)サンプリングポイント,  

(c)界面近傍のFE-SEM観察像、(d)サンプリング試料のµ-XRD分析結果 



3-60 

一方で、HFSCと泥岩の接触試料では、図3.3-11(c),(d)に示すように、接触期間が泥岩の違いに

よらず顕著なCaの移行を確認することはできなかった。さらに、図3.3-13に示したものと同様の

SEM分析による形態観察及び元素分析及びµXRD分析からは、境界面に緻密な炭酸塩鉱物層の形

成が確認された。図3.3-11(d)のHFSC側におけるCaの枯渇と、Na-HCO3に富む地下水組成(Hama 
et al., 2007)を考慮すると、これらの炭酸塩鉱物は、HFSCの打設後に二次的に生成したものであ

ると考えられる。また、同図(c)においても同図(d)ほど明瞭ではないが炭酸塩の生成が確認された。

泥岩とセメント接触後比較的早い段階で炭酸塩鉱物の生成することにより、Caの移行が抑制され

うることが示唆された。 
今後は、セメント間隙水及び地下水組成、泥岩の鉱物組成や間隙特性をもとに、Caをはじめと

する元素の移行とそれに伴う鉱物の変質を評価することで、OPCやHFSCといったセメントの種

類の違いが岩石変質に与える影響、さらに接触期間が変質範囲に与える影響を定量的に評価して

いくことが必要となる。 
上記で観察されたように、セメントと泥岩の接触界面ではCaの泥岩側への移行とカルサイト等

の二次鉱物の沈殿が生じることが想定され、これらの二次鉱物の生成に伴う核種の取込等によっ

て核種移行が遅延されることが期待される。二次鉱物の生成による核種の移行遅延に関する研究

では、吸着反応と共沈反応の二種類の反応が考慮される。例えば、陽イオン(Cu(II)、Zn(II)、Pb(II)、
Np(V)など)に対するカルサイトの吸着反応については、内圏錯体によって生じるとされている 
(Elzinga et al., 2006; Heberling et al., 2011)。一方、陽イオンの共沈反応に関しては、Curti (1999)
においてまとめられており、2価や3価の陽イオンは、Ca2+と置換することで、カルサイトの構造

中に取り込まれると報告されている。また、陰イオン(As(III、V)、Cr(VI)、Se(IV)など)について

も、吸着・共沈試験が実施されており、吸着反応については、pH上昇に伴い吸着率が減少するこ

とが確認されている。一方、共沈反応では、カルサイト中のCO32-との置換によってSe(IV)やAs(III)
が収着され、その親和性はCO32-との分子構造の類似性によって決まると報告されている

（Aurelioet al., 2010; Bardelli et al., 2011; Cowan et al., 1990）。他にも、Chakraborty et al. 
(2010)では、Fe2+を表面吸着したカルサイトは、Se(IV)を還元させ、Se(0)として沈殿させること

が明らかになっており、アルカリ条件における陰イオンに対する吸着や取込への寄与も期待され

ている。さらに、カルサイトは天然の岩石の変質部にて頻繁に確認されるため、天然のカルサイ

トに含有された微量元素についても、いくつか調査が行われている。例えば、土岐花崗岩中の変

質部にでは、軽希土類元素のカルサイトへの濃集が確認されている（Iida et al., 1998; 土橋・鹿

園, 2008）。 
C-S-Hへの核種の吸着反応についても、多数の研究が行われている。C-S-Hは、生成時の溶液条

件によって様々なCa/Siをとり、その比率によって表面電荷、すなわち微量元素に対する吸着特性

が大きく異なる（Nachbaur et al., 1998）。例えば、陽イオンであるSr(II)やCs(I)に対するC-S-H
による吸着反応では、Ca/Siの上昇とともに吸着率が減少する一方、陰イオンであるSe(IV)に対し

ては、Ca/Si比の上昇に伴い、Seの収着率の上昇が確認されている（Missana et al., 2019; Ochs et 
al., 2006; Tits et al., 2006）。また、Missana et al. (2019)では、Se(IV)が高濃度の場合、微量元

素を含むCa鉱物(例えば、CaSeO3など)としてSeが溶液から取り除かれる例も報告されている。 
さらに、カルサイトやC-S-Hに関しては、表面錯体モデルによる吸着挙動の再現計算が行われ

ている。C-S-Hの表面錯体モデルによる計算では、pHに依存する表面サイトのプロトン化及び脱

プロトン化のみならず、表面基に対するCaの脱着反応も重要であり、溶存Ca濃度の影響を考慮し

た、吸着挙動の再現計算が行われている（Missana et al., 2018; Pointeau et al., 2006）。以上の

ように、カルサイトやC-S-Hはアルカリ条件においても微量元素の吸着・取込反応が期待できる

ため、これらの二次鉱物の生成状況の把握とあわせ、これらの二次鉱物への核種の吸着・取込現
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象についても理解を進め、その定量評価手法を検討していく必要がある。 
今後は、上記の幌延のセメントと泥岩の接触試料の界面近傍の二次鉱物中の微量元素を分析す

るとともに、関連する室内試験や分析をあわせて実施することによって、カルサイト等の二次鉱

物中への元素の取り込みメカニズムを検討していくこととする。 
 
(3) 地下水中の高炭酸条件が岩石中の核種移行に及ぼす影響評価技術の開発 
1) 背景と目的 

わが国の地下水環境においては、溶存する炭酸濃度が比較的高い地下水が存在するため、ベン

トナイト間隙水中の炭酸濃度も高い濃度条件が長期にわたり継続する可能性がある。炭酸イオン

と錯体を形成する核種の場合、錯体形成によって岩石やベントナイト中の収着や拡散挙動は影響

を受け、アクチニド等の粘土鉱物への表面錯体反応によって収着する核種の収着分配係数につい

ては一般的に低下することが知られている（例えば、Marques Fernandes et al., 2008; 2012; Tachi 
et al., 2014）。しかしながら、比較的炭酸濃度が高い条件での核種の収着・拡散データや、その

メカニズムに関する知見は限られ、特に還元性地下水条件や炭酸濃度を変動させた条件での収着・

拡散に係るデータ取得やモデル化の報告事例は非常に少ない。日本原子力発電環境整備機構が最

近公表した包括的技術報告書（原子力発電環境整備機構，2018）においても、この高炭酸濃度の

影響が課題となっており、特にUの支配化学種が高炭酸条件でU(VI)になることや、その収着分配

係数の低減の影響の結果、Uが線量評価の支配核種となる結果が得られている。このような課題

を踏まえ、ここでは、主に幌延の泥岩やその構成鉱物で収着・拡散への関与が大きい粘土鉱物を

対象に、アクチニドの炭酸共存系での泥岩や粘土鉱物中での収着・拡散データを取得するととも

に、既往のデータも活用しつつ収着・拡散モデルの検討を進め、特に、炭酸系表面化学種の収着

への寄与の可能性も含めた収着モデルパラメータの導出とその適用性評価を検討する。また、モ

デルの信頼性確認と多様な条件下での核種移行パラメータ設定に反映するため、先端的な分析技

術や、分子動力学計算及び第一原理計算等の計算科学技術を適用して炭酸共存下における核種の

収着・拡散等のメカニズムの解明を進め、それらを反映した核種移行モデルを高度化する。 
 

2) 高炭酸条件が岩石中の核種移行に及ぼす影響評価 
① 高炭酸条件下でのアクチニドの収着データ取得とモデル評価 
本研究で対象とする幌延の泥岩の場合、その構成鉱物のうち、粘土鉱物のモンモリロナイトと

イライトが収着に大きく寄与することが想定され、これまでの先行研究から、これらの粘土鉱物

への収着反応を加成則で考慮するCA（Component Additivity）モデルによって説明可能であると

評価されている（Tachi et al., 2011; 2016）。このため、高炭酸環境下での泥岩中における核種移

行挙動を評価するためには、モンモリロナイト・イライトへの炭酸共存下での収着データが必要

となる。モンモリロナイト及びイライトに対する収着への炭酸影響に関する先行研究によれば、

3価のランタニド・アクチニド元素のモンモリロナイトへの収着において、分光学的観察（TRLFS, 
EXAFS）から炭酸系三元錯体を形成することが示唆されている（Marques Fernandes et al., 2008; 
2016）。一方、U(VI)についても三元錯体形成をEXAFSで確認する試みがなされているが直接的

な情報を得ることはできておらず（Marques Fernandes et al., 2012）、三元錯体を形成していな

いとする報告もある（Tournassat et al., 2018）。イライトはモンモリロナイトと比較すると報告

が少なく、三元錯体形成を分光学的観察で調べた例はない。また、炭酸濃度を変化させて収着挙

動を調べた報告も、イライトにおいてIida et al. (2016)の一例があるのみである。 
これらの先行研究の状況を踏まえ、粘土鉱物のイライトと幌延の泥岩を対象として、炭酸共存

系でのアクチニドの収着データ取得とモデル構築を進めることとし、平成30年度には、Am(III)及
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びTh(IV)を対象として、炭酸共存下でのイライトに対する収着分配係数の取得とモデル化の試行

に取り組んだ。これを踏まえ、平成31年度は、引き続き、Am(III)及びTh(IV)を対象として、炭酸

共存下でのイライトやモンモリロナイトへの収着データに加え、幌延の泥岩への収着データを取

得し、イライトやモンモリロナイトへの収着モデルを加成則で考慮するCA（Component 
Additivity）モデルの適用性評価を試みた。 
 
a) 粘土鉱物への収着データ取得とモデル化 

平成30年度に実施した炭酸共存下におけるイライトへのAmの収着試験の結果、炭酸が存在す

ることによってAmのKd値が低下するものの、ばらつきが大きく、その濃度依存性は不明瞭であっ

た。その原因として、不純物の除去処理を行っていなかったことや粒径の不均一な分布が考えら

れた。そこで、平成31年度はBradbury and Baeyens (2009a)の方法を用いて不純物(主に石英や

カルサイト)の除去及び粒径を0.5 μm未満に調整したイライトを用いてデータの取得を行った。図

3.3-14にイライトに対するAmの収着データを示す。平成30年度の結果と比較するとデータのばら

つきは小さくなり、炭酸濃度が高くなるほどKd値が低下する傾向は見られた。しかしながら、pH 
8付近では炭酸濃度依存性は不明瞭であった。なお、後述のThのデータは、不純物の除去処理を行

っていないイライトを用いても明瞭な炭酸濃度依存性を確認できた。Amの収着データについては

今後試験手法の妥当性とモデルによる説明可能性の両方から検討を進めていく。 
 

 
図3.3-14 イライトに対するAmの収着データの炭酸濃度及びpHに対する依存性 

 
一方で、平成30年度に実施した炭酸共存下（炭酸濃度100及び250 mM）でのイライトへのThの

収着試験の結果では、100 mMでは既往の報告(Iida et al., 2016)と同程度のKd値が得られ、250 
mMではKd値が100 mMにおける値より低くなる傾向を確認することができた。これを踏まえ、平

成31年度は、炭酸濃度250 mMの条件におけるデータの拡充を行った。図3.3-15にイライトに対す

るThの収着データを示す。平成31年度に取得したデータにおいても、炭酸濃度250 mMの条件で

は、炭酸濃度100 mMの条件で得られたKd値よりも低くなる傾向が確認された。また、他の炭酸

濃度条件と同様に、Kd値はpH 10程度で極小値となり、pH 10以上ではpH値の上昇とともにKdは

増加する傾向が確認された。これは、高pH条件ではThの支配的な溶存化学種が炭酸錯体から加水
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分解種となり、表面錯体も加水分解種の収着によるものが支配的になるからであると解釈できる。

既往の報告値及び得られたデータを用いてフィッティング解析を行い、エッジサイト－Th－炭酸

の三元錯体の生成を仮定し、表面錯体生成定数の導出を行った。平成30年度は2種類の三元錯体

(≡SiSOTh(OH)2(CO3)23−及び≡SiSOThOH(CO3)46−)の生成を仮定したが、追加で得られたデータを

用いて再度フィッティング解析を行った結果、1種類(≡SiSOTh(OH)2(CO3)23−)の三元錯体で結果を

再現することができた。得られた表面錯体生成定数とそれらを用いて再現計算を行った結果をそ

れぞれ表3.3-3と図3.3-15(実線)に示す。得られた表面錯体生成定数は、Kd値の炭酸濃度上昇に伴

う低下及びpH 10以上での上昇を再現することができた。 
 

 
図3.3-15 イライトに対するThの収着データ及びモデルによる再現計算結果 

 
表3.3-3 導出されたイライトに対するThの表面錯体生成定数 

 
 

さらに、平成31年度は、モンモリロナイトに対するThの収着データの拡充を行った。モンモリ

ロナイトでは炭酸濃度100 mMでの取得データが存在(Iida et al., 2016)するため、上記のイライ

トと同様に炭酸濃度250 mMの条件でデータを取得した。図3.3-16にモンモリロナイトに対する

Thの収着データを示す。モンモリロナイトにおいても、イライトと同様にKd値の炭酸濃度の上昇

に伴う低下と高pH領域での上昇が確認できる。しかしながら、イライトでは炭酸濃度10 mMと50 
mMの条件ではKd値に1桁程度の差が見られたが、モンモリロナイトではその差は小さかった。一

方、モンモリロナイトでは炭酸濃度100 mMと250 mMの条件ではKd値に1桁程度の差が見られた

Reaction log K
≡Si

SOH + Th4+ = ≡Si
SOTh3+ + H+ 6.7

≡Si
SOH + Th4+ + H2O = ≡Si

SOThOH2+ + 2H+ 2.3
≡Si

SOH + Th4+ + 3H2O = ≡Si
SOTh(OH)3 + 4H+ −9.0

≡Si
SOH + Th4+ + 4H2O = ≡Si

SOTh(OH)4
− + 5H+ −15.1

≡Si
SOH + Th4+ + 2H2O + 2CO3

2− = ≡Si
SOTh(OH)2(CO3)2

3− + 3H+ 10.3
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が、イライトではその差は小さかった。モンモリロナイトにおいてもイライトと同様にフィッテ

ィング解析を行い、表面錯体生成定数の導出を行った。三元錯体についてもイライトと同様に、

炭酸イオンが2つ配位したもの(≡SmSOTh(OH)2(CO3)23−)を仮定した。得られた表面錯体生成定数

とそれらを用いて再現計算を行った結果をそれぞれ表3.3-4と図3.3-16(実線)に示す。得られた表

面錯体生成定数はKd値の炭酸濃度及びpH依存性を定性的には表すことはできたものの、実測され

た収着の炭酸濃度依存性に対し定量的には十分な再現を得ることはできなかった。 
 

 
図3.3-16 モンモリロナイトに対するThの収着データ及びモデルによる再現計算結果. 

 
表3.3-4 導出されたモンモリロナイトに対するThの表面錯体生成定数 

 

 
b) 幌延の泥岩への収着データ取得とモデル化 
イライト及びモンモリロナイトは泥岩を構成する主要粘土鉱物である。泥岩（稚内層）に対す

る元素の収着をこの2種の粘土鉱物が収着に対して支配的に寄与すると仮定して再現する方法が

試みられている(例えば、Bradbury and Baeyens, 2011; Marques Fernandes et al., 2015; Tachi 
et al., 2016)。そこで、幌延泥岩を用いてTh収着試験を行い、イライト及びモンモリロナイトを用

いた試験において得られた表面錯体生成定数を用いて結果の再現を試みた。幌延の泥岩は粉砕後、

イライトと同様に粒径50 μm未満のものを回収して用いた。pHを固定(pH 10)して炭酸濃度を変

化させた試験及び炭酸濃度を固定(250 mM)してpHを変化させた試験を行った。図3.3-17に結果

を示す。幌延泥岩に対するThのKd値は、イライト及びモンモリロナイトで得られた結果と同様に

炭酸濃度及びpH依存性を示した。幌延泥岩のイライト及びモンモリロナイトの割合をそれぞれ

10%及び16%(Tachi et al., 2011)とし、この2種の鉱物のみが収着に寄与すると仮定して再現計算

Reaction log K
≡Sm

SOH + Th4+ = ≡Sm
SOTh3+ + H+ 7.0

≡Sm
SOH + Th4+ + H2O = ≡Sm

SOThOH2+ + 2H+ 2.1

≡Sm
SOH + Th4+ + 3H2O = ≡Sm

SOTh(OH)3 + 4H+ −9.4

≡Sm
SOH + Th4+ + 4H2O = ≡Sm

SOTh(OH)4
− + 5H+ −17.0

≡Sm
SOH + Th4+ + 2H2O + 2CO3

2− = ≡Sm
SOTh(OH)2(CO3)2

3− + 3H+ 8.8
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を行った結果を図3.3-17に示す。炭酸濃度依存性については、その傾向を再現することはできて

いるものの、10–100 mM条件では1桁近く過大評価となっている。一方、炭酸濃度250 mMで取得

したpH依存性については、概ね傾向を再現することができた。 
 

 
図3.3-17 幌延の泥岩に対するThの収着データ及びモデルによる再現計算結果：(a)pH依存

性、(b)炭酸濃度依存性. 
 
幌延の泥岩において結果を十分に再現できなかった理由の一つとして、導出したイライト及び

モンモリロナイトの表面錯体生成定数の不確実性が考えられる。イライトでは比較的良好に実測

値を再現できているものの、モンモリロナイトでは実測値を十分に再現することはできなかった。

炭酸影響を評価する試験では、試験中にその炭酸濃度が一定に保たれている必要がある。Iida et 
al. (2016)及び本試験ではNaHCO3及びNa2CO3を用いて炭酸濃度を調整しているが、両者ともに

実際の炭酸濃度を測定していない。図3.3-17において、Kd値は炭酸濃度10 mMから100 mMの間

で2桁程度変化しており、この範囲において炭酸濃度を正確に把握することの重要性を示している。

加えて、「炭酸なし」とされている条件においても、実際には微量の炭酸が含まれている可能性

がある。Tournassat et al. (2018)は、注意深く炭酸を排除した試験であっても、溶液中には微量

の炭酸が存在すること、また、このような微量の炭酸がU(VI)のモンモリロナイトに対する収着に

影響を及ぼしている可能性を指摘している。炭酸なしの条件におけるイライト及びモンモリロナ

イトにおける収着データはそれぞれBradbury and Baeyens (2009b)及びBradbury and Baeyens 
(2005)のみに基づいており、低炭酸濃度における再現性はこれらのデータに大きく依存する。今

後、各データの信頼性を検討した上で、再現性の向上を目指していく。 
 
② 炭酸共存下での核種の収着メカニズムの分析評価 
上記①で検討したように、アクチニド核種の粘土鉱物や岩石への収着モデルの信頼性を高める

うえで、モデルで仮定する炭酸系表面化学種に対する分析的な根拠を与えることが重要である。

ここでは、ウラニルイオン(UVIO22+)−炭酸イオン(CO3−)−ベントナイトの三元系における収着構造

の理解を構造論的観点から深めるために、分光学的手法の適用に向けた予察的試験を行った。特

に、紫外線照射時のウラニルイオンからの可視光の放射を活用する発光分光試験の感度を高める

ために、試料を十分冷却した上で計測することを計画した。極低温（通常10 K前後を指す）の試

料冷却によって、発光強度を増大させるだけでなく、スペクトルの温度拡がりを極力小さくした
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状態が得られるために波長分解能を高めることができる。この原理を利用して、鉱物に収着した

ウラニルイオン近傍の化学種の種類又は構造を詳細に論じることを狙いとしている。 
平成31年度は、GM型冷凍機(GM: ギフォード・マクマホン)を用いて、極低温下(3.5 K以下)に

冷却した試料の時間分解型レーザー誘起蛍光分光(以下、TRLFS)測定を行った。この計測手法は、

極低温TRLFS(以下、LT-TRLFS)と言い、極少量のウランを含む試料におけるウラニルの定量検

出が可能であることに加え、精度の高い発光スペクトルが得られるために、収着形態を評価する

うえで効果的である。 
新手法の導入にあたり、その有効性を確認するための予察的試験を行った。試料として模擬試

験片(Uを収着させたセメント試料)を用い、紫外〜可視光の領域のレーザーパルスを照射し、この

際に試料から放射される発光スペクトルを計測した。結果を図3.3-18に示す。試料は全て3.2 Kに

冷却し、励起波長を変化させたときの時間分解発光スペクトル（レーザー照射後10−10010 µsを1
データ中に積分したもの）を計測した。左から順に、(a)λex = 360 nm, (b)λex = 403 nm, (c)λex = 
419 nmと変化させた中で、発光強度が最も高いのは(a)λex = 360 nmの紫外光励起したスペクトル

である。波長を可視光（b, c）にすると発光強度は大幅に減少することが分かった。また、このと

きにスペクトルの形状も併せて変化することが確認できる。 
 

 
図3.3-18 LT-TRLFSスペクトル(3.2 K)の励起波長依存: 

 (a)lex = 360 nm, (b)lex = 403 nm, (c)lex = 419 nm. 
 
この結果から、本試料においては(a)lex = 360 nmが分析条件に適していると言える。このスペ

クトルを複数のガウス関数によってピーク分離すると、図3.3-19に示す結果が得られる。図3.3-
19(c)の色の違いが、化学種の違いに起因するグループ分けと同じと考えられる。したがって、観

測されたスペクトル中には、試料中でウラニルイオンの化学種が複数(2又はそれ以上)存在するこ

とを示唆している。また、励起波長に依存したスペクトル形状の変化からも、ウラニルの収着形

態が複数存在することを示している。つまり、複数存在する化学種は、それぞれ異なる吸収帯を

持ち、本試験ではこれらが同時に観測されることが分かった。これらの結果から、低濃度で存在

する複数のウラニルの収着形態を測定できる可能性が示された。今後、粘土鉱物や岩石へのウラ

ニル及びその炭酸錯体の収着試料に対して、本手法を適用していく。 



3-67 

 
図3.3-19 LT-TRLFSスペクトル(lex = 360 nm)の解析によるピーク帰属：(a)残差プロット、(b)

観測したスペクトルとフィッティング結果、(c)ピーク分離手法による分割 
 
④  炭酸イオン濃度の異なる条件でのモンモリロナイト中のNp(V)の拡散データの取得 

多価イオンの核種の場合、処分環境において複数の加水分解種が共存する条件であるとともに、

地下水中に溶存している炭酸イオンと錯形成するため、複数の化学種が共存した状態で圧縮ベン

トナイト中を拡散する。そのため、このような条件における拡散メカニズムの評価が課題の一つ

となっている。Np-237は地層処分の安全評価において重要な核種の一つである。炭酸イオン共存

下では、Np(V)は水溶液中で主にNpO2+、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-の化学種として存在し、

pH8~9程度の場合、炭酸イオン濃度が1×10-4 mol/Lの希薄な条件では主にNpO2+として、炭酸イ

オン濃度が~1×10-1 mol/Lの比較的高い条件ではNpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-として存在する。一

方で、炭酸イオン濃度が1×10-4～1×10-1 mol/Lの間においては、NpO2+、NpO2CO3-及び

NpO2(CO3)23-の化学種が共存する条件となる。そのため、圧縮ベントナイト間隙水中の炭酸イオ

ン濃度を制御することにより、NpO2+、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-の各化学種の拡散係数を取得

することが可能であり、また、これらのデータに基づいて、各化学種が共存する系での拡散挙動

を検討することが可能である。本試験では、Na型ベントナイトを用いた透過拡散試験により、炭

酸イオン共存下におけるNp(Ⅴ)の実効拡散係数を取得し、NpO2+、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-の

実効拡散係数を評価した。 
試験には、乾燥密度0.8 Mg/m3のNa型モンモリロナイトを使用し、炭酸イオン濃度が1×10-4～

1×10-1 mol/Lの範囲となるようにNaClとNaHCO3を混合した溶液を用いてモンモリロナイト試

料を含水した（表3.3-5）。各溶液で含水したモンモリロナイト試料を用いて、透過拡散試験を実

施した。拡散試験の結果として得られた減衰曲線、破過曲線及び濃度プロファイルを図3.3-20に
示す。各試料の濃度プロファイルを比較すると、炭酸イオン濃度が高い場合、プロファイル中の

Np濃度が小さい。また、破過曲線では、炭酸イオン濃度が比較的高い試料（NAMO-0803とNAMO-
0804）と低い試料（NAMO-0801とNAMO-0802）でその傾向性が明確に区別された。これらの結

果から、炭酸イオン濃度が高い場合では、Npの収着量は低く、拡散しやすい傾向にあり、一方で

炭酸イオン濃度が低い場合ではモンモリロナイトへの収着がその拡散に大きく影響することが分
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かった。また、試料NAMO-0801とNAMO-0802の減衰曲線は、試験開始直後から急激に減少した。

しかし、この減少のほとんどはトレーサー溶液が粘土試料と接触するまでに通過したテフロンチ

ューブ及びフィルターへの収着によるものと考えられる、試験終了後の減衰曲線、破過曲線及び

濃度プロファイルのデータからトレーサーの物質収支を計算した結果、NAMO-0801では試験に

使用したNp濃度の6割程度、NAMO-0802では4割程度が、チューブやフィルター等に収着したと

見積もられた。 
 

表3.3-5 各試料の含水に使用した溶液の組成 
  試料ID NaCl (M) NaHCO3 (M) 

NAMO-0801 0.4995 0.0005 
NAMO-0802 0.495 0.005 
NAMO-0803 0.45 0.05 
NAMO-0804 0 0.5 

 

 
図3.3-20 Np拡散試験の減衰曲線(a)、破過曲線(b)及びプロファイル(c) 

 
Fickの第二法則に基づいた一次元の拡散方程式の数値解析により、減衰曲線、破過曲線及び濃

度プロファイルをフィッティングし、それぞれの試料中のNpの実効拡散係数（De）及び収着分配

係数（Kd）を求めた（表3.3-6）。同表より、炭酸イオン濃度が高くなるのに伴い、De及びKdは低

くなった。また、各試験条件での試料中のNpの溶存化学種の割合を表3.3-7のパラメータ条件のも

とPHREEQC（Parkhurst et al., 1999）を用いて計算した結果を表3.3-8に示す。表3.3-8より、炭

酸イオン濃度が高くなるのに伴い、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-の割合が増える結果が得られた。

表3.3-6及び表3.3-8の結果から、炭酸イオン濃度が高い試料の場合、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-

の陰イオンのNp錯体が主に存在するため、モンモリロナイトへの収着量が低くなり、また、負に

帯電した粘土表面からの静電的相互作用による陰イオン排除により拡散が遅くなったと考えられ

る。一方、炭酸イオン濃度が低い試料の場合は、陽イオンであるNpO2+が主な化学種であるため、

De及びKdともに高い値を示したと考えられる。 
 

表3.3-6 数値計算によるフィッティングの結果 
試料ID De (m2/s) Kd (m3/kg) 

NAMO-0801 3.8±0.3×10-11 0.134±0.006 
NAMO-0802 2.1±0.4×10-11 0.040±0.003 
NAMO-0803 1.6±0.2×10-11 9.9±0.3×10-3 
NAMO-0804 1.2±0.4×10-11 0 
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表3.3-7 PHREEQCを用いた化学平衡計算の条件 
収着サイト 
CEC (meq/100g) 108 
Edge site density (mol/g) 4.31×10-5 
Surface area (m2/g) 50 

 
イオン交換サイト log K 
X- = X-  0.0 
NaX + NpO2+ = NpO2X + Na+ -0.26 

 
表面錯体サイト log K 
SOH = SOH 0.0 
SOH + H+ = SOH2+ 5.75 
SOH = SO- + H+ -8.30 
SOH + NpO2+ = SOHNpO2+ 2.80 
SOH + NpO2+ = SONpO2 + H+  -4.45 
SOH + NpO2+ + H2O = SONpO2OH- + 2H+ -14.5 

 
表3.3-8 平衡計算によるモンモリロナイト間隙水中の溶存化学種の割合 

 NpO2+ NpO2CO3- NpO2(CO3)23- 
NAMO-0801 0.453 0.543 < 1×10-3 
NAMO-0802 0.05 0.942 0.007 
NAMO-0803 0.005 0.923 0.072 
NAMO-0804 < 1×10-3 0.452 0.841 

 
表3.3-6のDeをNpO2+、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-の各De の割合平均と想定し、各Np溶存化

学種のDeを計算した。また、均質な間隙構造を仮定した平行平板中での静電的相互作用を電気二

重層モデルで粘土中のトレーサーの拡散係数を算出するISDモデルを用いて、NpO2+、NpO2CO3-

及びNpO2(CO3)23-のDeを比較評価した（図3.3-21）。取得したNpO2+、NpO2CO3-及びNpO2(CO3)23-

のDeは、ISDモデルの計算によって概ね再現された。これらの結果から、複数化学種が共存する

系においても、その拡散挙動は陽イオン加速・陰イオン排除のような静電的相互作用によって支

配されることが分かった。 
 

 
図3.3-21 モンモリロナイト中のNp(V)の実効拡散係数（De）とISD計算結果の比較 
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3) 高炭酸条件での核種移行現象についての計算科学手法による評価 

① 古典MD計算を用いた炭酸共存下における粒子間間隙から層間間隙への拡散挙動評価 
炭酸共存下における岩石中の核種の収着・拡散挙動を解明するため、主要鉱物であるモンモリ

ロナイト－水溶液系を対象に、古典MD計算を用いてアクチニド核種の収着・拡散挙動を定量的に

評価することは重要な課題である。これまでの研究では、アクチニド核種としてウラニルイオン

（UO2
2+）及びネプツニルイオン（NpO2

+）を対象に、モンモリロナイト層間における拡散挙動を評

価した（日本原子力研究開発機構, 2017）。また、より現実的な間隙構造における核種の拡散挙動

を評価するため、層間間隙及び粒子間間隙が共存するスーパーセルを作成し、各種イオンの層間

への侵入挙動について評価するとともに、炭酸イオン（CO3
2−）の存在を考慮してCO3

2−を含む系で

のシミュレーションを実施した（日本原子力研究開発機構, 2018）。平成30年度は、特に2層水和

状態に対して長時間シミュレーションを実施し、アクチニド核種の長期拡散挙動、また炭酸錯体

生成状態の安定性などについて評価した（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管

理センター, 2019）。本報告では、これまでの成果を踏まえ、ウラニルイオン及びネプツニルイオ

ンを対象に炭酸イオンの共存下での層間／粒子間間隙スーパーセル内において、層間がより膨潤

した状態（3層及び4層水和状態）での拡散挙動への影響について評価を試みた。 
計算対象を、以下のように設定する。 
・層電荷0.33のNa型モンモリロナイト、 

3層水和状態：Na0.33 ∙ (Al1.67Mg0.33)Si4O10(OH)2 ∙ 7.5H2O 
4層水和状態：Na0.33 ∙ (Al1.67Mg0.33)Si4O10(OH)2 ∙ 10H2O 

・エッジ表面は{010}面（Rotenberg et al., 2007） 
・エッジ表面に現れるSi4+にはOH−基を計算初期に付加 
・エッジ表面に現れるAl3+にはOH−基とH2Oを計算初期に付加 
・エッジ表面に現れるMg2+にはH2Oを計算初期に付加 
・系全体の総電荷はエッジに付加したOH−基の電荷を調整することによりゼロにする 

スーパーセルの構造作成については、まず3層及び4層水和状態のNa型モンモリロナイト構造（こ

の段階では粒子間間隙水は含まない）を、298.15 K・0.1 MPaの𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁アンサンブルで計算する。

その結果、3層水和状態の底面間隔は1.98 nm（層間幅≒1.33 nm）、4層水和状態の底面間隔は2.30 
nm（層間幅≒1.66 nm）の結果を得た。次に、バルク水の構造を298.15 K・0.1 MPaの𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁計算

で作成しておき、モンモリロナイト構造のエッジ面に、作成したバルク水（粒子間間隙水）を隣

接させて構造を安定化させる計算を行う。その際、エッジ面に垂直な方向に体積を変化させなが

ら𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁計算を繰り返し、粒子間間隙水の水分子二体相関関数を計算して、バルク水の構造が再現

できるようにスーパーセル全体の体積を調整する。こうして作成されたスーパーセルは、平衡状

態を得るための𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁計算を継続しても、系の圧力はほぼ0.1 MPaで推移することが確認された。 
MDシミュレーションの状況を示す解析事例として、初期状態の粒子間間隙にはNaイオンが存

在せず（対イオンとして層間間隙にのみ存在）、ウラニルイオン8個と塩化物イオン16個が粒子間

間隙に共存する3層水和状態の系（図3.3-22(a)）、ウラニルイオン8個と炭酸イオン8個が粒子間間

隙に共存する3層水和状態の系（図3.3-22(b)）、ウラニルイオン8個と塩化物イオン16個が粒子間

間隙に共存する4層水和状態の系（図3.3-22(c)）及びウラニルイオン8個と炭酸イオン8個が粒子間

間隙に共存する4層水和状態の系（図3.3-22(d)）について、それぞれ2×106 time-step（0.8 ns）
後のスナップショットを図示した。なお運動方程式を解く際の1 time-stepは、0.4 fsに設定した。

図3.3-22(a),(c)を見ると、ウラニルイオンとともに陰イオンである塩化物イオンも層間への移行が

確認できる。平成30年度実施した2層水和状態のシミュレーションでは、塩化物イオンの層間への

移行は確認できなかったため、層間幅の拡張により陰イオン排除の傾向が弱まったと考えられる。
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また図3.3-22(b)を見ると、ウラニルイオンの層間への移行が確認できるが、炭酸イオンは確認で

きない。塩化物イオンのイオン半径（0.181 nm、Marcus,1997）と炭酸イオンのイオン半径（0.178 
nm、Marcus,1997）はほぼ等しいので、陰イオンの価数が高いことによる排除効果が効いている

ものと考えられる。一方図3.3-22(d)を見ると、炭酸イオンも層間へ移行している例が確認できる

が、これは層間幅の拡張により陰イオン排除の減少傾向に因るものか、あるいはNaイオンと錯体

を形成して陰イオンの価数を低下させたことに因るものと思われる。また、粒子間間隙中におい

てウラニル炭酸錯体の形成はされているものの、層間への移行は確認できない。 
 

 
図3.3-22 Na-モンモリロナイト層間・粒子間間隙混合系の0.8 ns計算後のスナップショット

（298.15 K）：(a)3層水和状態＋間隙水（8UO22+-16Cl-）.(b)3層水和状態＋間隙水（8UO22+-
8CO32-）、(c)4層水和状態＋間隙水（8UO22+-16Cl-）、(d)4層水和状態＋間隙水（8UO22+-

8CO32-）。ただしイオンの色は、黄色：Na、緑色：Cl、紫色：U、茶色：C 
 
次に、ネプツニルイオン8個と塩化物イオン8個が粒子間間隙に共存する3層水和状態の系（図

3.3-23(a)）、ネプツニルイオン8個と炭酸イオン4個が粒子間間隙に共存する3層水和状態の系（図

3.3-23(b)）、ネプツニルイオン8個と塩化物イオン8個が粒子間間隙に共存する4層水和状態の系

（図3.3-23(c)）及びネプツニルイオン8個と炭酸イオン4個が粒子間間隙に共存する4層水和状態の

系（図3.3-23(d)）について、それぞれ2×106 time-step後のスナップショットを図示した。陰イオ

ン種の層間への移行挙動は、上記ウラニルイオンの場合に確認された挙動とおおむね同様の傾向

を示すことが確認できる。すなわち、層間幅の拡張により陰イオン排除の傾向が低下し、また陰

イオンの価数が小さい塩化物イオンの方が層間に比較的移行しやすい傾向にある。ウラニルイオ

ンとネプツニルイオンの挙動を比較すると、イオン半径はほぼ等しいので（Marcus,1997）、陽イ

オンの価数が大きいウラニルイオンの方が比較的移行しやすい傾向にあるといえる。またウラニ

ルイオン・ネプツニルイオンともに粒子間間隙中では炭酸錯体の形成が確認されるが、炭酸錯体

として層間への移行は確認できない。この現象が錯体形成によるイオン半径の拡張に因るものか、

(a) (b)

(c) (d)
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あるいはイオン価数の変化に因るものかは、現状では判断できない。 
モンモリロナイト層間間隙と粒子間間隙が共存する系におけるアクチニド核種を対象とした今

回の古典MD計算により、層間間隙へのイオンのアクセス性に関する層間幅の影響について知見

を得ることができた。アクチニド核種に関する実測データは、鉱物間隙のみならずバルク溶液中

においてもほとんど得られておらず、今回の結果は計算科学的手法の有効性を示す重要な結果と

いえる。現状の解析結果の問題点としては、①計算対象のスーパーセル内におけるアクチニド核

種・炭酸イオンの絶対数が少なく、十分な統計量が取れていないこと、②各ケースの計算時間（ス

テップ数）は0.8 nsで、2層水和状態の場合（4.0 ns）に比べて短く、平衡状態に達していない可

能性があること、③その結果、層間間隙へのイオンのアクセス性に関する定量的評価（層間間隙

への移行割合の層間幅・イオンサイズ・イオン価数などに関する依存性の定量的評価）には至っ

ていないことなどが挙げられ、今後これらの問題点への対応を検討していく。 
 

 
図3.3-23 Na-モンモリロナイト層間・粒子間間隙混合系の0.8 ns計算後のスナップショット

（298.15 K）：(a)3層水和状態＋間隙水（8NpO2+-8Cl-）、(b)3層水和状態＋間隙水（8NpO2+-
4CO32-）、(c)4層水和状態＋間隙水（8NpO2+-8Cl-）、(d)4層水和状態＋間隙水（8NpO2+-

4CO32-）。ただしイオンの色は、黄色：Na、緑色：Cl、紺色：Np、茶色：C 
 

② 第一原理電子状態計算によるモンモリロナイト・エッジ表面の酸解離定数評価 
岩石中の核種移行評価において考慮すべき不確実性要因のうち、高炭酸条件が岩石中の核種移

行に及ぼす影響を評価することは重要な課題である。本節では、炭酸共存下における炭酸錯体等

の岩石中の収着・拡散メカニズムの解明を目的として、量子化学計算を適用した収着挙動評価を

実施する。荷電核種の移行に影響を及ぼすと考えられる粘土鉱物のうち、特にモンモリロナイト

は岩石に含まれる主要な粘土鉱物の一つであり、その結合断裂面（エッジ表面）のモデル化に際

しては、エッジ表面が接する水溶液のpH条件に応じた官能基の変化を取り込む必要がある。そこ

で本報告では、モンモリロナイト・エッジ表面の官能基ごとの酸解離定数を、第一原理電子状態

(a) (b)

(c) (d)
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計算を用いて評価する。エッジ表面の初期構造は、層電荷0.5のNa型モンモリロナイトの{130}面
を対象に（Sakuma et al., 2017）、298.15 K・0.1 MPaの𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁アンサンブルで古典MD計算を用い

て作成し、その後の第一原理MD計算は計算ソフトQuantum ESPRESSOを用いてBorn-
Oppenheimer MD（BOMD）法で計算した。また酸解離定数の計算手法は、Blue-moonアンサン

ブル法（Carter et al., 1989; Ciccotti et al., 2005; 日本原子力研究開発機構, 2018）を採用する。

これら一連の手法の有効性は、水分子H2Oに対する評価などにより検証されている（日本原子力研

究開発機構, 2018）。 
はじめに、モンモリロナイト・エッジ表面に現れるMg− OH基の酸解離定数を評価した。図3.3-

24は、Mg − Oのプロトン配位数𝑛𝑛Hの変化に対する自由エネルギーの微分値（図(a)）と、これら微

分値の変化を積分することによって求めた自由エネルギーの変化（図(b)）である。図(a)を見ると、

自由エネルギーの傾きは𝑛𝑛H < 1.0で負の値を示し、𝑛𝑛H > 1.0で正の値を示すことがわかる。このこ

とは、Mg − O基はプロトンを近づけると自由エネルギーとして安定になることを示唆している。

また図(b)からわかるように、𝑛𝑛H = 1付近で極小値を持ち、Mg− OHの形態で存在することが安定

な状態であると言える。プロトン解離に伴う自由エネルギー変化は図(b)より、Δ𝐺𝐺0 = 52.65 kcal/
molと見積もることができ、したがってMg− OH基の酸解離定数はp𝐾𝐾a(Mg− OH) = 28.8となる。

このように酸解離定数が非常に高いため、想定される環境条件下では、プロトンは解離しないと

言える。 
 

 
図3.3-24 Mg-OHのプロトン配位数の変化に対する自由エネルギーの微分値(a)、及び自由エ

ネルギーの変化(b) 
 
同様な評価手法によりモンモリロナイト・エッジ表面のSi − OH基、Al − OH2基及びAl − OH− Al

基の酸解離定数を計算した結果、p𝐾𝐾a(Si− OH) = 6.3、p𝐾𝐾a(Al− OH2) = 5.7及びp𝐾𝐾a(Al− OH −
Al) = 17.6となった。これらの結果から、次のようなモンモリロナイト・エッジモデルが考えられ

る。 
・酸性条件（pH < 7）： ≡ Si − OH,   − Mg − OH,   = Al − OH2 ,   = Al− OH − Al = 
・アルカリ条件（pH > 7）： ≡ Si − O,   − Mg − OH,   = Al − OH,   = Al − OH − Al = 
 
本研究で得られた酸解離定数の結果を、他の研究グループによる計算結果（Tazi et al., 2012; 

Liu et al., 2013; 2014）と比較する。Si − OH基を対象とした他グループとの比較を、表3.3-9に示

した。酸解離定数はp𝐾𝐾a = 6~8の値を示すが、層電荷0.25のモンモリロナイトで官能基が

(MgO−)Si− OHのケースでは比較的大きな値（> 10）を示す（Liu et al., 2013）。これは層間距離

を固定してLiイオンを置いたモデルであり、LiイオンがMgの同形置換（八面体シートのAlをMg
で置換）によって生じた負の電荷を補償する安定位置として適切でない可能性があり、現実的な

(a) (b)
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系とは異なる構造にあるためと考えられる。 
 

表3.3-9 Si-OH基の酸解離定数：本研究と他のグループとの比較 

 
 

Al− OH2基及びAl− OH基を対象とした他グループの結果を、表3.3-10及び表3.3-11に示す。エ

ッジ表面の構造が異なるため厳密な比較はできないが、Al− OH2基ではp𝐾𝐾a = 6~8、Al − OH基で

はp𝐾𝐾a > 17の値が得られている。いずれのケースでも、計算条件などの違いはあるものの概ね整

合的であるといえる。なおMg − OH基を対象としたケースは過去の解析例が知られておらず、本

研究の結果は希少な解析例であるといえる。 
 

表3.3-10 Al-OH2基の酸解離定数：本研究と他のグループとの比較 

  
 

表3.3-11 Al-OH基の酸解離定数：本研究と他のグループとの比較 

   
 
今後の課題は、本解析の結果に基づいてpH条件を考慮したモンモリロナイト・エッジ表面の構

造モデルを構築し、核種吸着の第一原理計算を実施することであるが、海外の先行研究事例の一

端を紹介しておく。 
Zhang et al. (2017)では、粘土表面上の重金属陽イオン錯体形成に関する原子レベルでのメカ

ニズムを理解するため、第一原理MD計算を用いて、パイロフィライトの{010}エッジ表面に形成

されたNi(II)錯体の構造・自由エネルギー及び酸解離定数を評価している。評価対象は、≡ SiO基に

単座配位したNi錯体、≡ Al(OH)2基に二座配位したNi錯体、及び八面体シートのAlイオンが空所

の部分（八面体空所）に四座配位したNi錯体の3種類である。自由エネルギーの変化は、反応座標

に沿って平均力を積分することで算出している（Sprik, 1998; Sprik and Ciccotti, 1998）。自由

エネルギーの計算結果から、八面体空所に四座配位した錯体が他の2つに比べてかなり安定した吸

着構造を示すことが分かった。また酸解離定数については、vertical energy gap法と第一原理MD
計算を組み合わせた手法で評価している（Cheng et al., 2009; Costanzo et al., 2011）。酸解離定

Surface group
Mineral

(Layer charge)
Miller index

of edge surface
pKa error Ref.

  (AlO-)Si-OH   pyrophyllite {010} 6.8 0.4   Tazi et al ., 2012

  (AlO-)Si-OH   pyrophyllite {110} 8.3 0.3   Liu et al ., 2014

  (AlO-)Si-OH   pyrophyllite {110} 8 0.5   Liu et al ., 2014

  (AlO-)Si-OH   montmorillonite (0.25) {010} 7 0.7   Liu et al ., 2013

  (MgO-)Si-OH   montmorillonite (0.25) {010} 10.8 0.5   Liu et al ., 2013

  (MgO-)Si-OH   Li-montmorillonite (0.25) {110} 11 0.8   Liu et al ., 2014

  (MgO-AlO-)Si-OH   Na-montmorillonite (0.5) {130} 6.3 -   This study

Surface group
Mineral

(Layer charge)
Miller index

of edge surface
pKa error Ref.

  (HO-)Al-OH2   pyrophyllite {010} 7.6 1.3   Tazi et al ., 2012

  (HO-)Al-OH2   montmorillonite (0.25) {010} 8.3 1   Liu et al ., 2013

  Al-OH2   Na-montmorillonite (0.5) {130} 5.8 -   This study

Surface group
Mineral

(Layer charge)
Miller index

of edge surface
pKa error Ref.

  (H2O-)Al-OH   pyrophyllite {010} 22.1 1   Tazi et al ., 2012

  Al-OH-Al   Na-montmorillonite (0.5) {130} 17.6 -   This study
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数の計算結果から、八面体空所に四座配位した錯体はp𝐾𝐾a ≃ 8.4となり環境条件によっては脱プロ

トン化する可能性があり、一方他の2つは酸解離定数が非常に高いため、脱プロトン化しないもの

と考えられる。この論文ではCo(II)及びCu(II)についても評価されており、Ni(II)と同様に八面体空

所に安定した錯体構造で吸着する。ただし、Co(II)はNi(II)と同じ四座配位だが、Cu(II)の場合は五

座配位する。同手法によるCd(II)の解析（Zhang et al., 2016）では、八面体空所に安定した錯体

構造で吸着するが、Ni(II), Co(II)及びCu(II)の場合と異なり八面体空所の骨格中には収まらない。

これはイオン半径の違いに起因するものと思われる。一方Fe(II)の場合（Liu et al., 2013; 2014）
は、八面体空所での錯体構造がNi(II)の場合と近似している。 

さらにZhang et al. (2018)では、同じ計算手法を用いて、ウラニルイオン（UO2
2+）の吸着構造

について解析している。吸着サイトは、Li型モンモリロナイトの{010}エッジ表面の≡ Al(OH)2基
及び≡ AlOHSiO基、また{110}エッジ表面の≡ AlOHOa基及び≡ SiOOa基である。ウラニルイオンは、

これらのサイトにすべて二座配位した錯体構造を形成し、吸着の自由エネルギーも同程度である

ことがわかった。また、これらの二座配位錯体は加水分解され、計算で得られた酸解離定数の値

（p𝐾𝐾a1 ≃ 5及びp𝐾𝐾a2 ≃ 9）から、環境のpH条件における主要なウラニル錯体としてUO2(OH)+及び

UO2(OH)2の2種類が存在し得ることが示唆された。 
これらの先行研究を参考に、第一原理MD計算を用いて核種の吸着構造に関する解析を検討し

ていく計画である。 
 
3.3.3 2ヶ年の成果と今後の課題 
本タスクでは、ニアフィールド環境の変遷や地下水条件等の地質環境の長期変遷等のうち、1)

オーバーパックからの鉄が緩衝材等における核種移行へ及ぼす影響、2)セメント系材料の共存が

緩衝材や岩石中の核種移行に及ぼす影響、3)高炭酸濃度の地下水が岩石や粘土鉱物中の核種移行

に及ぼす影響に着目して研究を実施した。 
鉄共存系での核種移行影響評価として、ベントナイト緩衝材中における鉄と核種の競合収着に

ついては、これまでに取得したFe(II)のモンモリロナイトへの分配係数に基づき、鉄イオンによる

モンモリロナイト中の表面錯体サイト飽和挙動を評価するとともに、共存するFe(II)濃度が異な

る3条件でモンモリロナイトへのAmの収着データのpH依存性を取得し、Am(III)の場合には、

Ni(II)の場合とは異なり、Fe(II)とは収着競合しない可能性を示した。今後、AmやNiのFe(II)との

収着競合データを拡充するとともに、他の核種（II価金属やIV価以上のアクチニド核種等）でも

データを取得し、Fe(II)との競合影響評価手法を構築する。Fe(II)鉱物へのSe(-II)の取り込み挙動

については、試験方法とpH条件の異なる2種類の試験で得られた初期生成固相から安定固相への

変化とSeの取込、保持、脱離挙動を、XAFS分析やSEM分析等を組合せた評価によりそのメカニ

ズムを解明したほか、幌延の泥岩中のFe鉱物へのSeの取り込みに関する検討に着手した。今後、

2種類の試験方法を異なるpH条件やSe初期濃度で実施し、多様な環境条件でのFe(II)鉱物へのSe(-
II)の取り込みに関する評価モデルの妥当性を確認するとともに、幌延の泥岩を対象とした分析試

験による天然環境中でのSeとFeの挙動の理解とあわせて、FeとSeの相互作用メカニズムを解明す

る。 
セメント共存系での核種移行影響評価として、セメント共存による圧縮ベントナイト中のコロ

イドフィルトレーション機能への影響については、高密度条件（乾燥密度1.2～1.6 Mg/m3）での

デンドリマーコロイドの移行・ろ過データを取得するとともに、サイズの異なるデンドリマーコ

ロイドを用いたデータ取得を行い、濃度プロファイルを含めた解釈からろ過率を評価する手法を

提案した。今後は、高密度条件や異なるコロイドサイズでのコロイド移行・ろ過データを拡充し、

これまでに取得してきたCa型（及びNa型）の一連のデータの評価から、間隙構造や核種移行特性
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の環境条件依存性とも関連付けたコロイド移行・ろ過特性を評価する。セメント系材料が岩石中

の核種移行へ与える影響については、幌延の泥岩-セメント接触領域を対象に、セメントの種類（普

通ポルトランドセメントや低アルカリセメント）や接触期間（5年～10年程度）の差異に着目した

変質状況等に関する分析データから、岩石中への二次鉱物の生成とそのセメント種類による差異

を確認した。また、セメント共存による鉱物変遷等に伴う収着影響に関する文献調査と課題抽出

を行った。今後は、幌延の泥岩-セメント接触試料の分析データを拡充するとともに、界面近傍に

生成した二次鉱物中の微量元素の分析等により核種との相互作用に係る知見を得るとともに、2章
に示したセメントによる岩石中の鉱物・間隙の変遷評価とあわせて、そのような環境変遷が核種

移行特性に与える影響を評価する手法を構築する。 
高炭酸条件下での核種移行モデルの開発として、高炭酸条件下での核種収着モデルの開発につ

いては、イライト・スメクタイト及び幌延の泥岩を対象にTh、Amの高炭酸条件下での収着データ

を拡充し、複数の粘土鉱物の加成則に基づく収着モデルの適用性を確認した。また、高炭酸条件

での収着メカニズム解明のためのTRLFS分析技術の適用に向けてUを対象にした予察分析を実施

した。また、炭酸濃度が異なる条件下でのモンモリロナイト中のNpの拡散データを取得し、その

結果に対してベントナイト中の収着・拡散モデルの適用性を提示した。さらに、分子動力学計算

や第一原理計算による炭酸錯体等の拡散・収着挙動の解明に向けた解析手法の調査と解析事例の

拡充を行い、高炭酸条件における核種移行評価モデルの構築に必要な知見を提示した。今後は、

高炭酸条件でのAmやU等核種の収着・拡散データの拡充に加え、先端的な分析技術（TRLFS等）

や計算科学技術によるメカニズムに関する知見を取得しつつ、高炭酸条件へ適用可能な核種移行

評価モデルを構築する。 
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3.4 有機物・微生物の影響評価技術の開発 
3.4.1 有機物影響評価技術の開発 
(1) 背景と目的 
地下水に溶存する天然有機物には、カルボキシル基や水酸基等の酸解離性官能基を有し、金属

イオンと安定な錯体を形成することができるものが存在する（Thurman, 1985）。高レベル放射

性廃棄物の地層処分システムにおいて、廃棄体から溶出した核種がそのような有機物と錯体を形

成すると、地下水に対する核種の見かけの溶解度が上昇するとともに、母岩への核種の収着・拡

散が抑制されることで、核種移行が促進される可能性がある（Artinger et al., 1998; 2003; 
McCarthy et al., 1998a; 1998b; Mahara and Kudo, 1995; Matsunaga et al., 2004; Maes et al., 
2006）。一方で、核種と天然有機物の錯生成反応は、地下水に溶存する炭酸イオン等の無機配位

子によって抑制される可能性があるほか（Pourret et al., 2007）、核種と天然有機物との錯体が

母岩へ収着する可能性がある（Bryan et al., 2012）など、地下環境中の複雑な系において天然有

機物が核種移行の促進・遅延にどのように寄与するかは明らかになっていない。そのため、核種

移行に対する天然有機物の影響を評価するためには、多様な水質の地下水における核種と天然有

機物の錯生成反応や、その錯体の母岩中での移行挙動を定量的に評価する必要がある。 
このような観点から、先行事業（日本原子力研究開発, 2018）において、III価核種を主な対象

に信頼性の高い錯生成モデル及びモデルパラメータを整備し、それらを用いて降水系地下水条件

における評価対象核種の天然有機物への分配係数を整備するとともに、その分配係数を用いた性

能評価解析から有機物による核種移行への影響をより現実的に評価した。また、文献調査及び室

内試験により、影響が顕在化する可能性の高いIV価核種と天然有機物との錯生成データを取得し、

モデル高度化の検討とパラメータ整備を行った。さらに、文献調査を通して、二元系モデルの加

成則や各二元系における反応の瞬時・可逆性に関わる現状と課題を整理し、核種-有機物-岩三元系

モデルの開発に向けて検討すべき課題を抽出した。 
平成31年度は、室内試験によるIV価核種と天然有機物との錯生成データの拡充と、より信頼性

の高い錯生成データを取得するための手法の整備を行った。また、IV価核種の錯生成反応機構を

把握するために室内試験によるデータの取得を行った。さらに、核種-有機物-岩三元系モデルの開

発に向けて、二元系における反応の瞬時・可逆性の観点で、IV価核種と天然有機物の錯生成・解

離反応機構の解明に資する予察的なデータの取得を行った。 
 

(2) 実施内容 
1) 核種と天然有機物との錯生成モデルの開発 

有機物影響を考慮した性能評価の実施に当たっては、多様な地下水条件での核種と腐植物質と

の錯生成を高い信頼性をもって評価する必要がある。NICA-Donnanモデル（式3.4-1）は、金属イ

オンと腐植物質との相互作用に特徴的な錯生成反応の不均一性（非線形性）と静電相互作用を考

慮することで、熱力学モデルに類似した評価が可能であり（Kinniburgh et al., 1996; Bemedetti 
et al., 1996; Koopal et al., 2005）、これまでに日本原子力研究開発機構（2013）は多様な地下水

条件での錯生成評価に用いるモデルとして、このNICA-Donnanモデルを暫定的に選定してきた。

しかし、NICA-Donnanモデルは、錯生成試験から取得したデータセットへのモデルの当てはめ

（フィッティング）によってモデルパラメータを設定していることから、フィッティングに用い

たデータセットから外れる条件（例えば、異なる腐植物質、高pH条件、低い核種濃度など）での

錯生成評価に対しては、評価の信頼性を十分担保できないという課題がある。本事業では、NICA-
Donnanモデルを対象に、深部地下水から分離・精製した腐植物質等へのIII価・IV価核種の錯生

成データへのモデルの適用性を調査し、その結果を踏まえ、モデルの高度化及びモデルパラメー
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タの整備を進める。 
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(3.4-1) 

 
Qi  ：有機物に結合した金属イオンiの濃度 [mol g-1] 
Ci  ：遊離体の金属イオン濃度 [mol dm-3] 
Qmax1,H ：結合サイト1の濃度 [meq g-1] 
Qmax2,H ：結合サイト2の濃度 [meq g-1] 
logKi1 ：金属イオンiの結合サイト1に対する親和定数（結合定数）  
logKi2 ：金属イオンiの結合サイト2に対する親和定数（結合定数）  
nH1  ：H+結合サイト1の不均一パラメータ  
nH2  ：H+結合サイト2の不均一パラメータ  
ni1  ：金属イオンiに対する結合サイト1の不均一パラメータ  
ni2  ：金属イオンiに対する結合サイト2の不均一パラメータ  
p1  ：結合サイト1の親和性分布幅 
p2  ：結合サイト2の親和性分布幅 

 
① Zr(IV)と地下水中の溶存腐植物質との錯生成データ取得とNICA-Donnnanモデルの当てはめ 
平成30年度までに、流動場分画法（flow-field flow fractionation, Fl-FFF）と誘導結合プラズマ

質量分析（ICP-MS）を組み合わせたFFF-ICPMSを用いて、Zr（IV）と幌延深地層研究センター

の深度250 m（09-V250-M02孔）の地下水から分離精製したフミン酸（HHA）及びフルボ酸（HFA）

との錯生成データをpH 5と6の条件下で取得し、そのNICA-Donnanモデルパラメータを整備した。

しかし、腐植物質が有する代表的な酸解離性官能基の一つである水酸基は、pH 5や6といった弱

酸性条件下ではほとんど解離せず錯生成反応に寄与できないため、（3.4-1）式におけるサイト2に
関するパラメータの信頼性が不十分であるという課題があった。そのため、水酸基が錯生成に寄

与できるようになる中性から弱アルカリ条件において、Zr（IV）との錯生成データを取得し、よ

り信頼性の高いNICA-Donnanモデルパラメータの整備を進める必要がある。本調査では、FFF-
ICPMS法を用いてHHAとZr（IV）との錯生成データをpH 8の条件下で取得し、前年度までに取

得したデータと合わせてNICA-Donnanモデルを当てはめ、モデルパラメータを算出した。 
図3.4-1に、pH 8における（a）HHA/EDTA、（b）Zr4+/EDTA、及び（c）Zr4+/HHA/EDTAの

UV/Vis（HHA）とICP-MS（Zr）検出から取得したフラクトグラムを示す。分画ステップ開始直

後からHHAの流出が開始していることから、HHAが非常に小さなサイズ分子を含んでいること

がわかる。また、FFF-ICPMS法によるデータ取得では、Zrの遊離体、加水分解種、Zr-EDTA錯

体はFFFチャンネル内の限外ろ過膜（分画分子量：300 Da）を透過するが、Zr-HHA錯体は透過

しないことを前提としている。今回の試験におけるHHAの回収率は48 %程度であり、先行事業に

おける回収率（52.6 %）と同程度であることから、HHAの分画が十分行われていることがわかる。

（b）Zr4+/EDTAのフラクトグラムを見ると、UV/Vis検出器のシグナルに有意なピークは確認さ

れず、ICP-MSによるZr4+のシグナルも十分小さい（全量の1.6 %に相当）。このことから、

Zr4+/EDTA錯体が限外ろ過膜に残留することはなく、HHAへのZr4+の結合量評価に影響を及ぼさ

ないことが確認された。さらに、（c）Zr4+/HHA/EDTAのフラクトグラムのピーク位置、形状は
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HHA自体のフラクトグラムと同様であり、（a）Zr4+が存在しない場合の結果とも対応することか

ら、今回の条件ではZr4+との結合によってHHAのサイズ（構造）があまり変化しないこともわか

った。 
 

 
図3.4-1 （a）HHA/EDTA、（b）Zr4+/EDTA、（c）Zr4+/HHA/EDTA共存試料のUV/Vis（HHA）

とICP-MS（Zr）検出から取得したフラクトグラム 
 

FFF-ICPMS法により取得したZrとHHAとの錯生成データを用いて、Zr4+とHHAとの条件付き

平衡定数（Kc）を算出した。KcはZr4+がHHAのカルボキシル基サイトと1：1で錯生成することを

仮定した平衡定数であり、その対数値（log Kc）は以下の式（3.4-2）で定義される。 
 

Zr4+ + HA− = ZrHA3+ において 𝐾𝐾𝑐𝑐 =
[ZrHA3+]

[Zr4+][HA−] (3.4-2) 

 
Zr4+、HHA、EDTAが存在する系において、Zr4+-EDTA錯体とZr4+-HHA錯体との交換反応の平

衡定数（logKexch）は以下の式(3.4-3)で定義される。 
 

ZrEDTA0 + HA− = ZrHA3+ + EDTA4− において 𝐾𝐾𝑒𝑒𝑒𝑒𝑐𝑐ℎ =
[ZrHA3+][EDTA4−]
[ZrEDTA0][HA−]  (3.4-3) 

 
よって、以下の式（3.4-4）で定義されるZr4+とEDTAとの錯生成の平衡定数（logKZrEDTA= 29.25, 

Morel et al., 1993）を用いて、Kcは式(3.4-5)から導出される（Stern et al., 2014）。 
 

Zr4+ + EDTA4− = ZrEDTA0 において 𝐾𝐾ZrEDTA =
[ZrEDTA0]

[Zr4+][EDTA4−] (3.4-4) 
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ZrEDTAexchc logloglog KKK +=  (3.4-5) 

 
算出したlog Kcの値とZr4+-HHA錯体との交換反応の平衡定数（logKexch）、先行事業において取

得したpH 5と6における同値をまとめたものを表3.4-1に示す。log Kcの値はpHの増加、Zr4+濃度

の減少に伴って増加している。実験結果から計算されるZr4+のHHAの結合量は、pHの減少ととも

にpH 5から6の範囲で増加したが、EDTAへのZr4+の結合（錯生成）のpH依存性が考慮されてい

るlog KcではそのようなpH依存性は見られず、pHとともに結合の平衡定数が増加するという、腐

植物質への金属イオンの結合に一般的にみられる傾向となっていることがわかる。また、Zr4+濃

度の減少に伴うlog Kcの増加は、カルボキシル基を主体とするHHAの結合サイトへのH+の競合と

HHAに対するZr4+の結合反応の平衡定数の分布を反映したものであり、金属イオンの腐植物質へ

の結合反応において一般的にみられる傾向と合致している。一方、先行研究（Saito et al., 2015）
からHHAのカルボキシル基サイトは、親和性分布幅を意味するp1の値がほぼ1であるため、表層

環境由来の腐植物質とは異なり化学的に均質であり、また、H+やCu2+の結合反応の化学量論比を

反映したイオン固有の非理想性は小さいことから、Zr4+の結合反応におけるこのような不均質性

は、Zr4+のような多価イオンに固有のものである可能性がある。 
 

 
FFF-ICPMS法を用いて得られたHHAへのZr4+の結合量データへのNICA-Donnanモデルのフ

ィッティング結果を図3.4-2に、最適化されたNICA-Donnanモデルのパラメータを表3.4-2に示す。

表3.4-1 HHAへのZr4+結合反応の条件付き平衡定数 
CT, Zr [COOH]/[Zr]モル比i logKexch logKc 
(μM)    

pH 5 (CT, EDTA = 0.25 μM)ii 
0.110 796 -8.89 20.4 
0.055 1593 -8.79 20.5 
0.022 3982 -8.41 20.8 

    
pH 6 (CT, EDTA = 0.25 μM)ii 

0.110 796 -7.3 21.9 
0.055 1593 -7.2 22.1 
0.022 3982 -6.2 23.0 

    
pH 8 (CT, EDTA = 0.50 μM) 

0.110 1026 -4.57 24.7 
0.055 2051 -4.81 24.4 
0.022 5127 -4.26 25.0 

i. NICA-Donnan パラメータより計算される HHA の 
カルボキシル基型サイトのモル濃度と Zr 濃度の比. 

ii. 日本原子力研究開発機構(2018) 
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このフィッティングでは、平成30年度までとは異なり、低親和性サイト（カルボキシル基型サイ

ト）への結合に加えて、高親和性サイト（水酸基型サイト）への結合も考慮している。また、EDTA
へのH+及びZr4+の結合に加え、Zr4+の加水分解反応も考慮した。図3.4-2よりモデルがHHAに対す

るZr4+の結合反応のZr4+濃度依存性と、見かけ上のpH依存性の傾向を再現していることがわかる。

一方、最適化されたカルボキシル基型サイト、水酸基型サイトへのZr4+の結合反応の生成定数（log 
K）の値は、先行研究（Saito et al., 2015）で報告されているHHAに対するCu2+の値よりも大き

く、IV価の金属イオンであるZr4+へのHHAの親和性が非常に高いことがわかる。また、結合反応

における金属イオン固有の非理想性を表すn1の値はカルボキシル基型サイトで0.30、水酸基型サ

イトで0.57と、前者ではCu2+と比べて小さい値に、後者では大きい値となった。この結果は、多

価の金属イオンの結合におけるHHAのカルボキシル基型サイトの非理想性が大きく、高次構造の

変化などを伴い、多座配位を形成している可能性を示唆するものである。本手法におけるHHAの

回収率は50％程度であり、Zr4+の結合量の評価ではFFFのチャンネルから流出しなかったHHAに

もZr4+が結合しているとして、補正を施している。この補正による不確実性を低減するために、

HHAの回収率を向上させる、あるいは後述するキャピラリー電気泳動質量分析（CE－ICPMS）
法を用いて取得したデータとの整合性を確認することが重要になると考えられる。また、今回の

フィッティングは、pH 5、6、8の3点の条件で行った。より信頼性の高いモデルパラメータを設定

するために、中性、弱アルカリ性の条件下で更なる錯生成データの拡充を進めていく必要がある。 
 

 
図3.4-2 pH 5、6、8におけるZr4+結合量のZr4+濃度依存性、及びNICA-Donnanモデルを用いたフ

ィッティング結果 
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② キャピラリー電気泳動質量分析装置(CE-ICPMS)を用いた錯生成データ取得 

平成30年度までにIV価核種と腐植物質との錯生成データ取得において実績のあるキャピラリ

ー電気泳動（CE）とICP-MSを連結させたCE-ICPMS法（Stern et al., 2014）の適用について検

討する必要があることを示した（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金･管理セン

ター，2019）。CEでは試料溶液中のイオンの電荷やサイズに起因する移動速度の差を利用して分

離を行うため、極少量の試料で高分離能を達成でき、試料の損失が極めて少ないという利点があ

る。本事業では、天然有機物としての腐植物質とIV価金属イオンのZr4+、競合配位子としてEDTA
を混合した系にCEを適用し、Zr4+/フミン酸錯体とZr4+/EDTA錯体を分離し定量することで、腐植

物質に対するZr4+の錯生成反応の見かけの平衡定数を導出した。一般的なCEでは、分離したイオ

ン等をUV/Vis検出器によって検出するが、本事業で対象とする系にはこの検出方法は適用できな

い。これは、極少量のZr4+や腐植物質及びEDTAの錯生成の有無をUV/Vis検出器では検出できな

いためである。よって、CEをICP-MSと連結させ、質量分析からZr4+のフラクトグラムを作成し

て見かけの錯生成定数Kcを導出した。その際、FFF-ICPMS法と同様にZr4+がカルボキシル基サイ

トと1：1で錯生成することを仮定し、式（3.4-5）を使用した。 
本事業で開発したCE-ICPMSシステムの概略を図3.4-3に示す。Agilent 7100 CEの外部接続用

インターフェースを用いて装置外部に取り出したキャピラリーを、クロスインターフェースを介

してAgilent 7900のネブライザーに接続した。このクロスインターフェースには、シリンジポン

プとアースを接続し、シリンジポンプには濃度10 ppbのインジウムを含む0.1 Mの硝酸溶液を充

填し、キャピラリーからの泳動液を支持するシースフローとして3 µl min-1の流速で流した。また、

泳動試料は圧力によってキャピラリーに導入されるため、測定毎の試料導入量は厳密に同じ量と

はならない。よって、本項目で測定するすべての試料にセシウムを濃度10 ppbとなるように添加

し、内標準として導入サンプル量の補正を行った。 
 

表3.4-2 HHAに対するZr4+の結合データに対するNICA-Donnanモデルのフィッティン

グより最適化されたパラメータ 
Generic parameter 

Donnan, b i 0.81 
 Site 1 (high-affinity) Site 2 (low-affinity) 

Qmax, H i 4.38 4.44 
p i 1 0.355 

Ion specific parameters 
 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐾𝐾�1 n1 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐾𝐾�2 n2 

H+  i 3.74 0.82 10.62 1 
Cu2+  i 1.32 1 14.43 0.28 

Zr4+  ii, iii 7.93 (7) 0.30 (0.2) 22.80 (0.8) 0.57 (0.2) 
i. Loeb et al., 1961 
ii. This study. R2 = 0.9854. 
iii. 括弧内数字は，フィッティングの 95%の信頼幅に対応する

パラメータの誤差を表す。 
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図3.4-3 CE-ICPMSシステム概略図 

 
図3.4-4にZr4+ = 10 ppb、EDTA = 0.1 µM、pH 5の条件下における、10 ppbのフミン酸の有無

によるZr4+フラクトグラムの変化を示す。フミン酸は国際腐植物質学会（International Humic 
Substances Society）から購入した、Pahokee Peat標準フミン酸を用いた。また、図3.4-4では内

標準として用いたCsのピーク位置から、Zr4+のピーク位置を補正している。この図から、フミン

酸の存在によって、Zr-EDTA錯体からZr-HA錯体への交換反応が起こっていることが確認できる。

このフラクトグラムから、Zr4+のEDTA、フミン酸に対する結合量を導出し、式（3.4-5）から見か

けの錯生成定数を導出した結果を、Pahokee Peat標準フミン酸とZr4+の錯生成定数の報告値 
（Stern et al., 2014）とともに表3.4-3にまとめた。本調査で導出した見かけの錯生成定数は、pH
の増加によるカルボキシル基の解離の進展と、官能基に対するZr4+濃度が低いことから、報告値

の条件よりも強く錯生成することを反映しており、開発したCE-ICPMSシステムが見かけの錯生

成定数の導出に有用であることが示された。今後、このCE-ICPMSシステムを用いて、pHやフミ

ン酸濃度といったサンプル条件を変化させた際の適用性評価や、幌延深部地下水から分離・精製

した腐植物質とZr4+との錯生成データの取得を進めることで、NICA-Donnanモデルの高度化を図

るとともに、FFF-ICPMS法から導出したモデルパラメータと比較してその妥当性の評価を行う

ことが必要になると考えられる。 
 

 
図3.4-4 CE-ICPMSから取得したZr4+のフラクトグラム 
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③ 小角散乱を用いたZr（IV）-有機物複合体のメゾスコピック構造評価 
地下水中に溶存している天然有機物としての腐植物質は、その生成履歴から複雑な組成と構造

を持つことが知られており、一般に高分子電解質としての性質と不均質性を持つ（Artinger et al., 
2000）。カルボキシル基や水酸基といった官能基を有する腐植物質がZr4+のような高価数の核種

と錯生成することで、腐植物質の構造が変化し、凝集体を形成することが考えられる。本事業で

は、飛行時間（time-of-flight）型中性子小角散乱（SANS）とX線小角散乱（SAXS）という異な

るプローブを用いた小角散乱測定から、HHAとAldrichフミン酸（PAHA）について、Zr4+との結

合による凝集体の形成を評価した。 
SANSは茨城県東海村にある大強度陽子加速器施設J-PARC、生命科学実験施設（MLF）のBL-

15（大観）で行った。腐植物質濃度が2 g L-1となるよう調製した測定試料を直径2 mmの石英セル

に充填し、室温で測定を行った。得られた中性子の散乱は異なるエネルギー成分を含むことから、

∆q/q = 0.1のウィンドウでqの関数として平均化を行い、グラッシーカーボン（GC）で規格化した

換算係数を乗ずることで、絶対散乱強度に変換した。ここで、qは散乱ベクトルであり、散乱角度

2 θと中性子の波長λを用いて以下の式（3.4-6）で表される。 
 

𝑞𝑞 =
4𝜋𝜋
𝜆𝜆

sin𝜃𝜃 (3.4-6) 

 
得られた散乱プロファイルに対して、試料の透過率、空セルや溶媒からのバックグラウンド散

乱を差し引いた。 
SAXSは高エネルギー加速器研究機構（KEK）、フォトンファクトリー（PF）のBL-6Aで行っ

た。このビームラインではλ = 1.5 Åに単色化した高強度のX線を用いて散乱実験が可能である。

SANSと同様の試料を厚さ1 mmの溶液用セルに充填し、広いq領域をカバーするために0.25 mと

2.5 mの2種類のカメラ長（試料と検出器の距離）で測定を行い、得られた散乱プロファイルを結

合した。得られた2次元の散乱X線による画像データに、ビームストッパー及び寄生散乱を除去す

るためのマスクを施した後、円環平均を行い、qの関数として散乱プロファイルを得た。その後、

SANS測定の場合と同様に、GCの散乱プロファイルを用いて絶対散乱強度に変換し、空セルや溶

媒のバックグラウンドを差し引いた。 
SANSとSAXSはプローブとなる入射線が異なるため、検出できる散乱体の性質が異なる。

SANSの場合、特にD2O媒体では主に構造中のH分布の粗密を反映した散乱プロファイルが得られ

る。一方、SAXSの場合は構造中の電子密度の粗密を反映し、有機物であればHではなく、C、O
などの元素の分布を反映する。Zr4＋の存在の有り無しでHHAとPAHAのSANSとSAXSを比較し

た結果を図3.4-5に示す。HHAはSANSプロファイルがZr4+の添加によって変化し、q = 0.03 Å-1

表3.4-3 CE-ICPMSによるZr4+結合反応の条件付き平衡定数 

CT, Zr (µM) [COOH]/[Zr]モル比 logKexch logKc 

pH 5 (CT, EDTA = 0.1 μM) 

0.110 796 -8.37 20.88 

pH 3.5 (CT, EDTA = 1.8 μM)i 

0.132 710 -10.26 18.99 
i. Stern et al., 2014. 
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付近の散乱強度が増加している。これは、Zr4+の添加によってHHAの一次粒子が凝集し、20 nm
程度の散乱体が形成したことによるものと考えられる。一方SAXSプロファイルはZr4+の添加によ

ってq = 0.025 Å-1付近の散乱が増加している。HHAのSANS・SAXSの散乱プロファイルはよく

対応しており、HとC、Oの分布の点で均質な（一次）粒子がZr4+との結合によって凝集している

ことが示唆された。一方、PAHAのSANSプロファイルは、Zr4+の有無によって変化しない。SAXS
プロファイルはZr4+の添加によって変化し、q = 0.5 Å-1付近の散乱強度が減少し、q = 0.2 Å-1付

近に明確な変曲点が現れている。これは、1 nm程度の比較的小さなPAHA一次粒子がZr4+との結

合によって4 nm程度の凝集体を形成することを示唆している。また、q = 0.025 Å-1付近にも明瞭

な散乱構造（25 nm）が見て取れる。PAHAのSANS・SAXSプロファイルは異なっており、Hと

C、Oなどの元素の分布が不均質である可能性がある。特にSANSのプロファイルがZr4+によって

変化していないため、Hに富んだ構造のサイズはZr4+の添加によって変化せず、C、Oに富んだ構

造がZr4+との結合によって変化しているといえる。これは、PAHAがHに富んだ“シェル”内部に

C、Oが富んだ“コア”が埋め込まれたコア-シェル状の構造を有しており、後者がZr4+の添加によ

って4 nm、25 nmの階層的凝集体を形成しているという構造モデルの可能性を意味する。特にこ

のコアは官能基に富み、電荷にも富んでおり、Zr4+のような多価の金属イオンの結合に敏感に反

応して凝集体を形成しているものと考えられる。このように、SANSとSAXSの比較は、多価金属

イオンとの結合による腐植物質のような天然有機物の凝集体形成、特に、凝集体の不均質性に関

する知見が得られる有力な分析手法であるといえる。 
 

 
図3.4-5（a、b）PAHA、（c、d）HHAのSANS、SAXSプロファイルの比較 

（a、c）Zr4+を含まない試料と（b、d）0.1 mMのZr4+を含む試料 
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④ 熱量滴定法によるZr(IV)の加水分解反応における熱力学量の導出 
IV価の陽イオンであるZrは、水溶液中では容易に加水分解種を生成することが知られており、

水酸基の配位数や形式電荷も溶液中のpHによって多様に変化すると考えられている（Brown P.L. 
et al., 2005; Rai D. et al., 2018）。しかしながら、Zr4+の加水分解反応における熱力学量の報告

値はギブス自由エネルギーに相当する平衡定数に限られており、結合エネルギーを意味する反応

エンタルピーを反応熱から導出した例はない。Zr4+が地下水中の天然有機物と錯生成する際の化

学形についても知見が不足しており、加水分解したZr4+に結合している水酸基の、天然有機物と

の錯生成への寄与の有無についても明確ではない。本事業では、ナノジュールオーダーで溶液反

応における反応熱を測定可能な熱量滴定法をZr4+の加水分解反応に適用し、バッチ式にpHの変化

を電極でモニタリングしながら反応熱を測定し、加水分解反応における反応エンタルピーの導出

を行った。 
本試験系におけるZr4+のスペシエーションの計算結果を図3.4-6に示す。この図より、pHが増加

するにつれてZrの加水分解が進展し、Zr4+単体での存在割合が低くなることがわかる。本調査に

おいては、pH 0.5のZr4+ 過塩素酸溶液に水酸化ナトリウム溶液を滴定し、pHを変化させた際の

反応熱を測定した。なお、測定系のイオン強度がI = 1.0と高いため、支持電解質の存在によって

pH電極の読み値（pHread）から計算する水素イオン濃度と、実際の系内の水素イオン濃度（pcH）

に差が生じる。そのため、それぞれ濃度既知の過塩素酸溶液を水酸化ナトリウム溶液でI = 1.0の
条件下で滴定し、得られた以下の補正式（3.4-7）を用いて電極の読み値を補正した。 

 
pcH = 0.9735 × pH𝑟𝑟𝑒𝑒𝑟𝑟𝑟𝑟 + 0.3915 (3.4-7) 

 

 
図3.4-6 本試験系におけるZr（IV）のスペシエーション 

 
得られた熱量滴定の結果（a）と、Zr3(OH)57+及びZr4(OH)88+の生成エンタルピーを最小二乗法

から計算し、実測値への当てはめを行った結果(b)を図3.4-7に示す。この図（a）より、Zr4+-過塩

素酸溶液に水酸化ナトリウム溶液を滴下すると、ミリジュールオーダーの非常に大きな反応熱が

発生することがわかる。これは、滴下されたOH-イオンが系内でH+と結合しH2Oを形成する際の

水の生成熱によるところが大きいと考えられる。水酸化ナトリウム溶液の滴定によって、溶液の
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pHは0.5から2.8まで変化した。（b）に示した通り、ジルコニウム加水分解種の変化が顕著になる

pH ＞ 1のデータを用いて、最小二乗法により、Zr3(OH)57+及びZr4(OH)88+の生成エンタルピーを、

それぞれ－370.24±0.01 kJmol-1、－342.37±0.01 kJmol-1と決定した。Zr3(OH)57+がZr4(OH)88+

よりも生成する際の結合エネルギーの利得が大きいのは、H2OからOH-が脱離する際に必要なエ

ネルギーの差によるものと考えられる。このように、熱量滴定法には反応熱から直接熱力学量が

導出できるため、反応エンタルピーを精度良く決定できるという利点があり、検討を進めること

で反応機構の解明に資する知見を得ることが期待できる。一方で、熱力学量が未知の系において

は一回の滴下毎にどの程度反応が進行するかの推定ができないため、腐植物質とZr4+の錯生成反

応に熱量滴定法を適用するためには、CE-ICPMS法によるデータ取得やNICA-Donnanモデルの

高度化を進めていく必要がある。また、腐植物質とZr4+の錯生成反応においては、腐植物質のカル

ボキシル基や水酸基が解離する弱酸性から中性のpH領域においてZrO2(s)の固相が生じることを

防ぐために、EDTAなどの競合配位子を添加する必要がある。よって、Zr4+とEDTAの錯生成反応

における反応熱力学量の整備を進めていくことが必要になる。 
 

 
図3.4-7 Zr4+の加水分解熱量滴定結果(a)と反応エンタルピーの最小二乗法による当てはめ結果(b) 
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2) 核種-有機物-岩三元系における核種収着モデルの開発 
天然有機物による核種移行への影響を現実的に評価するには、核種の岩石への収着に対する天

然有機物による影響を定量的に評価する必要がある。しかし、この定量評価には、核種-天然有機

物-岩三元系における核種収着モデルが不可欠となるが、現在、有用なモデルは存在しない。その

ため、核種-天然有機物-岩三元系における核種収着モデルの開発に向けて、金属イオン-天然吸着

媒（岩、土壌、堆積物など）、金属イオン-天然有機物、天然有機物-天然吸着媒の二元系モデルの

加成則アプローチの検討とともに、速度論モデルの適用を念頭に各二元系における反応の瞬時・

可逆性について調査が進められている。日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金･管

理センター（2019）は、平成30年度までの文献調査を通じて、分離・精製した腐植物質と未分画

の天然有機物とでは解離反応機構が異なり、特に高価数の核種ほど未分画の天然有機物と不可逆

に結合する割合が高くなることを指摘している。このことから、未分画の天然有機物に結合した

核種の解離反応機構の解明が、核種-天然有機物-岩三元系モデルの開発のために重要な課題とな

る。 
本事業では、上記の課題解決のため深部地下水に存在する未分画の天然有機物の特性評価を行

い、無機コロイドと複合化した天然有機物が存在するのか等、予察的なデータの取得を行った。

幌延深地層研究センターの深度350 mボーリング孔（13-350-C01）にて還元雰囲気を維持したま

ま地下水を採取し、窒素雰囲気のグローブボックス内で、孔径0.35 µmのガラスフィルターを用い

てろ過処理を行った。その後、sartorius製Vivaflow200を用いてクロスフローろ過法による脱塩・

濃縮を行った。この際の分画分子量は10 kDaとした。クロスフローろ過法ではろ紙に対して水平

方向に溶液が流れるため、ろ紙の目詰まりが起こりづらく、短時間で多量のろ過を行うことがで

きる利点がある。このクロスフローろ過システムを用いて、採取した深部地下水10 Lを10倍の体

積の超純水で脱塩した後、体積が1 Lとなるまで濃縮した。その後、分画分子量3 kDaのフィルタ

ーを用いて限外ろ過を行い、深部地下水中のコロイド粒子を捕集した。コロイド粒子を捕集した

フィルターを24時間凍結乾燥した後、SEM-EDSにて分析を行った。代表的な粒子の画像を図3.4-
8に示す。本調査でフィルター上に捕集されたコロイド粒子には、図3.4-8のaに示したような有機

物とシリカの凝集体が多く見られた。またその凝集体中にb-dに示したような粒径の小さな鉱物が

点在していた。これは、深度350 m地下水中での金属イオンの振る舞いとして、同種の金属が鉱物

として析出した小さな粒子が、有機物とシリカ等を主体とする粒径の大きなコロイド粒子に物理

的に収着している可能性を示唆している。しかしながら、本調査におけるフィルターの捕集量が

多く、粒径の小さなコロイド粒子が埋もれてしまっている可能性がある。今後未分画の天然有機

物の特性評価を進めていくにあたっては、高精度の電子天秤を用いたコロイド粒子捕集量の定量

的な評価や、pHを変化させた際の解離挙動について調査が必要になると考えられる。また、核種

-有機物-岩三元系のモデル開発にむけて、アクチニド元素を模擬した希土類元素と幌延深部地下

水、幌延深部の堆積岩を用いた収着試験を行い、核種の収着・移行挙動に関するデータの取得を

進めていくことも必要となる。 
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図3.4-8 捕集した代表的なコロイド粒子のSEM観察像。a. 有機物とシリカが主成分の比較的大

きな粒子、フィルターに捕集されたコロイド粒子の大部分がこのような凝集体を形成していた。

b. 酸化鉄と思われる直径2 µm程度の粒子。有機物は共存していない。c. 直径20 µm程度のカル

シウムを主成分とする粒子。カルサイトと思われる。d. マグネシウムとシリカを主成分とする

ケイ酸マグネシウム鉱物と思われる粒子。 
 

(3) 2ヶ年の成果と今後の課題 
これまでの2ヶ年では、FFF-ICPMS法を用いてZr4+と幌延深部地下水から分離・精製したフミ

ン酸・フルボ酸との錯生成データを取得し、そのデータへのNICA-Donnanモデルの当てはめから

モデルパラメータの整備を行った。また、FFF-ICPMS法では腐植物質の回収率が低く、錯生成デ

ータの妥当性が明らかでないという課題に対して、試料の損失が極めて少ないCE-ICPMS法によ

る錯生成データ取得手法を整備し、その適用性を確認した。さらに、小角散乱を用いたZr4+との結

合による幌延深部地下水フミン酸の構造変化や、熱量滴定法によるZr4+の加水分解反応熱力学量

など、Zr4+と腐植物質の錯生成反応機構の理解に資するデータの取得を進めた。核種-有機物-岩三

元系での核種収着モデルの開発については、地質環境条件（有機物、岩石、地下水条件）の多様

性や複雑性に着目した文献調査から課題を抽出し、核種-有機物二元系における収着反応機構に関

する予察的なデータ取得を行った。 
今後の課題として、NICA-Donnanモデルパラメータの整備を進め、モデルの高度化を進めるた

めに、幌延深部地下水から抽出・精製したフミン酸・フルボ酸について更に多様な条件下での錯

生成データの取得を進める必要がある。さらに、幌延深部地下水フミン酸に対してCE-ICPMS法
を適用し、錯生成データの取得及びNICA-Donnanモデルの当てはめを行うことで、モデルパラメ

ータの妥当性を多角的に評価することも必要となる。IV価核種と腐植物質の錯生成反応機構の理

解のためには、熱量滴定法による熱力学量の導出等のデータ取得を進めていく必要がある。核種-
有機物-三元系の核種収着モデルの開発に向けては、反応の瞬時・可逆性の観点でデータ取得を進

めるとともに、幌延深部地下環境中の実地下水、堆積岩を使用した室内試験を行うことで、核種

収着のデータ整備を進めていく。 
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3.4.2 微生物影響評価技術の開発 
(1) 背景と目的 
放射性廃棄物の地層処分システムにおいて、人工バリアやその周辺母岩で構成されるニアフィ

ールド及び天然バリアには、放射性物質の移行を抑制する安全機能が期待される。しかしながら、

地下環境には膨大な数の微生物が存在することが明らかにされており（例えば, Fredrickson and 
Fletcher, 2001; Inagaki et al., 2015）、処分システムの安全機能にこれらの微生物が影響を及ぼ

す可能性が指摘されている（Pedersen, 1999; West et al., 2002; Pedersen, 2005）。地層処分シ

ステムに及ぼす微生物影響については、処分場閉鎖後の酸化還元状態の回復促進や水質形成、人

工バリア内の金属容器の腐食、放射性核種の移行などが想定されており（Pedersen et al., 2014; 
日本原子力研究開発機構, 2014; 日本原子力研究開発機構, 2015）、微生物影響評価の不確実性を

低減させるためには、地下環境を対象とした影響評価手法の開発と様々な環境から取得した知見

の拡充が求められている。特に微生物は、「生きて活動している」というその性質上、室内試験

における評価だけでなく、天然の地下環境を対象とした評価手法の確立やデータの取得が必要で

ある。核種の移行への微生物影響については、AECLやÄspö HRLにおいて花崗岩環境下のバイオ

フィルムを対象とした原位置試験等が報告されているが（Vandergraaf et al., 1997; Anderson 
and Pedersen, 2003; Anderson et al., 2006）、天然環境における核種と微生物の相互作用を理解

する上で十分な知見があるとは言い難い。 
そこで本研究では、地層処分システムにおいて想定されている微生物影響のうち、地下深部に

存在する微生物が岩盤中の核種移行に及ぼす影響を評価するための技術を整備することを目的と

して、平成30年度は、核種移行への影響の観点から文献調査を行い、核種と微生物の相互作用反

応について整理した（図3.4-9）。微生物と核種を含む元素の相互作用反応としては、①細胞表面

への収着（biosorption）、②濃集（bioaccumulation）、③酸化還元反応による形態変換

（bioreduction/oxidation）、④鉱物化（biomineralization）が主なものとして挙げられる。地下

環境に生息する微生物が核種移行に及ぼす影響については、微生物の生息形態に大きく依存する

と考えられる。すなわち、微生物が浮遊性か付着性かにより、核種移行の促進／遅延影響が異な

る。また、いずれの生息形態の場合でも、微生物と核種との相互作用反応により、核種移行への

影響は異なってくると考えられる。そこで、平成30年度はバイオコロイド及びバイオフィルムの

形態として地下環境に存在する微生物群集を対象に、核種の収着や微生物の代謝による核種の取

り込み等の重要な現象に関するデータを取得した。平成31年度は、平成30年度に引き続き、水質・

微生物特性等が異なる地下水試料を対象としてバイオコロイドへの元素収着に関するデータを取

得した。また、バイオフィルムの生息域や代謝機能等に関する情報を取得するとともに、評価手

法について提案し、取得したデータをもとにこれらの核種移行への影響メカニズムを把握するこ

ととした。 
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図3.4-9 微生物と元素との相互作用の概念図 

 
(2) 実施内容 

平成30年度に実施した、微生物と核種との相互作用に関する現象モデル開発と重要課題の整理

を踏まえて、地下環境における微生物の生息形態に関する調査手法の確立と浮遊・付着微生物へ

の収着・濃集挙動を把握するために、以下の試験を継続して実施した。 
 

1) バイオコロイドに対する希土類元素の分配係数データ拡充 
地下水中には、無機あるいは有機の形態の様々な化学種のコロイドが存在することが知られて

おり、地層処分システムにおいて、これらのコロイドが放射性核種の移行を促進する可能性が懸

念されている（Miller et al., 2000; Kersting et al., 1999; Penrose et al., 1990）。微生物は、生態

学的に固体表面に付着して生息するものと、水中において浮遊状態で生息するものが存在するが、

後者の場合はコロイドと形態が類似していることから、浮遊状微生物（すなわちバイオコロイド）

に核種が収着あるいは濃集された場合には、核種移行が促進されることが危惧される。また、微

生物代謝により細胞内に核種が取り込まれて濃集した場合、核種の収着／脱着反応が不可逆的で

あると予測されるため（Anderson et al., 2011; 大貫，2002; Pedersen, 2005）、無機コロイド等

と比較すると核種移行の促進がより顕在化される可能性がある。GoldSim (ver. 10.1 : GoldSim 
Technology Group, 2010)及びColfrac (Ibaraki and Sudicky, 1995)を用いた核種移行解析結果や

コロイド影響を考慮した既存の核種移行解析結果からは、コロイドが核種移行を顕在化する条件

は、地下水中のコロイド密度、コロイドへの元素の収着分配係数、収着の不可逆性に関係するこ

とが示されている（久野・笹本, 2009; 日本原子力研究開発機構, 2014）。平成29年度までに、幌

延深地層研究センターの地下施設（Horonobe Underground Research Laboratory; 以下、幌延

URL）のボーリング孔地下水（図3.4-10）を対象として、地下水中に存在する無機・有機形態の

全コロイドの密度及びコロイドへの元素の分配係数についてデータを拡充した（日本原子力研究

開発機構, 2017）。しかしながら、地下水中のバイオコロイドへの収着挙動については、データが
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ほとんど取得されていなかったことから、平成30年度は、地下水中に存在する全コロイド（無機

/有機）のうち、バイオコロイドへの核種の収着特性データを取得するため、幌延URLの深度140 
m坑道から掘削されたボーリング孔から採取した地下水に対し、微生物をγ線滅菌した試料を用

いて希土類元素の収着試験を実施した。平成31年度は、地下水中のバイオコロイドへの核種の収

着特性データを拡充するため、幌延URLの深度250 m坑道において採取した、コロイド密度・微

生物密度・微生物種組成・微生物代謝・地下水組成等の異なる地下水を用いて、コロイドへの希

土類元素の収着試験を実施した。 
幌延URLの250 m坑道から掘削されたボーリング孔（09-V250-M02孔）から、硝酸洗浄・オー

トクレーブ滅菌済みの1 Lデュラン瓶12本に地下水を採取し、数分間オーバーフローさせた後、酸

素が混入しないようにボトルを密閉した後、脱酸素剤とともに採取瓶を真空パック保存した。地

下水採取容器は、γ線を高線量照射した際に安定性が良く物性が変化しにくい材質であるガラス

容器（JIS R3503「ほうけい酸ガラス-1」に相当するDURAN（R））及び黒キャップ（フェノール樹

脂製、パッキンはEPDM）を使用した。その後、線量53.5～71.8 kGyのγ線滅菌処理をした地下

水を、実験室にて、耐圧ステンレス容器に嫌気的に移し替えて地下水中のコロイドへの収着試験

に供した。耐圧ステンレス容器は、使用前にあらかじめ硝酸洗浄・オートクレーブ滅菌を施した

後、99.999％アルゴンガスで容器内の空気を置換した後試験に用いた。試験には、アクチノイド

と元素の挙動が類似しており天然環境中でアクチノイドのアナログ元素とされている希土類元素

を用い、嫌気的に希土類元素をγ線滅菌地下水中に添加し、希土類元素のコロイドへの収着挙動

を評価した。一定期間元素と反応させた溶液中のコロイドを、微生物サイズとして孔径0.2 µmの

メンブレンフィルターにてサイズ分画し、固相を捕集したフィルターと液相のろ液及び未ろ過液

（原液）を採取した。溶液試料については、Na, K, Ca, Mg, Cl, HCO3-, TOC, TIC, Total Fe, Fe2+, 
S2-等の一般水質分析を行った。希土類元素については、ICP-MS（パーキンエルマー社製, 
NexION300X型）を用いて測定した。 
添加した各元素の溶液中の濃度分析結果から、す

べての添加元素は溶液中に溶存状態であるか、コロ

イドに収着したと仮定して、希土類元素添加直後か

ら28日後までの間、コロイドを含む未ろ過溶液と0.2 
µmフィルターろ液中の希土類元素濃度を分析し、γ

線滅菌処理を施した地下水中のコロイド、すなわち

バイオコロイドを除くコロイド（無機/有機コロイド）

への希土類元素の分配係数を算出した（図3.4-11）。

また、地下水中の全コロイドを対象として実施した

希土類元素の収着試験結果を参照し（日本原子力研

究開発機構, 2015; 2016）、全コロイドへの分配係数

から本試験により求めた無機/有機コロイドの分配係

数を減算し、バイオコロイドの分配係数を求めた（図

3.4-11）。分配係数の算出に用いた地下水中のコロイ

ド濃度は、実際の地下環境にて取得した実測値の平

均値として、深度140 mの地下水については0.608 
mg/L、深度250 mの地下水については0.091 mg/Lを
用いた。取得した分配係数結果から、どの分画におい

ても分配係数は軽希土類の方が高い傾向を示し、La
が最も高い値を示すが、重希土類元素に向かうほど

図3.4-10 幌延URLにおける 
ボーリング孔配置図 
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分配係数は低下し、時間の経過にともなう分配係数の著しい変化は、収着試験開始から14日間で

は認められなかった（図3.4-11）。収着試験開始7日後の値を見ると、深度140 mの地下水では、

全コロイドの分配係数はlog Kd (m3/kg)として3.03～4.68の範囲（Ceを除く）であったのに対し、

無機コロイドは2.35～3.90、バイオコロイドは2.92～4.60の範囲（Ceを除く）となり、バイオコ

ロイドの分配係数は無機コロイドより高く、全コロイドと同等の値が得られた。一方、深度250 m
の地下水では、全コロイドの分配係数はlog Kd (m3/kg)として4.47～5.33の範囲で得られたのに対

し、無機コロイドは3.27～4.10、バイオコロイドは3.76～4.73の範囲となり、深度140 mの地下水

と比較すると、全コロイド、無機コロイド、バイオコロイドのいずれの分配係数も比較的高い値

となった。これは、深度250 mの地下水中に存在するコロイド濃度が、深度140 mの地下水のもの

に比べて約一桁低いことが要因であると考えられる。全コロイドに対するバイオコロイドの分配

係数を見ると、深度140 m及び250 mの両地下水において、希土類元素は無機コロイドよりバイオ

コロイドに分配されている傾向が確認され、その傾向の経時的な変化は認められなかった。本試

験で得られた収着分配係数値の信頼性については、今後データ数の拡充などにより検証していく

必要があるが、本試験結果から、地下水中に存在するコロイドのうち、バイオコロイドの方が無

機コロイドより希土類元素の収着反応に重要な役割を果たす可能性が示唆された。バイオコロイ

ドに希土類元素が収着する要因としては、微生物細胞表面の細胞膜に含まれるリン酸基、カルボ

キシル基、ヒドロキシル基、アミノ基等が細胞表面への希土類元素の収着に関与していると推察

され（図3.4-9; Takahashi et al., 2010; Newsome et al., 2014）、地下水中の微生物密度が高い場

合には、核種の移行促進が顕在化される可能性がある。また、環境中に存在する微生物種や元素

によっては、細胞表面の官能基と元素の反応だけでなく、微生物代謝が関与してくる可能性があ

り、様々な微生物種や元素に対してデータを拡充する必要がある。なお、深度140 mの地下水を用

いた全コロイドの収着試験では、0.2 µmフィルターろ液中のCe濃度が検出限界値以下となったこ

とから、全コロイドに対するCeの分配係数を算出することができなかった。このことは、Ceのコ

ロイドへの分配係数が極めて高いことを示している可能性もあるが、深度250 mの地下水を用い

た試験では、Ceの濃度を取得することができたことから、データの再現性も含めてCeの値を再度

検討する必要がある。本試験で算出された全コロイド、無機コロイド、バイオコロイドの分配係

数値は、これまでに単一の培養株であるAcremonium sp.を対象として評価された希土類元素の収

着パターンと概ね近似しているが（Tanaka et al., 2010）、単離株Bacillus subtilisの培養液を用

いた収着試験の報告では、単離株への希土類元素の収着パターンが本試験結果やAcremonium sp.
培養株の結果と逆の傾向を示しており、重希土元素ほど分配係数が高くなることが示されている

（Takahashi et al., 2005; 2010）。このパターンの違いは、収着試験の溶液条件（pHや溶液の化

学組成等）に依存すると考えられる。また分配係数についても、単離株を用いた試験では溶液条

件に応じて異なる傾向を示しており、本試験のpH条件と比較的近いpH6.91の試験条件下では、分

配係数はlog Kd (m3/kg)として5.08～5.50の範囲で取得されていた（Tanaka et al., 2010）。この

既存報告の分配係数は、本試験で得られた複数の微生物種が混在する微生物群集を対象としたバ

イオコロイドの分配係数と比較すると元素によっては高い傾向を示しているものの、比較的近い

値の分配係数値が得られていることから、様々な微生物種が混在している地下水中の微生物群集

を対象とした場合でも、室内試験で取得した希土類元素の分配係数結果を参照できる可能性があ

る。地層処分システムにおけるコロイドの核種移行影響について、信頼性を向上させるためには、

今後も引き続き水質や微生物群集組成の特徴の異なる地下水中のコロイドへの核種を含めた元素

の分配係数のデータを拡充していく必要がある。 
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図3.4-11 深度140 m（07V140M03孔）及び250 m（09V250M02孔）に分布する地下水中のコロ

イドへの希土類元素の分配係数の経時変化．全コロイド；地下水中に存在する全コロイド（無機

/有機コロイド）．無機コロイド；γ線滅菌処理を施して微生物を死活させた地下水中のコロイ

ド（無機及び生きたバイオコロイドを除く有機コロイド）．バイオコロイド；全コロイドの分配

係数から無機コロイドの分配係数を減算したもの．(a) 収着試験1日後、(b) 収着試験3日後、(c) 
収着試験7日後． 

 
2) バイオフィルムの生物学的特性評価及び元素収着特性評価  

水界環境に生息する多くの微生物は、固体表面に付着し、そこで増殖して細胞外高分子物質

（Extracellular polymeric substances: EPS）を生成する。これらの微生物集団とEPSによって

形成される高次構造体をバイオフィルムといい（Flemming and Wingender, 2010; O’Toole, et al., 
2000）、地球上の9割以上の微生物が自然環境中にバイオフィルムの形態で存在するとも言われて

いる（Lerchner et al., 2008; Stoodley et al., 2002）。形成されたバイオフィルムの高次構造体が

成熟すると、一部の細菌は成熟バイオフィルムから脱離して浮遊状態に移行するが、やがて浮遊

菌体はまた新たな環境を見つけて付着することが知られている（Flemming and Wingender, 
2010）。EPSを含むバイオフィルムは、様々な機能を有しており（Flemming and Wingender, 
2010）、その中でも有機化合物、無機イオン、鉱物粒子を収着することが報告されている（MacLean 
et al., 2007; Moreau et al., 2007; Takahashi et al., 2005; Amano et al., 2017）。このような生態

を考慮すると、地層処分システムにおいてバイオフィルムは放射性核種の移行を遅延あるいは促

進の両方に影響を及ぼす可能性があり（Pedersen, 2005; Anderson et al., 2011）、地下環境にお

けるバイオフィルムの現存量と金属元素との相互作用について理解し、知見を拡充する必要があ



3-95 

る。地下環境におけるバイオフィルムの研究については複数の報告例があるが（Ekendahl et al., 
1994; MacLean et al., 2007; Jägevall et al., 2011）、坑道掘削やボーリング孔掘削等の人為的な

影響を受けていない岩盤亀裂表面を対象としたバイオフィルムに関する直接的な観察例は報告さ

れていない。 
これまでに幌延URLを活用して実施してきたバイオフィルム調査の中で、堆積岩内部において

バイオフィルムが形成されている可能性を示すデータが取得されてきた（日本原子力研究開発機

構, 2017）。そこで平成30年度は、幌延URLにおけるボーリング孔の中で、堆積岩岩盤内部にバ

イオフィルム形成の可能性が示唆されているボーリング孔 07-140-M03孔を用いて、バイオフィ

ルムの形成領域（採水チューブ内、ボーリング孔孔壁、あるいは岩盤内部）を特定するために、

ボーリング孔からの採水バルブを開けた直後から地下水を連続的に採取した。採取した地下水及

びバイオフィルム試料について、化学成分・微量元素濃度、微生物現存量・種組成、メタゲノム

解析データを取得した。その結果、優占種として検出された微生物は、バイオフィルムを形成す

る種として知られるAltiarchaealesに近縁な種（SM1）であり、これらの微生物は天然の堆積岩岩

盤内部でバイオフィルムを形成していることが示唆された。しかしながら、3日間の調査の後半に

おいて、微生物数が増加する傾向が確認されたため、環境中におけるバイオフィルムを含む微生

物分布の均一性及び再現性を確認し、地下環境におけるバイオフィルムの形成領域についての情

報を取得するために、平成31年度は、同孔にて調査期間を9日及び22日間に延長してバイオフィル

ム特性調査を実施した。 
図3.4-12に地下水採取バルブ開放後からの流量の変化を示す。地下水流量は、採取開始から時

間の経過とともに低下し、開放1日後には、開放直後の1/2まで低下した。流量の実測値をもとに

地下水流量の変化量の式を求め、式を用いてバルブ開放後からの地下水排水量とボーリング孔採

水区間あたりの排水量比を算出した。排水量比の算出にあたり、ボーリング孔採水区間の容積は、

117.75 Lとした。バイオフィルム調査は平成30年度から合計3回実施したが、いずれの調査におい

てもバルブを開放した後の地下水流量の変化は認められなかったことから、調査孔周辺の間隙水

圧や水理状態が安定していること、及び調査の再現性が確認された。 
各採取試料中の微生物細胞数を、直接計数法により計数した。各項目の結果を表3.4-4に、地下

水排水量に対する細胞数の変化を図3.4-13に示す。バルブ開放直後から区間容積量の地下水を排

出するまでの間は、微生物数が多く、その他の試料と比較して一桁高い値の微生物数が存在して

いた。蛍光顕微鏡観察像から、この試料中には球菌、短稈菌、長桿菌等様々な形態の微生物細胞

が観察されたことから、微生物群集は多様な種で構成されており、バルブ閉鎖時に採水区間内に

溜まっていた地下水中あるいはボーリング孔壁で微生物が増殖しており、岩盤中の地下水に生息

する微生物とは異なる生態系が形成されていることが推察された。採水区間容積分を排水した後、

バルブ開放直後から数時間後と比較すると、細胞数は顕著に低下し（表3.4-4）、その後ほぼ一定

の値を示すとともに顕微鏡観察時の細胞形態も一様な球菌が観察された。平成30年度実施した調

査では、バルブ開放から76時間後、採水区間容積を3.8倍以上排水した後の地下水中の細胞数は、

それ以前のものと比較すると2倍程度増加しており、大量のEPSとともに一様な形態の球菌が観察

された。しかしながら、平成30年度の調査で、採水区間体積の3.8倍地下水を排水した際に観察さ

れた菌数の増加は、平成31年度の調査では観察することができなかった。排水過程での菌数の増

加は、堆積岩岩盤内部にバイオフィルムが不均一に形成されている可能性を示唆するものと予想

し、岩盤内部でのバイオフィルム形成の均一性と、菌数データの再現性を確認するために平成31
年度より長期に渡り再調査を実施したが、予想していた結果を得ることはできなかった。平成31
年度2回実施した調査結果から、採水区間容量以上を排水した後は、地下水中の全菌数は安定した

値を示したことから、調査対象とした堆積岩地下環境の岩盤内部では、形成されているバイオフ
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ィルム密度は比較的均一なものであることが推察された。 
各採取試料中の微生物群集組成を明らかにするために、16S rRNA遺伝子を対象とした解析を

実施した。微生物細胞の全DNAをExtrap Soil DNA Kit Plus ver.2 (日鉄住金環境株式会社製)を
用いて抽出し、微生物の16S rRNA遺伝子をターゲットとしたPCR増幅産物について、次世代シ

ーケンス解析（MiSeq, Illumina社製）を実施した。解析には、次のプライマーを用いた。 
 
V4-5 region primers:  

V4-F (5’-AYTGGGYDTAAAGNG-3’), V4-R (5’-CCGTCAATTYYTTTRAGT-3’) 
 
得られた配列解析データについて、複数の解析ツールが統合されたQIIMEパイプラインを用い

て、塩基配列のチェック、OTU (Operation Taxonomic Unit) の選定、代表配列の決定を行うと

ともに、各OTUの代表配列について16S rRNA遺伝子データベースに対する相同性検索を行い、

系統分類を推定するとともに菌種構成比を算出した。解析結果から、採水区間容積分の地下水を

排出するまではAltiarchaealesに近縁な種（SM1）の検出割合が増加するが、その後は検出割合と

してはやや減少することが示された（図3.4-14）。しかしながら、採水区間容積の3倍以上を排出

した後もSM1が優占種として40～50％の割合で検出されていることから、SM1はバルブ閉鎖時に

採水区間内に溜まっていた地下水中で増殖しただけでなく、天然の堆積岩岩盤内部でバイオフィ

ルムを形成していることが示唆された。地下水中から検出されたSM1以外の微生物種としては、

未培養微生物であるJS1の他、Actinobacteria、Bacteroidetes、Chloroflexi、Firmicutes、
Planctomycetes、Proteobacteriaが存在しており、排水過程における微生物種組成の変化は、検

出割合は多少異なるが、構成種の傾向は平成30年度の解析結果と近似していた。また、平成31年
度の結果からも、採水区間容積分以上の地下水を排水させた後は、微生物種組成及びその検出割

合はほぼ安定する傾向が確認されたことから、本結果は調査対象とするボーリング孔の近傍の堆

積岩地下水中の微生物特性を反映できているものと考えられる。 
 

 
図3.4-12 バルブ開放後の地下水流量の変化 
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表3.4-4 採取試料の日時、排水時間、排水量及び微生物細胞数 

 

 
図3.4-13 地下水排水量に対する微生物数の変化 
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図3.4-14 16S rRNA遺伝子に基づくバルブ開放後の地下水中の微生物群集組成の変化 
 
地下施設内に掘削された深度140 mから350 mまでの合計4ボーリング孔（08-E140-C01, 07-

V140-M03, 09-V250-M02，13-350-C01）を利用して、6区間から地下水を採取し、地下施設建設

過程において16S rRNA遺伝子解析及びメタゲノム解析を実施している。平成31年度も継続して、

孔径0.2 ㎛のメンブランフィルター（GVWP; Millipore）上に捕集した微生物細胞を対象として、

微生物多様性及び代謝機能に関する情報を取得するための解析を実施した。メタゲノム解析につ

いては、捕集した微生物細胞の全DNAをExtrap Soil DNA Kit Plus ver.2 (日鉄住金環境株式会社

製)を用いて抽出し、抽出したDNAについてゲノムDNA断片化を行い、ビーズ精製により550 bp
インサートを基準としてサイズ選択した後、Agilent 2100BioAnalyzerにより濃度測定・品質を確

認することでシーケンス用ライブラリ調製を行った。シーケンス解析は、Paired-End法にて150 
bpを対象として実施した。Paired-End解析のゲノム配列データセットについて、checked and 
quality trimmed, idba ud (Peng)を用いてゲノム配列の再構築（アセンブル）を行った。meta-
Prodigalを用いて1000bp以上のコンティグについてオープンリーティングフレーム（ORF; 推定

遺伝子領域。塩基配列のうち、タンパク質として機能していると予測される領域のこと）を推定

した。カリフォルニア大学バークレー校のBanfield研究室で構築されたアノテーションパイプラ

インを用いて、ORFsの予察的な機能の推定やrRNA, tRNAの推定を行った。その後、ゲノム配列

データベース中からそれぞれのORFについて最も相同性の高いものを同定した（Wrighton et al., 
2012）。 
幌延地下環境におけるSM1の空間分布を明らかにするために、rpS3遺伝子に着目し、これまで

に実施したメタゲノム解析データを対象として、各採水区間における種組成の経時変化について

解析を実施した。その結果、SM1が優占種として分布しているのは、07-V140-M03孔、08-E140-
C01孔、09-V250-M02孔、13-350-C01孔で、掘削坑道壁面に採水区間が近い試料のみであること

が明らかになった（図3.4-15）。SM1が検出されている採水区間は、坑道壁面から約20 mの領域

に限定されることが示されたことから、本調査環境で検出されたバイオフィルム形成種である

SM1は、坑道壁面近傍の約20 mの範囲に優占して分布することが示唆された。また、一部の領域

（09-V250-M02孔）では時間の経過とともに、出現率が減少することが示された（図3.4-15）。 
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堆積岩地下環境に存在する微生物が有するバイオフィルム形成能力のポテンシャルを推定する

ために、これまでのメタゲノム解析データについて、rpS3遺伝子の他に、バイオフィルムの細胞

外マトリクス成分を構成するリポ多糖 (LPS; lipopolysaccharide)、多糖 (pda; polysaccharide 
deacetylase)、グルコシルトランスフェラーゼ (gtf; glycosyl transferase)等の生成に必要な遺伝

子の有無について解析を行った。その結果、これらの遺伝子は調査を行った採水区間においてほ

ぼ均一に分布していることが明らかになった（図3.4-16）。このことは、微生物が広域的にバイオ

フィルム形成の潜在能力を有していることを示唆している。しかしながら、これまでに実施した

微生物の遺伝子解析、菌計数、顕微鏡観察の結果から、地下試料中で検出されるバイオフィルム

はSM1でほぼ占められており、その他の種については、バイオフィルム形成の潜在能力を有して

いるにも関わらず、SM1のように観察できるレベルでバイオフィルムを形成していないことが推

定された。また、SM1によるバイオフィルムが顕著に形成される領域は、坑道近傍のニアフィー

ルド領域に限定され、坑道掘削から時間が経過するにつれて減退する可能性が示唆された。坑道

壁面近傍から離れた領域にてEPSが顕微鏡で観察できるレベルでの顕著なバイオフィルムの形成

が少ない要因として、バイオフィルムの形成には付着するための基盤に加えて、炭素源やエネル

ギー源が供給されるための水流が必要になるが、地下環境にはバイオフィルムが高密度で形成さ

れるための栄養条件や水流が十分でないことが考えられる。バイオフィルム形成（微生物増殖）

に必要な炭素源としては、無機炭素と有機炭素が挙げられ、一般的には様々な種類の低分子・高

分子有機物（アミノ酸、タンパク質、脂質等を含む）を利用する微生物が大部分を占めるが、地

下環境は微生物が利用可能な有機物量が欠乏した状態である。幌延地下環境における地下水中の

全有機炭素濃度は、約15～30 mg/Lであることが調査結果から明らかにされているが（例えば、

笹本ほか，2014）、そのうち60.9~67.0%は微生物にとって難分解性有機物として知られるフミン

酸やフルボ酸などの腐植物質であると報告されている（Terashima et al., 2020）。微生物に利用

されやすい酢酸やギ酸などの低分子有機物は、地下水中には極めて低濃度でしか存在しておらず、

幌延地下環境ではメタン生成菌などとの競合により速やかに消費されており（玉村ほか，2012；
玉村ほか，2014）、利用可能な形態の有機炭素は量的に非常に限られていると推察される。一方

で、幌延URLにて検出されているバイオフィルムの主な形成種であるSM1は、炭素源として無機

炭素であるCO2あるいは炭酸イオンを利用する能力を有することがゲノム解析の予察的な結果か

ら推定されており、SM1が優占的にバイオフィルムを形成しているのは、幌延の地下環境に豊富

に存在するCO2を炭素源として利用することができるためであると考えられる。 
上述した平成31年度及びこれまでのバイオフィルム調査やメタゲノム解析、顕微鏡観察、菌計

数等の分析結果から、バイオフィルムは、地下環境において水理・地球化学環境の擾乱が生じる

処分施設の建設・操業時において、地下水が湧水する坑道壁面や坑道壁面近傍の数10 mの領域（幌

延URLの事例では、約20 mの領域）で形成されるが、利用可能な有機炭素量が限られているため

に形成密度は小規模であり、地下水流量の変化に応じて次第に減退していく可能性が示唆された

（図3.4-17）。 
バイオフィルムの核種移行影響の観点で考察すると、平成30年度の研究成果から、バイオフィ

ルムを大量に含む分画が重金属元素を濃集していることが示された。一方で、これまでのゲノム

解析データの予察解析結果から、幌延の原位置地下環境で形成されているバイオフィルムの主要

構成種であるSM1は、炭酸固定反応によりエネルギーを獲得しており、電子伝達系に関与する遺

伝子は非常に限られていることから、代謝反応により核種を含む金属元素との相互作用を行う可

能性は高くないと考えられる。したがって、バイオフィルムへの重金属元素の濃集は、微生物群

集組成に起因するものではなく、バイオフィルムの主要な構成成分であるEPSが重要な役割を果

たしていることが推察された。バイオフィルムに元素が収着するメカニズムとして、まず微生物
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が固体に付着してバイオフィルムを形成する過程でEPSが生成される（図3.4-18）地下水中のコ

ロイド状の鉱物粒子や溶存イオンがEPSに収着する、あるいは物理的にトラップされ、さらにEPS
にトラップされた鉄鉱物や粘土鉱物粒子はSM1細胞表面から発生する突起物によってしっかりと

捕獲される。その後、バイオフィルム内のEPSやトラップされたコロイド・鉱物粒子に元素が収

着するというメカニズムが推察された。成熟したバイオフィルムのうち、大半はEPSで構成され、

菌体が占める割合は乾燥重量で1割程度であると言われている（Flemming & Wingender, 2010）。
EPSの成分はバイオフィルムを構成する微生物によって大きく異なるが、一般的に、水、細胞外

多糖、DNA、タンパク質が主要な構成成分として知られていることから、EPSに元素が収着され

る理由としては、アミノ糖やタンパク質の中にある-NH3+等の陽イオン、ウロン酸やタンパク質の

中にある-COO-や-HPO4-などの陰イオン、芳香族アミノ酸や多糖類等が機能していると推察され

る（Flemming, 1995; Flemming & Wingender, 2010）。今後は、微生物代謝との関連性をより

詳細に明らかにするために、ゲノムデータの詳細な解析を進めるとともに、主要な微生物の代謝

機能や官能基等の情報を取得することにより、バイオフィルムへの核種の収着・取込メカニズム

を明らかにすることで、より信頼性の高い微生物影響評価を構築していく計画である。 
 
 

 
図3.4-15 rpS3遺伝子に基づくバイオフィルム形成種SM1の空間分布と経時変化 
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図3.4-16  バイオフィルムのEPSの構成要素である多糖等の生成に関わる遺伝子の空間分布．横

軸はボーリング孔名_採水区間_採水年を示す．a リポ多糖 (LPS; lipopolysaccharide)、b 多糖 
(pda; polysaccharide deacetylase)、c グルコシルトランスフェラーゼ (gtf; glycosyl transferase)
各酵素等をコードする遺伝子の数． 



3-102 

 
図3.4-17 ニアフィールド領域におけるバイオフィルム形成領域の概念図 

 
 
 

 
 

図3.4-18 滅菌済スポンジを用いて回収した地下水中の微生物を含む粒子のSEM観察像．a. ス
ポンジ表面に多数の粒子が付着している様子．b. aの拡大図．SM1様の球状の形態をした細胞が

スポンジを基盤としてバイオフィルムを形成し、成熟している様子．コロイド状の粒子がバイオ

フィルムにトラップされている．c. bの拡大図． 
 

(3) 2ヶ年の成果と今後の課題 
核種移行への影響の観点から文献調査を行い、核種と微生物の相互作用反応について整理した

ところ、室内試験を対象とした微生物と核種との相互作用に関する知見は数多く報告されている

が、地下環境を模擬した条件下で実施された試験や地下微生物を対象とした試験については知見

が非常に限られていることが確認された。したがって、地層処分システムにおける微生物の核種

移行影響について、信頼性の高い評価を行うためには、地下環境に生息する微生物を対象として

これらの相互作用に関する知見の拡充の重要性が挙げられた。核種移行への微生物影響を評価す

るためには、微生物と核種の相互作用に関する理解を深めるだけでなく、地下環境における微生

物の生息形態（浮遊/付着）に関する評価手法の確立と原位置環境から取得した知見の拡充が極め

て重要であると考える。また、バイオコロイドやバイオフィルムによる元素の収着や生息状況に

関するデータを取得し、バイオフィルムへの元素の濃集は微生物が生成するEPSや微生物代謝に

a b c 
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起因する可能性があることが示された。抽出された重要度の高い研究課題を踏まえて、幌延URL
の深度140 m及び250 mのボーリング孔から採取した地下水に対し、全コロイド（無機/有機）の

うち、バイオコロイドへの希土類元素の収着特性データを取得した。バイオフィルムの核種移行

影響評価に関しては、幌延の地下環境を対象として、バイオフィルムの分布とその形成の潜在能

力、収着特性について評価手法を提示した。また、幌延の地下環境において形成されているバイ

オフィルムには、重金属元素が濃集することが確認されたが、バイオフィルムへの元素の濃集は

バイオフィルム構成微生物種ではなく、主に細胞外高分子物質の量に起因する可能性が示唆され

た。バイオフィルムを形成しているSM1は、坑道壁面近傍に優占して分布することが示されると

ともに、一部の領域では時間の経過とともに出現率が減少することが示されたことから、SM1に
よるバイオフィルム形成が顕著にみられる領域は坑道近傍のニアフィールド領域に限定され、坑

道掘削から時間が経過するにつれて減退する可能性が示唆された。 
今後は、核種移行に及ぼす微生物影響評価モデルの構築とパラメータ整備を目的として、バイ

オコロイドへの希土類元素の収着分配係数について、再現性確認試験によりデータの信頼性を向

上させるとともに、様々な地下水水質を対象とした収着挙動評価に加えて希土類元素以外の重要

核種についても評価を行い、収着データを拡充する必要がある。また、地下に生息する微生物生

態系や施設建設過程におけるバイオフィルムを含めた微生物特性の変化の基礎情報に関する知見

の拡充により、より信頼性の高い微生物影響評価につなげることができる。さらに、主要な微生

物の代謝機能や官能基等の情報を取得することにより、バイオコロイド及びバイオフィルムへの

核種の収着・取込メカニズムの解明を目指す。 
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4.  ニアフィールド性能の総合評価技術開発 
 
4.1  目的と 2 か年の計画 
4.1.1  目的 
地層処分システムの性能評価では、ニアフィールドの長期挙動に影響を及ぼす可能性のある複

数の現象とこれらの相関関係の理解に基づき、ニアフィールド環境変遷を評価するとともに、こ

うしたニアフィールド環境変遷評価から得られる知見や情報を、核種移行の場の設定に反映させ

て核種移行挙動を評価する必要がある。人工バリア及び周辺の岩盤からなるニアフィールドにお

いては、熱的、水理学的、力学的及び化学的なプロセスが相互に影響を及ぼし合うことにより環

境条件が変遷するため、これらの多様なプロセスに関する個別のモデルによる評価だけでは不十

分となる可能性がある。 

こうした観点から、これらの個別のモデルを統合し、ニアフィールド環境の変遷及びそれを考

慮した核種移行挙動を解析することの可能な解析ツールを開発することを目的として、個別の現

象モデルを統合してニアフィールドの空間的・時間的な変遷を解析するためのシステムを構築す

る（サブタスク1において実施）とともに、このシステムの解析によって予測される場の変遷を

核種移行解析モデルへ適切に反映する手法を構築する（サブタスク2において実施）。 

 
4.1.2  2 か年の計画 

サブタスク 1 について、平成 30 年度は、ニアフィールドにおける化学、水理、力学などの異

なる物理現象の連成効果（以下、「マルチフィジックス性」という）、バリア材料間の界面などの

局所的な領域で生ずる相互作用などの現象とこれがニアフィールドシステムの挙動へ与える影響

や間隙構造など微視的スケールでの不均質性など（以下、「マルチスケール性」という）を有する

諸現象を対象に、ニアフィールドシステムの変遷を評価するために必要なスケール間や現象間の

相互の関係を明らかにする。そして、各研究分野において開発されている個別現象解析モデルや

連成解析手法の最新知見の調査を行い、これらの知見に基づき、様々な現象解析モデルを解析モ

デル間の連成のルールに基づき解析をコントロールする機能などを有するプラットフォーム上に、

統合・連成させるための研究開発アプローチを提案する。さらに、その研究アプローチに沿って、

「緩衝材へのオーバーパックの腐食影響」や「コンクリート埋め戻し材の鉄腐食膨張に伴うひび

割れ」などのマルチフィジックス性とマルチスケール性の複合問題に対処できるように先行事業

「セメント材料影響評価技術高度化開発」（平成 23 年度～平成 26 年度）（日本原子力研究開発

機構, 2012；2013；2014a；2015a）及び「処分システム評価確証技術開発」（平成 25 年度～平

成 29 年度）（日本原子力研究開発機構, 2014b；2015b；2016；2017；2018）で開発されたニア

フィールド複合現象解析システムを最大限活用して、ニアフィールドの振る舞いが評価できる解

析システムのプロトタイプの構築に着手する。平成 31 年度は、プロトタイプを活用して試行的

な解析を行い、その結果に基づき、核種移行パラメータや核種移行解析の前提条件への影響の分

析・整理を通じた課題の抽出と対処方策の提案を行う。 

サブタスク 2 については、平成 30 年度は、ニアフィールド条件の変化を設定するために必要

な、時間変化を考慮した地質環境モデルに関する最新知見や、ニアフィールドを対象として開発

されている現象解析モデルの最新知見を踏まえつつ、連成解析の結果を反映させて核種移行を評

価するための解析手順やデータ受け渡しなどのフレームワークの構築に着手する。平成 31 年度

は、上記の連成プラットフォームを利用した核種移行解析モデルを構築し、試行的な核種移行解

析を実施する。さらに、その試行結果に基づいた課題の抽出と、課題解決に向けた研究開発のア

プローチを提案する。 
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4.2  現象解析モデルの統合化技術の構築 
4.2.1  背景と目的 

本事業の先行事業である「処分システム評価確証技術開発」（平成 25 年度～平成 29 年度）で

は、ニアフィールドのシステム変遷と核種移行解析の体系的評価技術として、ニアフィールドシ

ステム変遷に関する複合現象の解析とその現象解析結果に追随して核種移行解析を行う手法を開

発し、ニアフィールド複合現象評価手法、核種移行評価手法、共通モデル・シナリオ・データベ

ース及び成果の体系化手法をまとめたニアフィールド総合評価システムを構築した（日本原子力

研究開発機構, 2016；2017；2018）。この先行事業の取り組みでは、個別モデルによる解析だけで

は、ニアフィールド全体性能への影響の把握が困難な現象として、主に「コンクリートでのひび

割れの発生・進展問題」に着目し、プラットフォームを中核とするシステムの開発を実施した。

これにより、コンクリートのひび割れ発生・進展とその周囲の化学的変質などに係る局所スケー

ルの現象が、坑道全体スケールの挙動にどのような影響を及ぼすかという点に着目した化学－物

質輸送－力学連成解析が可能となった。このような解析では、4.1.2 項で示した「マルチフィジッ

クス性」と「マルチスケール性」を有する諸現象を統合させることにより解析モデルが構築され

ている点が特徴的である。 
しかしながら、当該システムで対象とする現象は、上記で示したコンクリートのひび割れ・進

展問題に限定されており、ニアフィールドで考慮する必要のある複合現象と、それが安全機能に

与える影響に関する情報の抽出とその分析・整理が十分に行われていない。また、システムで対

象とする現象が変わる場合には、個別現象モデルやそれらの統合・連成の構造なども変わる可能

性があることから、これらを反映したシステムの整備も不十分であると考えられる。 
そこで平成 30 年度は、複数のプロセスを複合的に考慮する必要のある複合現象で、かつ、安全

機能や核種移行への影響が大きい現象を幅広く抽出して、その現象を対象とする評価システムを

構築する研究開発アプローチを提案すると共に、このアプローチに基づき、「緩衝材の長期変遷挙

動の予測」を優先的に取り組む課題として評価システムのプロトタイプを構築した。このプロト

タイプによる試解析の結果、ニアフィールド複合現象評価における連成解析で想定している現象

として、コンクリート支保のセメント影響を受けた地下水によって緩衝材の変質が不均質に進展

していく様子などが確認できた。しかしながら、構築したプロトタイプを用いて、バリア材料に

期待している安全機能の維持あるいは劣化・喪失に至る可能性のある現象が発現する条件を定量

的に分析し、ニアフィールドの複合的な振る舞いを評価するためのシステム開発に向けた課題を

抽出することは今後の課題とされた。 
そこで平成 31 年度は、平成 30 年度に構築されたニアフィールド複合現象評価システムのプロ

トタイプを活用して、バリア材料に期待している機能の維持／喪失に至るプロセスが発現する条

件を定量的に分析することを目的とする感度解析を行った。具体的には、コンクリート支保やオ

ーバーパックとの相互作用により緩衝材に期待している機能に影響を及ぼし得る複数の状態変遷

のパターンなどに着目して、この状態に至る条件などを定量的に評価するための感度解析を行っ

た。そして、このような条件の分析などを通じて、ニアフィールドの複合的なふるまいを評価す

るためのシステム開発に向けた課題を抽出した。また、平成 30 年度に抽出されたバリア構成要

素の機能や核種移行挙動への影響が大きいと考えられた現象のうち、閉鎖後過渡期における状態

の変化及び人工バリアと岩盤の相互作用がもたらす影響を評価することが可能なシステム開発に

向けた課題を抽出した。本節ではこの検討の成果を示す。 
 



4-3 
 

4.2.2  実施内容 
(1)  解析で対象とする状態変遷のパターンと解析ケースの設定 

平成 30 年度に実施された、緩衝材の機能に影響を及ぼす可能性がある状態の変化に関する現

象間の相関関係のインフルエンスダイアグラムによる整理結果（日本原子力研究開発機構・原子

力環境整備促進･資金管理センター, 2019）や、緩衝材の機能喪失に至る状態変遷のパターンのス

トーリーボードなどによる整理結果（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理セ

ンター, 2019）から、ニアフィールド複合現象評価システムのプロトタイプによる水理、化学－

物質輸送及び力学の連成による感度解析で対象とする緩衝材の状態変遷のパターンを選定した。

緩衝材の機能が喪失される場合の状態変遷のパターンのストーリーボードによる整理結果を図

4.2-1 に示す。図 4.2-1 に示した現象のうち、コンクリート支保との相互作用については、コンク

リート支保から緩衝材へセメントの溶出成分が供給されることによるモンモリロナイトの溶解や

二次鉱物の沈殿などの化学的現象とそれによる地下水の流路の変化（緩衝材での移流の発生など）

及び未変質の緩衝材の膨潤による密度の再配分などの力学的現象を考慮するものとした。また、

オーバーパックとの相互作用については、オーバーパックの腐食により生じた Fe(Ⅱ)イオン及び

OH-イオンが緩衝材に移行してモンモリロナイトの溶解や鉄ケイ酸塩鉱物などの二次鉱物が沈殿

する化学的現象と、境界において鉄腐食生成物が形成され、膨張による応力が緩衝材に載荷され

て圧密される力学的現象を考慮するものとした。 
設定した解析ケースを表 4.2-1 に示す。コンクリート支保と緩衝材との相互作用については、

ひび割れなどを通じて緩衝材へ地下水が供給されることで、上記に示した変質などの化学的現象

と力学的現象を考慮するものとした。また、オーバーパックと緩衝材との相互作用については、

オーバーパックの腐食生成物の腐食膨張によって緩衝材が圧密される影響を考慮しない場合と考

慮する場合を分けて異なる解析ケースとして設定した。 
 

 
図 4.2-1 緩衝材の状態変遷のパターンに関するストーリーボードによる整理結果 

（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター(2019)に基づき作成。 
吹き出し内に太字で書かれたものは解析で対象とした現象を示す。) 
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表 4.2-1 水理、化学－物質輸送及び力学の連成解析で対象とする解析ケース 

解析ケース コンクリート支保と緩衝材の境界 オーバーパックと緩衝材の境界 

緩衝材とオーバーパック

との境界では鉄との化学

的相互作用のみを考慮す

るケース 

コンクリート支保のひび割れを通

じて地下水が供給されることで緩

衝材が変質する化学的影響と未変

質の緩衝材の膨潤による力学的影

響を考慮 

鉄イオンとの反応によって緩衝材

が変質する化学的影響のみを考慮 

緩衝材とオーバーパック

との境界では鉄との化学

的相互作用と力学的相互

作用を考慮するケース 

鉄の腐食膨張によって緩衝材が圧

密される力学的影響と、鉄イオン

との反応によって緩衝材が変質す

る化学的影響を考慮 
 

(2)  ニアフィールド複合現象評価システムのプロトタイプの改良 
本項(1)で設定した緩衝材の状態変遷を対象とした解析を行うために、平成 30 年度に開発した

ニアフィールド複合現象評価システムのプロトタイプの改良を行った。プロトタイプによる連成

解析におけるモデル間の連携の構造を図 4.2-2 に、解析ツール間で受け渡されるパラメータの種

類を表 4.2-2 にそれぞれ示す。この評価システムにおいては、先行事業「処分システム評価確証

技術開発」で開発されたニアフィールド複合現象評価システムの開発環境として活用されたモデ

ル連成フレームワークである OpenMI（OpenMI Association, 2015）が活用されている（日本原

子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）。 
表 4.2-2 に示されている解析コード間のインタフェイスのうち、No.3 については、平成 30 年

度は FEMWATER（Yeh, 1987；Lin et al., 1997）で行っていた水理解析を汎用解析コードであ

る QPAC (Quintessa Ltd., 2013)で行うように変更したことに伴い、同一の解析コード間で水理

解析と化学－物質輸送解析を行うことになったことから、インタフェイスとしては除外した。

No.5 についても、MACBECE（三原ほか, 2010；平野ほか, 2016；三原ほか, 2017；日本原子力

研究開発機構, 2018）で計算された密度変化を考慮したモンモリロナイトの間隙比などを用いて

QPAC 内で計算する改良を行ったため、インタフェイスとしては除外した。また、平成 31 年度

に実施した感度解析においては、本項(1)で示したようにオーバーパックの鉄の腐食膨張に伴う緩

衝材の圧密などの力学現象の結果を化学－物質輸送解析に受け渡す必要があることから、平成 30
年度においては開発の対象外とされていた No.2 及び No.4 のインタフェイスの開発を新たに行

った。水理、化学－物質輸送及び力学のそれぞれの解析モデルとインタフェイスの概要を以下に

示す。 
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図 4.2-2 解析ツール間の連携の全体構造 

（図中の「Wrapper」とは OpenMI におけるインタフェイスを意味する。） 
 

表 4.2-2 解析ツール間で受け渡されるパラメータの種類 
（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理センター(2019)を一部改訂） 

No. From To 概要 交換パラメータ 平成 30 年度から
の変更内容 

1 QPAC MACBECE 

QPAC の出力に基づき
MACBECE の各要素に
おける力学特性に影響
を与えるパラメータを
指定 

• 間隙率 
• 交換性 Na 型率 
• スメクタイト部
分密度 

• イオン当量濃度 

• 変更なし 

2 QPAC MACBECE 

QPAC の出力（鉄腐食
セル b）で生成した鉱物
の体積膨張速度）に応
じて鉄の腐食膨張速度
を指定 

• 鉄腐食膨張速度 • 平成31年度に   
新たに開発a) 

3 FEMWATER QPAC 
FEMWATER の出力に
基づき QPAC の解析体
系内の流量を指定 

• QPAC の解析体
系内の流量 

• 水理解析コード
をFEMWATER 
からQPACに変
更したことに伴
い削除 

4 MACBECE QPAC 
MACBECE の出力に応
じて QPAC の隣接セル
間距離を指定 

• 緩衝材の体積ひ
ずみ 

• 平成31年度に   
新たに開発a) 

5 MACBECE FEMWATER 
MACBECE の出力に応
じて支保や緩衝材の透
水係数を指定 

• MACBECE で出
力された透水係
数（No.1 の化学
変質の情報も含
めた値） 

• QPACで透水係
数を計算する改
良を行ったこと
に伴い削除 

a) 平成 31 年度は、No.2 及び No.4 のインタフェイスを新たに実装した。 
b) 本項(2)の 2)で後述する。 

QPAC
Wrapper

MACBECE
力学解析

MACBECE
Wrapper

• 緩衝材のパラメータ
 間隙率
 交換性Na型率
 スメクタイト部分密度
 イオン当量濃度

• 鉄腐食膨張速度

緩衝材の体積ひずみ

QPAC Wrapper
出力：
• 緩衝材のパラメータ
• 鉄腐食膨張速度
入力：
• 緩衝材の体積ひずみ

MACBECE Wrapper
出力
• 緩衝材の体積ひずみ
入力
• 緩衝材のパラメータ
• 鉄腐食膨張速度

MACBECE内の緩衝材の力学特
性はこれらのパラメータに依存

QPAC
H-C連成解析

水理解析

化学－物質輸送解析
透水係数
（下記のパラメータに依存）
 ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ間隙比
 交換性Na型率
 イオン当量濃度

流速
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1)  水理解析モデルとインタフェイスの概要 
水理解析では、ニアフィールド岩盤から人工バリアに流入する地下水の流れと、人工バリア内

部での流速ベクトル場の変遷とを解析する必要がある。平成30年度のプロトタイプでは、処分坑

道周辺のニアフィールド岩盤を含む広範囲の領域の水理解析をFEMWATERで行い、人工バリア

に流入する地下水量を算出した結果をQPACに入力することにより、QPACの二次元水理解析モ

デルを用いて人工バリア内部の地下水浸透流を解析した。平成31年度は、水理解析コードについ

ては、ニアフィールド岩盤と人工バリアにおける地下水流動のいずれについてもQPACで行うよ

うに改良を行い、同じ時空間メッシュを用いた同じ解析コードの中でパラメータをタイムステッ

プごとに授受できるようにした。 
コンクリート支保では、支保に含まれる鉄筋の腐食膨張などによりひび割れがネットワーク状

に発達して地下水の流路が形成されることが考えられる。このような流路の形成は、セメント成

分の溶出による強度の劣化や応力の分布状態の変化などによって影響を受けると考えられるが、

ここでは、平成30年度に開発されたプロトタイプと同様に、ネットワーク状に発達すると想定さ

れるひび割れ中を移行する流路を、支保の周方向に平行な1本の層状のひび割れによる流路に単

純化して、この流路における物質輸送を移流として扱うものとした。このような単純化の概念を

図4.2-3に示す。多孔質媒体に対して算出される平均流量を透水量係数の比に応じてひび割れとマ

トリクス変質部に分配した。緩衝材においても、以下で示す透水係数で流速ベクトルを算出する

ことにより、変質が進行した領域においては、移流による物質の輸送が考慮されるものとした。 
これらの水理解析で用いられる緩衝材の透水係数としては、伊藤・三原（2005）により報告さ

れている関係式を用いて、後述の化学－物質輸送解析モデルと力学解析モデルとの連成で求めら

れたモンモリロナイト間隙比、交換性Na型率及びイオン当量濃度から計算した値を使用するもの

とした。また、コンクリート支保のマトリクス部分の透水係数については、三原ほか（2003）及

び電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構（2005a）により報告されている関係式を用いて、

間隙率を透水係数に換算した値を使用するものとした。 

 

 
図 4.2-3 コンクリート支保でネットワーク状に発達したひび割れにおける地下水の流れを 1 本

のひび割れによる流路として単純化する概念 

 
2)  化学－物質輸送解析モデルとインタフェイスの概要 

化学－物質輸送解析については、コンクリート支保及び緩衝材の境界領域では、コンクリート

支保の状態の変化（鉱物の溶解、二次鉱物の沈殿）と、これによるアルカリとの反応を中心とす

る緩衝材の状態の変化（鉱物の溶解、二次鉱物の沈殿及び層間イオンの交換）を想定した。この

領域では、ひび割れが連結した流路における物質輸送と、マトリクス部における物質輸送を統合

した化学－物質輸送モデルを構築して解析を行うものとした（概念モデルは図 4.2-3 に示した水

理解析の概念モデルと同様）。一方で、緩衝材とオーバーパックの境界領域では、鉄の腐食によ

概念ﾓﾃﾞﾙ化

コンクリート支保

ひび
割れ

ひび割れ

マトリクス部

1本の
ひび割れに
単純化

緩
衝
材

地下水の
流れ緩

衝
材

地
下
水
の
流
れ

緩
衝
材

緩
衝
材

ネットワーク状に発達したひび割れ

地下水の流れ 概念ﾓﾃﾞﾙ化
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り発生する鉄イオン及び水酸化物イオンとの反応を中心とする緩衝材の状態の変化（鉱物の溶解、

二次鉱物の沈殿及び層間イオンの交換）を想定した。この領域においても、上記のコンクリート

支保と緩衝材境界領域と同様のモデルで解析を行うが、図 4.2-3 のようなひび割れの発生やひび

割れが連結した流路は考えないものとした。なお、緩衝材とオーバーパックの境界領域にマグネ

タイトやシデライトなどの鉄腐食生成物が生成されることを考慮する場合（表 4.2-1 での「鉄と

の化学的相互作用と力学的相互作用を考慮するケース」が該当する）では、既往の検討（日本原

子力研究開発機構, 2015）を参考に、緩衝材の内側に鉄腐食生成物の沈殿を考慮できる仮想的な

セル（以下、「鉄腐食セル」という）を設けて解析を行った。QPAC では、鉄腐食セル内で鉄腐食

生成物が沈殿すると、その時のタイムステップ幅と沈殿による体積の増加分から体積膨張速度が

算出され、図 4.2-2 に示すようにインタフェイスを通じて力学解析コード MACBECE に受け渡

される。 
緩衝材の構成鉱物であるモンモリロナイトの溶解速度式については、本項(3)で後述する予備

解析の結果から選定するものとした。緩衝材やコンクリート支保における、それ以外の初生鉱物

や二次鉱物の溶解・沈殿については、既往の検討（日本原子力研究開発機構, 2016）と同様の反

応速度式による計算を行うものとした。 

物質輸送を解析するための人工バリア内部における流速ベクトルは、平成 30 年度に開発され

たプロトタイプと同様に、本項(2)の 1)で示した QPAC の二次元水理解析モデルの解析結果をイ

ンプットとして使用するものとした。また、緩衝材中の拡散は、要素ごとの間隙率とスメクタイ

ト含有率から、既存の関係式（Mihara and Sasaki, 2005）によって算出した実効拡散係数を用い

て計算するものとした。間隙率については、後述の MACBECE の力学解析で求められる体積ひ

ずみの変化から力学的な変形を考慮した間隙率に換算した値を用いた。また、コンクリート支保

の拡散は、マトリクス部分に対しては、間隙率をパラメータとする既存の関係式（Mihara and 
Sasaki, 2005）によって算出した実効拡散係数を用いて計算し、図 4.2-3 で示した、変質部でひ

び割れが発生した部分に対しては、上記で示したように自由水中の拡散係数を与えて計算するも

のとした。 
 上記の体積ひずみを QPAC の化学－物質輸送解析のセル間の距離に反映させる手法の概念を

図 4.2-4 に示す。QPAC においては、各々のセルの大きさそのものを MACBECE の結果の情報

を反映させて変更させると、固相の鉱物組成を解析の途中で分配する必要があり、解析の負荷が

大きくなって解析に要する時間が膨大となると考えられる。そこで、QPAC のセルの大きさその

ものを MACBECE の解析結果を反映して変更させるのではなく、隣接するセルとの距離に反映

させるものとした。また、QPAC の解析体系におけるセルの大きさは、MACBECE と比較すると

かなり大きいことから、QPAC のあるセルに対応する MACBECE の複数のセルにおいて体積ひ

ずみの平均値を算出し、その値を QPAC に反映するものとした。体積ひずみ𝜀𝜀の定義とその平均

値𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎を算出する式を以下に示す。 
 

 𝜀𝜀 = 1−
𝑉𝑉

𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖
 (4.2-1) 

 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
1

𝑉𝑉𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖
�𝑉𝑉𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖 (4.2-2) 

 

ここで、𝑉𝑉はセルの体積を示し、𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖はその初期値を示している。また、添字の𝑖𝑖は MACBECE 
のセル番号を表すものとし、QPAC のあるセルに対応する MACBECE のセルの体積の和を、𝑉𝑉𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖
と表している。隣接するセル間の距離を表す式を以下に示す。 
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𝑑𝑑 = 𝑑𝑑1 + 𝑑𝑑2
𝑑𝑑′ = 𝑑𝑑1′ + 𝑑𝑑2′

𝑑𝑑1′ = 𝑑𝑑1 1 − 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,1

𝑑𝑑2′ = 𝑑𝑑2 1 − 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,2QPACのあるセルに対応するMACBECEの複数セル
において体積ひずみの平均値を算出する

𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
1

𝑉𝑉𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖
�𝑉𝑉𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖

②体積ひずみの情報を
QPACのセル間距離へ反映

MACBECEは実質的に2次元の体積ひずみの
値を算出するため、セル間距離（1次元）に
1 − 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎の平方根を乗じることとした。

𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,1 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,2

𝑑𝑑1 𝑑𝑑2

（※）‘ は変形後の値であることを示す

𝜀𝜀 = 1 −
𝑉𝑉

𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖

体積ひずみの定義

① MACBECEから
体積ひずみの情報を取得

※

MACBECEの解析体系 QPACの解析体系

 𝑑𝑑𝑗𝑗
′
 = 𝑑𝑑𝑗𝑗�1− 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑗𝑗 , (𝑗𝑗 = 1,2) (4.2-3) 

 𝑑𝑑′ = 𝑑𝑑1
′ + 𝑑𝑑2

′
  

  = 𝑑𝑑1�1− 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,1 + 𝑑𝑑2�1 − 𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,2 (4.2-4) 
 
ここで、添え字の𝑗𝑗(= 1,2)は QPAC のセル番号である。セル 1 とセル 2 の間の距離と、その境

界からのセル𝑗𝑗の距離をそれぞれ𝑑𝑑と𝑑𝑑𝑗𝑗とし、体積ひずみ𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑗𝑗によって𝑑𝑑𝑗𝑗が𝑑𝑑𝑗𝑗′に、𝑑𝑑が𝑑𝑑′へ変化する

ものとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4.2-4 MACBECE の力学解析で求められた変形に関する情報を QPAC の化学－物質輸送解析

のセル間の距離に反映する手法の概念 
 
3)  力学解析モデルとインタフェイスの概要 
力学解析については、緩衝材の変形を扱う二次元弾粘塑性体モデル、コンクリート支保の変形

を扱う非線形弾性モデル及びオーバーパックの腐食膨張を扱う弾性体モデルにより、これらの現

象を同時に解析することが必要となる。解析ツールとしては平成30年度に開発されたプロトタイ

プと同様にMACBECEを使用した。 
緩衝材については、平成30年度に開発されたプロトタイプと同様に、MACEBCEに装備されて

いる、以下に示す化学的な状態の変化を表す指標（これ以降「化学的変遷指標」と呼ぶ）の変化

を反映して力学解析を行う機能（奥津ほか, 2005；電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構, 
2005b；三原ほか, 2010）を活用して、本項(2)の2)で示したQPACによる化学－物質輸送解析によ

り求められた間隙率、交換性Na型率、スメクタイト部分密度及びイオン当量濃度をインプットと

して剛性、強度、膨潤性などの力学特性を算出して力学解析を行うものとした。なお、MACBECE
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では二次鉱物の生成による力学特性の変化は考慮されていない。また、オーバーパックの鉄腐食

生成物の膨張を考慮する場合には、QPACで計算された鉄腐食生成物の体積膨張速度も上記の化

学的変遷指標に加えてインプットとし、緩衝材の体積ひずみの変化などを計算するものとした。 
コンクリート支保については、化学的な変質による剛性・強度などの力学特性の変化を考慮し

なかった。なお、既往の検討（例えば、三原ほか, 2010；平野ほか, 2016；三原ほか, 2017）と同

様に、コンクリート支保の外側では岩盤領域を設定し、非線形の粘弾性構成モデルにより岩盤ク

リープ挙動を解析するものとした。 
 

4)  連成解析モデルの概要 
本項(2)の1)～3)で示した、QPACにおける水理解析と化学－物質輸送解析のモデルと、

MACBECEにおける力学解析モデルの概念図を図4.2-5と図4.2-6にそれぞれ示す。コンクリート

支保では、図4.2-5に示す角度𝜃𝜃で定められる領域でひび割れのネットワークが発達して、坑道の

周方向に沿った流路が形成されるものとして、このような流路をモデル化した。本項(3)で後述す

る感度解析では、上記の角度𝜃𝜃を60°と設定した。なお、𝜃𝜃の値を変化させる場合でも連成解析が

可能であることは確認済みである。 

また、図4.2-3のひび割れの単純化の概念で示したように、坑道の軸方向（図4.2-5のZ軸方向）

に沿ってひび割れのセルとセメントのマトリクスのセルが隣接するようにモデル化した。緩衝材

においては坑道軸方向のセルの分割は行わずに二次元でモデル化し、力学解析との連成を行った。 

 

 
図 4.2-5 QPAC による水理解析と化学－物質輸送解析の円筒座標系三次元モデル 

 

 
図 4.2-6 MACBECE による力学解析の直行座標系二次元モデル 

（人工バリア領域のみを示す） 

x
z

y
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 水理的境界条件としては、図 4.2-5 の掘削影響領域（以下、「EDZ」という）の外周に一定の動

水勾配を持つような境界条件を設定した。解析体系上の水頭の値ℎ𝑟𝑟𝑎𝑎𝑟𝑟𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖は、図 4.2-5 で示される

𝑦𝑦座標の関数として式(4.2-5)のように表されるものとした。ただし、EDZ 外側の境界上では、水

頭の値ℎ𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑏𝑏は動径方向と𝑦𝑦方向のなす角度𝜑𝜑の関数として式(4.2-6)のように表されるものとした。 
 

 ℎ𝑟𝑟𝑎𝑎𝑟𝑟𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖(𝑦𝑦) =
𝐻𝐻0
𝐿𝐿
�𝑦𝑦 +

𝐿𝐿
2
� −

𝐻𝐻1
𝐿𝐿
�𝑦𝑦 −

𝐿𝐿
2
� (4.2-5) 

 ℎ𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑏𝑏 �𝑟𝑟 �=
𝐿𝐿
2
� ,𝜑𝜑� = ℎ𝑟𝑟𝑎𝑎𝑟𝑟𝑖𝑖𝑡𝑡𝑖𝑖𝑎𝑎𝑖𝑖 �

𝐿𝐿
2

 cos𝜑𝜑� (4.2-6) 

 

ここで、𝐻𝐻0、𝐻𝐻1はそれぞれ図 4.2-5 の A 点、B 点における全水頭である。また、𝐿𝐿は EDZ を含

めた解析体系全体の直径であり、𝑦𝑦 = (𝐿𝐿 /2)cos𝜑𝜑で表される。 

化学的境界条件としては、図 4.2-5 の EDZ の外周（弧 AB）の上半分（地下水が流入する側）

では、地下水組成が高 pH 降水系地下水（以下、「FRHP」という）の組成で一定、すなわち、濃

度固定境界となるように境界条件を設定した。また、下半分（地下水が流出する側）では、ゼロ

濃度勾配境界となるように設定した。緩衝材及び支保の初期間隙水の組成としては、FRHP との

平衡状態に達した後の組成を、地球化学計算コード PHREEQC（Parkhurst, 1995；Parkhurst 
et al., 2013）で予め計算して設定した。なお、今回の解析では、EDZ 部分では、鉱物の反応は起

こらないものと仮定した。また、オーバーパックとの境界においては鉄の腐食により鉄イオンが

供給される条件を設定した。 

水理と化学－物質輸送の連成解析（QPAC）と力学解析（MACBECE）におけるそれぞれのタ

イムステップと、これらの解析コード間でデータを受け渡すタイミングを図 4.2-7 に示す。また、

これらの解析コード間の連成解析の手順を以下に示す。 
 

1. QPACで水理と化学－物質輸送の連成解析を実施し、MACBECEの最初のタイムステップ

までの化学変遷情報を取得する（図4.2-7の①）。QPACは初期のタイムステップが

MACBECEと比較して非常に細かいため、図中①で実施するタイムステップ数も非常に多

くなる（図では簡略化して4点のみを示しているが、実際にはそれ以上の膨大なタイムステ

ップ数である）。 
2. 1.で取得した化学変遷情報を用いてMACBECEの最初のタイムステップまでの解析を実施

する（図4.2-7の②）。 
3. 2.の解析を実施した時にMACBECEの次のタイムステップまでの化学変遷情報があるかを

判定し、ない場合はMACBECEの次のタイムステップまでの化学変遷情報を取得するため

の解析をQPACで実施する（図4.2-7の③）。 
4. 以降、上記の2.と3.を繰り返す。なお、QPACのタイムステップは次第に大きくなるのに対

し、MACBECEのタイムステップは期間中一定なので、どこかのタイミングでQPACが

MACBECEの二つ分以上のタイムステップの計算を行うことがあり得る（図4.2-7の⑤）。

その場合は、化学変遷情報がある時点までの計算をMACBECEで実施することになる（図

4.2-7の⑥、⑦）。 
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図 4.2-7 連成解析におけるタイムステップと連成のタイミング 

（実線矢印は解析コードの実行、丸数字はその実行順、破線矢印はデータの授受を表す。） 

 
(3)  ニアフィールド複合現象評価システムを用いた感度解析 
 前項(2)で示した、改良されたニアフィールド複合現象評価システムのプロトタイプを用いて、

表 4.2-1 で整理した解析ケースを対象として、「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の

技術的信頼性 －地層処分研究開発第 2 次取りまとめ－」（以下、「第 2 次取りまとめ」という）

（核燃料サイクル開発機構, 1999）を参考に、軟岩系岩盤を対象とする横置き方式での処分坑道

断面の仕様に基づき、図 4.2-5 及び図 4.2-6 に示す解析体系を構築して、水理、化学－物質輸送及

び力学の連成解析を行った。解析においては、本項(1)で示した状態変遷のパターンが生起する状

況を幅広く把握するために、この状態変遷のパターンに関係するパラメータ群を感度解析パラメ

ータとして設定した。また、緩衝材に期待される機能に影響を及ぼし得る因子として、緩衝材に

含まれるモンモリロナイトの残存率に対して解析結果を整理すると共に、状態の変化を表す指標

として pH、Eh 及び間隙率の解析結果についても整理した。 
なお、緩衝材やコンクリート支保の材料組成などの仕様については、第 2 次取りまとめなどの

既往の文献を参考とした。また、化学－物質輸送解析で対象とする二次鉱物の種類や力学解析で

使用される解析パラメータなどの条件については既往の文献（例えば、日本原子力研究開発機構, 

2016）における緩衝材を対象とする連成解析での条件を参考に設定した。熱力学データベースと

しては JAEA-TDB(v1.07)（日本原子力研究開発機構, 2017）を使用した。 

 
1)  感度解析パラメータの設定 

緩衝材の変質の進みやすさについては、モンモリロナイトの溶解速度式の種類や、二次鉱物と

して沈殿するゼオライトの種類（安定相または準安定相）によって影響を受けることが考えられ

る。そこで、本項(2)で示した連成解析で使われる化学－物質輸送解析モデルを用いて予備解析を

行い、保守側の想定としてこれらの組合せのうち最も変質が進みやすいパターンを抽出した。予

備解析においては、コンクリート支保でのひび割れの発生を考慮せず、コンクリート支保及び緩

衝材中では拡散のみを考慮する単純な物質輸送の場の状態を想定したモデルとした。予備解析で

対象としたモンモリロナイトの溶解速度式と想定されたゼオライトの種類の組み合わせのパター

ンを表 4.2-3 に示す。 
モンモリロナイトの溶解速度式としては、Sato et al.（2004）によって提案された式と Cama 

et al.（2000）の飽和度依存性の経験式（以下、「Cama 式」という）を統合したモンモリロナイ

トの溶解速度式（以下、「Sato-Cama 式」という）及び小田ほか（2013）によって提案されたモ

ンモリロナイトの溶解速度式（以下、「小田式」という）を対象とした。なお、Cama 式は

pH8.8(80℃)の実験系で算出された溶解速度への飽和度の影響を表現した式であり、小田式は

pH12.1(70℃) の実験系で算出された式である。 
セメント-ベントナイト相互作用によって生成される二次鉱物の変遷パターンについては、既

①

②

③

④

⑤

⑥ ⑦

⑧

⑨ ⑩

QPAC

MACBECE

番号は解析コードの実行順、実線は解析コードの実行部分、破線はデータの授受を示す
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往の検討（小田ほか, 2005）で整理された、アルミノケイ酸塩鉱物に関する鉱物変遷の概念に基

づき、緩衝材構成鉱物及び二次鉱物を以下の①～⑤のグループに分類した。 
 

① 初生鉱物としてのモンモリロナイト、カルサイト及びカルセドニ 
② C-S-H ゲルなど短期間で生成可能な二次鉱物 
③ アルカリ条件でモンモリロナイトより安定なイライト 
④ 相対的に準安定なゼオライト 
⑤ 安定なゼオライト及びカリ長石 

 
上記のうち③については、本解析のように温度が100℃以下に制限される環境下ではイライト

が析出する可能性は低いため（石川ほか, 1994）、本検討では二次鉱物として考慮しないことと

した。小田ほか（2005）によると、鉱物の変遷経路に③を含まない変遷パターンは3通りあるこ

とから、予備解析では、表4.2-3に示すように、解析対象時間内（最大で100万年後まで）に析出

するゼオライトの組み合わせとして、安定相のみ、準安定相のみ及び安定相＋準安定相の3パタ

ーンを対象とすることとした。 
上記の予備解析の結果、緩衝材中のモンモリロナイトの溶解は、表4.2-3に示すパターンのう

ち、パターン3において最も進行が速い傾向が認められたことから、本項(2)で構築したニアフィ

ールド複合現象評価システムによる、水理、化学－物質輸送及び力学の連成による感度解析で

は、モンモリロナイトの溶解速度式と、想定するゼオライトの種類としてパターン3に示す組み

合わせを対象とするものとした。 

 

表 4.2-3 予備解析で対象としたモンモリロナイトの溶解速度式と想定されたゼオライトの種類 
 モンモリロナイトの溶解速度式 想定されたゼオライトの種類 

パターン 1 
小田式 

安定相ゼオライトのみ 
パターン 2 準安定相ゼオライトのみ 
パターン 3 安定相ゼオライト＋準安定相ゼオライト 
パターン 4 

Sato-Cama 式 
安定相ゼオライトのみ 

パターン 5 準安定相ゼオライトのみ 
パターン 6 安定相ゼオライト＋準安定相ゼオライト 

 

本項(1)で示した緩衝材の状態変遷のパターンを対象として、緩衝材の機能の維持／喪失の可能

性を左右しうる感度解析パラメータを整理した。平成 30 年度に実施された、緩衝材における変

質の進みやすさを左右する因子の分岐ダイアグラムによる整理結果（日本原子力研究開発機構・

原子力環境整備促進･資金管理センター, 2019）から、このような因子として、コンクリート支保

やオーバーパックとの境界における鉱物の溶解・沈殿の反応速度と溶質の移動速度が考えられ、

これらの競合の程度などによって緩衝材の変質の進みやすさが影響を受けると考えられたことか

ら、これに関連するパラメータを抽出して整理した。この結果を表 4.2-4 に示す。鉱物の溶解・

沈殿の反応速度などの化学反応に関するパラメータと、物質輸送に関するパラメータをそれぞれ

整理した。 
前者のパラメータとしては、コンクリート支保と緩衝材における鉱物の反応速度に関するパラ

メータをそれぞれ考慮した。このうちコンクリート支保における初生鉱物と二次鉱物の反応速度

については、本項(2)の2)で示したように、既往の検討（日本原子力研究開発機構, 2016）と同様
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の反応速度式により計算を行うものとした。反応速度と溶質の移動速度（特に支保のひび割れ内

の移流速度）が競合することで、カルサイトやCSHといった二次鉱物の析出の有無が変化すると

考えられるが、上記の反応速度式では十分に反応速度が速く、瞬時平衡に近い状態であると考え

られたため、この値を十分小さく（10-4倍）した値を設定して、本項(1)で示した連成解析で使わ

れる化学－物質輸送解析モデルを用いて予備解析を行った。しかしながら、このような極端な値

を用いて解析を行っても緩衝材の状態にはほとんど変化は認められなかったため、ここでは感度

解析パラメータとしては考慮しなかった。 
モンモリロナイトの溶解速度に影響を及ぼすパラメータのうち、モンモリロナイトの反応比表

面積については、分散系と比べて圧縮系でのモンモリロナイトの溶解速度が1～2桁程度小さいの

は、圧縮によって反応比表面積が1～2桁程度減少したとすることで説明できるという分析結果

（原子力環境整備促進･資金管理センター, 2013）に基づき、感度解析パラメータの一つとした。

上記の小田式では、反応比表面積として分散系での値が使われていることから、圧縮系での値も

想定して、分散系での値の1倍（7.0 m2/g）、0.5倍（3.5 m2/g）、0.1倍（0.70 m2/g）、0.05倍（0.35 
m2/g）及び0.01倍（0.070 m2/g）の5通りの設定で解析を行うこととした。以下、モンモリロナイ

トの反応比表面積は、分散系でのモンモリロナイトの反応比表面積に対する倍率で表すこととす

る。 
他方、後者に示した物質輸送に関するパラメータとしては、動水勾配、コンクリート支保にお

けるひび割れの開口幅及びコンクリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率の三つを考慮し

た。このうち動水勾配については、第 2 次取りまとめにおける性能評価のデータ不確実性ケース

の設定値と同様に、0.001～0.1 の範囲で上下限を設定した。また、コンクリート支保におけるひ

び割れの開口幅については、「コンクリート標準示方書」（土木学会, 2002）の鋼材の腐食に対す

る許容ひび割れ幅や水密性に対する許容ひび割れ幅の値を参考に、0.1 mm～1.0 mm の範囲で設

定した。また、コンクリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率とは、コンクリート支保に

おけるひび割れネットワークが緩衝材と直接接触する面積の割合であり、次式(4.2-7)のように表

される（図 4.2-5 参照）。 
 

 接触面積率 =
ひび割れの開口幅

ひび割れの開口幅 + マトリクスの幅
× 100 (%) (4.2-7) 

 
図 4.2-3 で示したように、地下水は直接接触するひび割れを介して緩衝材に流入することを想

定した。また、コンクリート支保において、ひび割れの密度が高いことなどにより、ひび割れが

占める体積割合が大きいほど、接触面積率も大きくなると仮定した。コンクリート支保において

処分後の長期においてどのようなひび割れが進展し、緩衝材との接触面積率がどの程度となるか

については十分な知見が得られていないことから、1%～50%の間で感度解析的に扱うものとした。

なお、本解析では、図 4.2-3 に示したようにモデルの単純化のためにひび割れの流路を一次元で

モデル化していることから、コンクリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率については、

幾何学的なひび割れの開口幅とコンクリートマトリクスの幅との比で表すものとした（図 4.2-5
参照）。したがって、接触面積率のパラメータを変化させる場合には、ひび割れの開口幅は一定

とし、コンクリートマトリクスの幅を変化させた（例えば、ひび割れの開口幅が 1 ㎜で、かつ、

接触面積率が 50%の場合では、コンクリートマトリクスの幅を 1 ㎜とした）。 
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表 4.2-4 水理、化学－物質輸送及び力学の連成による感度解析パラメータ 

パラメータの種類 
パラメータの

幅 
設定の考え方 

化学反応に
関する 

パラメータ 

支保内の初生鉱物
や析出する二次鉱
物の反応速度※ 

0.0001 倍、 
1 倍 

 緩衝材－支保境界部や支保内ひび割れの閉塞に最
も寄与する二次鉱物としてカルサイトを選定。 

 沈殿速度が基準値（1倍）であっても、カルサイト
の沈殿が速やかに生じるほど十分速く、瞬時平衡
に近い状態と考えられるため、基準値より小さい
値のみを対象とする。 

モンモリロナイト
の反応比表面積 
（分散系での反応
比表面積に対する
倍率として表す） 

0.01 倍、 
0.05 倍、 
0.1 倍、0.5 倍、
1 倍 

 圧縮系でのモンモリロナイトの溶解速度が分散系
での速度より1桁～2桁遅くなることを、反応比表
面積の減少で説明できるという既往の研究成果
（原子力環境整備促進・資金管理センター, 2013）
に基づき設定。 

物質輸送に
関する 

パラメータ 

動水勾配 0.1, 0.01, 0.001 
 支保のひび割れなどにおける移流速度に係る要素

として設定。 
 第2次とりまとめより、動水勾配の測定値を基に、

0.001～0.1の間で設定。 

ひび割れの開口幅 0.1 mm, 1mm 
 支保のひび割れ中の流量に係る要素として設定。 
 コンクリート標準示方書（土木学会, 2002）よ

り、鋼材の腐食に対する許容ひび割れ幅や水密性
に対する許容ひび割れ幅を基に設定。 

コンクリート支保
のひび割れと緩衝
材との接触面積率 

1%, 10%, 20%, 
30%, 40%, 50%  1%～50%の範囲で設定。 

※予備解析の結果、影響がほとんど認められなかったため、本解析では感度解析パラメータとし

ては考慮しなかった。 
 
2)  解析結果 
本項(3)の 1)で抽出した感度解析パラメータのうち、モンモリロナイトの反応比表面積及びコン

クリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率の値の違いが、モンモリロナイト含有率や pH の

変化に対して特に顕著な影響を及ぼし、それ以外のパラメータの影響は軽微であったことから、

ここでは、上記の二つのパラメータの違いに関する解析結果を示す。ここで示す解析条件の組み

合わせのパターンを表 4.2-5 に示す。 

 

表 4.2-5 感度解析パラメータの組み合わせと解析ケースの対応 

 
緩衝材とオーバーパックとの相
互作用において鉄との化学的相
互作用のみを考慮するケース 

緩衝材とオーバーパックとの相互作
用において鉄との化学的相互作用と
力学的相互作用を考慮するケース 

解析ケース 
 

解析パラメータ 
(a) (b) (c) (d) 

支保のひび割れの開口幅 1 mm 1 mm 1 mm 1 mm 
動水勾配 0.01 0.01 0.01 0.01 

モンモリロナイトの 
反応比表面積 

（分散系での反応比表面積
に対する倍率として表す） 

1 倍 1 倍 0.1 倍 1 倍 

コンクリート支保の 
ひび割れと緩衝材との 

接触面積率 
1% 50% 50% 50% 
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表 4.2-5 の解析ケースのうち、緩衝材とオーバーパックとの相互作用について、境界で鉄腐食

生成物が形成されずに、腐食で発生した Fe(Ⅱ)イオンが全て緩衝材に移行して鉄ケイ酸塩鉱物な

どとして沈殿するような、鉄との化学的相互作用のみを考慮するケースに対して化学－物質輸送

と水理の連成解析を行った。この解析結果の例を図 4.2-8 に示す。また、10 万年後の緩衝材中の

モンモリロナイトの平均残存率を表 4.2-6 に示す。なお、この解析ケースでは、オーバーパック

の腐食膨張を扱っておらず、緩衝材の変形や膨潤などの力学的な効果は軽微であったことから、

力学も連成した解析結果については割愛した。 
表 4.2-5 に示したパラメータのうち、支保のひび割れと緩衝材との接触面積率による、モンモ

リロナイトの残存量（初期値：1464.782 mol/m3）などに対する影響が最も大きい結果となった。

表 4.2-5 に示した解析ケースのうち、接触面積率を 1%とした(a)のケースでは、10 万年後におい

ても緩衝材全体のモンモリロナイトの平均残存量は 76.2%であった。他方、接触面積率が 50%に

なると、接触面積率が 1%の場合と比較して 6 割程度と低い値を示した。また、接触面積率が 50%
の場合で、モンモリロナイトの反応比表面積を分散系での値の 0.1 倍として計算すると（解析ケ

ース(c)）、モンモリロナイトの残存率などに対する影響はやや緩和された。 
上記に示したように、コンクリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率によって、緩衝材

の変質の程度に違いが認められた理由として、コンクリート支保のひび割れにおける二次鉱物の

沈殿／間隙率の低下の程度が異なるために、緩衝材への地下水の供給量に違いが生じたことが考

えられる。すなわち、接触面積率が 1%の場合では、支保のひび割れ内部で二次鉱物が沈殿して間

隙率が著しく減少してほぼ閉塞された状態となるために、ひび割れを通じた緩衝材への地下水の

供給が制限されて、緩衝材の変質が抑制されるが、接触面積率が 50%の場合では、ひび割れの閉

塞が起こらず、ひび割れを通じて地下水が緩衝材に供給され続ける状態が解析において表現され

たと考えられる。このようなひび割れにおける閉塞の有無の違いは、式(4.2-7)で示したように、

接触面積率によって、ひび割れに対するコンクリートマトリクスの体積が異なる（例えば、接触

面積率が高いほど、ひび割れに対するコンクリートマトリクスの体積が小さくなる）ことによる

と考えられる。 
また、解析ケース(b)と(c)では、緩衝材の pH は、初期の 8.4 程度から、特に緩衝材外側におい

て数年で 12 程度まで上昇するが、その後は減少し続け、数万年後以降では 8.4 以下まで低下し

た。Eh についても同様に、解析ケース(b)と(c)では、初期状態と 10 万年後の値はほぼ同じであっ

た。このことから、これらのケースでモンモリロナイトが減少したことは、アルカリとの反応だ

けではなく、岩盤からの FRHP 地下水の供給が継続されることで平衡からのずれが生じて溶解速

度が変化することにも起因する可能性があると考えられる。 
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pH [-] Eh [V] 間隙率 [-] 

モンモリロナイト 
残存量 [mol/m3] 

     
 7      10.5     14 -0.9   -0.55   -0.2 0       0.5      1 0     750   1500 

解析ケース
(a) 

    

解析ケース
(b) 

    

解析ケース
(c) 

    
図 4.2-8 緩衝材とオーバーパックとの相互作用において鉄との化学的相互作用のみを考慮する

ケースの 10 万年後の解析結果の例 

 

表 4.2-6 緩衝材中のモンモリロナイトの平均残存率（10 万年後） 
解析ケース 緩衝材中のモンモリロナイトの平均残存率（%） 

(a) 76.2% 
(b) 49.0% 
(c) 59.1% 
(d) 45.7% 

 
表 4.2-5 に示した、水理、化学－物質輸送及び力学の連成解析で対象とする解析ケースのうち、

オーバーパックとの相互作用について、鉄の腐食膨張によって緩衝材が圧密される力学的影響と、

腐食で発生したFe(Ⅱ)イオンが緩衝材に移行して鉄ケイ酸塩鉱物などとして沈殿する化学的影響

の双方を考慮するケース(d)の解析結果の例を図 4.2-9 に示す。 
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鉄との化学的相互作用のみを考慮するケース(b)と比較すると、特に緩衝材領域中央部において

は、実効拡散係数が 30%程度低下し、その結果、地下水との反応によるモンモリロナイトの溶解

が 10 万年時点で 8%程度緩和される結果となった。これは、腐食膨張により緩衝材がコンクリー

ト支保側に圧密されることによるものと考えられる。他方、オーバーパックとの境界近傍におい

ては、鉄との化学的相互作用のみを考慮するケースよりも緩衝材の変質が進展する結果となった。 

 

 
pH [-] Eh [V] 間隙率 [-] 

モンモリロナイト 
残存量 [mol/m3] 

     
 7      10.5     14 -0.9   -0.55    -0.2 0       0.5      1 0     750   1500 

解析ケース

(b) 
（再掲） 

    

解析ケース

(d) 

    
図 4.2-9 緩衝材とオーバーパックとの相互作用において鉄との力学的相互作用と化学的相互作

用の双方を考慮するケースの 10 万年後の解析結果の例 

 

 解析で対象とした感度解析パラメータのうち、モンモリロナイト残存量や pH などに対して特

に顕著な影響が認められた、モンモリロナイトの反応比表面積と、コンクリート支保のひび割れ

と緩衝材との接触面積率を縦軸と横軸にそれぞれ配置したパラメータ空間において、緩衝材とオ

ーバーパックとの相互作用において鉄との化学的相互作用のみを考慮するケースで、化学－物質

輸送と水理の連成解析によって求められた、10 万年後のモンモリロナイトの残存率の平均値を示

した結果を図 4.2-10 に示す。特に、コンクリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率が高い

領域では、モンモリロナイトの反応比表面積が大きいほど、モンモリロナイトの溶解は進行し、

残存率は低くなる傾向であることが確認された。また、特にモンモリロナイトの反応比表面積が

大きい領域では、コンクリート支保のひび割れと緩衝材との接触面積率が高いほど、モンモリロ

ナイトの溶解は進行し、残存率は低くなる傾向であることが確認された。また、モンモリロナイ

トの反応比表面積を分散系での値の 0.01 倍とすると、コンクリート支保のひび割れと緩衝材と

の接触面積率を 50%としても、10 万年後においても 8 割近いモンモリロナイトが残存する結果

となった。 
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図 4.2-10 10 万年後のモンモリロナイトの平均残存率の整理結果 
（グラフ上の数値はモンモリロナイトの平均残存率 (%)を示す。） 

 
(4)  ニアフィールド複合現象評価システムの高度化に向けた課題の整理 
 前項(3)で示した解析結果から、緩衝材に隣接するコンクリート支保において、ひび割れを流路

とする地下水の流れが存在し、かつ、ひび割れ内部での二次鉱物の沈殿による閉塞が生じにくい

状況では、流路を通じて緩衝材に地下水が供給され続け、緩衝材の変質が進展することにより、

緩衝材に期待している機能が劣化する可能性があると考えられる。このような解析結果から、緩

衝材の機能が維持／喪失される条件を評価することなどにより、今後、ニアフィールド複合現象

評価システムの性能評価での活用を検討するうえで、対処が必要となる可能性がある課題を以下

に示すように整理した。 
 本項で実施した連成解析では、図 4.2-3 で示したように、コンクリート支保においてひび割れ

がネットワーク状に発達すると共に、そこを流路として緩衝材に地下水が供給されることを想定

した。また、このようなネットワーク状のひび割れを 1 本のひび割れで単純化した解析を行った。

しかしながら、この解析モデルでは、支保に含まれる鉄筋の腐食膨張や緩衝材からの応力による

ひび割れの発生／進展や、岩盤クリープによるひび割れの閉塞などの力学的挙動を解析で表現で

きていない。すなわち、コンクリート支保においては、水理と化学－物質輸送との連成のみが行

われており、力学との連成解析は行われていない。このため、今後、こうした力学挙動も考慮に

入れて、上記に示したような、ひび割れを介した緩衝材への地下水の供給が現実的に起こりうる

かを把握できる解析手法を構築することが必要となる可能性がある。TRU 廃棄物の処分施設な

どを対象としてコンクリートの支保や坑道の埋め戻し材での現実的なひび割れ発生挙動のモデル

化に取り組んだ既往の検討（日本原子力研究開発機構, 2015；日本原子力研究開発機構, 2018）で

は、粒状体個別要素法による力学解析手法と、本解析でも使用した力学解析コード MACBECE
を組み合わせた解析手法を提案しており、コンクリート支保における現実的なひび割れの発生と、

そこを介した地下水の流れのシミュレーションを可能とするために、このような手法を活用して

ニアフィールド複合現象評価システムを改良することなどが考えられる。 

10

20

30

40

50

0

20

40

60

80

100

0.01 0.05 0.1 0.5 1

74.2 
67.8 

75.5 72.1 
77.4 

74.2 
61.9 58.4 

68.8 71.2 

83.0 

62.3 57.5 
51.1 49.3 

84.0 81.2 79.6 

50.8 48.9 

74.8 
62.8 59.1 

51.0 49.0 

モンモリロナイトの反応比表面積（倍率）[-]

モ
ン
モ
リ
ロ
ナ
イ
ト
平
均
残
存
率
[%]

解析ケース(b)

解析ケース(c)



4-19 
 

 オーバーパックと緩衝材の境界領域では、オーバーパックの腐食により生じた鉄イオンなどが

緩衝材に移行して緩衝材中の鉱物の変質などをもたらす化学的な影響と、緩衝材との境界で生成

した鉄腐食生成物が体積膨張して緩衝材を圧密する力学的な影響とを考慮した解析を行った。解

析結果から、力学的影響と化学的影響を同時に考慮する場合では、鉄との化学的相互作用のみを

考慮するケースよりも、オーバーパックとの境界に近い領域で緩衝材の変質が進展する傾向が認

められた。このような傾向は、鉄腐食生成物が体積膨張して緩衝材が圧密される場合では、間隙

率が減少して、オーバーパックの腐食で生成した鉄イオンの緩衝材中での拡散などによる移行が

抑制される可能性があることや、鉄腐食生成物の沈殿が起こることにより、緩衝材との反応で消

費される鉄イオンの量が減る可能性があることなどと整合的ではない可能性があると考えられる。

今後、力学的影響と化学的影響を同時に考慮するケースの方が、鉄との化学的相互作用のみを考

慮するケースよりも、オーバーパックとの境界に近い領域で緩衝材の変質が進展する傾向が認め

られた原因を分析し、例えば、本項(2)の 2)で示した鉄腐食セルの設定などに関する解析技術上の

課題が存在するかを確認することが必要である。 

 上記に示した緩衝材を対象とした連成解析では、核種移行解析の前提となる、水理及び化学的

な場の状態を把握することに主眼が置かれているが、このような場の初期状態としては、坑道掘

削前の安定的な場の状態（還元性、地下水飽和及び地温）に回復することが想定されている。閉

鎖後過渡期における状態の変化とそれらの連成解析での想定との関係を図 4.2-11 に示す。図 4.2-
11 に示されているように、例えば、周辺岩盤からの地下水が不均質に緩衝材に浸入して密度分布

や透水係数が不均質な分布を持つなどの閉鎖後過渡期における状態の変化が、その後の核種移行

の場の状態にもたらす影響を定量的に評価することが必要となる可能性がある。 

人工バリアと岩盤の相互作用については、2.5.2 項で示したように、コンクリート支保やグラウ

トに由来するアルカリプルームが岩盤中を移行して pH などの間隙水組成や地下水輸送の流速や

経路が変化する可能性を把握して、その結果を反映して性能評価を行うためには、アルカリプル

ームの影響範囲（坑道からの距離）に応じて異なる解析手法を適用することが有効となる可能性

がある。 
 また、本項(3)の冒頭で示したように、本項では緩衝材に期待される機能に影響を及ぼし得る因

子として、緩衝材に含まれるモンモリロナイトの残存率を対象として解析結果を整理した。この

結果に基づき緩衝材の機能が維持／喪失される条件を評価するためには、緩衝材に期待される機

能（核種の閉じ込め性、応力緩衝性、化学的緩衝性など）を表すための指標を定義するとともに、

モンモリロナイトの残存率などの解析結果が、これらの指標に及ぼす影響に着目して解析結果を

整理することが必要となる可能性がある。このような指標の考え方については、4.3.2 項(3)で後

述する。 
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図 4.2-11 閉鎖後過渡期に推定される状態の変化とそれらが長期的な変遷挙動に与える影響の

関係の概念図 
 
4.2.3  2 か年の成果と今後の課題 
 先行事業から行われていた、個別の現象モデルやパラメータ整備の成果を統合するだけではな

く、性能評価の観点からトップダウン的に重要な機能や関連する現象を抽出する手法を組み合わ

せた研究開発のアプローチを提案した。また、このアプローチに基づき、「緩衝材の長期変遷挙動

の予測」を優先的に取り組む課題としてニアフィールド複合現象評価システムのプロトタイプを

構築した。さらに、上記で構築したプロトタイプを活用して、緩衝材の機能の維持／喪失の可能

性を左右し得る状態の変化のパターンに着目した感度解析を行い、ニアフィールド複合現象の評

価手法を例示すると共に、この解析結果に基づき評価システムの高度化に向けた課題を抽出した。 
今後は、過渡期の状態の変化や岩盤との相互作用などによる影響も考慮しつつ、緩衝材の長期

変遷挙動の結果として緩衝材に期待される機能が維持／喪失される条件を定量化できるようにす

るためにプロトタイプの機能を拡張していくことが必要と考えられる。 
  

オーバーパック、廃棄体、緩衝材定置 処分場の閉鎖

緩衝材内が飽和

T 廃棄体定置後
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4.3  ニアフィールド核種移行評価技術の開発 
4.3.1  背景と目的 

4.2節で示したように、本事業の先行事業である「処分システム評価確証技術開発」（平成25
年度～平成29年度）では、ニアフィールドのシステム変遷と核種移行解析の体系的評価技術と

して、ニアフィールドシステム変遷に関する複合現象の解析と、その現象解析結果に追随して核

種移行解析を行う手法を開発し、ニアフィールド複合現象評価手法、核種移行評価手法、共通モ

デル・シナリオ・データベース及び成果の体系化手法をまとめたニアフィールド総合評価システ

ムを構築した。この先行事業の取り組みでは、個別モデルによる解析だけではニアフィールド全

体性能への影響の把握が困難な現象として、主に「コンクリートでのひび割れの発生・進展問

題」に着目し、プラットフォームを中核とするシステムの開発を実施した。  

ニアフィールドの場の状態を反映して核種移行評価を行う手法の開発については、ニアフィー

ルド複合現象解析モデルによって評価される過渡的な場の状況を捉えて、核種移行解析を行うこ

とのできる可変グリッド型の核種移行解析モデルGARFIELD-RNT (Grid Adaptive Refinement 
FInite ELement Discretisation-Radio Nuclides Transport) を開発してきた（日本原子力研究

開発機構, 2018）。これにより、コンクリート支保などのセメント系材料におけるひび割れの発

生・進展を中心とする、化学、水理及び力学に跨る状態の変化と、それに追随して核種移行解析

を行うことが可能となった。特に、緩衝材を使用せずに、坑道内部のスペースをセメント系材料

で充填する処分システムにおいては、このようなひび割れにおける地下水の流れとそれに関連す

る変質挙動がバリアシステム全体の核種の閉じ込め性能に大きな影響を及ぼし得ることから、こ

のようなシステム開発の重要性が高いと考えられた（日本原子力研究開発機構, 2018）。  

しかしながら、上記で示した核種移行解析モデルは、対象とする問題がコンクリートのひび割

れ・進展問題に限定されており、ニアフィールドで考慮する必要のある様々な複合現象を対象と

した核種移行解析に適用することはできない。  

そこで平成 30 年度は、4.2 節で示したニアフィールド複合現象評価システムで求められる連成

解析の結果を、核種移行解析モデルへ反映する手法における解析手順やデータ受け渡しなどのフ

レームワークを検討した。そのため、ニアフィールド複合現象評価システムから求められる環境

変遷を、核種移行モデルによる解析に反映する手法の概念を整理し、これに基づき、化学、水理

及び力学に跨る状態の変化に追随して核種移行解析を行うモデルの要件と、核種移行解析で必要

なインプットパラメータを抽出して整理した。 
平成 31 年度は、核種移行解析で必要なインプットパラメータの整理結果などに基づき、4.2 節

の連成解析の結果を反映させて核種移行を評価するための解析手順や、核種移行解析と複合現象

評価との間のデータの受け渡し構造を具体化して、ニアフィールド複合現象評価システムを利用

した核種移行解析手法を構築すると共に、試行的な核種移行解析を実施した。また、その試行結

果に基づいた課題を示すと共に、それらの対処方策を提案した。本節ではこの検討の成果を示す。 
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4.3.2  実施内容 
(1)  緩衝材における状態変遷を反映できる核種移行解析手法の構築 
 4.2 節で構築したニアフィールド複合現象評価システムによる、水理、化学－物質輸送及び力

学の連成解析によって求められた、地球化学的な場や地下水流動の場の状態に関する数値情報を

読み込み、その後に、その数値情報に基づく核種移行パラメータを対象とする核種ごとに設定し

て核種移行解析を行うものとして、核種移行解析ツールを構築した。上記の連成解析により求め

られた数値情報を一方通行的に核種移行解析のインプットとして反映させるものとし、核種移行

解析の結果を連成解析の結果に反映させることは想定しなかった。緩衝材における核種移行解析

の支配方程式を以下の式(4.3-1)に示す（日本原子力研究開発機構・原子力環境整備促進･資金管理

センター, 2019）。 
 

 𝜃𝜃
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∇ ⋅
1

𝑅𝑅(𝜃𝜃) �𝐷𝐷𝑎𝑎𝑒𝑒𝑒𝑒∇𝜕𝜕 − 𝒒𝒒𝜕𝜕� − 𝜃𝜃𝜃𝜃𝜕𝜕 (4.3-1) 

 
ここで、𝜕𝜕 (mol/m3)は核種濃度、𝜃𝜃 (-)は間隙率、𝐷𝐷𝑎𝑎𝑒𝑒𝑒𝑒  (m2/y)は実効拡散係数、𝒒𝒒 (m/y)はダルシ

ーフラックス、𝜃𝜃 (y-1)は崩壊定数である。また、𝑅𝑅 (-)は遅延係数であり、𝐾𝐾𝑏𝑏  (m3/kg)は収着分配

係数、𝜌𝜌𝑏𝑏  (kg/m3)はバルクの乾燥密度を表すものとすると、次式(4.3-2)のように間隙率𝜃𝜃の関数で

表される。 
 

 𝑅𝑅(𝜃𝜃) = 1 +
𝜌𝜌𝑏𝑏
𝜃𝜃
𝐾𝐾𝑏𝑏 (4.3-2) 

 
上記のパラメータのうち、𝐾𝐾𝑏𝑏のような核種移行解析に特有のパラメータについては、領域内に

設定された各要素の物性タイプごとに設定可能であること、かつ、地球化学パラメータに依存し

て値の時間的な変化を設定できることが求められる。他方、実効拡散係数などの、連成解析と共

通的な特性の変化については、連成解析モデルで得られた数値情報をそのまま使用することで、

整合的な取り扱いが容易になると考えられる。このような核種移行解析を行うために、以下に示

す三つの機能を核種移行解析ツールに実装するものとした。 
 
A) 核種の崩壊／生成の連鎖を解析する機能。 
B) 4.2節で構築した連成解析システムによる解析で得られた状態変遷を表すパラメータ（pHや

間隙率など）や、実効拡散係数などを読み込む機能。 
C) 人工バリアにおける、上記に示した状態変遷を表すパラメータの変化に伴う核種の移行遅延

特性などの時空間的な変化を取り入れて解析を行う機能（例えば、pHの値と収着分配係数の

値との対応関係が整理された別表からlookupして用いる機能） 
 

 上記の B と C の機能で読み込まれるパラメータを整理した結果を表 4.3-1 に示す。 
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・ 液相の仮想セル
・ 核種の調和溶解を想定

緩衝材

コンクリート支保
• マトリクス部
• ひび割れ部

＊支保セルの外側に
EDZセルを接続

※オーバーパックは
モデル化せず

※

＊

ガラス固化体

表 4.3-1 連成解析の結果から核種移行解析ツールに読み込まれるパラメータの整理結果 
パラメータ名 核種移行解析ツールでの用途 

ダルシーフラックス 

連成解析で計算されたダルシーフラックスの分布を読み込むことで、現

象解析モデルの結果として得られた水理場における核種移行解析を実施

する。ダルシーフラックスを以下に示す間隙率で除して、実流速に換算す

る。 

実効拡散係数 

連成解析において、化学変遷や力学的変形を考慮した間隙率を反映させ

た実効拡散係数を読み込む。ただし、核種移行解析においては核種ごとに

異なる実効拡散係数を、現象解析モデルとは独立に設定するケースも想

定されることから、核種移行解析ツールにおいて別途実効拡散係数の値

を指定するオプションも設定した。 

間隙率 
移行遅延の計算や上記の水理場（実流速場）の計算に必要となる間隙率を

読み込む。 

pH 𝐾𝐾𝑏𝑏がpHに依存する場合に用いられる。 

鉱物組成 連成解析において計算された鉱物組成の変化から乾燥密度を計算する。 

モンモリロナイト 

残存量 
𝐾𝐾𝑏𝑏がモンモリロナイト残存量に依存する場合に用いる。 

 
 上記に示した解析を行うための核種移行モデルの概念図を図 4.3-1 に示す。上記で示したよう

に、核種移行解析に使用される𝐾𝐾𝑏𝑏などのパラメータは、ニアフィールド複合現象評価システムに

よる連成解析における化学－物質輸送解析で求められる、pH やモンモリロナイト含有量などの

地球化学的なパラメータに依存する。そこで、核種移行解析モデルでは、化学－物質輸送解析と

同様の解析体系及びメッシュ構造を用いるものとし、図 4.3-1 に示すように、ガラス固化体から

放出した核種が、緩衝材、コンクリート支保及び EDZ を移行するものとしてモデルを構築した。

核種はガラス固化体から調和溶解で放出するものとし、オーバーパックによる遅延効果などは考

慮しなかった。EDZ の外側境界においてはゼロ濃度境界を設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3-1 核種移行解析モデルの概念図 
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(2)  緩衝材における状態変遷を反映した核種移行解析 
4.3.2 項(1)で構築した核種移行解析モデルを用いて、サブタスク 1 で対象とした複数の状態変

遷のパターンが核種移行挙動に与える影響などを把握することを目的とした核種移行解析を実施

した。核種移行解析で対象とした解析ケースを表 4.3-2 に示す。4.2 節で示した連成解析の結果か

ら、モンモリロナイトの含有率に違いがみられた代表的なケースとして、表 4.2-5 で示した「緩

衝材とオーバーパックとの相互作用において鉄との化学的相互作用のみを考慮するケース」の(a)
と(b)を対象とするものとした。なお、ここでは、上記の(a)と(b)を対象とした 100 万年までの連

成解析を行い、その結果から表 4.3-1 に示したパラメータを読み込んで核種移行解析を行った。 
 

表 4.3-2 核種移行解析で対象とした解析ケース 

解析パラメータ (a) (b) 
支保のひび割れの開口幅 1 mm 1 mm 

動水勾配 0.01 0.01 
モンモリロナイトの反応比表面積 

（分散系での反応比表面積に対する倍率と

して表す） 
1 倍 1 倍 

コンクリート支保のひび割れと 
緩衝材との接触面積率 

1% 50% 

複合現象評価システムの解析で求められ

たモンモリロナイト残存率の平均値 
76.2% 49.0% 

 
1)  解析条件の設定 
 本解析においては、表 4.3-1 に示されている pH やモンモリロナイトの含有量に対する𝐾𝐾𝑏𝑏が整

備されている既往の核種移行パラメータのデータセットとして、RAMDA（Mihara and Sasaki, 
2005）を参考とし、このデータセットにおいて上記に示した pH などの化学的指標に対して収着

性が変化する核種として、Pd-107 と Cs-135 を選定した。これらの核種の緩衝材における𝐾𝐾𝑏𝑏の設

定値を表 4.3-3 に示す。溶解度については、RAMDA の設定値に従い、いずれの核種についても

可溶性とした。 
 なお、表 4.3-3 に示している「変質ベントナイト」とは、クニゲル V1（20 wt%）とアナルサイ

ム（80 wt%）の混合物であるとして RAMDA では定義されている。本解析では、これを参考と

して、モンモリロナイトの重量%濃度が 20 wt%を下回る場合に「変質ベントナイト」として定義

した。なお、RAMDA では、これらの核種について変質ベントナイトの𝐾𝐾𝑏𝑏は未変質ベントナイト

より高い値となっているが、ここでは、RAMDA の設定値に加えて、未変質ベントナイトの𝐾𝐾𝑏𝑏を
0.1 倍した値も設定するものとした。 
 緩衝材における核種の実効拡散係数については、RAMDA における陽イオンに対する実効拡散

係数として 4×10-10 m2/s を採用した。 
 上記以外のパラメータとして、ガラス固化体中の上記の二つの核種の初期インベントリー（処

分後 1,000 年後の値をインプットとする）、ガラス固化体の溶解速度、ガラス固化体や人工バリ

アの幾何学的形状については、第 2 次取りまとめにおける地下水シナリオのレファレンスケース

の条件と同一とした。なお、本解析では、オーバーパックの閉じ込め時間を、第 2 次取りまとめ

と同様に 1,000 年とし、4.2 節で示した連成解析の開始時期が核種移行開始時期（処分後 1,000 年

後）に一致するものとした。 
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表 4.3-3 収着分配係数 Kdの設定値 
 未変質ベントナイト 変質したベントナイト※ 

（pHに依存しない） pH>11 pH<11 
Pd-107 0.1 0.05 0.5 または 0.005 
Cs-135 0.05 0.05 0.1 または 0.005 

※ベントナイト中のモンモリロナイトの重量%濃度が 20%以下となった状態として定義。 
 
2)  解析結果 
 解析結果として、10 万年後の単位体積当たりの Cs-135 の存在量の分布について、変質ベント

ナイトの𝐾𝐾𝑏𝑏を未変質ベントナイトの値の 0.1 倍とする場合の例を図 4.3-2 に示す。pH 及びモン

モリロナイト含有率などの化学的な場の状態の変化による影響については、モンモリロナイトの

含有率の低下に伴う核種存在量の違いが認められた。 
緩衝材とコンクリート支保との境界での Cs-135 の核種移行率を図 4.3-3 に示す。横軸は処分

後にオーバーパックの閉じ込め機能が失われた後の経過時間である。縦軸は、核種移行率（緩衝

材の入口及び出口境界を単位時間あたりに通過する核種の量）である。これらの核種移行率は、

緩衝材外側の境界を単位時間あたりに通過する核種の量を積分したものである。図 4.3-3 より、

核種移行開始後、約 2 万年後に核種移行率の値が上昇した。これは、モンモリロナイトの重量%
濃度が 20%を下回り、𝐾𝐾𝑏𝑏が急激に変化したことによるものである。このことから、複合現象評価

による場の状態の変化を反映できる核種移行ツールが整備されたことが確認できた。 
なお、Pd-107 については、Cs-135 とほぼ同様の傾向となったため、ここでは割愛する。 

 
   単位体積当たりの核種存在量（mol/m3） 

 
10-9 10-4 10  

(a) 

 

(b) 

 
 

図 4.3-2 核種移行開始から 10 万年後の単位体積当たりの Cs-135 の存在量 
（変質ベントナイトの Kdを未変質ベントナイトの値の 0.1 倍とした例） 
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図 4.3-3 緩衝材の外側境界における Cs-135 の核種移行率の時間変化 

（変質ベントナイトの Kdを未変質ベントナイトの値の 0.1 倍とした例） 
 

(3)  状態変遷を反映した核種移行解析の性能評価での活用について 
 本項(1)で構築した、緩衝材における状態変遷の解析結果を反映して核種移行解析を行う手法は、

ニアフィールドを対象とした性能評価手法の高度化に資するツールとして活用することができる

と考えられる。例えば、従来の性能評価のように定常かつ保守的な条件を想定するだけではなく、

緩衝材において現実に起こり得る現象をモデル解析に反映させることによって、そのような現象

が核種移行の遅延性能に与える影響を評価することが可能となることが期待される。また、従来

の「保守的な性能評価」の結果との比較を通じて、その保守性の程度を定量化することにもつな

がり、これによって性能評価結果の説明性が向上することも期待される。 
 このような性能評価の説明性の向上には、核種移行解析などの結果からニアフィールドのどの

部分でどのようなメカニズムで核種の閉じ込め性が発揮されているかを示すことが有効であると

考えられる。本項(2)で示した、緩衝材の状態変遷を核種移行の場に反映した解析では、ニアフィ

ールドの状態の変遷が核種移行に及ぼす影響を評価するための指標として、緩衝材とコンクリー

ト支保との境界における核種移行率を採用した。この指標は、緩衝材の状態変遷が緩衝材全体の

核種遅延性能に及ぼす影響を評価する上で有効である。しかし、緩衝材とコンクリート支保との

境界の核種移行率の結果だけでは、緩衝材における状態変遷の帰結として生じ得る核種遅延性能

の空間的な分布やその時間的な変化などの詳細な情報を把握することはできないことから、核種

の閉じ込め性（核種をその場に留める能力）で鍵となるメカニズムや、それに影響し得る状態変

遷のプロセスを把握することは困難である。 

 核種移行解析の結果から核種の閉じ込め性を定量化・可視化する手法を構築する上で、ニアフ

ィールドのどこに、どのように核種が保持されているかを整理する手法が参考となる可能性があ

る。例えば、第 2 次取りまとめでは、地下水シナリオにおけるレファレンスケースの核種移行解

析の結果から、Cs-135 及び Np-237 を対象として、核種が存在する場所（ガラス固化体や緩衝材

など）や存在形態（収着、沈殿など）ごとに核種量の経時変化を整理することを通じて、各々の

核種遅延性能が時間と共にどのように変化していくかを分析している（核燃料サイクル開発機構, 
1999）。 
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また、核種の閉じ込め性は、核種移行の駆動力に対する遅延性と核種の化学的保持性に分けて

整理することができ、例えば、以下のような分類に基づき、これらの組合せで閉じ込め性を評価

することが有効となる可能性があると考えられる。 

 

 核種移行の駆動力に対する遅延性 
 容器や緻密な境界層などにより核種の移行が生じない状態 
 拡散によってのみ核種の移行が抑制されている状態 

 
 核種の化学的保持性 

 ガラス固化体と核種が調和溶解して移行が抑制されている状態 
 沈殿として熱力学的に安定に核種が存在して移行が抑制されている状態 
 収着によって核種が固相に存在して移行が抑制されている状態 

 

このような分類で表される状態で存在する核種量の経時変化を整理することで、閉じ込め性を

定量化・可視化することが期待できる。 

 
4.3.3  2 か年の成果と今後の課題 

ニアフィールド複合現象評価システムから求められる環境変遷を、核種移行モデルによる解析

に反映する手法の概念を整理し、これに基づき、化学、水理及び力学に跨る状態の変化に追随し

て核種移行解析を行うモデルの要件と、核種移行解析で必要なインプットパラメータを抽出して

整理した。また、上記の整理結果に基づき、サブタスク 1 の連成解析の結果を反映させて核種移

行を評価するための解析手順や、核種移行解析と複合現象評価との間のデータの受け渡し構造を

具体化して、ニアフィールド複合現象評価システムを利用した核種移行解析手法を構築すると共

に、試行的な核種移行解析を実施することを通じて、複合現象の評価を核種移行に反映する手法

を例示した。今後は、このような起こり得る場の状態の変化を反映した核種移行解析の結果から

バリアの閉じ込め性能がどの程度期待できるかを定量化・可視化することなどにより、性能評価

においてこのような核種移行解析の結果を活用する手法を構築することが必要と考えられる。 
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  結言 
 
  ニアフィールドシステム評価確証技術開発の2か年における主な成果 
本事業において、平成30年度～平成31年度で得られた主な成果と今後の課題を以下に記述する。 
 
2章「ニアフィールド環境変遷に係る個別評価技術の開発」では、オーバーパック、緩衝材、セ

メント系材料など複数の材料と岩盤から構成されるニアフィールドの状態変遷を評価する技術の

構築と、その技術の検証を目的に、五つのサブタスクを実施した。 
まず、「オーバーパックの腐食挙動評価」では、幌延URLにて実施された原位置試験試料を活

用し、模擬オーバーパックの腐食状況や緩衝材中の環境条件に関するデータや解析結果に基づい

て環境条件の推定を行うとともに、模擬オーバーパックに観察された不均一腐食のメカニズムを

推定した。緩衝材中のpHは弱アルカリ性であることや、経時的に酸化還元性が還元性に変化して

いたことなどが推定された。また、模擬オーバーパックに観察された不均一な腐食は緩衝材上部

に充填されていたケイ砂が緩衝材内側に混入したことに起因すると考えられ、マクロセル腐食の

ようなアノード反応とカソード反応の場所的な分離の可能性と全面腐食速度の場所による違いの

可能性を検討し、後者によるものと推定した。模擬オーバーパックの腐食深さデータに基づいて

過渡状態で想定される酸素による最大腐食深さを推定して従来の評価手法による推定と比較した

結果、既往のモデルにより保守的な評価が可能であることが確認された。また、環境条件による

腐食への影響に関する知見の拡充を目的として、種々のパラメータを振った広範な環境条件での

室内試験の長期試験を継続し、炭酸ガス環境での腐食挙動に関するデータを拡充した。炭酸ガス

環境での初期の腐食速度は炭酸ガス濃度が高いほど大きいものの、長期的には保護性の高い炭酸

鉄皮膜の形成によって腐食進展はむしろ抑制される可能性のあることが確認された。また、炭酸

塩中での炭素鋼の応力腐食割れ感受性に及ぼす共存化学種の影響として、炭素鋼の不動態に対し

て攻撃型のイオンである塩化物イオン、硫酸イオンに着目して共存や濃度による影響を予察的に

調査した。その結果、塩化物イオン、硫酸イオンの共存によって応力腐食割れ感受性が高まる傾

向が示唆されたが、濃度による影響は明瞭には認められず、過去のデータとの比較からこれらの

イオンの影響は顕著ではないと推察された。 
今後は、微生物の分析を含めて原位置試験試料の調査、分析を進めるとともに、室内試験によ

る過渡状態での環境条件や不均一腐食の再現などにより、緩衝材中の環境条件と模擬オーバーパ

ックの腐食メカニズムをより詳細に理解し、過渡状態での腐食挙動評価手法の高度化を図る。ま

た、環境条件が腐食に与える影響に関し、緩衝材中の環境条件と変遷に関する理解を進めつつ、

引き続き複合的な要因が関与する系や環境条件の変化を伴う系での腐食試験のデータや、長期の

試験によるデータなどを拡充することにより、長期的な環境条件の変遷に対応した腐食挙動の評

価を行う。これらの検討においては、THMC連成解析によるオーバーパック腐食試験の再現解析

などによる環境条件の結果なども踏まえて進めていく予定である。 
 
次に、「緩衝材の変質挙動評価」では、原位置試験試料の変質挙動の調査においては、幌延URL

において実施されたオーバーパック腐食試験により取得した圧縮ベントナイト試料の分析を行っ

た。その結果、模擬オーバーパックの腐食により圧縮ベントナイト中に移行したFeは、Ca、Mn
とともに炭酸塩として存在すると推測される結果が得られた。また、TEMなどにより変質鉱物の

有無を詳細に観察したものの、モンモリロナイトの変質により生成すると考えられる鉱物は同定

されなかった。ナチュラルアナログ事例に関する調査では、平成20年度以降に公表された学術論

文などについての文献調査を行い、5件の重要事例を抽出して内容の調査を行うとともに、文献調



5-2 

査により、より処分場に近い変質環境である金属鉄と直接接触した鉱物の変質事例はほとんど報

告されていないことが明らかとなった。そのため、金属鉄と圧縮ベントナイトが接触しているナ

チュラルアナログ事例に関する知見の拡充のため、月布ベントナイト鉱山の支保工と接触したベ

ントナイト試料を採取し、分析を行った。その結果、処分場の環境として想定される低酸素条件

で変質したと推定される試料は採取できたであったものの、モンモリロナイトが変質して生成し

た鉱物は観察されず、また、支保工との接触界面を適切に維持した状態で試料を採取することが

困難であることがわかっ推測された。 
セメンテーションによる緩衝材の変質については、緩衝材の基本特性に対するセメンテーショ

ンによる影響を評価する取り組みの一環として、圧縮ベントナイトに対して実施されてきた既存

の手法を用いて、山形県月布のベントナイト鉱床の原鉱石及び再構成試料を対象とした膨潤圧・

透水試験・標準圧密試験を実施してきた。セメンテーションの影響を受けていると推察される原

鉱石については、圧縮ベントナイトと比べて膨潤圧は低下し、剛性は増加するという傾向が認め

られたが、透水性は変化が認められなかった。また、このような原鉱石及び再構成試料の基本特

性の違いの要因を特定するため、電子顕微鏡などを用いた観察・分析を実施した。そして、地層

処分で想定されている環境条件、時間スケールでセメンテーションが生じうるのか、セメンテー

ションの影響が長期的に持続するのかを評価するための実験的研究手法を検討した。 
今後は、金属鉄と圧縮ベントナイトが接触しているナチュラルアナログ事例に関する知見の拡

充について、これまでの調査はモンモリロナイト変質鉱物の詳細な生成メカニズムの理解や評価

モデルの検証に使用する上で不十分であると考えられるため、鉄遺物に接触していた土壌の変質

などの金属鉄との接触による鉱物の変質などのナチュラルアナログ事例を調査し、分析を進める

予定である。セメンテーションが緩衝材の剛性に与える影響については、試験後試料の乾燥密度

測定などにより、より詳細に検討していくとともに、試験データの拡充により剛性への影響の理

解を進める。また、構成粒子の膨潤性の違いなど、観察・分析データを蓄積し、セメンテーショ

ン状態と基本特性の関係の考察を行う。そして、セメンテーションを正起させるための溶液通水

試験や長期の膨潤圧試験などを利用したデータ取得を進める。 
 
 第三に、「ニアフィールドTHMC連成挙動評価」では、FEBEXプロジェクトにおける原位置試

験を対象としたTHM連成解析モデルの検証として、試験開始から5年間の評価に引き続き、その

後の約13年間の解析を実施し、廃棄体を模擬したヒーターの加熱を停止した後の冷却期間を含め

た19年間の全試験期間の評価を実施した。そして、緩衝材中に設置されたセンサーによって得ら

れている計測データや、緩衝材のサンプリング試料から得られたデータなどを通じてTHM連成解

析モデルの正確性の確認を行った。その結果、廃棄体を模擬したヒーターの加熱中及び加熱を停

止した後の減熱過程における緩衝材中の温度を適切に再現できていることを確認した。これは、

熱移動が熱伝導に支配されていることを示すものであり、正確な熱物性値を与えることで緩衝材

中の温度環境を的確に予測することが可能であることが分かった。また、岩盤からの地下水の浸

潤によって緩衝材の水分飽和度が上昇する一方で、キャニスター近傍では緩衝材が乾燥する様子

など全体的な浸潤挙動を再現できることを確認するとともに、緩衝材のサンプリング試料から得

られた水分分布との比較により、原位置試験の浸潤挙動を適切に評価できていることを確認した。

他方、浸潤が進んでいない比較的短期の解析評価において一定値として扱った温度勾配水分移動

に関するパラメータについては、緩衝材への地下水の浸潤が進んだ長期間の評価を通じて、水分

飽和度や温度などの変化が緩慢になる時期の水理挙動を再現するためには、温度勾配水分移動係

数の水分飽和度依存性を考慮する必要があることが分かった。温度勾配による水分移動は、廃棄

体周辺での緩衝材の乾燥の程度や、浸潤速度に大きく影響することから重要なパラメータの一つ
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である。この値については、実験などに基づく測定例が少ことから、室内試験などを通じて水分

飽和度依存性や温度依存性についてのデータを蓄積する必要がある。緩衝材の応力に関する解析

評価では、膨潤によってベントナイトブロック間の隙間が閉塞するプロセスを考慮していないこ

とから、解析結果は、計測値に比べて早期に大きな値が発生する結果となっている。しかしなが

ら、緩衝材の浸潤が促進してブロック間の隙間が閉塞することによって計測値は上昇し解析値と

一致する結果となっている。また、様々な処分概念や設計オプションに柔軟に対応できる解析モ

デルの構築の観点からも、これまでに評価実績の少ない廃棄体横置き方式の人工バリア仕様や、

国産とは異なるベントナイトに対しても有効であることを確認することができた。以上FEBEXプ
ロジェクトにおける原位置試験を対象とした長期の解析評価を通じて、熱、水理、及び力学特性

の相互作用のうち、力学的挙動の帰結として熱特性及び水理特性におよぼす影響を除く部分につ

いて妥当性を確認した。 
一方、幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試験を対象としたTHMC連成モデルの

検証では、海水系地下水環境下における浸潤評価を行うために必要となる緩衝材の不飽和水理パ

ラメータを取得し、これに基づき、廃棄体を模擬したヒーターの発熱とセメントの影響を考慮し

た地下水の浸潤にともなう緩衝材間隙水の化学的な環境変化に着目したTHMC連成解析を実施し

た。そして、コンクリート支保の影響を受けた地下水が浸潤する緩衝材の間隙水組成や、間隙水

の酸化還元電位を把握した。さらに、オーバーパック腐食試験において計測された緩衝材の間隙

水pHとpeを再現できていることを確認した。幌延深地層研究計画におけるオーバーパック腐食試

験を対象とした解析評価を通じて、熱、水理、及び地球化学特性の相互作用による緩衝材の間隙

水化学に関する評価の妥当性を確認した。 
 ニアフィールド長期力学評価に必要な解析コード開発としては、ニアフィールド長期力学解析

コードMACBECEに飽和度分布を入力して再冠水時の緩衝材の力学挙動を解析する機能を追加

し、処分施設の各材料及び周辺岩盤の力学的な相互作用を再冠水時から長期までの一貫した評価

が可能となった。それにより、過渡期の処分施設の力学的な状態変化やそれが長期的な力学挙動

に与える影響を評価できるようになった。そして、過渡期の緩衝材の力学モデルの高度化に向け

て、エックス線CT測定による膨潤圧試験中の供試体内部の観察を試み、膨潤圧の変化と供試体内

部の状態変化の関係を把握した。また、メソMD解析手法による粘土含水系の組織構造モデルを用

いて、その組織構造の特徴を示す実測可能かつ物理的な意味が明確な物理量（マクロ物性など）

の定量的な評価に向けての検討を進め、メソMD解析結果の組織構造から粘土分子の平均的な積

層数や層間距離などを評価する手法を構築し評価を試行した。 
 今後は、幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試験を対象に、埋戻し材を有する廃

棄体縦置き仕様において、埋戻し材中への緩衝材の膨出にともなう力学特性の変化がおよぼす熱

特性及び水理特性への影響を考慮した再現解析を実施し、原位置試験で得られている計測データ

との比較を通じてTHM連成解析モデルの正確性を確認していく。また、THMC連成解析モデルを

活用し、オーバーパックの腐食挙動に影響をおよぼすと考えられている塩化物イオンや炭酸イオ

ン濃度など、オーバーパックの腐食評価に必要となる情報を提供していくとともに、原位置試験

のサンプリング試料の分析結果などから得られる緩衝材の変質や二次鉱物の生成の有無などの知

見に基づき、THMC連成モデルへの反映を視野に入れた検討が求められる。さらに、本研究で得

られた温度勾配水分移動係数の水分飽和度依存性や、海水系の地下水浸潤モデルを用いて幌延深

地層研究計画における人工バリア性能確認試験を対象としたTHMC連成解析を実施し、海水系地

下水環境下における人工バリアの浸潤挙動を把握していく必要がある。ニアフィールドの力学挙

動評価として、より現実的に過渡期の処分施設の変形を評価できる解析手法を構築するためには、

廃棄体の発熱による処分施設の温度変化に伴う構成材料の熱膨張や熱収縮などの温度変化による
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処分施設の変形を解析できるように拡張するなどの取り組みが必要である。エックス線CT測定に

よる膨潤圧試験中の供試体内部の観察については、初期乾燥密度の高い領域からの浸潤だけでは

なく反対側からの浸潤や、初期乾燥密度分布の小さい場合などについても検討を行い、さらなる

試験データの蓄積による膨潤挙動の現象理解を進めていくことが必要である。また、膨潤圧試験

装置内での供試体のCT値と湿潤密度の関係を把握し、得られたCT値を湿潤密度に変換すること

で、力学モデルの開発・高度化のためのデータとして活用していくことが求められる。一方、粒

子数密度分布（間隙サイズ）や粒子方向分布（配向性）の評価手法は、今後、メソMD解析に基づ

く粘土含水系の組織構造と物質輸送特性との間に存在する因果関係を調べる上で必要な技術にな

るものと考えられる。例えば、粒子数密度分布のデータに基づきメソ間隙とナノ間隙を区別する

ことは、今後マルチスケール解析を行っていく際に、ナノ構造を均質化してメソ多孔質体モデル

を作成していくために必要になる。また、局所的な配向性のデータは、圧縮性及び透水や拡散な

どの物質輸送現象についての異方性を理解する上で重要な指標になることが期待される。さらに、

実験データとの比較により、メソMD手法及び本項で構築した評価手法などの妥当性の検証を進

めていくことも今後の重要な課題となる。 
 
 第四に「母岩中アルカリプルーム反応輸送挙動評価」では、セメント由来によるアルカリプル

ームが地下水や岩盤へ与える影響として、グラウチング施工後11年経過した瑞浪での調査（坑道

開放状態）においては、施工後2年～3年を除いて地下水水質の変動は確認されなかった。また、

周辺岩盤への影響も確認されなかった。原位置のグラウト材の状態は試料採取箇所によって異な

っていることが確認された。その結果、プレグラウチング施工後初期の段階でグラウト材のポル

トランダイトの溶脱やカルサイトへの変質析出やポルトランダイトの溶脱の発生後は、その状態

が維持されていると考えられた。なお、この状況は坑道が開放されて地下水の流動勾配がある状

態で、坑道掘削が深部に進んだ後、坑道維持が5年程度継続したことに伴って浅部と深部の地下水

が混合して定常化された条件での結果であることに留意する必要がある。 
 また、亀裂性岩盤を対象とした母岩中アルカリプルームの反応輸送挙動評価においては、処分

孔の支保工とそれに交差する単一の亀裂を対象とした反応輸送解析モデルを構築し、支保工から

のアルカリの影響が処分孔近傍に留まるか否かの条件を把握することを目的とする感度解析を行

った。その結果、アルカリの影響が数m程度の下流にまで及ぶ可能性があることが示唆された。

そして、支保工やグラウトに由来するアルカリプルームがニアフィールド岩盤に及ぼす影響を評

価する手法の高度化に向けた研究アプローチを提示した。 
 今後は、グラウチング施工後11年経過した瑞浪での調査により原位置や室内試験でこれまでに

得られたデータを用いて、坑道閉鎖によって地下水の流動勾配が無くなった状態で、グラウト材

の変質の有無が地下水や岩盤に対してどのような影響を及ぼすのか、解析によって把握する必要

がある。また、支保工からのアルカリプルームが下流側まで広がる要因の分析や、亀裂ネットワ

ークモデルによる水理解析と化学-物質輸送解析との連成が必要となる条件などの把握が課題で

ある。 
 
最後に、「流出現象などを考慮した緩衝材の健全性評価」では、竪置きブロック方式の緩衝材

の定置から埋め戻しまでの期間を対象とした緩衝材の流出に対する工学的な対策として、ケイ砂

を孔壁と緩衝材ブロックの隙間に充填する方法を提示するとともに、室内試験によってケイ砂の

隙間充填が緩衝材の流出を抑制する効果があることを確認した。また、幌延URLの原位置での地

下環境での自然湧水条件において、緩衝材流出現象を把握し、定置後初期流出量が多いことを確

認した。また、ケイ砂を充填した場合には緩衝材の流出濃度が低くなり、流出が抑制されること
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を示した。さらに、緩衝材の再冠水プロセスを対象とした解析モデルの開発として、不飽和から

飽和に至る過程でのベントナイト材料の膨潤による隙間の閉塞プロセスとその後の密度分布の変

化に関する力学解析方法を検討し、土骨格の変形を支配するモデルとして塑性膨潤の概念を取り

入れた弾塑性構成モデルによりベントナイト緩衝材の力学応答を表現できる可能性を示した。ま

た、縮尺と遠心加速度を変えた遠心模型試験（20G～40G）を行い、緩衝材中への水の浸潤につい

ては加速試験として成立することを確認した。しかし、1G場試験に比べて浸潤速度は遅くなる傾

向が見られた。遠心模型試験で1G場試験の結果を完全に再現することは難しいが、例えば、1G場

試験と遠心模型試験における緩衝材中の水の飽和までの時間の違いを定量的に把握した上で、人

工バリアを含む遠心模型試験を実施することで、実スケールの緩衝材の飽和時間の推定や再冠水

後の人工バリアの状態把握に活用することができると考えられる。 
 今後は、緩衝材流出と工学的対策に係る現象把握とメカニズムの理解に向けた室内試験を継続

して行うとともに、地下環境において、流出現象の緩衝材の膨潤、地下水環境の影響による変化

などを把握するためにさらに長期的な試験を行い、確認する必要がある。また、緩衝材の再冠水

プロセスを対象とした解析モデルの開発では、多次元化や実規模を対象としたモデル体系の構築

やパラメータ値設定手法を整備していく必要がある。 
 
3章「ニアフィールド環境変遷を考慮した核種移行評価技術の開発」では、実際の地質環境の特

徴やニアフィールドシステムの長期環境変遷を考慮した核種移行評価を行うための個別現象モデ

ルやデータベースを、室内試験、地下研究施設での原位置試験などを通じて開発することを目的

に、ニアフィールド岩盤中の核種移行評価技術の開発、システム変遷などを考慮した核種移行解

析モデル/データベースの整備、有機物・微生物の影響評価技術の開発、の三つのサブタスクを実

施した。 
まず、「ニアフィールド岩盤中の核種移行評価技術の開発」では、結晶質岩及び堆積岩を対象

に、割れ目やマトリクス部の不均質性や地質環境特性の長期変遷などを考慮した核種移行評価技

術について、室内試験、原位置試験及び天然事例評価などを通じた高度化と適用性評価を進めた。

そのうち結晶質岩のマトリクス部については、スイスグリムゼルの花崗閃緑岩やフィンランドオ

ンカロの片麻岩などのマトリクス部を対象として、黒雲母などの鉱物分布などの不均質性の定量

評価手法の改良を進め、室内試験や原位置試験で得られたデータとの比較によって、黒雲母など

の分布の特徴が核種拡散へ及ぼす影響を明らかにした。結晶質岩の割れ目部については、グリム

ゼルの岩石割れ目部を対象として、より複雑な割れ目性状を有する試料を用いた室内トレーサー

試験データを取得し、実際の割れ目の特徴を考慮したモデルの改良と適用性の確認を進めたほか、

大型の割れ目試料を対象に、室内トレーサー試験、収着・拡散試験、各種分析によって核種移行

データや割れ目周辺の鉱物・間隙などの分布に関するデータを取得した。 
 今後は、結晶質岩のマトリクス部については、これまでに開発してきた不均質性を考慮したモ

デルの室内試験や原位置試験データへの適用評価事例を拡充し、その有効性を確認するとともに、

さらに多様な結晶質岩への適用評価を進める。結晶質岩の割れ目部については、グリムゼルの大

型コア試料を用いたトレーサー試験後の試料分析と、一連のデータを解釈するためのモデルの改

良と適用性評価を進める。さらに、これまでに得られた知見を反映しつつ、実際の地質環境の不

均質性や環境条件の変遷などが核種移行へ及ぼす影響を取り扱うための解析手法の構築と改良を

進め、原位置試験や天然事例などに基づく妥当性確認を進める。 
 堆積岩のマトリクス部については、幌延URLの泥岩（稚内層）マトリクス部を対象とし、鉱物

や間隙の不均質性や核種移行特性を室内拡散試験やNMR分析によって把握するとともに、それを

反映したモデルの適用事例を提示した。また、幌延URLで実施した層理面に対する異方性に着目
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したマトリクス部の拡散試験を対象に、試験後の岩石試料の分析によって層理面に対する異方性

が拡散に及ぼす影響を検討した。堆積岩の割れ目部については、幌延URLで実施された割れ目中

の原位置トレーサー試験を対象に、試験後試料の分析によって移行経路を把握するとともに、複

数の移行経路や不均質な流れ場を考慮したモデルの改良と適用性の検討を進めた。さらに、幌延

URLにおける地質環境の長期変遷などを考慮したナチュラルトレーサーの評価手法について、反

応性トレーサーを対象とした解析に向けた既存データの信頼性や補正手法の検討を進めた。 
 今後は、堆積岩のマトリクス部について、幌延の泥岩マトリクス中の核種移行モデルの鉱物・

間隙特性を反映したモデルの改良と、層理面に対する異方性や塩濃度などの地下水条件の違いに

よる影響の評価を進めるとともに、これまでに取得された一連の原位置試験データへの適用を通

じてモデルの妥当性を確認する。堆積岩の割れ目部については、幌延URLにおける割れ目中の原

位置トレーサー試験結果を対象に、上記で構築した不均質などを考慮した核種移行モデルの適用

性評価と妥当性評価を進めるほか、核種移行の現象理解と地質環境の長期環境変遷を考慮可能な

核種移行解析手法の構築と、ナチュラルトレーサーなどの情報に活用した核種移行解析手法の妥

当性の確認を進める。 
 
 次に「システム変遷等を考慮した核種移行解析モデル/データベースの整備」では、ニアフィー

ルド環境の変遷や地下水条件などの地質環境の長期変遷などのうち、オーバーパックからの鉄が

緩衝材などにおける核種移行へ及ぼす影響、セメント系材料の共存が緩衝材や岩石中の核種移行

に及ぼす影響、高炭酸濃度の地下水が岩石や粘土鉱物中の核種移行に及ぼす影響に着目して研究

を実施した。鉄共存系での核種移行影響評価のうち、ベントナイト緩衝材中における鉄と核種の

競合収着については、これまでに取得したFe(II)のモンモリロナイトへの分配係数に基づき、鉄イ

オンによるモンモリロナイト中の表面錯体サイト飽和挙動を評価するとともに、共存するFe(II)
濃度が異なる3条件でモンモリロナイトへのAmの収着データのpH依存性を取得し、Am(III)の場

合には、Ni(II)の場合とは異なり、Fe(II)とは収着競合しない可能性をした。また、Fe(II)鉱物への

Se(-II)の取り込み挙動については、試験方法とpH条件の異なる2つの試験で得られた初期生成固

相から安定固相への変化とSeの取込、保持、脱離挙動を、XAFS分析やSEM分析などを組合せた

評価によりそのメカニズムを解明したほか、幌延の泥岩中のFe鉱物へのSeの取り込みに関する検

討に着手した。 
 今後は、鉄と核種の競合収着については、AmやNiのFe(II)との収着競合データを拡充するとと

もに、他の核種（II価金属やIV価以上のアクチニド核種など）でもデータを取得し、Fe(II)との競

合影響評価手法を構築する。また、Fe(II)鉱物へのSe(-II)の取り込み挙動については、2種類の試

験方法を異なるpH条件やSe初期濃度で実施し、多様な環境条件でのFe(II)鉱物へのSe(-II)の取り

込みに関する評価モデルの妥当性を確認するとともに、幌延の天然の泥岩を対象とした分析試験

による天然環境中でのSeとFeの挙動の理解とあわせて、FeとSeの相互作用メカニズムを解明す

る。 
 セメント共存系での核種移行影響評価のうち、セメント共存による圧縮ベントナイト中のコロ

イドフィルトレーション機能への影響については、高密度条件（乾燥密度1.2～1.6Mg/m3）でのデ

ンドリマーコロイドの移行・ろ過データを取得するとともに、サイズの異なるデンドリマーコロ

イドを用いたデータ取得を行い、濃度プロファイルを含めた解釈からろ過率を評価する手法を提

案した。セメント系材料が岩石中の核種移行へ与える影響については、幌延の泥岩-セメント接触

領域を対象に、セメントの種類（普通ポルトランドセメントや低アルカリセメント）や接触期間

（5年～10年程度）の差異に着目した変質状況などに関する分析データから、岩石中への二次鉱物

の生成とそのセメント種類による差異を確認した。また、セメント共存による鉱物変遷などに伴
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う収着影響に関する文献調査と課題抽出を行った。 
 今後は、セメント共存による圧縮ベントナイト中のコロイドフィルトレーション機能への影響

については、高密度条件や異なるコロイドサイズでのコロイド移行・ろ過データを拡充し、これ

までに取得してきたCa型（及びNa型）の一連のデータの評価から、間隙構造や核種移行特性の環

境条件依存性とも関連付けたコロイド移行・ろ過特性を評価する。また、セメント系材料が岩石

中の核種移行へ与える影響については、幌延の泥岩-セメント接触試料の分析データを拡充すると

ともに、界面近傍に生成した二次鉱物中の微量元素の分析などにより核種との相互作用に係る知

見を得るとともに，2章に示したセメントによる岩石中の鉱物・間隙の変遷評価とあわせて、その

ような環境変遷が核種移行特性に与える影響を評価する手法を構築する。 
 高炭酸条件下での核種移行モデルの開発については、イライト・スメクタイト及び幌延の泥岩

を対象にTh，Amの高炭酸条件下での収着データを拡充し、複数の粘土鉱物の加成則に基づく収

着モデルの適用性を確認した。また、高炭酸条件での収着メカニズム解明のためのTRLFS分析技

術の適用に向けてUを対象にした予察分析を実施した。そして、炭酸濃度が異なる条件下でのモ

ンモリロナイト中のNpの拡散データを取得し、その結果に対してベントナイト中の収着・拡散モ

デルの適用性を提示した。さらに、分子動力学計算や第一原理計算による炭酸錯体などの拡散・

収着挙動の解明に向けた解析手法の調査と解析事例の拡充を行い、高炭酸条件における核種移行

評価モデルの構築に必要な知見を提示した。 
 今後は、高炭酸条件でのAmやUなど核種の収着・拡散データの拡充に加え、先端的な分析技術

（TRLFSなど）や計算科学技術によるメカニズムに関する知見を取得しつつ、高炭酸条件へ適用

可能な核種移行評価モデルを構築する。 
 
最後に、「有機物・微生物の影響評価技術の開発」のうち、有機物影響評価技術の開発として

は、FFF-ICPMS法を用いてZr4+と幌延深部地下水から分離・精製したフミン酸・フルボ酸との

錯生成データを取得し、そのデータへのNICA-Donnanモデルの当てはめからモデルパラメータ

の整備を行った。また、FFF-ICPMS法では腐植物質の回収率が低く、錯生成データの妥当性が明

らかでないという課題に対して、試料の損失が極めて少ないCE-ICPMS法による錯生成データ取

得手法を整備し、その適用性を確認した。さらに、小角散乱を用いたZr4+との結合による幌延深

部地下水フミン酸の構造変化や、熱量滴定法によるZr4+の加水分解反応熱力学量など、Zr4+と腐

植物質の錯生成反応機構の理解に資するデータの取得を進めた。核種-有機物-岩三元系での核種

収着モデルの開発については、地質環境条件（有機物、岩石、地下水条件）の多様性や複雑性に

着目した文献調査から課題を抽出し、核種-有機物二元系における収着反応機構に関する予察的な

データ取得を行った。 
 今後は、NICA-Donnanモデルパラメータの整備を進め、幌延深部地下水から抽出・精製したフ

ミン酸・フルボ酸について更に多様な条件下での錯生成データの取得を進める必要がある。さら

に、幌延深部地下水フミン酸に対してCE-ICPMS法を適用し、錯生成データの取得及びNICA-
Donnanモデルの当てはめを行うことで、モデルパラメータの妥当性を多角的に評価することも

必要となる。IV価核種と腐植物質の錯生成反応機構の理解のためには、熱量滴定法による熱力学

量の導出などのデータ取得を進めていく必要がある。核種-有機物-三元系の核種収着モデルの開

発に向けては、反応の瞬時・可逆性の観点でデータ取得を進めるとともに、幌延深部地下環境中

の実地下水、堆積岩を使用した室内試験を行うことで、核種収着のデータ整備を進めていく。 
 微生物影響評価技術の開発としては、核種移行への影響の観点から文献調査を行い、室内試験

を対象とした微生物と核種との相互作用に関する知見は数多く報告されているが、地下環境を模

擬した条件下で実施された試験や地下微生物を対象とした試験については知見が非常に限られて
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いることが確認された。したがって、地層処分システムにおける微生物の核種移行影響について、

信頼性の高い評価を行うためには、地下環境に生息する微生物を対象としてこれらの相互作用に

関する知見の拡充の重要性が挙げられた。核種移行への微生物影響を評価するためには、微生物

と核種の相互作用に関する理解を深めるだけでなく、地下環境における微生物の生息形態（浮遊/
付着）に関する評価手法の確立と原位置環境から取得した知見の拡充が極めて重要であると考え

る。また、バイオコロイドやバイオフィルムによる元素の収着や生息状況に関するデータを取得

し、バイオフィルムへの元素の濃集は微生物が生成するEPSや微生物代謝に起因する可能性があ

ることが示された。抽出された重要度の高い研究課題を踏まえて、幌延URLの深度140 m及び250 
mのボーリング孔から採取した地下水に対し、全コロイド（無機/有機）のうち、バイオコロイド

への希土類元素の収着特性データを取得した。バイオフィルムの核種移行影響評価に関しては、

幌延の地下環境を対象として、バイオフィルムの分布とその形成の潜在能力、収着特性について

評価手法を提示した。また、幌延の地下環境において形成されているバイオフィルムには、重金

属元素が濃集することが確認されたが、バイオフィルムへの元素の濃集はバイオフィルム構成微

生物種ではなく、主に細胞外高分子物質の量に起因する可能性が示唆された。バイオフィルムを

形成しているSM1種は、坑道壁面近傍に優占して分布することが示されるとともに、一部の領域

では時間の経過とともに出現率が減少することが示されたことから、SM1種によるバイオフィル

ム形成が顕著にみられる領域は坑道近傍のニアフィールド領域に限定され、坑道掘削から時間が

経過するにつれて減退する可能性が示唆された。 
 今後は、核種移行に及ぼす微生物影響評価モデルの構築とパラメータ整備を目的として、バイ

オコロイドへの希土類元素の収着分配係数について、再現性確認試験によりデータの信頼性を向

上させるとともに、様々な地下水水質を対象とした収着挙動評価に加えて希土類元素以外の重要

核種についても評価を行い、収着データを拡充する必要がある。また、地下に生息する微生物生

態系や施設建設過程におけるバイオフィルムを含めた微生物特性の変化の基礎情報に関する知見

の拡充により、より信頼性の高い微生物影響評価につなげることができる。さらに、主要な微生

物の代謝機能や官能基などの情報を取得することにより、バイオコロイド及びバイオフィルムへ

の核種の収着・取込メカニズムの解明を目指す。 
 

4章「ニアフィールド性能の総合評価技術開発」では、個別現象モデルを統合してニアフィール

ドの空間的・時間的な変遷を解析するシステムの構築と、時間変化を考慮した地質環境モデルや

ニアフィールドを対象とした連成解析の結果を核種移行解析モデルへ反映する手法の構築を目的

に、二つのサブタスクを実施した。 
まず、「現象解析モデルの統合化技術の構築」では、個別の現象モデルやパラメータ整備の成

果を統合するだけではなく、性能評価の観点からトップダウン的に重要な機能や関連する現象を

抽出する手法を組み合わせた研究開発のアプローチを提案した。また、このアプローチに基づき、

「緩衝材の長期変遷挙動の予測」を優先的に取り組む課題としてニアフィールド複合現象評価シ

ステムのプロトタイプを構築した。さらに、このプロトタイプを活用して、緩衝材の機能の維持

／喪失の可能性を左右し得る状態の変化のパターンに着目した感度解析を行い、ニアフィールド

複合現象の評価手法を例示すると共に、この解析結果に基づき評価システムの高度化に向けた課

題を抽出した。 
 今後は、過渡期の状態の変化や岩盤との相互作用などによる影響も考慮しつつ、緩衝材の長期

変遷挙動の結果として緩衝材に期待される機能が維持／喪失される条件を定量化できるようにす

るためにプロトタイプの機能を拡張していくことが必要と考えられる。 
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 次に「ニアフィールドシステム核種移行評価技術の開発」では、ニアフィールド複合現象評価

システムから求められる環境変遷を、核種移行モデルによる解析に反映する手法の概念を整理し、

これに基づき、化学、水理及び力学に跨る状態の変化に追随して核種移行解析を行うモデルの要

件と、核種移行解析で必要なインプットパラメータを抽出して整理した。そして、その整理結果

に基づき、「現象解析モデルの統合化技術の構築」の連成解析の結果を反映させて核種移行を評

価するための解析手順や、核種移行解析と複合現象評価との間のデータの受け渡し構造を具体化

して、ニアフィールド複合現象評価システムを利用した核種移行解析手法を構築すると共に、試

行的な核種移行解析を実施することを通じて、複合現象の評価を核種移行に反映する手法を例示

した。 
 今後は、このような起こり得る場の状態の変化を反映した核種移行解析の結果からバリアの閉

じ込め性能がどの程度期待できるかを定量化・可視化することなどにより、性能評価においてこ

のような核種移行解析の結果を活用する手法を構築することが必要と考えられる。 
 

  おわりに 
本報告書は、平成31年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（ニアフィ

ールドシステム評価確証技術開発）として、資源エネルギー庁から原子力機構と原環センターが

受託し、地層処分事業における概要調査から精密調査段階に有用となる調査・評価技術を開発す

ることを目的として実施した技術開発の成果を取りまとめたものである。地層処分が安全で信頼

に足るものとして社会に受け入れられるものとするために本事業の成果が活用され、地層処分シ

ステムが、ステークホルダーにとってより納得のいくものとなることを期待している。 
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付録 A 

 

排水量増加の要因分析に関する解析の詳細 

(本編 2.6 項に付す) 
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原位置試験の緩衝材ブロックと孔壁の隙間にケイ砂を充填したケース 1 の流出試験において、

試験期間中に排水量が増加する現象が生じた。本現象の要因を分析・検討するため、緩衝材の膨

潤圧が試験孔壁に作用した場合の、孔壁部分のひずみ、応力状態についての数値解析を実施した。

本文中には概要を述べているが、ここでは、解析条件と結果について詳細を示す。 
 

 解析条件 
a) 解析コード 

三次元有限差分コード FLAC3D ver.5.01 
 

b) 解析メッシュ 
解析メッシュの全体図、解析メッシュの試験孔を含む坑道近傍の拡大図、試験孔周辺の拡大図

を図 A-1～図 A-2 に示す。本検討では，試験坑道 5 から分岐した枝坑、および今回の解析の対象

である試験孔 2 の両隣に施工された試験孔 1 と試験孔 3 については、モデル化していない。メッ

シュの規模は、検討対象である試験孔周辺に境界の影響が及ばないように、以下とした。 
 
・坑道断面の径方向  空洞壁面より 5D（D：試験坑道 5 の掘削径 4.4 m）程度 
・坑道軸方向     妻部から奥は 5D 
           掘削部は試験坑道坑口から 3D 程度 
 
解析モデルは坑道断面方向に対称であるため、解析メッシュは 1/2 モデルとした。また、モデ

ル化する支保部材は、吹付けコンクリートと鋼製支保工の 2 部材のみとし、ロックボルトは実施

設計に準拠して割愛した。支保部材を表す要素として、吹付けコンクリートはソリッド要素、鋼

製支保工はビーム要素でモデル化した。なお、路盤コンクリートはモデル化しなかった。境界条

件は、解析メッシュ境界面の法線方向変位を拘束した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 A-1 解析メッシュ（1/2） 
 

 

 
全体 
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a) 解析対象部拡大図 

 
b) 試験孔 2 拡大図 

図 A-2 解析メッシュ（2/2） 
 

c) 物性値 
① 初期応力 
350 m 坑道の初期応力は、試験坑道 5 の坑道軸方向が東西方向となるように設定した。表 A-1

に設定した初期応力の諸元を示す。 
 

表 A-1 解析用：深度 350 m の初期応力 
深度 
(m) 

鉛直応力 Sv 

(kN/m2) 
水平応力 Sh (kN/m2) 

東西方向 南北方向 
350 5,359 Sv×1.3 (6,967) Sv×0.9 (4,823) 

 
② 岩盤物性値 
試験坑道 5 の岩盤等級は、試験坑道 5 の施工時の切羽観察結果から、CM-M(Hr)を採用した。 
岩盤物性値は表 A-2 に示す実施設計に用いた各岩盤等級の値を採用した。岩盤のモデル化は

Mohr-Coulomb の破壊規準に従う弾完全塑性体とし，塑性流動則には非関連流れ則を使用した。 
 

表 A-2 解析用：岩盤物性値（森岡ら，2006） 

岩盤等級 弾性係数 
(MPa) ポアソン比 

単位体積 
重量 

(kN/m3) 

粘着力 
(MPa) 

内部 
摩擦角 
(deg.) 

引張強度

(MPa) 

CM-M(Hr) 1,350 0.186 18.5 1.6 25 0.50 
 
③ 支保工物性値 
支保部材の物性値を表 A-3 に示す。支保部材は弾性体としてモデル化した。なお、実際の施工

期間において、試験坑道 5 の施工完了から試験孔を掘削するまでにかなりの施工休止期間があっ

たため、吹付けコンクリートの弾性係数については、弱材齢の場合と硬化後の場合の 2 種類を設

定した。解析に際し、試験坑道 5 の施工（支保設置まで）が終了するまでは弱材齢の値を使用し、

試験孔の掘削直前に硬化後の値に変更した。また、試験孔内（実際のコンクリートピットも含む）

は無支保とした。 
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表 A-3 解析用：支保工物性値 
 鋼製支保工 吹付けコンクリート 

規格・仕様 H-150 (SS400) t=20 cm、(f’ck=36 N/mm2) 

弾性係数(kN/mm2) 210 弱材齢 硬化後（28d） 
6 29.6 

ポアソン比 0.3 0.2 
断面積(m2) 39.65×10-4 － 

断面二次モーメント(m4) 1,620×10-8 － 
要素種別 ビーム要素 ソリッド要素 

 
d) 解析ステップ 

解析ステップを図 A-3 に示す。 
 

 
図 A-3 解析ステップ 

 
e) 解析ケース 

解析は表 A-4 に示す 2 ケースを実施した。ケース 1 の流出試験（ケイ砂充填）の結果より、鉛

直方向の膨潤圧の最大値が 3 MPa であったことから、解析ケース 1 では、すべての方向の土圧

を 3 MPa とした。一方、解析ケース 2 は、鉛直方向の土圧は 3 MPa、水平方向の土圧は 0.8 MPa
とした。 

表 A-4 解析ケース 

 壁面内圧（MPa） 底盤内圧（MPa） 

解析ケース 1 3.0 3.0 
解析ケース 2 0.8 3.0 

 
また、解析時に土圧を負荷した状況、すなわち試験孔 2 の表面にベントナイトブロックの膨潤

よる内圧を負荷した状況を図 A-4 に示す。 
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図 A-4 解析状況（試験孔壁面に内圧負荷） 

 
 解析結果 
解析結果の各値は、試験孔内に内圧を負荷させたことにより発生した増分の値である。 
 

a) 最大せん断ひずみ 
ケース 1 では、試験孔の壁面全体に約 0.4%の最大せん断ひずみが発生していることがわかる。

また、孔口部が最大値で 048%であった。 
ケース 2 では試験孔の壁面全体に最大せん断ひずみは 0.1%程度であった。最大値は底盤部で

0.35%であった。 
 

b) 変形量 
最大値は両ケースとも底盤に発生しており、ケース 1 の場合は 0.81 mm、ケース 2 の場合は

0.94 mm となった。また、変形する方向も等しく、外側に変位した。なお、ケース 1 の場合は孔

口部でも変形量が 0.7 mm と比較的大きい値となった。 
 

c) 周方向応力 
試験孔壁面に着目すると、両ケースとも引張り応力が発生していた。その最大値は、ケース 1

で 2.4 MPa、ケース 2 では 0.65 MPa であった。 
 

d) 半径方向応力 
試験孔壁面に着目すると、両ケースとも圧縮応力が発生していた。その最大値は、ケース 1 で

は 3.0 MPa、ケース 2 では 0.80 MPa と負荷された内圧であった。影響範囲を確認すると、ケー

ス 1 の場合は孔壁から約 50 cm、ケース 2 の場合は孔壁から約 20 cm と狭い範囲であった。 
 

e) 鉛直方向応力 
試験孔底盤に着目すると、両ケースとも圧縮応力が発生しており、最大値が 3.0 MPa と、負荷

された内圧であった。影響範囲を確認すると、どちらの場合も底盤から約 50 cmの範囲であった。

また、底盤から上方 10 cm までには引張応力が発生していた。 
 
上記の解析結果のうち最大せん断ひずみ分布を図 A-5 に示す。なお、妻部、または坑道（空洞）

の影響を把握するために、のように表示方向を変えて両者を比較した。その結果、どちらの影響

もみられず、同じ傾向を示した。  
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図 A-5 最大せん断ひずみ分布（内圧負荷後の増分）：再掲 
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 排水量増加の要因分析の検討 
a) 最大せん断ひずみの検討 

試験孔壁面の安定性の評価について、一般的なトンネル掘削における切羽の安定性を評価する

場合と同様に、最大せん断ひずみによって行うこととした。今回、解析に使用した物性値から、

桜井ら（1988）が提案している限界ひずみ、および限界せん断ひずみを求め、解析結果における

最大せん断ひずみの値と比較した。指標とした限界ひずみの算出式を以下に示す。 
  上限値：logε0＝－0.25logE－1.10 
  中央値：logε0＝－0.25logE－1.47 
  下限値：logε0＝－0.25logE－1.84  

ε0は限界ひずみ、E は解析に用いた弾性係数を示す。 
桜井ら（1988）によると、上限値を超えると「崩壊領域」、中央値～上限値は「不安定領域」、

中央値～下限値は「やや不安定領域」、下限値以下は「安定領域」と定義されている。 
以下に、限界せん断ひずみの算出式を示す。 
γ0＝（1＋ν）×ε0 
γ0は限界せん断ひずみ、νは解析に用いたポアソン比、ε0は解析に用いた弾性係数を示す。 
表 A-5 に解析に使用した物性値と、上記の式より求めた限界せん断ひずみを示す。 

 
表 A-5 限界せん断ひずみ 

岩盤等級 弾性係数

（MPa） ポアソン比 限界せん断ひずみ（%） 

CM-M（Hr） 1,350 0.186 上限値 中央値 下限値 
1.55 0.66 0.28 

 
図 A-5 に示した解析結果より、最大せん断ひずみの最大値は、ケース 1 の場合 0.48%、ケース

2 の場合は 0.35%であった。これらは、限界せん断ひずみの指標の「中央値～下限値」の範囲に

あり、孔壁の安定性評価では「やや不安定」と評価されることが確認できた。一方、孔壁全体の

最大せん断ひずみはケース 1 の場合は 0.4%、ケース 2 の場合は 0.1%であり、孔壁の安定性評価

では、ケース 1 の場合は「やや不安定」、ケース 2 の場合は下限値以下のため「安定」領域と評価

されることが確認できる。 
 

b) 孔壁に発生した応力の検討 
幌延 URL 深度 350 m で採取したコアで実施した力学試験結果を表 A-6 に示す。前述した周方向

応力の解析結果より、試験孔表面の周方向に発生した最大応力は、ケース 1 は 2.4 MPa の引張応

力、ケース 2 は 0.65 MPa の引張り応力であった。一方、試験の場である孔口から深度約 50 cm
の位置での応力はいずれも引張応力で、その値はケース 1 では約 2 MPa、ケース 2 では約 1 MPa
であった。表 A-6 の圧裂引張強さの値と比較すると、両ケースとも若干不安定であることが確認

できる。 
半径方向応力および鉛直方向応力の解析結果より、孔壁に発生した最大応力は、ケース 1 では

半径方向応力 3.0 MPa、鉛直方向で 3.0 MPa の圧縮応力（いずれも負荷した応力）、ケース 2 で

は半径方向応力 0.8 MPa、鉛直方向で 3.0 MPa の圧縮応力（いずれも負荷した応力）であった。

これより、孔壁に発生した圧縮応力は一軸圧縮強さと比較して小さい値であり、孔壁が破壊する

可能性はほとんどないと考えられる。 
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表 A-6 コアによる力学試験結果（青柳ら，2015） 

深度 一軸圧縮強さ平均値 
（MPa） 

圧裂引張強さ平均値 
（MPa） 

350 m 26.6 2.4 
標準偏差（MPa） 8.7 0.8 

 
 
参考文献 
 
青柳和平, 櫻井彰孝, 丹生屋純夫, 延深地層研究センターの 350 m ポンプ座における初期地圧測

定, JAEA-Data/Code2015-010, 2015. 
森岡博之, 尾留川剛, 村川史朗, 菅原健太郎, 小林隆志, 幌延深地層研究計画における地下研究坑

道の支保設計, 第 35 回岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集, pp. 69-74, 2006. 
桜井春輔, 足立紀尚, 都市トンネルにおける NATM, 鹿島出版会, 1988. 
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付録 B 

 

工学規模試験 

(本編 2.6 項に付す) 
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 工学規模試験は、小型試験と原位置試験の結果の評価を行う上で補完的に定量的なデータを取

得することを目的として行った。原位置での試験では試験後の供試体の形状を維持したまま回収

することが難しく、試験後の密度計測の精度が低いため、原位置とほぼ同じサイズの工学規模試

験において試験後の密度分布を詳細に測定した。また、この試験は小型試験と同じ素材のセルを

用いているため、小型試験との比較によりスケールによる影響についても検討することも意図し

ている。さらに、圧力の測定も、原位置より精緻に測定することができるため、得られたデータ

は原位置の圧力測定方法の妥当性の確認、試験条件の違いによる膨潤圧の発現の考察に資するこ

とができると考えられる。 
 報告書 2.6.2(1)3) 工学規模試験の節では、試験方法と試験後の密度分布の測定結果を示した。

本文に示した試験結果の以外の部分の内容を以下に示す。 
 

 試験結果と考察 
a) ケイ砂充填ケース 
ケイ砂は、供試体とセルの間の隙間に空中落下によって充填した。充填した部分の乾燥密度は、

1.584 Mg/m3であった。 
図 B-1 には、送水量と送水圧の経時変化の経時変化を示す。送水は底部の多孔質体を通して行

われており、底板全体から供給されている。送水圧は 7 kPa 程度であり、圧力の変動は 1～15 kPa
にとどまっていた。水はケイ砂部分を流れていることが推察される。 
図B-2 a)には、底部に設置したロードセルの値の経時変化を示す。供試体中央と1/4径の位置に

設置したロードセルの値は概ね同じであり、最終値は500 kPa程度であった。一方、外縁に設置

したロードセルで試験終了時に計測された値は 841 kPaであった。未充填のケースでは底部の膨

潤圧は外縁部が最も低かったのに対し、ケイ砂充填の場合に底部の外縁部の膨潤圧が最も大きい

のは、ケイ砂の充填により膨潤による側部への体積膨張が抑えられ、乾燥密度が高い状態で浸潤

したためと考えられる。 
図B-2 b)に示した供試体上部に設置したロードセルの値の経時変化では、外縁に設置したロー

ドセルしか膨潤圧を感知していないことがわかる。最大値は751 kPaであった。これは、供試体

の上面は外縁部しか浸潤しておらず、浸潤した部分の膨潤圧だけが発現しためである。 
さらに、図B-3には供試体の側面に設置した土圧計の値の経時変化を示す。土圧計の値は、供試

体の中央高さが最も大きく、最終的な値は 871 kPaであった。ケイ砂の充填が密実であることに

より、乾燥密度が低下しなかったことと、緩衝材の膨潤圧を損失なく土圧計に伝播させたことに

よると考えられる。上中下の土圧計の値は、異なる挙動を示したが、この理由が緩衝材の膨潤圧

の発現の違いによるものか、湾曲した面での測定のために起こった差かは判断できなかった。 
本試験のセルの設計耐圧は1 MPaであり、土圧計の値が設計耐圧の90%に迫る傾向を示したこ

とと、試験結果の傾向が概ね明確となったため、試験は3週間程度で完了した。しかし、計測され

た圧力に関する値は、次節で示す未充填の場合と比較すると試験時間が短かったにも関わらず大

きかった。このことは、乾燥密度が高く保たれていることに起因すると考えられる。 
 



付B-3 

 

図 B-1 送水量と送水圧の経時変化 
 

  
a) 底部 b) 上部 

図 B-2 試験中の圧力の経時変化（ロードセルにより測定） 
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図 B-3 側部の圧力の経時変化（土圧計により測定） 

 
図 B-4 には、排水の状況を示す。写真でわかるように初期の排水は赤褐色に着色しており、時

間の経過（総送水量の増加）に伴って徐々に薄くなった。静置すると沈殿することにより上澄み

が透明になったため、ケイ砂由来の細粒分により着色したと考えられる。ベントナイトの濃度を

測定するためには、排水のベントナイトの分散状態が均一であることを担保することが必要であ

る。そのため、上澄み、あるいはろ過後の液を測定に用いることはできず、直接ケイ砂細粒分に

よる着色を排除することはできなかった。 
 

  
a）小型セル（ケイ砂のみ:10~4140min） 

  

b）工学規模流出試験(10～26215 min) 
図 B-4 工学規模流出試験（3 号ケイ砂充填）の排水状況 

 
ケイ砂層から流出する細粒分の影響を確認するために、本文中の図 2.6-5 a)に示した小型セル

に同じ 3 号ケイ砂のみを充填して、工学規模と同じ流量（100 mL/min）で送水した際の排水の

吸光度を測定した。その結果、着色している排水は吸光度が高く、ベントナイト濃度の定量値に

影響を与えていることがわかった。 
ケイ砂充填ケースの試験で着色がなくなってからは、ベントナイトの濃度が吸光度によって計

測されると思われるが、着色がなくなってからの吸光度は低いため、流出量は低かったと考えら
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れる。初期の流出量について、補正によって算出する等も考えられるが、全く同じ条件での補正

のための試験ができないため、ベントナイトの流出量を得ることはできなかった。 
 
b) 隙間未充填のケース 

図 B-5 に、送水量と送水圧の経時変化の経時変化を示す。試験中の送水圧は 10 kPa 程度で推

移しており、大きな変動はなかった。送水圧が低いことから、膨潤によるシールはされずに水が

流れ続けており、流出現象が継続的に発生していることが推察される。 
試験状況の写真を図 B-6 に示す。蒸留水での試験の場合、側部の膨潤は水平方向に進むが、幌

延地下水を浸潤させたこの試験においては、送水液が供試体に接した直後から表面からある程度

凝集して大きな塊となったものが下に落ちていく様子が見られ、それが積もったことにより隙間

が底部から閉塞されていった。西側の状況の写真には下から溜まっているためにその上端を線と

してみることができる。 
 

 
図 B-5 送水量と送水圧の経時変化 
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天端面の状況 

 

側面の状況（南側） 
 

側面の状況（西側） 
図 B-6 未充填ケースの試験状況 

 
図B-7 a)には、底部に設置したロードセルと上部に設置したロードセルの値の経時変化を示す。

底部の圧力に供試体中央と1/4径の位置に設置したロードセルの値は概ね同じであり、試験終了時

には350 kPa程度であった。送水が供試体底面ほぼ全面からなされているため、底部は全面に水

が浸潤したことを示していると考えられる。一方、外縁に設置したロードセルは150 kPa弱であ

った。供試体外縁部は、供試体周囲の隙間方向に体積膨張して乾燥密度が低下したため、圧力が

低かったと推察される。 
これに対して、図B-7 b)に示した供試体上部に設置したロードセルの値の経時変化では、外縁

に設置したロードセルのみが膨潤圧を感知しており、その値は試験終了時に600 kPa程度であっ

た。これは、供試体の上面は外縁部しか浸潤しておらず、外縁部しか膨潤していないためである。 
さらに、図B-8には、供試体の側面に設置した土圧計の値の経時変化を示す。土圧計の値は、最

大でも30 kPa 弱であった。これは、膨潤圧の異方性や膨潤してセルの内壁まで達した部分の乾

燥密度が低いこと、さらには送水した幌延地下水を模擬した溶液のイオン強度による膨潤性能の

低下の影響によるものと考えられる。本文で述べたように、供試体の解体時点で供試体側部の乾

燥密度は低かった。なお、供試体中央に設置した土圧計が、一旦、負圧になっているが、これは

地下水の送水による浮力の作用や供試体の接触が均一でなく、偏圧が作用した可能性が、理由と

して考えられる。 
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a) 底部 b) 上部 

図 B-7 試験中の圧力の経時変化（ロードセルにより測定） 
 

 

 
図 B-8 側部の圧力の経時変化（土圧計により測定） 

 
 総送水量と緩衝材の流出量と濃度の関係を図 B-9 に示す。排水中の緩衝材濃度は一定になって

いない。これは、隙間の閉塞される過程で観察されたように、ある程度の大きさで凝集したもの

がひと塊で排出されていることが原因である可能性がある。図 B-10 には、既往の工学規模試験

との比較を示す。本試験の結果は、既往の試験よりも緩衝材の流出量が少なかった。既往の試験

は蓋に切り欠きがなく、隙間が 30 mm であったため、形状が異なり、その影響がある可能性が

ある。また、既往の試験は蒸留水を用いての試験であり、本試験では幌延地下水の模擬水を用い

ているため、液性の違いも大きいと考えられる。 
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図 B-9 総送水量と緩衝材流出量・濃度の関係 

 

 
図 B-10 既往の結果との比較 

（原子力環境整備促進・資金管理センター, 2018 を基に作成） 
 
 
参考文献 
 
原子力環境整備促進･資金管理センター, 平成 29 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関 

する技術開発事業 処分システム工学確証技術開発（第 2 分冊）－人工バリア品質／健全性

評価手法の構築－緩衝材, 2018 
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付録 C 

 

力学解析手法の検討 

(本編 2.6 項に付す) 
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 ここでは、本編 2.6.2(2)の 1)力学解析手法の検討における、下記の内容について詳細に記載す

る。 
・解析手法に関する解析コードについて 

 ・解析条件の(c)材料パラメータについて 
 ・解析結果のうち浸潤速度に関する解析的視点での考察  
 

 解析コード（本編 2.6.2(2) 1) ①解析手法） 
a) 不飽和土／水連成有限要素解析コード 
 本研究にて実施する、ベントナイト緩衝材の隙間充填と均一化過程のシミュレーションでは、

有限要素解析コード DACSAR が用いられる。DACSAR は、Iizuka and Ohta（1987）に端を発

する有限要素解析コード群の総称であり、解析対象となる材料の構成モデルの高度化・充実化、

多物理現象の考慮、ならびに、数値解析手法の高度化など、様々な形で更新されている。本研究

で用いるコードは、この解析コード群の一つである DACSAR-I（Takeyama et al., 2015）をベー

スとしつつも、不飽和状態にあるベントナイト緩衝材の力学特性を表現するためのアップデート

を施したものである。 
 不飽和状態にある地盤材料を解析対象とするとき、地盤材料は固相・液相・気相の多相混合体

からなる連続体としてモデル化され、地盤材料の変形とその間隙に存在する間隙流体の運動が有

限要素法によって近似的に求解されることになる。地盤の間隙に液体と気体が 2 相間隙流体とし

て混在する不飽和状態を考え、間隙が間隙水で満たされる飽和状態への変遷も連続的に記述され

る場の支配方程式、および、有限要素離散化の手続きは、金澤ら（2008）に記される通りあり、

多相混合体に作用する応力のつり合い条件、固相と液相に関する連続条件、および、固相と気相

に関する連続条件が場の支配方程式の素地となる。ここに多相混合体の材料モデルを課し、有限

要素法によって解析対象領域を空間離散化することによって、混合体の変位と 2 相の間隙流体の

圧力（間隙水圧および間隙空気圧）を未知数とする全体剛性方程式が形成される。さらに、対象

とする問題に応じて、適切な初期条件と境界条件を課すことにより、解くべき全体剛性方程式が

立式され、時々刻々と変化する状態が数値解析的に得られることになる。 
 有限要素法によって空間的に分割された有限要素の各積分点における応答は、不飽和地盤材料

の場合、土骨格の変形を記述するための構成モデル、各間隙流体の運動を記述するダルシー則、

ならびに、マトリックサクションと飽和度を関連付ける水分特性モデルに支配される。次節以降

に、本研究で用いるモデルについて詳述するが、本研究で実施するシミュレーションでは、ベン

トナイト緩衝材の不飽和状態を扱いつつも、緩衝材内の全ての物質点における間隙空気圧が常に

大気圧と等しいとする完全排気条件を仮定している。このことにより、領域全体にわたって間隙

空気圧は既知量として扱われ、その勾配も生じないため、間隙空気の運動を記述するダルシー則、

ならびに、透気係数は、解析的に定義する必要がなくなる。解析対象とするベントナイト緩衝材

について、透気係数を決定することが容易でなかったことに起因する仮定であり、あくまで解析

上の簡素化であるが、解析上、過剰間隙空気圧がベントナイト緩衝材内に生じえず、サクション

の消散が促されやすい結果となることに留意する必要がある。 
 
b) ダルシー則および透水係数モデル 
 前述のように、間隙空気については完全排気条件を仮定するため、ダルシー則を考慮すべきは

間隙水のみとなる。ダルシー則における透水係数は、地盤材料が不飽和状態にある場合、乾燥密

度（間隙比）や飽和度に依存することが知られている（例えば、Komine, 2008）。 
 本研究では、平成 30 年度の解析でも用いた乾燥密度（間隙比）依存性を考慮した透水係数モデ
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ル（Börgesson et al., 1995）を採用する。このモデルでは、透水係数は次式のように表される。 

 
k

e
ekk

λ









=

0
0  (C-1) 

ここで、 0k はリファレンスとなる間隙比 0e に対応する透水係数、 kλ は材料パラメータである。式

(C-1)は、飽和状態（ r 1S = ）における透水係数を与える。本来、飽和度の減少（ r 1S < ）に応じて

透水係数を低減する効果を導入することが好ましく、不飽和透水係数を計算するための相対透水

係数（例えば、Mualem, 1976）を導入する余地があるが、シミュレーションで対象とする材料に

ついて、乾燥密度（間隙比）依存性と同時に飽和度依存性を同定するための実験事実が見当たら

ないため、本研究では、解析上、不飽和状態にあっても式(C-1)に則り透水性が定まるものとし

た。シミュレーションに用いるパラメータの具体的な値については次章で説明する。 
 
c) 水分特性曲線モデル 
 地盤材料の保水性を示す水分特性曲線は、飽和度（あるいは体積含水率）とサクションの関係

で与えられる。本研究で扱うサクションはマトリックサクションであり、浸透圧がもたらすオス

モティックサクションの影響は考慮されない。しかしながら、ベントナイト材料のように高い保

水性を持つ地盤材料について、乾湿の繰返しに対する挙動を含め、幅広い範囲での含水状態につ

いて水分特性曲線を詳らかにすることは簡単ではない。特に、低含水状態ではマトリックサクシ

ョンを直接計測することは叶わないため、サイクロメータ法で計測されるトータルサクションの

内、マトリックサクションが占める割合を同定することは原理的に困難である。したがって、解

析に用いる水分特性曲線は理論上、飽和度とマトリックサクションの関係であるが、曲線の決定

には一定の仮定が必要となる。 
 本研究で用いる水分特性曲線モデルは、杉井・宇野（1997）によるロジスティック曲線モデル

であり、次式のように与えられる。 

 
( )

r r0
e

r0

1
1 1 expB
S SS

S s A
−

= =
− +

 (C-2) 

ここで、 s はマトリックサクション、 ( )e e rS S S= は有効飽和度、 A および B は水分特性曲線の形

状を定まる材料パラメータ、 r0S は残留飽和度であり、理論上、サクションを無限に作用させたと

きの飽和度の収束値を意味する。また、マトリックサクション s は、間隙空気圧 ap と間隙水圧 wp
の差として次式のように与えられる。 

 a ws p p= −  (C-3) 

前述のように、過剰間隙空気圧が発生しないものとし、間隙空気圧が常に大気圧と等しいとする

仮定をおく場合は、マトリックサクションは間隙水圧の負値（ ws p= − ）となる。 
 一般に、地盤材料は同一のサクションに対して飽和度が一意に定まらない。すなわち、あるサ

クション値に至るまでの履歴によって異なる飽和度（水分量）を持つことになる、ヒステリシス

と呼ばれる性質があることが知られているが、前述のように、ベントナイト材料について乾湿の

繰返し挙動が明らかになっているわけでなく、その把握のための試験には相当の時間を要するこ

とが想像される。また、本研究で実施するシミュレーションは、マトリックサクションの減少に

伴う、吸水応答が支配的な問題を扱うため、乾湿の繰返しはほとんど生じえず、ヒステリシスを

解析に考慮したとしても解析結果に影響を及ぼすとは考え難い。したがって、本研究では、式(C-
2)に示される単一ロジスティック曲線によって水分特性曲線が描かれるものとした。 
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d) 緩衝材の不飽和状態の応答を記述する弾塑性構成モデル 
 飽和状態にあるベントナイト緩衝材をシミュレーション対象とした平成 30 年度の研究では、

弾塑性構成モデルの一つである修正カムクレイモデルに，塑性膨潤の効果（Amerashinghe and Kraft, 
1983）を導入した構成モデルを用いた。不飽和状態からの変遷を考慮する平成 31 年度の研究に用

いる構成モデルは、材料が飽和状態に至ったときに、平成 30 年度の研究で用いたモデルに帰着す

るよう拡張されている。 
 不飽和状態への拡張にあたっては、まず、飽和状態（ r 1.0S = ）における Terzaghi の有効応力の

原理を内包する有効応力 1を定義する必要がある。本研究で用いる有効応力テンソル ′σ は、Bishop
型の有効応力であり、次式で与えられる。 

 net sχ′ = +σ σ 1  (C-4) 

ここで、
netσ はネット応力テンソル 2、 s はマトリックサクションである。この内、ネット応力テ

ンソルは次式のように全応力テンソルと間隙空気圧の差として定義される。 

 net
ap= −σ σ 1  (C-5) 

間隙空気圧が常に大気圧と等しいとする仮定（ a 0p = ）をおく場合は、ネット応力は全応力と等

価になる。一方、式(C-4)中の変数 χ は、有効応力へのマトリックサクションの寄与率を表すも

のであり、一般に、飽和度やサクションなどの関数として記述される。本研究では、変数 χ に対

して有効飽和度 eS を採用し、構成モデルを記述する。 
 弾塑性構成モデルの記述にあたっては、弾性域の拡大／縮小、すなわち、硬化／軟化が、塑性

体積ひずみの増減に因って生じるとする硬化特性に加えて、飽和度の減少／増加によっても生じ

るとする Se-hardening モデル（大野ら, 2008）の考え方を採用している。弾性域を規定する降伏

曲面は、有効応力空間の原点を通らない楕円形で定義され、降伏関数は次式で表される。 

 𝑓𝑓 = 𝑓𝑓�𝑝𝑝′,𝑞𝑞,𝑝𝑝𝑐𝑐′ ,𝑝𝑝𝑠𝑠′ � = 𝑞𝑞2

𝑀𝑀�2
+ �𝑝𝑝′ − 𝑝𝑝𝑐𝑐′ ��𝑝𝑝′ − 𝑝𝑝𝑠𝑠′ � = 0 (C-6) 

ここで、𝑀𝑀�は降伏曲面の楕円率を規定する材料パラメータである。また、 p′：平均有効応力、q：
偏差応力であり、それぞれ次のように定義される。 

 ( )1 tr
3

p′ ′= σ , 3
2

q = s ; p′= −s σ 1  (C-7) 

cp′と sp′は、降伏曲面の大きさを規定する変数であり、それぞれ圧密・除荷による降伏応力に相当

する。いずれも、塑性体積ひずみ p
vε と有効飽和度 eS を硬化パラメータとする関数であり、次式で

表される。 

 ( ) ( ) ( )( )p p
c c v e c v e

1, exp 1 lnp p S p S ζε ε β
θ ζ

 +′ ′ ′= = − + 
 (C-8) 

 ( ) ( ) ( )( )p p
s s v e s v e, exp 1 lnp p S p S ζε ε β

θ ζ
 ′ ′ ′= = − + 

 (C-9) 

                                                   
1 時に、不飽和状態における構成モデルを記述するための応力を「骨格応力」と呼称する場合もあるが、本報告

書では「有効応力」と称する。 
2 基底応力とも呼ばれる。 
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ここで、 β は硬化／軟化に対する有効飽和度の寄与を表す変数であり、飽和状態（ e 1S = ）にお

いて 1β = となり、式(C-8)と式(C-9)の右辺、指数関数の項が 1 になるように次式のように定式

化されている。 

 ( ) ( )e e1 1lS Sβ β α= = − +  (C-10) 

θ 、α 、 l は不飽和状態に関連する材料パラメータであり、この内、α 、 l が不飽和状態における

弾性域の大きさを制御するパラメータである。不飽和状態における弾性域は、飽和状態の弾性域

を包含するように拡大するが、θ がその位置を定めるパラメータとなる。また、任意の不飽和状

態における膨潤指数κ は、変数 β の関数として次式で書くことができる。 

 ( ) ( )e
e

S
S
κκ κ

β
= =  (C-11) 

ただし、κ は飽和状態における膨潤指数である。一方、 cp′と sp′は硬化／軟化に対する塑性体積ひ

ずみの寄与を表す変数であり、次式で与えられる。 

 pc s c0
v

c0 s0

1expp p e
p p

ε
λ κ

′ ′ + = =  ′ ′ − 
 (C-12) 

ここで、 λは圧縮指数、 c0e は基準間隙比、 c0p′ と s0p′ は、それぞれ cp′と sp′の初期値である。 
 

 材料パラメータ（本編 2.6.2(2) 1) ③解析条件） 
 既往の報告（原子力環境整備促進･資金管理センター, 2012）における 3-66 頁、表 3.7.2-2 に

記載の実験ケース UpH-B）を参考に、解析対象とする材料をケイ砂 30%混合クニゲル V1（土粒

子密度：2.736 Mg/m3。クニゲル V1 の土粒子密度：2.773 Mg/m3、ケイ砂の土粒子密度：2.65 
Mg/m3）とする。この章では、この材料に対して過去に実施された力学試験、透水試験、保水性

試験などを参考に定めたパラメータを説明する。 
 

a) 透水係数モデルに関するパラメータ 
 平成 30 年度の解析と同じく、透水係数モデルに関するパラメータは、解析対象となるケイ砂

30%混合クニゲル V1 に対して実施されている透水試験の結果（鈴木ら, 1992；松本ら, 1997）を

参考に決定する。図 C-1 は、試験結果として得られている透水係数を間隙比に対してプロットし

たものであり、間隙比の減少に伴って透水係数が小さくなる傾向にあることが分かる。 
(a) (ii)に説明した透水係数モデルの基準間隙比 0e を 0.539 とおくと、 ( )sm1068.2 13

0
−×=k 、

15.2=kλ とすれば、図中の直線のように試験値の傾向を概ね表現できることから、シミュレーショ

ンでのパラメータ値としても、これらを採用することにする。なお、基準間隙比 0 0.539e = は、次

の章で示す幾つかの解析ケースの初期間隙比の一つを採用していることを付記する。 
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図 C-1 透水係数の間隙比依存性（鈴木ら, 1992 ; 松本ら, 1997） 
 
b) 水分特性曲線モデルに関するパラメータ 
水分特性曲線モデルに関するパラメータは、解析対象材料に対して実施されている保水性試験

の結果（鈴木ら, 1999）を参考に決定する。図 C-2 は、サイクロメータ法により得られた含水比と

化学ポテンシャルの関係を、飽和度とサクションの関係に変換してプロットしたものである。含

水比を飽和度に換算するにあたっては、試験条件である乾燥密度 1.60 Mg/m3を用いている。 
(a) c)に説明した水分特性曲線モデルのパラメータを 1.40A = − 、 1.12B = 、 r0 0.10S = とすれば、

図中の曲線のように試験値の傾向を概ね表現できることから、シミュレーションでのパラメータ

値として、これらを採用することにする。ただし、化学ポテンシャルからマトリックポテンシャ

ルを分離せず、等価と読み替えているため、ある飽和度に対するマトリックサクションを過大に

評価した水分特性曲線を解析に用いることになることには注意が必要である。また、どのような

乾燥密度であっても、乾燥密度 1.60 Mg/m3に対して得られた水分特性曲線を用いるため、水分特

性の乾燥密度依存性は解析上、考慮されないことにも留意が必要である。 
 

 
図 C-2 水分特性曲線（鈴木ら, 1999） 
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c) 弾塑性構成モデルに関するパラメータ 

 弾塑性構成モデルパラメータの内、対象材料が飽和状態にあるときの力学試験結果に基づいて

決定されるものは、表 C-1 に示すように、平成 30 年度の解析と同様のパラメータセットを用い

る。これらは、一次元圧密試験と非排水せん断試験の両方を表現できるよう、思考錯誤的に選定

し、決定したパラメータセットである。このパラメータセットを用いて実施した一次元圧密試験

の要素シミュレーションの結果を図 C-3 に示す。参照する試験は、高治・鈴木（1999）によるも

のであり、載荷・除荷・再載荷過程における鉛直有効応力 vσ ′ と間隙比 e の変化を比較している。

試験結果を見ると、載荷過程の圧密曲線が広範囲の応力レベルでは、 vlne σ ′− 平面上であっても直

線でなく、下に凸の曲線となっている。このような傾向が表れることは、小林ら（2007）でも指

摘されている。つまり、 vlne σ ′− 平面上において正規圧密曲線を直線近似するモデル化は、広範囲

な応力レベルにおける圧密応答を表現できるほどには、一般性を帯びていないことになるが、本

研究で実施する解析の初期状態付近（おおよそ間隙比：0.5～0.7）で発揮される圧縮性・膨潤性

が満足されるように、圧縮指数 λと塑性膨潤パラメータ ζ を同定した。その結果、高圧下に至る

と、シミュレーションは実測に対して、より高密度な間隙状態を予測することになっている。ま

た、再載荷過程において、シミュレーションは実測に対して、より硬い（圧縮性が小さい）結果

を与えており、過度に大きな除荷／再載荷ループを予測することになっている。膨潤指数κ は、

除荷過程の初期勾配を表現できるよう 0.028κ = と定めているが、再載荷過程の勾配を過小に評価

することになっている。 
 同様に、表 C-1 に記すパラメータセットを用いて実施した非排水圧縮せん断試験の要素シミュ

レーション結果を図 C-4（有効応力経路）と図 C-5（応力－ひずみ関係）に示す。参照試験は、一

次元圧密試験と同じく、高治・鈴木（1999）によるものである。設定したパラメータセットによ

り、異なる複数の初期有効拘束圧に対する非排水せん断挙動を表現できていることが分かる。 
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表 C-1 飽和状態にあるときの力学試験に基づき決定されるパラメータセット 

パラメータ名 記号 数値 
限界応力比 M  0.63 
圧縮指数 λ  0.14 
膨潤指数 κ   0.028 
ポアソン比 ν ′  0.40 

塑性膨潤パラメータ ζ  0.45 
 

 

 

図 C-3 一次元圧密試験（高治・鈴木, 1999）の要素シミュレーション 
 
 

 
図 C-4 非排水圧縮せん断試験（高治・鈴木, 1999）の要素シミュレーション：有効応力経路 
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図 C-5 非排水圧縮せん断試験（高治・鈴木, 1999）の要素シミュレーション：応力－ひずみ関係 

 
 表 D-1 に含まれない、不飽和状態に関わる材料パラメータθ 、α 、 l は、飽和度変化を伴う試

験、例えば、膨潤圧試験や膨潤変形試験のシミュレーションを実施し、試行錯誤的に決定するこ

とも可能である。一方、膨潤圧試験を体積一定の要素試験と見做し、飽和化に至るまでの応力変

化が等方応力条件を維持すると仮定すると、弾塑性構成モデルの理論解として、不飽和状態にあ

るときの初期平均有効応力 ip′と飽和後の平衡膨潤圧 swelp の関係式が次のように得られる。 

 ( ) ( )
i

e,i
swel

11 ln 0;
ln

l pg S
h p

α
θ ζ

′
= − − =

− +
 (C-13) 

 ( ) swel ref i

ref
ln 1 ln p e eh

p
λζ

λ κ λ
 −

= + + − ′−  
 (C-14) 

ただし、 ie 、 e,iS はそれぞれ膨潤圧試験における初期間隙比と有効飽和度である。初期状態が既知

であり、パラメータも全て分かっていれば、式(C-13)を解くことにより、構成モデルが予測する

平衡膨潤圧 swelp を理論的に得ることができるわけであるが、3 つのパラメータθ 、α 、l が未知で

あるときは、これらを決定するために式(C-14)を用いることもできる。まず、対象材料について

異なる 3 つの初期条件に対する膨潤圧試験が実施されており、それぞれの試験結果として平衡膨

潤圧が得られていれば、試験条件ごとに式(C-13)を立式することができる。こうして得られた 3
式は、パラメータθ 、α 、l についての連立方程式であり、これを解くことにより、少なくとも３

つの初期条件に対する平衡膨潤圧の予測を保証するパラメータθ 、α 、 l が決定されることにな

る。本研究では、ケイ砂 30%混合クニゲル V1 に対して実施されている膨潤圧試験の結果から３

つの試験条件と平衡膨潤圧を選定し、上記の手順に従ってこれらパラメータを決定した。選定し

た試験条件と平衡膨潤圧は、文献（鈴木ら, 1999）の表 3.1.8 に纏められた結果の内、 
 

初期含水比：7%、乾燥密度：2.00 Mg/m3、平衡膨潤圧：4.21 MPa 
初期含水比：7%、乾燥密度：1.80 Mg/m3、平衡膨潤圧：1.71 MPa 
初期含水比：6%、乾燥密度：1.61 Mg/m3、平衡膨潤圧：0.54 MPa 

 
である。なお、式(13)に代入すべき初期有効応力 ip′

は、膨潤圧試験の初期状態においてベントナ

イト供試体に拘束圧は作用していない（全応力ゼロ）と仮定し、さらに、初期飽和度に対応する
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マトリックサクションを水分特性曲線から同定したうえで、有効応力式に従って算出している。 
 この結果、パラメータは、 0.65θ = 、 6.37α = 、 2.23l = のように決定された。 
 

 浸潤速度に関する解析的視点での考察（本編 2.6.2(2) 1) ④解析結果） 
本解析結果における緩衝材の浸潤により 5 mm の膨潤で隙間を充填する時間は、既往の試験結

果（解析体系の供試体寸法より多きいため浸潤深さを換算）と比較をすると、多くの時間を要し

ていた。同様の寸法で同じ材料に対する試験が未実施であるため、この時間が妥当であるかどう

かは結論をつけがたいが、仮に、シミュレーションが遅い膨潤速度を予測しているとしたときに、

解析条件の何を見直せばよいかについて考察した。 
本研究のように、隙間膨潤過程にある供試体の膨潤を境界値問題と捉えるとき、供試体全体と

しての膨潤速度の緩急は複合的な要因に左右される。まず一つに、透水係数の大きさである。こ

こで実施しているシミュレーションにおいて、透水係数は、マトリックサクション、すなわち、

負の過剰間隙水圧の消散速度を支配することになる。透水係数が大きければ、サクションの消散

が早くなり、吸水面に近い側から早期の有効応力低下が促されることになり、膨潤が進行しやす

くなる。この視点からは、透水係数モデル、あるいは、そのパラメータを見直すことが候補とし

て考えられる。しかしながら、膨潤速度を早めるという目的に対して、この見直しによる効果は

それほど望めない。この解析で用いている透水係数モデルは、(b) b)で示すように乾燥密度依存性

を考慮したものであり、関連するパラメータは(c) a)のように実験事実に基づいて決定されている。

実験事実に基づく以上、これを変更するための積極的な理由は見当たらない。では、本解析で考

慮していない飽和度依存性を考慮するとどうなるか。現状は、乾燥密度が同じであれば、飽和状

態の透水係数を不飽和状態に対しても用いている。透水係数への飽和度依存性を考慮すると、一

般的には、不飽和状態においてより小さな透水係数を持つことになり、ひいては、本解析のサク

ション消散よりも緩慢になると想像される。恣意性を排除すれば、透水係数モデルの見直しは、

ポジティブに作用しそうにない。 
サクション消散による有効応力低下があるとき、膨潤が生じやすいかどうかは、本解析で用い

ている弾塑性構成モデルの場合、弾塑性状態にあるかどうかで決まる。例え、有効応力低下（除

荷）があったとしても、弾性状態を持続するような状況にあれば、弾性膨潤として軽微なものと

なる。供試体内の大部分がこのような状況にあれば、局所的な弾性膨潤の累積として現れる供試

体の膨潤量もやはり小さくなる。図 C-6 は、Case 3 における供試体内の所定の高さ（供試体下面

から 9、18、27、36 mm）における間隙比変化と有効応力経路を示している。いずれの位置でも、

初期状態から有効応力が低下し、吸水面に近い供試体上部から順に除荷降伏した後に、大きな塑

性膨潤を呈する。この累積が供試体の膨潤量となるが、供試体全体としての膨潤が遅いという見

方からすれば、除荷降伏するまでの応力範囲が大きく、相当のサクション消散がなければ、除荷

降伏が起こらないという状況になっている。この範囲を予め狭めるためには、初期有効応力がよ

り小さく与えられれば良く、結局、水分特性曲線を見直さなければならないという話に行き着く。

初期平均有効応力は、初期のマトリックサクションと有効飽和度の積から算出されるが、試験条

件として飽和度が与えられるとき、マトリックサクションも有効飽和度も、解析で用いる水分特

性曲線を満足するように定まるからである。(c) b)にも述べたように、蒸気圧法によって得られた

化学ポテンシャルからマトリックポテンシャルを分離し、ある飽和度に対するマトリックサクシ

ョンが本解析のそれよりも小さくなるような水分特性曲線を定めることで、結果的に、初期有効

応力を小さくすることはできる。ただし、マトリックポテンシャルを分離する方法論は現状、思

い当たらない。また、水分特性曲線を見直し、初期有効応力も変更されるとなると、膨潤圧試験

の結果を用いて決定される弾塑性構成モデルのパラメータθ 、α 、l も修正されることになる（(b) 
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c) 参照）。これらの修正は、不飽和状態における弾性域の大きさにも影響を与えることに注意し

なければならない。 

 

 
図 C-6 供試体内の所定の高さにおける間隙比変化および有効応力経路 
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